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項目名

■ □ □

実績

評価者

松井まちづくりセンター長
吉川　泰央

項目名

■ □ □

実績

評価者

富岡まちづくりセンター長　鈴木　健

項目名

■ □ □

実績

評価者

小手指まちづくりセンター長
　　　　　　　　　　　　佐藤　尊之

13,477千円

事業の目的及び具体的な内容

所沢市まちづくりセンター条例施行規則、所沢市地
域づくり協議会活動支援交付金交付要綱

1.70 人
非常勤
特別職

1,200千円

会年職員

R1実績

1,252千円自治事務

R3目標

5,740人 262人
①4事業

②262人

952千円

法定受託事務 法定受託＋附加

Ｂ

松井
まち
づく
りセ
ン

ター

富岡
まち
づく
りセ
ン

ター

実施計画ランク 事業の種別

一
般

優先

R1予算現額

1,252千円

地域づくり支援事業への地域住民参加人数

目標設定の考え方・根拠

①地域づくり協議会の交付金対象事業数を基準とし
て、住民参加・人と人との絆・支え合う地域づくりへの
達成度を推し量るもの。
②地域づくり支援事業への参加人数を基準として、
協議会活動の趣旨普及や地域住民の理解の度合い
を推し量るもの。

R2決算額（見込み）

事業達成に向けての現在の課題及び今
後の課題解決に向けた取り組み

R2目標値が未達成の理由・分析

R2年度に改善した点R1決算額 指標名

3,842人0.00 人

松井まちづくり協議会構成団体からの意
見聴取を主目的に開催していた「５部会会
議」について、新型コロナ禍の状況を考慮
して「提案書の提出」及び「役員会議にお
ける審議」方式に変更した。

昨年度、新型コロナウイルス感染症の影
響から松井まちづくり協議会主催・共催事
業の多くが中止となり、参加人数を指標と
した目標には遠く及ばなかった。今後、新
型コロナ禍の状況下でも実施可能な事業
方式について検討するとともに、指標の設
定方法についても再考していく。

R1正規職員
人件費

R1その他職員
従事割合

R1目標

新型コロナウイルス感染症の影響により、松井
まちづくり協議会主催・共催事業の多くが中止と
なったため。

R2目標 R2実績

①地域づくり協議会活動支援
交付金交付対象事業数
②地域づくり支援事業への地
域住民の参加人数

5,677人

5,595人

R2正規職員
人件費

14,130千円 臨時職員

1.65 人

0.00 人

地域づくり支援事業

根拠法令 所沢市まちづくりセンター条例、

R2その他職員
従事割合

期間

　自治会・町内会をはじめとした松井地区内の各団
体で構成する「松井まちづくり協議会」への交付金
の交付等を通して、地域住民自身が地域課題の発
見とその解決を行うことにより、住民参加と協働を
促し、人と人との絆を大切にし、お互いに支え合う
地域づくりを進めることを目的とする。
その内容は、次のとおり
①地域づくり協議会活動への支援
②自治会・町内会等の地域コミュニティの支援
③まちづくり活動の人材育成
④地域の公共的団体の育成・支援
⑤地域情報の提供
⑥地域防災⑦地域住民の要望等の処理・連絡調
整

0.00 人

Ｈ23～

489千円

R2予算現額

実施計画ランク 事業の種別

一
般

R1予算現額

R2予算現額所沢市まちづくりセンター条例、

法定受託事務自治事務

R2正規職員
人件費

期間

R1目標

R2目標

法定受託＋附加 1,200千円

指標名

優先

12,000人

R1決算額

2.26 人

600千円

①地域住民の参加人数（支援
事業の延べ参加人数）
②地域づくり協議会活動支援
交付金交付対象事業数<交付
金の交付対象となった事業
数）

R1正規職員
人件費

R1その他職員
従事割合

R2その他職員
従事割合

R2決算額（見込み）

1.45 人

①４３８人

②１事業

16,091千円

会年職員 1.35 人

・「地域づくり協議会」の活動を支援することが目
的のため、地域づくり支援事業への地域住民参
加人数を指標とする。

事業実施の可否については、地域づくり
協議会役員と協議する等、地域の意向を
踏まえて決定した。

R2目標値が未達成の理由・分析

新型コロナウィルス感染症拡大により、事業が
実施できなかったことによる。

事業達成に向けての現在の課題及び今
後の課題解決に向けた取り組み

・地域づくり支援事業への地域住民参加人数

R2実績

6,069人

R1実績

12,600人

目標設定の考え方・根拠

Ｃ

事業実施にあたっては、新型コロナウイル
ス感染症防止策を徹底することにより、地
域住民が安心して参加できるように努める

新型コロナウィルス感染症防拡
大により、事業が実施できず、目
標が達成できなかった。感染防
止策を徹底することにより、実施
可能な事業を検討する必要があ
る。

R2年度に改善した点

非常勤
特別職

0.10 人

461千円

438人

13,230人

R3目標

18,785千円 臨時職員

1.97 人

法定受託事務 法定受託＋附加 1,023千円

H23～

人と人との絆を大切にし、互いに支え合い助け合う
地域づくりを推進するため、地域づくり協議会に対
し、1年度当たり120万円を上限に、地域づくり協議
会活動支援交付金を交付するとともに、次の取組
を行う。
①地域づくり協議会活動への支援②自治会・町内
会等の地域コミュニティの支援③まちづくり活動の
人材育成④地域の公共的団体の育成・支援⑤地
域情報の提供⑥地域防災⑦地域住民の要望等の
処理・連絡調整

地域づくり支援事業

事業の目的及び具体的な内容

根拠法令

所沢市まちづくりセンター条例施行規則、所沢市地
域づくり協議会活動支援交付金交付要綱

R2目標値が未達成の理由・分析

R2年度に改善した点

969千円

①地域住民の参加人数

②地域づくり協議会活動支援
交付金交付対象事業数

指標名 目標設定の考え方・根拠

地域づくり支援事業への地域住民参加人数

R2決算額（見込み）

B

地域づくり協議会は、住民の参加と協働により
地域内の課題解決に向けた取り組みを行う組織
であり、その活動に対して交付金を交付してい
る。この交付金を活用して多くの住民参加によ
り、住民相互の親睦を図ると共に文化・福祉の
向上を目的としている。

事業達成に向けての現在の課題及び今
後の課題解決に向けた取り組み

新型ｺﾛﾅｳｲﾙｽ感染拡大が収束されず、事業の
縮小、中止が余儀なくされたため(6事業中2事業
を中止した)。

R1その他職員
従事割合

小手
指ま
ちづ
くりセ

ン
ター

実施計画ランク 事業の種別

一
般

R1予算現額 R1決算額

559千円

R1目標 R1実績

750千円

非常勤
特別職

0.00 人 4500人 4330人1.70 人

R1正規職員
人件費

4520人 2810人

R3目標

会年職員

臨時職員

①2810人

②4事業

0.85 人
H23～

所沢市まちづくりセンター条例施行規則、所沢市地
域づくり協議会活動支援交付金交付要綱

所沢市まちづくりセンター条例、

期間

優先 自治事務

事業の目的及び具体的な内容

コロナ禍において感染の疑いのある避難
者対応のため、健常者とは別の避難施設
への対応が必要とされることが想定される
ため、避難時における環境の改善のた
め、シュラフ、折り畳みベッド、エアーマット
を整備した。

地域づくり支援事業

根拠法令 R2予算現額

人と人との絆を大切にし、互いに支え合い助け合う
地域づくりを推進するため、地域づくり協議会に対
し、1年度当たり120万円を上限に、地域づくり協議
会活動支援交付金を交付するとともに、次の取組
を行う。
①地域づくり協議会活動への支援②自治会・町内
会等の地域コミュニティの支援③まちづくり活動の
人材育成
④地域の公共的団体の育成・支援⑤地域情報の
提供⑥地域防災⑦地域住民の要望等の処理・連
絡調整

1.60 人

住民相互の交流と親睦を図り、文化・福祉
の向上と豊かで安心して住める地域づくり
を目指していることから、住民参加の手法
等を見直しながら、より多くの参加が得ら
れるものとする必要がある。

R2その他職員
従事割合

14,130千円

4540人

0.40 人 R2目標 R2実績

R2正規職員
人件費

13,069千円

事務事業名称 事業概要（全体）

経費

投入コスト
会
計

SDGsへの貢献
(最大3つ)

活動実績(R2)

成果

成果指標

評価及び次年度以降に向けた課題・取り組みなど

総合
評価

現状の課題
評価
理由

事業自体が
貢献する
項目

実施手法等
の工夫により
貢献できた
項目(任意)

令和元年度より目標とする指標
を協議会事業への地域住民参
加人数に変更したところだが、2
年度は新型コロナウイルス感染
症の影響により、主催・共催事業
の多くが中止となった。よって数
値目標の達成はならなかった
が、役員会議等により次年度以
降の事業再開に向けた協議を継
続することはできた。

本事業は、協議会の主体的な活
動を支援するため、住民の理解
と協力を得ながら進める必要が
あり、効果が現れるには時間が
かかるものと考えている。2年度
は新型コロナウイルスの感染拡
大が収束されないため、事業の
縮小、中止を行ったが、今後に
おいても、その状況を見ながら、
協議会の事業運営の支援を行
い、地域住民に魅力的な事業を
展開し、より多くの住民参加を
図っていく必要がある。

１４．海の豊
かさを守ろう

１７．パート
ナーシップで
目標を達成

しよう

どのように貢献したか

１１．住み続
けられるまち

づくりを

どのように貢献したか

まちづくり協議会による諸
活動を通して、自治交流・
健康福祉・安心安全・環境
保全等々、地域づくりに資
する情報を住民に対して発
信した。

１１．住み続
けられるまち

づくりを

３．すべての
人に健康と

福祉を

１１．住み続
けられるまち

づくりを

１７．パート
ナーシップで
目標を達成

しよう

　地域づくり支援事業の活
性化が魅力ある街づくりに
貢献できる。

どのように貢献したか

絆を大切にし、互いに助け
合う地域づくりを進めるた
め、地域の方々とのパート
ナーシップの向上が図られ
た
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事務事業名称 事業概要（全体）

経費

投入コスト
会
計

SDGsへの貢献
(最大3つ)

活動実績(R2)

成果

成果指標

評価及び次年度以降に向けた課題・取り組みなど

総合
評価

現状の課題
評価
理由

事業自体が
貢献する
項目

実施手法等
の工夫により
貢献できた
項目(任意)

所属
名称

項目名

■ □ □

実績

山口まちづくりセンター　守谷
秀明

項目名

■ □ □

実績

評価者

吾妻まちづくりセンター長　森田　悟

項目名

■ □ □

実績

評価者

柳瀬まちづくりセンター長

1.45 人

R2予算現額

R2予算現額

R2正規職員
人件費

R2正規職員
人件費

根拠法令

所沢市まちづくりセンター条例施行規則、所沢市地
域づくり協議会活動支援交付金交付要綱

事業の目的及び具体的な内容

1.45 人

11,844千円

山口
まち
づく
りセ
ン

ター

実施計画ランク 事業の種別

一
般

R1正規職員
人件費

自治事務 法定受託事務 法定受託＋附加

所沢市まちづくりセンター条例、

優先

R1予算現額 目標設定の考え方・根拠

1,219千円

新型コロナ感染防止対策により、自主防災訓練
等が中止となり、参加人数が大幅に減少した。

19,866千円

R2年度に改善した点

12,000人 B

12,000人

R2決算額（見込み）

1,000千円

事業達成に向けての現在の課題及び今
後の課題解決に向けた取り組み

住民参加と協働による地域課題の解決並びに
安全・安心な地域づくりを進めるための事業を実
施する。

R2実績

1,225千円

R1決算額 指標名

コロナ禍が続くことを念頭に置き、今まで
以上に可能なことは何か判断しつつ、地
域づくり推進活動をしていく。

2,868人

会年職員

R2その他職員
従事割合

コロナ禍という今までなかった状況の中
で、感染防止を徹底させ、規模を縮小し事
業を実施するなど柔軟な対応をした。

0.00 人

1.13 人

人と人との絆を大切にし、互いに支え合い助け合う
地域づくりを推進するため、地域づくり協議会に対
し、1年度あたり120万円を上限に地域づくり協議会
活動支援交付金を交付するとともに、次の取組み
を行う。①山口まちづくり協議会活動への支援②自
治会・町内会等の地域コミュニティの支援③まちづ
くり活動の人材育成④地域の公共的団体の育成・
支援⑤地域情報の提供⑥地域防災⑦地域住民の
要望等の処理・連絡調整

2.39 人

コロナ禍の中で事業縮小はやむ
を得ないものであった。しかし、こ
のような状況において、感染予
防対策をし工夫して事業を推進
したことは、今後の活動に繋がっ
ていくと感じる。

地域づくり支援事業

1,026千円

①地域住民の参加人数

②所沢市地域づくり協議会
　活動支援交付金対象事業
　数

③

地域づくり支援事業への地域住民の参加人数

事業の目的及び具体的な内容 R2目標値が未達成の理由・分析

12,975人

①2,868人

②８事業

③
R3目標

12,000人

1.13 人

R1その他職員
従事割合

非常勤
特別職

R1目標

H23～ 15,029千円

事業の種別

一
般

R1予算現額

R1実績

期間 1.84 人

R2目標臨時職員

優先

R1その他職員
従事割合

13千円

自治事務

65千円

臨時職員16,624千円

2.00 人

法定受託事務 法定受託＋附加

地域づくり支援事業

所沢市まちづくりセンター条例施行規則、所沢市地
域づくり協議会活動支援交付金交付要綱

R1正規職員
人件費

H23～

期間 2.00 人

所沢市まちづくりセンター条例、

事業の目的及び具体的な内容

根拠法令

65千円

R2その他職員
従事割合

0.00 人

0.00 人

地域コミュニティの醸成を図るため、地域づくり協議会の
設立に向けた支援を行うとともに、自治会・町内会等の
地域コミュニティの支援や、地域づくりを担う人材の育
成、まちづくりセンターにおける地域情報の発信などの
地域づくりの支援に取り組む。
①地域づくり協議会の設立及び活動への支援②自治
会・町内会等の地域コミュニティの支援③まちづくり活動
の人材育成④地域の公共的団体の育成・支援⑤地域
情報の提供⑥地域防災⑦地域住民の要望等の処理・
連絡調整

R2正規職員
人件費

会年職員 0.00 人

目標設定の考え方・根拠

地域コミュニティ、公共団体等への支援及び地
域づくり協議会設立を目標とする。

R1決算額 指標名

R1目標

①公共団体の支援事業

②地域づくり協議会活動支援
交付金対象事業数

③地域づくり協議会の設立に
向けての会議開催数

地域づくり支援事業への地域住民の参加人数

R2目標値が未達成の理由・分析

57千円

柳瀬
まち
づく
りセ
ン

ター

実施計画ランク 事業の種別

一
般

期間

16,336千円

吾妻
まち
づく
りセ
ン

ター

実施計画ランク

優先

所沢市まちづくりセンター条例、

地域づくり支援事業

H28～ 6500

1,243千円

所沢市まちづくりセンター条例施行規則、所沢市地
域づくり協議会活動支援交付金交付要綱

R1正規職員
人件費

12,052千円

法定受託事務自治事務

人と人との絆を大切にし、互いに支え合い助け合う地域
づくりを推進するため、地域づくり協議会に対し、1年度
当たり85万円を上限に、地域づくり協議会活動支援交付
金を交付するとともに、次の取組を行う。
①地域づくり協議会活動への支援②自治会・町内会等
の地域コミュニティの支援③まちづくり活動の人材育成
④地域の公共的団体の育成・支援⑤地域情報の提供
⑥地域防災 ⑦地域住民の要望等の処理・連絡調整

R2年度に改善した点

事業達成に向けての現在の課題及び今
後の課題解決に向けた取り組み

所沢駅西口再開発事業、飯能所沢線第３工区等、
吾妻地区における開発事業による住民の安全対策
など地域の諸問題の解決に向け吾妻町内会連絡協
議会を中心に関係団体と検討を進めた。地域に特化
した情報を提供し、地域住民と情報を共有した。

　柳瀬地区にある遺産物件に標識を設置する
作業を進めた。また、交通の便が良くないこと
から、買い物に不便を生じている高齢者に対
しての買い物支援活動が広がり、運行バスを2
便に増便した。また、交通不便地域解消のた
めのコミュニティバスの運用について、令和4
年度の運行に向けて準備が進んだ。

事業達成に向けての現在の課題及び今
後の課題解決に向けた取り組み

R2実績

R1実績

地域コミュニティ、公共団体等への支援事業に
ついては目標を達成している。なお、地域づくり
協議会設立に向け、吾妻町内会連絡協議会等
において協議を進めていく。

14,879人

17,622人
①20回

②0回

③0回

臨時職員

①地域住民の参加人数（支援
事業の延べ参加人数）
②地域づくり協議会活動支援
交付金交付対象事業数（交付
金の交付対象になった事業
数）

R2決算額（見込み）

17,200人

17,200人

R2目標

非常勤
特別職

R3目標

17,200人
所沢駅西口再開発事業、飯能所沢線第３
工区等、住民の安全対策など地域の諸問
題の解決に向けた更なる検討を進める。
地域づくり協議会設立に向け引き続き理
解を地域に求め支援を行う。

コロナ禍という状況もあったが、
地域コミュニティ、公共団体等へ
の支援事業、地域の課題解決に
向け、各種団体との連携強化を
進めた。地域住民の関心の高い
地域情報を引き続き提供した。
地域づくり協議会の設立につい
ては、引き続き、設立に向かう機
運の醸成を図っていきたい。

　まちづくり協議会における各部
会毎の活動が活発になり、具体
的な活動事例が増えてきた。こ
れはひとえに、部会ごとの活動
団体の連携や、問題意識の共有
が図られてきた結果からではな
いかと考える。今後は、他部会の
活動についても働きかけ、部会
を越えた横の繋がりを構築でき
るように努めていく。

A

R2年度に改善した点

　まちづくり協議会として、文化や伝統、更
に地域間のつながりを引き継げるよう、資
金面を含め支援し、住みよいまちづくりを
考えていく必要がある。

230

 新型コロナウイルス感染拡大防止のため、予定
していた行事が中止となったため、達成できな
かった。

Ｂ

R1その他職員
従事割合

R2実績

法定受託＋附加

地域づくり支援事業への地域住民の参加人数

10412

R2決算額（見込み）

6400

648千円895千円

R1目標

6500

R2目標

非常勤
特別職

目標設定の考え方・根拠

協議会に係る事業数を基準として、住民参加・
人と人との絆・支え合う地域づくりへの達成度を
推し量るもの。

R2その他職員
従事割合

0.40 人

①230人

②6事業

指標名

R1実績 R2目標値が未達成の理由・分析

R3目標

0.00 人

会年職員 0.40 人

R1決算額

1,244千円

根拠法令 R2予算現額

R1予算現額

３．すべての
人に健康と

福祉を

１１．住み続
けられるまち

づくりを

どのように貢献したか

人と人との絆を大切にし、
互いに支え合い助け合う地
域づくりを推進した。

１１．住み続
けられるまち

づくりを

どのように貢献したか

地域に特化した情報を提
供し、地域住民と情報の共
有をした。

１１．住み続
けられるまち

づくりを

１１．住み続
けられるまち

づくりを

どのように貢献したか

地区内の価値ある歴史遺
産を認定し、標識の設置を
行った。

2



第１章　人と人との絆を紡ぐまち  第１節　地域づくり

事務事業名称 事業概要（全体）

経費

投入コスト
会
計

SDGsへの貢献
(最大3つ)

活動実績(R2)

成果

成果指標

評価及び次年度以降に向けた課題・取り組みなど

総合
評価

現状の課題
評価
理由

事業自体が
貢献する
項目

実施手法等
の工夫により
貢献できた
項目(任意)

所属
名称

項目名

■ □ □

実績

評価者

三ケ島まちづくりセンター長
三枝　恵一

項目名

■ □ □

実績

評価者

新所沢まちづくりセンター長　廣川美智代

項目名

■ □ □

実績

評価者

新所沢東まちづくりセンター長
足立　啓

法定受託事務

所沢市まちづくりセンター条例、

人と人との絆を大切にし、互いに支え合い助け合う
地域づくりを推進するため、地域づくり協議会に対
し、1年度当たり120万円を上限に、地域づくり協議
会活動支援交付金を交付するとともに、次の取組
を行う。
①地域づくり協議会活動への支援②自治会・町内
会等の地域コミュニティの支援③まちづくり活動の
人材育成④地域の公共的団体の育成・支援⑤地
域情報の提供⑥地域防災⑦地域住民の要望等の
処理・連絡調整

所沢市まちづくりセンター条例施行規則、所沢市地
域づくり協議会活動支援交付金交付要綱

2.65 人

目標設定の考え方・根拠

①地域づくり協議会活動支援
交付金交付対象事業数
②地域づくり支援事業への地
域住民の参加人数

R2予算現額

2.75 人

R2その他職員
従事割合

R1決算額

①3事業

②920人

指標名

0.00 人

臨時職員

非常勤
特別職

0.00 人

会年職員 0.00 人

0.00 人

R1目標

100,000

R1決算額

会年職員

法定受託＋附加 1,202千円

R1予算現額 R1決算額

自治事務

R2決算額（見込み）

事業の種別

一
般

所沢市まちづくりセンター条例施行規則、所沢市地
域づくり協議会活動支援交付金交付要綱

7,896千円

事業の目的及び具体的な内容

540千円

1,202千円法定受託事務

R1実績

R2目標 R2実績

①10事業

②737人

737人

5,000人

6,446人

R3目標

R1その他職員
従事割合

2.65 人

R2その他職員
従事割合

0.00 人

会年職員

臨時職員

1,053千円

1,251千円

R1正規職員
人件費

R2決算額（見込み）

R1予算現額

H23～

優先

R1正規職員
人件費

非常勤
特別職

2.75 人

自治事務 法定受託事務

人と人との絆を大切にし、互いに支え合い助け合う
地域づくりを推進するため、地域づくり協議会に対
し、1年度当たり120万円を上限に交付する地域づく
り協議会活動支援交付金等を活用するとともに、次
の取組を行う。①地域づくり協議会活動への支援
②自治会・町内会等の地域コミュニティの支援③ま
ちづくり活動の人材育成④地域の公共的団体の育
成・支援⑤地域情報の提供⑥地域防災⑦地域住
民の要望等の処理・連絡調整 22,462千円

R2目標値が未達成の理由・分析

800千円

8,728

R1その他職員
従事割合

0.00 人

新型コロナウイルス感染拡大防止により多くの
事業が中止になったため。

0.00 人

R2決算額（見込み）

1,207千円

①３事業
②２,５３２人

臨時職員

地域づくり支援事業への地域住民参加人数

R3目標

920

100,000

R1目標

1,053千円

指標名

R1実績

R3目標

R2実績

①地域づくり協議会活動支援
交付金交付対象事業数
　
②地域づくり支援事業への地
域住民の参加人数

R2目標

地域づくり支援事業への地域住民の参加人数

9,000人

9,000人

優先

新型コロナウイルス感染症対策を行いな
がら、地域ネットワークに対する市からの
交付金を活用して、地域課題解決に向け
た事業が実施できた。

地域づくり支援事業

根拠法令 R2予算現額

R2目標

地域コミュニティの充実度を図る指標として、第
６次総合計画の事業目標に掲げられていること
から設定。

R2その他職員
従事割合

R2目標値が未達成の理由・分析

新型コロナウイルス感染症の影響により、予定
していた事業の多くが中止となり、参加人数が激
減した。

9,000人

540千円

R2正規職員
人件費

0.85 人

0.00 人

0.00 人

R1正規職員
人件費

事業達成に向けての現在の課題及び今
後の課題解決に向けた取り組み

新型コロナウイルス感染症の影
響により事業数ならびに参加者
人数が激減し、まちづくり協議会
の活動への周知や理解を図りず
らい状況であった。今後、まちづ
くり協議会を地域に浸透するた
めには、地域に密着した事業を
行い、活動内容等を広くPRする
とともに、まちづくり活動の人材
育成と、団体等への活動支援に
努めることが重要になる。

R2実績

22,858千円

800千円

R2年度に改善した点

2,532人

R1実績

0.95 人 32,687人
B

①地域づくり協議会活動支援
交付金交付対象事業数（交付
金の受給対象となった事業
数）
②地域住民の参加人数（支援
事業の延べ人数）

1,208千円

事業の目的及び具体的な内容

6,943千円

R1予算現額事業の種別

R1その他職員
従事割合

非常勤
特別職

地域づくり支援事業への地域住民の参加人数

R2正規職員
人件費

21,645千円

【目的】
人と人との絆を大切に、互いに支え合い助け合う地
域づくりを推進するため、地域づくり協議会に対し、
１年度当たり120万円を上限に、地域づくり協議会
活動支援交付金を交付するとともに、次の取組を
行う。
【内容】
①地域づくり協議会活動への支援②自治会・町内
会等の地域コミュニティの支援③まちづくり活動の
人材育成④地域の公共的団体の育成・支援⑤地
域情報の提供⑥地域防災⑦地域住民の要望等の
処理・連絡調整

期間

地域づくり支援事業

根拠法令

一
般

法定受託＋附加

指標名

22,027千円

R2正規職員
人件費

目標設定の考え方・根拠

事業の種別

一
般

地域づくり協議会への支援により、地域づくり協
議会の事業の充実がどれだけ進んだかを指標
とし、目標とする。

5,000人

所沢市まちづくりセンター条例、

新所
沢東
まち
づく
りセ
ン

ター

根拠法令

所沢市まちづくりセンター条例施行規則、所沢市地
域づくり協議会活動支援交付金交付要綱

事業の目的及び具体的な内容

期間

実施計画ランク

優先

Ｈ23～

地域づくり支援事業

自治事務

B

新所沢東地区の住民が自分たちの「まち」を常
に見つめ直し、かつ幅広い年代の人たちが地域
活動の中で交流を深め、助け合い、安全・安心
な「まち」づくりを目指しているため、地域住民の
参加人数を指標とする。

R2目標値が未達成の理由・分析

目標設定の考え方・根拠

コロナウイルス感染予防対策により各種事業や
イベントが縮小及び中止となったため。

地域づくり協議会の主催事業の発展のた
めの助言を行った。

コロナウイルスにより多くのイベントが中
止となったが、実施した事業については、
感染症対策を徹底した。

引き続き、地域団体の自主性を尊重し、そ
の活動の側面支援を行っていく。

地域づくりについては、リーダー
の世代交代や、主体的に地域活
動に参加する住民を継続的に増
やしていく必要があるなど対応す
べき課題が幅広く、かつ長期的
である。単年度の目標達成がす
なわち目的達成とならないことに
留意し、本事業を発展させたい。

自治会加入率の低下及び、自治会に加入
しない若い世代が増えている。また、三ケ
島まちづくり協議会の活動に対する周知
のため、広報紙を通じて、魅力のある自治
会活動をPRしていく。

R2年度に改善した点

令和2年度はコロナウイルス感染
症により、多くのイベントが中止
となり、人々の交流が思うように
できなった。しかし、コロナ禍にお
いても、しっかりとした対策を講じ
ることで実施可能なイベントはあ
るので、今後はそういったものを
検討し、地域における交流を継
続していく必要がある。

R2予算現額

R1目標

11,000

Ｂ

事業達成に向けての現在の課題及び今
後の課題解決に向けた取り組み

R2年度に改善した点

事業達成に向けての現在の課題及び今
後の課題解決に向けた取り組み

法定受託＋附加 1,253千円

新所
沢ま
ちづ
くりセ

ン
ター

実施計画ランク

期間

実施計画ランク

5,000人

しんとこイーストネットの地域団体の活動
をはじめ、新所沢東地区の様々な情報を
発信することにより、幅広い年代の人たち
が交流を深めらるよう更なる支援を行って
いく。
また、イベント開催時にはコロナ対策を徹
底する。

１１．住み続
けられるまち

づくりを

１７．パート
ナーシップで
目標を達成

しよう

どのように貢献したか

地域の様々な団体との協
働により、まちづくり推進に
向けた活動に貢献した。

３．すべての
人に健康と

福祉を

１１．住み続
けられるまち

づくりを

どのように貢献したか

コロナ禍という特殊状況の
中、令和元年度より継続す
る「駅前噴水イルミネーショ
ン」を実施し、多くの方々か
ら喜ばれた。

１１．住み続
けられるまち

づくりを

どのように貢献したか

コロナ禍においてできる範
囲で事業を実施し、地域住
民の交流を図った。

H23～

三ケ
島ま
ちづ
くりセ

ン
ター

3



第１章　人と人との絆を紡ぐまち  第１節　地域づくり

事務事業名称 事業概要（全体）

経費

投入コスト
会
計

SDGsへの貢献
(最大3つ)

活動実績(R2)

成果

成果指標

評価及び次年度以降に向けた課題・取り組みなど

総合
評価

現状の課題
評価
理由

事業自体が
貢献する
項目

実施手法等
の工夫により
貢献できた
項目(任意)

所属
名称

項目名

■ □ □

実績

評価者

所沢まちづくりセンター長　金子
敦

項目名

■ □ □

実績

評価者

並木まちづくりセンター長　川原　利和

所沢市まちづくりセンター条例、

法定受託事務 法定受託＋附加

新型コロナウイルス感染症拡大
防止のため、参加人数の見込め
る自主事業や後援事業が中止と
なったが、参加人数を絞って席
の間隔を空ける等の対策を取っ
た上での講演会開催や広報紙の
発行を行い、地域の課題の共有
化や情報発信等を図ることがで
きた。

期間 1.50 人

1.90 人

1,230千円
所沢市まちづくりセンター条例施行規則、所沢市地
域づくり協議会活動支援交付金交付要綱

11,221千円

会年職員 0.00 人

協議会構成員自らが、地区内２ヶ所の大
規模店舗において協議会作成のｴｺﾊﾞｯｸを
配付した。プラスチック削減キャンペーン
の実施により、地域住民の環境意識の向
上を促進し、協議会の認知度を高めること
ができた。

R1目標 R1実績 R2目標値が未達成の理由・分析

新型コロナウイルス感染症対策のため、後援事
業が中止となってしまったため。

事業達成に向けての現在の課題及び今
後の課題解決に向けた取り組み

地域の住民と共に課題を共有し、解決策
を見出すことで住みやすい地域づくりに繋
げていく。今後も自主的な活動が推進でき
るよう組織を整えていく。

8,300人

R3目標

非常勤
特別職

新型コロナウイルス感染症の発病により感染拡
大を防止するため、各種事業や行事が中止と
なったためである。

多くの地域住民が参加できる等、地域づくりの一
助となる事業を行う。

R1その他職員
従事割合

①8事業

②1,797人

R2目標

1,017千円

8,300人

R2決算額（見込み）

R1決算額 指標名

0.00 人

①地域づくり協議会活動支援
交付金交付の対象事業
②地域づくり支援事業への地
域住民の参加人数

R2実績

15,519千円

7,935人

目標設定の考え方・根拠 R2年度に改善した点

臨時職員

Ｂ

R2実績

0.00 人

R2その他職員
従事割合

8,300人 1,797人

地域づくり支援事業への地域住民の参加人数

R2予算現額

0.00 人

21,300人

R2目標

地域づくり協議会の構成団体から現状で
の課題や今後の活動に向けた意見抽出
のための調査を実施して、今後の活動や
事業計画の基本的資料として構成団体で
共有した。

R1目標 R1実績 R2目標値が未達成の理由・分析

①支援事業への地域住民の
参加人数

②地域づくり協議会活動支援
交付金交付対象事業数

③

R2年度に改善した点新型コロナウイルス感染症拡大
防止のため各団体が活動自粛を
余儀なくされた中で、令和元年度
設立した地域づくり協議会におい
ては、地域情報提供のためのPR
冊子「市制施行70周年記念誌
所沢地区はこんな街！」を作成
し、地区内の家庭や小中学校児
童・生徒などに配布を行なった。
また、構成団体より課題等意識
調査を実施した結果、関心の高
かった防災について、防災備品
整備支援事業として町内会・町
会へ防災備品整備にかかる費用
の一部補助を順次行っている。

事業達成に向けての現在の課題及び今
後の課題解決に向けた取り組み22,692人

10,280人21,350人

目標設定の考え方・根拠

引き続き地域づくり協議会の活動を支援・
周知することで地域住民へ認知度を高め
る。一方、地域の課題及び各構成団体の
課題をそれぞれが共有しながら、その解
決に向けた活動及び運営について支援し
ていく。

R3目標

Ｂ

地域づくりを推進するために、地域組織の活性
化を図ることを目的として、公共的団体の実施す
る事業への地域住民の参加人数を指標とする。

21,400人

非常勤
特別職

0.00 人

①10,280人

②２事業

③

地域づくり支援事業への地域住民の参加人数

実施計画ランク 指標名R1決算額

一
般

R1予算現額

法定受託事務

事業の種別

一
般

自治事務

R1予算現額

830千円

15,793千円

根拠法令

12,252千円

R2正規職員
人件費

1,845千円

会年職員

2,037千円

R1正規職員
人件費

1.90 人

事業の種別

法定受託＋附加

根拠法令

事業の目的及び具体的な内容

人と人との絆を大切にし、互いに支え合い助け合う
地域づくりを推進するため、地域づくり協議会に対
し、1年度当たり120万円を上限に、地域づくり協議
会活動支援交付金を交付するとともに、次の取組
を行う。
①地域づくり協議会活動への支援②自治会・町内
会等の地域コミュニティの支援③まちづくり活動の
人材育成
④地域の公共的団体の育成・支援⑤地域情報の
提供

優先 自治事務 1,029千円

R2予算現額

R2正規職員
人件費

所沢市まちづくりセンター条例、

R1正規職員
人件費

1.35 人

実施計画ランク

期間

優先

H23～

地域づくり支援事業

地域づくり支援事業
事業の目的及び具体的な内容

所沢市まちづくりセンター条例施行規則、所沢市地
域づくり協議会活動支援交付金交付要綱

人と人との絆を大切にし、互いに支え合い助け合う
地域づくりを推進するため、地域づくり協議会等地
域団体の支援を行うとともに、次の取組を行う。
①地域づくり協議会の活動への支援②自治会・町
内会等の地域コミュニティの支援③まちづくり活動
の人材育成④地域の公共的団体の育成・支援⑤
地域情報の提供⑥地域防災⑦地域住民の要望等
の処理・連絡調整

Ｈ23～

所沢
まち
づく
りセ
ン

ター

３．すべての
人に健康と

福祉を

１１．住み続
けられるまち

づくりを

１６．平和と
公平をすべ
ての人に

どのように貢献したか

地域づくり協議会の活動を
通じて、地域の紹介や地域
住民の安全・安心な街づく
りを支援した。

３．すべての
人に健康と

福祉を

１１．住み続
けられるまち

づくりを

どのように貢献したか

地域住民にとっての安心
安全、健康維持、生きがい
等の向上に寄与した。

R2決算額（見込み）

1,052千円

R1その他職員
従事割合

R2その他職員
従事割合

829千円

0.00 人

臨時職員

並木
まち
づく
りセ
ン

ター
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第１章　人と人との絆を紡ぐまち  第１節　地域づくり

事務事業名称 事業概要（全体）

経費

投入コスト
会
計

SDGsへの貢献
(最大3つ)

活動実績(R2)

成果

成果指標

評価及び次年度以降に向けた課題・取り組みなど

総合
評価

現状の課題
評価
理由

事業自体が
貢献する
項目

実施手法等
の工夫により
貢献できた
項目(任意)

所属
名称

項目名

■ □ □

実績

評価者

防犯交通安全課長　粕谷　広和

項目名

■ □ □

実績

評価者

地域づくり推進課長　田中　廣美

項目名

■ □ □

実績

評価者

地域づくり推進課長　田中　廣美

建設や修繕等に関する相談が多数寄せら
れていることから、自治会・町内会へ聞き
取りを行う中で、各集会施設の現況を確
認するとともに、準備状況や緊急性、重要
性などを踏まえて、柔軟な対応を行うとと
もに、集会施設台帳の更新に着手した。

事業達成に向けての現在の課題及び今
後の課題解決に向けた取り組み

自治会・町内会が管理する集会施設の多
くは、建設からの時間経過が大きく、老朽
化の声も多数寄せられているため補助金
の助成要望が増加することが見込まれ
る。そのため他自治体の事例や国や県の
補助金制度等を参考に効果的な助成方
法について研究していくとともに、再交付
の除斥期間短縮など要綱の見直しも合わ
せて検討していく。

最優先 自治事務 法定受託事務

根拠法令

客引き行為等を禁止することで、市民等が安心して
通行することができる快適な環境を確保するととも
に、健全な事業活動の発展に寄与することを目的
とする。
①市職員や委託警備員による巡回警備・指導を行
う
②事業者や市民等に対して、条例の目的や禁止行
為等を広く周知啓発する

事業の目的及び具体的な内容

5,874千円

R1その他職員
従事割合

0.00 人

事業の種別

一
般

R1予算現額

会年職員 0.00 人

指標名

0千円

R1決算額

①口頭指導件数

②書面指導件数

プロペ通りにおける客引き行為等に対する市長
への手紙による苦情の件数

R2予算現額 R2決算額（見込み）

R1正規職員
人件費

R1目標

8,039千円

R2目標値が未達成の理由・分析

目標達成済

0
事業達成に向けての現在の課題及び今
後の課題解決に向けた取り組み

R2実績

9 路上での客引きに対する巡回指導を継続
するとともに、地元商店会や自治会・町内
会による活動を積極的に支援する

条例の目的を達成するために市
職員及び委託警備員による巡回
指導を行った結果、条例全面施
行後の市長への手紙による苦情
件数は１件であった。
今後もこの効果を維持するため
に活動を継続していく

R2年度に改善した点

客引き行為等で通行の支障や迷惑を被り、ま
た、恐怖を感じるなどした市民等が市へ意見を
伝える手段の一つとして市長への手紙があるこ
とから、この件数を指標とする。

8,413千円 10

令和2年度開始

R1実績

目標設定の考え方・根拠

Ａ

R2正規職員
人件費

1.03 人 R3目標

0

0千円

16

臨時職員

0.00 人

R2その他職員
従事割合

0.00 人
①301

②29

※R2年度は10/1以降の6か
月間の数値

R2目標

非常勤
特別職

法定受託事務 法定受託＋附加

0.00 人

①自治会・町内会応援団
　（派遣のべ人数・派遣会場）
②加入促進パンフレット付属
のはがき、電話等での自治会
問い合わせ件数

臨時職員

会年職員

R2予算現額

R1その他職員
従事割合

R1正規職員
人件費

2.06 人

0.00 人

58,405千円

1.35 人

新型コロナウイルス感染拡大防止のた
め、市ホームページに書面表決の方法
や、集会施設の利用、回覧についての注
意事項を掲載するとともに一時的に行政
回覧を中止にした。

R1決算額

57,048千円

事業達成に向けての現在の課題及び今
後の課題解決に向けた取り組み

R2目標 R2実績

R1目標

加入率の分母となる市全体の世帯数は増
加し続ける一方で、加入世帯が減少する
と大幅に加入率が下がってしまうことか
ら、引き続き、自治会・町内会の重要性に
ついて幅広く浸透していくように事業を継
続する。98,100 世帯

指標名 目標設定の考え方・根拠

イベント等での働きかけが難しい
中、転入者や不動産事業者への
働きかけのほかに、自治会・町
内会への参加や加入につながる
新たな取り組みを検討する必要
がある。引き続き、自治会・町内
会の重要性の周知に努める。

R1実績

96,973世帯

自治会・町内会への加入と参加の促進及び活
動を支援することで得られる結果が自治会加入
世帯数

自治会加入世帯数

B
97,900 世帯

R2目標値が未達成の理由・分析

R3目標

R2年度に改善した点

98,026 世帯

事業の目的及び具体的な内容
R1正規職員
人件費

R1目標
R1その他職員
従事割合

9,496千円

R2決算額（見込み）

11,027千円

平成27年度から昨年度までは、平均約200世帯
ずつ増加していたが、令和2年度に約1000世帯
減少となった。コロナ禍で加入促進活動が思うよ
うにできなかったことが原因と考えられる。

事業の種別

一
般

R1予算現額

0.00 人

R1決算額

非常勤
特別職

5件

11,500千円

①0人・0会場（事業中止のた
め）

②43件

指標名

R1実績

一
般

9,590千円

R2正規職員
人件費

R2その他職員
従事割合

98,000 世帯

非常勤
特別職

0.00 人

補助対象事業数

法定受託＋附加
①集会施設建設事業
　（※増改築を含む）

②集会施設修繕事業

③集会施設緊急修繕事業

地域住民の心のふれあいや交流の場、活動の拠
点となる集会施設の建設や修繕などに補助金の交
付を行い、あらたになった集会施設により、これま
で以上に地域が一体となり、安全で安心して住み
続けることができるまちづくり、地域課題の把握や
解決、自主的なコミュニティ活動が活発に行われる
ことを目的に支援する。

R2実績

5件 5件

4件

根拠法令

0.65 人

①0件

②5件

③0件

5件

5,403千円

R3目標

R2正規職員
人件費

0.68 人

R2その他職員
従事割合

5,554千円
会年職員 0.00 人

実施計画ランク

地域
づく
り推
進課

地域
づく
り推
進課

所沢市地域がつながる元気な自治会等応援条例 59,686千円

10,500千円

R2予算現額

自治事務

事業の種別

コミュニティ活動推進
事業

期間

事業の目的及び具体的な内容

自治事務

期間

法定受託事務

自治会等応援事業

所沢市コミュニティ活動推進事業実施要綱・所沢市
コミュニティ活動推進事業補助金交付要綱　他

根拠法令

R2～

所沢市客引き行為等の禁止に関する条例

―

実施計画ランク

所沢市客引き対策事
業

「所沢市地域がつながる元気な自治会等応援条
例」に基づき、市が自治会・町内会への加入・参加
の促進活動と自治会・町内会活動の支援を実施す
るもの。
自治会等・町内会への加入・参加を呼びかけるパ
ンフレットを作成し、主に転入者へ配布することで
周知啓発を行う。また、自治会・町内会が行う夏祭
りへ市の職員をボランティアスタッフ（自治会・町内
会応援団）として派遣することでその活動を支援す
る。

17,123千円

法定受託＋附加

60,290千円

R1予算現額

A

目標設定の考え方・根拠

修繕の相談から実施までに年数
がかかるという課題はあるが、潤
沢とは言えない自治会・町内会
の予算規模から、集会施設の建
設・修繕に対する補助は重要で
ある。
要望も多い状況ではあるが、修
繕について概ね自治会・町内会
の計画どおり実施できた。

補助金の交付対象となる団体数

R2目標値が未達成の理由・分析

R2年度に改善した点

優先

期間

S56～

H3～

防犯
交通
安全
課

実施計画ランク

目標達成済

R2目標

１１．住み続
けられるまち

づくりを

どのように貢献したか

歩きやすいプロペ通りや、
客を横取りされない環境づ
くりに貢献した

１７．パート
ナーシップで
目標を達成

しよう

１１．住み続
けられるまち

づくりを

どのように貢献したか

自治会・町内会を支援する
ことで、地域コミュニティの
醸成に貢献した。

１１．住み続
けられるまち

づくりを

１７．パート
ナーシップで
目標を達成

しよう

どのように貢献したか

地域活動の拠点整備を通
して、地域コミュニティの醸
成と住みやすい環境整備
へ貢献した。

0千円

R2決算額（見込み）

臨時職員 0.00 人
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第１章　人と人との絆を紡ぐまち  第１節　地域づくり

事務事業名称 事業概要（全体）

経費

投入コスト
会
計

SDGsへの貢献
(最大3つ)

活動実績(R2)

成果

成果指標

評価及び次年度以降に向けた課題・取り組みなど

総合
評価

現状の課題
評価
理由

事業自体が
貢献する
項目

実施手法等
の工夫により
貢献できた
項目(任意)

所属
名称

項目名

■ □ □

実績

評価者

地域づくり推進課長　田中　廣美

項目名

■ □ □

実績

評価者

地域づくり推進課長　田中　廣美

期間

H21～ 11,435千円

市民による自主的で公益性のある活動を支援、促
進する。主な活動は①ミーティングコーナー・印刷
機等の貸出やパンフレット等の配架による情報提
供による登録団体の支援②市民活動支援講座、登
録団体との協働による事業の実施及び地縁型コ
ミュニティとテーマ型コミュニティとの連携に向けた
環境整備の促進③市民活動総合補償制度により
市民の公益的な活動等における事故を補償④アダ
プト・プログラム制度の周知・啓発⑤市ホームペー
ジ、市民活動支援システム、フェイスブック、季刊誌
を通じて情報提供や周知・啓発

0.00 人 3,520 人 3,201 人

R2正規職員
人件費

R2その他職員
従事割合

954人

1.40 人

会年職員 2.00 人

事業達成に向けての現在の課題及び今
後の課題解決に向けた取り組み

11,554千円 臨時職員 3.00 人

954人
①954人

②0人

③0人

R2目標 R2実績

市民活動支援講座の開催等を通じて、引
き続きＮＰＯやボランティア団体等（テーマ
型コミュニティ）と、自治会・町内会（地縁型
コミュニティ）の連携を図っていく。

1.39 人
非常勤
特別職

10,900千円 8,702千円

市民活動支援センターの利用
者数
①ミーティングルーム等の設
備の利用者数
②主催事業の来場者数
③市民活動支援講座の参加
者数

法定受託＋附加 10,008千円

R2予算現額

8,757千円

R2目標値が未達成の理由・分析

C

3,580 人

目標設定の考え方・根拠指標名

指標名の「市民活動支援センターの利用者数」
は、ミーティングコーナー等の設備の利用者数
の他、主催事業の来場者数も含んでいる。
目標値が未達成であった理由は、新型コロナウ
イルスの影響により、閉館や開館時間の短縮が
行われたこと、利用人数を通常の半分以下に制
限したことが挙げられる。その他、主催事業及び
市民活動支援講座が開催できなかったためであ
る。

3,550 人

R3目標

R1実績

新型コロナウイルスの影響によ
り、目標に対する実績には隔たり
があるものの、市民活動支援シ
ステム（トコろんWeb）のアクセス
件数は令和元年度同様15万件
を超えており、また、支援セン
ターの登録団体数は、コロナ禍
においても維持している。さら
に、アダプト・プログラムの登録
団体は、5団体増加となってい
る。
こうしたことから、市民活動に関
する情報発信や、支援センター
の周知等の効果は一定程度得ら
れていると判断する。

R1正規職員
人件費

R1その他職員
従事割合

R2決算額（見込み）

R1決算額 R2年度に改善した点

市民活動支援センターの利用者数
市民活動の支援、促進を図ることが事業目的で
あることから、市民活動支援センターの利用者
数を指標とした。

コロナ禍でも安心して利用できるように
ミーティングコーナーの使用ガイドラインを
設け、感染防止を徹底した。また、館内に
は消毒液を配置し、利用後の机・椅子等
の消毒を徹底した。

R1目標地域
づく
り推
進課

実施計画ランク 事業の種別

一
般市民活動支援事業

根拠法令

事業の目的及び具体的な内容

所沢市市民活動支援センター条例・所沢市市民活
動総合補償制度取扱要綱ほか

法定受託事務重要 自治事務

S55～ 14,866千円 20万人

R2正規職員
人件費

R2その他職員
従事割合

R1予算現額

期間 1.82 人

事業達成に向けての現在の課題及び今
後の課題解決に向けた取り組み

18,120千円 臨時職員 1.00 人

①23名

②0団体（開催中止のため）

③0人（開催中止のため）

2.18 人

R2目標

25万人

R2実績

－

地域
づく
り推
進課

実施計画ランク 事業の種別

一
般

R1予算現額

事業の目的及び具体的な内容
R1正規職員
人件費

所沢市民フェスティバル補助金交付要綱

市民フェスティバル
開催支援事業

自治事務 法定受託事務

根拠法令 R2予算現額

8,611千円8,661千円
市民フェスティバルは、市民の心のふれあいや
連帯感を高めること、所沢の魅力を発信すること
を目的としている。指標は過去の開催の来場者
数をもとに算出している。

R2目標値が未達成の理由・分析

25万人

新型コロナウイルス感染症拡大防止の観点か
ら、市民フェスティバル実行委員会において令和
2年度の 開催中止を決定したことから、目標は
未達成となった。

25万人

R2決算額（見込み）

0人（開催中止のた
め）

0.00 人

優先 法定受託＋附加

市民フェスティバルは、市の関係部署、関
係団体も多数参加する市内最大級のイベ
ントである。しかしながら、設営・警備業者
の人件費や設営費用等の高騰により、財
政的な課題を抱えている。この課題の解
決のため、イベントの開催方法、市内で開
催される他イベントとの関係について、実
行委員会として引き続き検討していく。

指標名 目標設定の考え方・根拠

来場者数

R2年度に改善した点

市民フェスティバルは中止となったが、市
民の心のふれあいや連帯感を高めるこ
と、所沢の魅力を発信するという目的を達
成するため、様々なツールを活用したPR
を行った。さらに、財政課題、運営・開催方
法について実行委員会で検討を行なっ
た。R1目標

新型コロナウイルス感染症拡大
防止の観点から、市民フェスティ
バル実行委員会において令和2
年度の 開催中止を決定した。
今後の新型コロナウイルス感染
症の状況、国や県によるイベント
開催方法の動向を注視し、安心・
安全な開催が可能となるよう支
援を行っていきたい。

R3目標

1,872千円

R1実績

1,847千円

①実行委員数

②参加団体数

③来場者数
R1その他職員
従事割合

所沢市最大級のイベントである市民フェスティバル
は、実行委員会の運営により、来場者や出展者の
心のふれあいやコミュニティの醸成を図るための場
の提供により、所沢市の様々な魅力を発信する参
加型イベントとして開催している。市は、その開催
支援として運営費の一部を補助金として交付すると
ともに、実行委員会の事務局となり、事業の円滑な
推進を図っている。それにより、市の関係部署、関
係団体が多数参加するイベントとして、他に類を見
ない事業に発展した。

会年職員 1.00 人

１２．つくる責
任　つかう責

任

１４．海の豊
かさを守ろう

どのように貢献したか

R1の開催では、プラスチッ
ク製品を使用せず紙などで
代用するイベントの先駆け
となり、その後の市の他イ
ベントを牽引するイベントと
なった。

１７．パート
ナーシップで
目標を達成

しよう

どのように貢献したか

市民活動支援センター内に設
置しているミーティングコー
ナーは、コロナ禍においても
打合せや相談事業等で役立
てられ、市民団体の活動に貢
献している。

非常勤
特別職

R1決算額
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項目名

■ □ □

実績

評価者

地域福祉センター担当参事　菅
原　聖二

項目名

■ □ □

実績

評価者

地域福祉センター担当参事　菅
原　聖二

項目名

■ □ □

実績

評価者

地域福祉センター担当参事　菅
原　聖二

会年職員 0.30 人

R1決算額

R1決算額

R2決算額（見込み）

53,001千円

0.00 人

１１．住み続
けられるまち

づくりを

１６．平和と
公平をすべ
ての人に

どのように貢献したか

地域での見守り・支え合い
活動をはじめ、困りごとの
解決のために関係機関と
のパイプ役となる等、住民
の福祉向上に向けて活動
している。

どのように貢献したか

利用者の安心・安全に配
慮した施設提供により、
様々な課題への学習機会
の場として利用いただい
た。

１７．パート
ナーシップで
目標を達成

しよう

４．質の高い
教育をみん

なに

１７．パート
ナーシップで
目標を達成

しよう

１．貧困をな
くそう

３．すべての
人に健康と

福祉を

１１．住み続
けられるまち

づくりを

４．質の高い
教育をみん

なに

１６．平和と
公平をすべ
ての人に

７．エネル
ギーをみん
なにそしてク

リーンに

どのように貢献したか

地域福祉活動の活性化を
図ったほか、地域における
生活課題の解決等に寄与
した。

８．働きがい
も経済成長

も

所属
名称

SDGsへの貢献
(最大3つ)

活動実績(R2)

成果

成果指標

評価及び次年度以降に向けた課題・取り組みなど

総合
評価

現状の課題
評価
理由

事業自体が
貢献する
項目

実施手法等
の工夫により
貢献できた
項目(任意)

事務事業名称 事業概要（全体）

経費

投入コスト
会
計
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利用者の利便性・安全性に配慮した施設
整備の充実を図った。また、コロナ禍にお
いて事業実施が制限される中、地域団体
を活用した取り組み（ぷらっとまーけっと・
ロータリーガーデン整備・フードドライブ）を
行った。

R2決算額（見込み）

R1その他職員
従事割合

96,574千円

R1実績

目標設定の考え方・根拠

R2目標値が未達成の理由・分析

こどもと福祉の未来館利用者数

指標名 R2年度に改善した点

優先

こどもと福祉の未来
館管理運営事業

R1決算額

こどもと福祉の未来館条例・所沢市地域福祉センター規則

法定受託＋附加

R2その他職員
従事割合

11,221千円

R1正規職員
人件費

0.00 人

事業の目的及び具体的な内容

10,782千円

事業の種別

一
般

R1予算現額

臨時職員　平成29年1月から供用を開始した当施設につい
て、利用者の利便性・安全性に配慮した維持管理
及び運営を実施するものとして、日常における清掃
保守・設備点検・設備警備・貸出施設の管理運営、
事業実施に伴う備品等の購入を行う。

H28～

R2正規職員
人件費

実施計画ランク

こどもと福祉の未来館利用者
数

104,301人

利用者の利便性・安全性に配慮
するとともに未来館の魅力向上
を意識した施設整備を行った。
コロナ禍においては総合管理業
務委託業者と連携を図り、状況
に応じた臨機応変な施設運営に
努めた。

R3目標

R2実績

会年職員

利用者の利便性・安全性に配慮した施設管理及
び事業の実施が利用者数につながり、地域福祉
活動の活性化に反映されるため、地域福祉の拠
点として設置された当館の目標指標とするもの。

121,000人

R2目標

179,792人

104,301人

121,000人

事業達成に向けての現在の課題及び今
後の課題解決に向けた取り組み

非常勤
特別職

B

様々な状況を抱えた利用者からのニーズ
を反映した施設提供を行うべく利用者アン
ケートを実施し、昨今の社会情勢を汲んだ
より良い施設運営に取り組むことで利用者
満足度の向上を図っていく。

0.40 人

0.40 人

新型コロナウイルス感染症拡大防止のため、地
域福祉センター及びこども支援センターの利用
休止期間の設定や開館時間短縮の影響によ
り、利用者数が減少したもの。

121,000人

98,426千円

R1目標

期間

102,217千円

自治事務 法定受託事務 102,467千円

R2予算現額根拠法令

1.32 人

1.35 人

地域
福祉
セン
ター

実施計画ランク 事業の種別

一
般

R1予算現額

重要 自治事務 法定受託事務 法定受託＋附加

指標名

地域
福祉
セン
ター

具体的な取り組みの達成率（現状値÷目標値）
の平均値

新型コロナウイルスの影響を受ける中、
「新しい生活様式」のチラシを作成したり、
SNSやYouTubeの活用など、積極的な情
報発信を行ったほか、回数は少ないなが
らも感染予防対策を徹底した上でイベント
を行うなど、コロナ渦における新しい活動
に取り組んだ。

72,000千円 72,000千円

社会福祉協議会補
助金

根拠法令

事業達成に向けての現在の課題及び今
後の課題解決に向けた取り組み

本市の地域福祉の推進が図られていく上
で、社会福祉協議会の活動が大きな役割
を果たしており、今後もその活動が安定的
なものとなるよう、適正な補助を引き続き
実施していく。

R1目標 R1実績 R2目標値が未達成の理由・分析

16の指標のうち、5つで目標値を達成している。
相談窓口系の目標値が達成されている一方で、
出前講座や各種イベント系が前年度から激減し
ている。新型コロナウイルスによる影響で二極
化の傾向が見て取れる。

R2目標 R2実績

100.0% 88.7%

１．貧困をな
くそう

①年度当初補助対象職員

②年度当初全職員

③

社会福祉協議会の地域福祉活動計画in所沢（と
ころＷＩＴＨプラン）の具体的な取り組みのＲ2目標
値に対する達成率の平均値

目標設定の考え方・根拠

B

ボランティア活動の推進をはじめ
とし、各地区にCSW（ｺﾐｭﾆﾃｨｿｰ
ｼｬﾙﾜｰｶｰ）を配置し、地域生活
課題の解決に向けての取り組み
を行うなど、社会福祉協議会の
活動は本市の地域福祉の推進
を実践する重要なものといえる。
拠点の開拓など容易には進まな
い面もあるが、概ね目標に向か
い順調に取り組めていると言え
る。

R2年度に改善した点

87.5% 86.1%

①26人

②215人

③

R2予算現額 R2決算額（見込み）

所沢市社会福祉協議会補助金交付要綱 72,000千円 72,000千円

事業の目的及び具体的な内容
R1正規職員
人件費

R1その他職員
従事割合

0.00 人

会年職員 0.00 人

1,330千円 会年職員

R2正規職員
人件費

R2その他職員
従事割合

期間 0.19 人 R3目標

Ｓ43～ 1,552千円 100.0%

社会福祉を目的とする事業の企画及び実施などを
行うことにより、地域福祉の推進を図ることを目的と
して設立された社会福祉協議会の運営及び事業の
推進を図るため。

0.16 人
非常勤
特別職

地域
福祉
セン
ター

実施計画ランク 事業の種別

一
般

R1予算現額

民生委員法、（県）民生委員及び児童委員活動費等補
助金交付要綱、所沢市民生委員・児童委員協議会補助
金交付要綱・所沢市民生委員等活動費交付金交付要
綱

54,920千円

重要 自治事務

目標設定の考え方・根拠

B

民生委員・児童委員の活動が円
滑に進むよう、研修会、定例会
等を通じて積極的に助言・協力・
指導を行うことで、地域福祉の一
層の推進が図られることから、継
続的に支援を行っていくものとす
る。

R2年度に改善した点

各地区民児協にて実施した、総会、定例会及び
研修会の年間延べ開催日数

要援護高齢者調査廃止に伴い、令和３年
度実施に向けた『民生委員・児童委員地
域見守り活動』の整備を行った。市民の個
人情報取り扱いに対する考えの変化を鑑
み、また、民生委員・児童委員の負担軽減
に努めた。

新型コロナウイルス感染拡大の影響により、定
例会の開催を断念せざるを得ない月もあった。
総会については各地区とも書面表決を実施する
など、コロナ禍においても工夫して活動を行っ
た。

事業達成に向けての現在の課題及び今
後の課題解決に向けた取り組み

令和元年度末からの感染症拡大防止の
ための緊急事態宣言を受け、民生委員の
活動のあり方、今後の活動方法（特に見
守り活動）等が問われている。連合会と情
報共有を図りながら協議・検討をしていく。

事業の目的及び具体的な内容
R1正規職員
人件費

R1その他職員
従事割合

指標名

民生委員・児童委員
及び協議会活動推
進事業

R1目標

168日
非常勤
特別職

0.00 人

R1実績 R2目標値が未達成の理由・分析

①委員活動日数（委員活動の
延べ日数）

②

③

総会、定例会及び研修会の年間延べ開催日数
根拠法令 R2予算現額

法定受託事務 法定受託＋附加 61,839千円 56,870千円

184日

10,390千円 臨時職員 1.20 人
①55,779日

②

③

R2目標 R2実績

R2正規職員
人件費

R2その他職員
従事割合

168日 145日

169日

期間 1.00 人 R3目標

S25～ 8,168千円

民生委員・児童委員、及び委員が所属する民生委
員・児童委員協議会の活動環境を整備し、委員の
資質向上を図る。

1.25 人
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所属
名称

SDGsへの貢献
(最大3つ)

活動実績(R2)

成果

成果指標

評価及び次年度以降に向けた課題・取り組みなど

総合
評価

現状の課題
評価
理由

事業自体が
貢献する
項目

実施手法等
の工夫により
貢献できた
項目(任意)

事務事業名称 事業概要（全体）

経費

投入コスト
会
計

項目名

■ □ □

実績

評価者

生活福祉担当参事　野上　進

項目名

■ □ □

実績

評価者

生活福祉担当参事　野上　進

項目名

■ □ □

老人福祉法第32条の2、知的障害者福祉法第28条の2、

実績

評価者

地域福祉センター担当参事　菅
原　聖二

R1決算額

１６．平和と
公平をすべ
ての人に

１０．人や国
の不平等を

なくそう

４．質の高い
教育をみん

なに

適切な社会保護制度及び
対策の実施
無償かつ質の高い中等教
育の補助

８．働きがい
も経済成長

も

１．貧困をな
くそう

どのように貢献したか

適切な社会保護制度及び
対策の実施
働きがいのある仕事の達
成

どのように貢献したか

制度の必要な方が必要な
時に利用できるよう、周知
啓発、制度の利用支援等
を進めている。

１．貧困をな
くそう

３．すべての
人に健康と

福祉を

１．貧困をな
くそう

R1実績

52.8%

会年職
員

1.00 人

会年職員

100.0%

100.0% 88.0%

0.00 人

R2実績

地域
福祉
セン
ター

実施計画ランク 事業の種別

一
般

R1予算現額

重要 自治事務 法定受託事務 法定受託＋附加

R3目標

市民に成年後見制度が広く認知されてい
るとは言い難く、多くの方が参加しやすい
講演会、研修会を開催するなどのほか、
市の利用促進基本計画を策定したことで、
より一層の周知啓発に努めていく。

２年度は「成年後見制度のいろは」をテーマに実
施。参加者からは質問が相次ぎ、概ね好評だっ
た。目標達成に至らなかったのは、一部参加者
から「もっと質問時間を作ってほしかった」との声
があり、理解が深められなかったものと思われ
る。しかしながら、このような意見が出たのも成
年後見制度への関心の高さの裏返しであると伺
える。

100.0%

目標設定の考え方・根拠

R1実績 R2目標値が未達成の理由・分析

指標名

H26～ 7,351千円

①19人

②15人

③

78.9%

広く成年後見制度の周知啓発を行うとともに、所沢市成
年後見制度推進検討委員会の意見をうかがいながら、
法人後見活動開始の支援や、市民後見人養成に関する
事業を実施する。

制度の更なる利用促進に向け、新たに所
沢市成年後見制度利用促進基本計画を
策定し、各福祉分野の上位計画として位
置づけた『第３次所沢市地域福祉計画』に
内包して策定した。

R1目標

B

成年後見制度利用促進法及び
国の利用促進計画により、市町
村はより一層の周知・啓発活動
に力を注ぐことが求められてい
る。
元年度は講演会の参加人数は
少なかったが、参加者からは好
評を得ている。引き続き制度の
周知啓発に努めていく。
また、成年後見制度推進検討委
員会委員を委嘱し、市町村計画
の策定や中核機関の設置に向
けた検討を始めた。R2目標

近年、就労阻害要因のない方が
減少傾向にあり、また、コロナ禍
において所沢ハローワーク管内
の求人倍率が低く推移している
中、就労支援利用者数、就労開
始者数、就労収入が増えた者は
前年を上回った。今後も生活保
護受給世帯の自立に向けた支援
を継続していく必要がある。

指標名

R1目標

50.0%

R1正規職員
人件費

講演会参加者の理解度
①周知啓発講演会参加者数

②理解者数

③

R1決算額

R2決算額（見込み）

R2実績

R2正規職員
人件費

事業達成に向けての現在の課題及び今
後の課題解決に向けた取り組み

R2その他職員
従事割合

R1その他職員
従事割合

非常勤
特別職

0.00 人

R2年度に改善した点

研修会参加者アンケートにおいて、概ね半分以
上理解できたという人15人÷回収数19枚×100
（小数点以下四捨五入）

目標達成済み

R3目標

期間 0.90 人

0.00 人

R2予算現額根拠法令

精神保健及び精神障害者福祉に関する法律第51
条の11の3、障害者総合支援法77条

6,915千円

R2その他職員
従事割合

成年後見制度推進
事業

臨時職員

期間 5.30 人

43,721千円

事業の目的及び具体的な内容

R2正規職員
人件費

0.00 人

6,861千円

6,958千円

H19～ 43,290千円

R2年度に改善した点

生活保護世帯の自立の助長を目的としているこ
とから、目標値は、就労支援相談件数のうち就
労を開始した件数と就労収入が増加した件数の
割合とする。

各担当者にて就労支援を行っていたが、
課全体で進捗管理及び支援を実施するこ
とになり更なる就労支援の利用を促すこと
ができた。

事業達成に向けての現在の課題及び今
後の課題解決に向けた取り組み

新型コロナウイルス感染症の長期化に伴
い、今後は就労阻害要因のない方が増加
することが見込まれるため、新規生活保
護受給者に対して、速やかで集中的な就
労支援を行い、生活保護世帯の自立促進
を図っていく。

R1その他職員
従事割合

R2目標

R1決算額

50.0%

就労支援収入成果
（就労開始者＋就労収入増加者）÷就労支援利
用者数

R2目標値が未達成の理由・分析

目標設定の考え方・根拠

A

重要

生活
福祉
課

実施計画ランク 事業の種別

生活保護受給者に
対する就労支援事
業 52.3%50.0%

R1正規職員
人件費

生活保護法が目的とする自立助長を促進するた
め、生活保護受給者に対する就労支援策として専
門的知識及び資格を有する者に就労業務を行わ
せるもので、就労阻害要因がないにもかかわらず
就労に結びつかない方等を対象に支援する。

①360人

②171人

③119人

一
般

根拠法令

臨時職員

事業の目的及び具体的な内容

2,399千円

2,941千円

0.53 人

4,405千円

非常勤
特別職

1.00 人

①就労支援利用者数

②就労を開始した者

③就労収入が増えた者

5.26 人

R2決算額（見込み）

6,958千円

R1予算現額

2,918千円生活保護法

法定受託＋附加

R2予算現額

2,454千円自治事務 法定受託事務

生活
福祉
課

実施計画ランク 事業の種別

一
般

R1予算現額

優先

事業の目的及び具体的な内容

15,519千円

自治事務

R2年度に改善した点

R2目標値が未達成の理由・分析

目標達成済み

事業達成に向けての現在の課題及び今
後の課題解決に向けた取り組み

R2目標

R1目標

自立相談支援事業では、新型コロナウイ
ルスの影響により相談者が増加したが、
適正な制度利用を案内するよう努めた。ま
た、学習支援事業では、感染症対策を講
じながら、学習場所を通常通り提供できる
よう教室入室前の検温や消毒、マスクの
着用等を徹底した。また、ケースワーカー
に事業周知のチラシを積極的に配布する
よう協力を促した。

指標名 目標設定の考え方・根拠

A

生活困窮者からの相談を幅広く受け付けること
により、生活保護に至る前に様々な相談支援を
行い生活困窮者の自立促進を支援することが目
的となっていることから、目標は相談件数、学習
支援事業参加者数の増加とする。

①15,598件

②    359人

R3目標

0.00 人臨時職員

非常勤
特別職

2.00 人 100.0%

53,831千円 48,320千円

①自立相談支援事業延べ相
談件数

②学習支援事業延べ参加者
数

相談件数、学習支援事業参加者数増加率
今年度（自立相談支援事業延べ相談件数＋学
習支援事業延べ参加者数）÷昨年度（自立相談
支援事業延べ相談件数＋学習支援事業延べ参
加者数）

R1正規職員
人件費

R1その他職員
従事割合

R1実績

法定受託事務 法定受託＋附加

コロナの影響により、生活困窮
者からの相談は大幅に増加した
が、生活困窮者の状況に応じ
て、適正な制度利用を案内する
よう努めるなど、自立相談支援
事業を適正に実施した。

生活困窮者自立促
進支援事業

根拠法令 R2予算現額 R2決算額（見込み）

生活困窮者自立支援法 178,205千円 104,921千円

期間

H27～ 100.0%

生活保護に至る前の自立支援策の強化を図るため、生
活困窮者に対し次の支援を行う。
○「自立相談支援事業」生活困窮にかかる複合的な問
題に関する相談支援、事業利用のためのプラン作成、
自立相談支援機関にアウトリーチ支援員を配置、自立
支援の強化等
○「住居確保給付金」離職により住宅を失った生活困窮
者に対し、有期で家賃相当の給付金を支給
○「学習支援事業」生活保護受給世帯及び自立相談支
援事業対象世帯の中学生を対象に学習支援
〇「家計改善支援事業」家計に問題を抱える生活困窮
者からの相談に応じ、利用者の家計管理の意欲を引き
出す
〇「一時生活支援事業」住居を失った生活困窮者に対
し、一時的な宿泊場所や飲食を提供するとともに、求職
活動の支援や居住先確保の支援
〇「就労準備支援事業」一般就労に向けた準備が整っ
ていない生活困窮者に対し、生活習慣の改善や他者と
の適切なコミュニケーション能力の育成等を行う

0.79 人 122.2%

6,566千円

会年職員 2.00 人

新型コロナウイルス感染症の長期化に伴
い、今後も生活困窮者からの相談が増加
することが見込まれるが、活用できる制度
に関する国の動向を注視しながら、生活
困窮者への支援が途切れることのないよ
う、生活困窮者の状況に応じた効果的な
支援を行っていく。

どのように貢献したか

R2正規職員
人件費

R2その他職員
従事割合

100.0% 294.2%

1.90 人

R2実績
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第１章　人と人との絆を紡ぐまち  第３節　障害者福祉

項目名

■ □ □

実績

評価者

障害福祉課長　斉藤　邦彦

項目名

■ □ □

実績

評価者

障害福祉課長　斉藤　邦彦

項目名

■ □ □

実績

評価者

障害福祉課長　斉藤　邦彦

項目名

■ □ □

実績

評価者

障害福祉課長　斉藤　邦彦

206千円

会年職員 0.26 人

473,374千円

R1決算額

R2決算額（見込み）

0.45 人

0.00 人

会年職員 0.00 人

どのように貢献したか

障害者の自立した生活を
促進することができた。

どのように貢献したか

障害者の社会参加を促進
することができた。

３．すべての
人に健康と

福祉を

１１．住み続
けられるまち

づくりを

障害者の社会参加を促進
することができた。

３．すべての
人に健康と

福祉を

１１．住み続
けられるまち

づくりを

１１．住み続
けられるまち

づくりを

どのように貢献したか

３．すべての
人に健康と

福祉を

１０．人や国
の不平等を

なくそう

１１．住み続
けられるまち

づくりを

どのように貢献したか

障害理解の浸透を図ること
により、誰もが住みよいま
ちづくりに貢献した。

３．すべての
人に健康と

福祉を

重度心身障害福祉
手当事業

期間 1.11 人

R2正規職員
人件費

R1実績

指標名 目標設定の考え方・根拠

S
障害
福祉
課

実施計画ランク 事業の種別

一
般

R1予算現額

R2その他職員
従事割合

R2目標値が未達成の理由・分析

目標達成済

R2目標

根拠法令 R2予算現額

78.3%

R3目標

①手当支給件数

自治事務 法定受託事務 法定受託＋附加 488,700千円

81.0%

事業の目的及び具体的な内容
R1正規職員
人件費

R1その他職員
従事割合

所沢市重度心身障害福祉手当支給条例

認定率

70.0%

重度の障害者に手当の支給を行うことで自立生活
の促進を図る。障害程度に応じ、月額4,000円～
9,000円の手当を支給する。所得（住民税の課税・
非課税により判断）による支給制限がある。

事業達成に向けての現在の課題及び今
後の課題解決に向けた取り組み

13,881千円 臨時職員 0.39 人

①21,045

1.67 人

今後も制度の周知に努め、適切な事業の
実施を図っていく。

県から補助金を受けて実施して
いる事業であり、障害者に対す
る経済的援助として継続支援が
必要である。

75.0%

R2実績

非常勤
特別職

R1予算現額

外出援助事業

根拠法令 所沢市重度心身障害者福祉 R2予算現額

R2決算額（見込み）

R1決算額

S49～

60,673千円

事業の目的及び具体的な内容
R1正規職員
人件費

15,045千円 臨時職員

453,294千円

タクシー等使用料金補助要綱、所沢市重度障害者
等自動車ガソリン費補助要綱

9,066千円

重要

R1その他職員
従事割合
非常勤
特別職

0.00 人

488,430千円

R1目標

R3目標

1.78 人

1.35 人

80.0%

R2正規職員
人件費

83.7%

タクシー初乗り運賃変更に伴い1回あたり
の補助額が減少したが、交付枚数を増や
すなどの対応をした。

R1実績

R2実績

82.0%

R2年度に改善した点

認定者数÷対象等級手帳所持者数×100

（認定者数：令和3年3月末6,667人）
（対象等級手帳所持者数：令和3年3月末8,505
人）

新型コロナウイルス感染症防止対策の観
点から、申請書類の郵送提出を積極的に
認めた。

R1目標

事業達成に向けての現在の課題及び今
後の課題解決に向けた取り組み

十分な周知を行い事業の適正な実施を
図っていく。

目標設定の考え方・根拠

S

在宅の重度障害者の外出援助と
して要望の高い事業であるた
め、制度の見直しを行いつつ継
続して支援を行った。

指標名 R2年度に改善した点

R2目標値が未達成の理由・分析

目標達成済

認定者（①＋②）÷対象者数×100
（対象者数：R3年3月末5,891人）

障害
福祉
課

実施計画ランク 事業の種別

一
般

S51～

重要

期間

対象者に占める認定者の割合

11,027千円

①2,726人

②2,203人

R2目標

R2正規職員
人件費

R2その他職員
従事割合

92,317千円 85,249千円

81.9%83.0%

会年職員 0.28 人

期間

①タクシー使用料金補助認定
者数

②ガソリン費補助制度認定者
数

自治事務 法定受託事務 法定受託＋附加

92,508千円

重度心身障害者等の社会参加の促進と経済的負
担の軽減を目的に、タクシー使用料金及びガソリン
費を補助する。
〇タクシー使用料：利用者が使用したタクシー券を
基にタクシー事業者より申請を受け、初乗り料金分
と手数料（1乗車につき100円）を支払う。
〇ガソリン費：月額上限3,000円又は1,500円を支払
う。

1.81 人

自治事務

地域生活支援事業

根拠法令

法定受託＋附加

事業の目的及び具体的な内容障害
福祉
課

実施計画ランク 事業の種別

重要

指標名 目標設定の考え方・根拠

201,698千円

207,489千円

R2目標値が未達成の理由・分析

R1予算現額

230,082千円

一
般

法定受託事務

法改正の動向を注視しながら地域の特性
や利用者の状況に応じた事業の適正な実
施を図っていく。

R1決算額

R1正規職員
人件費

R1その他職員
従事割合

事業達成に向けての現在の課題及び今
後の課題解決に向けた取り組み

目標達成済100.0%

R1実績

212,097千円

R2決算額（見込み）

R2目標

会年職員

R2年度に改善した点

地域生活支援事業の対象事業に係る実績額
（経費）
当該年度の実績額÷前年度の実績額×100

地域の特性や利用者の状況に応じたサービス
の充実を図り、前年度実績を上回ることを指標と
する。

サービス提供事業所に対しては、新型コロ
ナウイルス感染症防止対策に努めるとと
もに、柔軟なサービス提供を実施するよう
周知を図った。

R1目標

R2その他職員
従事割合

障害者総合支援法に基づき実施
する事業であり、地域の特性や
利用者の状況に応じたサービス
を提供した。

H18～ 30,875千円

3.78 人

地域の特性や利用者の状況に応じた事業を実施
する。
○必須事業
成年後見制度利用支援、相談支援事業、意思疎通
支援事業、移動支援事業外
○日中一時支援事業、訪問入浴サービス事業外

4.23 人 100.0%

100.0%

R3目標

①11,691件

②手話760件、要約筆記12件

③161人

35,160千円

1.55 人

一
般

自治事務

1,789千円

法定受託事務

0.81 人

R1予算現額

非常勤
特別職

0.00 人

R2予算現額

1,011千円

0.00 人

①0回

②1回

障害
福祉
課

実施計画ランク 事業の種別

事業の目的及び具体的な内容

最優先

期間

R1決算額 指標名

5回

0回

法定受託＋附加

R2予算現額

11,554千円

R1正規職員
人件費

出前講座の開催回数

R2その他職員
従事割合

障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援
するための法律

R2実績

所沢市障害のある
人もない人も共に生
きる社会づくり条例
推進事業

根拠法令

80.0%

所沢市障害のある人もない人も共に生きる社会づ
くり条例　外

「所沢市障害のある人もない人も共に生きる社会づ
くり条例」に基づき、社会的障壁の除去の推進を図
るための総合的な取組として本事業を実施する。
・出前講座、庁内研修の実施
・あっせん調整委員会の設置
・社会的障壁の除去推進事業補助金

H30～

R2決算額（見込み）

事業達成に向けての現在の課題及び今
後の課題解決に向けた取り組み

臨時職員

R3目標

5回

R2実績

S
103.1%

102.8%

①相談支援事業相談件数

②手話通訳等派遣回数

③移動支援事業利用人数

障害のある人もない人も共に生きる社会を形成
するために、障害に関する理解を深める必要性
が高いことから、出前講座の開催回数を指標と
する。

新型コロナウイルス感染症防止対策の観
点から、庁内研修をビデオ配信で実施し
た。

R2目標値が未達成の理由・分析

C

R2目標

目標設定の考え方・根拠

新型コロナウイルス感染症の影響により、事業
所等を対象とした出前講座を実施することがで
きなかったため。

R1目標 R1実績

1,789千円

障害理解の定着のため、継続して取り組
んでいく。

非常勤
特別職

0.00 人 14回

5回

新型コロナウイルス感染症の影
響により、事業所等を対象とした
出前講座を実施することができ
なかったため。

R2年度に改善した点

①出前講座の開催回数

②庁内研修の開催回数

臨時職員

現状の課題
評価
理由

所属
名称

R1その他職員
従事割合

1.39 人

R2正規職員
人件費

12,660千円

経費

投入コスト
会
計

SDGsへの貢献
(最大3つ)

活動実績(R2)

成果

成果指標

評価及び次年度以降に向けた課題・取り組みなど

総合
評価

事業自体が
貢献する
項目

実施手法等
の工夫により
貢献できた
項目(任意)

事務事業名称 事業概要（全体）

第１章　人と人との絆を紡ぐまち  第３節　障害者福祉
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第１章　人と人との絆を紡ぐまち  第３節　障害者福祉

現状の課題
評価
理由

所属
名称

経費

投入コスト
会
計

SDGsへの貢献
(最大3つ)

活動実績(R2)

成果

成果指標

評価及び次年度以降に向けた課題・取り組みなど

総合
評価

事業自体が
貢献する
項目

実施手法等
の工夫により
貢献できた
項目(任意)

事務事業名称 事業概要（全体）

項目名

■ □ □

実績

評価者

障害福祉課長　斉藤　邦彦

項目名

■ □ □

実績

評価者

障害福祉課長　斉藤　邦彦

項目名

■ □ □

実績

評価者

障害福祉課長　斉藤　邦彦

項目名

■ □ □

実績

評価者

障害福祉課長　斉藤　邦彦

R1決算額

0.00 人

会年職員 0.20 人

0.00 人 どのように貢献したか

障害者の自立心の向上及
び地域生活の支援を図る
ことができた。

どのように貢献したか

難病患者の心身の慰労を
図ることができた。

３．すべての
人に健康と

福祉を

１１．住み続
けられるまち

づくりを

どのように貢献したか

障害者の日常生活の支援
をすることにより福祉の増
進に寄与することができ
た。

３．すべての
人に健康と

福祉を

３．すべての
人に健康と

福祉を

１１．住み続
けられるまち

づくりを

１１．住み続
けられるまち

づくりを

どのように貢献したか

障害者の日常生活の支援
をすることにより福祉の増
進に寄与することができ
た。

３．すべての
人に健康と

福祉を

障害
福祉
課

実施計画ランク 事業の種別

一
般

R1予算現額

所沢市立ゆきわり草を指定管理者制度（指定先：
社会福祉法人藤の実会）により運営。知的障害者
の自立心の向上や地域生活の支援を図ることを目
的に実施している。

0.40 人

R2正規職員
人件費

H5～

R1決算額

事業の目的及び具体的な内容
R1正規職員
人件費

R1その他職員
従事割合

3,325千円

指標名

市立グループホーム
運営事業

目標設定の考え方・根拠

S

障害者の自立生活を支援するた
め、引き続き事業を実施した。

R2予算現額 R2決算額（見込み）

所沢市障害者グループホーム条例　外

根拠法令

8,644千円

R2年度に改善した点

利用者数÷定員数×100
新型コロナウイルス感染症対策に努め、
事業を実施した。また、自宅待機をした利
用者には、電話等により状況確認を行っ
た。

目標達成済

事業達成に向けての現在の課題及び今
後の課題解決に向けた取り組み

R2目標値が未達成の理由・分析

体験入居事業を、より効果的に活用でき
るよう努める。

施設定員数に対する利用者の割合

8,644千円

重要 自治事務 法定受託事務 法定受託＋附加 8,133千円 8,133千円

100.0%

100.0%
会年職員

R1目標 R1実績

非常勤
特別職

0.00 人 100.0% 100.0%

①施設利用者数

②延べ体験日数

期間 0.17 人 R3目標

1,389千円
0.00 人

①7人

②98日

R2目標 R2実績

R2その他職員
従事割合

障害
福祉
課

実施計画ランク 事業の種別

一
般

指標名R1決算額

事業の目的及び具体的な内容
R1正規職員
人件費

①補装具交付件数

②補装具修理件数
補装具総支給（交付+修理）件数 補装具交付件数＋補装具修理件数

R1その他職員
従事割合

R1目標

29,465千円

R1実績 R2目標値が未達成の理由・分析

R2年度に改善した点

重要 自治事務 法定受託事務 法定受託＋附加 30,980千円

R1予算現額 目標設定の考え方・根拠

Ａ
368件

新型コロナウイルス感染症防止対策の観
点から、申請書類の郵送提出を積極的に
認めた。

補装具費支給事業

根拠法令 R2予算現額 R2決算額（見込み）

障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援
するための法律

30,980千円

0.00 人

障害者総合支援法に基づく事業
であり、引き続き、制度の維持を
図る。

27,729千円

事業達成に向けての現在の課題及び今
後の課題解決に向けた取り組み

16,956千円 臨時職員 0.00 人
①183件

②153件
380件 336件

補装具交付件数、修理件数ともに前年と比較し
て少なかったが、特に修理件数が見込みより少
なかったため。

会年職員 0.00 人

R2実績

法定事務であり、自治体の裁量は及ばな
い。引き続き支援を要する障害者に適切
な支援を実施していく。

R2正規職員
人件費

R2その他職員
従事割合

2.04 人 R3目標

S25～ 16,663千円 336件

期間

身体の欠損、又は身体機能の損傷を補う用具を交
付（修理）し、障害者の日常生活を支援する。

2.04 人
非常勤
特別職

R2目標

380件

実施計画ランク 事業の種別

一
般

R1予算現額

障害福祉サービス事
業

根拠法令

重要 自治事務

期間

法定受託事務

指標名 目標設定の考え方・根拠

S

障害者総合支援法に基づく事業
であり、障害者等に必要なサー
ビスを決定し提供している。

R2年度に改善した点

①支給決定者数

②利用者数

利用率
障害福祉サービス利用者数／支給決定者数×
100

サービス提供事業所に対しては、新型コロ
ナウイルス感染症防止対策に努めるとと
もに、柔軟なサービス提供を実施するよう
周知を図った。

R2目標値が未達成の理由・分析

85.0%

R1目標

法定受託＋附加 4,259,996千円 4,116,820千円

R2決算額（見込み）

障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援
するための法律

4,431,298千円 4,400,569千円

R2予算現額

R1実績

R2目標

R3目標

79.0%

事業の目的及び具体的な内容
R1正規職員
人件費

R1その他職員
従事割合

80.0%

障害者の個々の障害支援区分や障害の程度、介
護者等の状況等を勘案し、適正な福祉サービスが
利用できるよう、個別に支給決定を行う。サービス
内容は、介護給付（居宅介護、生活介護、施設入
所支援等）や訓練等給付（自立訓練、就労移行支
援、共同生活援助等）及び計画等相談支援などに
分けられている。

障害
福祉
課

重要

R2実績

H18～

R1決算額

事業達成に向けての現在の課題及び今
後の課題解決に向けた取り組み

29,923千円 臨時職員 1.00 人

①3,256人

②2,685人

対象者の増加に伴う支出増が課題である
が、法に基づく事業であり、支援を必要と
する障害者等には、引き続き適正なサー
ビスを提供するよう努める。

R2正規職員
人件費

R2その他職員
従事割合

3.00 人

24,504千円

目標達成済80.0% 82.4%

3.60 人
非常勤
特別職

障害
福祉
課

実施計画ランク 事業の種別

一
般

R1予算現額

期間 0.62 人

所沢市難病患者見舞金支給要綱 9,500千円

0.37 人

難病患者見舞金支
給事業

根拠法令

難治性の疾患を有する者に見舞金を支給すること
により、心身の慰労を図ることを目的に実施してい
る。
難病患者からの申請に基づき、一人一回に限り見
舞金（25,000円）を支給する。

R2予算現額

3,075千円

自治事務 法定受託事務 法定受託＋附加 7,301千円

①見舞金支給者数

見舞金の支給は平成27年度より1人1回限りと
なったことから、平成28年度以降は基本的に指
定難病医療受給者証等の新規認定者が対象と
なるため、目標設定を新規認定者に対する支給
率とした。

事業の目的及び具体的な内容
R1正規職員
人件費

R1実績 R2目標値が未達成の理由・分析
R1その他職員
従事割合

R1目標

9,500千円

非常勤
特別職

臨時職員

R2その他職員
従事割合

75.0%

0.30 人

6,475千円

0.00 人
S

79.0%

福祉の増進を図るため、難病患
者に対する心身の慰労として、
引き続き、事業を実施した。

指標名

R2目標

R3目標

66.3%

R2正規職員
人件費

R2年度に改善した点

指定難病医療受給者証等新規認定者に対する
支給率：受給者数（259人)÷新規認定者数（329
人)×100

R2実績

新型コロナウイルス感染症防止対策の観
点から、申請書類の郵送提出を積極的に
認めた。

R2決算額（見込み）

①259人

0.20 人
75.0%

目標設定の考え方・根拠

事業達成に向けての現在の課題及び今
後の課題解決に向けた取り組み

H3～ 5,064千円

目標達成済
関係機関と連携し、新規指定難病医療受
給者証等の取得者への制度周知に努め
るとともに、難病患者に対する心身の慰労
として、引き続き事業を実施していく。

80.0%

臨時職員

100.0%

会年職員
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現状の課題
評価
理由

所属
名称

経費

投入コスト
会
計

SDGsへの貢献
(最大3つ)

活動実績(R2)

成果

成果指標

評価及び次年度以降に向けた課題・取り組みなど

総合
評価

事業自体が
貢献する
項目

実施手法等
の工夫により
貢献できた
項目(任意)

事務事業名称 事業概要（全体）

項目名

■ □ □

実績

評価者

障害福祉課長　斉藤　邦彦

項目名

■ □ □

実績

評価者

障害福祉課長　斉藤　邦彦

項目名

■ □ □

実績

評価者

障害福祉課長　斉藤　邦彦

項目名

■ □ □

実績

評価者

障害福祉課長　斉藤　邦彦

R2決算額（見込み）

2,630千円

R1決算額

R2決算額（見込み）

R1その他職員
従事割合

R2その他職員
従事割合

非常勤
特別職

4,690千円

１１．住み続
けられるまち

づくりを

どのように貢献したか

障害者の就労支援を行うこ
とで、障害者の地域生活の
充実に資することができ
た。

どのように貢献したか

グループホーム等の居住
の場の整備を促進すること
で、障害者の住環境の充
実を図ることができた。

３．すべての
人に健康と

福祉を

どのように貢献したか

障害者の社会との関わりを
促進することができた。

３．すべての
人に健康と

福祉を

１１．住み続
けられるまち

づくりを

３．すべての
人に健康と

福祉を

１１．住み続
けられるまち

づくりを

１１．住み続
けられるまち

づくりを

どのように貢献したか

障害者の地域生活の支援
を図ることができた。

３．すべての
人に健康と

福祉を

障害者就労支援事
業

就労が困難な障害者に対する就労支援事業を、所
沢市社会福祉協議会内の就労支援センターに委
託し、展開している。
①相談・支援（就労に関する相談、障害者雇用に関
する相談など）、②定着支援（就労後の定期的な職
場訪問による支援）等

重要 自治事務

29,978千円

実施計画ランク

目標達成済

0.52 人

R2正規職員
人件費

H10～

法定受託事務

年度中の就職者数

目標設定の考え方・根拠

S

社会の障害者雇用に対する意識
が高まる中、登録者数は増加し
ている。
障害者の社会的自立のため必
要な事業であり、引き続き実施す
る。

R2予算現額 R2決算額（見込み）

R1予算現額

29,978千円

臨時職員 0.00 人

①9,742件

②1088人

事業達成に向けての現在の課題及び今
後の課題解決に向けた取り組み

R2目標値が未達成の理由・分析

就労支援センター登録者数の増加に伴い
必要な支援が増大しているため、引き続
き、効率的な事業運営について検討する。

R1決算額 指標名

R1目標 R1実績

①就職と職場定着に向けた
相談件数

②センター登録者数

29,350千円

R2実績

事業の目的及び具体的な内容
R1正規職員
人件費

R1その他職員
従事割合

R2年度に改善した点

実績報告による
関係機関に向け、ところざわ就労支援セン
ターについての業務内容の説明を実施。
スムーズな引継ぎを行うための「定着シー
ト」を新たに作成。運用を開始した。

事業の種別

一
般 167人

4,322千円

R2その他職員
従事割合

110人

100人

R3目標
0.00 人会年職員

障害
福祉
課

実施計画ランク 事業の種別

一
般

0.00 人

障害
福祉
課

R1予算現額

障害者地域生活基
盤整備促進事業

自治事務 法定受託事務 法定受託＋附加

根拠法令 R2予算現額

1,662千円

所沢市障害者地域生活基盤整備促進事業補助金
交付要綱

7,340千円

市内に新たにグループホームを開所し運営する法
人に対し、整備費及び運営費の補助を行うことによ
り、施設整備に係る費用の負担軽減や経営の安定
化を図り、法人によるグループホームの整備を促
進することを目的とする。

0.20 人

4,247千円

期間 0.52 人

100人

100人

29,350千円

根拠法令

所沢市就労支援事業実施要綱

法定受託＋附加

R2目標

S

障害者や家族の高齢化に伴い、
ニーズの高い事業であり、引き
続き整備促進を図る。

R2年度に改善した点

令和3年度の目標設定値は、第5次所沢市障害
者支援計画に定められたグループホームの整
備に係る令和5年度末までの目標値から割り返
したもの。

新規開設相談の際周知を行った。

事業達成に向けての現在の課題及び今
後の課題解決に向けた取り組み

障害の重い方を受け入れることのできる
グループホームの整備促進を図る。

目標達成済

目標設定の考え方・根拠

R1目標 R1実績 R2目標値が未達成の理由・分析

①施設利用延月数（本支援利
用者分）

②整備費補助対象施設数

市内におけるグループホーム整備状況（全事業
所の定員の合計）

指標名

210人 219人

臨時職員 0.00 人

①119ヶ月

②7施設

R2目標

会年職員 0.00 人

非常勤
特別職

0.00 人

R3目標

H25～ 1,879千円

R2実績

R2正規職員
人件費

R2その他職員
従事割合

237人 275人

284人

障害者通所施設運
営事業

期間 0.40 人

市内5施設を指定管理者制度により運営。
○生活介護：常に介護が必要な障害者に、主として
昼間において、入浴、排せつ又は食事の介護及び
創作的活動又は生産活動の機会の提供等を行う。
○就労継続支援：生産活動その他の活動の機会
の提供を通じて、その知識及び能力の向上のため
に必要な訓練を行う。

期間 0.23 人

事業の目的及び具体的な内容
R1正規職員
人件費

重要 8,480千円

R1目標 R1実績

R2目標 R2実績

障害
福祉
課

実施計画ランク 事業の種別

一
般

R1予算現額

事業の目的及び具体的な内容
R1正規職員
人件費

R1その他職員
従事割合

根拠法令 R2予算現額

重要 自治事務 法定受託事務 法定受託＋附加 236,153千円

H8～ 3,267千円 90.0%

R1決算額

222,755千円

指標名

0.67 人
非常勤
特別職

所沢市立障害者通所施設条例　外 241,337千円

R2正規職員
人件費

R2その他職員
従事割合

R2目標値が未達成の理由・分析

新型コロナウイルス感染症の影響により、登所
を控える利用者が多かったため。

91.4%

87.7%

①施設利用者数

障害者通所施設の利用率（施設定員÷1日の利
用者数）年平均（％）

市立の通所施設については、指定管理者の業
務仕様書上で利用者の受入れにあたり1日の利
用者数が施設定員の9割を超えるよう努めること
としており、当該割合を目標として設定したもの
である。

90.0%

90.0%

目標達成済

施設の老朽化が進んでおり、緊急修繕対
応が増加している。関係部署と連携し速や
かに対応できるよう努める。

事業達成に向けての現在の課題及び今
後の課題解決に向けた取り組み

225,512千円 障害者の社会参加と自立に向
け、引き続き、適切に事業を実施
している。

R2年度に改善した点

施設開設相談の際には引き続き周知を
行っていく。

新型コロナウイルス感染症対策に努め、
事業を実施した。また、登所を控えた利用
者には、電話等により状況確認を行った。

R3目標

1,389千円

2施設

目標設定の考え方・根拠

Ａ

5,569千円 臨時職員 0.00 人

①209人

0.00 人

期間 0.17 人 R3目標

S55～ 2施設

医療的ケアを必要とする重度障害者を受け入れる
障害者施設等の経営の安定化を図り、もって障害
者福祉の向上を図る。

2施設0.27 人

2施設 2施設

事業達成に向けての現在の課題及び今
後の課題解決に向けた取り組み

2,244千円 臨時職員 0.00 人

①2施設

R2目標 R2実績

R2正規職員
人件費

事業の目的及び具体的な内容
R1正規職員
人件費

R1その他職員
従事割合

R1目標 R1実績 R2目標値が未達成の理由・分析

根拠法令 R2予算現額 R2決算額（見込み）

所沢市障害者施設医療的ケア支援事業補助金交付要綱 6,720千円 2,400千円

R2年度に改善した点

重要 自治事務 法定受託事務 法定受託＋附加 6,720千円

医療的ケアが必要な方を受け入れている
既存施設及び新規開設事業所に周知を
行った。

障害者施設医療的
ケア支援事業

R1予算現額 R1決算額 指標名 目標設定の考え方・根拠

S

障害者施設等の経営の安定化
及び障害者福祉の向上を図るた
め、引き続き適切に事業を実施
した。

2,400千円

①補助対象施設数
補助対象施設数 前年補助対象施設数以上

非常勤
特別職

0.00 人

障害
福祉
課

実施計画ランク 事業の種別

一
般

0.00 人会年職員

会年職員 0.00 人
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第１章　人と人との絆を紡ぐまち  第３節　障害者福祉

現状の課題
評価
理由

所属
名称

経費

投入コスト
会
計

SDGsへの貢献
(最大3つ)

活動実績(R2)

成果

成果指標

評価及び次年度以降に向けた課題・取り組みなど

総合
評価

事業自体が
貢献する
項目

実施手法等
の工夫により
貢献できた
項目(任意)

事務事業名称 事業概要（全体）

項目名

■ □ □

実績

評価者

障害福祉課長　斉藤　邦彦

項目名

■ □ □

実績

評価者

健康管理課長　小川　和彦

R2その他職員
従事割合

R1決算額

臨時職員 0.00 人

どのように貢献したか

１１．住み続
けられるまち

づくりを

障害者が安心して暮らせる
生活環境の整備に努め
た。

精神科医療福祉の多職種
支援チームによる重篤な
精神障害者へ地域生活支
援を実施した。

会年職員 0.00 人

３．すべての
人に健康と

福祉を

３．すべての
人に健康と

福祉を

精神保健及び精神障害者福祉に関する法律

①82人

②8,961件

③

R2目標

H27～ 5,309千円 90人

80人

期間

自治事務

会年職員 0.00 人

精神障害者アウト
リーチ支援事業

根拠法令 R2決算額（見込み）

事業の目的及び具体的な内容

6,234千円

最優先 法定受託＋附加

個別支援内容の充実を図るとともに、課題
を達成した者については支援を終了し、新
規者の受け入れを充実していけるように
取り組む。

①支援対象者数

②訪問・来所・電話の支援件
数

③

重い病状や、複雑な背景のある対象者の
支援を実施しているため、トラブルになら
ないよう細心の注意を払いながら訪問支
援を実施した。

R1目標

0.65 人

重篤な精神障害者が、住み慣れた地域で生活を維
持・継続させるために、医療・保健・福祉からなる多
職種チームを設置し、対象者及びその家族への訪
問・相談対応及び電話による24時間対応の支援を
行なうものである。

0.75 人 80人

R3目標

重篤な精神障害者への専門的な支援を実施す
るため、担当職員1人あたりの支援対象者数を
15人から20人としている。

指標名 目標設定の考え方・根拠

事業達成に向けての現在の課題及び今
後の課題解決に向けた取り組み

R2年度に改善した点

平成27年10月から令和2年度末
までで合計125人に、令和3年3月
末現在では82人の方に支援を
行っている。また、令和2年度は
11人の新規者を受け入れ、8人
の支援終了者を出すことができ
た。

A
R2目標値が未達成の理由・分析

目標達成済

R2実績

R1実績

82人

76人

R2予算現額

非常勤
特別職

40,970千円

0.00 人

0.00 人

R1正規職員
人件費

R2正規職員
人件費

40,598千円 40,598千円

R1その他職員
従事割合

40,970千円

法定受託事務

臨時職員

R1決算額

支援対象者数

健康
管理
課

実施計画ランク 事業の種別

一
般

R1予算現額

優先 自治事務 法定受託事務

7,810千円

R1予算現額

R2予算現額

障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援するための法律8,202千円

障害
福祉
課

実施計画ランク 事業の種別

一
般

0千円

R2年度に改善した点

➀基幹相談支援センターの機能強化（緊
急相談機能付与、地域生活支援コーディ
ネーター配置等）
②障害者等緊急短期入所事業の整備（障
害者支援施設における緊急受入体制の
整備）

-

R1目標 R1実績
S 事業達成に向けての現在の課題及び今

後の課題解決に向けた取り組み

R2目標値が未達成の理由・分析
R1正規職員
人件費

障害者の地域移行を進めるとともに、障害者の重
度化・高齢化や「親亡き後」に備え、地域で安心し
て暮らせるように、生活を地域全体で支える体制を
整備する事業。

①地域生活支援拠点会議
開催回数

地域生活支援拠点会議　会議開催回数
地域課題の抽出及び解決策を検討する、地域
生活支援拠点会議を目標値に設定

-

目標達成済

0.00 人
非常勤
特別職

法定受託＋附加
令和2年度においては、新型コロ
ナウイルス感染症の市中蔓延の
影響により会議開催回数は少な
かったものの、新規事業として、
➀基幹相談支援センターによる
緊急相談対応、②障害者の緊急
時の受入体制、の2点について
整備することができた。

R2その他職員
従事割合

1回 3回

R3目標

R1その他職員
従事割合

0千円

指標名 目標設定の考え方・根拠

R2～ 1回

どのように貢献したかR2実績 障害者等の緊急時における相談・受入体
制を整備することにより地域で安心して暮
らせる基盤を固めることができたため、今
後は、障害者等の地域移行等に焦点を当
てて、地域生活支援拠点会議において課
題抽出及び解決策を検討していく。

①3回

R2正規職員
人件費

R2目標

2,042千円

期間 0.25 人

R2決算額（見込み）

地域生活支援拠点
整備推進事業

根拠法令

0千円

0.00 人

事業の目的及び具体的な内容
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第１章　人と人との絆を紡ぐまち  第４節　高齢者福祉

項目名

■ □ □

実績

評価者

高齢者支援課長　田中　浩文

項目名

■ □ □

実績

評価者

高齢者支援課長　田中　浩文

項目名

■ □ □

事業の目的及び具体的な内容

実績

評価者

高齢者支援課長　田中　浩文

項目名

■ □ □

事業の目的及び具体的な内容

実績

評価者

高齢者支援課長　田中　浩文

第１章　人と人との絆を紡ぐまち  第４節　高齢者福祉

0.30 人

R2その他職員
従事割合

どのように貢献したか

スポーツや文化交流等を
通じて相互の親睦を深め、
生きがいや健康増進を図
る。

どのように貢献したか

高齢者の外出の機会を促
進し地域住民が高齢者福
祉に理解と関心を深める。

３．すべての
人に健康と

福祉を

１１．住み続
けられるまち

づくりを

社会参加の場を提供する
ことにより健康の維持、閉
じこもり予防、介護予防に
つながった。

３．すべての
人に健康と

福祉を

１１．住み続
けられるまち

づくりを

１１．住み続
けられるまち

づくりを

どのように貢献したか

R2決算額（見込み）

３．すべての
人に健康と

福祉を

１１．住み続
けられるまち

づくりを

どのように貢献したか

事業者を決定する際、公平
性を担保するために、指名
競争入札方式で実施した。

３．すべての
人に健康と

福祉を

R2決算額（見込み）

高齢
者支
援課

実施計画ランク 事業の種別

一
般

R1予算現額

高齢者スポーツ大会
等開催事業

根拠法令 R2予算現額

各種大会等開催要綱 732千円 0千円

R1正規職員
人件費

指標名

①スポーツ大会参加者　

②囲碁将棋大会参加者

③演芸大会参加者

総参加者数

R1その他職員
従事割合

R1実績R1目標

R1決算額 目標設定の考え方・根拠

―

実施できなかったため

R2年度に改善した点

生きがいや心身の健康の向上を目指して、多く
の高齢者に参加してもらうことを指標としている。 共催事業の相手方と感染状況の共有など

を事業ごとに行い判断した。

事業達成に向けての現在の課題及び今
後の課題解決に向けた取り組み

R2目標値が未達成の理由・分析

いずれの事業についても多くの高齢者が
集うため感染対策が課題である。

1,381人

重要 自治事務 法定受託事務 法定受託＋附加 409千円 284千円

非常勤
特別職

0人 1,400人

3,075千円

会年職
員

0.20 人

3つの事業については新型コロナウイルス感染
拡大防止のため開催を中止した。

臨時職員 R2実績

R2正規職員
人件費

R2その他職員
従事割合

1,500人 　－

1,500人

0.35 人

期間 0.51 人 R3目標

S51～ 4,166千円

①　－

②　－

③　－

R2目標スポーツや文化交流等を通じて相互の親睦を深め
ることにより、生きがいを高めて健康増進を図る。
各種運営委員会を設置しスポーツ大会や演芸大
会、囲碁将棋大会などを開催する。

0.37 人

R1正規職員
人件費

臨時職員

R3目標

0.61 人

法定受託事務 法定受託＋附加 34,358千円

根拠法令 R2予算現額

優先 自治事務

R2年度に改善した点

多くの人が敬老会に参加し、楽しんでいただくこ
とを指標ににしている。

地区敬老会対象年齢及び地区祝品対象
年齢が変更になったことを広報やちらしで
周知した。

事業達成に向けての現在の課題及び今
後の課題解決に向けた取り組み

新型コロナウイルスの感染拡大防止のため地区
敬老会を中止することが敬老会行事検討委員会
において、決議されたため。

R2目標値が未達成の理由・分析

地区敬老会が開催されなかった
ため

情報の収集を行い、引き続き敬老会行事
検討委員会に諮っていく。

目標設定の考え方・根拠R1予算現額

老人福祉法

高齢
者支
援課

実施計画ランク 事業の種別

一
般

S49～ 4,084千円

長年に渡り社会に貢献した高齢者を敬愛し、地域
住民が高齢者福祉に理解と関心を深めるために、
高齢者の長寿を祝う敬老会行事を地域で開催す
る。
敬老会行事検討委員会を開催し、市は各地区の高
齢者数や会場数等に応じ、交付金を交付する。ま
た、市は独自に88歳及び100歳到達者へ祝品贈呈
を行う。

R1決算額

4,903千円

R1その他職員
従事割合

R1目標

指標名

8,100人

非常勤
特別職

0人

32,993千円

0.27 人

地区敬老会参加者数

―

①地区敬老会参加者

②市祝品贈呈者数

8,100人 　－

8,363人

36,827千円

R2目標 R2実績

0.20 人会年職員

R2その他職員
従事割合

R1実績

①　－

②88歳：1,625人、100歳：83人

8,100人

R1予算現額

地域介護予防活動
支援事業

根拠法令 R2予算現額

法定受託＋附加

期間

敬老行事開催支援
事業

0.50 人

R2正規職員
人件費

5,070千円

推進員・会員ともに高齢化が進んでおり、
後継者不足が課題。またコロナ禍で通常
の活動ができないことから解散にいたる
ケースもあるので、引き続き団体の支援を
丁寧に行っていく。

R2目標値が未達成の理由・分析

推進委員（団体運営者）の後継者不在や新型コ
ロナウイルスの影響で今後の活動の見通しがた
たず解散する団体があったため。

目標設定の考え方・根拠

Ｂ
高齢
者支
援課

実施計画ランク 事業の種別

特
別

①お達者倶楽部団体数

②お達者倶楽部会員数

お達者倶楽部団体数

R2年度に改善した点

単身高齢者・高齢者世帯の増加が見込まれるこ
とから、地域の中に「高齢者の居場所」を作るこ
とにより、参加する高齢者の介護予防や認知症
予防、閉じこもり予防の効果期待できる。そのた
め、団体数を目標値としている。

コロナ禍の対応として、申請書類の提出方
法を郵送に変更。要綱で定められた活動
回数や参加人数、活動発表会の開催方法
などを変更、整備をおこなった。

事業達成に向けての現在の課題及び今
後の課題解決に向けた取り組み

R1正規職員
人件費

R1その他職員
従事割合

6,770千円
成果指標の目標値を達成できて
いないが、既存の団体について
はコロナ禍の最中、活動内容の
変更や新しい生活様式に沿って
工夫を凝らし活動を継続してい
る。
今後も新規団体の確保に努める
とともに、既存団体は通常通りの
活動ができない状況ではある
が、活動の継続ができるよう、事
業の改善と効率化を図る必要が
ある。

13,050千円

R1決算額 指標名

R2決算額（見込み）

R1目標 R1実績

法定受託事務 8,100千円

会年職員 0.30 人

非常勤
特別職

0.00 人

第７期所沢市高齢者保健福祉計画・介護保険事業
計画

8,100千円 4,589千円

事業の目的及び具体的な内容

51団体

54団体65団体

R2実績

期間 1.46 人 R3目標

臨時職員 0.07 人

①51団体

②1,102人

R2目標

46団体

65団体

H27～

期間

高齢者に居場所を提供し、在宅の高齢者が閉じこ
もり・寝たきり・認知症にならないよう支援するため
に活動している地域のボランティア団体に助成金を
支給する。
市および地域包括支援センターと連携して高齢者
の介護予防を図るとともに、高齢者の地域との関わ
りを支援する。

1.57 人

高齢者の自立した生活を続けていくことに対する意
欲を高め、より自発的な取組を推進するため、自宅
で気軽にできる介護予防に関する情報や地域の介
護予防教室等について普及啓発を行う。
「認知症アンケート（健やか生活アンケート）」を実施
し、介護予防や認知症予防に関する正しい知識の
普及啓発を行うとともに、社会参加のきっかけづくり
を行う。

0.70 人

H13～ 11,925千円

R2正規職員
人件費

重要

高齢
者支
援課

実施計画ランク 事業の種別

特
別

自治事務

介護保険法

R1正規職員
人件費

R1その他職員
従事割合

R1予算現額

0.95 人

R2目標値が未達成の理由・分析

指標名

根拠法令

4,697千円

目標設定の考え方・根拠 R2年度に改善した点

アンケート回答者にはその分析結果をもとにアド
バイス表を作成・送付することにより、自発的な
介護予防への取り組みを促進していることからア
ンケートの回答率を目標指標としています。

Ｂ

成果指標の目標値を達成できて
いないが、繰り返しアンケートを
行うことにより、着実に介護予防
の普及啓発をすることができてい
る。

R2予算現額 R2決算額（見込み）

7,896千円

R2その他職員
従事割合

R2正規職員
人件費

R1実績

7,350千円

70.0%

本年度は健康づくり支援課が実施している
「トコトコ健幸マイレージ」事業についても
紙面を多く割き周知した。当課の事業に関
わらず、高齢者に有益な情報については、
関係課と連携し普及・啓発を行うことで回
答率の増加につなげていく。。

7,772千円 5,440千円

R1決算額

0.07 人

①アンケート送付数

②アンケート回答数

アンケート回答率

R2実績

R1目標介護予防普及啓発
事業

新型コロナウイルス感染症対策として「お
うちでできる簡単体操」等の新たな内容を
盛り込み、介護予防・認知症予防の取組を
広く普及・啓発するよう努めた。

外出制限等により在宅時間の増加や自身の健
康に対する意識の高まりか、昨年よりも回収率
増加に繋がったと考えられる。

事業達成に向けての現在の課題及び今
後の課題解決に向けた取り組み

事業の目的及び具体的な内容

重要 自治事務 法定受託事務 法定受託＋附加

臨時職員

58.7%

R3目標

非常勤
特別職

0.00 人

会年職員

所属
名称

60.4%

5,718千円

SDGsへの貢献
(最大3つ)

活動実績(R2)

成果

成果指標

評価及び次年度以降に向けた課題・取り組みなど

総合
評価

実施手法等
の工夫により
貢献できた
項目(任意)

事務事業名称 事業概要（全体）

経費

投入コスト
会
計

現状の課題
評価
理由

事業自体が
貢献する
項目

①29,600人

②17,836人

R2目標

70.0%

80.0%
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所属
名称

SDGsへの貢献
(最大3つ)

活動実績(R2)

成果

成果指標

評価及び次年度以降に向けた課題・取り組みなど

総合
評価

実施手法等
の工夫により
貢献できた
項目(任意)

事務事業名称 事業概要（全体）

経費

投入コスト
会
計

現状の課題
評価
理由

事業自体が
貢献する
項目

項目名

■ □ □

事業の目的及び具体的な内容

実績

評価者

高齢者支援課長　田中　浩文

項目名

■ □ □

事業の目的及び具体的な内容

実績

評価者

高齢者支援課長　田中　浩文

項目名

■ □ □

事業の目的及び具体的な内容

実績

評価者

高齢者支援課長　田中　浩文

項目名

■ □ □

事業の目的及び具体的な内容

実績

評価者

高齢者支援課長　田中　浩文

R2決算額（見込み）

212,087千円

0.00 人

0人

R2決算額（見込み）

247,809千円

11.00 人

どのように貢献したか

認知症になってもできる限
り住み慣れた地域で暮らし
続けることができるよう認
知症施策を推進した。

３．すべての
人に健康と

福祉を

１１．住み続
けられるまち

づくりを

どのように貢献したか

高齢者の地域の見守り機
関として、また、日常的で
文化的な生活に寄与して
いる。

３．すべての
人に健康と

福祉を

１１．住み続
けられるまち

づくりを

３．すべての
人に健康と

福祉を

１１．住み続
けられるまち

づくりを

１１．住み続
けられるまち

づくりを

どのように貢献したか

学ぶことを通じて社会環境
の変化に対応する能力と
心身の健康を養う。

３．すべての
人に健康と

福祉を

R1その他職員
従事割合

会年職員 0.15 人

R1決算額 指標名

在宅医療・介護連携
推進事業

①地域の医療・介護資源の把
握
②医療・介護関係者の情報共
有の支援
③市民への普及啓発

在宅医療介護の普及啓発を行った人数

R1目標高齢
者支
援課

実施計画ランク 事業の種別

特
別

R1予算現額

根拠法令 R2予算現額

4,987千円

R2正規職員
人件費

目標設定の考え方・根拠

Ａ

所沢市医師会の医療介護連携
支援センターのホームページへ
動画セミナーを掲載する等、コロ
ナ禍で従来の普及啓発ができな
い中にあっても、関係機関と協力
することにより在宅医療介護に
係る普及啓発を実施することが
できた。

R2年度に改善した点

在宅医療介護を推進するためには、専門職同士
の連携体制を構築することと同時に、在宅での
サービスを受けるために必要な情報を周知し、
利用者のニーズの拡大も必要となるため。

入退院時連携ガイドラインの完成により、
医療介護関係者との円滑な連携やさらな
る情報共有等が期待できる。

事業達成に向けての現在の課題及び今
後の課題解決に向けた取り組み

R2目標値が未達成の理由・分析

目標達成済 事業の十分な効果検証に係る指標の確認
や数値の把握に一定の課題がある。

優先 自治事務 法定受託事務 法定受託＋附加 18,936千円 15,534千円

介護保険法 19,120千円 19,100千円

R1正規職員
人件費

R1その他職員
従事割合

R1実績

3,000人 2,300人

臨時職員 0.00 人 ①医療機関・介護施設等への
アンケート実施
②絆ネットところ（ＭＣＳ）相談
窓口の運営や登録に係る支
援を実施。入退院時連携ガイ
ドラインの作成。
③市ホームページでの啓発

R2目標 R2実績

R2その他職員
従事割合

3,000人 6,628人

3,000件

期間 0.60 人 R3目標

H28～ 4,901千円

高齢者がいつまでも住み慣れた自宅や地域に住み
続けることができるよう、地域の医療・介護の資源
の把握、地域の医療・介護関係者が参画する会議
の開催、医療・介護関係者の情報共有の支援、・医
療・介護関係者の研修及び市民への普及啓発を実
施する。

0.60 人
非常勤
特別職

高齢
者支
援課

実施計画ランク 事業の種別

特
別

優先 法定受託事務 法定受託＋附加

期間

R1予算現額

認知症施策推進事
業

根拠法令

指標名

認知症の方の意思が尊重され、できる限り住み慣
れた地域で暮らし続けることができるような仕組み
の構築を目的とする。具体的には、認知症の理解
を深めるための普及啓発、適時･適切な医療や介
護等を提供するための支援チーム設置、本人や家
族介護者の心身の負担軽減や気持ちに寄り添う支
援を行う。

1.55 人
非常勤
特別職

0.00 人

R1決算額

自治事務 10,302千円

目標設定の考え方・根拠

Ｂ

9,888千円
①認知症サポーター養成講
座受講者数（延べ人数）

②認知症カフェ開設数

認知症サポーター養成講座受講者数（延べ人
数）

認知症の普及啓発を図るうえで認知症サポー
ター養成講座受講者数（延べ人数）を目標値とし
た。

R1目標 R1実績 R2目標値が未達成の理由・分析

0.00 人

R2予算現額 R2決算額（見込み）

介護保険法 16,297千円 14,742千円

R1正規職員
人件費

R1その他職員
従事割合

12,884千円

23,000人 22,518人

新型コロナウイルス感染症の感染防止のため、
認知症サポーター養成講座の開催が制限された
ため。

25,500人 23,617人
R2正規職員
人件費

R2その他職員
従事割合

28,000人
会年職員

1.45 人

事業達成に向けての現在の課題及び今
後の課題解決に向けた取り組み

今後も認知症高齢者は増加していくことが
予想される。認知症は誰にでも起こり得る
症状であることから、認知症に対する正し
い理解を促進し、認知症予防や認知症の
早期診断、早期対応、認知症高齢者を介
護する家族への支援など、認知症施策を
総合的に推進するとともに、たとえ認知症
になったとしても地域の中で安心して暮ら
し続けられる地域づくりを推進していく。

新型コロナウイルス感染症の感
染防止のため、認知症サポー
ター養成講座や認知症カフェの
開催が制限されたが、認知症へ
の理解を深める取組として、健や
か生活アンケートに認知症に関
するチェックリストを載せるなど別
の事業で補完するよう努めた。

認知症サポーター養成講座については、
オンラインでの講座を実施するなど、コロ
ナ禍において実施できるよう改善を図っ
た。

R2年度に改善した点

臨時職員 0.00 人

①23,617人

②15箇所

R2目標 R2実績

R3目標

H28～ 11,844千円

どのように貢献したか

事業実施により在宅医療
介護の連携を促進すること
で、住み慣れた地域で適切
な医療・介護が提供される
よう取り組んだ。

新型コロナウイルス感染症防止対策による、臨
時休館（103日）があり、各種サービス（カラオケ、
入浴等）の休止により利用者数が減少したため。

令和2年度　臨時休館
・R2.4.1～5.31(48日間)
・R3.1.21～3.21(55日間)

高齢
者支
援課

実施計画ランク 事業の種別

一
般

R1予算現額

老人福祉センター等
運営事業

重要 自治事務 218,955千円

新型コロナウイルス感染防止対
策による、施設の利用制限があ
り、カラオケ、入浴等の各種サー
ビスも一時停止したため目標値
を達成できなかったが、施設の
利用制限が解除された場合、利
用者の需要は見込める。

R2年度に改善した点

高齢者の、趣味や教養の向上。健康増進の拠点
（居場所）となることが事業の目的となるため、個
人、団体の延利用者数を指標とする。

施設に利用制限があり利用者が減少して
いるが、施設の利用者に電話連絡での安
否確認、利用制限内で出来る限りの健康
生活相談やまた、施設の老朽化防止対策
や機能維持に努めた。

事業達成に向けての現在の課題及び今
後の課題解決に向けた取り組み

施設に利用制限があり利用者が減少して
いるが、施設の利用者に電話連絡での安
否確認を行い、また、施設の老朽化防止
対策や機能維持に努めた。

R2目標値が未達成の理由・分析 A

所沢市立老人福祉センター設置及び管理条例、所
沢市立老人憩の家設置及び管理条例、老人福祉
法

252,212千円

R1正規職員
人件費

R2予算現額 R2延利用者数　61,686人
（個人利用者数＋団体利用者数）

法定受託事務 法定受託＋附加

根拠法令 ①延利用者数（個人）

②延利用者数（団体）

R1決算額 指標名 目標設定の考え方・根拠

R2目標

R2その他職員
従事割合

348,000人

0.00 人

R1目標 R1実績

臨時職員

348,000人

R2実績

非常勤
特別職

347,000人 299,396人

①26,244人

②35,442人

会年職員

61,686人

17.00 人

期間 4.85 人 R3目標

S50～

63,587千円

39,615千円

R2正規職員
人件費

　地域の高齢者の健康と生きがいの増進、教養の
向上、介護予防の推進のため、レクリエーションの
場を提供し、また、高齢者からの相談に応じ適切な
援助を行う。

7.65 人

高齢
者支
援課

実施計画ランク 事業の種別

一
般

重要 自治事務 法定受託事務

実施できなかったため

533千円
①応募人数

②応募状況
（応募者/定員数×100）

学生生活の有意義率（終了アンケート）

講座を履修しながら生きがいづくりや仲間づくり
を行い、市の行事に積極的に参加したり、自主
的に団体を作り活動する高齢者を育むことを目
標としている。本講座において有意義な時間だっ
たかを指標としている。

R1目標 R1実績 R2目標値が未達成の理由・分析

100.0% 93.0%

R2年度に改善した点

募集時において新型コロナウイルスの感
染状況により中止の可能性を告知し、消
毒液などを準備した。

事業達成に向けての現在の課題及び今
後の課題解決に向けた取り組み

指標名

法定受託＋附加 683千円

R1予算現額 R1決算額 目標設定の考え方・根拠

―
高齢者大学開催事
業

根拠法令 R2予算現額 R2決算額（見込み）

所沢市高齢者大学開設要綱、所沢市高齢者大学
運営要領

647千円

R1正規職員
人件費

R1その他職員
従事割合

3,491千円 R2目標 R2実績

新型コロナウイルス感染拡大防止のため開催を
中止した。

臨時職員 0.20 人

①54人

②56.3％

会年職員 0.05 人

感染対策を念頭に事業実施の見直し・検
討を行う。

R2正規職員
人件費

R2その他職員
従事割合

100.0% 　－

期間 0.30 人 R3目標

S52～ 2,450千円 100.0%

高齢者に生涯学習の一環として学習の機会を提供
し、社会環境の変化に対応する能力と心身の健康
を養う。それと同時に、学習を通じより多くの仲間づ
くりを行い、交流を深め高齢者の生きがい創造を果
たすもの。
約１年間、６０歳以上の高齢者が約３０講座を受講
し、クラブ活動や委員会活動等を自主的に行う。

0.42 人
非常勤
特別職

22千円
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第１章　人と人との絆を紡ぐまち  第４節　高齢者福祉

所属
名称

SDGsへの貢献
(最大3つ)

活動実績(R2)

成果

成果指標

評価及び次年度以降に向けた課題・取り組みなど

総合
評価

実施手法等
の工夫により
貢献できた
項目(任意)

事務事業名称 事業概要（全体）

経費

投入コスト
会
計

現状の課題
評価
理由

事業自体が
貢献する
項目

項目名

■ □ □

事業の目的及び具体的な内容

実績

評価者

高齢者支援課長　田中　浩文

項目名

■ □ □

事業の目的及び具体的な内容

実績

評価者

高齢者支援課長　田中　浩文

項目名

■ □ □

実績

評価者

高齢者支援課長　田中　浩文

項目名

■ □ □

実績

評価者

高齢者支援課長　田中　浩文

R1決算額

どのように貢献したか

手当を支給することで、長
期的に在宅介護する者の
身体的・精神的負担の軽
減に役立った。

３．すべての
人に健康と

福祉を

１１．住み続
けられるまち

づくりを

１１．住み続
けられるまち

づくりを

１１．住み続
けられるまち

づくりを

どのように貢献したか

福祉サービスや地域との
つながりが少ない方に利用
してもらうことにより、地域
におけるセーフティネットと
して貢献した。

１１．住み続
けられるまち

づくりを

どのように貢献したか

突発的な病気を抱える一
人暮らし高齢者等の緊急
時の安心安全な生活に資
することができた。

３．すべての
人に健康と

福祉を

どのように貢献したか

徘徊行動のある高齢者の
早期保護と安全確保に資
することができた。

３．すべての
人に健康と

福祉を

３．すべての
人に健康と

福祉を

３．すべての
人に健康と

福祉を

１１．住み続
けられるまち

づくりを

0.10 人

事業の目的及び具体的な内容

Ｈ8～

高齢
者支
援課

実施計画ランク 事業の種別

一
般

成果指標の目標値を達成してい
る。

所沢市特定在宅高齢者介護手当支給要綱
①支給者数

要介護4.、5の人数の伸び率を実績値にかけたも
のを目標値（目標支給者数）とする。

重要

R1予算現額 目標設定の考え方・根拠

S

目標達成済

R1目標

事業達成に向けての現在の課題及び今
後の課題解決に向けた取り組み

R2年度に改善した点

0.00 人

12,520千円

目標支給者数

これまで事業の名称を「ねたきり老人等介
護者手当」としていたが、「ねたきり老人」と
いう言葉にマイナスイメージがあり、本人
や家族から心証を害するとの訴えを多くい
ただいているため、令和3年4月1日から
「特定在宅高齢者介護手当」に名称変更し
た。R2目標値が未達成の理由・分析

R1その他職員
従事割合

R1実績

13,000千円

267人271人

自治事務 法定受託事務 法定受託＋附加 13,600千円

313人

R2目標 R2実績

277人

2,327千円

①313人

非常勤
特別職

会年職員 0.15 人

金銭給付以外の重度の在宅介護者に対
する負担軽減策を研究していく。

3,186千円

R2正規職員
人件費

R2その他職員
従事割合

臨時職員

緊急事態宣言期間では定例会・
研修会等の開催中止を余儀なく
され、また事業本来の目的であ
るみまもり活動の実施を自宅訪
問から電話連絡に切り替えること
となった。
訪問時にウイルス感染の可能性
があるため、難しい対応であった
が、電話連絡をすることでみまも
り相談や安否確認等を行った。

R2予算現額 R2決算額（見込み）

R1決算額 指標名

R2決算額（見込み）

2,940千円

10,680千円

R1正規職員
人件費

R1決算額

期間 0.39 人 R3目標

手当を支給し、ねたきりや認知症高齢者等を長期
的に在宅介護する者の身体的・精神的負担を軽減
することを目的とする。
６５歳以上で要介護認定を受け要介護４又は５の状
態のねたきり老人等を常時介護している介護者に、
年度に１回４０，０００円を申請により支給するもの
である。

0.28 人

322人

特定在宅高齢者介
護手当支給事業

根拠法令 R2予算現額

R1正規職員
人件費

高齢
者支
援課

実施計画ランク 事業の種別

特
別事業の目的及び具体的な内容

所沢市高齢者みまもり相談員事業実施要綱

法定受託事務

高齢者みまもり相談
員設置事業

根拠法令

R1予算現額

期間

重要 自治事務

①訪問依頼者延べ人数

②訪問延べ件数

③定例会・研修会の開催回数

指標名

法定受託＋附加 4,200千円 4,102千円

2,247千円

R2年度に改善した点

定例会・研修会の開催回数

対象者宅を定期的に訪問することを目的とした
事業のため、訪問延べ件数を目標値としていた
が、近年サービスが多様化してきていることから
本事業の適切な利用を進めるための見直しを
行っている。平成30年度より、一般のボランティ
アである相談員の資質向上を図るため、定例
会・研修会の実施回数を目標値としている。

緊急事態宣言期間など、不要不急の外出
自粛を求められていたため、自宅訪問から
電話連絡により、みまもり相談や安否確認
等を行った。

R1目標 R2目標値が未達成の理由・分析

目標設定の考え方・根拠

Ｂ

3回

6回

R1実績

R3目標

R1その他職員
従事割合

0.10 人

新型コロナウイルス感染拡大により緊急事態宣
言が発令され、定例会・研修会等の開催中止を
余儀なくされたため。

6回

近隣との交流や福祉サービスの利用機会が少ない
高齢者等を対象に、希望者の自宅を定期的に訪問
し（月2回程度）、安否確認を行うとともに、話し相手
となることで、高齢者が安心して暮らせる環境を整
備し、高齢者の福祉の増進を図ることを目的とす
る。

0.45 人
非常勤
特別職

0.00 人 6回 6回

R2正規職員
人件費

R2その他職員
従事割合

事業達成に向けての現在の課題及び今
後の課題解決に向けた取り組み

3,740千円 臨時職員 0.10 人
①241人

②2,864件

③3回

R2目標 R2実績

これまでも、社会情勢の変化に応じた事業
のあり方を検討してきたが、今後、災害等
の有事における事業運用についても検討
課題に含め、本事業の改善を図る。

0.35 人
会年職員

一人暮らし高齢者等
緊急通報システム事
業

指標名

Ｈ14～ 2,859千円

①年度末時点の機器利用台
数 

②年度末時点までの新規設
置数

誤報率
当該年度の誤報件数÷当該年度の通報総件数
×100

重要 自治事務 法定受託事務

高齢
者支
援課

実施計画ランク 事業の種別

一
般

R1予算現額

根拠法令 R2予算現額

9,808千円

突発的な病気などの緊急時の連絡手段を確保し、
一人暮らし高齢者等の緊急時の安心安全な生活を
維持することを目的とする。
緊急ボタン等の操作で、24時間委託事業者のオペ
レーターが対応し、必要に応じて消防署に救急要請
を行う。生活反応センサーなどにより、一定時間動
きがない場合もオペレーションセンターへ通報され
る。

目標設定の考え方・根拠

Ｂ

誤報件数の多い利用者に連絡
し、事業の適正な利用について
説明することで、少しずつではあ
るが、誤報件数が減少してきて
いる。

R2年度に改善した点

事業の適正利用を進めており、誤報多発者や一
時停止者への利用方法の確認や本人の状況確
認等により、不必要な通報を減らしていく。

申請日の世帯状況で利用の可否や利用
料の賦課を行っていたが、令和２年度から
世帯状況を確認することにより（６月１日を
基準日）、より適正な利用につながった。

事業達成に向けての現在の課題及び今
後の課題解決に向けた取り組み

携帯電話の普及や民間の見守りサービス
が普及している中で、市が実施する必要
性のあるサービスであるか、対象者である
かを毎年度精査している。今後も真にサー
ビスが必要な単身高齢者等にサービス提
供を行っていく。

法定受託＋附加 49,227千円 39,930千円

R2決算額（見込み）

所沢市一人暮らし高齢者等緊急通報システム事業
実施要綱

39,505千円 34,920千円

R1正規職員
人件費

R1その他職員
従事割合

R1目標 R1実績 R2目標値が未達成の理由・分析

事業の適正な利用を進めており、誤報多発者や
一時停止者への利用方法の確認や本人の状況
確認等を進めたが、利用方法について徹底され
ていないところがあったため。

R2実績

R2正規職員
人件費

R2その他職員
従事割合

1.18 人
非常勤
特別職

0.00 人 5%以下 10.4%

臨時職員 0.20 人

①1,068台

②25台

R2目標

5%以下 8.8%

5%以下
会年職員

期間 0.39 人

Ｓ60～ 3,186千円
0.20 人

高齢
者支
援課

実施計画ランク 事業の種別

一
般

指標名

徘徊行動のある高齢者の早期保護と安全確保を行
うことによって、当該高齢者を介護する家族の、肉
体的・精神的な負担の軽減及び安心して介護がで
きる環境整備の促進を図る。
徘徊高齢者にＧＰＳ機器を携帯してもらい、徘徊し
た際、介護している家族が、位置情報（地図上の位
置表示・電話でオペレーターからの位置照会等）を
もとに早期保護を行う。

0.36 人
非常勤
特別職

0.00 人

利用率
（当該年度の利用者数÷市内の歩行可能な認知
症高齢者数×100）

市内の歩行可能な認知症高齢者数（介護認定
の主治医意見書に基づいた数値：ランクＪ及びラ
ンクⅡ以上）のうち、およそ3%の利用者数を想
定・目標としている。
※独力で外出でき、軽度以上認知症の症状があ
る方

R1目標 R1実績 R2目標値が未達成の理由・分析

3.0% 3.0%

R2年度に改善した点

重要 自治事務 法定受託事務 法定受託＋附加 471千円

R1予算現額 R1決算額 目標設定の考え方・根拠

Ｃ
徘徊高齢者家族支
援事業

根拠法令 R2予算現額 R2決算額（見込み）

所沢市徘徊高齢者家族支援事業実施要綱 475千円 215千円

R1正規職員
人件費

R1その他職員
従事割合

事業達成に向けての現在の課題及び今
後の課題解決に向けた取り組み

2,992千円 臨時職員 0.03 人

①1,101人

②20人

R2目標

利用者数は昨年と比べ大きな変
化はないが、歩行可能な認知症
高齢者が増加したため目標値を
達成できなかった。

278千円

①市内の歩行可能な認知症
高齢者数

②利用者数

地域包括支援センター及びケアマネジャー
と連携して利用状況等を調査し、適切な利
用を図った。

R2実績

認知症の高齢者がより安心して生活でき
るように、当事業だけでなく、介護保険
サービスや地域での「みまもり」活動をセッ
トに考えた取組を進める。

R2正規職員
人件費

R2その他職員
従事割合

R3目標

高齢者福祉ガイドや市のホームページに事業内
容を掲載し周知を図っているが、家族のいない
単身高齢者は利用対象者でないことや、介護
サービスの充実により徘徊に至らないケースが
増加しているため。

3.0% 1.8%

3.0%Ｈ15～ 2,695千円

期間 0.33 人
会年職員 0.03 人
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第１章　人と人との絆を紡ぐまち  第４節　高齢者福祉

所属
名称

SDGsへの貢献
(最大3つ)

活動実績(R2)

成果

成果指標

評価及び次年度以降に向けた課題・取り組みなど

総合
評価

実施手法等
の工夫により
貢献できた
項目(任意)

事務事業名称 事業概要（全体）

経費

投入コスト
会
計

現状の課題
評価
理由

事業自体が
貢献する
項目

項目名

■ □ □

事業の目的及び具体的な内容

実績

評価者

高齢者支援課長　田中　浩文

項目名

■ □ □

実績

評価者

高齢者支援課長　田中　浩文

項目名

■ □ □

実績

評価者

高齢者支援課長　田中　浩文

項目名

■ □ □

実績

評価者

介護保険担当参事　岸　克実

R2その他職員
従事割合

2.75 人

0.00 人

会年職員 2.75 人

R1決算額

会年職員

どのように貢献したか

適切な要介護状態区分の
審査判定を行った。

どのように貢献したか
高齢者が住み慣れた地域
で安心して暮らしつづける
ことができるよう、高齢者の
生活を支える総合相談窓
口としての役割を果たし
た。

３．すべての
人に健康と

福祉を

１１．住み続
けられるまち

づくりを

３．すべての
人に健康と

福祉を

１１．住み続
けられるまち

づくりを

１１．住み続
けられるまち

づくりを

どのように貢献したか

介護予防サービスを提供
し、高齢者の自立した生活
の継続に資することができ
た。

３．すべての
人に健康と

福祉を

どのように貢献したか

各地域の資源把握や課題
検討を行うことにより、互い
に支え合いながら住み続
けられるまちづくりを推進し
た

１１．住み続
けられるまち

づくりを

３．すべての
人に健康と

福祉を

R1目標

優先 自治事務 法定受託事務

指標名

R1実績
高齢
者支
援課

実施計画ランク 事業の種別

特
別

R1予算現額

地域包括支援セン
ター運営事業

根拠法令

R1決算額 目標設定の考え方・根拠

Ｂ

緊急事態宣言等が発令され、個
別会議をはじめ、様々な会議・事
業が中止、延期を余儀なくされ
た。

感染対策を十分にとりながら、地
域包括ケアシステムの深化・推
進のため、介護保険法に定めら
れた評価等を的確に実施し業務
改善を進めていく。また計画され
ている事業、会議等を推進してい
く。

R2年度に改善した点

①高齢者人口

②総合相談件数

市全体での個別事例の検討件数

地域ケア個別会議を開催することにより
●高齢者の個別課題解決に対する支援
●ネットワークの構築
●地域課題の発見
●自立支援に資するケアマネージャーのケアマ
ネジメントの実践力向上を図る。

重点業務として、高齢者の消費者被害の
拡大防止について関係機関と連携し普及
啓発に取り組んだ。しかしながら緊急事態
宣言等が発令され中止、延期を余儀なくさ
れるものもあったが、感染対策を十分にと
りながら取り組むことができた。

96件

新型コロナウイルス感染拡大により緊急事態宣
言等が発令され、多くの個別会議開催中止を余
儀なくされたため。

法定受託＋附加 377,440千円 377,440千円

R2決算額（見込み）

介護保険法 377,440千円 373,059千円

事業の目的及び具体的な内容
R1正規職員
人件費

R1その他職員
従事割合

R2予算現額

R2目標値が未達成の理由・分析

地域包括支援センターを市内に設置することで、介
護保険法に定める包括的支援事業（訪問相談等）、
介護予防事業（介護予防教室等）等を実施し、高齢
者をはじめ地域住民の保健医療の向上及び福祉
の増進を包括的に支援することを目的とする。

0.98 人
非常勤
特別職

0.00 人 90件

H18～ 120件

0.95 人

120件 58件

期間 R3目標

7,760千円

事業達成に向けての現在の課題及び今
後の課題解決に向けた取り組み

8,146千円 臨時職員 0.00 人

①93,771人

②26,183件

R2目標
地域包括支援センターの運営について
は、効果的・安定的に実施されるよう評価
を定期的に行い、地域包括支援センター
運営協議会での意見を踏まえて、必要な
改善・職員体制の検討を行う。

R2正規職員
人件費

R2その他職員
従事割合

R2実績

総合事業の多様なサービスの導入につい
て、当面の間見合わることを結論づけた
が、地域の実情に応じ、必要となった際の
導入の可能性等について検討を続ける。

913,556千円

Ａ
事業の目的及び具体的な内容

R1正規職員
人件費

R1目標 R2目標値が未達成の理由・分析

事業の種別

R2実績

R2予算現額

非常勤
特別職

0.00 人

臨時職員 0.00 人

R1その他職員
従事割合

会年職員 0.20 人

1.45 人

50.0%

優先 自治事務 法定受託事務 法定受託＋附加 861,206千円 610,975千円

特
別

R1予算現額 R2年度に改善した点

短期集中通所型サービスでは、３ヶ月の期間の
リハビリの結果を、「改善・向上・維持・悪化」で測
る。本事業の目的が、高齢者が自立した生活を
継続できることであり、利用者の運動器の維持・
機能向上を測ることができる指標であるため。

短期集中通所型サービスの課題点をふま
え、次年度に向けた仕様の見直しを検討し
た。
また、サービス提供事業者の指定・管理に
ついて、所管課の変更が生じたため、滞り
なく引継ぎを行った。

R2決算額（見込み）

50.0%

①従前相当サービスの実施
②多様なサービスの実施・検
討
③サービス提供事業者の指
定・管理・指導

短期集中通所型サービス利用者の、終了後の機
能改善結果が「改善・向上・維持」であった割合

95.5%

R1実績

535,676千円

1.52 人 R3目標

R2正規職員
人件費

12,052千円 R2目標①従前相当サービスの安定
的な運用に努めた
②通所型短期集中予防サー
ビスを実施した。その他の多
様なサービスは、導入見合わ
せとした。
③事業者の指定・変更・廃止
等の処分を行った。

12,415千円

高齢者が自立した生活を継続するため、市町村が
主体となって、これまでの介護予防訪問介護等に
相当する専門的なサービスのほか、多様なサービ
ス（短期集中予防通所サービス）や、介護予防ケア
マネジメントを実施する。

事業達成に向けての現在の課題及び今
後の課題解決に向けた取り組み

R2その他職員
従事割合

50.0% 92.3%

機能改善状況については、成果
指標の目標値を達成している。
今後は、サービス終了後の機能
維持についての支援の実施を期
待する。

R1決算額 指標名 目標設定の考え方・根拠

目標達成済
期間

介護保険法

高齢
者支
援課

H29～

介護予防・生活支援
サービス事業

根拠法令

実施計画ランク

高齢
者支
援課

実施計画ランク 事業の種別

特
別

R1予算現額

生活支援・介護予防サービスの充実を目的として、
ボランティア等の生活支援の担い手の発掘・養成等
を行うとともに、市域及び圏域に協議体を設置し、
地域資源の把握・開発やネットワーク化を実施し、
多様な主体によるサービスの提供を図る。
また、市域及び圏域に生活支援コーディネーターを
配置する。

5,718千円

期間 0.70 人

R2予算現額 R2決算額（見込み）

介護保険法 58,321千円

R2その他職員
従事割合

生活支援体制整備
事業

59,596千円

58,298千円

R2目標

0.00 人 312

①４回

②６回

835

R3目標

R1その他職員
従事割合

R2年度に改善した点

生活支援コーディネーターや協議体の活動を通
じて把握する地域資源数

地域資源の把握や共有を行うとともに、解決策
の検討を図ることから、地域資源の把握数を目
標値とした。

地域課題に対し、把握した地域資源情報
を活用した地域アセスメントを実施し、「所
沢市地域アセスメント集」を作成。課題や
資源の情報共有を図り、地域における仲
間づくり、地域づくりの活動を支援した。

R1目標

優先 自治事務 法定受託事務 法定受託＋附加 59,612千円

目標達成済

目標設定の考え方・根拠

Ａ

R2正規職員
人件費

326

根拠法令

0.76 人
非常勤
特別職

R1正規職員
人件費

指標名

成果指標の目標値を達成してい
る。今後も生活支援・介護予防
サービスの充実を図り、課題解
決の取組を進めていく。

R1実績 R2目標値が未達成の理由・分析

796

会年職員 0.00 人

R1決算額

①地域資源情報の発信回数

②第1層と第2層の情報共有
の為の会議開催回数

844

H27～

事業達成に向けての現在の課題及び今
後の課題解決に向けた取り組み

6,317千円 臨時職員 0.00 人 R2実績

住民の複雑化・複合化したニーズに対応
するため、日常生活圏域より小さな単位で
の会議を開くなど、地域特性に応じた課題
の解決策を検討を行う。

44日

30日

49日

臨時職員

R2正規職員
人件費

①12,701件

②19.13日

③383回

R2目標 R2実績

30日

R1その他職員
従事割合

R1目標

R3目標

R1実績 R2目標値が未達成の理由・分析

介護サービスを必要とする被保険者の要介護（要支援）
認定等の審査判定を行う。毎週火・木曜日に開催し、委
員（5名×20合議体=100名）は、月２回審査会に出席す
る。市は審査判定が可能な者から逐次審査会資料を作
成し、１週間前までに審査会委員に届くように郵送する。
（対象者が特定されないよう、委員の資料には氏名、生年
月日、主治医名等を削除する。）各委員の意見に基づき、
審査を行い、二次判定を実施する。市は審査判定の結果
を受け、要介護（要支援）認定を行い、結果通知及び被保
険者証を審査会開催日翌日に対象者に送付する。

3.23 人
非常勤
特別職

0.00 人 30日

重要 自治事務 法定受託事務 法定受託＋附加 118,085千円 107,388千円

R2年度に改善した点

認定申請日から30日以内に結果を送付すること
となっているので、認定日までに要した平均日数
を目標値に近づけていく。

新型コロナウイルス感染症の影響により
調査不可の医療機関・介護施設の、情報
把握・整理に努めた。また、主治医意見書
作成依頼・訪問調査依頼を迅速に行うよう
努めた。

事業達成に向けての現在の課題及び今
後の課題解決に向けた取り組み

引き続き医療機関・介護施設の情報の把
握・整理に努め、新型コロナウィルス感染
拡大防止を図りながら調査を実施し、適正
な作成期間・適切な内容の訪問調査票の
入手に努めるとともに、速やかな主治医意
見書の入手に努める。また認定審査会に
ついては書面・WEBを活用し安全かつ迅速
に実施する。

新型コロナウイルス感染症の影響により、医療
機関入院中・介護施設入所中の被保険者の認
定調査が滞り、ただ待つだけの日数が発生し
た。また、申請者がかかりつけ医へ通院する頻
度が低く主治医意見書の入手に時間がかかる
事例も多い。このため、要介護（要支援）認定が
遅延する状況となっている。

C

多くの認定審査会委員・主治医
意見書作成医師・認定調査員の
協力により、事務を円滑に行って
はいるが、新型コロナウイルス感
染症の影響により速やかに調査
を行うことができない事例も多く、
目標を達成するには至っていな
い。

指標名 目標設定の考え方・根拠

R2決算額（見込み）

所沢市介護保険条例、所沢市介護保険条例施行
規則、介護保険法

100,549千円 84,610千円

①要介護（要支援）認定申請
件数
②要介護（要支援）認定申請
から主治医意見書入手まで
の日数
③介護認定審査会開催数

介護認定申請日から認定日までの日数

事業の目的及び具体的な内容
R1正規職員
人件費

3.32 人

H11年～

R2予算現額

26,848千円

27,118千円

介護
保険
課

実施計画ランク 事業の種別

特
別

R1予算現額

介護認定審査会事
業

根拠法令

期間

16
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所属
名称

SDGsへの貢献
(最大3つ)

活動実績(R2)

成果

成果指標

評価及び次年度以降に向けた課題・取り組みなど

総合
評価

実施手法等
の工夫により
貢献できた
項目(任意)

事務事業名称 事業概要（全体）

経費

投入コスト
会
計

現状の課題
評価
理由

事業自体が
貢献する
項目

項目名

■ □ □

実績

評価者

介護保険担当参事　岸　克実

項目名

■ □ □

実績

評価者

介護保険担当参事　岸　克実

項目名

■ □ □

実績

評価者

介護保険担当参事　岸　克実

項目名

■ □ □

実績

評価者

介護保険担当参事　岸　克実
1.00 人会年職員

1.20 人会年職員

R2決算額（見込み）

83,776千円

R2その他職員
従事割合

R1決算額

どのように貢献したか

どのように貢献したか

安心して地域で住み続けら
れるように必要な介護サー
ビスを利用いただくための
財源確保に努めた。

１．貧困をな
くそう

３．すべての
人に健康と

福祉を

１１．住み続
けられるまち

づくりを

３．すべての
人に健康と

福祉を

１１．住み続
けられるまち

づくりを

助成金の支給によって、経
済的理由により本来必要
な介護サービスを十分に受
けられない等の事態を防い
でいる。

１１．住み続
けられるまち

づくりを

どのように貢献したか

適切な要介護状態区分の
審査判定の為、正確な調
査を行った。

どのように貢献したか

紙おむつの支給により、住
み慣れた家での自立した
生活の継続に貢献してい
る。

３．すべての
人に健康と

福祉を

３．すべての
人に健康と

福祉を

会年職員 0.00 人
0.69 人

R2実績

R3目標

5,636千円

会年職員 12.00 人

R2その他職員
従事割合

69.3%

67.0%

①要介護（要支援）認定申請
件数

②認定調査実施数（市）

③認定調査実施数（委託）

①12,701件

②3,710件

③7,229件

在宅の介護認定者に対し、紙おむつを支給すること
で自立した生活の促進や高齢者の尊厳の保持を図
る。
①給付申請に基づき、指定事業者へ紙おむつの宅
配を依頼。
②指定事業者は月１回、紙おむつを利用者へ配達
し、利用者自己負担額を受け取る。
③市は事業者からの請求に対し、毎月給付分を支
払う。

0.00 人

介護保険訪問調査
事業

R2予算現額

介護サービスを必要とする被保険者の要介護認定に係る
審査資料となる、状態把握のための訪問による調査業
務。新規申請と認定区分変更申請の認定調査は、市職
員（指定市町村事務受託法人を含む）が実施し、更新申
請の一部を除いた認定調査は指定居宅介護支援事業者
等の厚生労働省令で定めるものに委託して行っている。
調査の内容は、要介護（要支援）認定申請者の心身の状
況を調べるため、市職員や委託した認定調査員が、本人
の居宅、入所施設等を訪問し、国から示された判断基準
を基に、動作の確認及び本人や家族などから聞き取り調
査を実施するものである。

11.55 人

H12～

目標設定の考え方・根拠

R1その他職員
従事割合

R1目標

新型コロナウイルス感染症の感染拡大の防止を
図る観点から更新申請の認定調査が困難な場
合、要介護認定の有効期間を、審査・判定をす
ることなく、従来の期間に新たに合算（12月間・6
月間）可能な取り扱いを実施している（2年度は
1,763件）。このため、更新申請訪問調査が全体
的に減少した。同時に、民間委託（社会福祉協
議会・医師会・居宅介護支援事業所への委託）
件数も減少しており、委託の割合も目標を達成
できなかった。

90,252千円

61.8%

66.1%

非常勤
特別職

0.00 人

R1正規職員
人件費

R2目標臨時職員

90,881千円

期間 2.92 人 R3目標

69.3%
事業達成に向けての現在の課題及び今
後の課題解決に向けた取り組み

R2目標値が未達成の理由・分析

認定有効期間を合算した者については令
和3年度中に更新時期を迎えること、及び
新型コロナウイルス感染症の影響が収束
した後には介護認定申請件数の増加が予
想されることから、必要な訪問調査数に対
応するため、調査受託事業所数・調査委
託件数を拡大するとともに市の認定調査
員を拡充することも検討していく。

28,676千円

23,851千円

B

新型コロナウイルス感染症の影
響から更新申請調査件数自体が
減少したこと及び介護人材が不
足している状況下で委託件数が
伸びていないことから、目標達成
は困難であった。3.45 人

R2正規職員
人件費

R2年度に改善した点

急速に進む高齢化に伴い要介護（要支援）認定
申請件数は増加することが見込まれるため、事
務の効率化・定員の適正化・人件費の増加を抑
えるなどの効果を期待して、認定調査の委託化
を進める必要があると考える。

社会福祉協議会・医師会・居宅介護支援
事業所へ、受託件数を増やすよう働きか
けを行った。

指標名R1決算額

認定調査全件数に占める民間委託件数の割合
｛（民間委託による調査実施数）÷（全調査実施
数）｝

R1実績

介護
保険
課

実施計画ランク 事業の種別

特
別

R1予算現額

自治事務 法定受託事務 法定受託＋附加 99,396千円

根拠法令

法定受託＋附加 168,806千円

介護保険法

事業の目的及び具体的な内容

重要

34,916件

3,657千円
目標値を若干下回る結果となったが、概ね目標
どおりである。適正な給付が行われた結果と考
えられる。

35,000件

R2決算額（見込み）

事業達成に向けての現在の課題及び今
後の課題解決に向けた取り組み

臨時職員 0.00 人

37,000件 35,281件

R2目標 R2実績

R2年度に改善した点

紙おむつ延利用件数

給付の成果を測る指標として、紙おむつの需要
度を示す延利用件数を設定した。ただし、ただ増
えればよいということではなく、支給要件に従い、
真に必要とする人への給付に努めることで、財
源に見合った適正な給付を目指している。

定期的に支給対象商品の見直しを行うこ
とで、利用者のニーズに沿って事業を運営
した。また、地域支援事業から紙おむつ支
給が対象外となる改正が行われることか
ら、事業の継続を図るため軽度者（要支援
１・２、要介護１）についても１号保険料を財
源とする特別給付費へ変更する条例改正
を行った。R1目標 R1実績 A

軽度認定者に対する支給要件の
見直しにより利用件数が減少し
たものの、依然として３千人を超
える利用者がいると想定され、在
宅介護認定者の自立した生活を
促進する意味で必要性の高い事
業であると考えている。

今後も支給対象商品の定期的な見直しを
行い利用者のニーズを反映するとともに、
財源と支給要件のバランスを鑑み、適切な
給付を行う。

所沢市介護保険条例・介護保険法 0千円 0千円

事業の目的及び具体的な内容

指標名

R1その他職員
従事割合

R1決算額

R2予算現額

136,049千円

①紙おむつ延利用件数

②紙おむつ利用者数（概算）

介護
保険
課

実施計画ランク 事業の種別

特
別

R2目標値が未達成の理由・分析紙おむつ給付事業

根拠法令

目標設定の考え方・根拠

①34,916件

②2,910人（①÷12月）

H12～

重要 自治事務

H12～ 32,509千円

事業の目的及び具体的な内容
R1正規職員
人件費

R1予算現額

法定受託事務

期間

非常勤
特別職

0.00 人 99.0%

R1予算現額

R1正規職員
人件費

非常勤
特別職

R2その他職員
従事割合

39,000件

R2正規職員
人件費

0.44 人

事業達成に向けての現在の課題及び今
後の課題解決に向けた取り組み

31,253千円 臨時職員 2.00 人
①２１．０９％

②１６，５９３件

③４２人

R2目標 R2実績

介護サービスの必要性や分かりやすい納
付方法の案内に努め、また個別の状況に
応じた納付相談を行い、被保険者の理解
をいただくことが重要である。

R2正規職員
人件費

R2その他職員
従事割合

98.91%

99.0% 99.07%

R3目標

保険料未納者に対して督促、催
告（文書、電話等）の滞納整理事
務を行っているが、個別の事情
による分納相談や、災害や新型
コロナウィルス感染症の影響に
よる収入減少などで一時的に支
払うことが困難な方へ、減免や徴
収猶予を行い、きめの細かい対
応を行った。結果、前年度の収
納率を上回り、目標の収納率達
成となった。

R2年度に改善した点

①口座振替の推奨（加入率）

②督促・催告（件数）

③分納相談（人数）

保険料収納率(現年度）
介護保険の財源確保のため、６５歳以上の方の
保険料の収納率向上を目標とした。

消費税率の変更を受け、引き続き低所得
者の保険料の軽減を行った。新型コロナ
ウィルス感染症の影響による収入減少の
方への減免申請の受付について、できる
限り簡易な書類での受付や電話での確認
により、申請者の負担軽減に努めた。R2目標値が未達成の理由・分析

指標名

R1目標 R1実績
R1その他職員
従事割合

根拠法令

介護保険法、所沢市介護保険条例 25,579千円 23,152千円

A

R2予算現額

R1決算額

R2決算額（見込み）

目標達成済

目標設定の考え方・根拠

自治事務 法定受託事務 法定受託＋附加 24,946千円 22,255千円

介護
保険
課

実施計画ランク 事業の種別

一
般

3.98 人

―

3.76 人

介護保険料賦課徴
収事業

期間

0.00 人 90.0%
非常勤
特別職

90.0%

99.0%

90.0%

5,652千円 臨時職員 0.40 人
①15,015件

②15,548件

R2目標 R2実績

0.78 人 R3目標

6,371千円

96.6%

R2年度に改善した点

対象者に対し助成金制度が浸透し、対象者が必
要な申請を毎月正確に行えているかを測るた
め、申請件数に対する支給件数の割合を指標に
設定している。

「低所得者」から「利用者負担」へと名称変
更を行うため、令和3年度当初施行に向け
要綱の改正を進めた。また。対象者の元
に所有物として物品が残るものに対しての
助成は好ましくないことから、助成対象を
「住宅改修費」「福祉用具購入費」「所沢市
紙おむつ購入費」を除く介護保険サービス
と変更した。

R2決算額（見込み）

所沢市介護保険低所得者助成金要綱 45,500千円 40,111千円

R1予算現額

R1正規職員
人件費

R1その他職員
従事割合

指標名

介護保険低所得者
助成事業

目標設定の考え方・根拠

A

支給件数・支給額とも若干減少し
たが、低所得者が経済的負担を
理由にすることなく、本来必要な
介護サービスを受けるために無く
てはならない事業であり、今後も
適切な給付に努めつつ、継続し
ていきたい。
※事業名を次年度から変更す
る。

R2予算現額根拠法令

45,499千円 41,722千円

95.8%

目標達成済

R1目標

①支給件数

②申請件数

助成金支給率
（支給件数÷申請件数）

R1実績

事業達成に向けての現在の課題及び今
後の課題解決に向けた取り組み

R2目標値が未達成の理由・分析

令和3年4月1日付け施行した要綱に基づ
いて適切に事業を行っていくとともに、広報
ところざわや市ＨＰ等を活用し制度の周知
を図る。

平成12年4月1日、介護保険法が施行され、新たな
社会保険制度として各市町村が保険者となり、介護
保険制度が実施された。介護保険運営のための財
源として、所沢市の65歳以上の被保険者の介護保
険料を賦課徴収する。

一
般

法定受託＋附加

事業の目的及び具体的な内容

自治事務 法定受託事務優先

介護
保険
課

実施計画ランク 事業の種別

期間

0.68 人

R2正規職員
人件費

H12～

住民税非課税世帯の低所得者の自己負担を軽減
し、介護サービス利用を促進する。

17



第１章　人と人との絆を紡ぐまち  第４節　高齢者福祉

所属
名称

SDGsへの貢献
(最大3つ)

活動実績(R2)

成果

成果指標

評価及び次年度以降に向けた課題・取り組みなど

総合
評価

実施手法等
の工夫により
貢献できた
項目(任意)

事務事業名称 事業概要（全体）

経費

投入コスト
会
計

現状の課題
評価
理由

事業自体が
貢献する
項目

項目名

■ □ □

実績

評価者

介護保険担当参事　岸　克実

どのように貢献したか

相談員が研修を受講する
ことにより、相談スキルの
向上に努めた。

３．すべての
人に健康と

福祉を

１１．住み続
けられるまち

づくりを

期間

H15～
会年職員 0.00 人

指標名

解決・改善率（解決、改善件数÷相談、要望件
数）

50.0%

R1実績

0.49 人 R3目標

0千円

R1決算額

R2目標

2,076千円 160千円

事業の目的及び具体的な内容
R1正規職員
人件費

50.0%

根拠法令

所沢市介護相談員派遣事業実施要綱
介護保険法

51.7%
新型コロナウイルス感染症の影響により、相談
員が施設に入ることができず、入所者の相談に
乗ることができなかった。本事業は入所者より直
接話を伺う機会を持つことが重要であるが、新型
コロナウイルスの感染防止の目途がつくまで実
施が難しい状況である。

R2実績

R2正規職員
人件費

R2その他職員
従事割合

50.0% 0.0%

臨時職員

①相談員の訪問回数

②相談、要望件数

③解決、改善件数

介護相談員が定期的に市内の特別養護老人ホーム(14カ
所）を訪問し、入所者と会話や相談を行う一方、施設との
橋渡しをすることにより、入所者の要望や疑問、不安や心
配事に対応して、施設に働きかけるなど現場での解決と
改善に努める。
①月に2回程度施設を訪問し、入所者や施設職員と接す
る。②入所者の要望・疑問等を施設側に提起し、解決・改
善を図る。③介護相談員と事務局(市)で定例会を開催し、
活動報告を行う。

0.00 人
非常勤
特別職

0.00 人

4,002千円

0.10 人
①0回

②0件

③0件

―

新型コロナウイルス感染症の影
響により、施設の訪問を行うこと
ができなかったため、今年度の
評価の実施は困難である。
しかしながら、介護相談員の派
遣については、施設サービスの
さらなる向上や入所者の満足に
直結するため、実施できる体制を
維持していくこととしたい。

R2年度に改善した点

介護相談員が施設を訪問し、利用者の相談・要
望等を施設側へ伝え、解決することが目的となっ
ているため、相談、要望を受けた件数に対して、
解決・改善が行われた割合を指標とした。

介護相談員の研修について、新型コロナ
ウイルス感染拡大防止のため、オンライン
で受講する形式に変更した。

事業達成に向けての現在の課題及び今
後の課題解決に向けた取り組み

施設への訪問が出来ないことが最大の課
題となっている。制度の趣旨を踏まえ、施
設訪問によらない取り組みについて実施
できることがないか、他市町村の取組も参
考にしていく。

R2目標値が未達成の理由・分析

目標設定の考え方・根拠

R1その他職員
従事割合

R1目標介護
保険
課

実施計画ランク 事業の種別

一
般

R1予算現額

介護相談員派遣事
業

法定受託＋附加― 自治事務 法定受託事務

R2決算額（見込み）

2,030千円 1,467千円

R2予算現額
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第１章　人と人との絆を紡ぐまち  第５節　生涯学習・社会教育

項目名

■ □ □

実績

評価者

生涯学習推進センター　酒井 忠
夫

項目名

■ □ □

実績

評価者

生涯学習推進センター　酒井 忠
夫

項目名

■ □ □

実績

評価者

生涯学習推進センター　酒井 忠
夫

項目名

■ □ □

実績

評価者

生涯学習推進センター　酒井 忠
夫

どのように貢献したか

市民のパソコンの基礎的な
知識の習得に貢献すること
ができた。

４．質の高い
教育をみん

なに

４．質の高い
教育をみん

なに

どのように貢献したか

地域を学び、地域に愛着を
持つことに貢献している。

どのように貢献したか

４．質の高い
教育をみん

なに

子どもから大人まで幅広く
講座を企画し、年齢に関係
なく学べる機会を提供して
いる。

所属
名称

実施手法等
の工夫により
貢献できた
項目(任意)

会
計

SDGsへの貢献
(最大3つ)

活動実績(R2)

成果

成果指標

評価及び次年度以降に向けた課題・取り組みなど

総合
評価

現状の課題
評価
理由

事業自体が
貢献する
項目

事務事業名称 事業概要（全体）

経費

投入コスト

会年職員

R2年度に改善した点 ４．質の高い
教育をみん

なに

１１．住み続
けられるまち

づくりを

感染防止対策のため人数制限をおこなっ
た。主催講演会で定員を超えた場合は、
別室で視聴できるように工夫をした。

引き続き感染防止対策を取りながら、事業
をすすめていく。

どのように貢献したか

市民に市政の情報を提供
することができた。

期間

コロナ禍のなか、開催回数は減
少したが、消毒液・体温計の準
備、人数制限をする等の感染対
策を行いながら事業の実施をす
ることができた。

10名以上の市民でで構成されて
いる団体に職員を派遣するとい
う要件のため、コロナ禍のなか事
業の実施が困難であったが、会
場を公共施設に限定して開催す
ることができた。

事業達成に向けての現在の課題及び今
後の課題解決に向けた取り組み

R2年度に改善した点

事業達成に向けての現在の課題及び今
後の課題解決に向けた取り組み

ホームページや生涯学習情報紙翔びたつ
ひろば等に掲載し、一層の事業の周知に
努めていく。

開設日数が少なかったことにより
相談者の人数は減少したもの
の、１回あたりの相談者数は減
少していないことから引き続き、
当事業は必要性があると思われ
る。これからも相談員と随時情報
交換しながら、事業の運営を図っ
ていきたい。

R2年度に改善した点

市民の学習意欲に応えるため、感染防止
対策がとられていることが確認できる公共
施設に限定して、事情を開催した。

事業達成に向けての現在の課題及び今
後の課題解決に向けた取り組み

重要

ＩＴ相談事業

生涯
学習
推進
セン
ター

期間

Ｈ8～

生涯学習まちづくり
出前講座事業

期間

H11～

実施計画ランク

H13～

実施計画ランク

重要

実施計画ランク

重要

生涯学習をすすめる
所沢市民会議補助
金

生涯
学習
推進
セン
ター

生涯
学習
推進
セン
ター

R2正規職員
人件費

R2その他職員
従事割合

800人

0.00 人

会年職員 0.00 人

2,909千円 臨時職員 R2実績

307人

0.36 人

新型コロナウイルス感染拡大防止のため施設の
貸し出しを休止したことと、対面型の相談のため
事業を一時休止したことにより目標が達成でき
なかった。R3目標

2,940千円 800人

①108回

②307人

③

R2目標

目標設定の考え方・根拠

0.35 人
非常勤
特別職

0.00 人 800人 485人

R1決算額

①相談実施回数

②相談者数

③

相談者数（延べ人数）

254千円

市民の誰もがＩＴ（情報通信技術）について理解、活用で
きるようになるため、パソコンの基礎的操作を習得する
ことを目的に個別相談を実施している。インターネット閲
覧と電子メールの基本操作についての相談を主としてい
るが、パソコンの設定やソフトの使い方等の相談にも対
応している。
相談日：第1～第4火・金曜の午前午後、８回/月

市民がＩＴについての基礎的操作を習得し、ＩＴを
通した市民相互の交流や、市民の学習への一
層の推進を図ること、またＩＴに不慣れな人への
援助を目的とした事業であるため、相談者の人
数を指標とした。

室内の換気、消毒液の設置や相談員に
フェイスシールドを用意した。室内が密に
ならないように廊下に待機の席を設置し
た。

B

R1その他職員
従事割合

R1目標 R1実績

R2決算額（見込み）

R2目標値が未達成の理由・分析

感染防止に努めながら、相談者の多様な
ニーズに可能な限り対応していきたい。

- 510千円

事業の種別

一
般

R1予算現額

自治事務

根拠法令 R2予算現額

事業の目的及び具体的な内容
R1正規職員
人件費

指標名

100件

100件

法定受託事務 法定受託＋附加 567千円 409千円

0.26 人 R3目標
0.30 人

52件

2,909千円 臨時職員 0.15 人
①13件

②

③

R2目標 R2実績

R2正規職員
人件費

13件

　市政を広く市民に周知し、理解を得ると共に市民と行
政の協働によるまちづくりを進めることを目的とし、約90
の講座を用意し、市民グループ（10人以上）から申し込
みを受けている。
　出前講座メニューと利用方法を掲載したリーフレットを
作成し、担当課との日程等を調整のうえ講座の実施を
決定する。講座終了後は、担当課による実績報告書と
利用者によるアンケートを取りまとめ、今後に活かしてい
く。

0.35 人
非常勤
特別職

0.00 人 100件

R1目標

2,124千円

R2その他職員
従事割合

会年職員

R1正規職員
人件費

目標設定の考え方・根拠

R2決算額（見込み）

R1実績 R2目標値が未達成の理由・分析

482千円

R1その他職員
従事割合

B

根拠法令 R2予算現額

所沢市生涯学習まちづくり出前講座実施要綱 500千円

新型コロナウイルス感染拡大防止のため、10人
以上の市民と対面となる当講座を一時休止した
ことにより目標が達成できなかった。

246千円
①開催回数

②

③

講座依頼件数（未開催の件数も含む）

講座の参加者を増やすことが目的の事業ではな
く、市政を広く市民に周知することを目的とした
事業であるため、講座依頼（申し込み）件数を指
標とした。

16回

事業の種別

一
般

R1予算現額 R1決算額 指標名

自治事務 法定受託事務 250千円

0.36 人

2,940千円

根拠法令

R2その他職員
従事割合

35回

会年職員 0.00 人

R1正規職員
人件費

900千円

①会議開催数

②主催事業開催数

③主催事業参加者数

第１次生涯学習推進計画に基づき、生涯学習をすすめ
るための行政の横断組織である所沢市生涯学習推進
本部の設置と同時に、市民が主体となって生涯学習を
すすめるための市民組織である「生涯学習をすすめる
所沢市民会議」を設置し、本市生涯学習の推進を市民
の立場から行う同団体の活動を積極的に支援すること
を目的に市が財政補助を行っている。

0.55 人

900千円

4,572千円 臨時職員 0.00 人

非常勤
特別職

事業の目的及び具体的な内容

R2正規職員
人件費

R2実績

35回

目標設定の考え方・根拠

市民が主体となって所沢市の生涯学習をすすめ
ていく組織であることから、事業の参加者数を求
めるのではなく、事業の実施回数を目標とした方
が、生涯学習の様々な形を自ら実践しているこ
とが分かりやすくなるため。900千円

R1実績 R2目標値が未達成の理由・分析

主催事業開催数R2決算額（見込み）

R1その他職員
従事割合

35回 25回

R1決算額 指標名

B

①13回

②16回

③584人

R3目標

新型コロナウィルス感染拡大防止のため予定し
ていた事業が実施できなかったため、目標が達
成できなかった。

R2目標

R1目標

R2年度に改善した点

13,559千円

R2実績

1,115人
非常勤
特別職

感染拡大防止策をとりながら事業を再開
していく。また、リモート講座などの新たな
手法も取り入れていく。

0.80 人

感染拡大防止のため自宅等で受講可能
なオンライン講座を実施した。

R3目標

①4

②

③

臨時職員

事業達成に向けての現在の課題及び今
後の課題解決に向けた取り組み

R2決算額（見込み）

0.00 人 1,450人

R1目標

①講座実施数

②

③

コロナ禍で実施できた事業は少
なかったが、オンライン講座等の
新たな取り組みを行うことができ
た。

1,450人

B

新型コロナウイルス感染症拡大防止のため、ほ
とんどの事業を中止したため目標達成とはなら
なかった。

1,450人

R2目標

R1実績 R2目標値が未達成の理由・分析

目標設定の考え方・根拠

市民の知識・技術を得る場や新たな仲間との出
会いの場をつくる。また、現代的課題を学ぶ機
会を提供し、学習成果を地域活動等につなげて
いく人材の育成を図る事も目標としているため受
講者数を指標とした。

82人

R1その他職員
従事割合

一
般

R1予算現額

14,546千円

指標名

受講者数R2予算現額

R2その他職員
従事割合

一
般

R1予算現額

3,761千円3,925千円

1.66 人

R2正規職員
人件費

R1正規職員
人件費

0.80 人

R1決算額

1,065千円

事業の目的及び具体的な内容

Ｈ5～

自治事務

事業の種別

0.00 人

R2予算現額

法定受託＋附加 900千円

1.75 人

2,429千円

自治事務 法定受託事務

生涯学習をすすめる所沢市民会議補助金交付要綱

実施計画ランク

重要

学習講座等開催事
業

期間

法定受託事務

 人材育成を目的とし市民との協働で企画運営する通年
制の「所沢市民大学」や、一般教養や現代的、地域的課
題などを学ぶ「市民教養講座」、資格技能取得など市民
のキャリアアップをめざした「資格技能取得講座」等を開
催する。
　学習機会の提供により、知識・技術を得る場や新たな
仲間との出会いの場をつくる。また、現代的課題を学ぶ
機会を提供し、学習成果の地域への活用を図る事を目
的とする。

法定受託＋附加

事業の目的及び具体的な内容

法定受託＋附加

事業の種別

根拠法令

-
生涯
学習
推進
セン
ター
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所属
名称

実施手法等
の工夫により
貢献できた
項目(任意)

会
計

SDGsへの貢献
(最大3つ)

活動実績(R2)

成果

成果指標

評価及び次年度以降に向けた課題・取り組みなど

総合
評価

現状の課題
評価
理由

事業自体が
貢献する
項目

事務事業名称 事業概要（全体）

経費

投入コスト

項目名

■ □ □

実績

評価者

生涯学習推進センター　酒井 忠
夫

項目名

■ □ □

実績

評価者

生涯学習推進センター　酒井 忠
夫

項目名

■ □ □

実績

評価者

生涯学習推進センター　酒井 忠
夫

項目名

■ □ □

実績

評価者

社会教育担当参事　吉田　謙治

・子どもたちの幸せに繋がる新たな事業を
展開していく。
・役員の負担軽減に繋がる運営に努め
る。
・地域・家庭・学校の更なる連携強化で、
活動の充実を図る。

47

1,746千円 臨時職員 0.00 人

45
R2正規職員
人件費

47

期間

非常勤
特別職

社会教育関係団体
補助事業

R2決算額（見込み）

社会教育法、所沢市ＰＴＡ連合会補助金交付要綱、
所沢市連合婦人会補助金交付要綱

R1その他職員
従事割合

0.20 人

事業の目的及び具体的な内容

647千円647千円

R2その他職員
従事割合

0.99 人 470.21 人子どもたちの心豊かな健全育成を図るＰＴＡ活動の
理解を深めるため、市内小中学校等の各学校単位
ＰＴＡの相互交流･連携･情報交換や研修等を行う
所沢市ＰＴＡ連合会に対し、補助金を交付して活動
を支援する。また、女性の地位向上や社会進出、
男女平等を目指した学習活動を行うとともに、本市
の生涯学習の推進・社会教育の振興及び男女共
同参画などにも貢献する所沢市連合婦人会に対
し、補助金を交付して活動を支援している。

R3目標

・ＰＴＡ連合会の事業がより効率的に運営
できるための見直しを昨年度に引き続き
行った。また、審議会等への参加を通して
行政や他の団体・組織との連携協力を強
化していく。
・ＰＴＡ連合会の運営の効率化を図り、単
位PTAのＩＣＴ化を支援するため、コロナ禍
でのＩＣＴ化を推進した。

R1目標 R2目標値が未達成の理由・分析

重要 自治事務 法定受託事務 法定受託＋附加 1,923千円

①所沢市ＰＴＡ連合会の会報
誌発行部数
②所沢市連合婦人会の活動
回数

1,923千円

Ａ

ＰＴＡ連合会は、各学校間の連携
強化に欠かせない存在である。
また、連合婦人会は、男女共同
参画社会に向けて長年に渡り、
着実な活動を続けている。両団
体とも地域の教育力向上に一定
の成果を上げており、今後も活
動支援を継続していく必要があ
る。

①47,000部

②17回

R2目標 R2実績

所沢市ＰＴＡ連合会加入小中学校数

市立小中学校全てのＰＴＡが、所沢市ＰＴＡ連合
会に加入し、全ての子どもたちのために、魅力あ
るＰＴＡ活動が行われるよう加入数を指標とす
る。

R1実績

45

市内小中学校47校中、小学校2校は所沢市ＰＴＡ
連合会に加入していないが、それぞれ学校単独
でＰＴＡ活動を行っている。連合会の活動が魅力
ある活動となるよう事業等の見直しを行っている
ところであり、市内全小中学校のＰＴＡが連合会
に加入することを目指す。

４．質の高い
教育をみん

なに

１６．平和と
公平をすべ
ての人に

実施計画ランク

どのように貢献したか

各団体とも、全ての市民・
子どもたちのための活動を
行っている。

根拠法令 R2予算現額

1,634千円

R1正規職員
人件費

S39～

R2年度に改善した点R1決算額 指標名 目標設定の考え方・根拠

事業達成に向けての現在の課題及び今
後の課題解決に向けた取り組み

社会
教育
課

事業の種別

一
般

R1予算現額

どのように貢献したか

市民の自主的な活動を支
援することができた。

どのように貢献したか

市民の自主的な学習活動
の場所を提供することがで
きた。

４．質の高い
教育をみん

なに

４．質の高い
教育をみん

なに

期間 0.36 人

法定受託事務 法定受託＋附加 310千円

15件

A

目標達成済

R2目標

実施計画ランク

重要

生涯学習ボランティ
ア人材バンク運営事
業 31件

2,909千円 臨時職員

どのように貢献したか

市民に学習情報を届ける
ことができた。

統廃合により廃校となった小学校を改修し
て開設した施設であり、築３０年が経過し
ていることから、計画的に修繕をすすめ利
用環境の整備を進めていく。

事業達成に向けての現在の課題及び今
後の課題解決に向けた取り組み

R2年度に改善した点

コロナ禍により市民の活動の自
粛が求められたため、紹介件数
が減少した。

事業達成に向けての現在の課題及び今
後の課題解決に向けた取り組み

４．質の高い
教育をみん

なに

R2年度に改善した点

重要

施設の貸し出しを休止や時間短
縮を行う期間があったが、開館
時間においては市民に有効に活
用してもらうことができた。

市民の自由な学習、文化活動の場の提供を目的とす
る。
・業務委託により、土・日曜日及び夜間も開館
・会議室、体育室の貸出
・利用の公平性から予約時間制限あり。団体（５人以上）
の利用は月８時間（２区分）までとし、個人利用は体育室
のみ、月４時間までとしている。

1.10 人
非常勤
特別職

会年職員 0.70 人

R2年度に改善した点

H11～

H11～

実施計画ランク

重要

生涯学習情報紙発
行事業

期間

H12～

生涯
学習
推進
セン
ター

実施計画ランク

生涯
学習
推進
セン
ター

生涯学習推進セン
ター施設提供事業

期間

R3目標

70件

R2正規職員
人件費

R2その他職員
従事割合

70件

会年職員 0.30 人

R1正規職員
人件費

R1その他職員
従事割合

　生涯学習に関する知識や技術を持っている市民講師
（団体及び市外在住者も登録可）に登録してもらい、そ
の知識や技術を求めている市民に紹介する制度であ
る。
利用希望者には、登録講師の連絡先を紹介し、その後
は、直接両者が交渉し学習活動をすすめてもらう。この
ことにより市民の学習活動の促進と、教える側の社会貢
献とスキルアップの場になることも目指している。

0.35 人
非常勤
特別職

0.00 人

2,940千円

0.15 人
①106件

②18件

③

コロナ禍により活動の自粛が求められたため、
紹介件数が減少した。また、令和2年度は3年に
1度の更新時期であったが、登録を辞退する方
がいたため登録数が減少した。

R2目標 R2実績

一層の事業周知のため、ホームページに
人材バンクフェアの様子を動画配信する
など、新たな取り組みを取りいれていく。

B
R1目標 R1実績 R2目標値が未達成の理由・分析

目標設定の考え方・根拠

70件

①登録件数

②登録者紹介件数

③

制度の周知のため、生涯学習情報紙に登
録内容の一覧を掲載した。- 565千円 539千円

事業の目的及び具体的な内容

市民の学習機会の拡充を目標の一つとしている
ことから、ボランティア人材バンク登録者の活動
（交渉成立）件数を指標としている。

根拠法令

事業の種別

一
般

R1予算現額 R1決算額

自治事務

指標名

R2予算現額
登録者活動件数
（利用者から報告のあった登録者活動（交渉成
立）件数）

R2決算額（見込み）

301千円

2,124千円

臨時職員 0.45 人
①11回

②1,844,357世帯

③

R2正規職員
人件費

R2その他職員
従事割合

0.90 人

1,980,000部 2,042,590部

4,572千円

1,886,210部

0.26 人 R3目標

紙面を工夫することにより所沢の魅力を紹
介する記事を掲載した。

今後も、市民が興味を持つような
紙面づくりに努めていく。

R2実績

生涯学習情報紙として、市民が興味を引く
ような紙面にづくりに努めていく。

R1目標 R2目標値が未達成の理由・分析

1,980,000部

市民の学習意欲を支援するための「学習機会の
拡大と学習情報の提供」を目的としているため、
年間発行部数を指標としている。

R1実績

1,980,000部

指標名 目標設定の考え方・根拠

年間発行部数

自治事務 法定受託事務 法定受託＋附加 17,271千円 16,649千円

「学習機会の拡大と学習情報の提供」を目的とした生涯
学習情報紙「翔びたつひろば」を毎月1日、年12回発行。
　1面には、主に教育委員会並びに市が主催する事業、
2.・3面には市民団体等の催しや公的施設等の情報、4
面に公民館・図書館の情報を掲載している。 なお、視覚
障害者用として、希望者に点字翻訳版、音声媒体（デイ
ジー版）による情報紙を委託により作成し配付している。

①発行回数

②年間延べ配布世帯数

③

R2予算現額 R2決算額（見込み）

- 19,883千円

R1正規職員
人件費

R1その他職員
従事割合

16,815千円

根拠法令

一
般

R1予算現額 R1決算額

根拠法令

会年職員

事業の目的及び具体的な内容

0.55 人
非常勤
特別職

0.00 人

50.0%

45.0%

9,143千円 臨時職員 0.45 人
①32.5%

②57.7%

③

0.00 人

50.0%

50.0%

0.86 人

R2目標 R2実績

7,024千円

45.1%

①会議室等稼働率

②体育室稼働率

③

年間施設稼働率平均
（会議室等稼働率＋体育室稼働率）÷２

R3目標

R2正規職員
人件費

R2その他職員
従事割合

より多く貸出の機会を提供する目的から、貸出
可能日数のうち提供した割合を指標としている。

利用にあたっての留意事項を作成し利用
者へ配布するとともに、消毒液を設置し換
気に努めるなどして、新型コロナウィルス
感染拡大防止に努めた。

目標達成済

R2決算額（見込み）

A
R1実績 R2目標値が未達成の理由・分析

事業達成に向けての現在の課題及び今
後の課題解決に向けた取り組み

目標設定の考え方・根拠

R1目標

法定受託事務 法定受託＋附加 30,839千円

指標名事業の種別

根拠法令 R2予算現額

R1予算現額

29,081千円

事業の目的及び具体的な内容
R1正規職員
人件費

R1その他職員
従事割合

29,434千円

社会教育法、所沢市生涯学習推進センター条例、
同施行規則

30,407千円

一
般

R1決算額

自治事務

生涯
学習
推進
セン
ター

会年職員 0.80 人
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第１章　人と人との絆を紡ぐまち  第５節　生涯学習・社会教育

所属
名称

実施手法等
の工夫により
貢献できた
項目(任意)

会
計

SDGsへの貢献
(最大3つ)

活動実績(R2)

成果

成果指標

評価及び次年度以降に向けた課題・取り組みなど

総合
評価

現状の課題
評価
理由

事業自体が
貢献する
項目

事務事業名称 事業概要（全体）

経費

投入コスト

項目名

■ □ □

実績

評価者

社会教育担当参事　吉田　謙治

項目名

■ □ □

実績

評価者

社会教育担当参事　吉田　謙治

項目名

■ □ □

実績

評価者

松井まちづくりセンター長
吉川　泰央

会年職員

会年職員 0.00 人

臨時職員

0.00 人

R2その他職員
従事割合

臨時職員

事業達成に向けての現在の課題及び今
後の課題解決に向けた取り組み

どのように貢献したか

57.4%

指標名

Ｃ

感染症対策のため、独自の講座
を開催することが困難な学級も
みられた。また、市全体の事業
についても参加人数を制限する
等、開催方法の工夫により保護
者の学習機会の確保に努めた
が、開催を中止した事業もあり、
家庭教育学級の趣旨や重要性
等を伝えきれなかった。

事業の種別

一
般

R1予算現額

事業の目的及び具体的な内容

R3目標

R2予算現額

6,126千円

6,234千円

目標設定の考え方・根拠

R1実績
R1正規職員
人件費

1.80 人

R2その他職員
従事割合

①979名

②105回

③6,100部1.80 人

17.81

18.00

R2年度に改善した点

令和２年度は規模を縮小して事業を実施
したことにより、各学級での自主的な学習
活動である講座企画の手順などが引き継
がれない学級が出てくることが予想される
ため、丁寧な情報提供とともに各学級独
自の講座開催を支援していく。

家庭教育学級のホームページ開設等によ
り各学級役員への迅速な情報伝達に努め
るとともに公開講座を開催する等、新しい
事業手法を試みた。

R1決算額 指標名

非常勤
特別職

R2決算額（見込み）

R2目標値が未達成の理由・分析R1目標

感染症対策のため、活動期間が例年の半分と
なり、学習内容も感染症対策を行いながら各学
校の状況に合わせて学級活動を行う等、規模を
縮小して実施した。講座実施時間数は減少した
が、感染症関連講座（子どもの心のケア）や学習
指導要領の改訂による体験授業（プログラミング
講座）など、保護者が今求める内容の講座の企
画がみられた。

①家庭教育学級の学級生数

②家庭教育学級の講座数

③啓発リーフレット配布数

１学級あたりの講座実施時間（時間）

0.00 人

R2目標

S39～

9.00 3.96

18.00

R2実績

教育基本法、社会教育法、家庭教育学級事業委託要綱

期間

社会
教育
課

実施計画ランク

3,016千円

3,062千円 690千円

R2正規職員
人件費

R1その他職員
従事割合

0.75 人

「家庭教育学級事業委託要綱」において、委託
の条件として、講座実施時間をおおむね18時
間」としているため、目標値とした。

重要 自治事務 法定受託事務 法定受託＋附加 3,047千円

家庭教育推進事業

根拠法令

家庭教育等について学ぶ機会を保護者等に提供
するため、市内全小中学校で家庭教育学級を実施
する。また、保護者が家庭を見直し、子育てに自信
を持って取り組むきっかけとするために、就学時健
診等の機会を利用した子育て講座の開催や、啓発
リーフレットの作成・配布を行う。

0.75 人

４．質の高い
教育をみん

なに

実施計画ランク 事業の種別

一
般

R1予算現額

重要 自治事務

R2正規職員
人件費

期間 0.55 人

成人のつどい開催事
業

社会
教育
課

法定受託＋附加

市全体の出席率（%）

新型コロナウイルス感染拡大防止策を講
じた上で、地域分散開催の特性を活かし
た「成人のつどい」開催を検討していく。ま
た、名称については令和４年度の民法改
正を機に改める必要がある。

①出席者の合計人数

事業の目的及び具体的な内容
R1正規職員
人件費

法定受託事務

根拠法令

１１．住み続
けられるまち

づくりを

R1目標 R1実績

R2実績

事業達成に向けての現在の課題及び今
後の課題解決に向けた取り組み

感染症予防の観点から、日時や会場の変
更等、制約の多い中での開催となったが、
職員の応援対応や、施設近隣をはじめと
する地域との連携により問題なく開催でき
た。

R3目標

Ｂ

例年1月の成人の日に行われていた「成人のつ
どい」が新型コロナウイルス感染症拡大の影響
で急遽3月に延期して開催された。感染症の影
響に加え、進学や就職の関係で参加できない新
成人もいたと考えられる。

新型コロナウイルス感染症の影
響で、成果指標の目標値は下
回ったが、例年と同じく地域ごと
で温かい式典を開催することが
でき、成人からも一定の評価を
得られたと考える。地域の人たち
が新成人を大人として地域に受
け入れる式として定着しており、
今後も各地区の特性を活かした
開催を支援していく。

R2年度に改善した点

国民の祝日に関する法律
成人のつどい実行委員会交付金交付要綱

70.0%

R1その他職員
従事割合

R1決算額

4,875千円

S21～ 4,492千円

①1,953人

R2目標

成人のつどいでは、「成人の日」に、①式典（共通）
と②つどい（各地区ごとのパーティ等）を開催する。
地域社会の中で新成人の門出を祝福するととも
に、成人としての自覚を促し、21世紀の担い手とし
ての活躍に期待し、ふるさと所沢への愛着を深める
ことを目的に、各公民館を中心に市内11地区の分
散方式で実施するもので、成人のつどい実行委員
会に交付金を交付して、各地区がその特色を活か
して、地域の成人をお祝いする。

0.55 人
非常勤
特別職

0.00 人

70.0%

4,572千円

目標設定の考え方・根拠

R2予算現額
成人のつどいが、若者の公民館活動を通じた地
域デビューの機会となるよう、より多くの成人に
出席してもらいたいため、出席率を指標とした。

R2決算額（見込み）

4,466千円

R2目標値が未達成の理由・分析

4,411千円

4,875千円

70.0% 66.3%

４．質の高い
教育をみん

なに

どのように貢献したか

事業数は僅かであったが、
市民ニーズに沿った事業を
実施した。

３．すべての
人に健康と

福祉を

どのように貢献したか

成人としての自覚や今後
の地域での活躍を促した。

家庭教育等について学ぶ
機会を保護者等に提供し
た。

Ｓ29～ 5,309千円

①４件

②33件

③30件

R2正規職員
人件費

期間 0.65 人

　市民の学習要求に基づき、実生活に即する教
育、学術、文化に関する各種事業を実施することに
より、教養の向上、健康増進、生活文化の振興、社
会福祉の増進を目的とする。
内容は次のとおり。
①職員あるいは市民を交えた企画準備会・実行委
員会による事業の企画・立案、運営方法等を検討。
②生涯学習情報紙及びまちづくりセンター広報紙、
チラシ等を活用して参加者を募集。
③事業終了後アンケート等を実施し、学習記録や
参加者の意見、感想等を取りまとめ、次年度へ向
け検討。

0.65 人

5,403千円

1,144千円

①年間事業数

②アンケート回答件数

③「満足」及び「ある程度満
足」の回答を得た件数

参加者の満足度割合

松井公民館主催事
業

R1正規職員
人件費

R3目標

R2実績

100.0% 90.0%

R1決算額 指標名

R1目標

会年職員 0.80 人

R1実績

0.00 人 100.0% 91.0%

R1その他職員
従事割合

臨時職員 0.80 人 R2目標

R2年度に改善した点目標設定の考え方・根拠

A

新型コロナウィルス感染症の影
響で当初計画していた事業が中
止となったが、その中でも感染防
止対策を講じながら実施した事
業では、概ね昨年と同様の実績
値となった。

根拠法令

今年度は、新型コロナウィルス感染症の
影響で予定していた事業がほとんど中止
となったが、高齢者の閉じこもりや運動不
足を解消するため延期していた「とこしゃ
ん体操教室」を感染防止対策を講じて３月
に再開したところ、参加者から大変好評で
あった。

事業達成に向けての現在の課題及び今
後の課題解決に向けた取り組み

新型コロナウィルス感染症の終息目途が
立たない状況ではあるが、感染予防対策
を充分に行った上で、幅広い世代が参加
できる事業を検討する。

R2目標値が未達成の理由・分析

R2その他職員
従事割合

R2決算額（見込み）

今年度は、新型コロナウィルス感染症の影響
で、緊急事態宣言や蔓延防止防止等重点措置
が発令されたことにより、施設の閉館や使用時
間の短縮、使用制限等があり、当初予定してい
た事業が中止となったため目標値が達成できな
かった。

主催事業に係る参加人数を基本に、事業に対す
る満足度を向上させる。

100.0%

法定受託事務 法定受託＋附加 1,619千円 1,494千円

事業の目的及び具体的な内容

非常勤
特別職

R1予算現額

及び管理条例、所沢市立公民館設置及び管理条
例施行規則

1,684千円

重要 自治事務

社会教育法・所沢市立公民館設置 R2予算現額

松井
まち
づく
りセ
ン

ター

実施計画ランク 事業の種別

一
般
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所属
名称

実施手法等
の工夫により
貢献できた
項目(任意)

会
計

SDGsへの貢献
(最大3つ)

活動実績(R2)

成果

成果指標

評価及び次年度以降に向けた課題・取り組みなど

総合
評価

現状の課題
評価
理由

事業自体が
貢献する
項目

事務事業名称 事業概要（全体）

経費

投入コスト

項目名

■ □ □

実績

評価者

松井まちづくりセンター長
吉川　泰央

項目名

■ □ □

実績

評価者

富岡まちづくりセンター長　鈴木　健

項目名

■ □ □

実績

評価者

富岡まちづくりセンター長　鈴木　健

どのように貢献したか

４．質の高い
教育をみん

なに

サークル・団体に施設提供
を行うことにより、生涯学習
の機会を促進した。

どのように貢献したか

様々な講座を実施すること
で生涯学習の機会を促進
した。

どのように貢献したか

学習活動の場として広く平
等に施設の提供を行った。

４．質の高い
教育をみん

なに

３．すべての
人に健康と

福祉を

４．質の高い
教育をみん

なに

松井公民館施設提
供事業

根拠法令

根拠法令

富岡公民館主催事
業

R1決算額

S31～

期間 0.75 人

富岡公民館施設提
供事業

30%

社会教育法、所沢市立公民館設置及び管理条例、所沢市立公
民館設置及び管理条例施行規則、所沢市立公民館使用料減
免取扱要綱

R2決算額（見込み）

21,757千円

事業の目的及び具体的な内容
R1正規職員
人件費

R1その他職員
従事割合

26,175千円

法定受託＋附加 24,004千円 23,217千円

①年間利用可能区分数（公民
館）
②年間利用区分数（公民館）
③年間利用区分数（地区体育
館）

R2目標値が未達成の理由・分析

100%

市民の学習要求に基づき、教養の向上・健康の増
進・生活文化の振興・社会福祉の増進を図るため、
実際の生活に即する教育・学術及び文化に関する
各種の事業を実施することを目的に、①職員サイド
による企画立案、あるいは市民を交えた企画準備
委員会・実行委員会等を設置し、事業内容を検討。
生涯学習情報紙及び公民館だよりを活用して参加
者を募集する。②事業終了後は、学習の記録や参
加者の意見・感想等をとりまとめ、次年度へ向けて
の検討材料とする。③体育館が併設されている特
徴を活かし、健康体操教室や体育事業にも積極的
に取り組んでいる。

R2正規職員
人件費

事業達成に向けての現在の課題及び今
後の課題解決に向けた取り組み

7,647千円 臨時職員 1.45 人

①８事業

②４０件

③３８件

R2目標 R2実績
事業実施にあたっては、新型コロナウイル
ス感染症防止策を徹底することにより、安
心して参加できるように努めることで、満
足度の向上を目指す。あわせて、利用者
の求めるものを把握するため、引き続きア
ンケートを実施し、分析していくことが必
要。

多くの事業が実施できなかったこ
ともあり、目標値が達成できず、
満足度も前年実績を下回ってし
まったため、コロナ禍においても
可能な内容・方法を検討した上
で、利用者の満足できるような事
業を実施する必要がある。

3,158千円

R2年度に改善した点

参加者の満足度割合
（「満足」及び「ある程度満足」と回答を得た件数
÷アンケート回答件数×100）

社会教育法により、多様な需要を踏まえ、これに
適切に対応するために必要な学習の機会の提
供及びその奨励を行うことにより、生涯学習の
振興に寄与することが目的のため、どれだけ参
加者が満足した事業を提供できたかを図る。

コロナ禍において実施できる事業を検討し
た結果、新規に２講座を実施した。

R1目標

Ｃ

97%

新型コロナウィルス感染症拡大により、多くの事
業が実施できず、アンケートの実施件数が少な
かったこともあり、満足度を100％とすることはで
きなかった。

R1実績

目標設定の考え方・根拠

100%

100% 95%

R2予算現額

0.74 人

R2その他職員
従事割合

3,623千円
①主催事業数（年間事業数）
②事業参加者に対するアン
ケートの実施（アンケート回答
件数）
③アンケート結果の分析（「満
足」及び「ある程度満足」と回
答を得た件数）R1正規職員

人件費

重要 自治事務 法定受託＋附加

期間

6,044千円

R3目標

事業の目的及び具体的な内容
R1その他職員
従事割合

法定受託事務

0.92 人

指標名

根拠法令 R2決算額（見込み）

事業の種別

一
般

R1予算現額

社会教育法・所沢市公民館設置及び管理条例・所沢市
公民館設置及び管理条例施行規則・所沢地区体育館
条例

3,519千円

非常勤
特別職

0.45 人

3,868千円

R1決算額

―

富岡
まち
づく
りセ
ン

ター

実施計画ランク

松井
まち
づく
りセ
ン

ター

実施計画ランク 事業の種別

一
般

社会教育法、所沢市立公民館設置及び管理条例、所沢
市立公民館設置及び管理条例施行規則、所沢市立公
民館使用料減免取扱要綱

28,180千円 24,204千円

R1予算現額 R2年度に改善した点

①年間利用可能区分数（公民
館）

②年間延べ利用区分数

年間施設稼働率
利用者を確保するため、施設修繕や安全点検を
充実させる。

新型コロナウィルス感染症拡大防止のた
め、施設の出入口各所に自動の手指消毒
用アルコールを設置し、各部屋にも除菌
液を配置し使用後には使用者による除菌
作業の協力をお願いするなど感染防止に
努めた。
　また、今年度ホール天井照明灯のLED
化改修工事を実施したことで、節電や二酸
化炭素排出削減等の環境面に配慮し、使
用者からも明るく見やすくなったと好評を
得た。今後も館内各部屋の照明灯を計画
的にLED化にする必要がある。

新型コロナウィルス感染症の影響で、緊急事態
宣言や蔓延防止等重点措置が発令されたことに
より、市の方針により施設の休館、使用時間の
短縮、使用制限等が設定されたことや、活動を
自主的に自粛するサークル等が増えたことで、
実績値が低下した。また、当センターには茶道
専用の茶室があり、コロナ禍による使用制限が
あることや、年間を通じて利用者が極端に少な
いことで、年間施設稼働率が目標値に達しない
大きな要因である。

事業達成に向けての現在の課題及び今
後の課題解決に向けた取り組み

42.0%

節電や環境面のほか使用者に対する配
慮のため、施設全体の老朽化した照明灯
器具を計画的にLED化にする必要があ
る。また、貸館使用については、まちづくり
センター広報誌「ひろば」等で広く周知する
必要があると考える。70.0%

目標設定の考え方・根拠

C

新型コロナウィルス感染症の影
響で、活動を自粛するサークル
や団体等が目立ったことや、使
用者の高齢化及びコロナウィル
ス感染症の影響で団体登録者数
が減少したことにより、年間施設
稼働率が昨年度より大幅に減少
した。

指標名

R2予算現額 R2決算額（見込み）

80.0%

5,818千円 臨時職員 3.20 人

自治事務 法定受託事務 法定受託＋附加 32,178千円 27,561千円

R1決算額

事業の目的及び具体的な内容
R1正規職員
人件費

R1その他職員
従事割合

R1目標 R1実績 R2目標値が未達成の理由・分析

①14,840区分

②5,042区分

R2目標 R2実績

R2正規職員
人件費

R2その他職員
従事割合

70.0% 33.0%

会年職員 3.20 人

期間 0.70 人 R3目標

Ｓ45～ 5,718千円

　サークルや団体等による各種学習活動の場とし
て施設を提供することにより、住民の知識・教養の
向上を図り、生涯学習社会の構築を目指すことを
目的とする。
　施設利用申請にあたっては、窓口申請以外にも
公共施設案内予約システムを導入し、インターネッ
トを通じ携帯電話や自宅のパソコンからでも予約が
可能である。

0.70 人
非常勤
特別職

0.00 人

富岡
まち
づく
りセ
ン

ター

実施計画ランク 事業の種別

一
般

R1予算現額

R2予算現額

― 自治事務 法定受託事務

Ｃ

利用者の高齢化に伴い、新型コ
ロナウイルス感染症により、自主
的に活動を控える団体があった
ため、稼働率が上がらなかった。
より一層の安心、安全に利用で
きる環境整備が必要と考える。

R2年度に改善した点

年間施設稼働率（公民館）
（年間延べ利用区分数÷年間利用可能区分数
×100）

公民館施設は住民の生活文化の振興、社会福
祉の増進に寄与することが目的の施設のため、
施設がどれだけ住民に利用されているかを図
る。

新型コロナウイルス感染症予防のため、
施設の使用上限人数の設定、消毒を徹底
する等のガイドラインを作成し、安全に利
用者が安全に利用できる環境を整えた。

R1目標

指標名 目標設定の考え方・根拠

利用サークル数が減ってきていることもあり、部
屋の利用率が上がらなかった。その上、新型コ
ロナウイルス感染症拡大に伴い、施設の利用制
限を行ったことから、前年度実績を下回ってい
る。

R1実績 R2目標値が未達成の理由・分析

集団による各種学習活動の場として施設を適用す
ることにより、住民の知識・教養の向上を図り、生
涯学習社会・地域社会の構築することを目的とし、
公民館事業に支障のない範囲で、地域・学校・社会
教育関係団体等に施設提供を行っている。利用申
請方法は、窓口申請・予約システム端末・インター
ネットによる予約手続きが可能となっている。また、
利用予約の拡大を図るため、一定の利用制限（時
間制限）を設けている。なお、本公民館の提供する
部屋数は、多目的ホールをはじめ11部屋となって
いる。

0.78 人
非常勤
特別職

0.45 人 30% 24%

21%

30%

事業達成に向けての現在の課題及び今
後の課題解決に向けた取り組み

6,483千円 臨時職員 1.75 人

①１７，７４６区分

②　３，６８９区分

③１２，５４７区分

R2目標 R2実績
公民館主催事業におけるアンケートにお
いて得られるアンケートから、より利用者・
参加者が求める講座・教室等を開催する
とともに、講座終了後も引き続き自主的な
サークル活動等への移行支援してくこと
で、利用サークルの増加、利用者の増加
につながるための施策を検討していく。

R2正規職員
人件費

R2その他職員
従事割合

R3目標

S45～ 6,126千円

会年職員 1.55 人

会年職員 1.65 人

22
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所属
名称

実施手法等
の工夫により
貢献できた
項目(任意)

会
計

SDGsへの貢献
(最大3つ)

活動実績(R2)

成果

成果指標

評価及び次年度以降に向けた課題・取り組みなど

総合
評価

現状の課題
評価
理由

事業自体が
貢献する
項目

事務事業名称 事業概要（全体）

経費

投入コスト

項目名

■ □ □

実績

評価者

小手指まちづくりセンター長
　　　　　　　　　　　　佐藤　尊之

項目名

■ □ □

実績

評価者

小手指まちづくりセンター長
　　　　　　　　　　　　佐藤　尊之

項目名

■ □ □

実績

評価者

小手指まちづくりセンター長
　　　　　　　　　　　　佐藤　尊之

項目名

■ □ □

実績

評価者

山口まちづくりセンター　守谷
秀明

会年職員 2.50 人

会年職員 0.92 人

１１．住み続
けられるまち

づくりを

どのように貢献したか

市民の知識教養の向上を
図り、生涯学習社会の構
築を目指した。

１１．住み続
けられるまち

づくりを

どのように貢献したか

施設の整備を進めること
で、誰もが参加しやすい社
会教育を行う公共スペース
を提供した。

３．すべての
人に健康と

福祉を

どのように貢献したか

施設の整備を進めること
で、誰もが参加しやすい社
会教育を行う公共スペース
を提供した。

３．すべての
人に健康と

福祉を

４．質の高い
教育をみん

なに

４．質の高い
教育をみん

なに

１１．住み続
けられるまち

づくりを

１７．パート
ナーシップで
目標を達成

しよう

４．質の高い
教育をみん

なに

１１．住み続
けられるまち

づくりを

どのように貢献したか

誰もが利用しやすく、か
つ、満足度が高まる事業実
施に努めることで、社会教
育環境を整備した。

３．すべての
人に健康と

福祉を

R1予算現額

R1その他職員
従事割合

2,506千円

3,325千円

R1決算額

R2決算額（見込み）

非常勤
特別職

0.00 人 100.0%

R1正規職員
人件費

期間

事業の目的及び具体的な内容

重要 自治事務 法定受託事務 法定受託＋附加

社会教育法、市立公民館設置及び管理条例 1,658千円

参加者が充足感を得られているかを確認するた
め、アンケートを実施し、プラス評価の割合が
100％となることとした。

R2実績

R3目標

2,625千円 ①年間事業回数

②アンケート回答件数

③事業内容に対してプラス評
価の回答を得た件数

2,085千円 ・事業参加者の満足度
・感染防止の観点からアンケートを実施できない
場合が多く、唯一実施したフラワーアレンジメント
については100％プラス評価だった。

80.0%

B

100.0%

B
事業達成に向けての現在の課題及び今
後の課題解決に向けた取り組み

事業達成に向けての現在の課題及び今
後の課題解決に向けた取り組み

今後も市民を交えた実行委員会の積極的
な活用を図り、より充実した事業の実施に
結び付ける。また新型コロナ対策を実施し
ながらも満足度が高まるように努める。

98.1%99.0%

R1目標

R2年度に改善した点

R3目標

①14

②16

③16

事業達成に向けての現在の課題及び今
後の課題解決に向けた取り組み

・利用者の中心は高齢者である
ため新型コロナ感染リスクが高
い。一方活動できないため認知
症進行や運動やコミュニケーショ
ンをとる機会が減ることによる体
調不良などの問題も無視できな
い。この相反する状況に対して、
どこまで、今何が可能なのか、最
適な解決を模索しつつ、安全を
確保しつつ事業を実施した。
・ユーチューブなど新しいメディア
を活用しながら文化祭等事業を
おこなえたことは、コロナ禍以後
の運営に新たなメリットを見出す
ことができた。

R1実績 R2目標値が未達成の理由・分析

コロナ禍が続くことを念頭に置き、今まで
以上に可能なことは何か判断しつつ、施
設運営をしていく。そのための情報収集は
不可欠であると考える。

新型コロナウイルスの感染拡大防止を目的とす
る「緊急事態宣言」、「まん延防止等重点措置」
などの影響を受けたものと考えられる。特に飲
食を伴う活動の場である料理講習室の利用が
無かったことが稼働率の低下に影響した。
また、公民館登録団体の活動減少や、ｻｰｸﾙﾒﾝ
ﾊﾞｰの減少による解散などにより利用区分数が
減っていることが利用団体等に関わる影響と分
析しているところである。

100.0%

達成しているが、コロナ禍においてアンケートを
控えたためサンプルが例年より少ない。

コロナ禍という今までなかった状況の中
で、感染防止を徹底させ、規模を縮小し事
業を実施するなど柔軟な対応をした。

指標名 目標設定の考え方・根拠

85.0%

R2目標 R2実績

100.0%

S22～ 3,267千円

事業の種別

R2予算現額

1.25 人

　市民の学習要求に基づき、教養の向上、健康の
増進、生活文化の振興、社会福祉の増進を図るた
め、実際生活に即する教育・学術及び文化に関す
る各種事業を実施する。
　市民を交えた企画準備委員会及び実行委員会を
設置し、事業の内容を検討する。広報紙などを利
用し、参加者の募集を行う。事業終了後、学習の記
録や参加者の意見・感想をまとめ、次年度へ向け
ての検討材料とする。

1.25 人

根拠法令

R1予算現額

法定受託事務

①17事業

②183件

③180回答
Ｓ26～

一
般 非常勤

特別職

R2その他職員
従事割合

山口公民館主催事
業

根拠法令 R2予算現額

実施計画ランク

期間

重要

R1正規職員
人件費

目的　市民の学習要求に基づき各種講座を展開
し、市民の知識教養の向上を図るとともに生涯学
習社会の構築を目指す。
内容　第4次所沢市生涯学習推進計画に基づき、
重点的に取り組む事項に即した各種事業を展開し
ていく。各種学級・講座・イベント・つどい事業を実
施し系統的な学習機会と住民相互の交流の場を提
供する。地域住民のさまざまな学習・文化・スポー
ツ活動を支援する。

0.40 人

山口
まち
づく
りセ
ン

ター

実施計画ランク 事業の種別

一
般

小手
指ま
ちづ
くりセ

ン
ター

小手指公民館主催
事業

自治事務

小手
指ま
ちづ
くりセ

ン
ター

10,390千円

10,210千円

R2正規職員
人件費

685千円

R2決算額（見込み）

事業の目的及び具体的な内容

0.00 人

R1その他職員
従事割合

臨時職員 2.80 人

実行委員等の意見交換やアンケートを参
考に、新型コロナウイルスの感染拡大防
止策を講じながら、さらに満足度が高まる
ような事業内容へ見直しを行った。

概ね目標値を達成したものの、コ
ロナ禍で、アンケートの実施が減
少したため、今後の推移に注視
する必要がある。引き続き、市民
のニーズの把握に努め、新型コ
ロナウイルスの感染拡大防止策
を講じながら、より多くの参加者
の満足度が高まるような事業の
実施に努めることが必要である。

R2年度に改善した点

①主催事業

②事業参加者に対する５段階
評価アンケートの実施

③アンケート結果の分析

参加者の満足度割合

指標名

17事業中8事業でアンケート実施し、「満足」及び
「ある程度満足」と回答を得た件数÷アンケート
回答件数

B
R1目標

社会教育法 863千円

R1決算額

法定受託＋附加 1,007千円

333千円

0.92 人

R2正規職員
人件費

R2その他職員
従事割合

0.40 人

臨時職員

目標設定の考え方・根拠

99.0% 98.4%

99.0%

新型コロナウイルスの感染拡大防止のために、
実施した事業が減少したことに伴い、アンケート
も減少した。目標値には達しなかったが、感染防
止対策を講じながら事業を実施した中で、「満
足」・「ある程度満足」と回答した割合は、昨年度
よりやや増加した。コロナ禍ではあったが、実施
した事業に対する参加者の満足度は高かったも
のと判断している。

R2目標

R1実績 R2目標値が未達成の理由・分析

実施計画ランク 事業の種別

一
般

R1予算現額

R2予算現額根拠法令

社会教育法、所沢市立公民館設置及び管理条例・
同施行規則、所沢市地区体育館条例

29,002千円

― 自治事務

R1決算額 指標名 目標設定の考え方・根拠

新型コロナウイルスの感染拡大防止に力
を入れ、利用者が安心して、少しでも快適
に施設を活用できるよう環境を整備した。

R1目標 R1実績 R2目標値が未達成の理由・分析

コロナ禍における市民の集団学
習活動の場としては、目標である
施設稼働率は伸び悩んでいる
が、利用者の高齢化や施設の設
備、立地条件などの多様な要因
も複合的に影響しているものと分
析している。
しかし、一方で、感染防止対策を
取りながら活動を継続できるよう
公民館として支援を続けること
は、社会教育施設としての一定
の目的達成を果たしているものと
考えている。

R2年度に改善した点

80.0%

法定受託事務 法定受託＋附加 26,050千円 24,276千円

R1正規職員
人件費

R1その他職員
従事割合

R2決算額（見込み）

　集団による各種学習活動の場として施設を提供
することによって、住民の知識・教養の向上を図り、
生涯学習社会の構築を目指す。
　所沢市立公民館設置及び管理条例第5条に基づ
き、公民館事業に支障のない限りで自治会、ＰＴＡ
などの市民集会や社会教育団体等の活動の場とし
て、公民館施設を提供する。

0.40 人
非常勤
特別職

0.00 人

3,325千円 臨時職員

R2正規職員
人件費

1.10 人

会年職員 0.75 人

①11494区分

② 3112区分

③11275区分

R2目標 R2実績 予算の可能な範囲で設備のメンテナンス
を行いながら、地域の様々な情報発信を
行い、安心安全で快適に利用できる施設
を目指す。また、新型コロナ対策も実施
し、利用者の理解を得ながら施設提供を
継続する。

R2その他職員
従事割合

22,491千円

39.9%

80.0% 27.1%

年間延べ利用区分÷年間利用可能区分数×１
００

期間 0.40 人 R3目標

小手指公民館施設
提供事業

①年間利用可能区分数（公民
館）

②年間利用区分数（公民館）

③年間利用区分数（地区体育
館）

年間施設稼働率（公民館）

S45～ 3,267千円

事業の目的及び具体的な内容

小手
指ま
ちづ
くりセ

ン
ター

実施計画ランク

一
般

R1予算現額

小手指公民館分館
施設提供事業

根拠法令 R2予算現額

期間

R1決算額

― 自治事務 法定受託事務 法定受託＋附加 23,464千円 20,274千円

指標名 目標設定の考え方・根拠

B

新型コロナウイルス感染拡大防
止のため、貸館を制限した影響
で施設稼働率は大幅に下がって
いる。コロナ禍がなかったとして
も小手指公民館分館は駐車場が
狭く施設の老朽化が進むととも
に、ホールが２室ある一方、小会
議室のように６～７名でしか利用
できない部屋があり、他の公民
館と施設構成が異なることなど
が要因として考えられる。

R2年度に改善した点

年間施設稼働率（公民館）
年間延べ利用区分÷年間利用可能区分数×１
００

新型コロナウイルス感染拡大防止のた
め、利用者への手指の消毒、マスク着用、
利用者名簿への記入など公民館ガイドラ
インに則った貸し出しを行っている。

R1目標

54.5%

①年間利用可能区分数（公民
館）

②年間利用区分数（公民館）

R2決算額（見込み）

社会教育法、所沢市立公民館設置及び管理条例・
同施行規則、所沢市地区体育館条例

26,987千円 19,443千円

事業の目的及び具体的な内容
R1正規職員
人件費

R1その他職員
従事割合

R1実績 R2目標値が未達成の理由・分析

　集団による各種学習活動の場として施設を提供
することによって、住民の知識・教養の向上を図り、
生涯学習社会の構築を目指す。
　所沢市立公民館設置及び管理条例第5条に基づ
き、公民館事業に支障のない限りで自治会、ＰＴＡ
などの市民集会や社会教育団体等の活動の場とし
て、公民館施設を提供する。

0.85 人
非常勤
特別職

0.00 人 80.0%

新型コロナウイルス感染が蔓延し、利用が少な
かったため。

80.0% 44.0%

事業達成に向けての現在の課題及び今
後の課題解決に向けた取り組み

7,065千円 臨時職員 2.60 人

①10116区分

②4444区分

R2目標 R2実績

予算の可能な範囲で設備のメンテナンス
を行い、安心安全で快適に利用いただけ
るように施設の充実に努めるとともに、
様々な情報発信を心掛ける。

R2正規職員
人件費

R2その他職員
従事割合

1.05 人 R3目標

S60～ 8,576千円 80.0%

会年職員 0.10 人
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所属
名称

実施手法等
の工夫により
貢献できた
項目(任意)

会
計

SDGsへの貢献
(最大3つ)

活動実績(R2)

成果

成果指標

評価及び次年度以降に向けた課題・取り組みなど

総合
評価

現状の課題
評価
理由

事業自体が
貢献する
項目

事務事業名称 事業概要（全体）

経費

投入コスト

項目名

■ □ □

実績

評価者

山口まちづくりセンター　守谷
秀明

項目名

■ □ □

実績

評価者

吾妻まちづくりセンター長　森田　悟

項目名

■ □ □

実績

評価者

吾妻まちづくりセンター長　森田　悟

項目名

■ □ □

実績

評価者

柳瀬まちづくりセンター長
会年職員 1.10 人

R2決算額（見込み）

会年職員 0.70 人

会年職員 3.10 人

どのように貢献したか

「巣ごもりDEチャレンジ」や文
化祭に代わる事業「フェス」を
開催したことにより成果物を
発表する場を創出し、「質の
高い教育をみんなに」に貢献
した。

４．質の高い
教育をみん

なに

４．質の高い
教育をみん

なに

どのように貢献したか

計画的な修繕等により、利
用者に対して安全かつ快
適な施設を提供した。

どのように貢献したか

地域のニーズに合ったイベ
ントや講座を開催すること
で公民館運営を進めた。

４．質の高い
教育をみん

なに

どのように貢献したか

市民の知識教養の向上を
図り、生涯学習社会の構
築を目指した。

４．質の高い
教育をみん

なに

３．すべての
人に健康と

福祉を

１１．住み続
けられるまち

づくりを

R1決算額

R1その他職員
従事割合
非常勤
特別職

期間

R2予算現額

事業の目的及び具体的な内容
R1正規職員
人件費

吾妻
まち
づく
りセ
ン

ター

実施計画ランク 事業の種別

一
般

R1予算現額

吾妻公民館主催事
業

S30～ 4,084千円

社会教育法、所沢市立公民館設置及び管理条例、所沢
市立公民館設置及び管理条例施行規則、所沢市まちづ
くり条例及び施行規則

新型コロナウイルス感染症拡大の状況に
鑑み、座学の講座や参加者同士の距離を
確保できる体操教室などを中心に事業を
組み、感染防止に努めた。

R1決算額 指標名 目標設定の考え方・根拠

R1目標

①主催事業数

②事業参加者に対する5段階
評価アンケート回答数

③アンケート結果の分析（満
足と回答を得た件数）

R2決算額（見込み）

R1その他職員
従事割合

市民の学習要求に基づいた講座を展開し、生涯
学習社会の構築を目指すことが当該事業の目
的となっているため、参加者の満足度割合を指
標とする。目標値としては、前年より増やすこと
を目標としたい。1,369千円

100%
事業達成に向けての現在の課題及び今
後の課題解決に向けた取り組み

成果指標の目標値をほぼ達成
はしている。今後も参加者の
ニーズや地域性を捉え事業を実
施していく。

新型コロナウイルス感染症の終息の見込
みが立たない状況の中、感染防止対策に
最大限配慮しながら、市民のニーズに
合った事業を実施していくことが求められ
る。

Ａ

重要 自治事務 法定受託事務 法定受託＋附加 2,291千円 1,899千円

根拠法令

新型コロナウイルス感染症の影響により、ほと
んどの事業が中止となってしまったが、実施した
事業については、成果指標の目標値をほぼ達
成できた。今後より一層、参会者に満足していた
だけるような事業を展開していく。

99%0.50 人
非常勤
特別職

100%
R2正規職員
人件費

R2その他職員
従事割合

4,156千円 臨時職員

93%

100%

市民の学習要求に基づき各種講座を展開し、市民
の知識･教養の向上を図ると共に生涯学習社会の
構築を目指す。職員の企画・立案、あるいは市民を
交えた企画準備委員会等を設置し、事業内容を検
討する。生涯学習情報紙等を利用して参加者を募
集する。事業終了後は評価アンケートを実施し、次
年度へ向けての検討材料とする。地域コミュニティ
関連の事業を中心に講座、イベント等を開催する。

0.50 人 R3目標

0.00 人

①5

②74

③69

R2目標 R2実績0.70 人

自治事務 法定受託事務 法定受託＋附加 2,841千円 2,596千円

指標名

根拠法令

R2年度に改善した点

参加者の満足度割合（％）
（「満足」及び「ある程度満足」と回答を得た件数
÷アンケート回答件数×100）

2,287千円

R1実績 R2目標値が未達成の理由・分析

R2実績

①主催事業

②事業参加者に対する5段階
評価アンケートの実施

③アンケート結果の分析
R2目標値が未達成の理由・分析

事業達成に向けての現在の課題及び今
後の課題解決に向けた取り組み

R1決算額

柳瀬
まち
づく
りセ
ン

ター

実施計画ランク 事業の種別

一
般

R1予算現額

根拠法令

重要

柳瀬公民館主催事
業

R2予算現額

目標設定の考え方・根拠

B

　新型コロナウィルス感染の影響
を受け、前年度末に計画した事
業の大半が中止になった。結果
として予定通りにいかなかった
が、新型コロナウイルス感染症
対策を講じて、限定的に講座を
展開した。制約の中でも、一定の
成果は残せたのではないかと考
える。

①年間事業数　7

②アンケート回答件数　0

③「満足」及び「ある程度満
足」と回答を得た件数　0

R2目標

R2年度に改善した点

参加者の満足割合

事業参加者の満足割合から、実際生活に即す
る教育、学校及び文化に関する各種事業を、企
画・立案し開催できているか、推し量るもの。

　新型コロナウイルスの影響により例年通
りの事業を開催することが出来なかったた
め、YouTubeを利用した事業や展示に重
点を置いた事業を実施するなど、形を変え
て開催した。

新型コロナウイルスの影響により参加者を集め
て事業を開催することが出来なかったため、アン
ケートを実施出来なかった。

R1目標 R1実績

96.0% 97.0%

98.0%

社会教育法、所沢市立公民館設置及び管理条例、 所
沢市立公民館設置及び管理条例施行規則

2,995千円 2,510千円

臨時職員 0.40 人

事業の目的及び具体的な内容
R1正規職員
人件費

R1その他職員
従事割合

R2決算額（見込み）

①職員による事業の企画・立案、あるいは市民・公
民館利用団体を交えた企画準備会または実行委
員会により、事業の企画・立案、運営方法等を検討
する。
②生涯学習情報紙及び公民館だより、チラシ等を
活用して参加者を募集する。
③事業終了後は、学習の記録や参加者の意見・感
想等をまとめ、次年度の検討材料とする。

1.30 人
非常勤
特別職

0.70 人

10,806千円 　参加者を集めて事業を開催することが出
来ない場合、どのように形を変えて実施し
て行くかを考える必要がある。R2正規職員

人件費
R2その他職員
従事割合

0.0%

期間 1.30 人 R3目標

S46～ 10,618千円 98.0%

山口
まち
づく
りセ
ン

ター

実施計画ランク 事業の種別

一
般

R1予算現額

山口公民館施設提
供事業

根拠法令 R2予算現額

―

目標設定の考え方・根拠

B

・利用者の高齢化及びにコロナ
禍の影響により利用は減少し
た。感染症対策をしながら運営し
つつコロナ禍における安全な公
民館運営をしてきた。
・インターネットを利用した事業を
行うなど柔軟な公民館運営も
行った。ワクチン接種後のコロナ
終息に向けて情報収集を行って
いくことにも心がけている。

R2年度に改善した点

①年間利用可能コマ数

②年間使用コマ数

③

施設稼働率
(年間使用コマ数÷年間使用可能コマ数×100)

施設稼働率は客観的で分かりやすい指標。
平成29年以降60％で設定している。

コロナ禍という今までなかった状況の中
で、感染防止を徹底させ、規模を縮小し事
業を実施するなど柔軟な対応をした。

指標名

R元目標

自治事務 法定受託事務 法定受託＋附加 27,692千円 25,065千円

R1決算額

社会教育法、市立公民館設置及び管理条例 29,839千円 21,474千円

事業の目的及び具体的な内容
R1正規職員
人件費

R1その他職員
従事割合

R1実績 R2目標値が未達成の理由・分析

目的　施設を提供することにより、住民の知識・教
養の向上を図り、生涯学習社会の構築を目指す。
内容　①施設に加え、各種備品の貸出をしている。
②公共施設予約システムを採用し、事務室窓口の
他、ロビー端末やインターネットからも施設予約を
受付けている。③利用の予約にあたっては、利用
機会の拡大と均衡を図るため一定の利用制限(時
間的制限)を設けている。

0.40 人
非常勤
特別職

0.00 人 60.0% 47.0%

コロナ禍のため利用が控えられたことも考えられ
る。

60.0%

事業達成に向けての現在の課題及び今
後の課題解決に向けた取り組み

3,325千円 臨時職員 1.95 人
①10,909

②4,737

③

R2目標 R2実績 コロナ禍が続くことを念頭に置き、今まで
以上に可能なことは何か判断しつつ、施
設運営をしていく。そのための情報収集は
不可欠であると考える。

R2正規職員
人件費

R2その他職員
従事割合

43.0%

期間 0.35 人 R3目標

S45～ 2,859千円 50.0%
会年職員 1.95 人

吾妻
まち
づく
りセ
ン

ター

実施計画ランク 事業の種別

一
般

R1予算現額

―

R1正規職員
人件費

学習活動の場として施設を提供することにより、市
民の知識・教養の向上を図り、生涯学習社会の構
築を目指す。施設の利用申請は、公共施設案内・
予約システムを導入し、インターネットの利用も可
能となっている。利用予約の際は、特定の団体の
独占を回避し、市民の利用拡大を図るため、一定
の利用制限（時間制限）を設けている。

0.60 人

R2予算現額 R2決算額（見込み）

目標設定の考え方・根拠

35,782千円

①年間利用可能区分数（公民
館）

②年間延べ利用区分数（公民
館）

R1実績 R2目標値が未達成の理由・分析

指標名

Ｂ

社会教育法、所沢市立公民館設置及び管理条例、所沢
市立公民館設置及び管理条例施行規則、所沢市まちづ
くり条例及び施行規則

36,170千円 34,699千円

事業の目的及び具体的な内容

インターネットや携帯電話からの
予約方法を指導し、直接来館し
申請する手間を省くなど、利用者
の利便性を継続的に図ってい
る。また、施設設備の経年劣化
が起きていることから、計画的に
修繕を実施し、利用者の安全な
環境を維持するよう努め、施設
稼働率の向上を目指していく。今
後も成果指標の目標値に達成す
るよう、引き続き施設の環境整備
に努める。

自治事務 法定受託事務 法定受託＋附加 36,426千円

R2年度に改善した点

年間施設稼働率（公民館）（％）
（年間延べ利用区分数÷年間利用可能区分数
×100）

集団による学習活動の場として施設を提供する
ことにより、生涯学習社会の構築を目指すことが
当該事業の目的となっているため、年間施設稼
動率を指標とする。目標値としては、前年より増
やすことを目標としたい。

職員による定期的な施設、設備等の点検
を実施し、必要な修繕を行うことで施設利
用に支障が生じないよう努めた。

新型コロナウイルス感染症拡大により利用者が
自主的に自粛したことや、市の方針による施設
提供の休止等の影響により、稼働率が前年より
低下した。また、サークル加入者の高齢化によ
り、登録団体数が年々減少傾向にあることも原
因の一つである。

事業達成に向けての現在の課題及び今
後の課題解決に向けた取り組み

R2目標 学習活動の場として施設を提供することに
より、市民の知識・教養の向上を図り、生
涯学習社会の構築に今後も努める。ま
た、今後も継続的に必要な施設修繕を実
施していくとともに、新型コロナウイルス感
染防止対策の徹底を図り、利用者が安全
かつ快適に施設を利用できるよう努める。

80%

R1目標

80% 52%

臨時職員 3.10 人

R2正規職員
人件費

R2その他職員
従事割合

4,987千円

0.00 人

0.60 人 R3目標

S46～ 4,901千円

①28,946

②13,138

R2実績

期間

吾妻公民館施設提
供事業

45%

80%
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所属
名称

実施手法等
の工夫により
貢献できた
項目(任意)

会
計

SDGsへの貢献
(最大3つ)

活動実績(R2)

成果

成果指標

評価及び次年度以降に向けた課題・取り組みなど

総合
評価

現状の課題
評価
理由

事業自体が
貢献する
項目

事務事業名称 事業概要（全体）

経費

投入コスト

項目名

■ □ □

実績

評価者

柳瀬まちづくりセンター長

項目名

■ □ □

実績

評価者

三ケ島まちづくりセンター長
三枝　恵一

項目名

■ □ □

実績

評価者

三ケ島まちづくりセンター長
三枝　恵一

会年職員 1.50 人

会年職員

どのように貢献したか

施設の老朽化のなかで、
修繕を実施しながら、三ケ
島地区の生涯学習の拠点
として、利用しやすい施設
提供に貢献した。

４．質の高い
教育をみん

なに

どのように貢献したか

コロナ禍の中、可能な限り
事業を開催し、三ケ島地域
の自然など地域の特徴を
取り入れた講座により地域
を理解することに貢献し
た。

どのように貢献したか

消毒液の設置や体温計の貸
出を行ったことにより、安心し
て利用出来る環境を提供した
ため「住み続けられるまちづく
りを」に貢献した。

４．質の高い
教育をみん

なに

１１．住み続
けられるまち

づくりを

１１．住み続
けられるまち

づくりを

会年職員

柳瀬
まち
づく
りセ
ン

ター

実施計画ランク 事業の種別

一
般

R1予算現額

30,164千円

9,642千円

1.16 人

R2正規職員
人件費

R1決算額 指標名

柳瀬公民館施設提
供事業

R2予算現額 R2決算額（見込み）

社会教育法、所沢市立公民館設置及び管理条例、 所
沢市立公民館設置及び管理条例施行規則

目標設定の考え方・根拠

B

　　緊急事態宣言やまん延防止
重点措置の影響により、施設利
用の時間に制約があった。利用
者にとっては、不利益を被る形と
なったが、丁寧な説明により、特
に利用者との間に利用上の問題
はなかった。

― 自治事務 法定受託事務 法定受託＋附加 27,345千円

R2目標値が未達成の理由・分析

根拠法令

R2年度に改善した点

年間施設稼働率（公民館）

前年度実績をもとに、集団による各種学習の場
として適切な施設提供を行い、より多くの地域住
民が学習の場として利用できるよう、目標を設定
する。

　新型コロナウイルス感染拡大防止のた
め消毒液の設置や、パーテーションなどの
貸出を開始した。さらに、所沢市の感染者
数を随時掲示し、情報共有を行った。ま
た、ロビーやホールの前に季節ごとの装
飾をし、来館したお客様に楽しんでもらう
工夫をした。

稼働率が前年度に比べて大きく上回った理由
は、新型コロナウイルス感染拡大防止のため各
部屋に保守を入れた関係で、利用可能枠数（分
母）が少なくなったことが理由である。そのため、
R3年度の目標は昨年度の目標値を設定する。

事業達成に向けての現在の課題及び今
後の課題解決に向けた取り組み

　新型コロナウイルスが終息するまで消毒
液を切らさないようにし、来館されたお客
様が安全に利用出来るよう注意する。

36.0%

R3目標

47.0%

34,234千円 26,523千円

①年間利用可能区分数（公民
館）

②年間利用区分数（公民館）

③年間利用区分数（地区体育
館）事業の目的及び具体的な内容

R1正規職員
人件費

R1その他職員
従事割合

R1目標 R1実績

34.0% 35.0%

R2その他職員
従事割合

36.0%

臨時職員 1.30 人
①9020

②2474

③9297

R2実績

事業の種別

一
般

R1予算現額

根拠法令 R2予算現額

指標名

法定受託事務 法定受託＋附加 3,885千円

期間 1.16 人

S46～ 9,475千円

集団による各種学習の場として施設を提供すること
によって、住民の知識、教養の向上を図り、生涯学
習の構築を目指す。

非常勤
特別職

R1決算額

0.95 人

重要 自治事務

0.30 人

利用者から高い満足度を得られ
ているが、さらによりよいものと
するべく、利用者の要望に寄り添
い、地域住民が一体となった事
業運営に努めていく。

R2年度に改善した点

参加者の満足度
主催事業に対する参加者の満足度の向上を図
る

非常勤
特別職

R2目標

3,676千円

目標設定の考え方・根拠

A

R２年度事業については、感染症対策を可
能な限り行った上で、講師や出演者などと
も打ち合わせを綿密に行い、開催した。

R1目標

①事業実施数

②アンケート実施件数

③満足度及びある程度満足
との回答を得た件数及びその
割合

R1実績 R2目標値が未達成の理由・分析

新型コロナウイルス感染症の影響により、事業
規模を縮小しての開催や中止せざるを得ない状
況ではあったが実施した事業は、いずれも９７％
の満足度であった。

100.0%

事業達成に向けての現在の課題及び今
後の課題解決に向けた取り組み

R2決算額（見込み）

社会教育法、所沢市立公民館設置及び管理条例、
所沢市立公民館設置及び管理規則

4,274千円 3,508千円

事業の目的及び具体的な内容
R1正規職員
人件費

R1その他職員
従事割合

0.50 人 100.0% 94.0%

地域住民の参加による地域の人材育成や
地域課題解決に向けた事業を企画立案
し、実施していく。

7,896千円 会年職員 1.25 人

①１３事業

②１４０件

③１３６件

R2目標 R2実績

R2その他職員
従事割合

100.0%

97.0%

0.60 人 R3目標

1.95 人

4,901千円

市民の学習要望に基づき、地域特徴等を生かした
主催事業を開催し、地域住民の生活・文化・芸術・
社会福祉等の向上及び推進を図る。
①職員による事業の企画・立案あるいは市民を交
えた企画準備会等により、事業の企画・立案・運営
を行う。②事業終了後の学習の記録や参加者の意
見、感想等は次年度講座の参考とする。③生涯学
習情報紙及び公民館だより・チラシ等を活用して参
加者を募集する。④各団体や公共施設からの情報
を提供する。

三ケ
島ま
ちづ
くりセ

ン
ター

実施計画ランク

三ヶ島公民館主催事
業

R2正規職員
人件費

三ケ
島ま
ちづ
くりセ

ン
ター

実施計画ランク

三ヶ島公民館施設提
供事業

期間

期間

S30～

目標設定の考え方・根拠

B

稼働率については、利用団体の
促進を図ると共に、事業での活
用を積極的に行い、稼働率の向
上に努めていく。

19,560千円
①年間利用可能区分数(公民
館)

②年間利用区分数(公民館)

③年間利用区分分数(体育
館)

年間施設稼働率
施設の稼働率は集団による各種学習活動の場
として、適切な場であるか否かの大きな成果指
標となる。

R1実績 R2目標値が未達成の理由・分析

指標名 R2年度に改善した点

― 自治事務 法定受託事務 法定受託＋附加 24,612千円

R1予算現額 R1決算額

公民館２階トイレと体育館トイレを１台ずつ
ウォシュレット化し、すでに改修済みの公
民館１階トイレとあわせ、従来より利用し
易くなった。

事業の種別

根拠法令 R2予算現額 R2決算額（見込み）

社会教育法、所沢市立公民館設置及び管理条例、
所沢市立公民館設置及び管理規則

30,949千円 18,689千円

一
般

事業の目的及び具体的な内容
R1正規職員
人件費

R1その他職員
従事割合

R1目標

非常勤
特別職

0.50 人 80.0% 39.5%

80.0% 28.9%

事業達成に向けての現在の課題及び今
後の課題解決に向けた取り組み

4,987千円 会年職員 1.75 人

①８，６３３区分

②２，４９２区分

③１２，２５９区分

R2目標 R2実績

施設の老朽化が進む中で、適切に修繕を
行い、利用しやすい施設運営に努めるとと
もに、稼働率の低い学習室については、
事業での活用に努め、利用促進を図って
いく。

R2正規職員
人件費

R2その他職員
従事割合

新型コロナウイルス感染症の影響により、施設
利用人数の制限やサークル団体の判断による
施設利用の自粛等が稼働率の低下に影響し
た。
また、学習室４号(工作室)と調理室は、部屋の
特性から利用団体が限定されていることなども
稼働率の低下に影響している。

S48～ 2,450千円

サークル等による各種学習活動の場として、施設を
提供することにより、住民の知識・教養の向上と会
員相互の親睦を図る。
①施設の点検管理と施設の提供・受入準備。
②施設利用時の使用料及び鍵・備品等の対応。
③利用者の公共施設予約システム入力の操作補
助。
④作品発表等の場としての公民館ロビーの提供。

0.60 人

R3目標

80.0%

0.30 人

2.05 人

25
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所属
名称

実施手法等
の工夫により
貢献できた
項目(任意)

会
計

SDGsへの貢献
(最大3つ)

活動実績(R2)

成果

成果指標

評価及び次年度以降に向けた課題・取り組みなど

総合
評価

現状の課題
評価
理由

事業自体が
貢献する
項目

事務事業名称 事業概要（全体）

経費

投入コスト

項目名

■ □ □

実績

評価者

新所沢まちづくりセンター長　廣川美智代

項目名

■ □ □

実績

評価者

新所沢まちづくりセンター長　廣川美智代

項目名

■ □ □

実績

評価者

新所沢東まちづくりセンター長
足立　啓

会年職員

どのように貢献したか

ニーズのある講座を実施し
た。

１１．住み続
けられるまち

づくりを

どのように貢献したか

３．すべての
人に健康と

福祉を

４．質の高い
教育をみん

なに

自主的な学習活動により、
地域の生活や福祉を広げ
る場となった。

１１．住み続
けられるまち

づくりを

どのように貢献したか

地域住民の知識や教養を
高められるよう、学習機会
を提供した。

４．質の高い
教育をみん

なに

３．すべての
人に健康と

福祉を

４．質の高い
教育をみん

なに

1.55 人

会年職員 2.45 人

目標設定の考え方・根拠

Ｂ

目標達成済

事業達成に向けての現在の課題及び今
後の課題解決に向けた取り組み

新型コロナウイルス感染症拡大防止によ
り多くの事業・講座が中止となったが、気
分を盛り上げたいという想いからキャンド
ル講座を提供し、参加者に喜ばれた。

公民館利用者との共催事業（夏
フェス）、中学生職場体験時の
サークル取材など、公民館利用
者との共催で様々な学習文化活
動の体験会が定着しつつある。
また、広報講座の対象を、PTA
から地区広報担当者まで広げた
ことにより、地域で活動する団体
への支援の場となった。

全ての講座で参加者の満足度を上げることを目
標としたい。

R2年度に改善した点

R2目標値が未達成の理由・分析

地域内の各種公的機関がそれぞれ新所
沢地区に向けてどのような学習機会を提
供しているかを見定め、重複する領域、不
足している領域について整理し、事業の再
構成を進めていく。

新所
沢ま
ちづ
くりセ

ン
ター

実施計画ランク 事業の種別

一
般

R1予算現額

社会教育法・所沢市立公民館設 R2予算現額

新所沢公民館主催
事業

根拠法令

重要 自治事務 法定受託事務 法定受託＋附加 3,878千円

置及び管理条例・所沢市立公民館設置及び管理
条例施行規則・所沢市地区体育館条例

4,094千円

R1実績

R2その他職員
従事割合

6,943千円

7,065千円

参加者の満足度割合
（「満足度」及び「ある程度満足」の回答を得た件
数×１００）

3,446千円

①年間事業数(回数）

②事業参加者数(延べ人数）
3,464千円

R2決算額（見込み）

R2目標

R1決算額

91.0%

事業の目的及び具体的な内容
R1正規職員
人件費

R1その他職員
従事割合

R1決算額

R1目標

指標名

0.85 人
非常勤
特別職

0.00 人 91.0% 92.0%

97.0%91.0%
R2正規職員
人件費

期間 0.85 人 R3目標

S47～

臨時職員 1.55 人

①67回

②2,005人

R2実績地域課題と市民の学習要求に基づき、教育の向
上、健康の促進、生活文化の振興、社会福祉の増
進を図るため、実際生活に即する教育、学術及び
文化に関する各種の事業を実施する。

新所
沢ま
ちづ
くりセ

ン
ター

実施計画ランク 事業の種別

一
般

R1予算現額

R2予算現額

期間 0.63 人

Ｂ

施設の有効活用に向け、見直
し・改善はされている。引き続き
地域団体の活動を支援していく
べく施設の有効活用に努めても
らいたい。

R2年度に改善した点

年間施設稼働率
（年間利用枠数÷年間利用可能枠数×100）

地域の自主的かつ非営利的に活動する団体を
支援するとともに施設の有効活用を進める。
目標値としては、前年より増やすことを目標とし
たい。

建物内の不具合個所を修繕し、利用者が
快適に利用できるよう適切な施設運営を
行った。

目標達成済

指標名 目標設定の考え方・根拠

R1目標

― 自治事務 法定受託事務 法定受託＋附加 42,253千円 33,938千円
①公民館年間利用可能区分
数

②公民館年間利用区分数

新所沢公民館施設
提供事業

根拠法令 R2決算額（見込み）

社会教育法、所沢市立公民館設置及び管理条例・
同施行規則、所沢市地区体育館条例

34,132千円 31,399千円

事業の目的及び具体的な内容
R1正規職員
人件費

R1その他職員
従事割合

R1実績 R2目標値が未達成の理由・分析

集団による各種学習文化活動の場を提供し、住民
の学び合い・支え合い・学習成果の地域還元を促
進し、地縁と知縁による地域コミュニティを豊かにす
ること。そのような活動をする公民館登録団体を育
成すること。

0.63 人
非常勤
特別職

0.00 人 64.0% 61.8%

48.0% 51.8%

事業達成に向けての現在の課題及び今
後の課題解決に向けた取り組み

5,237千円 臨時職員 2.45 人

①16,195

②8,385

R2目標 R2実績 施設提供にあたっては、事故のないよう施
設の安心安全に務める。また、地域の自
主的かつ非営利的に活動する団体の活
動を支援するとともに、さらに施設の有効
な活用を図るため、貸し出し手続き事務の
改善を考えていく。

R2正規職員
人件費

R2その他職員
従事割合

R3目標

S47～ 5,146千円 60.0%

A

「満足」及び「ある程度満足」と回答を得た件数
÷アンケート回答件数×100

アンケートで「満足」及び「ある程度満足」以外と
回答した方の中に、講座の内容が自分自身が
想定していたものと差異があったためというもの
が散見された。そのため、募集時のチラシや文
言を、講座の内容等がわかりやすいように工夫
したい。

2,043千円

R1実績新所
沢東
まち
づく
りセ
ン

ター

実施計画ランク 事業の種別

一
般

R1予算現額

根拠法令

事業の目的及び具体的な内容
R1正規職員
人件費

【目的】
市民の学習要求に基づき、教養の向上、健康の増
進、生活文化の振興、社会福祉の増進を図るた
め、実際生活に即する教育、学術及び文化に関す
る各種の事業を実施。
【内容】
職員による事業の企画・立案あるいは市民を交え
た企画準備会または実行委員会により、事業の企
画・立案・運営方法を検討する。

0.65 人 95.1%

事業の参加状況・満足度は良好
で、好評である事業については、
継続することに意義があると同
様に、多種多様な社会状況によ
り、時宜を得た講座が求められ、
公民館の役割は、益々重要な位
置づけにあることがうかがえ、常
に改善の意識をもって取り組ん
でいく必要がある。
また、当面の間はコロナ対策を
徹底して事業を進めていく必要
がある。

参加者の満足度の割合

100.0%

100.0%

非常勤
特別職

0.00 人 100.0%

90.7%

会年職員 0.80 人

R2予算現額

R2年度に改善した点

1,484千円

R1その他職員
従事割合

R2目標値が未達成の理由・分析

目標設定の考え方・根拠R1決算額 指標名

R2決算額（見込み）

R1目標

重要 自治事務 法定受託事務 法定受託＋附加 1,948千円
コロナ禍により、各種講座やイベントが縮
小や中止となった。しかし、参加人数を限
定、講座時間の短縮や複数回での実施、
オンライン講座など、コロナ対策をしたうえ
で工夫して開催できた講座等もあっため、
今後更なる検討を重ねる。

新所沢東公民館主
催事業

1,769千円
①主催事業
②事業参加者のアンケート回
答件数
③アンケートで「満足」及び
「ある程度満足」と回答を得た
件数

社会教育法、所沢市立公民館設置及び管理条例、所沢
市立公民館設置及び管理条例施行規則、所沢市まちづ
くり条例及び施行規則

事業達成に向けての現在の課題及び今
後の課題解決に向けた取り組み

5,403千円 臨時職員 0.80 人

①29事業

②86件

③78件

R2目標 R2実績

現段階でも100パーセントに近い満足度を
得ているので、現状を維持しつつ、地域の
実情を促えた講座の充実を図る。
また、手指消毒、換気、ソーシャルディスタ
ンスの確保、オンライン講座など、コロナ
対策に万全を期する。

R2その他職員
従事割合

R2正規職員
人件費

期間 0.65 人 R3目標

S52～ 5,309千円
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第１章　人と人との絆を紡ぐまち  第５節　生涯学習・社会教育

所属
名称

実施手法等
の工夫により
貢献できた
項目(任意)

会
計

SDGsへの貢献
(最大3つ)

活動実績(R2)

成果

成果指標

評価及び次年度以降に向けた課題・取り組みなど

総合
評価

現状の課題
評価
理由

事業自体が
貢献する
項目

事務事業名称 事業概要（全体）

経費

投入コスト

項目名

■ □ □

実績

評価者

新所沢東まちづくりセンター長
足立　啓

項目名

■ □ □

実績

評価者

所沢まちづくりセンター長　金子
敦

項目名

■ □ □

実績

評価者

所沢まちづくりセンター長　金子
敦

項目名

■ □ □

実績

評価者

並木まちづくりセンター長　川原　利和

0.55 人

会年職員 3.05 人

会年職員 1.50 人

会年職員

0.45 人

R1その他職員
従事割合

63,587千円

0.00 人

どのように貢献したか

参加住民の社会教育等の
向上に寄与した。

３．すべての
人に健康と

福祉を

４．質の高い
教育をみん

なに

１１．住み続
けられるまち

づくりを

どのように貢献したか

給水スポットの拠点にもな
り、どなたでも安全な水を
給水できる施設として貢献
した。

どのように貢献したか

コロナ禍という厳しい状況
下ではあったが、乳児から
高齢者まで参加できる事業
を展開実施して貢献した。

６．安全な水
とトイレを世

界中に

どのように貢献したか

比較的空いている曜日・時
間帯を周知し、公民館利用
に伴う教育の機会の提供
を行った。

４．質の高い
教育をみん

なに

４．質の高い
教育をみん

なに

新所
沢東
まち
づく
りセ
ン

ター

実施計画ランク 事業の種別

一
般

R1予算現額

根拠法令 R2予算現額

社会教育法、所沢市立公民館設置及び管理条例、所沢
市立公民館設置及び管理条例施行規則、所沢市まちづ
くり条例及び施行規則

B

利用する時間帯が集中し、全体
の稼働率としては低いため、比
較的空いている曜日・時間帯の
周知方法等の工夫が今後は必
要である。また、施設の老朽化に
伴い、修繕が必要な場合がある
ため、可能な範囲で対応を図り、
利用者が気持ちよく利用できるこ
とに努め、日常の点検を怠らな
いことを念頭に施設管理をする。

15,608千円

①年間利用可能区分数（公民
館）

②年間利用区分数（公民館）

年間施設稼働率（公民館）
年間のべ利用区分数÷年間利用可能区分数×
100

R2決算額（見込み）

R2目標値が未達成の理由・分析

非常勤
特別職

目標設定の考え方・根拠 R2年度に改善した点

― 自治事務 法定受託事務 法定受託＋附加 19,342千円

コロナウイルス対策として、入り口に手指
消毒液を設置し、またこまめに施設内の
換気を行い、公民館利用者の安全面に配
慮した。

R1決算額 指標名

26,326千円

新所沢東公民館施
設提供事業

事業の目的及び具体的な内容
R1正規職員
人件費

R1その他職員
従事割合

R1目標 R1実績

R2実績

15,570千円

【目的】
集団による各種学習活動の場として施設を提供す
ることによって、住民の知識、教養の向上を図り、
生涯学習の構築を目指す。
【内容】
平成１８年１０月から新公共施設予約システムが稼
働し、窓口以外にロビー端末機・インターネット・携
帯電話による利用予約手続きができ、利用申し込
みも２４時間可能となっている。利用予約の際は、
利用機会の拡大を図るため、一定の利用制限（時
間制限）を設けている。

0.90 人 80.0% 43.4%

7,351千円 80.0%

R2正規職員
人件費

R2その他職員
従事割合

2.20 人

0.00 人

コロナウイルスの関係で、利用者が自主的に
サークル活動を自粛したことが稼働率の低下に
繋がっている。
また、人気のある曜日・時間帯は利用したい団
体が重なっている場合があり、希望する曜日・時
間帯が重なることは致し方ないことではあるが、
稼働率が低くなっている要因の1つとなってい
る。

80.0% 24.8%

事業達成に向けての現在の課題及び今
後の課題解決に向けた取り組み

7,481千円 臨時職員 2.20 人

①15,514

②3,855

R2目標

各団体が使用したい曜日が集中し抽選と
なり、使えない団体が出てきている。その
ため、比較的空いている曜日・時間帯を周
知し、偏りが出ないようにしていきたい。

重要

地域課題と市民の学習要求に基づき、教養の向
上、健康の増進、生活文化の振興、社会福祉の増
進を図るため、実際生活に即する教育、学術及び
文化に関する各種の事業を実施する。

期間 0.90 人 R3目標

法定受託事務

R1決算額 指標名

会年職員

S52～

R2予算現額 R2決算額（見込み）

6,234千円 臨時職員

所沢
まち
づく
りセ
ン

ター

実施計画ランク 事業の種別

一
般

R1予算現額

278千円

事業の目的及び具体的な内容
R1正規職員
人件費

R1その他職員
従事割合

0.75 人
非常勤
特別職

0.00 人

社会教育法、所沢市立公民館設置及び管理条例 1,363千円

自治事務 法定受託＋附加 1,997千円 1,942千円

90.0%

新型コロナウイルス感染症の拡大防止のため、
予定していた多くの事業が中止となったためで
ある。

95.0% 74.4%

89.2%

①主催事業数

②アンケート回答数

③「満足」及び「ある程度満
足」と回答を得た件数

事業参加者の満足度
（「満足」及び「ある程度満足」と回答を得た割合）

地域もしくはダイヤ市民の学習要求に基づく事
業実施を目的としているため、事業参加者の満
足度を指標とする。

コロナ禍という厳しい状況下ではあった
が、事業をすべて中止にするのではなく、
乳児から高齢者まで感染防止を図りなが
ら実施できる事業を展開し、市民の生涯
教育の一役を担った。

R1実績 R2目標値が未達成の理由・分析

事業達成に向けての現在の課題及び今
後の課題解決に向けた取り組み

地域交流の場を提供するなど、地域コミュ
ニティを支援する拠点としての視点からも
事業を展開していくことを検討する必要が
ある。

B

新型コロナウイルス感染症拡大
の影響を受けたことは大きいが、
コロナ禍での事業実施について
感染防止対策を講じながら「中
央とこしゃんクラブ」「子育てオア
シス”であい”」など家庭に引きこ
もりがちになる高齢者や乳児親
子が参加できる事業を再開した。

R1目標

R3目標

R2年度に改善した点目標設定の考え方・根拠

Ｓ28～

①5

②86

③64

R2目標 R2実績

R2正規職員
人件費

R2その他職員
従事割合

4,901千円

中央公民館主催事
業

根拠法令

80.0%

根拠法令

期間 0.60 人

R1決算額 R2年度に改善した点

所沢
まち
づく
りセ
ン

ター

実施計画ランク 事業の種別

一
般

R1予算現額

事業の目的及び具体的な内容
R1正規職員
人件費中央公民館施設提

供事業

引き続き新型コロナウイルス感染症感染
予防対策を講じながら、使用者が安心して
使用できる施設管理を実施するものであ
る。また、開館から10年が経過し施設の老
朽化等による施設修繕が必要な箇所が出
始めていることから計画的な修繕が必要
である。

― 自治事務 法定受託事務 法定受託＋附加 65,796千円

社会教育法、所沢市立公民館設置及び管理条例

R2目標

新型コロナウイルス感染症拡大
防止のため、貸館業務停止や一
部利用の制限を設けたことによ
る影響が大きかった。また、中心
市街地に所在し、登録団体数も
３００を超える状況にあるが、高
齢化が進み、かつコロナ禍での
継続的な活動の維持が難しく
なってきている団体もみられる。
施設提供のあり方について今後
研究が必要である。

新型コロナウイルス感染症感染予防対策
の一環として、カウンターには飛沫防止板
を設置し、貸出備品等の貸出返却は使用
者と職員が直接手渡し等行わないよ必要
最低限の接触で済むようにした。団体登
録申請書類をホームページからダウン
ロードできるように、使用者の利便性を高
めた。

R2実績

B

指標名

R2予算現額

目標設定の考え方・根拠

年間施設稼働率
（年間利用区分数÷年間利用可能区分数×
100）

0.75 人
非常勤
特別職

0.00 人 65.0%

R2決算額（見込み）

56.6%

67,619千円 59,327千円

①年間利用可能区分数

②年間利用区分数

③
R1実績R1目標

新型コロナウイルス感染症の発病により感染症
拡大防止のため、公民館使用ガイドラインが定
められ、貸館業務停止や一部利用の制限を設
けたことによるためである。

50.0% 36.1%

R2目標値が未達成の理由・分析

50.0%

施設提供を通じて、住民の学びあい、さらには
地域づくりの場を目指すため、施設稼働率を指
標とする。

Ｓ28～ 3,676千円

期間

集団による各種学習活動の場として施設を提供す
ることにより、住民の学びあいを支援し、学習活動
を通じた地域づくりの場を目指す。

事業達成に向けての現在の課題及び今
後の課題解決に向けた取り組み

6,234千円 臨時職員 3.15 人
①18274

②6596

③
0.45 人 R3目標

R2正規職員
人件費

R2その他職員
従事割合

R1決算額 指標名 目標設定の考え方・根拠

Ｂ

R1正規職員
人件費

R1その他職員
従事割合

R1目標 R1実績 R2目標値が未達成の理由・分析

R2目標 R2実績

成果指標の目標値に近い値に
なっている。引き続き、利用者が
満足できるような事業を展開す
る。

R2年度に改善した点

並木
まち
づく
りセ
ン

ター

実施計画ランク 事業の種別

一
般

R1予算現額

並木公民館主催事
業

根拠法令 社会教育法、所沢市公民館設 R2予算現額

①年間事業数

②講座終了後のアンケート回
答数
③アンケート結果で「満足及
びある程度満足」と回答を得
た件数

左記アンケートで「満足及びある程度満足」と回
答した割合（％）

R2決算額（見込み） 参加者の満足度の割合

置及び管理条例、所沢市立公民館設置及び管理
条例施行規則

4,813千円 4,226千円

事業の目的及び具体的な内容

人の間隔を空ける。消毒を徹底する等、
新型コロナウイルス感染症への対策を取
りながら事業を開催した。また、主催講座
から新規団体の設立に至ったことは地域
コミュニティの推進につながった。

アンケート結果によれば、参加者の想像してい
た事業内容と若干の乖離が見られた結果であ
る。

事業達成に向けての現在の課題及び今
後の課題解決に向けた取り組み

地域住民の要望等をもとに、講座を見直
し、継続講座や、新たな講座等を行ってい
く。

重要 自治事務 法定受託事務 法定受託＋附加 4,479千円 4,164千円

95.0%

11,720千円 臨時職員 1.50 人
①20事業

②84人

③82人

R2正規職員
人件費

R2その他職員
従事割合

99.0% 98.0%

期間 1.22 人 R3目標

市民の学習要求に基づき、各種学習、講座を展開
することにより、市民の学習意欲の向上、社会教育
の推進及び住民自治の醸成を図る。
生活課題、地域課題、生活を豊かにする学習等に
ついて、系統だった学習内容、方法等を職員により
企画立案、あるいは市民を交えた企画準備委員
会、実行委員会等を設置して事業内容を検討。広
報や市ホームページ等の掲載及び公民館だよりを
発行して参加者を募集し実施する。

1.41 人
非常勤
特別職

Ｓ58～ 9,965千円 99.0%

99.0%
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所属
名称

実施手法等
の工夫により
貢献できた
項目(任意)

会
計

SDGsへの貢献
(最大3つ)

活動実績(R2)

成果

成果指標

評価及び次年度以降に向けた課題・取り組みなど

総合
評価

現状の課題
評価
理由

事業自体が
貢献する
項目

事務事業名称 事業概要（全体）

経費

投入コスト

項目名

■ □ □

社会教育法、所沢市公民館設

実績

評価者

並木まちづくりセンター長　川原　利和

項目名

■ □ □

実績

評価者

所沢図書館長　古田　晃一

項目名

■ □ □

実績

評価者

所沢図書館長　古田　晃一
会年職員 3.45 人

４．質の高い
教育をみん

なに

４．質の高い
教育をみん

なに

どのように貢献したか

参加住民の社会教育等の
向上に寄与した。

どのように貢献したか

様々な理由で図書館に来
られない方々に対し、本を
借りれる場所を提供してい
る。

どのように貢献したか

図書館事業を宣伝し、来館
していただくことで、本との
接点の場を広げた

４．質の高い
教育をみん

なに

１１．住み続
けられるまち

づくりを並木
まち
づく
りセ
ン

ター

実施計画ランク 事業の種別

一
般

指標名

根拠法令

並木公民館施設提
供事業

R1予算現額

事業の目的及び具体的な内容

目標設定の考え方・根拠

Ｂ

コロナ禍による活動自粛等もあ
り、稼働率の低下は致し方ない
が、感染防止対策を実施しつつ
活動は継続されている。

21,239千円

①年間利用可能区分数（１日
６区分（月曜日は４区分）×部
屋数×開館日数）
②年間延べ利用区分数

年間施設稼働率（％）
年間延べ利用区分数÷年間利用可能区分数×
１００

1.35 人

R1決算額

R2目標値が未達成の理由・分析

R2年度に改善した点

― 自治事務 法定受託事務 法定受託＋附加 23,501千円

消毒液の設置等、新型コロナウイルス感
染対策を行った。また、施設の老朽化等
に伴う修繕や改修を随時行い、施設の利
用に支障が生じないよう努めた。

R2予算現額

置及び管理条例、所沢市立公民館設置及び管理
条例施行規則

29,168千円

R1正規職員
人件費

R1その他職員
従事割合

R2決算額（見込み）

21,663千円

R1目標 R1実績

75.0% 34.0%

R2その他職員
従事割合

11.4%

75.0%
会年職員

75.0%

事業達成に向けての現在の課題及び今
後の課題解決に向けた取り組み

4,572千円 臨時職員 1.35 人

①15,415区分

②1,759区分

R2目標 R2実績 新型コロナウイルス感染症対策のため人数の制
限、利用の制限（調理室含め飲食不可等）及び
利用自粛等で稼働率が大きく落ちた。また、施
設の老朽化、交通の利便性の悪さ、駐車場の少
なさも要因の一部にある。

施設利用者に影響が生じないよう適正な
維持管理を計画的に実施し、公民館主催
事業や地域コミュニティ活動の拠点として
支援に配慮しながら、効率的な施設提供
に引き続き努めていく。

R2正規職員
人件費

期間 0.59 人 R3目標

Ｓ58～ 4,819千円

集団（サークル）による各種学習の場として施設を提供
することによって、住民の学習意欲の向上と社会教育の
推進を図り住民自治の構築を目指す。

0.55 人
非常勤
特別職

0.00 人

新型コロナウイルス感染症対策の為、市民の外
出自粛が図られたことや緊急事態宣言発出期
間中の完全休館に伴い、コンビニ配送において
も2か月近くサービスを停止したことが大きく影響
している。また、感染症の影響でコンビニ本社や
営業所との話し合いの場が持てず、小手指地区
の代替店も見つからなかったことから、結果的に
７店舗での運営に留まり、利用数が伸びなかっ
た要因となっている。

0.57 人 R3目標

39,877点

コンビニエンスストア
図書等取次事業

根拠法令

期間

図書館法、所沢市立所沢図書館設置条例、同施行
規則

12,879千円 12,287千円

指標名 目標設定の考え方・根拠

R1正規職員
人件費

R1その他職員
従事割合

R1目標 R1実績 R2目標値が未達成の理由・分析

R2予算現額
①年間貸出利用者数

②年間貸出数

R1決算額

Ｂ

新型コロナウイルス感染症対策
の為、コンビニエンスストア図書
等取次事業が2か月近くサービス
を停止した影響などにより、全体
の実績は目標値に達しなかっ
た。しかしながら、コロナ禍にお
いて、改めて非来館型サービス
が注目を浴びる中、本市におけ
る非来館型サービスの中核事業
として、市民の本事業に対する
期待は高いと考えられるので、
サービスポイントの拡充、広報等
の充実に努め、更なる利用拡大
を図っていきたいと考える。

R2年度に改善した点

市民が、コンビニエンスストア図書等取次サービ
スを活発に利用していることを示す数値として年
間貸出数を指標とする。過去３年間で利用が活
発であった年度の数値から公民館分館での取
次貸出数を引いた数値を目標とし、事業の拡大
を図りたい。

所沢
図書
館

実施計画ランク 事業の種別

一
般

非常勤
特別職

図書館通用口に消毒液等を設置し、配送
を行う委託業者に対し、マスク着用や手指
等の除菌などを徹底し、感染防止対策を
講じた。

事業達成に向けての現在の課題及び今
後の課題解決に向けた取り組み

取次店舗拡大を図るため、コンビニエンス
ストア本社及び店舗との交渉をすすめる。
また、更なるサービス拡大に向け、取次業
務が可能な施設等の調査研究をすすめ
る。

重要 自治事務 法定受託事務 法定受託＋附加 10,972千円

4,738千円 R2実績

図書館の開館時間内の利用や来館が困難な市民
等に対し、コンビニエンスストアで図書等の取次を
行い、図書館利用の拡大を図る。
インターネット、図書館窓口、館内ＯＰＡＣ等から図
書等の予約を受付け、用意できた際に、電子メー
ル又は電話にて連絡し、貸出処理をして取次店へ
配送。利用者は、当該予約図書等を取次店で受
取・返却できる。

事業の目的及び具体的な内容

69,000点 45,366点0.57 人

年間貸出数

臨時職員

46,000点H17年～ 4,656千円

①28,121

②39,877

R2目標

69,000点
R2正規職員
人件費

R2その他職員
従事割合

R1予算現額

0.20 人

R2決算額（見込み）

R1正規職員
人件費

R2決算額（見込み）

10,767千円

所沢
図書
館

実施計画ランク 事業の種別

一
般

自治事務 法定受託事務

期間

市民に、図書館に親しみをもって有効に利用しても
らうため、インターネット及び広報等で情報を広く提
供し、読書活動の推進及び利用の拡大を図る。
①図書館のホームページ、「今月の図書館」等広報
紙を発行し、図書館の事業や利用案内等の情報を
利用者に周知する。②講演・講座、図書館まつり
（年１回）等の催しを開催する。③季節やテーマに
応じた、図書資料の紹介・展示を行う。④他の公共
施設や地域に対し共同事業等を実施し、連携を図
る。

5点

①登録者総数
（前年の登録者総数＋年間登
録者数－年間抹消者数）

②年間貸出利用者数

③年間貸出数

新型コロナウイルス感染防止の対策を取
りながら、図書館への興味・関心を喚起す
る魅力ある事業の展開、広報活動への積
極的な取り組みを通じ、関連施設や地域
に働きかけ、利用促進を図る必要がある。
現在実施している事業の拡充に努め、非
来館型サービス及び幅広い世代に向けた
サービスへのさらなる取り組みについて検
討していき、魅力ある図書館づくりを目指
す。

Ｂ

新型コロナウイルス感染症拡大
防止のため、臨時休館となった
り、イベントや事業の中止が相次
ぐなど大変な一年となった。その
ような中で、展示を中心とした
「図書館まつり」を開催したり、
「おはなし会」「かがくあそび」など
子ども向け行事の一部について
は、感染防止対策を講じながら
開催するなど、図書館への興味・
関心の喚起にもできる限り努め
た。

①広報紙を発行、ＨＰを活用した情報発信
などを行い、図書館事業の周知に努め
た。②市役所関係各課と連携した図書の
展示などを行い、利用の促進を図った。③
新型コロナウイルス感染防止のため、除
菌液や飛沫防止シートの設置のほか、図
書の除菌機を設置して、利用者が安心し
て図書館を利用することができるよう努め
た。

指標名R1予算現額

図書館利用推進事
業

根拠法令 R2予算現額

図書館法、所沢市立所沢図書館設置条例、同施行
規則

R1決算額

12,464千円

3.26 人

重要 11,344千円

目標設定の考え方・根拠

図書資料等の貸出は、市民に活発に利用され
ていることを示す指標の一つであることから、貸
出密度を指標とする。年間貸出数を当該年度の
人口で割り、１人当たりの貸出数を算出。
人口規模が同一の市立図書館123館の平均貸
出数5.1冊を参考に、実績から目標値を設定し、
事業拡大を図りたい。（『日本の図書館2019』よ
り平均貸出数を算出）

事業達成に向けての現在の課題及び今
後の課題解決に向けた取り組み

貸出密度
（人口１人当たりの貸出数）

法定受託＋附加 11,347千円

R1その他職員
従事割合

非常勤
特別職

10,988千円

R2年度に改善した点

27,097千円 会年職員 5.55 人

①98,397人

②440,786人

③1,305,277点
35,367千円

4.33 人

3.8点5点

S39年～
会年職員 5.40 人

R2正規職員
人件費

R2その他職員
従事割合

5点

R3目標

R2目標値が未達成の理由・分析

新型コロナウイルス感染症対策の為、市民の外
出自粛が図られたこと、緊急事態宣言発出期間
中の完全休館や、開館時における閲覧席の削
減と滞在時間の短縮などの利用制限に加え、ま
ん延防止等重点措置により新所沢分館の夜間
開館が午後9時から午後8時に短縮されたことな
どにより、実績が目標値に達しなかったと考えら
れる。

R2目標 R2実績

4.5点

R1目標 R1実績事業の目的及び具体的な内容

0.00 人

3.90 人

28
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所属
名称

実施手法等
の工夫により
貢献できた
項目(任意)

会
計

SDGsへの貢献
(最大3つ)

活動実績(R2)

成果

成果指標

評価及び次年度以降に向けた課題・取り組みなど

総合
評価

現状の課題
評価
理由

事業自体が
貢献する
項目

事務事業名称 事業概要（全体）

経費

投入コスト

項目名

■ □ □

実績

評価者

所沢図書館長　古田　晃一

項目名

■ □ □

実績

評価者

所沢図書館長　古田　晃一

項目名

■ □ □

実績

評価者

所沢図書館長　古田　晃一

75,106千円

非常勤
特別職

0.00 人

非常勤
特別職

R1その他職員
従事割合

会年職員 0.00 人

モニタリングなどを行うこと
により、各分館のレベルが
上がり、市民により良い
サービスを行うことが出来
る。

どのように貢献したか

４．質の高い
教育をみん

なに

どのように貢献したか

様々な種類の本を蔵書し、
利用者の多種多様な要望
に応えている。

図書館利用者に、安全で
快適に利用できる施設環
境を整え、学ぶ場所を提供
した。

どのように貢献したか

４．質の高い
教育をみん

なに

４．質の高い
教育をみん

なに

事業の目的及び具体的な内容
所沢
図書
館

実施計画ランク 事業の種別

―

図書資料等収集整
備事業

事業達成に向けての現在の課題及び今
後の課題解決に向けた取り組み

R2予算現額

期間

R1決算額 指標名 目標設定の考え方・根拠

図書館法、所沢市立所沢図書館設置条例、同施行
規則

自治事務 法定受託事務 法定受託＋附加 101,924千円

一
般

市民の調査研究、教養、レクリエーション等に資する図
書館資料、情報の収集を行い、利用者に提供することを
目的とする。具体的には以下の通り。
①資料収集　資料収集方針に基づき蔵書構成を考慮
し、資料を選択収集する。②資料保存　残すべき資料を
選び、次の世代・時代に受け継いでいく。③資料管理
電算システムにより、管理を行なう。④資料整理　資料
に書誌（分類・書名・著者・金額等）データを付与し、フィ
ルムコーティング等の装備を行う。⑤資料除籍　除籍資
料は、幼稚園・小中学校等公共施設及び市民にリサイ
クルする。

根拠法令

R1予算現額

R1正規職員
人件費

102,146千円

幅広く質の高い資料等の収集・整備を行い、利
用者に提供するという目的が実現できているか
を図る数値として、資料の回転率を指標とした。
人口規模が同一の市立図書館で、資料回転率
が平均「2」であることから、目標値を「2」に設定
した。(『日本の図書館2020』より全国平均を算
出）

①「所沢市図書館ビジョン」に基づき、特に
郷土資料や所沢ゆかりの作家の著書など
の整理をすすめた。②除籍を効率的に行
い、図書の新鮮度を図るとともに、市民の
方へリサイクル図書の提供を行った。

R1目標

1.6%

2.0%

新型コロナウイルス感染拡大防止のため、令和
２年４月１0日～５月３１日まで休館したこと。６月
２日の開館後も感染状況に応じて、サービス制
限を行ったことが影響し、昨年度よりも資料回転
率が低下した。

1.3%

Ａ

R3目標

①蔵書数（図書・雑誌・紙芝
居・視聴覚資料）

②年間資料受入数

③年間除籍数

資料回転率
（年間貸出数÷蔵書数（貸出禁止資料除く））

R1実績

新型コロナウイルス感染予防対策などで、
生活方式などが変化していくなか、「第2次
所沢市図書館ビジョン」に基づき、様々な
課題を解決するため、幅広く質の高い資
料等の収集・整備を計画的に継続して
行っていく。一定期間を経過した資料につ
いては、除籍し、学校等公共機関及び市
民の方へのリサイクル図書として提供を継
続的に行い、資料を適正管理する必要が
ある。

R2正規職員
人件費

R2その他職員
従事割合

5.92 人

新型コロナウイルス感染症対策
の為、図書等取次事業が2か月
近くサービスを停止した影響など
により、全体の実績は目標値に
達しなかった。
市民へ最新の情報を提供した
り、多様化・複雑化する市民生活
における様々な課題を解決する
ためには、幅広く質の高い資料
等の収集・整備は大変重要であ
り、今後も引き続き実施していく
とともに、一定期間を経過した資
料については、市民の方へのリ
サイクル図書として提供を行うな
ど有効利用を図りながら、資料
の新鮮度を保つための除籍を進
める必要があると考える。

R2年度に改善した点

5.77 人

非常勤
特別職

0.00 人

R2目標値が未達成の理由・分析

47,960千円 会年職員

S39年～ 48,355千円 2.0%

R2実績

2.0%

0.00 人

①1,067,584点

②29,797点

③14,485点

R2目標

指標名

R2決算額（見込み）

28,237千円
図書館法、所沢市立所沢図書館設置条例、同施行
規則

29,321千円

14件 18件

所沢
図書
館

実施計画ランク 事業の種別

一
般

R1予算現額

根拠法令 R2予算現額

R1実績

0.00 人

R2実績

①設備等の保守

②設備等の保守委託料

施設維持に関する修繕件数

R1目標

27,491千円

14件

目標設定の考え方・根拠

A

老朽化した施設の保守や修繕を
計画的に行っており、来館者が
安全かつ快適に利用できる環境
を維持している。

R2年度に改善した点

保守点検については、日常的施設点検及
び計画的施設修繕を行い、効率化を図
る。また、点検による修繕箇所の早期発
見・部分的な修繕の対応により、限られた
修繕経費を抑える。

R2目標値が未達成の理由・分析

修繕箇所を早期発見し、市民の利用に配慮した
保守・修繕が計画的に行われているかを測る数
値として、修繕件数を目標値とした。
修繕を行うことにより、利用者の安全・快適な利
用に配慮し、環境の維持に努めていきたい。

所沢図書館外壁補強事業等を行って施設
の安全上適正な管理及び長寿命化を図っ
た。また、館内照明器具や安定器の取替
えなど、居心地の良い図書館環境作りを
行った。

事業達成に向けての現在の課題及び今
後の課題解決に向けた取り組み

目標達成済み

重要 自治事務 法定受託事務 法定受託＋附加 23,746千円

図書館施設維持管
理事業

事業の目的及び具体的な内容
R1正規職員
人件費

・日常的な施設内外の安全点検及び機械操作、定
期的に実施する施設管理委託事業（日常・定期清
掃、昇降機点検、自動扉点検、空調設備点検、水
質検査、機械警備、害虫駆除、植木剪定等）、施設
や設備の修繕を実施。
・図書館利用者にとって、安全で快適に利用できる
施設環境を確保するとともに、図書資料等を適切
に管理し利用できる施設を維持すること。

0.63 人

5,237千円 会年職員 0.00 人

①11件

②10,714千円

R2目標

非常勤
特別職

R2正規職員
人件費

R2その他職員
従事割合

１４件

12件

期間 0.78 人 R3目標

S55年～ 6,371千円 会年職員 0.00 人

非常勤
特別職

0.00 人

指標名

R2決算額（見込み）

指定管理者制度が第2期目の4年目とな
り、充実した均一で質の高いサービスの提
供を目指し、安定した良質な運営が保た
れるよう、調整・指導した。

分館での年間来館者数

292,632千円 290,218千円

R1目標 R1実績
R1その他職員
従事割合

R1正規職員
人件費

事業達成に向けての現在の課題及び今
後の課題解決に向けた取り組み

運営及び指定管理状況等について、、本
館職員による定期的なモニタリングを図書
館分館全館で実施して点検・評価を行い、
良質な図書館サービスを継続して提供で
きるよう努める。

R2目標値が未達成の理由・分析

4月10日から5月31日まで、新型コロナウイルス
感染症拡大の影響により、緊急事態宣言が発
出され休館となった。その後も来館者が減少した
ため、目標値に達しなかったものと考えている。

目標設定の考え方・根拠

Ｂ

指定管理者制度を導入して、第2
期目の4年目となり、安定した運
営が行われている。
所沢市内全域において、良質で
均一なサービスを実施するため
にも、分館における安定した運営
が保たれることは重要であるた
め、モニタリングの実施により、
指定管理者の図書館運営や業
務遂行状況について、定期的に
確認をし、改善などを図ってい
る。

R2年度に改善した点

利用者サービスの充実を示す指標の一つである
来館者数を指標とする。利用者サービスの向上
が、来館者数増につながると考える。
過去5年間で利用が活発であった年度の数値を
目標とし、今後も充実したサービスの安定的な
提供に努めたい。

①貸出利用者数（分館のみ）

②貸出数（分館のみ）図書館法、所沢市立所沢図書館設置条例、同施行
規則、地方自治法

所沢
図書
館

実施計画ランク 事業の種別

一
般

R1予算現額

所沢図書館分館施
設管理運営事業

根拠法令

重要 自治事務 法定受託事務 法定受託＋附加 301,758千円

・市民サービスの向上、指導管理の一元化、経費
の節減を図る。７館すべての分館において祝日開
館とし、平日、所沢分館は１９時、新所沢分館は２１
時までの開館により、利用者の利便性向上を図
る。
・地方自治法第２４４条に定める公の施設として、
所沢市立所沢図書館設置条例及び同施行規則の
規定に基づき、市立図書館としてのサービスの提
供等を行う。図書館における管理運営業務、施設
維持管理業務。

R2予算現額

1.60 人

事業の目的及び具体的な内容

900,000人 784,019人

13,299千円 会年職員 0.00 人

①314,845人

②990,314点

R2正規職員
人件費

R2目標 R2実績

900,000人 538,826人

期間 1.65 人 R3目標

H24～ 13,477千円

R2その他職員
従事割合

900,000人

0.00 人

0.00 人

R1その他職員
従事割合

0.00 人

R1決算額

非常勤
特別職

76,446千円

R2決算額（見込み）

会年職員

287,912千円

R1決算額
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第１章　人と人との絆を紡ぐまち  第５節　生涯学習・社会教育

所属
名称

実施手法等
の工夫により
貢献できた
項目(任意)

会
計

SDGsへの貢献
(最大3つ)

活動実績(R2)

成果

成果指標

評価及び次年度以降に向けた課題・取り組みなど

総合
評価

現状の課題
評価
理由

事業自体が
貢献する
項目

事務事業名称 事業概要（全体）

経費

投入コスト

項目名

■ □ □

実績

評価者

所沢図書館長　古田　晃一

項目名

■ □ □

実績

評価者

所沢図書館長　古田　晃一

会年職員 どのように貢献したか

市民の課題解決に対し支
援を行っている。

４．質の高い
教育をみん

なに

どのように貢献したか

あらゆる機会をとらえて子
どもたちが読書に親しむ環
境を整えることにより貢献
した。

４．質の高い
教育をみん

なに

所沢
図書
館

実施計画ランク 事業の種別

一
般

R1予算現額

子ども達が読書の楽しみを知り、自主的に読書活
動を行うことができるよう、「第２次所沢市子どもの
読書活動推進計画」に基づいて子ども向け事業、
学校との連携事業等を実施し、利用の拡大を図
る。①子どもの読書活動推進連絡会の開催②おは
なし会・かがくあそび等子ども向け行事の開催③一
般向け普及・啓発事業の開催④学校との連携事業
の実施⑤小中学生・保護者に読書アンケートの実
施⑥学校業務連絡便の運行⑦ブックリスト「本が
いっぱい」の発行、小中学校への配布⑧子ども向
け広報紙の発行

1.53 人

R2正規職員
人件費

図書館法、所沢市立所沢図書館設置条例、同施行
規則

R1決算額

根拠法令 R2決算額（見込み）

2,332千円

非常勤
特別職

会年職員

R1正規職員
人件費

R1その他職員
従事割合

R1目標 R1実績

指標名 目標設定の考え方・根拠

2,316千円

①子ども向け行事参加者数

②学校関連団体貸出数

児童資料貸出数（年間児童資料貸出数）
過去5年間で最も高い平成27年の貸出実績が
488,789冊であったため、この数値を目標とし、
サービスの維持・向上を図る。

重要 自治事務 法定受託事務 法定受託＋附加 2,445千円

令和２年度は、新型コロナウイル
ス感染症拡大防止のため、臨時
休館となったり、イベントや事業
の中止が相次いだことなどによ
り、目標値には届かなかったが、
新型コロナウイルス感染予防対
策をとって、可能な範囲でサービ
スを維持し、子どもの読書活動を
推進した。
今後は、さらに連携をすすめて
第３次所沢市子どもの読書活動
推進計画の推進に向けて努めて
いきたい。

R2予算現額

4,744千円

事業の目的及び具体的な内容
子どもの読書活動推
進事業

期間 1.53 人 R3目標

S39年～ 12,497千円 489,000冊

①4,049人

②10,854冊

2.90 人

489,000冊 新型コロナウイルス感染予防を考慮しつ
つ、関係各課と連携しながら第3次所沢市
子どもの読書活動推進計画をすすめてい
く。

2.40 人

対象年齢層の人口減少及び新型コロナウイル
ス感染対策による休館などから、年間貸出数が
減少したため。

事業達成に向けての現在の課題及び今
後の課題解決に向けた取り組み

R2年度に改善した点

R2その他職員
従事割合

こども支援課、健康づくり支援課と連携し
新規事業「ところっこ親子ふれあい絵本事
業」を開始した。

R2目標値が未達成の理由・分析

Ｂ

374,743冊

R2目標

44,054千円

47,485千円

R1目標

非常勤
特別職

0.00 人

0.80 人

非常勤
特別職

0.00 人

会年職員

図書館法、所沢市立所沢図書館設置条例、同施行
規則

館内奉仕事業

R2実績

42,310千円

460,795冊

12,717千円

所沢
図書
館

実施計画ランク 事業の種別

一
般

R1予算現額

R3目標

Ｂ

新型コロナウイルス感染症拡大防
止のため、臨時休館となったり、一
部サービスの制限が実施されたこと
により、目標値には届かなかった。
図書館サービスの一つであるレファ
レンスについては、一定の件数を
保っており、インターネット検索が手
軽にできる現代において、図書館で
あれば信頼性の高い情報が得られ
るということについて、認知されつつ
あるものと思われる。また、国立国
会図書館レファレンス協同データ
ベースへの掲載を積極的に進め、
国立国会図書館より、一定の基準を
満たし、評価（お礼状）を得ている。

R1決算額 指標名

489,000冊

①貸出数
（本館での年間貸出数）
②予約受付件数
（本館カウンターでの年間予
約受付・取消件数）
③レファレンス件数
　　（本館受付件数）

来館者数（本館）

61,540千円

R2年度に改善した点

本館の役割として、調査、読書相談、資料の館
内利用等の事業が重要となってきていることか
ら、来館者数を指標とする。新型コロナウイルス
感染症拡大の影響などを踏まえ、目標値を実績
値に近い数値として設定し、サービスの充実を
図っていきたい。

コンビニエンスストア図書等取次サービスが浸
透したことや、分館サービスの充実により利用者
が地域で図書館サービスを利用できるように
なったこと、スマートフォンやパソコン等の普及に
より、簡単な情報が手軽に入手できるようになっ
たことなどが要因であると考えられる。このこと
に加え、令和２年度は、新型コロナウイルス感染
症対策の為、市民の外出自粛が図られたこと、
緊急事態宣言発出期間中の完全休館や、開館
時における閲覧席の削減と滞在時間の短縮な
どの利用制限等をしたことから、実績が目標値
に達しなかったと考えられる。

R2目標値が未達成の理由・分析

①調査・研究を目的とした図書館利用に
対応するため、各種データベース情報等
のレファレンス・ツールの充実・活用を図っ
た。②利用者への課題解決支援サービス
の周知を図るため、図書館ＨＰにおいてレ
ファレンス事例を公開するとともに、国立
国会図書館レファレンス協同データベース
へも積極的に掲載した。④視覚に障害の
ある方へのサービス周知のため、「所沢市
障害者ガイド」、「翔びたつひろば」に情報
を掲載した。

事業達成に向けての現在の課題及び今
後の課題解決に向けた取り組み

身近な生涯学習の拠点として、情報・資料
等の充実を図り、その活用法を広く市民に
発信する必要がある。職員の質の向上に
努め、今後は質の高い確実な情報が入手
できる図書館の活用について、広報に努
めていく。また、感染症予防対策をしっか
り取るとともに、利用者が安心・安全に利
用できるよう努めていく。

目標設定の考え方・根拠

250,000人

― 43,575千円

R2予算現額 R2決算額（見込み）

400,000人

事業の目的及び具体的な内容
R1正規職員
人件費

R1その他職員
従事割合

法定受託＋附加

期間 5.18 人

市民の教養と文化の発展のため、資料及び情報を
提供する。
①図書（一般書、児童書、雑誌、紙芝居、絵本）を
個人・団体に対し、閲覧・貸出利用に供する。②Ｃ
Ｄ、ＤＶＤ及びビデオを個人に対し、貸出利用に供
する。③図書館資料について充分な知識を持った
職員が、問い合わせ・読書相談や利用のための相
談に応じる。④視覚に障害のある方に対して対面
朗読サービスや録音図書を提供する。

5.30 人

R2正規職員
人件費

S39年～

R2その他職員
従事割合

22.15 人

①256,007

②13,553

③501

R2実績

R1実績

217,065人

自治事務

根拠法令

400,000人 146,214人

65,346千円法定受託事務

R2目標

非常勤
特別職

0.00 人

会年職員 20.45 人
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第１章　人と人との絆を紡ぐまち  第６節　危機管理・防災

項目名

■ □ □

実績

評価者

危機管理室長　日高　義行

項目名

■ □ □

実績

評価者

危機管理室長　日高　義行

項目名

■ □ □

実績

評価者

危機管理室長　日高　義行

項目名

■ □ □

実績

評価者

危機管理室長　日高　義行

第１章　人と人との絆を紡ぐまち  第６節　危機管理・防災

R1決算額

会年職員

R1決算額

0.00 人

会年職員 0.00 人

R2決算額（見込み）

0.00 人

会年職員 0.00 人

0.00 人 どのように貢献したか

災害時に備えることで、有
事の際にも住み続けられる
対策を行っている。

どのように貢献したか

消防団車両の更新により、
地域の消防力の維持につ
ながった。

１１．住み続
けられるまち

づくりを

どのように貢献したか

災害時に備えることで、有
事の際にも住み続けられる
対策を行っている。

１１．住み続
けられるまち

づくりを

どのように貢献したか

災害時に備えることで、有
事の際にも住み続けられる
対策を行っている。

１１．住み続
けられるまち

づくりを

１１．住み続
けられるまち

づくりを

実施手法等
の工夫により
貢献できた
項目(任意)

事務事業名称 事業概要（全体）

経費

投入コスト

SDGsへの貢献
(最大3つ)

活動実績(R2)

成果

成果指標
会
計

総合
評価

現状の課題
評価
理由

事業自体が
貢献する
項目

評価及び次年度以降に向けた課題・取り組みなど

所属
名称

目標台数を確保できたため。

2組織

複雑多岐にわたる災害に対処できる消防団体
制の維持・強化を図る。

指標名

10台

19,250千円

臨時職員 0.00 人
①１台

②

③

事業達成に向けての現在の課題及び今
後の課題解決に向けた取り組み

R2目標 R2実績

A

指標名

成果指標の目標値を毎年達成し
ているため。

目標設定の考え方・根拠

100.0% 100.0%

期間

優先

防災行政無線整備・
管理事業

0.68 人

事業達成に向けての現在の課題及び今
後の課題解決に向けた取り組み

危機
管理
室

実施計画ランク

H29～

5,554千円

実施計画ランク

R1決算額事業の種別

根拠法令 R2予算現額

消防組織法、消防力の整備指針 19,373千円

会年職員

2組織

R3目標

一
般

R1予算現額

期間

・LEDライトの増設
・音声合成の導入

自治事務

出前講座や広報紙等を用いて、防災訓練
以外での防災意識の向上を図る。

１組織

新型コロナウイルス感染症の影
響により、総合防災訓練は中止
としたため。

H7～

18,468千円
①更新整備実施台数

②

③

期間

S62～

H7～

消防車両更新整備
事業（消防団車両の
み）

総合防災訓練事業

期間

指標名

0.00 人
①1組織

②

③

R2目標

318千円

自治事務

臨時職員

R1目標

危機
管理
室

実施計画ランク

重要

自主防災組織育成
事業

優先

実施計画ランク

重要

危機
管理
室

目標設定の考え方・根拠

法定受託事務 法定受託＋附加 18,580千円

消防団車両適正台数の確保

R2年度に改善した点

R2年度に改善した点

R2年度に改善した点

自主防災組織向けのマニュアルを更新
し、組織の育成促進を図った。

5子局の増設を実施。（これにより、市全体
の音達状況は約45％から約47％に改善）

事業達成に向けての現在の課題及び今
後の課題解決に向けた取り組み

地域の特性に合わせた車両装備を考える
と共に、車両積載資機材についても、大規
模災害発生時に活用できる資機材を都度
検討し、導入に配慮していく必要がある。

防災行政無線放送の市域面積に対する
音達状況（約47％）を踏まえ、今後の子局
増設に向けて設置候補の調査を実施し
た。

6,453千円

4,821千円

R2その他職員
従事割合

事業の目的及び具体的な内容
R1正規職員
人件費

R1その他職員
従事割合

消防の任務である国民の生命、身体及び財産を火
災から保護するとともに、水火災又は地震等の災
害を防除し、これらの災害による被害を軽減するた
めに消防団車両の適正な維持管理を図るべく、所
沢市消防団車両管理要綱第２０条に基づき各分団
（全１０個分団）の消防団車両を１６年毎に更新する
ものである。

0.58 人
非常勤
特別職

0.00 人
A

R2目標値が未達成の理由・分析

10台 10台

10台

目標達成済み

R2目標 R2実績

R3目標

R2正規職員
人件費

R2その他職員
従事割合

0.70 人

5,718千円

固定系防災行政無線の正常稼働率（％）
【正常稼働日数／年間放送数）

防災行政無線からの放送は、災害時における重
要な情報伝達手段の１つであるため、常に正常
作動している状態を維持する。

R1実績 R2目標値が未達成の理由・分析

目標達成済み

R1目標

100.0%

R3目標

100.0%

①365回

②26回

③

R1正規職員
人件費

R1その他職員
従事割合
非常勤
特別職

①機能確認回数【固定局】

②機能確認回数【移動局】

③

災害対策基本法、所沢市防災行政用無線局（固定系）運用要
綱、所沢市防災行政用無線局管理運用規程

10,586千円

防災行政無線には、移動系無線と固定系無線の2
種類があり、移動系無線については、現地災害対
策本部となる各まちづくりセンター（11箇所）へ可搬
型の無線機を、また、庁用車（1台）に車載型の無
線機を配備し、災害時に電話が不通になった場合
の連絡手段として活用するものである。固定系無
線については、市庁舎及び市指定避難場所等（１０
1箇所）に設置しており、主に災害対策本部から各
指定避難場所等への情報伝達手段として活用する
ものである。これらの防災行政無線が常時正常に
作動するよう、維持管理を行っている。

5,652千円

10,316千円

0.68 人

臨時職員

0.00 人

37,858千円

R2決算額（見込み）

事業の種別

自治事務 法定受託事務 法定受託＋附加

R2予算現額

一
般

R1予算現額

根拠法令

事業の目的及び具体的な内容

A
危機
管理
室

事業の種別

一
般

R1予算現額

根拠法令
組織単独では購入の難しい資機材を交付し、自
主防災組織の育成を図る。

R2予算現額 R2決算額（見込み） 資機材を交付した自主防災組織数

目標設定の考え方・根拠

R2目標値が未達成の理由・分析

市内における自主防災組織の組織率は90%を超
え、新規の組織結成が減少傾向にあるため。

1,066千円

5,902千円

法定受託事務 法定受託＋附加 1,882千円 957千円
①資機材を交付した組織数

②

③

R2実績
住民同士が自発的に自主防災組織を結成し、訓練
や研修会等を実施する。
市は、新規に結成された組織に防災資機材を交付
する。また、交付金により防災意識の普及啓発の
ための視察研修や講座を開催し、自主防災活動を
促進する。

0.71 人

R1正規職員
人件費

R1その他職員
従事割合

事業達成に向けての現在の課題及び今
後の課題解決に向けた取り組み

災害対策基本法、所沢市自主防災組織資機材交付要
綱、所沢市自主防災会連合会交付金交付要綱

事業の目的及び具体的な内容

2組織

引き続き防災に係る情報発信と、自主防
災組織の結成・育成の促進に努める。

R2その他職員
従事割合

非常勤
特別職

4組織0.00 人

目標組織数には満たないもの
の、申請のあった新設組織に対
して、全て交付できているため。R1実績

R2正規職員
人件費

0.79 人

R2正規職員
人件費

39,381千円

100.0%

10台

－

41,500人

①訓練に参加した市民及び
関係聞機関、職員の参加者
合計

②

③

R1決算額

R1目標 R1実績

①－

②

③

R3目標

R2年度に改善した点

2,333千円

－

0.00 人

0.00 人

R2その他職員
従事割合

特になし

32,100人

41,500人

目標設定の考え方・根拠

R2目標値が未達成の理由・分析

指標名

R1目標

現状の訓練参加率を維持したまま、訓練参加者
数の増加を図る。

R1実績

R1予算現額

2,237千円

－
R2正規職員
人件費

265千円

R1その他職員
従事割合

市移民及び関係機関、職員の参加者合計

R2目標 R2実績

40,751人

R2予算現額

災害対策本部設置訓練、防災関係機関等と市によ
る大規模訓練（隔年実施）、各地区自治会・町内会
や自主防災組織による自主防災活動訓練、現地災
害対策本部設置訓練、指定避難場所参集訓練の5
つの訓練形態で実施する。訓練日は、原則として
防災の日である9月1日または、その前後3日間の
土曜日に開催する。　なお、自主防災活動訓練に
対して、各行政区ごとに交付金を交付している。

1.17 人

事業の目的及び具体的な内容
R1正規職員
人件費

根拠法令

災害対策基本法、所沢市災害対策本部条例、所沢
市災害対策本部要綱

0.62 人

5,064千円

事業の種別

一
般

臨時職員9,725千円

法定受託事務 法定受託＋附加

4,816千円

R2決算額（見込み）

非常勤
特別職

自治事務
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第１章　人と人との絆を紡ぐまち  第６節　危機管理・防災

実施手法等
の工夫により
貢献できた
項目(任意)

事務事業名称 事業概要（全体）

経費

投入コスト

SDGsへの貢献
(最大3つ)

活動実績(R2)

成果

成果指標
会
計

総合
評価

現状の課題
評価
理由

事業自体が
貢献する
項目

評価及び次年度以降に向けた課題・取り組みなど

所属
名称

項目名

■ □ □

実績

評価者

危機管理室長　日高　義行

項目名

■ □ □

実績

評価者

危機管理室長　日高　義行

項目名

■ □ □

実績

評価者

危機管理室長　日高　義行

項目名

■ □ □

実績

評価者

危機管理室長　日高　義行
会年職員 0.00 人

会年職員 0.00 人

会年職員 0.00 人

どのように貢献したか

災害時に備えることで、有
事の際にも住み続けられる
対策を行っている。

１１．住み続
けられるまち

づくりを

どのように貢献したか

災害時に備えることで、有
事の際にも住み続けられる
対策を行っている。

１１．住み続
けられるまち

づくりを

どのように貢献したか

災害時に備えることで、有
事の際にも住み続けられる
対策を行っている。

どのように貢献したか

１１．住み続
けられるまち

づくりを

１１．住み続
けられるまち

づくりを

R2実績

目標設定の考え方・根拠

R1目標

10,511千円

R1決算額

災害時に備えることで、有
事の際にも住み続けられる
対策を行っている。

目標としていた同意者数に達し
ていなかったが、目標に対する
実績の割合が約98.3％とほぼ達
成できているため。

R2年度に改善した点

0.00 人

8,994千円

「避難行動要支援者名簿」に登載された避
難行動要支援者ごとに具体的な支援方法
を記載した「個別計画」の作成を支援する
ため、個別支援カードを配布した

R2年度に改善した点

事業達成に向けての現在の課題及び今
後の課題解決に向けた取り組み

7,000人

6,880人

R3目標

R2その他職員
従事割合

90,000食

0.34 人

0.00 人
①90,064食

②18,000食

③
2,777千円 90,000食

R2正規職員
人件費

R2目標

R1正規職員
人件費

90,000食

R1その他職員
従事割合
非常勤
特別職

①年度末備蓄食料数

②単年度購入食料

③

0.73 人

年度末備蓄食料数（食）R2決算額（見込み）

6,068千円 臨時職員

指標名

事業達成に向けての現在の課題及び今
後の課題解決に向けた取り組み

備蓄開始から20年程度経過している物品
（毛布等）の更新が必要。予算化を図る。

総合防災訓練が新型コロナウイルス感染
症流行により中止となったことから、全庁
に処分対象食料の活用を呼び掛けた上、
残量についてはフードバンクネット西埼玉
に寄付した。

避難住民用＝9,200人×3食×1.5日＝41,400食
災害救助従事者用＝27,000人×3食×3日＝
19,800食
帰宅困難者用＝27,000人×1食＝27,000食
合計：88,200食→90,000食

90,000食 目標達成済み

90,000食

平成28年度に行った目標備蓄食
料数の見直し・下方修正に伴
い、目標を達成しているため。R1実績 R2目標値が未達成の理由・分析危機

管理
室

実施計画ランク 事業の種別

一
般

根拠法令

応急物資備蓄・保守
事業

期間

H7～

自治事務

A

重要

R2予算現額

災害対策基本法

事業の目的及び具体的な内容

市内６２箇所の防災備蓄倉庫、東部防災倉庫およ
び西部防災倉庫等に、食料、毛布、簡易トイレ、カ
セットコンロ・ボンベ、車椅子、担架、投光機などを
備蓄する。
　備蓄食料の有効活用のため、賞味期限を迎える
ものから順次、防災訓練や出前講座等で使用す
る。
　投光機、カセットガス発電機の年次点検を行う。

R2年度に改善した点

H28～

優先

防災倉庫等整備・管
理事業

期間

実施計画ランク

避難行動要支援者
支援事業

期間

優先

実施計画ランク

実施計画ランク

最優先

デジタル移動系防災
行政無線整備事業

H28～

危機
管理
室

R2～

期間

危機
管理
室

危機
管理
室

A

適切な設計がなされており、目標
に達しているため。

事業達成に向けての現在の課題及び今
後の課題解決に向けた取り組み

R2新規事業

法定受託事務 法定受託＋附加 10,605千円

R1予算現額

10,838千円

R1その他職員
従事割合

R2目標

0千円

R2決算額（見込み）

①100%

②

③

0.00 人

R3目標

1基

R2目標 R2実績

R1実績

6,494人

避難行動要支援者名簿同意者数

4,002千円

災害対策基本法 1,304千円

0.94 人

7,813千円

事業の目的及び具体的な内容
R1正規職員
人件費

根拠法令

R2正規職員
人件費

法定受託＋附加

事業の種別

引き続き個人情報の提供に関する同意確
認の作業及び避難支援関係者に対して名
簿情報を提供するとともに、個別支援計画
の作成促進を図る。

R2その他職員
従事割合

7,000人

A

臨時職員 0.00 人
①6,880人

②

③

目標設定の考え方・根拠指標名

①名簿掲載同意者数

②

③

平常時から避難支援等関係者に名簿情報を提
供することができる人数

R2決算額（見込み）

R1目標

1,099千円

非常勤
特別職

0.00 人 7,500人

入院された方や単身高齢者の方が家族と一緒
に暮らすなどして避難行動要支援者名簿の対象
から外れたため。

R2目標値が未達成の理由・分析

1,092千円

一
般

R1予算現額 R1決算額

根拠法令 R2予算現額

R2正規職員
人件費

0.49 人

自治事務 法定受託事務

災害発生時に自ら避難することが困難な方（避難
行動要支援者）の名簿を作成し、平常時から避難
支援関係者（自治会・町内会長及び民生委員等）
に対して名簿情報を提供することで、円滑かつ迅速
な避難誘導や安否確認の実施を可能にし、避難行
動要支援者の生命・身体を災害から保護すること
を目的とするもである。

目標設定の考え方・根拠

更新の必要性や市の財政状況等を踏まえて、
目標を設定している。 更新計画について見直しを行い、更新の

優先順位が妥当かどうか検討を行った。

R3目標

1,295千円

2,369千円 1基

指標名

0.46 人
非常勤
特別職

事業の目的及び具体的な内容
R1正規職員
人件費

更新の必要性から、目標値を前年より１基増と
設定したが、物価の上昇等により毎年並みの実
績（１基）となった。

事業達成に向けての現在の課題及び今
後の課題解決に向けた取り組み

R2目標 R2実績

倉庫点検時に倉庫の老朽化を確認し、更
新計画を随時見直ししていく。

目標基数を下回ったが、優先度
の高い倉庫について更新できた
ため。

防災備蓄倉庫は指定避難場所等に７５基を設置し
ている。そのほとんどが設置から２０年以上経過し
ているため、経年劣化による腐食や雨漏り等が激
しく、修繕での対応が困難である。老朽化している
ものから順次更新していくものである。

1基 2基

災害対策基本法 6,198千円

事業の種別

R2目標値が未達成の理由・分析

8,118千円
①更新数

②

③

更新数

自治事務 法定受託事務

R1実績

法定受託＋附加 9,277千円

R2決算額（見込み）

一
般

R1予算現額 R1決算額

R2正規職員
人件費

0.29 人

R2予算現額

5,188千円

3,824千円 臨時職員 0.00 人
①1基

②

③

R1その他職員
従事割合

会年職員 0.00 人

0.00 人

R1目標

R2その他職員
従事割合

2基

R2年度に改善した点

100.0% 100.0%

目標設定の考え方・根拠

R3目標

R1実績
A

目標達成済み デジタル移動系防災行政無線の整備完了
後の新しい情報伝達体制が機能するよう
に、通信訓練等の在り方を検討する。

100.0%

0.68 人

4,441千円

事業の目的及び具体的な内容 R2目標値が未達成の理由・分析

R2実績臨時職員 0.00 人

R1正規職員
人件費

現行のアナログ移動系防災行政無線の使用期限
が令和4年11月末日で終了することから、災害時の
確実な通信手段を確保するため、令和２年度より、
デジタル移動系防災行政無線の設計（令和2年
度）・整備（令和3年度）を行うとともに、現地災害対
策本部以外の出先機関への整備も行うものであ
る。

指標名

－

デジタル移動系防災行無線による通信は、災害
時における重要な情報伝達手段の１つであるた
め、適切な整備を実施し、正常に稼働している
状態を維持する。

0千円

0千円

根拠法令

災害対策基本法、所沢市防災行政用無線局（移動系）運用要
綱、所沢市防災行政用無線局管理運用規程

0.00 人 －

R1目標

R1決算額

非常勤
特別職

5,554千円

R2その他職員
従事割合

自治事務

R2予算現額

R1その他職員
従事割合

4,441千円

事業の種別

法定受託事務 法定受託＋附加

一
般

R1予算現額

設計（R2)、施工（R3)が適法適切であり、R4以降
の稼働が正常であることの確認

①適法な設計、施工及び正
常な稼働の確認
②

③
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項目名

■ □ □

実績

評価者

防犯交通安全課長　粕谷　広和

項目名

■ □ □

実績

評価者

防犯交通安全課長　粕谷　広和

項目名

■ □ □

実績

評価者

防犯交通安全課長　粕谷　広和

項目名

■ □ □

実績

評価者

防犯交通安全課長　粕谷　広和

第１章　人と人との絆を紡ぐまち  第７節　防犯・消費生活

会年職員 0.00 人

R1決算額

1,932

指標名

①青色回転灯装着パトロール
車によるパトロール実施回数
②防犯街頭キャンペーン実施
回数
③所沢市防犯のまちづくり市
民大会の開催

市内の犯罪発生件数

どのように貢献したか

管理不全な空き家を減らす
ために協定事業者のノウ
ハウを活用した

１１．住み続
けられるまち

づくりを

どのように貢献したか

犯罪や事件の発生を防止
し、安全で安心な生活を確
保する。

どのように貢献したか

管理不全な空き家を減らす
ことで安全かつ快適な住環
境をつくる

１１．住み続
けられるまち

づくりを

どのように貢献したか

犯罪の発生しにくい安全安
心なまちづくりに貢献した

１１．住み続
けられるまち

づくりを

１１．住み続
けられるまち

づくりを

実施手法等
の工夫により
貢献できた
項目(任意)

事務事業名称 事業概要（全体）

経費

投入コスト

SDGsへの貢献
(最大3つ)

活動実績(R2)

成果

成果指標
会
計

総合
評価

現状の課題
評価
理由

事業自体が
貢献する
項目

評価及び次年度以降に向けた課題・取り組みなど

所属
名称

0.36 人

R2実績

R2その他職員
従事割合

2,448 1,932

0.00 人
①219回

②実施なし

③中止

R2目標

R3目標

重要 自治事務 法定受託事務 法定受託＋附加 4,000千円 4,000千円

目標設定の考え方・根拠

Ａ

所沢警察署によれば、新型コロ
ナウイルスの影響により犯罪発
生件数は大幅に減少したとのこ
とであるが、今後も犯罪発生の
未然防止に貢すべく新しい生活
様式などを踏まえて効果的な活
動を進めていく。

R2年度に改善した点

本事業の目標は、犯罪発生の未然防止である
ため、市内の犯罪発生件数を指標とする。

新型コロナウイルスの影響により大規模
なキャンペーンは実施できなかったが、各
支部によるきめの細かい啓発活動を実施
した。
今後も犯罪発生数の減少に向けた活動を
模索し推進していく。

事業達成に向けての現在の課題及び今
後の課題解決に向けた取り組み

犯罪発生件数の減少に向け、所沢警察署
及び防犯協会各支部と連携し、更なる啓
発活動等に努めていく。

目標達成済
（新型コロナウイルス感染症拡大の影響により
キャンペーンは全て中止、所沢市防犯のまちづ
くり市民大会についても開催中止となった）

R2目標値が未達成の理由・分析R1実績
防犯協会交付金

R1その他職員
従事割合

R1目標

非常勤
特別職

0.00 人 2,510 2,448

2,992千円 臨時職員

S52～ 2,859千円

根拠法令 R2予算現額 R2決算額（見込み）

3,236千円

事業の目的及び具体的な内容
R1正規職員
人件費

市民の防犯意識を高め、犯罪を起こさせにくい地
域環境づくりを推進することで、犯罪の発生を未然
に防止し、安全で安心なまちづくりを推進する。
①地域安全活動推進週間にあわせ、市内主要駅
等で街頭キャンペーンを実施②所沢市防犯のまち
づくり市民大会を開催し、功労者等の表彰を行う③
青色回転灯装着パトロール車によるパトロールを
実施④地域安全ニュースを発行し、防犯情報を提
供する。

R2正規職員
人件費

防犯
交通
安全
課

実施計画ランク 事業の種別 R1予算現額

4,000千円所沢市防犯協会交付金交付要綱

期間 0.35 人

期間 1.23 人 R3目標

H22～

R2正規職員
人件費

R2その他職員
従事割合

会年職員 0.00 人

空き家等が放置され、管理不全な状態が犯罪や放
火を招く恐れがあることから、近隣住民が安心して
生活できるよう生活環境の保全と防犯のまちづくり
を進めるため、所有者に適正管理を求めている。

①当該年度の空き家につい
ての相談受理数
②当該年度に適正管理が行
われた件数

解決率【%】
（解決件巣/受理件数*100）

非常勤
特別職

R1その他職員
従事割合

R1目標

0.00 人

①139件

②162件

臨時職員 R2実績

目標達成済

成果目標の目標値を毎年度達成している
が、指導通知後の経過確認等を積極的に
行い更に解決率を高めていきたい。

事業達成に向けての現在の課題及び今
後の課題解決に向けた取り組み

81.0%

183千円

R2目標

80.0%

80.0%

116.5%80.0%

空家対策の推進に関する特別措置法の
施行により、空家の有効活用や特定空家
への対応が求められ、空き家バンクの設
置、市全域の空き家実態調査やデータ
ベース作成、空家等対策計画の策定など
の実施にあたり、庁内関連部署との連携
を図る必要がある。

R2目標値が未達成の理由・分析

重要 自治事務 法定受託事務 法定受託＋附加 145千円

R1実績

146千円

空き家についての相談受理数に対して、解決率
を指標とする。
解決率を高める事を目標としたい。

R2年度に改善した点指標名

空き家対策事業

目標設定の考え方・根拠

Ａ

相談件数が増加したことで対応
件数も増加したが、調査時に近
隣の未解決案件も調査し指導し
たことで解決件数が増加した。
今後も効果的な対応を行ってい
きたい。

根拠法令 R2予算現額

0.00 人

258千円

防犯
交通
安全
課

実施計画ランク 事業の種別

一
般

R1予算現額

事業の目的及び具体的な内容
R1正規職員
人件費

10,047千円

11,138千円

1.34 人

R1決算額

7,678千円

R1決算額

R2決算額（見込み）

空家等対策の推進に関する特別措置法
所沢市空き家等の適正管理に関する条例

所沢市防犯のまちづくり推進条例

会年職員 0.00 人

7,564千円

222

R2目標

期間 0.94 人 R3目標

臨時職員 0.00 人

①158

②2,807

③中止

目標設定の考え方・根拠

Ａ

特殊詐欺予兆情報や不審者情報などを防
災行政無線で注意喚起放送を行った際に
は、併せてほっとメールを配信を徹底し、
周知拡大に努めた。

R2実績

R2決算額（見込み）

H16～

犯罪や事件の発生を防止するため、行政と地域が
一体となって事業を推進し、市民の安全で安心な
生活を確保する。
①各地域の自主防犯組織拡大を図るために防犯
講座を開催。②防犯パトロールを実施する自治会・
町内会・ボランティア団体等の自主防犯団体に対
し、防犯資器材の貸出しを実施。③防犯フェア等を
開催し、情報提供、ボランティア団体の紹介等によ
り、啓発活動を実施。④防犯啓発グッズの配布や、
様々な広報媒体等により防犯意識の高揚を図る。

0.91 人
非常勤
特別職

R2正規職員
人件費

事業の目的及び具体的な内容
R1正規職員
人件費

R1その他職員
従事割合

R1実績

自主防犯組織数

633千円
①パトロール用品の貸出数

②防犯啓発物の配布数

③防犯講座の受講者数

根拠法令

R1目標

219

R2その他職員
従事割合

220 221

880千円 665千円

0.00 人

優先 自治事務 法定受託事務 法定受託＋附加 886千円

 

32.6%
R2正規職員
人件費

R2その他職員
従事割合

0.48 人

新型コロナウイルス感染症拡大に伴う外出や移
動、人との接触を制限する社会情勢により、相
談者の活動が停滞したことにより、相談者との現
地での打ち合わせや解決に結びつくような踏み
込んだ相談ができなかったため目標達成に至ら
なかったものと思われる。

40.0%

防犯
交通
安全
課

実施計画ランク 事業の種別

一
般

R1予算現額

地域安全活動推進
事業

R2予算現額

指標名

目標達成済

事業達成に向けての現在の課題及び今
後の課題解決に向けた取り組み

217

所沢警察署と連携して、自主防犯組織拡
大に取り組んでいく。

R1実績

本事業の目的である犯罪や事件の発生を防止
するためには、地域での防犯意識の高揚が不
可欠であり、防犯意識の高揚は、自主防犯組織
の結成へと繋がることから、団体数を指標とす
る。

新型コロナウイルス感染症の影
響により自主防犯団体の活動は
停滞傾向にあるが、防犯意識の
向上につながるような活動を継
続する。

R2年度に改善した点

R2目標値が未達成の理由・分析

管理不全な空き家の所有者に対して事業
を積極的に周知し、相談につなげることで
解決率の向上を図る。

H28～ 3,921千円 40.0%

空き家の解消と管理不全な空き家の増加抑止を目
的として、空き家の利活用等に関する相談窓口を
設置する。
相談窓口は、空き家の利活用等に関するノウハウ
のある民間事業者又は団体の中から、不動産業
者、建築士、弁護士などの専門家等との連携協力
ができる事業者と事業協定を締結する。

R2目標

R3目標期間

3,990千円 臨時職員

①43

②14

R2実績

0.48 人
非常勤
特別職

0.00 人 30.0%

0.00 人

0.00 人

36.5%

R2年度に改善した点

①事業者による空き家の相
談件数

②解決となった件数

解決率【%】（解決件巣/問合せのみを除く相談件
数*100）

問合せのみを除いた相談件数に対する、解決率
を指標とする。
解決率を高める事を目標とする。

空き家所有者に対して、コロナ禍を言い訳
とせず、積極的にワンストップ事業者に電
話相談するよう説明した。

R2目標値が未達成の理由・分析R1目標
C

管理不全な空き家に関する相談
件数はコロナ禍による影響を受
けていないが、所有者が外出を
控えているため当事業への相談
件数及び解決件数は減少してい
る。
しかしながら、所有者に対しては
相談に結びつくような働きかけを
を行うことが必要である。

事業達成に向けての現在の課題及び今
後の課題解決に向けた取り組み

0千円 0千円

0千円

事業の目的及び具体的な内容
R1正規職員
人件費

R1その他職員
従事割合

R2予算現額 R2決算額（見込み）

特になし

優先 自治事務 法定受託事務 法定受託＋附加

指標名 目標設定の考え方・根拠

空き家利活用等ワン
ストップ相談事業

根拠法令

R1決算額

0千円

防犯
交通
安全
課

実施計画ランク 事業の種別

一
般

R1予算現額

会年職員

33
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実施手法等
の工夫により
貢献できた
項目(任意)

事務事業名称 事業概要（全体）

経費

投入コスト

SDGsへの貢献
(最大3つ)

活動実績(R2)

成果

成果指標
会
計

総合
評価

現状の課題
評価
理由

事業自体が
貢献する
項目

評価及び次年度以降に向けた課題・取り組みなど

所属
名称

項目名

■ □ □

実績

評価者

市民相談担当参事　高橋　国弘

項目名

■ □ □

実績

評価者

市民相談担当参事　高橋　国弘

項目名

■ □ □

実績

評価者

市民相談担当参事　高橋　国弘

項目名

■ □ □

実績

評価者

市民相談担当参事　高橋　国弘

どのように貢献したか

どのように貢献したか

どのように貢献したか

消費者被害を防止するとと
もに、消費者が自らの利益
の擁護及び増進のため自
主的かつ合理的に行動で
きるよう支援した。

１２．つくる責
任　つかう責

任

消費者が商品を購入する
際の安全性の確保及び自
主的かつ合理的な商品の
選択の機会の確保に努め
た。

４．質の高い
教育をみん

なに

適正な取引の実現に向
け、計量検査を行った。

どのように貢献したか

消費者への情報提供によ
り消費者と事業者の間の
情報量や交渉力の格差を
埋めることで公正・健全な
社会の発展に寄与した。

１２．つくる責
任　つかう責

任

１０．人や国
の不平等を

なくそう

４．質の高い
教育をみん

なに

市民
相談
課

実施計画ランク 事業の種別

一
般

R1予算現額

14,796千円

消費者の利益を守り、消費生活の安定と向上を確
保することを目的とする。
電話又は面接により消費生活相談員が消費者と事
業者との取引や契約に関する相談を受け、相談者
自身で自主交渉できるよう助言や情報提供を行う。
相談内容によっては、他の専門相談窓口への紹介
や事業者との解決に向けた「あっせん」を行う。

0.90 人

R2正規職員
人件費

R1決算額 指標名

消費者相談事業

目標設定の考え方・根拠

A

相談者と連絡が取れなくなり処理不能となったも
のや、相談者が単に市へ情報提供しただけで処
理を望んでおらず処理不要のものがあったた
め。

R2目標値が未達成の理由・分析

優先 自治事務 法定受託事務
相談件数は、県内でさいたま市、
川口市に次いで多い中、成果指
標である相談解決率は、高い水
準を維持できている。
令和2年度は、新型コロナ関連相
談など新たな消費者トラブルが
発生しており、消費生活相談員
の研修への参加による資質向上
を図るとともに、情報を相談員相
互で共有して相談体制の充実に
努めている。

根拠法令 R2予算現額 R2決算額（見込み）

消費者基本法、消費者安全法、所沢市市民相談実施要
領、所沢市市民相談員設置要綱

R2年度に改善した点

消費者と事業者との消費者問題を解決すること
が消費者の利益を守り、消費生活の安定と向上
を確保することにつながるため、相談解決率を
指標とする。

消費生活相談の体制について、これまで
相談時間の延長に関する市民からの継続
的な要望があったこと、近年急激に相談
件数が増加していることなどから、相談員
を1日2名体制から3名体制にし、相談受付
終了時間を15時30分から16時までに延長
し、充実を図った。
事業達成に向けての現在の課題及び今
後の課題解決に向けた取り組み

年々多様化・複雑化する消費者トラブルに
対応すべく、研修等に積極的に参加し、よ
り一層の職員・相談員の資質向上を図る。

法定受託＋附加 8,883千円 7,991千円

12,641千円

事業の目的及び具体的な内容
R1正規職員
人件費

R1その他職員
従事割合

R1目標 R1実績

①相談件数

②解決件数

③処理不要・処理不能件数

相談解決率（％）
（解決件数÷相談件数×100）

非常勤
特別職

5.00 人 100.0% 97.3%

7,481千円 臨時職員 1.00 人
①2,229件

②2,164件

③65件

R2目標 R2実績

R2その他職員
従事割合

100.0% 97.1%

100.0%

期間 0.92 人
非常勤
特別職

0.00 人 R3目標

S47～ 7,515千円 会年職員 5.90 人

市民
相談
課

実施計画ランク 事業の種別

一
般

R1予算現額

重要 自治事務 法定受託事務 法定受託＋附加

計量検査事業

目標設定の考え方・根拠

A

商品量目立入検査は、新型コロ
ナ感染拡大防止のため、中元
期・歳末期ともに中止になったた
が、今後、立入検査ができる状
況になったら、令和2年度予定し
ていた事業所から立入検査を再
開する。
定期検査においては、新型コロ
ナウイルス感染症の影響により
実施時期を変更して行うなど、暮
らしの安心・安全を守る計量制度
の信頼性を損なうことがないよ
う、適正な計量の実施に努めて
おり、一定の成果があった。

R2予算現額 R2決算額（見込み）

計量法、所沢市計量法関係手数料条例 2,029千円

前期（中元期）の商品量目立入検査については、国
の通知により、新型コロナウィルスの感染拡大防止
のため実施できなかったものである。また、後期(歳
末期）については、立入検査を実施する方向で進め
ていたが、新型コロナウイルスの新規感染者及び重
症者が急増したため、埼玉県及び県内の特定市の
状況を鑑み、現状での立入検査の実施は困難と判
断し、中止したものである。

事業の目的及び具体的な内容

事業達成に向けての現在の課題及び今
後の課題解決に向けた取り組み

R2目標値が未達成の理由・分析

計量知識や技術の承継が課題であるが、
組織的な協力態勢によって、人員不足を
補い、「計量制度」の信用・信頼のため、
計量業務を確実に進めていく。

R1決算額 指標名

1,167千円

1,596千円

0.00 人

①768個

②　 0個

③　 0個

R2実績

1,299千円

R1正規職員
人件費

R1その他職員
従事割合

R2年度に改善した点

適正な計量を確保するため、商品量目立入検査
における適正計量率を指標とするものである。

計量器定期検査について、感染症拡大の
状況を鑑み、実施時期の変更や感染防止
のため検査時の消毒の徹底などを行っ
た。そのほか、複数のテナントが入居する
商業ビルについては、管理会社の協力を
得て、計量器の使用状況を事前に調査
し、計量器の検査時間の短縮を図った。R1目標 R1実績

①定期検査
（定期検査受検器物数）
②商品量目立入検査
(量目検査商品数）
③量目検査適正商品数

量目検査適正商品率（％）
(適正商品数÷量目検査商品数×100）

1.40 人 R3目標

根拠法令

0.00 人 100.0% 99.0%
非常勤
特別職

臨時職員 0.00 人

実施していない

100.0%H14～ 11,435千円

適正な計量の実施を確保することを目的とし、取引
又は証明用に使用する計量器の定期検査、計量
器使用事業所への立入検査を実施する。

R2目標

期間

R2正規職員
人件費

R2その他職員
従事割合

100.0%

1.34 人

11,138千円

立入検査実施時期に、新型コロナ感染防止のた
め国から緊急事態宣言が発出され、人の流れ
の抑制を求められていたこと、コロナ禍において
店頭販売されている生鮮食品を含む商品に触
れることへの影響等を鑑み、立入検査を実施し
ないものとしたため。

事業達成に向けての現在の課題及び今
後の課題解決に向けた取り組み

市民
相談
課

実施計画ランク 事業の種別

一
般

R1予算現額 R1決算額 指標名 目標設定の考え方・根拠

-

重要 自治事務 法定受託事務 法定受託＋附加

2,042千円

R2予算現額

29千円 3千円

経済産業省関係特定製品の技術上の基
準等に関する省令の改正により同省令別
表第1が改正されたことから、これに伴う所
沢市消費生活用製品安全法に基づく特定
製品の販売事業者に対する立入検査等
事務処理要領の一部改正を行った。R2目標値が未達成の理由・分析R1目標 R1実績

適正表示率（％）
（適正表示数÷検査・調査数×100）

表示の適正化及び消費者の安全と利益を確保
するため、適正表示率を指標とする。

立入検査は実施しなかったが、
食品表示法による一括表示欄に
ついての問い合わせに対し、助
言・啓発を行った。

R2年度に改善した点

根拠法令

①家庭用品・消費生活用製
品・電気用品の立入検査にお
ける検査個数
②食品表示法における表示
調査の調査個数
③適正表示数

R2正規職員
人件費

H13～

5千円

R2決算額（見込み）

食品表示法に基づく事務処理要領、所沢市家庭用品品
質表示法に基づく事務処理要領、他

事業の目的及び具体的な内容
R1正規職員
人件費

R1その他職員
従事割合

R1決算額

100.0% 実施していない
①0個

②0個

③0個

R2その他職員
従事割合

会年職員 0.00 人
R3目標

100.0%

0.25 人

2,078千円

消費生活に関する表
示の適正化事業

今後の立入検査実施に向けて、コロナ禍
における検査方法について情報収集し、
検討する。

臨時職員 0.00 人

100.0% 97.6%

R2目標 R2実績

事業の目的及び具体的な内容
消費生活啓発事業

法定受託＋附加

期間 0.25 人

R2予算現額

消費者基本法、消費者安全法 2,391千円

法定受託事務

品質表示等の適正化を図り、消費者の安全・利益
を確保することを目的とする。
店頭販売商品について各法律に基づく表示義務遵
守がされているか確認するため、立入検査を実施
する。

R1目標

目標設定の考え方・根拠

目標達成済

市民
相談
課

実施計画ランク 事業の種別

一
般

重要 自治事務

11回

70歳以上の方からの相談が最も多いた
め、高齢者本人だけではなく、高齢者を見
守る方への啓発活動を継続的に行う。令
和4年度から成年年齢が引き下げられるこ
とにより、若年層の消費者被害が増加す
るおそれがあるので、若年層への啓発活
動を強化する。

会年職員

指標名

12回

事業達成に向けての現在の課題及び今
後の課題解決に向けた取り組み

R2目標

R3目標

R2目標値が未達成の理由・分析

11回

18回

11回

R2決算額（見込み）
講座・講演会を開催することにより、消費者被害
の未然防止・被害拡大防止のための知識を深
め、様々な消費者問題への対応力向上を図る。

新型コロナ関連の新たな消費者トラブル
が発生しており、広報紙やホームページ
等により啓発を行った。

A

コロナ禍で啓発活動が難しい状
況であったが、市民からの要望
により目標値以上の講座を開催
することができた。また、消費生
活展については、所沢警察署と
協力し啓発活動を行った。

2,215千円

①448人

②300人

③11,135個

0.79 人

R2正規職員
人件費

R1正規職員
人件費

0.10人

R2その他職員
従事割合

消費生活講座・講演会開催回数（回）

①講座・講演会参加者数

②消費生活展来場者数

③啓発品の配布数

2,191千円

R1実績

R2実績

34千円

期間

根拠法令

S47～ 1千円

日常生活を送る中で発生する、様々な消費者問題
に対応できる消費者を育成することを目的とする。
講座、消費生活展等を開催し、消費者が自ら考え、
判断しうる能力を高めることにより、消費者被害を
未然に防止する。

0.80 人

6,650千円

2,283千円

R1予算現額 R2年度に改善した点

会年職員

臨時職員

0.00 人

0.00 人

非常勤
特別職

非常勤
特別職

0.00 人

R1その他職員
従事割合

34
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項目名

■ □ □

実績

評価者

防犯交通安全課長　粕谷　広和

項目名

■ □ □

実績

評価者

防犯交通安全課長　粕谷　広和

項目名

■ □ □

実績

評価者

防犯交通安全課長　粕谷　広和

項目名

■ □ □

実績

評価者

防犯交通安全課長　粕谷　広和
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会年職員 1.58 人

0.00 人

4.80 人

R2その他職員
従事割合

0.00 人

会年職員

0.00 人

目標設定の考え方・根拠

事業達成に向けての現在の課題及び今
後の課題解決に向けた取り組み

交通遺児に対して遺児手当及び奨学金を
支給することは、交通遺児家庭への援助と
なっていることから、今後も事業を継続す
る。また、未支給者がいないよう、引き続き
学校等の関係機関への周知を行っていく。

A

加入率が年々低下しており、加入者を増
やす必要があることから、交通災害共済に
ついて、より市民へ周知する。

過去の交通災害共済加入率で高かった数値を
設定した。

事業自体が
貢献する
項目

成果指標

目標設定の考え方・根拠

130人

総合
評価

現状の課題
評価
理由

実施手法等
の工夫により
貢献できた
項目(任意)

成果

297人

死傷者数の減少数 前年の死傷者数より減少させること

R1実績

新型コロナウイルスの感染拡大に伴い、自治会
等を通じての加入者が減少しているため。また、
自転車事故を起こした際の高額な損害賠償に備
え、民間の損害賠償付き保険等に移行する傾向
が見られるため。

市民に交通安全思想の普及・浸透を図り、交通
ルールの遵守と正しい交通マナーの実践を習慣付
け、交通事故死傷者数を減少させる。
・所沢市交通安全推進協議会加盟団体と協力し、
交通安全パレードや街頭における交通安全啓発活
動等を実施する。
・市広報やホームページ等を利用しての交通安全
啓発活動を行う。

評価及び次年度以降に向けた課題・取り組みなど

所属
名称

4,572千円 臨時職員

非常勤
特別職

50人

事業達成に向けての現在の課題及び今
後の課題解決に向けた取り組み

R2決算額（見込み）

事業達成に向けての現在の課題及び今
後の課題解決に向けた取り組み

R2目標

0.55 人

R2年度に改善した点

事務事業名称 事業概要（全体）

経費

投入コスト

SDGsへの貢献
(最大3つ)

活動実績(R2)
会
計

交通安全運動推進
事業

0.00 人

R2正規職員
人件費

S39～ 4,492千円 50人

①56人

②889人

③3人

R3目標

①交通安全運動参加人数

②交通事故発生（負傷者数）

③交通事故発生（死亡者数）R1その他職員
従事割合

期間 0.55 人

コロナ禍であることから、行政、警察及び
交通関係団体を一堂に会した啓発活動を
実施することができないが、啓発品やチラ
シの直接配布をやめるなど、コロナ禍でも
できる範囲で啓発活動を実施していく。

目標達成済

令和2年はコロナ禍で外出自粛
の影響があったとはいえ、交通
事故による死者、負傷者、物件
事故の件数は令和元年より減少
している。今後も交通安全関係
団体と連携を図りつつ、各季の
交通安全運動に加えて、状況に
応じた交通事故防止の啓発活動
を実施していく。

3,628千円

3,497千円 3,433千円

3,453千円

50人

9月から11月までの間、所沢市交通安全協
会と調整して、運転免許更新者に対し、
「TOD（所沢おもいやりドライブ」のチラシを
配布し、交通ルールの遵守を呼びかけた。

R1目標 R2目標値が未達成の理由・分析R1実績
A

指標名

R2実績

R1決算額

R3目標

新型コロナウイルスの感染拡大や、小学校の臨
時休業により、ほとんどの小・中学校において交
通安全教室が実施できなかったため。

130回 30回

R2目標 R2実績

幼児、児童、生徒及び高齢者に対して交通安全教
室等を実施することによって、交通事故を未然に防
ぎ、減少させる。
・保育園・幼稚園・小学校・中学校等で、交通安全
教室等の実施及び小学校通学路の危険箇所等に
交通指導員を配置し、立哨指導を行っている。
・福祉施設での交通啓発活動及び高齢者自転車免
許制度に基づく講習を実施する。

147回

130回

R1予算現額

会年職員 49.00 人

8,312千円 臨時職員 0.00 人
①1,986人

②30回

③0回

防犯
交通
安全
課

実施計画ランク 事業の種別

一
般

法定受託事務 法定受託＋附加

根拠法令

重要

交通安全対策基本法　所沢市交通安全推進協議会規約

コロナ禍において、自転車免許制度にか
かる講習について、どのように実技講習を
実施すべきか警察や学校等と調整しなが
ら講習を進めたい。

R2正規職員
人件費

R2その他職員
従事割合

R2目標値が未達成の理由・分析

1.00 人
非常勤
特別職

43.20 人 130回

1.00 人

R1目標

交通安全対策基本法 56,268千円 51,051千円

事業の目的及び具体的な内容
R1正規職員
人件費

R1その他職員
従事割合

自治事務 法定受託事務 法定受託＋附加 52,354千円 49,156千円

R2決算額（見込み）R2予算現額

R1決算額 指標名 目標設定の考え方・根拠

C

コロナ禍による外出自粛等によ
り、交通事故件数は減っている
が、高齢者による交通事故件数
は増えていることから、交通事故
を減らすため、今後も高齢者はも
ちろんのこと、幼児・小学生・保
護者も対象とした交通安全教室
等を行うことが必要である。

R2年度に改善した点

①参加人数

②交通安全教室開催回数

③高齢者・子供自転車免許制
度に基づく講習回数

交通安全教室及び高齢者・子供自転車免許制
度に基づく講習回数

所沢市の交通事故の死傷者として、幼児・小学
生・高齢者によるものが増加している。交通事故
を減らすためには、幼児・小学生・高齢者を対象
とした交通安全教室等の実施が必要である。

新型コロナウイルス感染拡大防止のた
め、交通安全教室の内容を簡略化するな
ど長時間にならないようにしたり、用具の
消毒を徹底し、交通安全教室を実施した。

防犯
交通
安全
課

実施計画ランク 事業の種別

一
般

R1予算現額

交通安全教育推進
事業

根拠法令

期間

重要

自治事務

S47～ 8,168千円

S42～ 7,351千円

法定受託事務 法定受託＋附加

R2予算現額

事業の目的及び具体的な内容
R1正規職員
人件費

現状、42,000人以上の市民が加
入しているが、年々加入率が低
下してきているため、より多くの
市民に加入してもらうように周知
することが必要である。

12.3%

R2目標 R2実績

目標設定の考え方・根拠

R1実績

R1予算現額

R1目標

53,780千円

R2予算現額 R2決算額（見込み） 交通災害共済加入率

指標名

R1正規職員
人件費

R3目標0.90 人

29,588千円

R2正規職員
人件費

R2その他職員
従事割合

30.0%

13.2%0.90 人
非常勤
特別職

0.00 人 30.0%

30.0%
①42,450人

②23,736,900円

③247件

7,481千円 臨時職員 1.58 人

重要

R2年度に改善した点

チラシ等の印刷物を改善した。具体的に
は、事例を掲載することで見舞金の金額を
具体的にイメージできるようにすることで、
加入者が請求しやすいようにした。また、
ポスターをところバス車内に掲示し、加入
促進を図った。

①加入者数

②共済会費収入

③見舞金支給件数
R2目標値が未達成の理由・分析

R1その他職員
従事割合

47,930千円 21,381千円

C

加入者の相互扶助により、交通事故による災害を
受けた者へ見舞金を支給する。そのため、毎年共
済加入者を募集し、その会費収入を原資として、交
通事故により災害に遭った会員に死亡又は傷害の
程度に応じて見舞金を支給することで、市民の生活
の安定と福祉の増進に寄与することを目的とする。

防犯
交通
安全
課

実施計画ランク 事業の種別

一
般

交通災害共済事業

根拠法令

期間

事業の目的及び具体的な内容

自治事務

防犯
交通
安全
課

実施計画ランク 事業の種別

1,634千円

所沢市交通遺児手当支給条例施行規則　
所沢市交通遺児奨学基金条例

943千円

事業の目的及び具体的な内容
R1正規職員
人件費

2,078千円

R3目標

S45～

R1決算額

臨時職員 0.00 人
①8人

②450千円

③340千円

R2実績R2目標

R2正規職員
人件費

会年職員

R2その他職員
従事割合

100.0% 100.0%

①交通遺児数

②手当支給額（合計）

③奨学金支給額

100.0% 100.0%

584千円

R2決算額（見込み）

872千円

R2年度に改善した点

対象の受給者
交通事故により保護者を失った遺児全員に奨学
金及び遺児手当を支給する 遺児の対象となる幼稚園、保育園、小学

校、中学校への周知に努めた。

目標達成済

事業達成に向けての現在の課題及び今
後の課題解決に向けた取り組み

R1実績 R2目標値が未達成の理由・分析

指標名

100.0%

一
般

R1予算現額

所沢市交通遺児手当支給条例 R2予算現額 交通事故により保護者を失った
所沢市在住の交通遺児に遺児
手当及び奨学金を支給している
が、交通遺児がより安定した生
活をしていくために今後も続ける
必要がある。

法定受託＋附加 888千円

R1決算額

R1目標
R1その他職員
従事割合
非常勤
特別職

根拠法令

重要 自治事務 法定受託事務

所沢市交通災害共済条例及び施行規則

期間 0.20 人

交通事故により保護者を失った遺児に対し遺児手
当及び奨学金を支給し、その福祉の増進を図る。
・交通遺児手当は、義務教育就学時から終了まで
の期間、遺児一人に対し月額5,000円を支給する。
・奨学金は、遺児一人に対し、小学校及び中学校入
学者に50,000円を、高等学校入学者に80,000円を
支給する。

0.25 人
交通遺児対策事業

３．すべての
人に健康と

福祉を

どのように貢献したか

コロナ禍ではあるが、でき
る範囲で交通安全教室を
実施した。

３．すべての
人に健康と

福祉を

把握しうるすべての交通遺
児に対し手当及び奨学金
を支給した。

１１．住み続
けられるまち

づくりを

どのように貢献したか

広報「ところざわ」3月号に
特集記事を掲載し、広く市
民に啓発をした。

３．すべての
人に健康と

福祉を

３．すべての
人に健康と

福祉を

交通事故によりケガをした
加入者に対し、適切に見舞
金を支給した。

どのように貢献したか

どのように貢献したか
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第１章　人と人との絆を紡ぐまち  第８節　交通安全

事業自体が
貢献する
項目

成果指標
総合
評価

現状の課題
評価
理由

実施手法等
の工夫により
貢献できた
項目(任意)

成果 評価及び次年度以降に向けた課題・取り組みなど

所属
名称

事務事業名称 事業概要（全体）

経費

投入コスト

SDGsへの貢献
(最大3つ)

活動実績(R2)
会
計

項目名

■ □ □

実績

評価者

防犯交通安全課長　粕谷　広和

項目名

■ □ □

実績

評価者

防犯交通安全課長　粕谷　広和

項目名

■ □ □

実績

評価者

防犯交通安全課長　粕谷　広和

項目名

■ □ □

実績

評価者

道路維持課長　相沢　渉
会年職員 0.00 人

会年職員

1.00 人

R1決算額

0千円

0.00 人

R1決算額

臨時職員

R2決算額（見込み）

R2その他職員
従事割合

R2正規職員
人件費

R2その他職員
従事割合

重要 自治事務 法定受託事務

交通事故の多い危険箇所における、通行の安全性
を確保するため、道路反射鏡や道路区画線などを
設置。さらに設置した交通安全施設を適切に管理
する。

0.00 人

55,741千円

非常勤
特別職

事業の目的及び具体的な内容
R1その他職員
従事割合

0.00 人

事業の種別

56,226千円法定受託＋附加

74,831千円

0.00 人

0.00 人

R2決算額（見込み）

R1予算現額

75,874千円

会年職員
7,351千円

道路
維持
課

R2決算額（見込み）

道路安全施設整備
事業

根拠法令

実施計画ランク

Ｓ57～

期間 2.87 人

交通事故発生の危険箇所
に対し安全施設の設置や
修繕を実施し、交通の安全
を確保した。

R3目標

R2目標 R2実績

79.0%

どのように貢献したか

B

安全施設の要望は一定している
中で、道路反射鏡などは設置に
ついて一部明確化していくなど優
先順位を定めて対応していく。

既存の所沢駅西口第1自転車駐車場の利
用者分の自転車駐車場を整備する。
現契約者が新たに整備した自転車駐車場
に移行できるように周知する。

安全施設に関する要望は、優先順位をつけて対
応しており、昨年度と同様に推移しているが、要
望のすべてを処理するためには限られた財政状
況等のため年度内の処理ができていない案件
がある。

安全対策に関する要望件数は多く、優先
度をつけ設置の基準などを改めるなどによ
り効果的に実施していく。

３．すべての
人に健康と

福祉を

１１．住み続
けられるまち

づくりを

R1年度に改善した点

道路反射鏡の設置について、設置基準の
見直しなどをすすめ、できる限り効果的に
整備を進めるため優先順位を決めて対応
した。

１６．平和と
公平をすべ
ての人に

事業達成に向けての現在の課題及び今
後の課題解決に向けた取り組み

R2目標値が未達成の理由・分析

指標名 目標設定の考え方・根拠

R1実績

24,271千円

R1正規職員
人件費

2.92 人

①123箇所

②82箇所

③675件

①道路反射鏡整備数（修繕・
新設）

②道路区画線整備箇所数

③要望・通報件数

要望・通報に対する処理割合

R1目標

79.1%

23,442千円

道路法、道路構造令、所沢市道路の構造の技術的基準
等を定める条例、所沢市移動円滑化のために必要な道
路の構造に関する基準を定める条例、交通安全対策基
本法

一
般

R2予算現額
交通事故の多い危険箇所に対し、通行の安全性
を確保するための道路安全施設の設置及び適
切な管理をすることが目的となっていいるため、
要望・通報件数に対して処理した件数の割合を
指標とする。

100.0%

100.0%

100.0%

37台以下 7台

R1決算額

R2正規職員
人件費

R2その他職員
従事割合

50,099千円 49,124千円

6,234千円

R2正規職員
人件費

50,521千円

事業の目的及び具体的な内容
R1正規職員
人件費

駅にアクセスするための交通手段である自転車の
駐車スペースを確保し、駅周辺の自転車の駐車秩
序を図る。
・各駅周辺における適切な規模の自転車駐車場を
設置し、維持管理を行う。
・管理運営は指定管理者制度を取り入れ、市民
サービスの向上と経費の削減を図る。 0.00 人

非常勤
特別職

所沢市自転車駐車場の整備及び自転車の放置の
防止に関する条例

50,603千円

0.80 人

0.75 人

30台

6,650千円 臨時職員 1.00 人
①662台

②39日

③17.0台

R2目標 R2実績

37台以下

R3目標

目標達成済

事業達成に向けての現在の課題及び今
後の課題解決に向けた取り組み

R2目標値が未達成の理由・分析

全体の台数は減少傾向にある。引き続き
放置自転車の台数が減少するよう、各駅
周辺の環境変化や放置自転車の増減等
から、より効果的な人員配置を検討してい
く。

毎年、放置自転車の台数は減少
してきており、見直しの効果が上
がってきていると考えられる。
　今後も、市内駅周辺の歩行者
等が安全に通行できるよう、放置
自転車台数の減少を図っていく
ことが必要である。

S

法定受託＋附加

R1目標

R2年度に改善した点

11月の晴れの平日に自転車放置禁止区域に放
置された自転車の数 放置自転車指導員について、配置人数の

見直しを図り、コストの削減に努めた。

目標設定の考え方・根拠

37台以下

重要

R2予算現額 自転車放置台数

R1実績

①年間撤去台数

②年間撤去日数

③年間撤去台数／年間撤去
日数

根拠法令

R1その他職員
従事割合

自治事務 法定受託事務

防犯
交通
安全
課

実施計画ランク 事業の種別

一
般

R1予算現額

S50年～

放置自転車禁止区域での立哨指導や放置自転車の撤去
により、駅周辺の良好な生活環境を保持する。
・駅周辺に放置自転車指導員を配置し、放置自転車防止
の指導及び自転車駐車場への誘導を行う。
・自転車放置禁止区域等の放置自転車の撤去を定期的
に実施する。
・自転車保管場所に移動した自転車の所有者について警
察に照会し、はがきを送付して返還する。

期間 0.90 人

0.00 人 23,254台

S50～ 6,126千円 23,254台

臨時職員 0.00 人

①32箇所

②23,254台

R2目標

R3目標

56,618千円

事業の目的及び具体的な内容
R1正規職員
人件費

R1その他職員
従事割合

23,254台 11,354台

R2実績

R1目標 R1実績

非常勤
特別職

法定受託事務 法定受託＋附加 54,561千円 54,276千円

13,081台

①市営自転車駐車場等の施
設数

②市営自転車駐車場等の収
容能力

市営自転車駐車場月平均利用台数

所沢市自転車駐車場条例 56,682千円

0.75 人

R2予算現額

期間

重要

目標設定の考え方・根拠

C

駅周辺の良好な生活環境を確保
するためには、自転車駐車場の
設置が不可欠である。しかしなが
ら、市営自転車駐車場は設置か
ら相当年数が経過しており、修繕
が必要な施設・設備がある。

適正な自転車駐車場を設置し、利用者を増やす
ことで放置自転車を減少させ、市内各駅周辺の
良好な生活環境を保持する。

駅への利便性が高い場所に民間の自転車駐車
場が新設されている。市民が自転車駐車場を利
用する際の選択肢が増えたからだと考えられ
る。また、新型コロナウイルス感染症拡大防止の
ための緊急事態宣言により、駅へアクセスする
機会が少なかったと考えられる。放置自転車の
撤去台数は年々減少しているため、駅周辺の環
境については悪化していない。

R2目標値が未達成の理由・分析

自治事務

R1予算現額 R1決算額

①所沢駅西口の放置自転車
撤去台数（年）
②所沢駅西口第１自転車駐
車場の利用台数（11月度）
③（暫定）所沢駅西口第１自
転車駐車場の整備済み収容
台数

防犯
交通
安全
課

実施計画ランク 事業の種別

一
般

R1予算現額

根拠法令

自転車駐車場整備
事業

防犯
交通
安全
課

実施計画ランク 事業の種別

一
般

所沢駅西口第１自転
車駐車場整備事業

根拠法令

所沢市自転車駐車場条例

放置自転車対策事
業

所沢駅西口区画整理事業の工事の進捗状況に
併せて、整備時期等を変更したため

既存の自転車駐車場の利用台数

事業達成に向けての現在の課題及び今
後の課題解決に向けた取り組み

指標名 R2年度に改善した点

小手指駅南口第2自転車駐車場のサイク
ルラック（半数）を修繕した。また、小手指
駅北口第3自転車駐車場において、場内
灯支柱の修繕を行った。

事業達成に向けての現在の課題及び今
後の課題解決に向けた取り組み

市営自転車駐車場の施設、設備について
は設置から相当年数が経過し、複数の施
設で修繕が必要になってきている。優先順
位を決めて、計画的な修繕を実施していく
必要がある。

指標名

指標名 目標設定の考え方・根拠

-

優先 自治事務 法定受託事務 法定受託＋附加 0千円

R2予算現額 R2決算額（見込み）

事業の目的及び具体的な内容
R1正規職員
人件費

R1その他職員
従事割合

0.45 人
非常勤
特別職

0.00 人

R1実績

R2その他職員
従事割合

R2正規職員
人件費

0千円 0千円

会年職員

R1目標

0.0%

R2目標値が未達成の理由・分析

所沢駅西口土地区画整理事業
の進捗状況に併せ設計時期等を
見直した。
また、所沢駅周辺の放置自転車
や民間駐輪場の収容状況等を注
視しながら、適正な台数の自転
車駐車場を設置する必要があ
る。

R2年度に改善した点

（暫定）所沢駅西口第１自転車駐車場の収容台
数

既存の所沢駅西口第１自転車駐車場の利用者
分の自転車駐車場を整備し、同駅西口周辺の放
置自転車を減らす。

所沢駅西口区画整理事業の進捗状況に
併せ設計時期等を見直した。

既存の自転車駐車場の利用台数

0.0%

R2目標 R2実績

期間

Ｒ1～ 3,676千円 既存の自転車駐車場の利用台数

0.45 人 R3目標

所沢駅西口土地区画整理事業により、既存の所沢
駅西口第１自転車駐車場が所沢駅ふれあい通り線
の建設地と重なり使用不可となる。このことを受け、
所沢駅西口周辺における放置自転車の防止を図る
ことを目的として、所沢駅西口土地区画整理事業地
内に「(暫定)所沢駅西口第１自転車駐車場」を設置
するものである。

3,740千円
①34台

②954台

③０台非常勤特別職

どのように貢献したか

自転車駐車場を整備する
ことで、自転車利用の増加
と放置自転車を減少を図
り、駅周辺の生活環境を改
善した。

１１．住み続
けられるまち

づくりを

どのように貢献したか

駅周辺の放置自転車を減
らすことで、歩行者等の通
行の安全性の拡大を図っ
た。

１１．住み続
けられるまち

づくりを

どのように貢献したか

現状の利用者数等や所沢
駅西口土地区画整理事業
の進捗状況に併せ設計を
行った。

１１．住み続
けられるまち

づくりを

36



第２章　子どもが大切にされるまち  第１節　子ども支援

項目名

■ □ □

実績

評価者

こども支援課長　清水　康雄

項目名

□ ■ □

実績

評価者

こども支援課長　清水　康雄

項目名

■ □ □

実績

評価者

こども支援課長　清水　康雄

項目名

■ □ □

実績

評価者

こども支援課長　清水　康雄

第２章　子どもが大切にされるまち  第１節　子ども支援

R2決算額（見込み）

非常勤
特別職

0.00 人

臨時職員 3.00 人

会年職
員

1.00 人

会年職
員

2.00 人

会年職
員

3.00 人

R1その他職員
従事割合

SDGsへの貢献
(最大3つ)

活動実績(R2)

成果

成果指標

評価及び次年度以降に向けた課題・取り組みなど

総合
評価

事業自体が
貢献する
項目

実施手法等
の工夫により
貢献できた
項目(任意)

現状の課題
事務事業名称 事業概要（全体）

所属
名称 評価

理由

経費

投入コスト
会
計

こど
も支
援課

実施計画ランク 事業の種別

一
般

R1予算現額

35,917千円

34,598千円優先

こども支援センター
運営事業（子育て
支援）

法定受託＋附加

①延べひろば利用者数

②利用者満足度

指標名 目標設定の考え方・根拠

利用者満足度

R2実績

R1目標 R1実績

100.0%

R1決算額

R2決算額（見込み）

所沢市こどもと福祉の未来館条例

事業の目的及び具体的な内容
R1正規職員
人件費

R1その他職員
従事割合

自治事務 法定受託事務 34,248千円

35,124千円

R2年度に改善した点

利用者が安心して遊ぶことのできる場の提供が
当該事業の目的であるため、利用者満足度を
指標とする。

感染症対策として、利用者同士が距離を
とって遊ぶことができる環境づくり等を行っ
た。

事業達成に向けての現在の課題及び今
後の課題解決に向けた取り組み

安全管理を徹底し、施設運営の質の向上
を目指していく。

複数回利用している方の評価は良好だが、はじ
めて利用する方の評価において、「どちらでもな
い」と回答している傾向があるため。

A

ほぼ目標値に近い数値になってい
るため。
今後も利用者アンケートを活用し、
利用者の意見等を参考にして、充
実を図る。

R2目標値が未達成の理由・分析

99.4%

少子化や核家族化の進行による地域のつながりの希
薄化から、相談相手がおらず育児への不安を抱えて
いる親を支援するため、4歳未満の乳幼児を対象とし
た子どもを安心して遊ばせることのできる場を提供
し、子どもと保護者が交流する場の運営を行うこと
で、保護者同士で育児についての相談や交流ができ
る環境づくりを行うものである。

1.08 人
非常勤
特別職

0.00 人

R2正規職員
人件費

7,270千円

8,977千円

会年職
員

0.20 人

R1決算額

根拠法令 R2予算現額

98.3%

臨時職員 0.90 人

①35,813人

②99.43%

R2目標

R2その他職員
従事割合

100.0%

100.0%

期間 0.89 人 R3目標

H28～

R2実績

R1目標

①受給者証交付件数

②医療医助成件数

③

登録率
（登録者数÷助成対象者数）

R2目標値が未達成の理由・分析

100.0% 99.4%

新規登録申請はしているが、書類不備により、
登録が保留となっている助成対象者がいるた
め。

①4,006件

②426,367件

③

R2目標

こど
も支
援課

実施計画ランク 事業の種別

一
般

R1予算現額

16,873千円

期間 1.59 人

根拠法令

指標名 目標設定の考え方・根拠

B

概ね目標を達成しているが、書類
不備により登録が保留となっている
方へは、引き続き通知等を行うこと
が必要である。
市民課や生活福祉課などの関係
各課と連携を取り、新規対象者に
ついては案内漏れが無いように注
意する。

R2年度に改善した点

すべての助成対象者が、等しく医療費助成を受
ける事を目標とするため、登録率を指標とする。

医療費の削減を目指し、ジェネリック医薬
品の利用促進啓発を強化した。
また、医療費抑制を目的として、健康推進
及び適正受診を呼びかける案内を配布し
た。

事業達成に向けての現在の課題及び今
後の課題解決に向けた取り組み

受給者に対し、適正受診の案内やジェネ
リック医薬品の活用等のさらなる啓発活動
を行う。
事務負担に対して、引き続き一部負担金
の審査支払業務の委託を行い、事務量の
増加を抑制する。

R1実績

重要 自治事務 法定受託事務 法定受託＋附加 1,138,688千円 1,089,723千円

子ども医療費助成
事業

R2予算現額 R2決算額（見込み）

所沢市子ども医療費の助成に関する条例 935,183千円 860,358千円

事業の目的及び具体的な内容
R1正規職員
人件費

医療費の助成を行うことにより、子ども（0歳から中学
3年生まで）の保健の向上と福祉の増進、子育て家庭
の経済的負担を軽減するとともに、子育てを支援する
ことを目的とする。

2.03 人

R2正規職員
人件費

R2その他職員
従事割合

100.0% 99.0%

100.0%

R3目標

R1決算額 指標名

こど
も支
援課

実施計画ランク 事業の種別

一
般

R1予算現額

152,378千円

ひとり親家庭等の
医療費助成事業

事業の目的及び具体的な内容
R1正規職員
人件費

期間

S47～ 12,987千円

所沢市ひとり親家庭等の助成に関する条例 149,829千円

自治事務 法定受託事務 法定受託＋附加

H4～ 14,621千円

母子家庭、父子家庭、両親のいずれかが障害者の家
庭等における養育者とその児童（0歳から高校3年生
まで）の医療費助成を行うことにより、ひとり親家庭等
の生活の安定と自立を支援し、子どもの保健の向上
と福祉の増進を図ることを目的とする。

1.43 人

重要

R2年度に改善した点

増え続ける医療費の削減を図ることを目標とす
るため、一人当たりの支給額を指標とする。

医療費の削減を目指し、ジェネリック医薬
品の活用等の啓発や、健康増進及び適正
受診を呼びかける案内を配布した。

目標達成済

事業達成に向けての現在の課題及び今
後の課題解決に向けた取り組み

R2目標値が未達成の理由・分析

外出自粛の影響がなくなり、受診件数も増
えてくると思われるので、医療費増加を抑
制するため、引き続き啓発活動を行う。

目標設定の考え方・根拠

A

新型コロナウィルスの流行による外
出自粛により、大幅に受診件数が
減少したため、目標を達成できたと
思われる。

R1その他職員
従事割合

R1目標 R1実績

一人当たりの支給額
（助成金額÷対象者数）

根拠法令
①交付件数（対象者数）

②医療費助成件数

③医療費助成金額
128,631千円

R2予算現額

142,561千円

R2決算額（見込み）

1.00 人
①4,312人

②48,118件

③122,087,520円

R2目標 R2実績

30,000円 28,313円

R3目標

非常勤
特別職

0.00 人

30,000円

R2正規職員
人件費

R2その他職員
従事割合

25,000円 30,482円

11,886千円 臨時職員

R1実績 R2目標値が未達成の理由・分析

R1決算額 指標名

25,185千円
①23,315人

②4,656,500千円

③35,213千円

0.00 人 1,800円

R3目標

適正な支給を行った。
職員の事務負担については、事務
改善を検討し、さらなる時間外の削
減を目指す。

受給者1名当たりの事務経費
（正規職員人件費を含む事務経費÷受給
者数）

児童手当法を遵守し、正確かつ適正な事務を
行う。

事業の目的及び具体的な内容

父母その他の保護者が子育てについての第一義的
責任を有するという基本的認識のもとに、0歳から中
学3年生の児童を養育している者に児童手当を支給
することにより、家庭等における生活の安定に寄与す
るとともに、次代の社会を担う児童の健やかな成長に
資することを目的とする。

24,749千円

1,510円

目標設定の考え方・根拠

A
こど
も支
援課

実施計画ランク 事業の種別

児童手当支給事業

根拠法令

児童手当法

H24～

重要 自治事務 法定受託事務 法定受託＋附加 201,535千円 4,758,465千円

非常勤
特別職

1,570円

R2予算現額

4,907,050千円 5,068,716千円

R1正規職員
人件費

R2年度に改善した点

所得情報を一括で照会できるようになり、
事務作業を軽減できた。

R2目標 R2実績

1,800円

R1目標

目標達成済1,800円

事業達成に向けての現在の課題及び今
後の課題解決に向けた取り組み

引き続き、児童手当法を遵守し、手当の適
正な支給事務を行っていく。

①2月末現在受給者数

②年間手当支給総額

③正規職員人件費を含む事務
経費

一
般

R1予算現額

臨時職員 2.60 人

R1その他職員
従事割合

3.03 人

R2正規職員
人件費

R2その他職員
従事割合

期間 3.03 人

1.79 人

どのように貢献したか

児童手当の受給者に適正
に手当を支給した。

３．すべての
人に健康と

福祉を

どのように貢献したか

所得限度額を下回るひとり
親に対し、適正に受給資格
を認定し、医療費助成を
行った。

３．すべての
人に健康と

福祉を

１．貧困をな
くそう

どのように貢献したか

子ども医療の受給資格者
に対し適正に資格を認定
し、医療費助成を行った。

３．すべての
人に健康と

福祉を

どのように貢献したか

地域において安心して子育
てできる環境をつくった。

３．すべての
人に健康と

福祉を
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第２章　子どもが大切にされるまち  第１節　子ども支援

SDGsへの貢献
(最大3つ)

活動実績(R2)

成果

成果指標

評価及び次年度以降に向けた課題・取り組みなど

総合
評価

事業自体が
貢献する
項目

実施手法等
の工夫により
貢献できた
項目(任意)

現状の課題
事務事業名称 事業概要（全体）

所属
名称 評価

理由

経費

投入コスト
会
計

項目名

■ □ □

実績

評価者

こども支援課長　清水　康雄

項目名

■ □ □

実績

評価者

こども支援課長　清水　康雄

項目名

■ □ □

実績

評価者

こども支援課長　清水　康雄

項目名

■ □ □

実績

評価者

こども支援課長　清水　康雄

0千円

R2決算額（見込み）

会年職
員

0.00 人

会年職
員

0.00 人

利用者の人数の減少が課題となる。新型
コロナウイルス感染症防止策を徹底しつ
つ、リーフレットやポスターの掲載などに加
えて広報での周知など、市民の方により
広く情報を周知できるように努める。

R2年度に改善した点

目標設定の考え方・根拠

こど
も支
援課

実施計画ランク 事業の種別

一
般

R1予算現額

病児・病後児保育
事業

期間 0.38 人

所沢市病児・病後児保育事業実施要綱

重要

A

新型コロナウイルス感染症の影響
もあり、利用人数は減少したが、今
後も感染症防止策を徹底しつつ、
引き続き市内３施設において病児
保育を実施し、充実を図る。

R2年度に改善した点

①病児保育利用者

②病後児保育利用者

③

病児・病後児保育利用定員数
保護者の子育て支援を目的に3施設合わせた1
日の利用定員数の充実を図る。

病児・病後児保育施設同士の情報交換の
ため、書面で他施設への確認事項やご意
見を集約し、日頃の業務における対応等
の情報を共有した。

R1目標

事業達成に向けての現在の課題及び今
後の課題解決に向けた取り組み

R2目標値が未達成の理由・分析

自治事務 法定受託事務 法定受託＋附加 30,216千円 25,083千円

指標名R1決算額

R2決算額（見込み）

26,049千円

事業の目的及び具体的な内容
R1正規職員
人件費

R1その他職員
従事割合

根拠法令 R2予算現額

30,373千円

病気又は病気の回復期にあって、集団保育が困難な
時期の乳幼児を一時的に預かる事業。これによっ
て、保護者の子育てと就労の両立を支援することを
目的とする。市内に住所を有する、小学校3年生まで
の児童が対象。保護者負担金は児童１人当たり日額
2,000円（飲食代別）。

0.68 人
非常勤
特別職

0.00 人 12人 12人

12人 12人
R2正規職員
人件費

R2その他職員
従事割合

目標達成済

12人

臨時職員 0.00 人
①105人

②20人

③

R2目標 R2実績

R3目標

R1実績

期間

重要 自治事務 法定受託事務

H9～ 3,104千円

所沢市一般型一時預かり事業実施要綱 142,351千円

事業の目的及び具体的な内容

125,927千円
①年間延べ利用児童数

②

③

指標名

R1その他職員
従事割合

目標設定の考え方・根拠

R1正規職員
人件費

R1予算現額

R1実績 R2目標値が未達成の理由・分析こど
も支
援課

実施計画ランク 事業の種別

一
般 事業達成に向けての現在の課題及び今

後の課題解決に向けた取り組み

0.00 人

R1決算額

法定受託＋附加 141,547千円

R3目標

R2その他職員
従事割合

27園

保育園等を利用していない家庭での、保護者の
就労形態や生活様式の変化により、一時的な
保育の需要が高まっているため、施設数の充足
を図る。

一時預かり保育実施園

30園
①17,467人

②

③

R2目標 R2実績

会年職
員

0.00 人

臨時職員
全国的な保育士不足による保育従事者の
確保が課題となっている。専門研修を修
了した子育て支援員の配置など、柔軟な
職員配置により供給量を確保できるよう
に、実施施設に打診していく。

30園

0.64 人

B

全国的な保育士不足の影響で一
時休止となった園があり、目標値が
未達成となった。一時預かりの保
育需要は今後も一定数あると考え
るため、施設数の維持に努める。

R2予算現額 R2決算額（見込み）

29園

R2正規職員
人件費

H27～ 5,228千円

138,573千円

一般型一時預かり
事業

0.53 人
非常勤
特別職

0.00 人

根拠法令

保育所等を利用していない家庭において、就労・日常
生活の突発的な事情等により、一時的に家庭での保
育が困難となる場合や、育児に伴う心理的・肉体的な
負担を軽減するために、保育所等において児童を一
時的に預かる事業で、安心して子育てができる環境
を整備することを目的とする。

4,405千円

R1目標

重要 自治事務 法定受託事務 1,912千円

常に新しい情報収集に努め、利用者に正
確な情報を提供する。利用者が相談しや
すいよう「子育てコンシェルジュと話そ
う！」とひろばに出向くなど相談しやすい
場をつくる。

900件
A

保育施設や児童館、保健センター
等リーフレットを配布、事業周知を
して行く。

900件 1,033件

全国的な保育士不足の影響で保育従事者の確
保が困難となり、一時休止となった園があった
ため。

①相談件数

②運動あそび参加人数

③R1その他職員
従事割合

R1実績

1,947千円

R1決算額

R2目標値が未達成の理由・分析

相談件数根拠法令 R2予算現額 R2決算額（見込み）

事業の目的及び具体的な内容
R1正規職員
人件費

R2年度に改善した点

R2目標 R2実績

利用者の必要に応じた、相談や助言を行う為、
相談件数とした。

基本型、特定型、母子保健型で担当者連
携会議を行い、取り組み状況や利用者の
情報提供に努め適切な関係機関に繋げ
た。

目標達成済み

事業達成に向けての現在の課題及び今
後の課題解決に向けた取り組み1,064件

目標設定の考え方・根拠

H27～ 10,128千円

会年職
員

17,954千円 臨時職員 2.00 人

子育て家庭のニーズより、教育・保育施設や地域の
子育て支援事業の情報提供及び子育てについての
相談・助言など、利用者の必要に応じた支援を行っ
た。子ども支援情報を総括した冊子の配布、広報、
ホームページ等により告知を行い参加者を募り、教
授および研究室の学生等が講師を務め運動遊びの
紹介を行う。子どもたちの成長における正しい生活リ
ズムを身に付けることの大切さを知ってもらう。

R2正規職員
人件費

R2その他職員
従事割合

1.90 人

こど
も支
援課

実施計画ランク 事業の種別

一
般

R1予算現額

ところっこ子育てサ
ポート事業

期間 1,24人

法定受託＋附加

指標名

900件

R3目標

1,644千円

ところっこ子育てサポート事業実施要綱

2.16 人
非常勤
特別職

0.00 人

①1,033件

②197人

③

2,409千円

どのように貢献したか

地域において安心して子育
てできる環境をつくった。

３．すべての
人に健康と

福祉を

どのように貢献したか

一時預かりを実施し、安心
して子育てできる環境をつ
くった。

３．すべての
人に健康と

福祉を

３．すべての
人に健康と

福祉を

どのように貢献したか

病児・病後児期にある子の
預かりを実施し、安心して
子育てできる環境をつくっ
た。

ところっこ親子ふれ
あい絵本事業

R1その他職員
従事割合

根拠法令 R2予算現額

0千円

30園

5,652千円

公立保育園の一時預かり実施園におい
て、担当者会議を設け、事務や対応につ
いて検討を行った。

R1目標

-

目標達成済

①絵本引き換えチケット配布数

②絵本交換数

③読み聞かせ動画作成数

絵本引き換えチケット配布割合

こど
も支
援課

実施計画ランク 事業の種別

一
般

R1予算現額

対象者へチケットを配布することが
出来た。また、年度途中からは、可
能な範囲で絵本の交換時に読み聞
かせができた。今後は対象者を1歳
6か月児健康診査へ変更し、感染
予防に努めながら絵本の読み聞か
せとチケットの配布を行い、親子の
ふれあいの大切さを伝えていく。

R2年度に改善した点

新型コロナウイルス感染症の影響で健診時の
絵本の読み聞かせはできなかったため、対象者
へのチケット配布割合を指標とする。

4か月児健康診査会場での読み聞かせが
出来なかったため、動画配信や絵本交換
時に可能な範囲で職員が読み聞かせを
行った。
また連携課で5回調整会議を行い、次年度
の実施に向けた調整を行った。R2目標値が未達成の理由・分析

事業達成に向けての現在の課題及び今
後の課題解決に向けた取り組み

３．すべての
人に健康と

福祉を最優先 自治事務 法定受託事務 法定受託＋附加 0千円

R1決算額 指標名 目標設定の考え方・根拠

ところっこ親子ふれあい絵本事業実施要綱 2,176千円 2,176千円

事業の目的及び具体的な内容
R1正規職員
人件費

R1目標 R1実績
A

R2目標 R2実績
読み聞かせボランティアの参加について
は、新型コロナウイルス感染症の流行に
左右されてしまう。まん延防止措置期間中
等は職員が対応するなど、関係課で都度
協議し、状況に応じた対応を行う。

目的：親子が絵本の読み聞かせを通じて、親子のふ
れあいの大切さを伝え、孤立しがちな家庭と地域が
つながる機会を提供するとともに、子どもたちが絵本
に親しむことで、子どもたちの健やかな成長の支援を
する。
内容：4か月児健康診査時に、絵本の読み聞かせと
「絵本引き換えチケット」を配布し、保護者は健診日以
降、図書館又は子育て支援施設等で絵本2種類の中
から1冊を選択し、引き換えを行う。

0.00 人
非常勤
特別職

0.00 人 -

どのように貢献したか

R2正規職員
人件費

R2その他職員
従事割合

100.0% 100.0%
4か月児健康診査対象者
すべてにチケットを送付し、
事業の周知を行った。

100.0%

臨時職員 0.00 人 ①2,470枚（4か月児健診該当者
数）

②823冊

③1本

0.89 人 R3目標

R2～ 7,270千円

期間
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第２章　子どもが大切にされるまち  第１節　子ども支援

SDGsへの貢献
(最大3つ)

活動実績(R2)

成果

成果指標

評価及び次年度以降に向けた課題・取り組みなど

総合
評価

事業自体が
貢献する
項目

実施手法等
の工夫により
貢献できた
項目(任意)

現状の課題
事務事業名称 事業概要（全体）

所属
名称 評価

理由

経費

投入コスト
会
計

項目名

□ ■ □

実績

評価者

こども支援担課長　清水　康雄

項目名

■ □ □

実績

評価者

こども支援課長　清水　康雄

項目名

■ □ □

実績

評価者

こども支援課長　清水　康雄

項目名

■ □ □

実績

評価者

青少年課長　三上　佳明

会年職員 0.13 人

会年職員 0.00 人

40か所

期間 0.16 人

0.00 人

重要 法定受託＋附加 1,000千円

S53～ 1,307千円
会年職員 0.00 人

自治会等がこども広場を設置・管理する場合の財政
負担の軽減を図る。
自治会等が子ども広場を設置・整備した場合、自治
会等からの申請により、補助金交付要綱に基づき補
助金を交付する。
設置の場合は150万円を限度に、整備の場合は50万
円を限度に、それぞれ事業費の2分の1を交付する。

0.17 人
非常勤
特別職

R2正規職員
人件費

R2その他職員
従事割合 各自治会が広場の整備に

責任をもち、安全な運営を
行っている。

38か所

R2実績

R1目標

40か所

①6件

②40か所

③

R2目標臨時職員 0.00 人

R3目標

どのように貢献したか

目標達成済

事業達成に向けての現在の課題及び今
後の課題解決に向けた取り組み

40か所 40か所

R1実績
A

子ども広場用地地権者の事情等に
より廃止されるなど、設置件数は減
少傾向にあるが、やむを得ないと
考えている。

安全安心な広場の整備のため、整備内
容、優先順位を精査する。

１１．住み続
けられるまち

づくりを

子ども広場の設置件数

指標名 目標設定の考え方・根拠

R1その他職員
従事割合

所沢市子ども広場設置事業費及び整備事業費補助
金交付要綱・所沢市補助金等交付規則

1,000千円 610千円

事業の目的及び具体的な内容
R1正規職員
人件費

自治事務 法定受託事務

根拠法令 R2予算現額

1,413千円

R2年度に改善した点

自治会等が設置、管理する子ども広場に係る
自治会の財政負担の軽減を図ることを目的とし
ているため、子ども広場の設置件数を指標とす
る。

緊急時の防災拠点として、防災倉庫の設
置の相談に応じた。

R2決算額（見込み）

R2目標値が未達成の理由・分析

999千円
①子ども広場整備等実施件数

②子ども広場設置件数

③

R1決算額

青少
年課

実施計画ランク 事業の種別

一
般

R1予算現額

子ども広場設置・
整備費補助金

所沢市ﾌｧﾐﾘｰ･ｻﾎﾟｰﾄ･ｾﾝﾀｰ事業実施要綱
所沢市緊急サポート事業実施要綱

15,512千円 15,097千円

自治事務 法定受託事務 法定受託＋附加 15,450千円

こど
も支
援課

実施計画ランク 事業の種別

一
般

R1予算現額

ファミリーサポート
事業

根拠法令

R1正規職員
人件費

重要

R1その他職員
従事割合

R1決算額

R2実績0.00 人
①9,579件

②5,001人

③494人

20.0% 9.9%

14,000千円 各まちづくりセンター等で開催される講座
に出張し、チラシ配布等で事業周知を図っ
た。
また、ひとり親家庭等の仕事と育児の両
立を支援することを目的として、ひとり親
家庭等が利用した際の利用料の一部助
成を開始した。

事業達成に向けての現在の課題及び今
後の課題解決に向けた取り組み

援助会員の確保が課題のため、様々な機
会を利用し周知を図っていく。

指標名 目標設定の考え方・根拠

B
R2目標値が未達成の理由・分析

援助会員の中心となっている60代の就労が増
加しているため、援助会員の確保が難しくなっ
ている。
また、新型コロナウイルス感染症拡大防止のた
め、援助会員養成講習会が中止となり、援助会
員の新規登録者数が減少した。

R2年度に改善した点

R1目標

利用会員数の増加に対し、援助会
員数の増加が達成できなかった。
今後も、援助会員養成講習会の充
実を図るとともに、各まちづくりセン
ター・児童館・保育園等の児童関連
施設にポスターの掲示やチラシの
配布を行い、広報活動を実施す
る。

R2決算額（見込み）

20.0%

R1実績

10.1%

R2正規職員
人件費

R2その他職員
従事割合

利用しやすい事業とするためには、育児の援助
を行いたい者（援助会員）の増加が必要である
ため、援助会員数の充足度を指標とする。

R2予算現額

事業の目的及び具体的な内容

臨時職員

0.34 人 R3目標

20.0%

R2目標3,574千円

①延べ利用件数

②利用会員数

③援助会員数

援助会員数充足度
（援助会員数÷利用会員数＊100）

0.00 人

H12～ 2,777千円

期間

育児の援助を受けたい者（利用会員）と育児の援助
を行いたい者（援助会員）を組織化し、地域での相互
活動を行う。ファミリー・サポート事業は、定期的な保
育施設・学校施設などの送迎や一時的な預かり、緊
急サポート事業は、病児・病後児の預かり、宿泊や急
な残業などの緊急時の預かりを行う。地域において
安心して子育てができるような環境整備を目的とす
る。

0.43 人
非常勤
特別職

こど
も支
援課

実施計画ランク 事業の種別

一
般

R1予算現額

目的：母子及び父子家庭等の生活の安定と自立の促
進を通じて、児童の健全育成を図る。
内容：離婚や死別などによって父又は母がいない家
庭で児童を養育している人、父又は母が一定の障害
の状態にある家庭で児童を養育している人に支給さ
れる手当（所得制限あり）。

1.73 人

R2正規職員
人件費

　　　S36～

R1決算額 指標名

児童扶養手当支給
事業

重要 1,202,670千円 1,147,906千円

児童扶養手当法 934,447千円 895,869千円

自治事務 法定受託事務 法定受託＋附加

全部支給者の就労や資格取得を
サポートし、自立促進を図っていく。

R2年度に改善した点

受給者の所得の増加による、手当の支給区分
が変動した割合を捉え、ひとり親家庭の自立促
進の成果をみる。（手当資格者全体のうち、全
部支給者の割合が低くなる程、所得や養育費
の増加が見込まれる。）

現況届について他グループの職員にも受
付をしてもらうことで、待ち時間削減・三密
防止につながった。

令和3年3月より法改正に伴い、障害年金との併
給調整が見直されたことにより、全部支給者が
増加し、令和2年度においても全部支給者の増
加が解消できずにいるため。

事業達成に向けての現在の課題及び今
後の課題解決に向けた取り組み

R2目標値が未達成の理由・分析

所得が低いひとり親家庭等の生活の安定
にあたって必要な制度である一方、受給
者に対して、就労による自立を促す側面も
あることから、母子・父子自立支援員と連
携し、就労支援、資格取得へ働きかけ、手
当支給額の減少を目標としたい。

目標設定の考え方・根拠

Ａ

①全部支給から全部支給停止
となった受給者数
②一部支給から全部支給停止
となった受給者数
③年度末における全部支給者
数

手当受給者資格者全体に対し、全部支給
となっている者の割合

全部支給者数÷手当受給資格者数×
100

R2決算額（見込み）

事業の目的及び具体的な内容
R1正規職員
人件費

R1その他職員
従事割合

R1目標 R1実績

根拠法令 R2予算現額

非常勤
特別職

0.05 人 40.0% 41.9%

R2実績

R2その他職員
従事割合

会年職員

40.0% 41.7%

40.0%

R3目標

10,945千円

14,380千円 臨時職員 0.95 人
①35人

②92人

③928人

R2目標

こど
も支
援課

実施計画ランク 事業の種別

一
般

R1予算現額

事業の内容：①子育て親子の交流の場の提供と交流
の促進②子育て等に関する相談、援助の実施③地
域の子育て関連情報の提供④子育て及び子育て支
援に関する講習等の実施（月１回以上）
支援拠点の種類：一般型（3～4日型・5日型・6～7日
型）及び連携型
※こども支援課では、一般型を実施している。

0.43 人

R2正規職員
人件費

H7～

R1決算額 指標名

地域子育て支援拠
点事業

目標設定の考え方・根拠

A

一般型と連携型の地域子育て支援
拠点施設は26カ所あり、各行政区
としては充足しているが、地域によ
る偏在を解消するために引き続き
取り組む。

R2予算現額 R2決算額（見込み）

所沢市地域子育て支援拠点事業実施要綱 87,149千円

R2年度に改善した点

施設を市内に満遍なく設置することで、市民が
気軽に利用できるため、実施施設のある中学校
区数を指標とする。

地域による偏在を解消するため、保育園
運営者等の集まる会議で、事業実施の検
討を打診してきた結果、令和3年度から未
実施中学校区での実施が決定した。

事業を実施するには、運営主体に人員や実施
場所の確保が必要であり、未設置の中学校区
において、運営主体となり得る保育園等がない
ため。

事業達成に向けての現在の課題及び今
後の課題解決に向けた取り組み

R2目標値が未達成の理由・分析

事業実施には、保育園等の運営主体に人
員や実施場所の確保が必要であるため、
引き続き打診していく。

重要 自治事務 法定受託事務 法定受託＋附加 85,009千円 85,009千円

根拠法令

87,149千円

事業の目的及び具体的な内容
R1正規職員
人件費

R1その他職員
従事割合

R1目標

①一般型実施施設数

②年間延べ利用者数

実施施設のある中学校区数

R1実績

非常勤
特別職

0.00 人 15中学校区 13中学校区

3,574千円 臨時職員 0.10 人

①15施設

②56,756人

R2目標 R2実績

R2その他職員
従事割合

15中学校区 13中学校区

15中学校区

期間 0.54 人 R3目標

4,411千円

どのように貢献したか

地域において安心して子育
てできる環境をつくった。

３．すべての
人に健康と

福祉を

どのように貢献したか

所得制限額を下回るひとり
親家庭へ適正に手当を支
給した。

どのように貢献したか

地域において安心して子育
てできる環境をつくった。

３．すべての
人に健康と

福祉を

１．貧困をな
くそう

1.20 人
期間 1.34 人
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第２章　子どもが大切にされるまち  第２節　子ども福祉

項目名

■ □ □

障害者総合支援法、

実績

評価者

こども福祉課長　岩雲　美香

項目名

■ □ □

実績

評価者

こども福祉課長　岩雲　美香

項目名

■ □ □

実績

評価者

こども福祉課長　岩雲　美香

項目名

■ □ □

実績

評価者

こども福祉課長　岩雲　美香

R1決算額

33,889千円

0.00 人

R2その他職員
従事割合

会年職員

0.09 人

10,528千円

臨時職員

39,394千円

臨時職員 0.09 人

0.00 人

30,373千円

非常勤
特別職

R1その他職員
従事割合

R2決算額（見込み）

期間 0.45 人

介護給付費事業
（障害児）

3,676千円

どのように貢献したか

R2正規職員
人件費

R2その他職員
従事割合

660 558

R2実績

居宅介護・短期入所等のサービス
により、家族等の介護負担軽減が
図れており、必要な制度であると考
える。

R2年度に改善した点

１１．住み続
けられるまち

づくりを

0.45 人

①558

R2目標

指標名

障害児や保護者が抱える課題やニーズを
把握し、地域で自立した生活が営めるよ
う、適切なサービスの提供に努める。

事業達成に向けての現在の課題及び今
後の課題解決に向けた取り組み

44,928千円

会年職
員

居宅介護・短期入所の総支給決定人数自
体は増加した。しかしながら、新型コロナ
ウイルス感染症拡大防止のため、実際の
利用に至らなかったものと考える。

R2目標値が未達成の理由・分析R1実績

サービスの利用状況を把握するため

B

3,740千円

R2予算現額

目標設定の考え方・根拠

R1正規職員
人件費

540 673

新型コロナウイルス感染症拡大防止のため、利
用の自粛が見受けられた。

49,954千円

R3目標

660

こど
も福
祉課

実施計画ランク 事業の種別

一
般

根拠法令

事業の目的及び具体的な内容

重要 法定受託＋附加

H18～

期間

18歳未満の障害児の日常生活を支援し、その家族の
介護負担を軽減するため、居宅での身辺の介護、外
出の支援、短期入所のサービスを提供した場合に、
事業所に対して介護給付費を支給する。

障害者総合支援法

0.09 人

0.09 人

3,676千円

レスパイトケア事業

根拠法令 R2決算額（見込み）

H27～

所沢市障害児の家族に対するレスパイトケア事業実
施要綱、日中一時支援事業実施要綱

R2正規職員
人件費

今後も、家族等の精神的及び身体的負担
の軽減を図るために、適切なサービスの
提供に努める。

R2実績18歳未満の障害児の家族等の精神的及び身体的負
担軽減を図るために、障害児を一時的に預かる日中
一時支援事業を実施した事業所と、超重症心身障害
児のショートステイ利用を促進するショートステイ促進
事業を実施した事業所に対して補助金を交付する。

0.42 人
非常勤
特別職

0.00 人 4,536 3,518

3,491千円 臨時職員

R2その他職員
従事割合

自治事務 法定受託事務

①利用延べ人数
①利用延べ人数

R1目標

R1決算額R1予算現額

0.45 人
会年職員

14,752千円

事業の目的及び具体的な内容

重症心身障害児の受け入れも行っ
ており、在宅の障害児の介護者等
の負担軽減が図れているため、必
要な体制であると考える。

①2,505
R3目標

R1決算額 指標名 目標設定の考え方・根拠

3,768

R2年度に改善した点

R2目標値が未達成の理由・分析

新型コロナウイルス感染症拡大防止により外出
自体の自粛が見受けられ、日中一時支援や短
期入所の事業所を利用する機会が減少したも
のと考える。

事業達成に向けての現在の課題及び今
後の課題解決に向けた取り組み

R2目標

①利用延べ人数 サービスの利用状況を把握するため
一昨年度にショートステイ促進事業の助
成対象者拡大を実施しており、今年度に
おいても在宅の障害児の介護者等の負担
軽減を図ることができた。

2,505

R1目標
B

28,544千円 21,748千円

①利用延べ人数

R1正規職員
人件費

R1その他職員
従事割合

R1実績

R2予算現額

3,912

24,324千円

こど
も福
祉課

実施計画ランク 事業の種別

一
般

R1予算現額

重要 自治事務 法定受託事務 法定受託＋附加

SDGsへの貢献
(最大3つ)

活動実績(R2)

成果

成果指標

評価及び次年度以降に向けた課題・取り組みなど

総合
評価

事業自体が
貢献する
項目

実施手法等
の工夫により
貢献できた
項目(任意)

現状の課題
事務事業名称 事業概要（全体）

所属
名称 評価

理由

経費

投入コスト
会
計

こど
も福
祉課

実施計画ランク 事業の種別

一
般

R1予算現額

障害児地域生活支
援事業

根拠法令 R2予算現額

4,073千円

R1決算額

R2決算額（見込み）

障害者総合支援法、重度障害者等日常生活用具費
支給事業実施要綱ほか

15,640千円 8,832千円

重要

R2年度に改善した点

サービスの利用状況を把握するため
手帳交付や相談時における周知等に加え
て、こども福祉ガイドを活用するなど、わか
りやすい制度説明を行うことに努め、市
ホームページへの掲載等、幅広い情報提
供を行った。

事業達成に向けての現在の課題及び今
後の課題解決に向けた取り組み

障害児や保護者が抱える課題やニーズを
把握し、地域で自立した生活が営めるよ
う、適切なサービスの提供に努める。

新型コロナウイルス感染症拡大防止により、外
出の機会が減少したため。

指標名 目標設定の考え方・根拠

B

おむつ等の日常生活用具の購入
費助成や、社会生活上必要不可欠
な外出支援の実施により、障害児
の日常生活や社会参加の支援に
繋がっており、必要な制度であると
考える。

利用延べ人数
②移動支援事業

R2目標値が未達成の理由・分析

89

204

事業の目的及び具体的な内容
R1正規職員
人件費

R1その他職員
従事割合

R1目標 R1実績

自治事務 法定受託事務 法定受託＋附加 16,444千円
各事業の利用延べ人数

①日常生活用具給付事業

②移動支援事業

18歳未満の障害児が地域で自立した日常生活を営
めるよう、主に次の事業を行う。
・日常生活用具給付等事業
　入浴補助用具等の購入費の助成
・移動支援事業
　屋外での移動が困難な人への外出支援を実施した
事業所への補助金の支給

0.49 人
非常勤
特別職

0.00 人 228 181

会年職員 0.09 人

R2その他職員
従事割合

240

0.09 人

期間 0.50 人 R3目標

H26～ 4,084千円

①296

②89

R2目標 R2実績

R2正規職員
人件費

こど
も福
祉課

実施計画ランク 事業の種別

一
般

R1予算現額

18歳未満の身体障害児を対象に、補装具（身体機能
を補完・代替する車いすなど）の購入・修理費用を補
助することで、将来、社会人として独立自活するため
の素地を育成・助長する。

0.41 人

R2正規職員
人件費

H12～

事業の目的及び具体的な内容
R1正規職員
人件費

R1その他職員
従事割合

指標名

自治事務 法定受託事務 法定受託＋附加 25,025千円 24,398千円

R1目標
身体障害児補装具
費支給事業

目標設定の考え方・根拠

Ａ

身体機能を補う補装具費やその修
理費用を助成することにより、安定
した日常生活や社会参加が図れて
おり、必要な制度であると考える。

R2予算現額 R2決算額（見込み）

障害者総合支援法 33,963千円

根拠法令

重要

R2年度に改善した点

サービスの利用状況を把握するため
訪問等により一人ひとりの障害状況を適
切に把握し、適切な支給決定を行った。

利用延べ人数は目標とほぼ同値であった。
1件当たりの単価増により増額補正を実施した。

事業達成に向けての現在の課題及び今
後の課題解決に向けた取り組み

R2目標値が未達成の理由・分析

障害児が補装具を使用し、身体の機能を
補い、日常生活を営めるよう、適切な給付
に努めていく。

R1実績

非常勤
特別職

146 150

①利用延べ人数
①利用延べ人数

3,408千円 臨時職員 0.09 人

①161

R2目標 R2実績

162 161

156

期間 0.44 人 R3目標

3,594千円
0.09 人

どのように貢献したか

補装具の使用により生活
等の能率向上につながる。

どのように貢献したか

障害児及び家族の安全で
健康な生活に役立ってい
る。

３．すべての
人に健康と

福祉を

家族等の負担軽減に寄与
している。

３．すべての
人に健康と

福祉を

３．すべての
人に健康と

福祉を

どのように貢献したか

３．すべての
人に健康と

福祉を

家族等の負担軽減に寄与
している。

１１．住み続
けられるまち

づくりを

１１．住み続
けられるまち

づくりを

１１．住み続
けられるまち

づくりを
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SDGsへの貢献
(最大3つ)

活動実績(R2)

成果

成果指標

評価及び次年度以降に向けた課題・取り組みなど

総合
評価

事業自体が
貢献する
項目

実施手法等
の工夫により
貢献できた
項目(任意)

現状の課題
事務事業名称 事業概要（全体）

所属
名称 評価

理由

経費

投入コスト
会
計

項目名

■ □ □

実績

評価者

こども福祉課長　岩雲　美香

項目名

■ □ □

実績

評価者

こども福祉課長　岩雲　美香

項目名

■ □ □

実績

評価者

こども福祉課長　岩雲　美香

項目名

■ □ □

実績

評価者

こども福祉課長　岩雲　美香

0.00 人

R1決算額

会年職員 0.00 人

R2決算額（見込み）

0.00 人

非常勤
特別職

会年職員

非常勤
特別職

1.00 人

R1決算額

142,449千円

0.00 人

多くの児童が療育を受けら
れるようになった。

50

期間 0.40 人 R3目標

H15～ 3,267千円

就学前の障害児（主に身体障害）が日常生活や社会
生活を円滑に営めるよう、日常生活の基本的動作や
知識技能の付与、集団生活への適応訓練等を行い、
発達・成長を支援する。
指定管理者（所沢市社会福祉協議会）による運営で
あり、卒園・他園へ移行した児童の保護者交流会等
自主事業も行う。

0.45 人 50 53

3,740千円 臨時職員 0.00 人

①2,967

②47

R2正規職員
人件費

R2その他職員
従事割合

50 47

R1目標 R1実績 R2目標値が未達成の理由・分析 １１．住み続
けられるまち

づくりを

新型コロナウイルス感染症拡大防止により、特
に重度障害を抱える児童の通所自粛が見受け
られた。

事業達成に向けての現在の課題及び今
後の課題解決に向けた取り組み

R2目標 R2実績

児童発達支援事業所は増加傾向にあるな
か、今後は市立施設として利用者のニー
ズに応じたサービスを提供し、地域交流な
ど特色ある施設運営に努めていく。

どのように貢献したか

かしの木学園運営
事業

根拠法令 R2予算現額 R2決算額（見込み） ４．質の高い
教育をみん

なに児童福祉法、所沢市立かしの木学園条例 76,844千円 75,613千円

事業の目的及び具体的な内容
R1正規職員
人件費

目標設定の考え方・根拠

Ａ

障害児の日常生活における基本的
な動作の指導、知識機能の付与、
集団生活への適応訓練などによ
り、子どもの発達・成長が見られ、
一定の成果があったと考える。ま
た、令和4年度以降の施設運営に
ついて協議を進めている。

R2年度に改善した点

74,547千円

①利用延べ人数

②在籍人数（年度末）

②在籍人数（年度末） サービスの利用状況を把握するため
新型コロナウイルス感染症拡大防止に努
めながら、厚生労働省から示された児童
発達支援ガイドラインに基づいて、家族支
援や移行支援に積極的に取り組む姿勢が
みられた。R1その他職員

従事割合
こど
も福
祉課

実施計画ランク 事業の種別

一
般

R1予算現額

重要 自治事務 法定受託事務 法定受託＋附加

実施計画ランク 事業の種別

一
般

R1予算現額

優先 自治事務 法定受託事務 法定受託＋附加 142,919千円

R1正規職員
人件費

①相談件数

4,411

目標達成済み3,970

R2目標

保護者からの相談状況を把握するため

4,015

142,924千円 142,574千円

事業達成に向けての現在の課題及び今
後の課題解決に向けた取り組み

R1実績 R2目標値が未達成の理由・分析

R2実績

①相談件数

②通所支援利用延べ人数

③地域支援延べ人数

2.00 人

6,733千円 臨時職員

指標名 目標設定の考え方・根拠

S

発達障害または、その心配のある
子どもを対象に、専門職による相
談支援、地域支援、障害児通所支
援を柱とした取り組みを行った。
個々の特性に応じた支援を行うとと
もに、保護者への支援も一体的に
行っており、一定の効果が得られ
たと考える。
利用者アンケートでは、93.5％の保
護者から「満足している」と回答が
あった。

R2年度に改善した点

今後も相談支援や地域支援の充実を図る
とともに、地域の中核的な発達支援セン
ターとしての役割に努めていく。

新型コロナウイルス感染症拡大防止に努
めながら施設運営を実施した。相談事業
においては外出自体の自粛が見受けられ
ることから、電話相談に注力するなどして
昨年度とほぼ同様の件数を保ち、地域福
祉の役に立つことに尽力した。R1目標

3,925

4,325

こども支援センター
運営事業（発達支
援）

根拠法令 R2予算現額 R2決算額（見込み）

児童福祉法、所沢市こどもと福祉の未来館条例

事業の目的及び具体的な内容
R1その他職員
従事割合

発達障害に関する早期からの支援によって子どもた
ちが地域で安心して過ごせるよう、18歳未満を対象に
した相談支援、未就学児を対象にした児童福祉法の
通所支援、地域の関係機関や市民を対象に研修・啓
発等をする地域支援を行う。

0.81 人
非常勤
特別職

期間 0.61 人
非常勤
特別職

2.00 人 R3目標

H28～ 4,982千円

松原
学園

実施計画ランク 事業の種別

一
般

①4,325

②5,103

③830

R2正規職員
人件費

R2その他職員
従事割合

こど
も福
祉課

R1実績

R1決算額

目標設定の考え方・根拠

R2目標値が未達成の理由・分析

指標名

Ａ

通所支援については、保護者から
概ね満足をいただいており、地域
支援についても相談件数が増える
など、一定の効果が得られたと考
える。
今後も保護者からの意見や要望を
伺いながら、継続して支援の向上
に努めていく。

48,722千円
①利用延べ日数

②在籍人数（年度末時点）

③発達相談件数

施設利用満足度
保護者アンケートの施設利用満足度を指標とす
る。
目標は100％とする。

R1その他職員
従事割合

R1目標

R3目標

R2年度に改善した点

重要 自治事務 法定受託事務 法定受託＋附加 50,993千円

R1決算額 指標名

新型コロナウイルス感染症拡大防止に努
めながら施設運営を実施した。

R1予算現額

R2予算現額 R2決算額（見込み）

児童福祉法、所沢市立松原学園条例、同施行規則 58,979千円 52,012千円

事業の目的及び具体的な内容
R1正規職員
人件費

R2目標 R2実績

100.0% 93.6%

120,641千円 100.0%会年職員 15.00 人

R2正規職員
人件費

R2その他職員
従事割合

松原学園運営事業

根拠法令

支援体制を整備し、受け入れ人数は増えている
が、希望する通園日数での受け入れが出来な
かったため。

100.0% 97.2%

事業達成に向けての現在の課題及び今
後の課題解決に向けた取り組み

131,080千円 臨時職員 13.00 人
①5,600日

②39人

③60件

児童発達支援センターとして機能を発揮
できるよう事業を推進しているが、更なる
専門性の向上及び地域支援の充実が求
められている。
今後も職員の育成に努め、支援の充実を
図っていく。

期間 14.77 人
非常勤
特別職

1.00 人

S46～

就学前の障害児が日常生活や社会生活を円滑に営
めるよう、日常生活の基本的動作や知識技能の付
与、集団生活への適応訓練等を行い、発達・成長を
支援する。また、地域の障害児やその家族への相
談、地域の支援者への援助・助言等を行う地域支援
事業を実施する。

15.77 人

76,894千円

自治事務 法定受託事務

目標設定の考え方・根拠

B
こど
も福
祉課

実施計画ランク 事業の種別

一
般

R1予算現額

難聴児補聴器購入
費助成事業

重要

892千円 222千円

R2年度に改善した点

①助成件数
①助成件数 サービスの利用状況を把握するため

購入対象者に対しては、こども福祉ガイド
を活用するなど、わかりやすい制度説明を
行うことに努め、市ホームページへの掲載
等の幅広い情報提供を行った。

R1目標 R1実績

指標名

法定受託＋附加 880千円 848千円

R2予算現額

所沢市難聴児補聴器購入助成事業実施要綱

会年職員

0.00 人 9 12

9 3
R2その他職員
従事割合

事業達成に向けての現在の課題及び今
後の課題解決に向けた取り組み

2,410千円 臨時職員 0.00 人

①3

R2目標 R2実績

軽度・中等度の難聴児へ補聴器の
購入費用を助成することにより、言
語の習得や教育等による健全な発
達を支援し、児童の福祉の増進を
図れており、必要な制度であると考
える。

R2目標値が未達成の理由・分析

令和2年度は申請件数が少なかったため。
年度により申請件数にバラつきがある。

周知に努める。
R3目標期間 0.28 人

18歳未満で身体障害者手帳の交付対象とならない軽
度・中等度の難聴児を対象に、補聴器の購入費用を
助成することで、言語の習得、教育等における健全な
発達を支援する。

0.29 人
非常勤
特別職

2,287千円 9

補聴器の使用により生活
等の能率向上につながる。

３．すべての
人に健康と

福祉を

１１．住み続
けられるまち

づくりを

どのように貢献したか

３．すべての
人に健康と

福祉を

より多くの児童に利用して
もらえるよう、柔軟な受け
入れ体制としている。

どのように貢献したか

多くの児童が療育を受けら
れるようになった。

３．すべての
人に健康と

福祉を

１１．住み続
けられるまち

づくりを

３．すべての
人に健康と

福祉を

１１．住み続
けられるまち

づくりを

４．質の高い
教育をみん

なに

４．質の高い
教育をみん

なに

どのように貢献したか

R2正規職員
人件費

根拠法令

H25～

事業の目的及び具体的な内容
R1正規職員
人件費

R1その他職員
従事割合

0.00 人

41



第２章　子どもが大切にされるまち  第２節　子ども福祉

SDGsへの貢献
(最大3つ)

活動実績(R2)

成果

成果指標

評価及び次年度以降に向けた課題・取り組みなど

総合
評価

事業自体が
貢献する
項目

実施手法等
の工夫により
貢献できた
項目(任意)

現状の課題
事務事業名称 事業概要（全体）

所属
名称 評価

理由

経費

投入コスト
会
計

項目名

■ □ □

実績

評価者

こども福祉課長　岩雲　美香

項目名

■ □ □

実績

評価者

こども福祉課長　岩雲　美香

項目名

■ □ □

実績

評価者

こども福祉課長　岩雲　美香

項目名

■ □ □

実績

評価者

こども支援課長　清水　康雄

0.00 人

0.01 人

0.09 人会年職員

会年職員

会年職員

0.09 人

123千円

事業の目的及び具体的な内容
R1正規職員
人件費

R1その他職員
従事割合

発達障害者支援法、障害者基本法

法定受託事務 法定受託＋附加

目標設定の考え方・根拠

R2決算額（見込み）

児童福祉法・所沢市家庭児童相談室設置運営要綱 20,276千円 17,632千円

①相談件数（虐待・養護）

②相談件数（保健・育成・障害）

③相談件数（非行・その他）

相談件数
子どもに関する様々な相談に対応していく事業
であるため、相談件数が指標となる。
前年度よりも実績を増やすことを目標とする。

R1正規職員
人件費

R1その他職員
従事割合

Ｂ

R3目標

R1目標 R1実績

R1決算額 指標名

①878件

②248件

③177件

R2実績

1,303件
R2正規職員
人件費

R2その他職員
従事割合

事業達成に向けての現在の課題及び今
後の課題解決に向けた取り組み

R2目標

R2目標値が未達成の理由・分析

相談件数は前年度よりも減少して
いるが、市民及び関係機関からの
相談について、丁寧に対応し関係
機関につないでいる。引き続き、丁
寧な相談対応に努め、関係機関と
連携を図り、相談者や子どもに効
果的な支援を提供していく。

R2年度に改善した点

児童虐待及び児童家庭相談の相談等の
内容を効率的に記録し、継続的に管理し
ていくため児童相談システムを導入した。

相談に繋がるよう、相談窓口の周知を図
るとともに関係機関と連携強化を図る。

1,600件

13,026千円

新型コロナウイルス感染症拡大防止のため緊
急事態宣言が発令され、休校や外出自粛の期
間があり、関係機関からの相談件数が少なかっ
たため、前年度より相談件数が減少した。

1,350件 1,580件

0.00 人臨時職員

1,600件
5.00 人

5.50 人

18,951千円

期間 1.63 人

S44～ 13,314千円

一
般

R1予算現額

重要 自治事務 13,806千円

こど
も福
祉課

実施計画ランク 事業の種別

一
般

子どもに関する様々な相談に応じ、個々の子どもや
家庭に対して効果的な支援を行うことで、子どもの福
祉の充実を図るとともにその権利を擁護する。

こど
も支
援課

実施計画ランク 事業の種別

指標名

R2決算額（見込み）

R2実績

児童家庭相談事業

根拠法令 R2予算現額

事業の目的及び具体的な内容

2.28 人
非常勤
特別職

根拠法令 R2予算現額

法定受託＋附加 241千円

R1予算現額

発達障害児等子育
て応援事業

自治事務重要 法定受託事務

目標設定の考え方・根拠

3 2

2,244千円 臨時職員

①2

②26

241千円 0千円

R1目標 R1実績

R2年度に改善した点

①講座等の開催回数

②講座等の参加延べ人数

①講座等の開催回数
開催回数を増やすことで希望者が参加しやすく
なるため

新型コロナウイルス感染症拡大防止のた
め、保護者向け講座等の開催ができな
かった。

新型コロナウイルス感染症拡大防止のため、保
護者向け講座等の開催ができなかったため。

事業達成に向けての現在の課題及び今
後の課題解決に向けた取り組み3 3

新型コロナウイルス感染症拡大防
止のため、支援者向けの講座等は
実施したものの、保護者向けの講
座等の開催はできなかった。
しかしながら、例年、障害への理解
や情報共有が図れることから保護
者向け講座等の継続開催について
の要望がなされており、今後実施し
ていきたいと考えている。

講座等に参加する保護者や保育士等の
支援者に発達障害等に関する理解を深め
てもらい、また情報共有の場となるような
講座開催に努めていく。

R2正規職員
人件費

R2その他職員
従事割合

2

R2目標値が未達成の理由・分析

R2目標

会年職員 0.01 人

C

R1決算額

就学前の障害児が日常生活の基本動作の訓練等を
行う児童発達支援を受けた場合や、就学後の障害児
が放課後等に集団生活訓練等を行う放課後等デイ
サービスを受けた場合等に、通所支援事業所に対し
て障害児通所給付費を支給する。

期間 0.29 人 R3目標

H24～ 2,369千円

発達障害等に関する理解・啓発を図るために、障害
児を養育する保護者や保育士等の支援者を対象にし
た学習講座を行う。

0.27 人
非常勤
特別職

事業の目的及び具体的な内容
R1正規職員
人件費

R1その他職員
従事割合

こど
も福
祉課

実施計画ランク 事業の種別

一
般

期間

H24～

R2予算現額

R1予算現額

1,104,102千円

R1決算額

障害児通所支援事
業

根拠法令 R2決算額（見込み）

児童福祉法 1,130,254千円 1,106,507千円

指標名 目標設定の考え方・根拠

Ａ

保護者の申請に基づき、面談等に
より障害児への個々の支援の必要
性を把握して支給決定を行ってお
り、今後も継続して行う必要があ
る。

優先 自治事務 法定受託事務 法定受託＋附加 1,087,631千円

①利用延日数

臨時職員

121,008

11,108千円

R2年度に改善した点

①利用延べ日数 サービスの利用状況を把握するため

新型コロナウイルス感染症の感染拡大防
止に努めながら、サービス利用申請に対
して電話による手続きを取り入れる等の対
応策を講じた。市内通所支援事務所を訪
問し、感染対策と療育の両立について聞
き取り調査を実施して結果を共有した。R1目標 R1実績 R2目標値が未達成の理由・分析

113,550

R2正規職員
人件費

R2その他職員
従事割合

110,902

119,394

10,722千円

1.36 人

1.29 人
非常勤
特別職

0.00 人

利用を希望する支給決定者数自体は増加した
が、新型コロナウイルス感染症拡大防止のた
め、実際の利用は自粛することが見受けられ
た。

113,904

R3目標

事業達成に向けての現在の課題及び今
後の課題解決に向けた取り組み

0.09 人

①110,902

R2目標 R2実績 グレーゾーンを含む障害児の利用者は増
加傾向にある。通所支援事業所に対し、
事業実施に関する研修会や連絡会を開催
していくとともに、教育と福祉の連携をはじ
めとして、様々な支援者が連携を進めるこ
とで利用者への支援の質の向上に努めて
いく。

こど
も福
祉課

実施計画ランク 事業の種別

一
般

R1予算現額

障害児相談支援事
業

根拠法令 R2予算現額

4,738千円

R1決算額 指標名 目標設定の考え方・根拠

①利用延べ人数
①利用延べ人数R2決算額（見込み）

R1実績
S

相談支援事業所による利用計画の
作成等の支援により、課題の解決
や適切なサービスの利用に繋がっ
ており、必要な制度であると考え
る。

R2年度に改善した点

サービスの利用状況を把握するため 所沢市自立支援協議会（相談支援部会）
との連携により、新規事業所（２ヶ所）が開
所となった。

事業達成に向けての現在の課題及び今
後の課題解決に向けた取り組み

相談支援専門員の一人当たりの受け持ち
件数が増加傾向にあり、相談支援事業所
の新規の受け入れが困難な状況にある。
これを解消するために、所沢市自立支援
協議会（相談支援部会）と連携し、更なる
新規事業所の開拓及び相談支援専門員
の確保に努める。

R2目標値が未達成の理由・分析

目標達成済み

重要 自治事務 法定受託事務 法定受託＋附加 21,405千円 18,548千円

児童福祉法 21,404千円 20,386千円

1,280 1,129

R2正規職員
人件費

事業の目的及び具体的な内容
R1正規職員
人件費

R1その他職員
従事割合

R1目標

0.00 人

臨時職員 0.09 人

①2,141

R2目標 R2実績

R2その他職員
従事割合

1,350 2,141

1,472

期間 0.60 人 R3目標

H24～ 4,901千円

18歳未満の障害児が利用対象である障害児通所支
援事業の利用にあたり、相談支援事業所が障害児の
抱える課題の解決や適切なサービスの利用に向け
て、利用計画（案）の作成や、モニタリング、計画の見
直しなどきめ細かい支援を行った場合に、障害児相
談支援給付費を支給する。

0.57 人
非常勤
特別職

どのように貢献したか

家族ごとのニーズに応じた
適切なサービスの利用に
繋げた。

４．質の高い
教育をみん

なに

１１．住み続
けられるまち

づくりを

どのように貢献したか

支援者への啓発により、障
害児の生活環境等の改善
に貢献した。

どのように貢献したか

障害児の安全で健やかな
生活に貢献した。

４．質の高い
教育をみん

なに

３．すべての
人に健康と

福祉を

３．すべての
人に健康と

福祉を

１１．住み続
けられるまち

づくりを

１１．住み続
けられるまち

づくりを

３．すべての
人に健康と

福祉を

どのように貢献したか

相談、支援の中で子どもの
福祉向上に努めた。

１．貧困をな
くそう

３．すべての
人に健康と

福祉を
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第２章　子どもが大切にされるまち  第２節　子ども福祉

SDGsへの貢献
(最大3つ)

活動実績(R2)

成果

成果指標

評価及び次年度以降に向けた課題・取り組みなど

総合
評価

事業自体が
貢献する
項目

実施手法等
の工夫により
貢献できた
項目(任意)

現状の課題
事務事業名称 事業概要（全体）

所属
名称 評価

理由

経費

投入コスト
会
計

項目名

□ ■ □

実績

評価者

こども支援課長　清水　康雄

項目名

■ □ □

実績

評価者

こども支援課長　清水　康雄

期間

目標設定の考え方・根拠

ひとり親家庭等自
立支援事業

根拠法令 R2予算現額

こど
も支
援課

実施計画ランク 事業の種別

一
般

R1予算現額

R1実績
Ａ

成果指標の目標値は達成できてい
る。修業後に就いた職に継続して
勤めているか、長期に渡る後追い
調査をするなど、今後もよりきめ細
かな支援を続けていく。

母子及び父子並びに寡婦福祉法 25,971千円 16,998千円

事業の目的及び具体的な内容
R1正規職員
人件費

R1その他職員
従事割合

R1目標

0.00 人

R2年度に改善した点

①相談件数

②高等職業訓練促進給付金等
支給額

③自立支援教育訓練給付金支
給額

高等職業訓練受給資格者　
受給終了後の就職率
（就職者＋進学者）÷資格取得者×100

資格の取得により、より条件の良い職に就くこ
と、また長期間その資格を活かした職に就くこと
を目指す。

高等職業訓練促進給付金や通勤定期乗
車券の割引制度のチラシ等を制度内容が
よりわかりやすく伝わるよう改善した。

18,962千円

R1決算額 指標名

R2決算額（見込み）

目標達成済

事業達成に向けての現在の課題及び今
後の課題解決に向けた取り組み

相談の傾向として、ＤＶや生活苦、疾病や
法律に絡む問題など、複雑な生活相談
（離婚前相談を含む）が増加している。今
後も、研修等へ積極的に参加することによ
り、相談者への理解を深め、自立に向け
た支援を行っていく。

R2実績

重要 自治事務 法定受託事務 法定受託＋附加 21,546千円

R2目標値が未達成の理由・分析

目的：ひとり親及び寡婦の相談に応じるとともに、そ
の自立を支援する。
内容：母子・父子自立支援員によりひとり親の相談を
受ける中で、
①自立に必要な情報提供及び指導を行ったり、
②職業能力の向上及び求職活動等に関する支援を
行っている。

0.54 人
非常勤
特別職

2.10 人 100.0%

4,488千円 臨時職員

100.0%

100.0%

　　　H15～ 4,002千円 100.0%

①447件

②11,606千円

③78千円

R2目標

R2正規職員
人件費

R2その他職員
従事割合

100.0%

0.49 人 R3目標

こど
も支
援課

実施計画ランク 事業の種別

一
般

R1予算現額

期間

重要 法定受託事務 法定受託＋附加

虐待通告（19件）を受けた児童すべ
て安全確認できており、児童虐待
の早期防止を図れたものと考えて
いる。今後も関係機関や市民に児
童虐待の通告・情報提供を周知
し、虐待防止に努める。

R2予算現額 R2決算額（見込み）

児童福祉法・児童虐待の防止等に関する法律 6,580千円

R2目標値が未達成の理由・分析

自治事務

R1決算額

100.0%

2,981千円

児童虐待防止対策
事業

根拠法令

目標設定の考え方・根拠指標名

R1正規職員
人件費

R1その他職員
従事割合

6,215千円

事業の目的及び具体的な内容

R2正規職員
人件費

R2その他職員
従事割合

R2年度に改善した点

虐待通告を受けた対象児童の安全確認
児童虐待通告を受けた際は、児童の安全確認
が最優先であるため、安全確認の実績を指標と
し、目標値は100％とした。

児童虐待及び児童家庭相談の相談等の
内容を効率的に記録し、継続的に管理し
ていくため児童相談システムを導入した。

R1目標

100.0%

目標達成済

R2実績

引き続き事業周知を図り、適切な対応に
努める。

R1実績

R3目標

100.0%

R2目標

非常勤
特別職

1.00 人 100.0%

会年職員 1.00 人

事業達成に向けての現在の課題及び今
後の課題解決に向けた取り組み

32,084千円 臨時職員 0.00 人
①1,175人

②3世帯

③38回
100.0%

Ａ

2.08 人

2,297千円 ①児童の所属からの定期的情
報提供

②養育支援訪問実施世帯数

③個別ケース検討会議開催件
数

H12～ 16,989千円

児童虐待の未然防止及び虐待を受けている子どもに
迅速的確に対応するために、関係機関と連携しなが
ら適切な支援を実施する。

3.86 人

３．すべての
人に健康と

福祉を

どのように貢献したか

相談、支援の中で子どもの
福祉向上に努めた。

どのように貢献したか

ひとり親家庭等の資格取
得を支援し、生活状況の改
善を図った。

１．貧困をな
くそう

１．貧困をな
くそう

会年職員 1.95 人

43



第２章　子どもが大切にされるまち  第３節　子育て環境

項目名

■ □ □

実績

評価者

こども政策課長　一色　義直

項目名

■ □ □

実績

評価者

こども政策課長　一色　義直

項目名

■ □ □

実績

評価者

保育幼稚園課長　小山　貴之

第２章　子どもが大切にされるまち  第３節　子育て環境

期間 1.50 人 R3目標

0.15 人

会年職員

会年職員

会年職員

非常勤
特別職

H30～ 12,252千円 120

1.25 人

R1決算額

200

集団指導や各施設での実地指導を
行うことで、保育運営の質の向上を
図ることができた。
前年度指摘の改善が浸透したこと
で、目標以上に指摘件数を減らす
ことができた。 事業達成に向けての現在の課題及び今

後の課題解決に向けた取り組み

効果的な集団指導や実地指導により適正
な保育運営につなげることができるため、
指導方法について今後も検討し、必要に
応じて改善を図っていく。

前年度指摘が無かった項目や類似する項
目等を削除及び統合し、指導監査を効率
的に実施した。また、市の指導内容を明ら
かにするとともに、施設を運営する事業者
に結果を周知することでより適切な運営を
促すことを目的として、結果を公表した。

R1実績

R2年度に改善した点

R2実績

14千円 5千円

300

R2目標

3千円

R1その他職員
従事割合

0.00 人

目標達成済み124

R1決算額

R2決算額（見込み）

目標設定の考え方・根拠指標名

臨時職員 0.01 人

①67施設

②29施設

R2その他職員
従事割合

A

①集団指導実施施設数

②実地指導実施施設数

実地指導指導件数
実地指導を通じて、施設の質の確保等を図る。
実地指導指導件数を指標とし、質が向上するこ
とにより、当該件数が減少していく。

R1目標

―

教育・保育運営に係る給付費の支給を受ける教育・
保育施設や地域型保育事業所等の質の確保（適正
な事業所運営及び児童の適切な処遇の確保）及び当
該給付費の支給の適正化を図る。

事業の目的及び具体的な内容 R2目標値が未達成の理由・分析

222

創設・増改築のみならず、既存施設の定
員割り振り変更や定員弾力化の活用な
ど、待機児童の解消に向けたあらゆる手
段を検討・実施していく。
また、補完的に家庭における子育て支援
も検討していく。

こど
も政
策課

実施計画ランク 事業の種別

一
般

期間 1.95 人

教育・保育施設等
整備事業

根拠法令

SDGsへの貢献
(最大3つ)

活動実績(R2)

成果

成果指標

評価及び次年度以降に向けた課題・取り組みなど

総合
評価

事業自体が
貢献する
項目

実施手法等
の工夫により
貢献できた
項目(任意)

現状の課題
事務事業名称 事業概要（全体）

所属
名称 評価

理由

経費

投入コスト
会
計

こど
も政
策課

実施計画ランク

最優先 自治事務 法定受託事務

所沢市保育所等整備費補助金交付要綱

事業の目的及び具体的な内容

目標設定の考え方・根拠

B

保育所の新設や既存施設の活用
により、保育定員を増加させたもの
の、目標の達成ができなかった。

R2年度に改善した点

増加した保育定員数

待機児童数
（翌年度4月1日時点）

待機児童の解消が事業目的であるため、待機
児童数を成果指標とする。

既存施設の保育定員拡大余地が年々減
る中で、積極的な声掛けや連絡・調整等
により、保育定員数の拡大を図るととも
に、大規模開発が見込まれる所沢駅周辺
の保育需要に対応する保育所を新設し
た。R1目標

事業達成に向けての現在の課題及び今
後の課題解決に向けた取り組み

R1実績

0千円 0千円

R1決算額 指標名

R2決算額（見込み）

45,000千円 45,000千円

R2予算現額

R1正規職員
人件費

R1その他職員
従事割合

一
般

R1予算現額事業の種別

14,380千円 臨時職員 0.01 人

R2正規職員
人件費

法定受託＋附加

R2目標値が未達成の理由・分析

就学前児童の保育に係る待機児童を解消するため、
保育所等整備費補助金交付事業に基づき、保育園、
認定こども園、小規模保育事業所の創設、増改築等
を行う事業者に対して、施設整備の補助を行うととも
に、その他の待機児童対策も進めていくことにより、
保育の受入枠を増加し、安定した保育の提供を図
る。

1.73 人
非常勤
特別職

0.00 人 5 2

申込児童数の増加による。0 3
88人

R2目標 R2実績

0
0.01 人

R2その他職員
従事割合

R3目標

R1予算現額

H9～ 15,928千円

特定教育・保育施
設等の指導監査に
関する事務

根拠法令 R2予算現額

子ども・子育て支援法、児童福祉法、所沢市特定教育・保
育施設等指導監査実施要綱、所沢市家庭的保育事業等指
導監査実施要綱

R1正規職員
人件費

自治事務 法定受託事務 法定受託＋附加

0.01 人

14千円

10,390千円

R2正規職員
人件費

保育
幼稚
園課

実施計画ランク 事業の種別

一
般

特定教育・保育施
設等保育の質改善
費補助事業

根拠法令 R2予算現額

所沢市特定教育・保育施設等保育の質改善費補助
金交付要綱

327,652千円 322,905千円

優先

事業の目的及び具体的な内容
R1正規職員
人件費

R1その他職員
従事割合

R2年度に改善した点

補助実施施設数

保育士確保や保育の質を改善するための補助
金であるという趣旨や制度を理解してもらい、市
内の対象施設全てに実施してもらうことを目標
とする。

様式や支払方法を変更することで事務の
効率化を図った。

R1予算現額

自治事務 法定受託事務 法定受託＋附加 303,730千円 301,586千円

指標名

R1目標 R1実績 R2目標値が未達成の理由・分析

目標設定の考え方・根拠

67施設

66施設 66施設

67施設 目標達成済

事業達成に向けての現在の課題及び今
後の課題解決に向けた取り組み

R2決算額（見込み）

令和3年度から一部の補助メニューについ
て国及び県の補助制度を活用すること
で、施設に対する補助額を増額できるよう
制度を変更することになったので、新制度
について施設がよく理解し活用できるよう
周知を図っていく。

R2正規職員
人件費

R2その他職員
従事割合

68施設

A

補助対象施設の全てに補助金を交
付した。保育の質改善のため、引き
続き補助事業を行っていく。

0.92 人
非常勤
特別職

0.00 人

①補助実施延べ有資格者数

②補助実施延べ４・5歳児数

③保育支援者雇用費補助金
　 補助実施施設数

7,647千円 臨時職員 0.10 人

期間 0.70 人 R3目標

H27～ 5,718千円

①9,522人

②19,718人

③34園（35園中）

R2目標 R2実績

特定教育・保育施設等に対し、有資格者処遇改善、
職員配置基準改善及び保育支援者雇用のために補
助金を交付し、保育の質改善を図るものである。
（具体的な内容）
 ①有資格者処遇改善費補助金
 ②職員配置基準改善費補助金
 ③保育支援者雇用費補助金
※補助金の交付は、補助単価、補助基準額及び補
助限度額による。

３．すべての
人に健康と

福祉を

どのように貢献したか

保育定員数を増加させたこ
とで、より多くの子どもが適
切な保育を受けられること
となった。

３．すべての
人に健康と

福祉を

どのように貢献したか

保育の質を改善し、児童が
安心で安全な保育の提供
が受けられた。

３．すべての
人に健康と

福祉を

４．質の高い
教育をみん

なに

どのように貢献したか

実地指導を通じて、施設の
質を確保することにより、
多くの子どもが、質の高い
保育を受けられるようにな
る。
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SDGsへの貢献
(最大3つ)

活動実績(R2)

成果

成果指標

評価及び次年度以降に向けた課題・取り組みなど

総合
評価

事業自体が
貢献する
項目

実施手法等
の工夫により
貢献できた
項目(任意)

現状の課題
事務事業名称 事業概要（全体）

所属
名称 評価

理由

経費

投入コスト
会
計

項目名

■ □ □

実績

評価者

保育幼稚園課長　小山　貴之

項目名

■ □ □

実績

評価者

保育幼稚園課長　小山　貴之

項目名

■ □ □

実績

評価者

保育幼稚園課長　小山　貴之

項目名

■ □ □

実績

評価者

保育幼稚園課長　小山　貴之

会年職員 0.15 人

会年職員

188,379千円所沢市定員管理計画

市立保育園における給食調理業務においては、現業
職員不補充の中、園児の食物アレルギー等、多様な
対応が求められている。このため、安心・安全な給食
を将来的に安定して提供し、保育の一環である食育
の推進を図るため、計画的な委託化を進める。
具体的には、①栄養士が作成した献立を施設内の調
理室で調理等を行う。②保育士、栄養士と連携して行
う食育活動を行う。

0.00 人

会年職員 0.00 人

根拠法令 R2予算現額

R1目標 R1実績
R1正規職員
人件費

H28～ 8,985千円 10園

保育
幼稚
園課

実施計画ランク 事業の種別

一
般

R1予算現額

期間 1.10 人

188,379千円

事業の目的及び具体的な内容

目標値を達成できており、令和３年
度目標についても業者選定に向け
てスケジュールどおり進めており、
目標達成する見込みである。

1,096,726千円
①対象園数

②給食数

③

委託実施園数

公立保育園のうち、栄養士が配置されている10
園の給食調理業務の委託化を３期に分けて実
施
Ⅰ期：平成28年度　2園
Ⅱ期：平成30年度　4園
Ⅲ期：令和　2年度　4園

R1その他職員
従事割合

R2目標値が未達成の理由・分析

R2年度に改善した点

最優先 自治事務 法定受託事務 法定受託＋附加 109,726千円

業者選定における審査基準の見直しを
行った。

保育園給食調理業
務委託事業

目標設定の考え方・根拠

A
0.90 人

非常勤
特別職

0.00 人 6園 6園

目標達成済

R3目標

事業達成に向けての現在の課題及び今
後の課題解決に向けた取り組み

7,481千円 臨時職員 0.15 人
①10園

②17,429食

③

R2目標 R2実績

予定していた10園（3期分）の委託化が完
了している。残る9園については、現業職
員の退職状況や園の施設状況等を考慮し
ながら取り組んでいく。

R2正規職員
人件費

R2その他職員
従事割合

R2決算額（見込み）

保育
幼稚
園課

実施計画ランク 事業の種別

一
般

R1予算現額

期間 21.71 人

R1正規職員
人件費

障害児保育事業

目標設定の考え方・根拠

A

新型コロナウイルス感染症の影響
も受けて、申請人数の減少は見ら
れたが、集団生活の中で健常児と
共に育ちあい、支援ができることが
成果と言える。

R2年度に改善した点

対象児童数
混合保育の申請及び幼稚園における対象児童
は、前年度と同数程度と見込まれる。 障害児専門相談員による巡回指導を、新

型コロナウイルス感染症の状況を見なが
らおこない述べ1,029件の支援を行った。

R1目標

267人

公立保育園混合枠の申請人数が減少した為、
受け入れの児童数も減少し、目標値に達成しな
かった。コロナウイルス感染症の影響も受けて
いる。

優先 自治事務 法定受託事務 法定受託＋附加 107,933千円 105,927千円

事業の目的及び具体的な内容

指標名

根拠法令 R2予算現額 R2決算額（見込み）

所沢市混合保育実施要綱
所沢市障害児保育事業補助金交付要綱

239,227千円 236,232千円

R1決算額

障害のある児童を健常児と共に保育することにより、
お互いの成長を促進させるための事業である。
（具体的な内容）
①混合保育入園審査会において、障害を有するが健
常児の中で過ごすことにより、成長発達が促進される
と判定された児童、②民間保育園、認定こども園・民
間幼稚園から申請を受け、観察保育を実施した結
果、補助金の交付が適と判定された児童を対象とし、
対象児童の数に補助単価を乗じた金額を障害児担
当保育士等の雇用費として支給する。

2.14 人
非常勤
特別職

2.00 人 270人

280人

R2目標

2.00 人 R3目標

R2実績

新型コロナウイルス感染症の社会状況を
見ながら、発達に特性を持つ子どもたちへ
の支援を学ぶための研修会を開催してい
きたい。

R2正規職員
人件費

R2その他職員
従事割合

R1その他職員
従事割合

R1実績 R2目標値が未達成の理由・分析

275人

①公立保育園混合枠受け入れ
数

②民間保育園・幼稚園の補助対
象児童数

③受け入れ施設数

非常勤
特別職

H3～ 177,327千円 会年職員 42.10 人 280人

事業達成に向けての現在の課題及び今
後の課題解決に向けた取り組み

17,788千円 臨時職員 44.41 人
①82人

②193人

③64園（公立19園、民間【新制
度】29園、民間【旧制度】16園）

10園 10園

R1決算額 指標名

どのように貢献したか

安心・安全な給食を安定し
て提供し、保育の一環であ
る食育の推進を図った。

４．質の高い
教育をみん

なに

３．すべての
人に健康と

福祉を

どのように貢献したか

施設に対し補助金交付す
ることにより、障害を持った
子どもたちにも平等に教育
や保育を受けられた。

３．すべての
人に健康と

福祉を

４．質の高い
教育をみん

なに

４．質の高い
教育をみん

なに

0千円

R2その他職員
従事割合

３．すべての
人に健康と

福祉を

３．すべての
人に健康と

福祉を

４．質の高い
教育をみん

なに

2,532千円

①補助対象施設数

②

③

根拠法令 R2予算現額

0.00 人

R2～

期間

R2～

保育士宿舎借上補
助事業

優先

補助対象保育士数

R1決算額 指標名

法定受託＋附加 0千円

16人

R2目標

R1目標 R1実績
R1正規職員
人件費

自治事務 法定受託事務

所沢市保育士宿舎借上補助事業費補助金交付要綱

保育士の確保、就業継続及び離職防止を図るため、
保育士の宿舎を借り上げている民間保育施設を運営
する者に対し、補助金を交付する。

0千円

5,770千円

事業の目的及び具体的な内容
R1その他職員
従事割合
非常勤
特別職

0.00 人

0千円

一
般

R1予算現額

事業達成に向けての現在の課題及び今
後の課題解決に向けた取り組み未実施

成果目標値には達さなかったが、
未申請ながら補助金利用に興味を
示している施設も複数あり、令和3
年度は利用者の増加が見込まれ
る。人材確保に向けて長期的な視
点で成果を推し量っていくべき補助
金であり、引き続き制度の周知及
び積極的な活用の呼びかけを行っ
ていく。

R2年度に改善した点

各施設とも初めての申請となるため、申請
から交付に至るまで、個別のフォローアッ
プを強化した。

今後、各施設で１名は対象とできるよう、目標数
値を設定する。

R2決算額（見込み）

R2目標値が未達成の理由・分析

補助金交付を通して保育
士を確保し、円滑な保育の
提供につなげた。

目標設定の考え方・根拠

B

R2実績

申請に際し各施設から不明点が寄せられ
たので、補助金の申請にかかるFAQを作
成し、情報共有を図る。

どのように貢献したか

優先

未実施

法定受託事務 法定受託＋附加

補助金導入初年度であり、制度周知には努め
たものの、にわかには補助金の活用に結びつ
かなかった施設もあると思われる。

臨時職員 0.00 人
①１３園

②

③
0.46 人

R1正規職員
人件費

3,757千円

R2予算現額

　現在、市立保育園は、正規職員及び会計年度任用
職員で運営を行っている。
　近年、全国的に保育士不足が慢性化している中、
本市においても会計年度任用職員の応募が少なく、
確保が難しい状況が続いている。
　このため、労働者派遣事業所を活用し、保育人材を
確保することで、提供する保育の質を保つものであ
る。

保育
幼稚
園課

実施計画ランク 事業の種別

一
般

R1予算現額

事業実施初年度のため特になし。

自治事務

目標設定の考え方・根拠

R1その他職員
従事割合

実際に派遣できた職員数÷必要となった派遣
人数

R2決算額（見込み）

R2目標値が未達成の理由・分析

R1決算額

0千円

事業の目的及び具体的な内容

0千円

20人

25人

R3目標

R2実績

R2正規職員
人件費

保育
幼稚
園課

実施計画ランク 事業の種別

①保育園への派遣職員数

②

③

-

どのように貢献したか

事業達成に向けての現在の課題及び今
後の課題解決に向けた取り組み

公立保育園を円滑に運営するた
め、正規職員や会計年度任用職員
の配属状況を踏まえて、必要に応
じて派遣職員を導入していく。

R1実績

会計年度任用職員が不足しないよう、ハ
ローワークや所沢市ホームページを活用
し広く募集活動を行う。期間

①0人

②

③

100.0% 0.0%
労働者派遣事業所を活用
し、保育人材を確保するよ
うに努めた。

100.0%

R3目標

0.00 人臨時職員

0.31 人

7,731千円

R2年度に改善した点

実際に派遣できた割合

-

指標名

R1目標

0.00 人
C

1名派遣の必要が生じたが、年度後半だったた
め、落札した派遣会社においても派遣候補職員
が見つからず派遣に至らなかったため。

0千円

保育園人材派遣活
用事業

根拠法令

R2目標

R2正規職員
人件費

R2その他職員
従事割合

0.00 人
非常勤
特別職

労働者派遣事業の適正な運営の確保及び派遣労働
者の保護等に関する法律

5,620千円
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第２章　子どもが大切にされるまち  第３節　子育て環境

SDGsへの貢献
(最大3つ)

活動実績(R2)

成果

成果指標

評価及び次年度以降に向けた課題・取り組みなど

総合
評価

事業自体が
貢献する
項目

実施手法等
の工夫により
貢献できた
項目(任意)

現状の課題
事務事業名称 事業概要（全体）

所属
名称 評価

理由

経費

投入コスト
会
計

項目名

■ □ □

実績

評価者

青少年課長　三上　佳明

項目名

■ □ □

実績

評価者

青少年課長　三上　佳明

項目名

■ □ □

実績

評価者

青少年課長　三上　佳明

項目名

■ □ □

実績

評価者

青少年課長　三上　佳明

R1予算現額 R1決算額

最優先 自治事務

青少
年課

実施計画ランク 事業の種別

一
般

放課後児童健全育
成事業（民設民営
児童クラブ）

根拠法令

児童福祉法・所沢市放課後児童健全育成事業の設
備及び運営に関する基準を定める条例

事業の目的及び具体的な内容

公設の児童クラブや生活クラブが整備されているも
のの、狭隘化や大規模化、保留児童の発生等が著し
い緊急性の高い小学校区もある。これらの小学校区
において保護者が労働等により昼間家庭にいない小
学校児童に対し、授業の終了後等に適切な遊びや生
活の場を与えて児童の健全育成を図る。

民設民営児童クラブは4月1日開所が原則
だが、ところざわサクラタウン内で7月1日
開所を予定しているクラブがあったため、
委託要領・募集要項・仕様書を変更して対
応するとともに、非公募での募集ができる
ようにした。

目標達成済

事業達成に向けての現在の課題及び今
後の課題解決に向けた取り組み

R2目標 R2実績 本事業は、、待機児童解消に即効性があ
あるものの、待機児童数が減少傾向と
なっていることや、学校施設の活用を進め
ていることから、今後は既存クラブを継続
しつつ、新規導入は地域の実情に応じて
検討していくこととする。

平成28年度から、児童クラブの狭
隘化及び大規模化が著しい小学校
区を対象に、民設民営児童クラブ
を開所している。平成28年度から
令和2年度までに計8か所を開所
し、定員325人を確保し、当該小学
校区の待機児童解消に一定の成
果を挙げていると考える。
さらに、緊急性の高い2ヶ所の小学
校区に対し、令和3年4月に民設民
営児童クラブを開所するための準
備を行った。

R2年度に改善した点

R1目標 R1実績

法定受託事務 法定受託＋附加 69,319千円 68,856千円

R1正規職員
人件費

R1その他職員
従事割合

R2予算現額

R2目標値が未達成の理由・分析

①民設民営児童クラブ累計

②緊急性の高い小学校区数

③

民設民営児童クラブとして確保した供給
量

当該事業は、児童クラブの狭隘化や大規模化
等が著しい緊急性の高い小学校区への対策を
目的とするため、確保した供給量を指標とする。
目標値としては、前年より2クラブ増やした定員
（定員40人/１クラブ）とした。

R2決算額（見込み）

113,199千円

245人

4,488千円 臨時職員 0.00 人
①8クラブ

②8小学校区

③

R2正規職員
人件費

R2その他職員
従事割合

325人 325人

405人

A

指標名 目標設定の考え方・根拠

106,260千円

会年職員 0.00 人
期間 0.69 人 R3目標

H27～ 5,636千円

青少
年課

実施計画ランク 事業の種別

一
般

R1予算現額

児童クラブ運営事
業

根拠法令 R2予算現額

R1決算額

C

入所希望児童数の増加により、令
和2年4月時点では大規模児童クラ
ブは昨年度より増加したが、令和3
年度に向けて民設民営児童クラブ
の募集や児童クラブの施設整備
（富岡・椿峰）等を進め、児童クラブ
人数の適正化を図った。
また、教育委員会の協力を得なが
ら、放課後に学校施設を活用する
取り組みを進め、児童クラブ施設以
外の活動場所を確保できるよう努
めた。

R2年度に改善した点

①児童クラブ数

②児童クラブ登録人数

③

児童クラブ人数の適正化率：大規模児童
クラブ（児童数71人以上）の解消

当該事業は、放課後における留守家庭児童の
健全育成を図ることが目的であるため、事業の
質の維持と向上の視点から、児童クラブ人数の
適正化率（大規模児童クラブの解消）を指標と
する。

令和3年度以降の公設児童クラブ（31施
設）の指定管理更新に向けて、5クラブを1
支援単位から2支援単位に変更し、支援員
の増員により、保育が充実するよう改善し
た。

入所を希望する児童が年々増加する中、待機
児童を少なくするため可能な限り受け入れを優
先しているものの、供給量が追い付いていない
状況である。

R2決算額（見込み）

重要 自治事務 法定受託事務 法定受託＋附加 354,025千円 354,025千円

指標名 目標設定の考え方・根拠

児童福祉法、所沢市放課後児童健全育成事業の設備を及
び運営に関する基準を定める条例、所沢市立児童クラブ条
例　他

446,248千円 414,381千円

事業の目的及び具体的な内容
R1正規職員
人件費

R1その他職員
従事割合

R1目標 R1実績 R2目標値が未達成の理由・分析

児童福祉法の規定に基づき、保護者が労働等により
昼間家庭にいない小学校児童に対し、授業の終了後
等に適切な遊びや生活の場を与えて、児童の健全育
成を図る。

1.10 人
非常勤
特別職

0.00 人 100.0% 73.0%

100.0% 64.0%

100.0%

事業達成に向けての現在の課題及び今
後の課題解決に向けた取り組み

9,143千円 臨時職員 0.30 人
①31

②2,183人

③

R2目標 R2実績
利用児童数は令和4年度まで増加し、その
後は減少の見込みであるが、今後も児童
クラブ人数の適正化を進めていく必要が
あることから、今後も教育委員会と協議し
ながら学校施設の活用を進める。

R2正規職員
人件費

R2その他職員
従事割合

期間 1.50 人 R3目標

S43～ 12,252千円

実施計画ランク 事業の種別

根拠法令

放課後こども健全
育成基本方針推進
事業

重要 自治事務

事業の目的及び具体的な内容

放課後児童健全育成事業では、今後、児
童クラブの定員を増やすために、学校施
設の活用が重要であると捉え、教育委員
会をはじめ関係課との協議を進めた結
果、令和3年度予算で学校施設を活用した
施設整備を4クラブで実施できる見込みと
なった。R1目標

6重点事業のひとつである「放課後子ども総合プ
ラン推進事業」において、新たな放課後子供教
室の新設、放課子供教室と放課後児童クラブの
連携が実現していない状況であり、当該事業の
達成率が低くなったことから、本事業の達成率
に影響が生じた。

100.0%

事業達成に向けての現在の課題及び今
後の課題解決に向けた取り組み

法定受託事務 法定受託＋附加 304千円 269千円
①協議会の開催数

②

③

R2予算現額

目標設定の考え方・根拠

R2決算額（見込み）

R1予算現額 R1決算額 指標名

重点事業達成率

R1正規職員
人件費

R1その他職員
従事割合

R2目標値が未達成の理由・分析

次世代育成支援対策推進法 304千円 269千円

R1実績一
般

所沢市放課後こども健全育成基本方針の6つの重点
事業の計画期間が令和元年度で終了となるため、新
たに令和2年度から5年間を計画期間として見直しを
行うとともに、基本方針に位置付けられた事業の進捗
管理を行う。
また、子ども子育て支援事業計画における放課後児
童健全育成事業の量の見込み等の策定を行う。

0.50 人
非常勤
特別職

0.00 人 100.0% 66.7%

61.6%100.0%

0.00 人
①3回

②

③

R2目標 R2実績

R3目標
0.00 人

「所沢市放課後こども健全育成基本方針」
の推進に向けて、所沢市放課後児童対策
協議会において進捗状況を管理するとと
もに、答申に基づき更なる充実を図る。

R2正規職員
人件費

R2その他職員
従事割合

B

6重点事業のうち、「放課後児童健
全育成事業」は、令和2年度から 目
標指標が上方修正されたが、民設
民営児童クラブの開所や児童館生
活クラブの定員拡大により、高い達
成率となった。また、「放課後子ども
総合プラン推進事業」は、連携型の
実施校が2校増えた。一方、新型コ
ロナの影響で「放課後支援事業　
ほうかごところ」「ふるさと所沢親子
で再発見事業」は達成率が低下し
たが、「障害児支援事業」は講座を
オンラインにし、視聴者数が増加
し、目標値を達成した。

R2年度に改善した点

「所沢市放課後こども健全育成基本方針」を推
進するためには、本基本方針の第2期事業計画
における6重点事業を達成していくことが重要で
ある。そのため、各重点事業の達成率を指標と
する。

臨時職員

青少
年課

実施計画ランク 事業の種別

一
般

R1予算現額

R1正規職員
人件費

青少
年課

1,470千円

子ども・子育て支援法

H22～ 5,718千円

0.70 人

4,156千円

期間

8,690千円

R1その他職員
従事割合
非常勤
特別職

0.00 人会年職員

会年職
員

1,912千円

H23～

R1決算額 指標名

放課後子ども総合
プラン推進事業

重要 8,611千円 8,611千円

事業の目的及び具体的な内容

R2決算額（見込み）

「児童館生活クラブ」「児童クラブ」「ほうか
ごところ」の3つの事業を連携する上で生じ
る課題を整理し、各関係機関への働きか
けを進める。併せて、放課後子供教室の
新設については、教育委員会と連携をし、
方向性について検討していく

R2目標値が未達成の理由・分析

新たな放課後子供教室の設置に係る相談を受
けている小学校区はあるものの、放課後児童対
策一体型及び連携型として実現につなげること
ができなかったため。

8,690千円

自治事務 法定受託事務 法定受託＋附加

根拠法令

2校

R2年度に改善した点

当該事業は、「児童館生活クラブ」「児童クラブ」
「ほうかごところ」の3つの放課後児童対策事業
の更なる連携等を図るため、その実施校区数を
指標とする。

教育委員会所管の放課後子供教室（ほう
かごところ）に係る費用と比較して、中富
小放課後広場の委託料は高額であるた
め、委託料の見直しを図り、減額した金額
で契約締結ができた。

事業達成に向けての現在の課題及び今
後の課題解決に向けた取り組み

放課後児童対策一体型及び連携型の実
施校区数

R1実績

目標設定の考え方・根拠

A

放課後子供教室と放課後児童クラ
ブの連携について、2校（北小学
校、所沢小学校）増え、合計4校と
なった。
また、新規の放課後子供教室開設
については、引き続き教育委員会
と連携して検討していく。

R2実績

R1目標

R2予算現額

0.00 人 3校

5校

臨時職員 0.00 人
①118人

②165日

③

R2目標

①放課後児童対策一体運営事
業利用数

②一体運営及び一体型のべ実
施日数

③

4校
R2正規職員
人件費

R2その他職員
従事割合

4校

期間 0.18 人 R3目標

「児童館生活クラブ」「児童クラブ」「ほうかごところ」の
3つの放課後児童対策事業の更なる連携等を図るこ
とによって、より効果的、効率的な放課後対策の検討
を進める。

0.23 人

会年職員 0.33 人

１１．住み続
けられるまち

づくりを

どのように貢献したか

放課後に児童が安心して
過ごせる場を提供すること
で、児童の健全育成と、保
護者の就労の支援につな
がる。

どのように貢献したか

放課後児童対策３事業の
連携により、保育の質の更
なる向上や、運営の効率
化につながる。

どのように貢献したか

放課後に児童が安心して
過ごせる場を提供すること
で、児童の健全育成と、保
護者の就労の支援につな
がる。

１１．住み続
けられるまち

づくりを

１１．住み続
けられるまち

づくりを

どのように貢献したか

放課後に児童が安心して
過ごせる場を提供すること
で、児童の健全育成と、保
護者の就労の支援につな
がる。

0.54 人
非常勤
特別職

0.00 人 245人

１１．住み続
けられるまち

づくりを
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SDGsへの貢献
(最大3つ)

活動実績(R2)

成果

成果指標

評価及び次年度以降に向けた課題・取り組みなど

総合
評価

事業自体が
貢献する
項目

実施手法等
の工夫により
貢献できた
項目(任意)

現状の課題
事務事業名称 事業概要（全体）

所属
名称 評価

理由

経費

投入コスト
会
計

項目名

■ □ □

実績

評価者

青少年課長　三上　佳明

R1決算額

R2決算額（見込み）

0.00 人
非常勤
特別職

青少
年課

実施計画ランク 事業の種別

一
般

R1予算現額

110,950千円

本事業は、多子世帯や低所得世帯に対して児童クラ
ブ保育料の減額免除を行うことにより、子育て世帯の
支援を図るものである。

0.68 人

R2正規職員
人件費

指標名

7,536人

R1正規職員
人件費

7,752人

放課後児童クラブ
子育て支援事業

R1その他職員
従事割合

R1目標

根拠法令 R2予算現額

所沢市立児童クラブ条例

目標設定の考え方・根拠

A

本事業について、対象者に周知さ
れていることから、成果指標の目標
値を概ね達成し、一定の成果を挙
げられていると考えている。

事業の目的及び具体的な内容

R2年度に改善した点

当該事業は、保育料の減額等により多子世帯
や低所得世帯に対する子育て支援を図ることを
目的としているため、のべ対象児童数を指標と
する。

新型コロナウイルス感染拡大を受けて、緊
急事態宣言が発令されたことに伴い、放
課後児童クラブも臨時休所を実施した。休
所期間中に利用を自粛した世帯に対し
て、本事業を適用して保育料を日割りで返
還することとしたため、補正により予算を
増額して対応した。R1実績

①事業実施クラブ数

②委託事業者数

③

のべ対象児童数
（緊急事態宣言に伴う臨時休所期間の保
育料返還を除く）

52,620千円 43,828千円

目標達成済

目標値は当初予算積算時の想定人数であり、
これの80%以上であれば達成とする。
7,752×80%＝6,201

事業達成に向けての現在の課題及び今
後の課題解決に向けた取り組み

R2目標値が未達成の理由・分析

多子世帯及び低所得世帯における児童ク
ラブ保育料の負担を軽減し、安心して就業
できるよう、本事業を継続し、子育て世帯
の支援を図る。
また、感染症の拡大等の不測の事態によ
り保育料返還が発生した際に本事業を適
用する。

96,058千円

6,294人

5,652千円 臨時職員 0.00 人
①51クラブ

②12団体

③

R2目標 R2実績

R2その他職員
従事割合

7,752人 6,878人

R3目標

H26～ 3,757千円
会年職員 0.00 人

期間 0.46 人

重要 自治事務 法定受託事務 法定受託＋附加

１１．住み続
けられるまち

づくりを

どのように貢献したか

低所得世帯や多子世帯の
経済的負担を軽減し、子育
て世帯を支援した。また、
感染症の拡大による不測
の事態に対応できた。

１０．人や国
の不平等を

なくそう
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項目名

■ □ □

実績

評価者

青少年課長　三上　佳明

項目名

■ □ □

実績

評価者

青少年課長　三上　佳明

項目名

■ □ □

実績

評価者

青少年課長　三上　佳明

項目名

■ □ □

実績

評価者

青少年課長　三上　佳明

第２章　子どもが大切にされるまち  第４節　青少年健全育成
SDGsへの貢献
(最大3つ)

活動実績(R2)

成果

成果指標

評価及び次年度以降に向けた課題・取り組みなど

総合
評価

事業自体が
貢献する
項目

実施手法等
の工夫により
貢献できた
項目(任意)

現状の課題
事務事業名称 事業概要（全体）

所属
名称 評価

理由

経費

投入コスト
会
計

H24～ 5,636千円 342,000人

18歳未満の児童の健全育成を図るため、遊びを通じ
て健康増進及び情操を豊かにするとともに、安全な
居場所を提供する。
未就学児及びその保護者に対し、子育て・子育ちを
支援する。
放課後留守家庭児童に対し、授業の終了後や長期
学校休業日等に適切な遊び及び生活の場を提供す
る。
なお、事業に民間の活力を導入することで、サービス
のさらなる向上を図るとともにコストの削減を図る。

0.94 人
非常勤
特別職

0.00 人
事業達成に向けての現在の課題及び今
後の課題解決に向けた取り組み

R2目標 R2実績

利用者を対象としたアンケート結果でも満
足度の高い結果となっている。
引き続き、モニタリング等を通じて、児童
館運営の適正を確保する。

R2正規職員
人件費

R2その他職員
従事割合

342,000人 160,308人

0.69 人

C
R1目標 R1実績 R2目標値が未達成の理由・分析

382,000人 342,861人

7,813千円 臨時職員 0.00 人
①348日

②450事業

③794人
R3目標

R2予算現額 R2決算額（見込み）

児童福祉法・所沢市立児童館設置及び管理条例 487,989千円 454,329千円

事業の目的及び具体的な内容
R1正規職員
人件費

R1その他職員
従事割合

R2年度に改善した点

重要 自治事務 法定受託事務 法定受託＋附加 児童館は、児童に健全な遊びを与え、健康を増
進し情操を豊かにすることを目的に設置された
児童厚生施設であり、また、当該施設で生活ク
ラブや子育て支援を行うことを目的としているか
ら、その利用者数を指標とする。

新型コロナウイルス感染症対策を行いな
がら、本来の児童館の目的を果たすため
にどう運営すれば良いかを事業者と相談
しながら検討していった。
また、令和3年度より児童館指定管理の更
新が3巡目となるので、指定管理の仕様に
ついても見直しを行った。

児童館運営事業

指標名 目標設定の考え方・根拠R1予算現額 R1決算額

新型コロナウイルス感染防止によ
る利用の制限を行った結果、利用
者数は減少したが、各館が行事の
見直しなどを行い、そういった状況
の中でも一定利用数は確保し満足
度の高い施設として運営できてい
ると考える。

435,576千円 398,176千円
①開館日数

②行事数

③生活クラブ入所者数

11児童館における利用者総数

新型コロナウイルス感染拡大防止を目的とし
て、一般来館の制限やイベントの中止を実施し
たため、約半数の来館者数となった。

会年職員 0.00 人

青少
年課

実施計画ランク 事業の種別

一
般

青少
年課

根拠法令

期間

根拠法令

45回 45回

期間 0.15 人 R3目標

H15～ 1,225千円 45回

ふれあいタウン事
業 50回 42回

332千円 臨時職員 0.00 人
①59人

②

③

R2目標 R2実績

R2正規職員
人件費

R2その他職員
従事割合

特になし

事業の目的及び具体的な内容
R1正規職員
人件費

R1その他職員
従事割合

非行行為を青少年の問題としてだけではなく、地域社
会全体の問題として捉え、青少年が非行に巻き込ま
れるような状況の抑止対処、また所沢駅周辺の環境
浄化を目的とする。
所沢駅周辺を週末定期的に巡回して、青少年に対す
る声掛け等を行う事業を日本ガーディアンエンジェル
スに委託して実施している。

0.04 人
非常勤
特別職

0.00 人

0.00 人
会年職

員

法定受託＋附加

R2年度に改善した点

①ガーディアン・エンジェルス延
人数

②

③

商店街の巡回回数R2予算現額 R2決算額（見込み）

1,466千円 1,466千円

R1目標 R1実績

新型コロナウイルス感染状況による外出
制限があったため、巡回時間をずらして実
施した。

1,452千円 1,452千円

R1決算額 指標名 目標設定の考え方・根拠

A

経験豊富なガーディアン・エンジェ
ルスメンバーが所沢駅周辺を週末
定期的に巡回して、青少年に対す
る声掛け等を実施することは、町の
風紀維持に大変効果があると考え
ている。 事業達成に向けての現在の課題及び今

後の課題解決に向けた取り組み

報告内容を市関係課に送付するなどし
て、さらに環境浄化に努める。
新型コロナウイルス感染症の状況により、
青少年育成推進員の研修は中止となった
ので、再開したい。

実施計画ランク 事業の種別

一
般

所沢駅周辺の環境浄化を目的としているので、
その巡回回数を指標としている。

R2目標値が未達成の理由・分析

目標達成済

R1予算現額

重要 自治事務 法定受託事務

0.17 人

1,389千円

期間

H10～
会年職員 0.20 人

青少年が新たな社会の担い手として、非行に陥ること
なく、豊かな個性と能力を持った人間に成長する社会
環境を地域社会が主導して創っていくよう、市民全体
に呼びかける。
青少年の非行・被害防止及び青少年健全育成に係る
街頭啓発活動を市と青少年育成市民会議の主催に
より、関係団体の協力を得ながら実施する。

0.21 人
非常勤
特別職

事業達成に向けての現在の課題及び今
後の課題解決に向けた取り組み

R2目標 R2実績

効果的な啓発活動を行うため、街頭キャン
ペーン以外の実施の方法も検討したい。。

1,600個

新型コロナウイルス感染症の状況により街頭
キャンペーンを中止ししたため。
啓発物を関係団体が配備するなどして啓発を
実施した。R3目標

3,200個

0.00 人 3,000個 3,200個

3,200個

1,746千円 臨時職員 0.20 人
①25団体

②64人

③0人

R2正規職員
人件費

R2その他職員
従事割合

街頭での活動が中止となり、関係団体へ
配布し、協力を得た。

400千円 392千円
①啓発活動に協力した延団体
数
②啓発活動に協力した延人数
③啓発活動に協力したジュニア
推進員延人数

R2決算額（見込み）

400千円 211千円

R2目標値が未達成の理由・分析

啓発物配布数

R1目標
青少年健全育成広
報・啓発活動事業

特になし

C

青少年健全育成の実現には、継続
的に啓発活動を行うことが効果的
であり、全国的に展開する協調月
間に合わせて本市の青少年健全
育成に関わる各団体の協力を得て
活動を行うことは、大変有意義で効
果があると考えている。

法定受託事務 法定受託＋附加

事業の目的及び具体的な内容
R1正規職員
人件費

R1その他職員
従事割合

R1実績

R2年度に改善した点

青少年の非行・被害防止、また健全育成を目的
に街頭で啓発活動を行うので、啓発物の配布数
を指標とする。

青少
年課

実施計画ランク 事業の種別

一
般

根拠法令

重要 自治事務

R2予算現額

R1決算額

会年職員 0.20 人

指標名 目標設定の考え方・根拠

新学期当初が休校になり、小中学生の予定が
ひっ迫したことが考えられる。

1,746千円 臨時職員 0.20 人

0.18 人 R3目標

1,470千円

R1予算現額

①95件

②357件

③

R2目標 R2実績

R2その他職員
従事割合

4.0% 1.9%

4.0%

対象児童生徒数に対する作文応募数の
割合

根拠法令

非常勤
特別職

0.00 人 4.0% 2.4%

330千円

R1その他職員
従事割合

R2年度に改善した点

家庭の日を認識してもらうことを目的に作文を
募集しているので、その応募数を指標とする。

コロナ禍ではあったが、感染防止対策を施
し表彰式を行い、好評を得て無事に終了
した。。特になし 280千円

R1目標 R1実績

①小学生作文応募数

②中学生作文応募数

③
事業の目的及び具体的な内容

R1予算現額

事業達成に向けての現在の課題及び今
後の課題解決に向けた取り組み

R2目標値が未達成の理由・分析

引き続き、校長会で作品応募の依頼をし
たり、公共施設等にポスターを掲示するこ
とにより、応募数の維持、増加に努める。

指標名

「家庭の日」推進事
業

目標設定の考え方・根拠

C

作文応募数は、年により変動はあ
るが、一定数の応募はあると考え
ている。

R2予算現額 R2決算額（見込み）

0.21 人

R2正規職員
人件費

S48～

重要

青少
年課

実施計画ランク 事業の種別

R1正規職員
人件費

期間

３．すべての
人に健康と

福祉を

どのように貢献したか

乳幼児とその保護者、小中
学生の居場所作りとして貢
献した。

１６．平和と
公平をすべ
ての人に

どのように貢献したか

毎週の継続した活動によ
り、町の風紀を維持してい
る。

どのように貢献したか

活動を継続していること
で、市民全体が青少年の
育成に関心を持ち、地域形
成につながる。

１１．住み続
けられるまち

づくりを

１１．住み続
けられるまち

づくりを

どのように貢献したか

作文により自分の家庭を考
え、またそれを読んだ人も
家庭について考える機会を
持った。

235千円

１１．住み続
けられるまち

づくりを

１６．平和と
公平をすべ
ての人に

青少年を健全に育成するための最も重要な基盤であ
る家庭を改めて認識する「日」を設定し、家庭におけ
る青少年健全育成への啓発を図る。
市内小学校3年生から中学校3年生を対象に、家庭を
基盤として青少年が未来に向けて考えていること
（夢・希望・提案）をテーマとした作文を募集し、優秀
作品を選考して、優秀者の表彰を行う。

１１．住み続
けられるまち

づくりを

R1決算額

自治事務 法定受託事務 法定受託＋附加

一
般

264千円
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SDGsへの貢献
(最大3つ)

活動実績(R2)

成果

成果指標

評価及び次年度以降に向けた課題・取り組みなど

総合
評価

事業自体が
貢献する
項目

実施手法等
の工夫により
貢献できた
項目(任意)

現状の課題
事務事業名称 事業概要（全体）

所属
名称 評価

理由

経費

投入コスト
会
計

項目名

■ □ □

実績

評価者

青少年課長　三上　佳明

項目名

■ □ □

実績

評価者

青少年課長　三上　佳明

項目名

■ □ □

実績

評価者

青少年課長　三上　佳明

項目名

■ □ □

実績

評価者

社会教育担当参事　吉田　謙治

0.15 人

会年職員

R1決算額

0.00 人

R1決算額

R1その他職員
従事割合

0.00 人

0.00 人

R1その他職員
従事割合
非常勤
特別職

期間 0.16 人 R3目標

R2その他職員
従事割合

30張

非常勤
特別職

30張
事業達成に向けての現在の課題及び今
後の課題解決に向けた取り組み

0.14 人
①5件

②89人

③

R2目標 R2実績

大型テントが老朽化しているため、R1年度
に3基買い替えた。R１以降、計6年かけて
買い替える予定である。

0.00 人

新型コロナウイルス感染症の状況により、外出
が自粛されたため。

臨時職員

会年職員

キャンプ用品等貸
出事業

根拠法令

所沢市「緑に親しむ運動」キャンプ用具の貸出要綱

事業の目的及び具体的な内容

Ｓ４９～

市内青少年に緑と土と太陽に親しませ自然の中での
集団活動を通じて、心身の健全な発達を図るため
キャンプ用具を貸し出す。

0.09 人

748千円

R2正規職員
人件費

370千円

26張

1,307千円 30張

買い替えたことを機に既存分の点検を
行った。

R2予算現額 R2決算額（見込み）

377千円 301千円

R1その他職員
従事割合

R1目標 R1実績 R2目標値が未達成の理由・分析
R1正規職員
人件費

指標名 目標設定の考え方・根拠

C

令和2年度を除き、年によって変動
はあるが、概ね貸出数はあると考
えている。

R2年度に改善した点

299千円
①利用件数

②利用延人数

③

テント利用延数
自然の中での集団活動を目的のため、テントの
貸出数を指標とする。

0張

青少
年課

実施計画ランク 事業の種別

一
般

R1予算現額

重要 自治事務 法定受託事務 法定受託＋附加

期間 R3目標

S40～ 572千円 11人

地域社会において、友愛精神をもって青少年に接し、
その相談相手となり、助言活動を行い、健全な青少
年育成に資するために、補助金を交付している。
当該団体は、レクリエーションやキャンプなどの活動
を通じて、学校や学年を超えた仲間づくり、リーダーを
含めた異年齢同士の交流を目的に事業を実施してい
る。

0.00 人

249千円 臨時職員

10人 8人

10人
高校生を含め、事業に関わる人員の確保
が課題と考えている。
市や関係機関の広報誌などの活用により
周知を図りたい。

R2正規職員
人件費

R2その他職員
従事割合

11人

0.07 人

0.03 人
非常勤
特別職

R2目標

R1目標

重要 自治事務 法定受託事務 法定受託＋附加 72千円 72千円

事業の目的及び具体的な内容
R1正規職員
人件費

目標設定の考え方・根拠

A

R2決算額（見込み）

所沢市青少年相談員設置要綱・所沢市青少年相談
員協議会補助金交付要綱

72千円

R2年度に改善した点

コロナ禍にも関わらず4名の新規委嘱者が
あった。

目標達成済

事業達成に向けての現在の課題及び今
後の課題解決に向けた取り組み

①１回

②７人

③

限られた人員の中で、自主事業等
を実施して、青少年の健全育成に
貢献していると考える。

72千円

R2実績

①活動実施回数

②自主事業参加延人数

③

相談員の登録人数
青少年相談員の数の増加が活動の活性化につ
ながり、青少年の健全育成に資することから、
相談員の数を指標としている。

R1実績 R2目標値が未達成の理由・分析

R1決算額 指標名

青少
年課

実施計画ランク 事業の種別

一
般

R1予算現額

青少年相談員協議
会補助金

根拠法令 埼玉県青少年相談員設置要綱・ R2予算現額

期間 0.13 人 R3目標

S48～ 1,062千円
0.09 人

0.09 人
①8件

②

③

R2目標 R2実績

R2正規職員
人件費

R2その他職員
従事割合

2,400人 0人

2,400人
会年職員

R1目標 R1実績

青少年健全育成団体の連絡調整を図り、総合的事業
の企画を遂行する青少年育成所沢市民会議に対し、
その財源として補助を行う。
広報活動、かるた大会、街頭キャンペーン、各種ス
ポーツ大会等の実施のほか、地域青少年育成団体
の活動費の交付や青少年健全育成事業への助成を
行っている。

0.06 人
非常勤
特別職

0.00 人 3,000人 2,348人

499千円 臨時職員

重要 自治事務 法定受託事務 法定受託＋附加 5,850千円 5,850千円

R2決算額（見込み）

青少年育成所沢市民会議交付金交付要綱・所沢市
補助金等交付規則

R1その他職員
従事割合

本団体は、本市の青少年健全育成
にかかる中心的役割を担っている
団体であり、歴史も古く、市全域へ
の影響が大きい。歴史を重ねる各
スポーツ大会の実施やふるさと意
識の醸成に資する「所沢郷土かる
た」を用いた事業など参加者も多く
優良な事業を実施するほか、青少
年の非行防止・健全育成を目的に
街頭啓発活動を中心になって実施
するなど、本市の青少年健全育成
に大変貢献している。今後も交付
金の補助額は維持しながら、市は
同団体と連携して青少年健全育成
に取り組みたい。

R2年度に改善した点

新型コロナウイルス感染症の状況により、
総会等多人数での会議を書面により開催
した。

新型コロナウイルス感染症の状況により、ス
ポーツ大会が全て中止となったため。

事業達成に向けての現在の課題及び今
後の課題解決に向けた取り組み

部会が中心となった組織運営の実施に向
けて、継続的に部会内の意見交換等を実
施する必要がある。

R2目標値が未達成の理由・分析

R1決算額 指標名 目標設定の考え方・根拠

－

3,596千円

事業の目的及び具体的な内容
R1正規職員
人件費

①スポーツ大会・家庭の日・非
行防止等の青少年健全育成に
係る事業の年間実施数
　
②

③

青少年体力つくりスポーツ大会参加者数
青少年の非行防止・健全育成を目的に各種事
業を行うので、代表的な事業であるスポーツ大
会への参加者数を指標とする。

青少
年課

実施計画ランク 事業の種別

一
般

R1予算現額

青少年育成所沢市
民会議交付金

根拠法令 R2予算現額

5,850千円

社会
教育
課

実施計画ランク 事業の種別

一
般

R1予算現額

事業の具体的な内容及び目的
R1正規職員
人件費

重要 自治事務

指標名 目標設定の考え方・根拠

Ａ

子ども会の異年齢集団による様々
な遊びや生活体験・自然体験に
は、子どもたちが協調性や自己決
定能力等を獲得する効果が期待で
きる。その活動を支える子ども会育
成会活動は、地域の人々が子ども
の健全育成に携わることを主眼とし
ており、地域の教育力向上に寄与
している。新型コロナウイルス感染
症の影響で例年の活動はできない
状況であるが、今後も、本事業を通
じて子ども会活動を支援していく。

2,506千円

R2決算額（見込み）

R2その他職員
従事割合

15,804

260千円

R2年度に改善した点

子ども会の会員人数（人）
多くの子どもたちに子ども会活動へ参加してもら
えるよう、各小学校区の子ども会会員数を指標
とした。

各校区子ども会の活動状況に応じて、交
付金を交付した。

達成済み

事業達成に向けての現在の課題及び今
後の課題解決に向けた取り組み

R2目標 R2実績 地域の実情も著しく変化するともに、新型
コロナウイルス感染症の影響も生じてお
り、どのような支援が必要かを検討・工夫
していく。また、所沢市子ども会育成会連
絡協議会の活動が充実したものとなるよ
う、継続して支援を実施する。

R3目標

法定受託事務 法定受託＋附加 2,588千円

R2予算現額

社会教育法、所沢市校区子ども会育成交付金交付要綱、所沢市
子ども会育成会連絡協議会補助金交付要綱 2,346千円

R1目標 R1実績 R2目標値が未達成の理由・分析

①「彩の国21世紀郷土かるた」
所沢大会参加者数
②5年生インリーダー研修会参
加者数
③子ども会育成者研修会の参
加者数

14,440 15,744

臨時職員 0.00 人
①0人

②0人

③0人

14,440
R2正規職員
人件費

14,440
会年職員 0.15 人

期間 0.24 人

子ども会育成事業

根拠法令

様々な生活体験・自然体験の機会を充実させ、子ど
もたちの「生きる力」を育むため、子どもの自主性に
基づく地域の子ども会活動の振興を図るために校区
を単位にその支援を行う。また、各校区子ども会育成
会相互の連携・情報交換・研修及び広域的な事業を
行いながら、各校区子ども会育成会を支援している
所沢市子ども会育成会連絡協議会に対しても支援を
行う。

0.37 人

S48～ 1,960千円

3,075千円

どのように貢献したか

キャンプ用品を提供するこ
とで、集団活動を行いやす
くする。

どのように貢献したか

計画した事業は中止とな
り、研修のほか、過去に参
加した小中学生に新聞発
行等情報発信して、つなが
りを維持した。

３．すべての
人に健康と

福祉を

３．すべての
人に健康と

福祉を

１１．住み続
けられるまち

づくりを

どのように貢献したか

書面による会議となるなか
実施した役員会議では、各
方面の情報交換ができた。

３．すべての
人に健康と

福祉を

どのように貢献したか

地域での体験活動の機会
を提供した。

４．質の高い
教育をみん

なに
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第２章　子どもが大切にされるまち  第４節　青少年健全育成

SDGsへの貢献
(最大3つ)

活動実績(R2)

成果

成果指標

評価及び次年度以降に向けた課題・取り組みなど

総合
評価

事業自体が
貢献する
項目

実施手法等
の工夫により
貢献できた
項目(任意)

現状の課題
事務事業名称 事業概要（全体）

所属
名称 評価

理由

経費

投入コスト
会
計

項目名

■ □ □

実績

評価者

社会教育担当参事　吉田　謙治

項目名

■ □ □

実績

評価者

社会教育担当参事　吉田　謙治

項目名

■ □ □

実績

評価者

社会教育担当参事　吉田　謙治

項目名

■ □ □

実績

評価者

社会教育担当参事　吉田　謙治

0.00 人

社会
教育
課

実施計画ランク 事業の種別

一
般

重要

根拠法令

自然・社会体験学習や異年齢交流の場として、市内
で活動するボーイスカウト（2団体）、ガールスカウト（2
団体）、所沢サマースクール実行委員会に対して、青
少年活動が活発に行われることを期待して、補助金
を交付しその活動を支援する。

S50～

R3目標

目標設定の考え方・根拠

自治事務

R1決算額 指標名

法定受託事務 法定受託＋附加 540千円 540千円
①ボーイスカウト・ガールスカウ
ト部隊数
②ボーイスカウト・ガールスカウ
ト団員加入人数
③サマースクール参加児童数

R2目標値が未達成の理由・分析
R1その他職員
従事割合

549千円 298千円

自然・社会体験学習や異年齢交流の場としての
事業が活発に行われることを期待して活動を支
援しているため、団体の年間事業数を指標とす
る。

R1正規職員
人件費

R2実績

事業達成に向けての現在の課題及び今
後の課題解決に向けた取り組み

665千円 臨時職員 0.00 人

①16部隊
②170人
③0人

300 290

感染症対策のため、一部事業が中止になった
ため。

会年職員

オンライン会議システムを使用して情報交
換・情報共有等を行った。

R1目標 R1実績

0.08 人
非常勤
特別職

期間 0.08 人

青少年団体活動助
成事業

R2決算額（見込み）

社会教育法、ボーイスカウト補助金交付要綱、ガールスカウト補助
金交付要綱、所沢サマースクール実行委員会補助金交付要綱

653千円

事業の目的及び具体的な内容

R2予算現額

各団はキャンプなど野外活動の実
施を中心に様々な活動を行うととも
に、市民文化フェアや市民フェス
ティバル等での奉仕活動なども
行っており、本市の青少年健全育
成への貢献度は高い。また、公民
館等で行われる地区文化祭にも積
極的に参加しており、地域のコミュ
ニティ機能が変容し地域の教育力
低下が指摘されている中、市内で
のボーイスカウト・ガールスカウトの
活動意義は大きく、今後も活動支
援を継続していく。

R1予算現額

0.00 人
Ｂ

補助団体の年間事業数（件）

300

R2目標

R2正規職員
人件費

R2その他職員
従事割合

156

3,274千円

一
般

①5日

②2,646点

③2,670人

0.53 人

R1実績

R2予算現額

R1決算額

300

R1決算額 指標名

R1目標

地域の青少年健全育成を図っているボー
イスカウト・ガールスカウト、日常では経験
することができない青少年体験活動を実
施する所沢サマースクールの活動意義は
大きく、行政との連携は必要であり、今後
とも必要な支援を継続していく。

①参加団体数

②来場者数

100.0%

100.0%

R3目標

青少年教育の振興を図ることを目的とし、子どもたち
の感性や表現力を養う文芸・イラスト・合唱など様々
な事業を行う所沢こどもルネサンス実行委員会に補
助金を交付して活動を支援するとともに、開催報告集
の作成等を行う。

重要 自治事務 法定受託＋附加

期間

R2年度に改善した点

0.39 人

3,186千円

3,141千円

①各事業の開催延べ日数
②文学・イラストの応募作品数
③事業の参加者延べ人数

R2正規職員
人件費

R1正規職員
人件費

根拠法令

法定受託事務

新型コロナウイルス感染予防と拡大防止により
一部事業を中止したため。

社会
教育
課

実施計画ランク 事業の種別

社会教育法、
所沢こどもルネサンス実行委員会補助金交付要綱

Ｂ

R2年度に改善した点

市内児童・生徒の事業参加率（％）

R2目標値が未達成の理由・分析

子どもたちを取り巻く環境も大きく変化して
いるとともに、新型コロナウイルス感染症
の影響も大きくなっているが。今後も子ど
もたちの体験活動の場が継続できるよう
に、社会教育課としても積極的に支援して
いく。

事業の目的及び具体的な内容

目標設定の考え方・根拠

実行委員会が主体となり、多くの事
業を通じて子どもたちの健全育成
に貢献して、一定の成果を上げて
いるとともに、、新型コロナウイルス
禍においても、実行委員会が主体
的になり、話し合いを重ねながら出
来ることを考えて、事業を実施して
いる。学校教育の枠を超えて、子ど
もたちが自分たちの感性を伸ばせ
る場をより多く提供できるよう、引き
続き支援をしていく。

22.5%31.0%
非常勤
特別職

0.00 人

31.0%

R2目標

オンライン会議システムを使用した講座を
実施した。

事業を通じて多くの子どもたちの成長を促すた
め、市内児童・生徒数に占める参加率を指標と
し、前年度実績以上の参加率を目標値とした。

R2決算額（見込み）

会年職員

事業達成に向けての現在の課題及び今
後の課題解決に向けた取り組み

社会
教育
課

実施計画ランク 事業の種別

一
般

R1予算現額

子ども写生大会開
催事業

期間

子どもたちが野外で絵を描くことによって、自然の美
しさや物の形のおもしろさに親しみ、美しいと感じる心
や表現力を育てることを目的に、西武園ゆうえんち及
び株式会社サクラクレパスの協賛を得て、所沢市子
ども写生大会を開催する。さらに、入賞作品の展示会
や市内小中学校への巡回展を合わせて開催する。

S61～

R2正規職員
人件費

R2予算現額

事業の目的及び具体的な内容

①提出された作品数
②写生大会当日の参加者数
③作品展の参加者数

子どもの作品提出率（％）

指標名

0千円

R1その他職員
従事割合

事業達成に向けての現在の課題及び今
後の課題解決に向けた取り組み

新型コロナウイルス感染症の影響で、実
行委員会と協賛企業と今後の開催方針等
の調整をできていない。今後も各機関と協
力し継続して写生大会を開催していくため
に、協議を重ねていきたい。

90.0%

R1目標

新型コロナウイルス感染症の影響で、令和２年
度に所沢市子ども写生大会を実施しなかったた
め。

90.0%

令和２年度は、新型コロナウイルス
感染症の影響で所沢市子ども写生
大会を実施しなかったが、全国有
数の歴史を持つ写生大会であり、
野外で絵を描く機会や家族がふれ
あう場を提供するだけでなく、行政・
協賛企業（民間）・実行委員会（ボラ
ンティア）・学校の連携によって実
施されていることに大きな意義があ
ると評価も高い。今後も各方面から
の協力をいただきながら、継続して
実施していきたい。

―

R2年度に改善した点

特になし。（実行委員会、大会ともに開催
できなかったため）

R2実績

重要 自治事務 法定受託事務 法定受託＋附加 245千円

社会教育法、文化芸術振興基本法
所沢市子ども写生大会実行委員会交付金交付要綱

0.00 人

R2決算額（見込み）

95.3%

0.00 人会年職員

R2目標

非常勤
特別職

臨時職員

R2その他職員
従事割合

31.0%

90.0%

0.00 人

R2その他職員
従事割合

11.0%

所沢こどもルネサ
ンス開催支援事業

H2～

R2目標値が未達成の理由・分析R1実績

参加した子どもたちの多くに絵を描いてもらえる
よう、作品の提出率を指標とし、90％を超えるこ
とを目標値とする。

目標設定の考え方・根拠

R1正規職員
人件費

R1その他職員
従事割合

根拠法令

0.00 人

期間

3,431千円

0.42 人 R3目標

R3目標

臨時職員 R2実績

社会
教育
課

実施計画ランク 事業の種別

一
般

―

根拠法令

社会教育法、ところざわ人形劇フェスティバル実行委
員会補助金交付要綱

事業の目的及び具体的な内容

法定受託＋附加

R2決算額（見込み）

310千円

310千円

0.00 人

R1その他職員
従事割合

R2予算現額

0.00 人

R1正規職員
人件費

会年職員

指標名

R2正規職員
人件費

3,226千円

R1予算現額

0.13 人

自治事務 法定受託事務

R1予算現額

R2その他職員
従事割合

100.0%

R2年度に改善した点

来場者の満足度（％）
人形劇の上演を通じて、子どもたちの感受性を
育むこと等を目的としているため、来場者アン
ケート結果を指標とする。

感染症対策として事前申し込み制とし、３
密を回避した。(その後中止となった。）

R1目標

緊急事態宣言により開催中止となったため。

R1実績

R2目標
近年、人形劇は子どものみならず高齢者
関連施設での上演希望なども増えており、
広報対象を広げて人形劇を通じた３世代
交流の場としての可能性などを検討して
いく。

H4～

開催中止

事業達成に向けての現在の課題及び今
後の課題解決に向けた取り組み

1,496千円 臨時職員 0.00 人

①開催中止

②開催中止

R2実績

ところざわ人形劇
フェスティバル開催
支援事業

1,062千円

0.0%

4,405千円

①0点
②0人
③0人

244千円

R1決算額

緊急事態宣言により開催中止と
なったため。

100.0%

R2目標値が未達成の理由・分析

15千円

目標設定の考え方・根拠

0.53 人

266千円

―

0.00 人

310千円

人形劇を通じて子どもたちの夢や希望・情操を育て、
感受性を育み、青少年教育の振興を図ることを目的
として開催する人形劇フェスティバルについて、補助
金を交付して開催を支援する。

0.18 人
非常勤
特別職

4,405千円

1,284千円

どのように貢献したか

子どもたちの感受性を育む
機会を提供している。

どのように貢献したか

地域での子どもたちの体験
活動の機会を提供した。

４．質の高い
教育をみん

なに

４．質の高い
教育をみん

なに

どのように貢献したか

どのように貢献したか

地域での子どもたちの体験
活動の機会を提供した。

４．質の高い
教育をみん

なに

４．質の高い
教育をみん

なに
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項目名

■ □ □

実績

評価者

学校教育課長　関根　祐一

項目名

■ □ □

実績

評価者

学校教育課長　関根　祐一

項目名

■ □ □

実績

評価者

学校教育課長　関根　祐一

項目名

■ □ □

実績

評価者

学校教育課長　関根　祐一

第２章　子どもが大切にされるまち  第５節　学校教育

168,387千円

148,004千円

R2決算額（見込み）

R1その他職員
従事割合

0.00 人

会年職員 47.00 人

R1予算現額

「学び創造アクティ
ブＰＬＵＳ」学力向
上推進事業

学校
教育
課

実施計画ランク 事業の種別

一
般

法定受託事務 法定受託＋附加重要

所沢市学力向上支援講師設置要綱

事業の目的及び具体的な内容

R2正規職員
人件費

5,524千円

多くの学校から配置要望が出されているこ
とから、よりきめ細かな指導を実現するた
めに効果を検証し、財政状況を鑑みなが
ら事業拡大を図っていきたい。

Ａ

R2年度に改善した点

学校の課題解決、学び創造アクティブPLUSクリエイト
研究校等、積極的な教育活動を展開するために教員
を必要とする学校に配置し、事業の目的である学力
向上に効果的であったか検証するため。

各学校のニーズを精査し、配置校を見直
した。配置校において、きめ細かな指導が
可能になり、学力向上に貢献した。

学力向上支援講師
配置事業

R1目標

根拠法令 満足度

臨時職員

目標達成済

目標設定の考え方・根拠

事業達成に向けての現在の課題及び今
後の課題解決に向けた取り組み

成果指標の目標値を達成してお
り、講師を必要としている学校の
ニーズに応え、一定の成果が挙げ
られていると考えている。

100.0%

R1正規職員
人件費

R1その他職員
従事割合

①学力向上支援講師採用人数

②配置校

③

0.00 人

R2目標値が未達成の理由・分析

自治事務

指標名R1決算額

R2予算現額 R2決算額（見込み）

25,200千円 21,654千円

R1実績

100.0%

R1予算現額

2,494千円

R3目標

2,450千円

30,537千円 29,902千円

非常勤
特別職

R2目標 R2実績

R2その他職員
従事割合

100.0% 100.0%

100.0%
会年職員 12.00 人

期間 0.30 人

単独で授業ができる教員有資格者を配置し、教員が
教材研究等授業準備の時間や児童生徒と向き合う
時間を増やし、よりきめ細かな指導を実現させること
によって児童生徒の学力向上を図る。

H27～

12.00 人

①12人

②小学校5校、中学校7校

③

0.30 人

学校
教育
課

実施計画ランク 事業の種別

一
般

根拠法令

H23～

事業の目的及び具体的な内容

最優先 自治事務 法定受託事務 法定受託＋附加

学習指導要領

0.95 人

2,251千円 579千円

R2予算現額

R1正規職員
人件費

学校・家庭・地域それぞれが、「学力向上に向けた３
つの目標」を踏まえた取り組みを推進し、地域総がか
りで市内児童生徒の学力向上を図る。

0.00 人

7,896千円

R1決算額

非常勤
特別職

3.00 人

5,355千円

令和２年度は、新型コロナコロナウ
イルス感染拡大防止対応の影響が
大きく、委嘱予定であった学校のう
ち、１校への研究委託になった。

R1その他職員
従事割合

R1実績 R2目標値が未達成の理由・分析

指標名

100.0% 100.0%

R2決算額（見込み）

R1決算額

R2年度に改善した点

①研究委託校数

②

③

研究委託校における授業実績

研究委託校の取組が、児童生徒の学力向上又
は意欲向上に寄与したことを検証する事が必要
であり、その旨成果があったと報告された学校
の割合を指標としている。

新型コロナコロナウイルス感染症の影響
が大きいことから、研究の実施希望につい
て学校に再調査した。

目標達成済

事業達成に向けての現在の課題及び今
後の課題解決に向けた取り組み

学力向上のためには、児童生徒の「自己
肯定感」を高めることが大切である。また、
授業の質の向上を図る必要がある。更
に、ＧＩＧＡスクール構想により導入されたＩ
ＣＴ機器を日常的に使用し、効果的な活用
を図り、児童・生徒の、未来を切り拓く確か
な学力の育成を図っていきたい。100.0%

①１校

②

③

R2目標

R2その他職員
従事割合

100.0%

R3目標

R2実績

100.0%
R2正規職員
人件費

臨時職員

会年職員 0.00 人

特別支援教育支援
員等配置事業

期間

期間 0.95 人

特になし

優先

7,760千円

0.65 人

R1予算現額 指標名 目標設定の考え方・根拠

Ａ

Ｂ

目標設定の考え方・根拠

R1目標

事業の目的及び具体的な内容

自治事務 法定受託事務 法定受託＋附加 162,239千円

185,787千円

R1正規職員
人件費

根拠法令 R2予算現額

学校
教育
課

実施計画ランク 事業の種別

一
般 事業達成に向けての現在の課題及び今

後の課題解決に向けた取り組み

成果指標の目標値を達成してお
り、通常の学級、特別支援学級に
おける配慮を要する児童に対する
学習支援や日常生活上の介助な
どの支援が適切に行われ、一定の
成果をあげていると考えている。

R2目標値が未達成の理由・分析R1実績

①特別支援教育支援員採用人
数

②心身障害児介助員採用人数

③

R2年度に改善した点

満足度
※心身障害児介助員についてはH28より教育
総務課から事務移管された。満足度はH28以
降、特別支援教育支援員と心身障害児介助
員の平均値としている。R2も同様とする。

特別支援教育支援員、心身障害児介助員が学
校の実情に応じて、適切な支援ができているか
を検証するため、配置校からの報告結果を指標
としている。

R2目標 R2実績

目標達成済100.0%

100.0%

特別支援教育支援員と心身障害児介助
員は、新型コロナウイルス感染症防止の
観点から、資料提供による研修にて資質
の向上を図った。また、心身障害児介助
員については、特別支援学級の増設に伴
い、配置人数の拡大をした。R1目標

通常の学級において個別の支援が必要な
児童生徒や、特別支援学級において介助
の必要な児童生徒が増加しており、今後
も教育的ニーズに応じた指導の充実を図
るため、事業を拡大していく。また、研修会
等の内容を充実させ、特別支援教育支援
員と心身障害児介助員の資質向上を図っ
ていく。

R2正規職員
人件費

R2その他職員
従事割合

R3目標

100.0%

100.0%

会年職員 108.00 人
100.0%

特別支援教育に関する知識や意欲のある人材を市
立小・中学校に配置する。
特別支援教育支援員は、全小・中学校に配置し通常
学級の支援を行い、心身障害児介助員については特
別支援学級等設置校に配置し、特別支援学級での支
援を行う。

5,403千円 臨時職員 104.00 人
①50人

②58人

③

0.65 人
非常勤
特別職

原則として教員資格を有する人材を市立小・中学校
に学習支援員として配置し、少人数指導など個に応
じた指導の充実を図る事を目的として、学校の実情
に応じて次の活動を行う。
①授業における教科指導補助
②少人数指導時の補助
③英語教育、コンピュータ教育の補助

自治事務 法定受託事務

事業の目的及び具体的な内容

H20～ 5,309千円

54,228千円

R1その他職員
従事割合

0.00 人 100.0%

学校
教育
課

実施計画ランク 事業の種別

一
般

根拠法令

―

R1目標 R1実績

非常勤
特別職

特になし

R2予算現額 R2決算額（見込み）

45,523千円

R1正規職員
人件費

56,098千円

法定受託＋附加 47,601千円

R2年度に改善した点

学習支援員が学校の実情に応じて、適切な支
援ができているかを検証するため、配置校から
の報告結果を指標としている。

昨年度に引き続き、学校への配置にあ
たって、学校からの評価や教科等の希望
を参考にしたり、担当者が積極的に訪問し
たりすることで、児童生徒へのより充実し
た支援を行うことができた。

①学習支援員採用人数

②延勤務時間

③

満足度

R1予算現額 R1決算額 指標名

事業達成に向けての現在の課題及び今
後の課題解決に向けた取り組み

各校1名であると、支援を必要としている
全ての児童生徒に十分な支援ができない
現状であるが、配置の効果を検証し、更な
る効果的な活用を検討した上で、質の確
保ができるように努める。質の確保ができ
るようならば、予算を考慮し、増員配置等
を行い、事業の拡大をする。

目標達成済

R2目標値が未達成の理由・分析

目標設定の考え方・根拠

Ａ

成果指標の目標値を達成してお
り、学習支援員を全小・中学校に1
人ずつ配置し、教科指導において
少人数指導や、児童生徒の個に応
じた支援など、各学校のニーズに
応じたきめ細かな指導が行われ、
一定の成果をあげていると考えて
いる。

100.0%

2,078千円 臨時職員 47.00 人
①47人

②35,332時間

③

R2目標 R2実績

100.0%

0.25 人

H14～ 2,078千円 100.0%

R2その他職員
従事割合

100.0%

期間 0.25 人 R3目標

学習支援員配置事
業

R2正規職員
人件費

SDGsへの貢献
(最大3つ)

活動実績(R2)

成果

成果指標

評価及び次年度以降に向けた課題・取り組みなど

総合
評価

事業自体が
貢献する
項目

実施手法等
の工夫により
貢献できた
項目(任意)

現状の課題
事務事業名称 事業概要（全体）

所属
名称 評価

理由

経費

投入コスト
会
計

どのように貢献したか

少人数指導など個に応じた
指導の充実を図っている。

４．質の高い
教育をみん

なに

どのように貢献したか

一人一人の教育的ニーズ
に応じた指導の充実によ
り、質の高い教育に貢献し
ている。

どのように貢献したか

本事業は、質の高い教育
を目指すことと同義であり、
地域との連携を通して住み
続けられる地域づくりに貢
献している。

４．質の高い
教育をみん

なに

どのように貢献したか

学力向上支援講師を配置
することによって、より細か
な指導を実現し、質の高い
教育に貢献してる。

４．質の高い
教育をみん

なに

１１．住み続
けられるまち

づくりを

４．質の高い
教育をみん

なに
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SDGsへの貢献
(最大3つ)

活動実績(R2)

成果

成果指標

評価及び次年度以降に向けた課題・取り組みなど

総合
評価

事業自体が
貢献する
項目

実施手法等
の工夫により
貢献できた
項目(任意)

現状の課題
事務事業名称 事業概要（全体）

所属
名称 評価

理由

経費

投入コスト
会
計

項目名

■ □ □

実績

評価者

学校教育課長　関根　祐一

項目名

■ □ □

実績

評価者

学校教育課長　関根　祐一

項目名

■ □ □

実績

評価者

学校教育課　関根　祐一

項目名

■ □ □

実績

評価者

学校教育課　関根　祐一

R1決算額

R1その他職員
従事割合

R1決算額

0.00 人

14,763千円

非常勤
特別職

0.00 人

会年職員 0.00 人

会年職員 0.00 人

学校
教育
課

実施計画ランク 事業の種別

一
般

R1予算現額

0.35 人

R2正規職員
人件費

H15～

R1決算額 指標名

確かな学力定着事
業

重要 23,471千円 21,518千円

会年職員

R2決算額（見込み）

学習指導要領

自治事務 法定受託事務 法定受託＋附加

R2年度に改善した点

所沢市内の児童生徒一人一人に確かな学力を
身につけさせる事を目的とした事業であるた
め、埼玉県学力学習状況調査結果を指標として
いる。

「学びノート」については、必要に応じて
ホームページからダウンロードする方法に
て活用することとした。ステップアップ調査
については、本市の課題である記述式問
題を取り入れながら、調査問題の改善を
図った。

①埼玉県学力学習状況調査の
実施人数

②学びノートの配布児童生徒数

③

埼玉県学力学習状況調査の正答率根拠法令

新型コロナウイルス感染症による臨時休業期間
があったことに伴い、授業確保の観点から、埼
玉県学力学習状況調査を実施した学校が一部
だったため。

事業達成に向けての現在の課題及び今
後の課題解決に向けた取り組み

R2目標値が未達成の理由・分析

「ステップアップ調査」にて、本市の課題で
ある記述式問題を取り入れながら改善を
図る。また、ステップアップ調査の結果を
分析し、さらなる進路指導の充実を図る。

目標設定の考え方・根拠

－

埼玉県学力学習状況調査を実施し
た学校が一部だったため評価でき
ず。事業の目的及び具体的な内容

R1正規職員
人件費

R1その他職員
従事割合

R1目標 R1実績

R2予算現額

22,997千円

2,909千円 臨時職員 0.00 人
①230人

②24,203人

③

R2目標 R2実績

R2その他職員
従事割合

62.0% －

62.0%

期間 0.35 人 R3目標

2,859千円

児童生徒一人一人に確かな学力を身につけさせる事
を目的とし、次の活動を行う。
①埼玉県学力学習状況調査及びステップアップ調査
を実施し、児童生徒一人一人の評価資料を得て、そ
の分析をもとに指導に活かす。
②市独自の「学びノート」については、必要に応じて
ホームページからダウンロードする方法にて、学校・
家庭における効果的な活用を促進する。

60.0% 60.4%

学校
教育
課

実施計画ランク 事業の種別

一
般

R1予算現額

中学生社会体験
チャレンジ事業

根拠法令 R2予算現額

150千円

指標名 目標設定の考え方・根拠

0千円

R2決算額（見込み）

特になし

R2年度に改善した点

①参加人数

②実施事業所数

③

体験活動への参加人数 or 参加人数/学
校在籍人数

所沢市内の中学校が進路・キャリア教育の一環
で実施指定している事業であるため、全生徒が
対象となっている。 特になし

新型コロナウイルス感染症拡大防止の観点か
ら、職場体験の実施が困難であったため。

事業達成に向けての現在の課題及び今
後の課題解決に向けた取り組み

重要 自治事務 法定受託事務 法定受託＋附加 150千円 150千円

事業の目的及び具体的な内容
R1正規職員
人件費

R1目標 R1実績 R2目標値が未達成の理由・分析

中学生が近隣の事業所を訪問し、2～3日間の職場
体験を行うことで、生徒の自己理解を深めるととも
に、望ましい職業観、勤労観を育む。

0.15 人
非常勤
特別職

0.00 人 100.0% 98.5%

100.0%

新型コロナウイルス感染拡大防止の観点
から、今年度についても、職場体験を実施
できるかどうかは不透明である。生徒の安
全面・健康面を最優先しながら、各校にて
工夫を図り、キャリア教育を推進していく
必要がある。

R2正規職員
人件費

R2その他職員
従事割合

100.0%

－

新型コロナウイルス感染症拡大防
止の観点から、すべての中学校で
事業を中止としたため、評価でき
ず。

0.0%

1,247千円 臨時職員 0.00 人

期間 0.15 人 R3目標

H12～ 1,225千円

①0人

②0事業所

③

R2目標 R2実績

学校
教育
課

実施計画ランク 事業の種別

一
般

R1予算現額

期間

― 自治事務 法定受託事務

指標名

根拠法令

目標設定の考え方・根拠

評価
不可

事業中止されたため

R2予算現額 R2決算額（見込み）

特になし 0千円

0千円

H15～

R2年度に改善した点

地球にやさしい学校大賞活動報告書（省
エネ運動・資源循環活動の実施率の平
均）。

所沢市内の児童生徒一人ひとりが、省エネ運
動、資源循環活動に実際に取り組むことにより
持続可能な社会作りの担い手としての力をつけ
させることを目的とした事業であるため、活動報
告を指標とし、更なる実施率の向上を目指す。

なし

R1目標 R1実績 R2目標値が未達成の理由・分析

法定受託＋附加 0千円
①省エネ運動の取組

②資源循環活動の取組

③

地球にやさしい学
校づくり推進事業

0千円

事業の目的及び具体的な内容
R1正規職員
人件費

R1その他職員
従事割合

児童生徒、教職員の環境意識を高める教育活動を通
して、環境に配慮した学校づくりを進めることにより、
持続可能な社会づくりの担い手を育む。

0.10 人
非常勤
特別職

0.00 人

新型コロナコロナウイルス感染症の影響を受
け、まちごとエコタウン推進課の進める地球に
やさしい学校の取組が中止され、これに付随す
る本事業も中止となった。

95.0%

98.0%

中止

90.0%

817千円

R2正規職員
人件費

R2その他職員
従事割合

0.10 人

R2実績

事業達成に向けての現在の課題及び今
後の課題解決に向けた取り組み

831千円 臨時職員 0.00 人
①中止のため無し

②中止のため無し

③

R2目標

地球にやさしい取組について、児童生徒
が主体的に行動できるように、各校へ働き
かける。

90.0%

R3目標

4,613千円

学校
教育
課

実施計画ランク 事業の種別

一
般

R1予算現額

中学生海外文化交
流派遣事業

根拠法令 R2予算現額

評価
不可

0.00 人

中止のため無し。
R1目標 R2目標値が未達成の理由・分析

事業実施に向け、入札までは行ったが、新型コ
ロナウイルス感染症拡大防止の観点から中止
となった。

17回

中止 中止

R3目標

指標名

事業の目的及び具体的な内容
R1正規職員
人件費

R2その他職員
従事割合

5,606千円

R2目標

報告回数

自治事務

0千円

①派遣中学生数

②派遣率（派遣生徒数／在籍中
学生数）

③

R2年度に改善した点

参加した生徒の貴重な体験を、参加していない
他の生徒にも波及させていくことが重要であると
考えるため、報告会を指標としている。 未実施のため無し。

事業達成に向けての現在の課題及び今
後の課題解決に向けた取り組み

R3年度についても本事業は中止としてい
る。

17回

R2実績

R1実績

目標設定の考え方・根拠

中止

①中止のため無し

②中止のため無し

③

0.40 人

R1その他職員
従事割合

会年職員 0.00 人

3,325千円

H11～ 3,267千円

R2正規職員
人件費

R2決算額（見込み）

各中学校長から推薦された30名の生徒を海外に派遣
し、現地校の生徒との交流やグループ活動等を通し
て、国際社会に対応できる人材の育成を図る。

非常勤
特別職

0.00 人

臨時職員

期間 0.40 人

R1決算額

― 法定受託事務 法定受託＋附加

特になし

5,159千円

どのように貢献したか

中止のため無し。

どのように貢献したか

本事業は、ＥＳＤの観点か
らも重要であり、SDGsの各
観点の達成に直結してい
る。

４．質の高い
教育をみん

なに

４．質の高い
教育をみん

なに

１１．住み続
けられるまち

づくりを

７．エネル
ギーをみん
なにそしてク

リーンに

１５．陸の豊
かさを守ろう

どのように貢献したか

働くことの意義ややりが
い、また、大変さも経験す
ることで、今後の自分の進
路を考える機会となる。

どのように貢献したか

市内全児童生徒に対して、
基礎・基本の定着を図るた
めの「学びノート」をオンラ
インドリルとして、授業や家
庭学習にて活用した。

４．質の高い
教育をみん

なに

８．働きがい
も経済成長

も

４．質の高い
教育をみん

なに
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第２章　子どもが大切にされるまち  第５節　学校教育

SDGsへの貢献
(最大3つ)

活動実績(R2)

成果

成果指標

評価及び次年度以降に向けた課題・取り組みなど

総合
評価

事業自体が
貢献する
項目

実施手法等
の工夫により
貢献できた
項目(任意)

現状の課題
事務事業名称 事業概要（全体）

所属
名称 評価

理由

経費

投入コスト
会
計

項目名

■ □ □

実績

評価者

学校教育課長　関根　祐一

項目名

■ □ □

実績

評価者

教育センター担当参事　中村啓

項目名

■ □ □

実績

評価者

教育センター担当参事　中村啓

項目名

■ □ □

実績

評価者

教育センター担当参事　中村啓

非常勤
特別職

0.84 人

臨時職員 0.16 人

会年職員 4.00 人

0.84 人

0.12 人

0.88 人

R2実績

100.0%

0.24 人 R3目標

1,960千円 会年職員 0.16 人 95.0%

①44人

R2目標

R2正規職員
人件費

R2その他職員
従事割合

95.0%

法定受託事務 法定受託＋附加

学習指導要領改訂
に伴う英語教育推
進事業

根拠法令 R2予算現額 R2決算額（見込み）

学習指導要領

948千円

非常勤
特別職

教育
セン
ター

実施計画ランク 事業の種別

優先 自治事務

期間

事業の具体的な内容及び目的

【目的】学習指導要領の改訂に伴い、５・６年生の英語の教
科化と３・４年生の外国語活動を円滑にスタートさせ、本市
の英語教育のさらなる充実を図る。
【内容】平成２７・２８年度の研究校の成果を生かし、研修の
強化と教材の整備・活用を図る。また、小中学校の連携を
推進するための研究授業を実施する。なお、本事業は通称
「Tokorozawa English Action Plan」として、英語教育に関わ
る教員、英語指導助手、小学校外国語支援員等と共に進
めていくものである。H29～H33

R1正規職員
人件費

R1その他職員
従事割合

1,101千円 936千円

0.45 人 0.84 人

指導者や授業者の決定、依頼が課題であ
る、今後は、「英語教育推進教員養成研
修会」は指導主事とAETを指導者に、「外
国語科授業研修会」は経験の浅い教員を
授業者とすることで、研修会受講者にとっ
て、より身近な研修とする。

95.0% 100.0%

目標値達成済

3,740千円

目標設定の考え方・根拠

Ａ

研修会の感染症対策が求められた
が、オンラインなど開催方法を工夫
して、可能なかぎり実施に努めた。
研修会の参会者の満足度が100％
のため、目標を達成できたといえる
が、当初予定した当事業の６研修
会のうち、休止を余儀なくされた研
修会が４ある。教職員の資質向上
という観点からは、十分とは言い切
ることができない。

R2年度に改善した点

「大変よかった」「よかった」の回答数／アンケー
ト回答数

感染症拡大下にあっても研修会を開催す
るために、「オンデマンド型」に計画を変更
した。指導者及び研修会参加者の負担を
軽減しつつ、繰り返し視聴し、研修を重ね
ることのできる効果的な研修会を開催する
ことができた。

事業達成に向けての現在の課題及び今
後の課題解決に向けた取り組み

一
般

R1予算現額 R1決算額 指標名

R2目標値が未達成の理由・分析

研修会参加者の内容についての満足度

R1目標 R1実績

①英語（外国語）、外国語活動
関連の研修会参加人数

1,193千円

教育
セン
ター

実施計画ランク 事業の種別

一
般

R1予算現額

根拠法令 R2予算現額

学習指導要領 13,113千円

「大変よかった」「よかった」の回答数／アンケー
ト回答数

より多くの外国語支援員が勤務時間内に
研修ができるように、英語サロンの開催日
時を調整した。１年目の外国語支援員に
とっては、貴重かつ重要な研修の機会で
あった。

R1決算額 指標名

R2決算額（見込み）

12,167千円

①「英語サロン」の参加者数 研修会参加者の内容についての満足度

R1目標

11,851千円

R1実績 R2目標値が未達成の理由・分析

【目的】小学校外国語支援員を派遣し、担任が
行う外国語活動の授業を支援するとともに、外
国語活動の充実を図る。
【内容】小学校外国語支援員（16名）を市内32校
に派遣し、5・6年生すべての外国語の時間に配
置している。

事業達成に向けての現在の課題及び今
後の課題解決に向けた取り組み95.0%

R1その他職員
従事割合

100.0%

R2目標

目標設定の考え方・根拠

Ａ

R2年度に改善した点

研修会の感染症対策が求められた
が、オンラインなど開催方法を工夫
して、可能なかぎり実施に努めた。
英語サロンの参会者の満足度が
100％のため、目標を達成できたと
いえるが、当初予定した４研修会の
うち、休止を余儀なくされた研修会
が２ある。小学校外国語支援員の
資質向上という観点からは、十分と
は言い切ることができない。

外国語科に関わる教員等を含め、より多く
の外国語支援員を研修会に参加させ、人
材育成を図ることが課題である。今後は、
専門性を高めた外国語支援員が、英語サ
ロンを通じて、小学校教員との連携につい
て研究を深めていく。

優先 自治事務 法定受託事務 法定受託＋附加 12,539千円

小学校外国語活動
推進事業

事業の具体的な内容及び目的
R1正規職員
人件費

0.30 人 100.0%

目標値達成済95.0%

R2実績

①９人

R3目標

H23～ 95.0%会年職員 0.16 人

2,494千円 臨時職員

期間 0.25 人
非常勤
特別職

R2正規職員
人件費

R2その他職員
従事割合

非常勤
特別職

0.16 人

R2正規職員
人件費

R2その他職員
従事割合

会年職員

0.88 人

9,974千円 臨時職員

【目的】児童生徒の学力向上のために、基礎・基本の
習得とそれらを活用して問題解決する思考力・判断
力・表現力等の育成を図る研修会や授業充実のため
の人的支援を行う。
【内容】①学び創造アクティブプランの研究委託校の
校内研修をサポートし、学力向上の研修を実施②今
日的な教育課題や教科等における指導力向上の研
修を実施。

事業の種別

教育
セン
ター

R1決算額R1予算現額

非常勤
特別職

指標名

「大変よかった」「よかった」の回答数／アンケー
ト回答数

感染症拡大下にあっても子どもたちの学
力向上を図るために、事業の中から「子ど
もの学びを取り戻す支援につながるもの」
「今後の本市の方向性に関わる研修や研
究を選択し、オンライン等に開催方法を変
更して運営した。R2目標値が未達成の理由・分析

94,411千円

目標設定の考え方・根拠

Ａ

R2年度に改善した点

研修会を精選するとともに、新学習指導要
領の方向性を踏まえた研修計画を立案す
ることが課題である。今後も感染症対策を
徹底した上で、研修内容や開催方法等を
工夫し、研修会を継続して実施していく。

目標値達成済

事業達成に向けての現在の課題及び今
後の課題解決に向けた取り組み

重要 自治事務 95,857千円法定受託事務 法定受託＋附加

①研修会参加者数

根拠法令

98.0%

R2実績

R3目標

学習指導要領

95.0%

R1正規職員
人件費

R1その他職員
従事割合

研修会の感染症対策が求められた
が、オンラインなど開催方法を工夫
して、可能なかぎり実施に努めた。
実施した研修会では、参会者の満
足度が100％に近いため、目標を
達成できたといえるが、当初の予
定した１８研修会のうち、休止を余
儀なくされた研修会が１０ある。教
職員の資質向上という観点から
は、十分とは言い切ることができな
い。

R1実績

132,443千円

99.6%

研修会参加者の内容についての満足度

129,492千円

0.12 人

R2予算現額 R2決算額（見込み）

1.20 人

R1目標

11,272千円

期間 1.38 人

H14～

一
般

実施計画ランク

事業の目的及び具体的な内容教育課題に対応し
た学力向上推進事
業

①249人

95.0%

R2目標

2,042千円

非常勤
特別職

0.84 人

100.0%

R2目標

R3目標

95.0%

R2その他職員
従事割合

100.0% 100.0%

R1目標 R1実績

R１～ 817千円

臨時職員 0.00 人 ①4人

②中学校4校

③運動部活動2校、文化部活動
2校

R2目標値が未達成の理由・分析

地域人材を活用して、部活動の技術指導や大会等へ
の引率を行うことを職務とする部活動指導員を配置
し、教員の負担の軽減並びに専門的な技術指導によ
る部活動の充実及び活性化を図る。

0.10 人
非常勤
特別職

4.00 人 100.0% 75.0%

目標達成済

R2実績

R2正規職員
人件費

R2決算額（見込み）

学校教育法施行規則、所沢市部活動指導員設置要綱 1,479千円 1,081千円

事業の目的及び具体的な内容
R1正規職員
人件費

R1その他職員
従事割合

部活動指導員の配置により、生徒
は専門性の高い技術指導を受ける
ことができる。大会等への引率を単
独で行うことができ、教職員の負担
を軽減することもできる。これらのこ
とから、事業の効果が高いと考えら
れるため、今後も事業を継続してい
く。

R2年度に改善した点

― 自治事務 法定受託事務 法定受託＋附加 784千円 784千円

部活動指導員配置
事業

根拠法令

R1決算額 指標名

部活動指導員の配置が、部活動の充実及び活
性化に効果的であったか検証する。

感染症拡大防止の観点から、部活動の実
施内容を精査するよう、各学校に指導し
た。

事業達成に向けての現在の課題及び今
後の課題解決に向けた取り組み

充実した部活動と教職員の働き方改革を
実現するために効果を検証し、財政状況
を鑑みながら事業拡大を図っていきたい。

①部活動指導員採用人数

②配置校

③配置部活動

満足度

目標設定の考え方・根拠

Ａ
学校
教育
課

実施計画ランク 事業の種別

一
般

R1予算現額

R2予算現額

831千円

期間 0.10 人

どのように貢献したか

市内の英語教育の水準向
上に向けた取組を5年間継
続して実施している。

どのように貢献したか

小学校段階の外国語教育
の水準向上に向け、人材
の育成と配置を行った。

４．質の高い
教育をみん

なに

どのように貢献したか

感染症拡大下にあっても児
童生徒の学びを保障する
研修を実施した。

４．質の高い
教育をみん

なに

４．質の高い
教育をみん

なに

どのように貢献したか

部活動指導員配置事業に
より、教員の負担軽減や専
門的な技術指導による部
活動の充実を図った。

４．質の高い
教育をみん

なに
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第２章　子どもが大切にされるまち  第５節　学校教育

SDGsへの貢献
(最大3つ)

活動実績(R2)

成果

成果指標

評価及び次年度以降に向けた課題・取り組みなど

総合
評価

事業自体が
貢献する
項目

実施手法等
の工夫により
貢献できた
項目(任意)

現状の課題
事務事業名称 事業概要（全体）

所属
名称 評価

理由

経費

投入コスト
会
計

項目名

■ □ □

実績

評価者

教育センター担当参事　中村啓

項目名

■ □ □

実績

評価者

学校教育課長　関根　祐一

項目名

■ □ □

実績

評価者

学校教育課長　関根　祐一

項目名

■ □ □

実績

評価者

学校教育課長　関根　祐一

会年職員 32.00 人

R1その他職員
従事割合

R2その他職員
従事割合

会年職員 0.00 人

R2年度に改善した点

①研修会参加者数

研修会参加者の内容についての満足度
「大変よかった」「よかった」の回答数／アンケー
ト回答数

２年次教員研修や、ミドルリーダー研修員
研修では、提出物の内容や方法を簡略化
し、研修者の負担軽減を図った。また、児
童生徒の自己肯定感を高めるチェック
シートを作成し、より効果的に研修を進め
ることができるようにした。

教育
セン
ター

実施計画ランク 事業の種別

一
般

重要 自治事務 法定受託事務 法定受託＋附加

資質向上事業

教育公務員特例法

R1決算額

事業の目的及び具体的な内容
R1正規職員
人件費

R1その他職員
従事割合

R1予算現額

根拠法令 R2予算現額

1,270千円

R2決算額（見込み）

Ａ

研修会の感染症対策が求められた
が、オンラインなど開催方法を工夫
して、可能なかぎり実施に努めた。
研修会の参会者の満足度が100％
に近いため、目標を達成できたとい
えるが、当初予定した１７研修会の
うち、休止を余儀なくされた研修会
が１１ある。教職員の資質向上とい
う観点からは、十分とは言い切るこ
とができない。

99.7%

95.0% 97.0%

R2目標

R2目標値が未達成の理由・分析

目標値達成済

R1目標

指標名 目標設定の考え方・根拠

11,272千円

R2実績

40千円

R2正規職員
人件費

R2その他職員
従事割合

1,270千円 735千円

事業達成に向けての現在の課題及び今
後の課題解決に向けた取り組み

11,471千円 臨時職員 0.00 人

①444人

ここ数年、研修者数が増加し、手厚い指
導・支援を行うことに課題がある。今後
は、集合研修の開催方法の工夫とともに、
指導主事が学校に出向くことを通して、丁
寧な指導・支援を進めていく。

1.38 人
非常勤
特別職

0.00 人 95.0%

95.0%

期間 1.38 人 R3目標

【目的】市内小・中学校の教員の経験やニーズに応じ
た研修を推進し、本市教育の振興に資する。
【内容】①年次経験者研修支援②2年次教員研修：指
導主事が個別指導③ミドルリーダー研修員研修：他
市からの転入教員に指導主事が個別指導④校内研
修の指導者派遣⑤研究員・専門研究員：専門性を高
める研究推進⑥各種13の研修会の実施

S46～

R1実績

会年職員 33.00 人

会年職員 0.00 人

複製名画巡回事業

R2決算額（見込み）

R2年度に改善した点

本事業が、いじめ、非行問題行動等の課題に対
する支援と児童生徒の健全育成を目的とするた
め、その中でもいじめの解消率を指標とする。

令和元年１２月に改定した所沢市いじめ
防止基本方針を受けて、令和２年６月に所
沢市いじめ対応マニュアルを改定した。各
校においてもそれらを受けて改定するよう
周知した。

R2目標値が未達成の理由・分析

「所沢市いじめ防止基本方針」では、いじめの解
消の要件として“被害者に対する心理的又は物
理的な影響を与える行為が止んでいる状態が
相当な期間（少なくとも3ヶ月が目安）継続してい
ること。”がある。12月末日の解消のためには、
9月中にいじめに係る行為が止んでいる必要が
あり、まだ解決に向けて経過を見届けている状
態であるものが多くある。

R1決算額

R1決算額 指標名 目標設定の考え方・根拠

Ａ

学校司書の配置により、利用しや
すい学校図書館へ改善されてきて
いるが、各学校による差が顕著に
表れている。
今後も、授業での積極的な活用、
休み時間の学校図書館開放、記録
を確実に残す工夫等を研修会にお
いて指導していく。

学校
教育
課

実施計画ランク 事業の種別

一
般

R1予算現額

学校司書配置事業
（小・中学校）

根拠法令 R2予算現額

学校図書館法

R2年度に改善した点

R2決算額（見込み）

R1実績

R2目標 R2実績

学校司書を配置したことにより、利用しやすい
図書室になったかどうかをはかるため、配置校
の1日の平均利用人数を指標とする。

学校司書の全校配置を行った。
学校司書研修会（初任者を対象とした研
修会・基本的な業務内容等）を１回開催
し、学校司書の資質の向上を図ることがで
きた。

事業達成に向けての現在の課題及び今
後の課題解決に向けた取り組み

学校司書は、学校図書館利用の一層の促
進に効果をあげていることから、改正学校
図書館法の趣旨を踏まえ、全校配置を継
続できるよう努力する。学校司書の研修
会を学校図書館主任研修会と合同で開催
し、学校図書館運営の更なる充実を目指
す。

R2目標値が未達成の理由・分析

コロナウイルス感染症予防措置のため、学校図
書館の開館日数が少なかったことや学習活動
に制限があったことなどが影響していると思わ
れる。前年度のデータとの単純な比較はできな
いものの、コロナウイルス感染症防止のための
工夫がなされるにつれて、学校図書館の利用
者数が戻り始めたとみられる。

優先 自治事務 法定受託事務 法定受託＋附加 28,457千円 26,697千円
①1年間の平均貸出冊数
　　（小学校）
②1年間の平均利用人数
　　（小学校）
③

学校司書配置小学校の1日の平均利用
人数。

35,536千円 34,309千円

事業の目的及び具体的な内容
R1正規職員
人件費

R1その他職員
従事割合

R1目標

学校図書館の円滑な管理、運営と一層の充実を図る
ため、学校司書（臨時的任用職員）が、校長の方針に
基づき、主に次の学校図書館業務を行う。
①図書の整理
②図書及び図書館活用の情報宣伝
③図書館利用授業の補助
④図書の貸出の補助

0.40 人
非常勤
特別職

0.00 人 80人 71人

3,325千円 臨時職員 31.00 人
①8,380　冊（小学校）

②8,828　人（小学校）

③

R2正規職員
人件費

R2その他職員
従事割合

８０人 44人

８０ 人

期間 0.40 人 R3目標

H23～ 3,267千円

学校
教育
課

実施計画ランク 事業の種別

一
般

目標設定の考え方・根拠

― 法定受託事務 法定受託＋附加 297千円

B

根拠法令 R2決算額（見込み）

特になし

児童生徒の美術を愛好する心を育てる事を目
的としているため、児童生徒の名画への関心度
を指標とする。

事業の目的及び具体的な内容
R1その他職員
従事割合

R1目標

自治事務

授業で名画を使用するなどの学校が増加
した。

令和元年度と比べて児童生徒の名画への関心
度が低下した理由として、設置場所等を各学校
で工夫したが、新型コロナウイルスによる臨時
休業により、授業日が減少したことも原因として
考えられる。

事業達成に向けての現在の課題及び今
後の課題解決に向けた取り組み

R2目標値が未達成の理由・分析

R1予算現額 R1決算額 指標名

301千円 301千円

R1正規職員
人件費

市立小・中学校の児童生徒に名画鑑賞の機会を確
保し、美術を愛好する豊かな心を育てる。
①学校教育課所有の複製名画を委託業者により各
小・中学校へ巡回移動し、校内で展示し鑑賞する。
②年3回、巡回期日に作品を次校へ移動する。（16
コースに分けて巡回する）

0.05 人
非常勤
特別職

0.00 人 85.0% 55.0%

0.00 人
①47校

②81点

③

R2目標 R2実績

291千円
①巡回校数

②巡回作品数

③

児童生徒の関心度

R1実績

児童生徒の名画への関心を高めるため、
引き続き、積極的に名画を授業で使用し
てもらうように促すとともに、児童生徒の芸
術的感性を育成し、文化的価値の承継を
図る。

R2正規職員
人件費

R2その他職員
従事割合

85.0% 52.0%

85.0%

引き続き、学校においては美術の
授業の時間に名画をもっと活用す
るなど、より一層名画鑑賞の機会
を増やし、名画を通じて文化的価
値の継承の必要がある。

R2年度に改善した点

416千円 臨時職員

期間 0.05 人 R3目標

H3～ 408千円

学校
教育
課

実施計画ランク 事業の種別

一
般

R1予算現額

健やか輝き支援事
業

根拠法令 R2予算現額

9,143千円

指標名 目標設定の考え方・根拠

Ａ

引き続き解消率の向上に努める。
また、全ての事案が解消するまで
対応し、見届けを行うよう、学校と
連携し対応する。

R1目標

事業達成に向けての現在の課題及び今
後の課題解決に向けた取り組み

いじめの重大事態が発生した際、より機動
的な対応を取ることができるよう、組織等
を整備する。

R1実績

R2実績

48.8%

①児童生徒・保護者等からの相
談件数

②心のふれあい相談員への相
談件数

③

いじめの解消率
（１２月末日現在）

32.00 人
①504件

②21,195件

③

48,579千円

60.0%

53,958千円

43.5%

臨時職員
①いじめ、非行問題行動、怠学・非行による不登校、
就学等に関わる相談に対応し、学校のニーズに基づ
いて、個々の児童生徒に応じた支援を行う。
②大学との連携により、大学院生や学生を小・中学
校に派遣し、発達障害や不登校傾向の児童生徒の
支援を行う。

優先 自治事務 法定受託事務 法定受託＋附加 51,776千円

いじめ防止対策推進法、所沢市いじめ問題対策委員
会条例、所沢市健やか輝き支援員設置要綱

62,535千円

事業の目的及び具体的な内容
R1正規職員
人件費

1.10 人

H14～ 8,985千円

非常勤
特別職

3.00 人 60.0%

期間 1.10 人

R2正規職員
人件費

R2目標

60.0%

R3目標

４．質の高い
教育をみん

なに

１６．平和と
公平をすべ
ての人に

どのように貢献したか

複製名画巡回事業により、
児童生徒が美術作品に触
れる機会が増え、認知度
が高まっている。

どのように貢献したか

学校図書館司書の配置に
より、児童生徒は本への興
味関心を高めることができ
た。

４．質の高い
教育をみん

なに

どのように貢献したか

人材育成の視点から、キャ
リアステージに応じた市内
教職員の指導力向上を
図った。

４．質の高い
教育をみん

なに

どのように貢献したか

児童生徒が安心して学校
生活を送ることができるよ
うに、いじめの防止や解消
のための取組を行ってい
る。

４．質の高い
教育をみん

なに
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第２章　子どもが大切にされるまち  第５節　学校教育

SDGsへの貢献
(最大3つ)

活動実績(R2)

成果

成果指標

評価及び次年度以降に向けた課題・取り組みなど

総合
評価

事業自体が
貢献する
項目

実施手法等
の工夫により
貢献できた
項目(任意)

現状の課題
事務事業名称 事業概要（全体）

所属
名称 評価

理由

経費

投入コスト
会
計

項目名

■ □ □

実績

評価者

学校教育課長　関根　祐一

項目名

■ □ □

実績

評価者

学校教育課長　関根　祐一

項目名

■ □ □

実績

評価者

学校教育課長　関根　祐一

項目名

■ □ □

実績

評価者

教育センター担当参事　中村啓

R1予算現額

教育相談事業

根拠法令 R2予算現額

18,286千円

指標名

重要 自治事務 法定受託事務 法定受託＋附加

教育
セン
ター

実施計画ランク 事業の種別

一
般

目標設定の考え方・根拠

2.20 人
非常勤
特別職

1.00 人 8,000以下(件・回) 6,603(件・回)

R2決算額（見込み）

31,150千円 30,742千円

R1決算額

s

39,432千円 38,177千円

事業の目的及び具体的な内容
R1正規職員
人件費

感染症対策を徹底し、相談方法を
工夫して実施した。感染拡大による
外出不安に対応するため、電話相
談を強化した。感染拡大が影響し、
家庭環境要因の事例が増えたた
め、関係機関との連携を徹底した。
相談対応件数は目標を達成した。
また、保護者や児童生徒の相談満
足度は、9割（「よかった」「ややよ
かった」の合算）を越え、面接相談
改善状況も8割（「解決」、「好転」を
合算）を越えた。

R1その他職員
従事割合

R1実績 R2目標値が未達成の理由・分析

【目的】市民や学校から、児童生徒の教育上の諸問
題に関しての相談を受け、その解決のための支援を
行う。
【内容】教育相談に関する研修・研究、面接相談、電
話相談・こども電話相談、巡回相談、訪問相談(登校
支援、ふれあい相談室、スクールソーシャルワー
カー)、医療相談、ケースカンファレンス、相談室啓
発、教育支援センター「クウェスト」

R2年度に改善した点

①面接相談

②電話相談・こども電話相談

③巡回相談

相談対応件数
出向く支援を重視し、校内の相談体制の充実を
図ることから、年間7,500件を超えないように設
定した。

教育支援センター「クウェスト」は、以前よ
り小・中学生への個別面接と、中学生の
集団面接を行っていたが、令和２年度より
小学生の個別活動を設け、不登校児童生
徒の受け入れの枠を広げた。

目標値達成済

事業達成に向けての現在の課題及び今
後の課題解決に向けた取り組み

保護者からの不登校や発達に課題を抱え
るケースは、相談内容が複雑になってい
ることが課題である。課題解決に向け、
ケースカンファレンスを実施したり、外部機
関との連携を強化したりして、相談員の資
質向上を図っている。

7,500以下(件・回)

R1目標

教育センター主任相談員設置要綱など

臨時職員 0.00 人
①のべ2,980回

②のべ2,855件

③のべ135回

R2目標 R2実績

R2正規職員
人件費

R2その他職員
従事割合

8,000以下(件・回) 5,970(件・回)

期間 1.90 人
非常勤
特別職

1.00 人 R3目標

S36～ 15,519千円 会年職員 0.00 人

2,859千円 4000件

期間 0.35 人 R3目標

R１～

スクールカウンセ
ラー学校派遣事業

根拠法令

R1実績

R2予算現額 R2決算額（見込み）

事業達成に向けての現在の課題及び今
後の課題解決に向けた取り組み

2,909千円 臨時職員 0.00 人
①768回

②580回

③

R2目標 R2実績

市の心理士や配置校の県SCや相談員か
らの指導助言を受け、スクールカウンセ
ラーの資質向上を図り、相談の技能や判
断力等の向上を図る。

R2正規職員
人件費

R2その他職員
従事割合

R2目標値が未達成の理由・分析

心理学系の大学院の修士課程を修了した者をスクー
ルカウンセラーとして市費にて4人任用し、各学校に
出向き、児童生徒と積極的に関わりながら支援を行う
ことで、子どもの発するSOSをより的確に受け止め、
問題の未然防止、早期発見、早期対応の体制を一層
充実させるものである。

0.35 人
非常勤
特別職

4.00 人 3500件 3672件

目標達成済3800件 4437件

14,393千円 14,329千円

事業の目的及び具体的な内容
R1正規職員
人件費

11796

R2年度に改善した点R1決算額 指標名 目標設定の考え方・根拠

Ａ

令和元年度にスタートした事業であ
る。県スクールカウンセラー、相談
員と連携し、配置校での相談対応
を行った。目標を上回る相談対応
を行い、児童生徒が抱える様々な
課題に対応することができた。

11,797千円
①学校への派遣回数

②教室巡回の回数

③

月１回以上の研修を実施し、スクールカウ
ンセラーの資質向上を図り、相談の技能
や判断力等の向上を図った。

R1目標

最優先 自治事務 法定受託事務 法定受託＋附加 11,842千円

R1予算現額

相談対応件数
（のべ対応人数）

以前より配置されている埼玉県スクールカウン
セラーの相談対応件数を基に、各学校が所沢
市スクールカウンセラーを有効に活用している
ことを示す指標として設定した。

学校
教育
課

実施計画ランク 事業の種別

一
般

学校
教育
課

実施計画ランク 事業の種別

一
般

R1予算現額

学校人権教育啓発
資料発行事業

根拠法令 R2予算現額

273千円

R1決算額 指標名

― 自治事務 法定受託事務 法定受託＋附加 173千円269千円

50.0%

目標設定の考え方・根拠

Ｂ

173千円

0.00 人 R2実績
①１００％

②中止のため無し

③

R2目標

R2決算額（見込み）

R1目標

学校における人権教育の推進を図ることを目的
としているため、小・中学校が人権に関する作
文・標語に応募した割合を指標とする。

人権作文集の配布時期を早め、人権作文
や人権標語の取り組みの際に、昨年度の
人権作文集が活用できるようにした。

目標達成済

事業達成に向けての現在の課題及び今
後の課題解決に向けた取り組み

R1実績

100.0%

98.9%

特になし

事業の目的及び具体的な内容
R1正規職員
人件費

R1その他職員
従事割合

R2目標値が未達成の理由・分析

小・中学校における人権教育を推進し、他者の痛み
を共有できる豊かな人間性を醸成するため、人権文
集を発行・配布し、活用する。
各校から人権に関する作文・標語を募集する。
人権教育における学校教育と社会教育の連携を図
る。

0.15 人
非常勤
特別職

0.00 人 100.0%

1,247千円 臨時職員
令和3年度は新型コロナウイルスの関係
上、取組が難しい学校が予想されるが、
人権感覚を養うことは重要であるため、そ
の趣旨を十分理解していただけるよう情
報提供をしていく。また、配布した人権作
文集を通して、他者の痛みを共有できる豊
かな人間性を醸成できるよう活用を呼び
掛けていく。

R2正規職員
人件費

R2その他職員
従事割合

1,225千円

例年、全ての小・中学校において
取り組まれ、人権教育実践の機会
の一つとなっている。

R2年度に改善した点

①作文応募の割合

②標語応募の割合

③

人権作文及び人権標語に応募した学校
の割合。

期間 0.15 人 R3目標

H4～ 90.0%
会年職員 0.00 人

学校
教育
課

実施計画ランク 事業の種別

一
般

R1予算現額

重要

期間

H2～

R1決算額 指標名

根拠法令

目標設定の考え方・根拠

Ａ

全体的な数値目標は達成できてい
る。
令和2年度はコロナの感染拡大防
止のため、小中学校については校
内での就学相談を中心に実施し
た。令和3年度においても、引き続
きこのような形を継続する。
本人・保護者、学校、教育委員会
等が協力しあって一人一人に寄り
添いながら丁寧に学びの場の選択
を行う。

自治事務 法定受託事務 法定受託＋附加 4,246千円

R2年度に改善した点

就学支援委員会の判断どおりに就学した
児童生徒の人数

就学先の決定にあたっては、保護者の思い等を
理解しつつ、正確な情報を提供し、より適切な
就学相談をすることが重要であるため、就学委
員会の判断どおりに就学した児童生徒の割合
を指標とする。

令和2年度は新型コロナウイルス感染症拡大
防止のため、小中学校の就学相談を校内で実
施し、本人・保護者と学校で合意形成が成され
たケースを原則とした。未就学児については、
例年通りの形で実施をした。

R1目標 R1実績 R2目標値が未達成の理由・分析

0千円
①就学相談票提出数

②面談・観察の回数

③

就学相談事業

R2予算現額 R2決算額（見込み）

所沢市就学支援委員会条例、所沢市就学支援相談
員設置要綱

4,518千円 3,940千円

事業の目的及び具体的な内容
R1正規職員
人件費

R1その他職員
従事割合

就学支援委員会及び就学支援相談員3名が、保護者
からの申込により、障害のある児童生徒の保護者と
ともに就学先を検討する。
具体的には、保護者と面談を行い、特別支援学校や
特別支援学級、通常の学級の情報を提供しつつ、児
童生徒が在籍する園や学校を訪問し、情報を収集
し、就学先を判断して教育委員会に答申する。

1.15 人
非常勤
特別職

3.00 人 75.0%

会年職員

79.0%

R2正規職員
人件費

R2その他職員
従事割合

83.0%

75.0%

目標達成済75.0%

9,393千円
3.00 人

事業達成に向けての現在の課題及び今
後の課題解決に向けた取り組み

9,559千円 臨時職員 0.00 人
①192件

②282件

③

R2目標 R2実績 就学先の決定にあたっては、保護者の思
いや考えを受容的に理解しつつ、正確な
情報を提供し、本人・保護者が自ら適切な
学びの場を選択できるようにする必要が
ある。就学支援委員同士の情報共有と研
修の充実を図り、より適切な相談体制を構
築する。

1.15 人 R3目標

４．質の高い
教育をみん

なに

どのように貢献したか

不登校児童生徒や家庭環
境に課題を抱えた家庭に
SSWを派遣し、適切な機関
につなげる支援をした。

どのように貢献したか

児童生徒が安心して学校
生活を送ることができるよ
うに、様々な課題に対する
相談対応を行っている。

１．貧困をな
くそう

３．すべての
人に健康と

福祉を

４．質の高い
教育をみん

なに

１６．平和と
公平をすべ
ての人に

どのように貢献したか

児童生徒及びその保護者
が、自分に合った学びの場
を自己選択できるように支
援している。

どのように貢献したか

人権教育を推進し、他者の
痛みを共有できる豊かな人
間性を醸成している。

４．質の高い
教育をみん

なに

１６．平和と
公平をすべ
ての人に

４．質の高い
教育をみん

なに

１０．人や国
の不平等を

なくそう

１６．平和と
公平をすべ
ての人に

会年職員 4.00 人

55



第２章　子どもが大切にされるまち  第５節　学校教育

SDGsへの貢献
(最大3つ)

活動実績(R2)

成果

成果指標

評価及び次年度以降に向けた課題・取り組みなど

総合
評価

事業自体が
貢献する
項目

実施手法等
の工夫により
貢献できた
項目(任意)

現状の課題
事務事業名称 事業概要（全体）

所属
名称 評価

理由

経費

投入コスト
会
計

項目名

□ □ □

実績

評価者

教育センター担当参事　中村啓

項目名

■ □ □

実績

評価者

教育センター担当参事　中村啓

項目名

■ □ □

実績

評価者

学校教育課長　関根　祐一

項目名

■ □ □

実績

評価者

学校教育課長　関根　祐一
0.00 人

R1決算額

教育
セン
ター

実施計画ランク 事業の種別

一
般

R1予算現額

根拠法令 R2予算現額

豊かな心育成支援
事業

8,250千円

R2年度に改善した点

研修会参加者の内容についての満足度
「大変よかった」「よかった」の回答数／アンケー
ト回答数

「道徳授業研修会」を講義形式から授業研
修会の形式に変更したことで、研修者同
士が授業の場を共有して学び合うことがで
きた。また、Web会議システムに接続し、
研修会場を分散した研修会を開催する等
の感染症対策を講じた。R1目標 R1実績

重要 自治事務 法定受託事務 法定受託＋附加 75千円 28千円

75千円 27千円

事業の目的及び具体的な内容
R1正規職員
人件費

R1その他職員
従事割合

講義形式ではなく、演習や協議を中心とし
た研修会を得意とする指導者を毎年招聘
しているため、感染防止策と内容の充実
の両立が課題である。今後は、研修会の
実施・運営について早期から検討し、より
よい方法で実施できるよう計画していく。

R2正規職員
人件費

R2その他職員
従事割合

R2目標値が未達成の理由・分析

100.0%

①研修会参加人数

98.0%

R2決算額（見込み）

Ｂ

研修会の感染症対策が求められ、
開催方法を工夫して、可能なかぎり
実施に努めた。研修会の参会者の
満足度が100％に届かず、目標を
達成できなかった。当初予定した３
研修会のうち、１つが休止を余儀な
くされた。教職員の資質向上という
観点からは、十分とは言い切ること
ができない。

会年職員 0.00 人
R3目標

目標設定の考え方・根拠

R2実績

R1決算額 指標名

100.0%
新型コロナウイルス感染症拡大の影響を受け、
教育センターに集合せず、研修資料をもとにし
て、一定期間に各学校で研修を実施する形態を
とった。臨時休業と学びの保証で多忙を極める
現場において研修の時間を確保することに「困
難さ」を感じた参加者があり100％に至らなかっ
たものと考えられる。

①795人

R2目標

100.0%

期間 1.01 人

【目的】子どもたちの豊かな心の育成のために、各種
研修により市内教職員の資質向上を図る。
【内容】３つの研修会を実施する。
①人権教育研修会②道徳科の充実に向けた研修会
③学級活動スキルアップ研修会

0.50 人
非常勤
特別職

0.00 人 100.0%

H２４～

事業達成に向けての現在の課題及び今
後の課題解決に向けた取り組み

4,156千円 臨時職員 0.00 人

学校
教育
課

実施計画ランク 事業の種別

一
般

R1予算現額

根拠法令 R2予算現額

重要 自治事務

R1決算額 指標名 目標設定の考え方・根拠

Ｂ

法定受託事務 法定受託＋附加 1,320千円 1,308千円
電話で顧問弁護士と相談できる体
制は、緊急時など迅速な対応と判
断が可能となる。また、学校関係の
事案に詳しい顧問弁護士に委託す
ることにより、教育的見地からの解
決方法の助言を得ることができる。
これらのことから、事業の効果が高
いと考えられるため、今後も事業を
継続していく。

R2年度に改善した点

解決率
多様化する学校の問題を早期解決し、学校の
適正な運営に資することを目的としているため、
相談の解決率を指標とする。

管理職（校長・園長・教頭）を対象に本事
業の意義と必要性、活用方法等に係る研
修会を、感染症拡大防止の観点から、資
料配布による机上研修として実施した。

R1目標 R1実績 R2目標値が未達成の理由・分析

事業達成に向けての現在の課題及び今
後の課題解決に向けた取り組み

早期の対応を行っているものの、複数回の相談
を要し、解決までに期間を要する案件があった
ためと考えられる。

学校法律相談事業

R2決算額（見込み）

所沢市立学校法律相談に関する要綱 1,320千円 1,320千円

事業の目的及び具体的な内容
R1正規職員
人件費

R1その他職員
従事割合

教育問題に詳しい弁護士による法的側面からの助言
等により、学校における様々な問題を早期に解決し、
学校の適正な運営に資する事を目的とする。
具体的な事業内容は以下のとおり。
①校・園長会と教育委員会との事前相談。
②電話による弁護士への相談。
③弁護士の事務所での面談。 会年職員

100.0%

1,662千円 臨時職員 0.00 人

①電話による相談

②事務所での面談

③

0.00 人

R2実績
校・園長会並びに学校法務研修会におい
て、本事業についての周知を行うととも
に、学校において問題が発生した場合、
校長に対して早期に本事業の活用を含め
た解決策を指導・助言していく。

R2正規職員
人件費

R2その他職員
従事割合

86.4%

0.20 人
非常勤
特別職

0.00 人 100.0% 81.4%

地方教育行政の組織及び運営に関する法律、所沢
市教育委員会学校訪問実施要綱

期間 0.20 人 R3目標

H26～ 1,634千円 100.0%

①36件（14時間15分）

②1件（30分）

③

R2目標

R2目標値が未達成の理由・分析学校
教育
課

実施計画ランク 事業の種別

一
般

R1予算現額

学校支援訪問事業

根拠法令 R2予算現額

事業達成に向けての現在の課題及び今
後の課題解決に向けた取り組み

教員の指導力向上のため、指導主事によ
る丁寧な指導を行う。

― 自治事務 法定受託事務 法定受託＋附加 0千円

Ａ

指導訪問での指導が教職員の指
導力向上に確実につながっている
とともに、授業後の分科会が学び
創造アクティブＰＬＵＳ推進事業を
教職員に直接周知する機会とも
なっている。

0千円

事業の目的及び具体的な内容
R1正規職員
人件費

R1その他職員
従事割合

R1実績

R2年度に改善した点

教育行政施策の浸透や教育課程の管理、学校
の教育力の向上には、2年に1度の計画的な訪
問が必要なため。

学び創造アクティブＰＬＵＳ推進事業元年
として、基本方針の浸透及び指導の質の
向上につながる指導・助言を行った。
昨年度は新型コロナウイルス感染拡大の
影響により実施内容を縮減し、例年より時
間を短縮して実施した。

指標名 目標設定の考え方・根拠

①訪問実施校数

②

③

100.0% 100.0%

100.0%

100.0%

0千円 0千円

計画通り、学校指導訪問が実施された学
校の割合

R1目標

R2決算額（見込み）

会年職員

目標達成済

17,455千円 臨時職員 0.00 人
①23校1園

②

③

R2目標 R2実績

R2正規職員
人件費

R2その他職員
従事割合

100.0%

期間 2.15 人 R3目標

S27～ 17,561千円

計画的な学校・園訪問を通して、教育行政施策の浸
透や教育課程の管理、学校教育の専門的事項の助
言・指導を行うことによって、教育内容の一層の充実
を図る。

2.10 人
非常勤
特別職

0.00 人

0.00 人

R3目標

どのように貢献したか

教員の指導力を高めた。

どのように貢献したか

法的側面から学校の諸問
題を解決することで、学校
の適正な運営につながっ
た。

４．質の高い
教育をみん

なに

１６．平和と
公平をすべ
ての人に

５．ジェン
ダー平等を
実現しよう

どのように貢献したか

SDGｓをテーマとした研修
会を実施し、教員が考えを
深める契機とした。

４．質の高い
教育をみん

なに

期間

H２４～ 3,349千円 20回以上
0.00 人会年職員

①14回

②3回

③3回

R2目標 R2実績

事業達成に向けての現在の課題及び今
後の課題解決に向けた取り組み

本事業を市内の小中学校全体に周知する
ために、リーフレットを作成した。また、訪
問活動を通して各校の実態を把握し、支
援が必要な学校については、積極的に本
事業を活用するよう助言した。

どのように貢献したか

R2正規職員
人件費

R2その他職員
従事割合

18回以上 20回
専門家からのアドバイスを
受けることで、教職員の資
質向上を図った。

0.41 人

教育相談アドバイ
ザー支援事業

根拠法令 R2予算現額 R2決算額（見込み）

教育相談アドバイザー設置要領 400千円 315千円

事業の目的及び具体的な内容

４．質の高い
教育をみん

なに150千円

複雑ないじめ問題や自殺防止など学校が
抱える課題解決のため、対象校を1校か
ら、市内の全小中学校に広げた。

R1正規職員
人件費

R1その他職員
従事割合

0.00 人
非常勤
特別職

R2年度に改善した点

150千円
①心理

②福祉

③医療

活用回数
心理・福祉・医療で24回実施できるため、令和2
年度は75%以上、令和3年度は80%以上の活用
を目標とする。

R1目標 R1実績 R2目標値が未達成の理由・分析

指標名 目標設定の考え方・根拠

s

医療、心理、福祉の専門家から、
教育委員会や学校に対して、適切
な指導・助言を得ることができた。
学校を巡回していただき、児童生
徒の様子から、個に応じた対応、学
校の組織的な対応について、直接
教職員にアドバイスしていただい
た。また、緊急対応などについて、
指導主事や相談員のケースカン
ファレンスにおいて判断や見立てを
していただくことができた。困難性
が高いケースに適切に対応するこ
とができた。

【目的】複雑ないじめ問題や自殺防止など、本市の児
童生徒の抱える課題解決のため、教育相談アドバイ
ザー制度を設置し、心理・福祉・医療の三分野の専門
的な見地から、学校へ指導・助言及び教育的対応を
支援する。
【内容】①学校に対する、児童生徒への指導内容、方
法に関する指導及び助言。②児童生徒を支える教職
員、保護者への教育的対応の支援。

0.00 人 － 9回

0千円 臨時職員

目標値達成済

教育
セン
ター

実施計画ランク 事業の種別

一
般

R1予算現額

最優先 自治事務 法定受託事務 法定受託＋附加

R1決算額
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SDGsへの貢献
(最大3つ)

活動実績(R2)

成果

成果指標

評価及び次年度以降に向けた課題・取り組みなど

総合
評価

事業自体が
貢献する
項目

実施手法等
の工夫により
貢献できた
項目(任意)

現状の課題
事務事業名称 事業概要（全体）

所属
名称 評価

理由

経費

投入コスト
会
計

項目名

■ □ □

実績

評価者

学校教育課長　関根　祐一

項目名

■ □ □

実績

評価者

学校教育課　関根祐一

項目名

■ □ □

実績

評価者

学校教育課長　関根　祐一

項目名

■ □ □

実績

評価者

学校教育課長　関根　祐一

会年職員 0.00 人

R1決算額

0.00 人

臨時職員 0.00 人

R1決算額

0.00 人

R1決算額 指標名

安全・安心な学校
と地域づくり推進事
業

目標設定の考え方・根拠

Ａ

これまでも学校内外に児童生徒理
解の充実についての啓発を行って
きたが、日常的な指導の工夫の重
要性（例えば、授業規律の確立や
明るく清潔な校内環境、特別支援
教育の視点を取り入れた指導、定
期的な学校内外の巡視等）につい
ても、さらに具体的な例を示すなど
しながら、啓発していく必要があ
る。

R2年度に改善した点

事業開始の背景に、学校内における暴力行為
が深刻化したことがあった。そのため、暴力行
為により指導を受けた児童生徒数を指標とす
る。

本会議が、いじめ防止対策推進法第１４
条の「いじめ問題対策連絡協議会」として
も位置づけてあることを踏まえ、昨年度に
引き続き、市内中学校で発生した事案に
ついて報告した。

いじめ防止対策推進法の策定により、いじめの
認知の仕方がかわり、以前より軽微なものも
「いじめ」として取り扱うようになった。そういった
ことから、暴力行為に関してもいじめと同様、軽
微なものも積極的に計上する意識が高まってい
る。昨年は、4,5月の休校期間、6月の分散･分
割登校期間があったことから減少したとも考えら
れる。

事業達成に向けての現在の課題及び今
後の課題解決に向けた取り組み

学校
教育
課

実施計画ランク 事業の種別

一
般

R1予算現額

R2予算現額

R2正規職員
人件費

期間 1.35 人

優先 自治事務 法定受託事務 法定受託＋附加 10,669千円 10,586千円 ①安全安心対策推進員による
　  学校訪問、地域に出向いて
　  の支援活動回数

②推進支部会議の開催回数

③

暴力行為により指導を受けた児童生徒実
人数。（１２月末日現在）

根拠法令 R2決算額（見込み）

所沢市安全・安心な学校と地域づくり推進本部条例、
安全安心対策推進員設置要綱

12,979千円 12,671千円

事業の目的及び具体的な内容
R1正規職員
人件費

R1その他職員
従事割合

R1目標 R1実績 R2目標値が未達成の理由・分析

学校と地域が連携して危機管理体制を整え、学校内
外での事故や事件を未然に防止すると共に地域の交
通安全の推進・防犯体制の強化を図り、安全で安心
な学校と地域を構築して学校を支援する。

1.35 人
非常勤
特別職

3.00 人 100人 213人

11,221千円
①669

②1

③

R2目標 R2実績 非行問題行動、交通事故を学校だけで防
ぐことは困難である。家庭の協力、地域と
の連携を深め、地域ぐるみで子どもたちを
守り、育てるという考え方を啓発していく。
今後も児童生徒の健全な育成を目指して
関係諸機関との連携・充実を図っていく。

R2その他職員
従事割合

100人 137人

100人

R3目標

H17～ 11,027千円
会年職員 3.00 人

学校
教育
課

実施計画ランク 事業の種別

一
般

R1予算現額

放課後支援事業

根拠法令 R2予算現額

55,568千円

R1決算額 指標名

― 自治事務 法定受託事務 法定受託＋附加

目標設定の考え方・根拠

Ｂ

目標達成に向けてある程度成果は
でているが、高学年を含めた全校
児童の登録率が指標となっている
ため、目標をやや下回っている。

R2年度に改善した点

①事業実施学校数

②年間利用延べ児童数

③10校の年間平均開設日数

設置小学校在籍児童の事業登録率。

児童が放課後安心して遊べる場所が少なくなっ
ており、安心して活動できる居場所を提供する
ことを主目的としてるため、設置小学校におけ
る在籍児童の事業登録率を指標とする。

放課後支援員の資質向上研修において、
「アレルギー対応研修」「救命救急講習」を
実施した。危機管理もあわせて今後も研
修を計画していく。
スタッフリーダー会議・放課後支援員研修
会に青少年課所管の「中富ほうかご広場」
も加わり取り組むことができた。R1目標 R1実績

51,622千円 46,557千円

R2決算額（見込み）

所沢市放課後支援事業「ほうかごところ」実施要綱 43,428千円

事業の目的及び具体的な内容
R1正規職員
人件費

R1その他職員
従事割合

R2目標値が未達成の理由・分析

放課後の子どもたちの安全・安心な居場所を確保す
ること、異年齢の子どもたちとの交流を促進すること
等、地域住民による子どもたちの健全育成を図ること
を目的としている。
学校の放課後の施設を借り、地域で「ほうかごところ」
の運営委員会を組織して方針を定め、その方針に基
づいて放課後支援員やボランティアが実施する。

0.65 人
非常勤
特別職

106.00 人 60.0% 52.0%

新型コロナウイルス感染症の影響により、市内
で一斉休校があったことにより開所が遅れたこ
とやコロナ不安が登録率低下の原因である。

60.0% 41.8%

事業達成に向けての現在の課題及び今
後の課題解決に向けた取り組み

5,403千円 臨時職員 0.00 人
①10校

②50,113人

③176日

R2目標 R2実績
より多くの子供が楽しくかかわり合う中で、
自主性や社会性を高めあえるよう、それぞ
れの地域の特色を生かした活動の充実を
図ると共に、事業についての啓発をすす
める。

R2正規職員
人件費

R2その他職員
従事割合

期間 0.65 人
会年職員 105.00 人

R3目標

H15～ 5,403千円 60.0%

学校
教育
課

実施計画ランク 事業の種別

一
般

R1予算現額

重要

期間

H11～

指標名

根拠法令

地域人材活用事業

R2決算額（見込み）

所沢市立中学校部活動外部指導員設置要綱

自治事務 法定受託事務 法定受託＋附加 3,000千円 2,624千円
①外部指導員数

②外部指導員配置校数

③指導回数

R2予算現額

R2年度に改善した点

全国大会・関東大会出場部活動数。

外部指導員によって部活動の技術向上や活発
な活動につながったことを、目に見える成果とし
て確認するため、全国大会・関東大会出場部活
動数を指標とする。

適切に部活動を実施するため、新型コロ
ナウィルス感染症予防対策等、活動方針
を学校と協議し、連携を強化した。

R1目標 R1実績 R2目標値が未達成の理由・分析

目標設定の考え方・根拠

Ｂ

新型コロナウィルス感染症の影響
により、十分な活動は出来なかった
ものの、外部指導員により、部活動
の技術向上や活動の充実につな
がっている。

2,700千円 1,846千円

事業の目的及び具体的な内容
R1正規職員
人件費

R1その他職員
従事割合

学校の部活動の充実・発展を図る。
・各中学校で外部指導員を選出し、校長の推薦により
教育委員会が委嘱する。
・外部指導員は、顧問と連携し生徒の指導をする。
・活動報告書により、3期に分けて外部指導員に謝金
を支払う。

0.30 人
非常勤
特別職

5部

2,450千円
会年職員

4部

R2正規職員
人件費

R2その他職員
従事割合

0部

5部

R2実績

新型コロナウィルス感染症防止の観点から、大
会が開催されなかったため。

5部

R3目標

事業達成に向けての現在の課題及び今
後の課題解決に向けた取り組み

2,494千円 臨時職員 0.00 人
①71人

②15校

③1,846回

R2目標

地域における指導者の人材発掘と適正な
活動を実施するために、各学校で部活動
顧問と外部指導員との連携強化を図って
いく。

0.30 人

学校
教育
課

実施計画ランク 事業の種別

一
般

R1予算現額

12,348千円

R1正規職員
人件費

11,637千円

R2正規職員
人件費

指標名

特色ある学校づく
り支援事業

目標設定の考え方・根拠

Ｂ

各学校では、特色ある学校づくりの
配当予算を有効に活用し、工夫し
特色のある学校経営を行っており、
学校教育が社会に開かれ家庭・地
域との連携も進んでいる。

重要 自治事務 法定受託事務 法定受託＋附加 12,336千円

R2年度に改善した点

地域の人材や環境を活かした創意工夫のある
教育活動を実践した結果を検証するため、各校
（園）の成果の評価点の平均点を指標とする。

各学校の優れた取組について、より積極
的に家庭・地域に情報提供することによ
り、地域の教育力を高めるよう助言した。

目標達成済

事業達成に向けての現在の課題及び今
後の課題解決に向けた取り組み

本事業の予算配当などの事務について効
率化を図り、職員の業務負担軽減に努め
る。

①特色ある学校づくり実施校

②1校・園あたりの平均配当予
算額
③

ヒアリング等に基づいた各校（園）の成果
の評価点（10点満点）の平均点。

根拠法令 R2予算現額 R2決算額（見込み）

特色ある学校づくり支援事業実施要綱 11,904千円 11,898千円

事業の目的及び具体的な内容
R1その他職員
従事割合

R2実績
小・中学校・市立幼稚園が、地域の環境や人材を生
かし、創造性あふれる教育課程を実施する。
・学校・園教育目標の具現化についての指導・助言を
行う。
・「総合的な学習の時間」の充実を図る。
・郷土の資源を活かした昔遊びや農業体験など、体
験活動の充実を図る。

R1目標 R1実績 R2目標値が未達成の理由・分析

9 8.5

臨時職員 0.00 人
①47校・1園

②256,969円

③

9.0

9H13～ 11,435千円

期間

R2その他職員
従事割合

9

1.40 人
非常勤
特別職

1.40 人

0.00 人

R3目標

R2目標

１０．人や国
の不平等を

なくそう

どのように貢献したか

生徒は指導費の負担を気
にすることなく、平等に質
の高い専門的な指導を受
けることができた。

どのように貢献したか

異年齢の子どもたちとの交
流促進を通じて、子どもた
ちの主体的な学びにつな
がる教育環境の整備を進
めた。

４．質の高い
教育をみん

なに

どのように貢献したか

学校が地域と連携して学校内
外における児童生徒の事件、
事故及びいじめの防止等を図
ることにより安全・安心な学校
と地域づくりを推進している。

４．質の高い
教育をみん

なに

１６．平和と
公平をすべ
ての人に

どのように貢献したか

子どもたちの主体的な学び
につながる教育環境の整
備を進めた。

４．質の高い
教育をみん

なに
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第２章　子どもが大切にされるまち  第５節　学校教育

SDGsへの貢献
(最大3つ)

活動実績(R2)

成果

成果指標

評価及び次年度以降に向けた課題・取り組みなど

総合
評価

事業自体が
貢献する
項目

実施手法等
の工夫により
貢献できた
項目(任意)

現状の課題
事務事業名称 事業概要（全体）

所属
名称 評価

理由

経費

投入コスト
会
計

項目名

■ □ □

実績

評価者

スポーツ振興課長　廣谷　貴紀

項目名

■ □ □

実績

評価者

スポーツ振興課長　廣谷　貴紀

項目名

■ □ □

実績

評価者

スポーツ振興課長　廣谷　貴紀

項目名

■ □ □

実績

評価者

スポーツ振興課長　廣谷　貴紀

会年職員 0.00 人

会年職員 0.00 人

会年職員 0.00 人

非常勤
特別職

0.00 人

R1決算額

R2決算額（見込み）

0.00 人

135千円

R1その他職員
従事割合一

般

重要 自治事務

ス
ポー
ツ振
興課

実施計画ランク 事業の種別

所沢市児童生徒の体力向上を目的に組織され、体力
向上を図るため実態を調査分析するとともに、体力向
上を目的とした事業や研修会などを行う。
合わせて、健康と体力の関係について研究を進め、
心身ともにたくましい児童生徒の育成を図っていく。

0.15 人

1,247千円

R1予算現額

児童生徒体力向上
推進委員会交付金

R2予算現額

1,413千円

スポーツ基本法、児童生徒体力向上推進委員会交
付金交付要綱

根拠法令

事業の目的及び具体的な内容
R1正規職員
人件費

R1実績

198千円

R2年度に改善した点

体力向上を目的としていることから、小学生の中で課
題となる25m泳げた数や、逆上がりができた数を指標
とする。目標値としては、事業実施校が毎年変わる中
で、参加した児童数の半数以上である６割が達成で
きるようになることを目標とする。

・技能のスモールステップを改良して取り
組ませた。（鉄棒）
・新型コロナウイルス感染症対策のため、
水泳教室は開けなかったが、動画配信等
でコロナ禍の運動する機会を設けることが
できた。

指標名

198千円

事業達成に向けての現在の課題及び今
後の課題解決に向けた取り組み60.0% 51.7%

目標設定の考え方・根拠

R2目標値が未達成の理由・分析
B

水泳（クロール）や鉄棒（逆上がり）
の習得については、全国的にも課
題になっている。
今後も家庭・地域との連携を深め、
運動好きな児童生徒を育成する機
会ととらえ、推進していく必要があ
る。本事業で作成されている学習
カードや指導の流れは、小中学校
教員への具体的な取り組み例とし
て有効活用されている。今後も児
童生徒の実態に即し、よりよい指
導方法の研究が必要である。

・市内のすべての児童が教室に参加でき
るように、鉄棒教室の開催を市民体育館
で一斉に行う予定。

①水泳教室は未実施
②スモールステップの場が児童の実態にあっていた。その
ため、すぐに逆上がりはできないけれど、挑戦する気持ちが
途切れることなく自分の目標を達成できた意見が多かった。
逆上がりができるようになるには時間がかかるという特性を
考え指標も検討していく必要があると考える。
③本事業の目標が、親子の絆を深めるということで、アン
ケート結果は１００%の成果をあげられた。

R1目標

法定受託事務 法定受託＋附加 198千円

期間

①水泳教室参加者数

②逆上がり教室参加者数

③親子なわとびチャレンジ

教室の目標を達成できた参加児童数の
割合
（出来るようになった子どもの数÷参加人
数×100）

0.33 人

S47～ 2,695千円

指標名

臨時職員 0.00 人
①0名

②６４組６８名（16名達成）

③４３組８６名

R2目標

R2その他職員
従事割合

60.0%

60.0%

R3目標

0.17 人

R2正規職員
人件費

R2実績

61.8%

ス
ポー
ツ振
興課

実施計画ランク 事業の種別

一
般

R1予算現額

重要 自治事務 法定受託事務 法定受託＋附加 ①運動クラブに入部している児
童数

②

③

R1決算額

根拠法令

185千円

事業の目的及び具体的な内容
R1正規職員
人件費

R1その他職員
従事割合

R1目標小学校体育連盟補
助金

目標設定の考え方・根拠

C

学習指導要領の趣旨に基づいた実
技伝達講習会の充実で、教師の指
導力の向上を図っている。
授業研究会や親善体育大会等の
充実で、児童の体力向上を図り、
運動好きな児童の育成を図るこの
事業の役割は大きい。今年度は、
新型コロナウイルス感染症の対策
の影響で多くの事業は中止になっ
た。指標については、より達成度適
正な指標を立てること。

R2予算現額 R2決算額（見込み）

スポーツ基本法、小学校体育連盟補助金交付要綱 380千円

380千円

運動クラブに入部している児童数（４年生
以上）

1,081千円 臨時職員 0.00 人

R2年度に改善した点

運動好きな児童を育成する観点から、各学校で
設置されているクラブ活動の中で、運動クラブ
に加入している児童数を半数以上の指標とす
る。

新学習指導要領の趣旨を見据えた指導力
の向上と、各学校の体力の現状並びに強
みや課題を意識した授業力の改善を図る
授業研究会の実施。

例年行われている埼玉県の体育に関する調査
の項目から、クラブ活動に関する項目がなくなっ
ていたため、この結果を把握することができな
かった。また、クラブ活動は、人数の調整などに
より、希望するクラブに入ることができない現状
があるため、運動が好きでも、運動クラブに入
れないことがある。よって、この指標の変更をす
る予定である。

事業達成に向けての現在の課題及び今
後の課題解決に向けた取り組み

R2目標値が未達成の理由・分析

新学習指導要領に準拠した年間指導計画
や新型コロナウイルス感染症対策、授業
改善等について、学校への情報提供や講
習会の実施・運営を行う。

4,168人
調査項目変更により
未確認

指標の変更を検討

R1実績

所沢市内の小学校体育事業の充実を図り、児童のス
ポーツの振興と体力の向上するための事業を支援す
る。
・小学校教員の体育授業の指導力向上を図るための
授業研究会の実施。
・児童の体力向上を目的に、市内小学校を１５ブロッ
クに分けた「親善体育大会」の実施。

0.13 人
非常勤
特別職

0.00 人 4,216人 3,610人

期間 0.20 人 R3目標

S24～ 1,634千円

①3,610人

②

③

R2目標 R2実績

R2正規職員
人件費

ス
ポー
ツ振
興課

実施計画ランク 事業の種別

一
般

R1予算現額

中学生体力調査事
業

根拠法令 R2予算現額

0千円

指標名 目標設定の考え方・根拠

B

R2決算額（見込み）

0.00 人
①7,440人

②

③

R2目標 R2実績

会年職員 0.00 人

成果指標の目標値を毎年達成して
おり、体力調査事業については、一
定の成果があがっていると考えて
いる。
今後、より一層各学校の生徒の実
態を把握し、指導等にいかせるよう
に各学校へ働きかけていきたい。

R2年度に改善した点

①所沢市立中学校全生徒の新
体力テストの分析

②

③

県の標準値を上回る当市の項目数
４８項目中、７割以上の項目が上回るように目
標を設置。 分析結果の有効活用を図り、成果と課題

を明らかにした保健体育授業の推進。

R1実績 R2目標値が未達成の理由・分析

市内新体力テストを実施しなかったため評価が
できなかった。

事業達成に向けての現在の課題及び今
後の課題解決に向けた取り組み

R1目標

重要 自治事務 法定受託事務 法定受託＋附加 1,143千円 1,005千円

R1その他職員
従事割合

35項目 39項目

35項目 未測定

914千円 臨時職員
新型コロナウイルス感染症の影響で、児
童生徒の運動機会の減少があり、全国的
に体力が低下傾向にある。本市でも、その
傾向が表れているのではないかと考えて
いる。

R2正規職員
人件費

R2その他職員
従事割合

期間 0.07 人 R3目標

H24～ 572千円 35項目

ス
ポー
ツ振
興課

実施計画ランク 事業の種別

一
般

H２６～

重要 250千円

根拠法令 R2予算現額

スポーツ基本法

自治事務 法定受託事務 法定受託＋附加

234千円

生徒自ら自己の体力を理解し、自らの健康の保持増
進と体力向上を図ろうとする態度を育てることを目的
としている。また、教師が生徒の体力の実態を把握
し、指導等に活用するため。

0.11 人
非常勤
特別職

0.00 人

R1決算額

スポーツ基本法 0千円

事業の目的及び具体的な内容
R1正規職員
人件費

地域のスポーツ関係団体や学校と連携し、所沢市の
スポーツ資源や特色を活かした事業を展開する中
で、運動好きな子どもを育成する。

R2年度に改善した点

①親子手打ち野球＆ティーボー
ル教室参加親子組数

②小学校駅伝競走大会参加校
数

③

①安全に配慮し、思い切り楽しめる組数。
②全小学校が対象
③

①専門的な指導者の配置と、新体力テストの課題種
目である投力の向上を図ることから、参加した親子の
組数とする。②地域スポーツ団体と学校関係者・保護
者・指導者が一堂に会することにより、互いの理解と
交流、体力の向上を図ることを目的とし、参加校数と
する。

会場校を固定しているため、参加する家
庭に偏りがあったり、参加者が減少傾向
にあったりしたので、航空公園多目的運動
場を活用し実施した。

R2決算額（見込み）

R1その他職員
従事割合

R1実績 R2目標値が未達成の理由・分析

1,552千円

所沢市のスポーツ資源を活用し、体力
向上や運動好きな子どもを育成するこ
とは、有意義であると考える。特に「投
力」については、専門的な指導者から
指導を受ける中で数値の伸びが見られ
ている。また、体を動かして遊ぶ楽しさ
が、子どものみならず、参加する保護
者にも味わっていただけることから、今
後も推進する必要がある。ティーボー
ルに関しては、小学校の学習での普及
が広まっているため、この教室が一役
を担うと考える。
年に一度、市内全小学校が集まる価値
ある大会として、今後も地域のスポーツ
団体や学校と連携し、運営の在り方に
ついて検討していきたい。

50千円

指標名 目標設定の考え方・根拠

A

R1予算現額

臨時職員

①80組　②32校 ①74組②中止

期間 0.19 人

①80組②32校

地域力活用運動好
きな子ども育成事
業

R2目標

R3目標

R1目標事業の目的及び具体的な内容
R1正規職員
人件費

R2正規職員
人件費

①80組　②32校 ①63組　②雨天中止

①７４組（１５９名)

②0校

③

R2実績

①について、申し込みに電子申請を活用してお
り、申し込み時点では目標に達するが、体調不
良や都合により欠席者が出ている。参加人数の
上限を検討する必要がある。
②コロナ禍で中止が決定したが、来年度は実施
方法も含め協議し、実施できるよう進めていき
たい。団体と連携を取り、両者にとってより有益
な運営になるよう改善していく。

事業達成に向けての現在の課題及び今
後の課題解決に向けた取り組み

新型コロナウイルス感染症の影響で事業
が中止となった。感染対策を検討していく
ことと、コロナ禍でのスポーツ振興事業に
ついても検討していく必要がある。

0.00 人

R2その他職員
従事割合

どのように貢献したか

生徒用の個人カードにて、
現状を詳しく把握し、目標
値やアドバイスを活用する
ことができる。学校は集計
結果を指導に活用できる。

３．すべての
人に健康と

福祉を

どのように貢献したか

体育大会を実施し、児童の
運動の機会を設けている。
教職員に対し、指導法等を
伝達し、授業の質を高める
よう支援している。

どのように貢献したか

親子で運動に親しむことができる
事業を実施している。市内の教職
員とともに、大学の准教授や連盟
と連携し、質を高めている。

３．すべての
人に健康と

福祉を

どのように貢献したか

地域人材を活用し、運動を楽
しむ機会を設定している。投
打の技術を中心に、プロ選手
を招聘し、直接指導ができる
場を設けている。

３．すべての
人に健康と

福祉を

３．すべての
人に健康と

福祉を

R1決算額

207千円

非常勤
特別職

R2その他職員
従事割合

380千円
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第２章　子どもが大切にされるまち  第５節　学校教育

SDGsへの貢献
(最大3つ)

活動実績(R2)

成果

成果指標

評価及び次年度以降に向けた課題・取り組みなど

総合
評価

事業自体が
貢献する
項目

実施手法等
の工夫により
貢献できた
項目(任意)

現状の課題
事務事業名称 事業概要（全体）

所属
名称 評価

理由

経費

投入コスト
会
計

項目名

■ □ □

実績

評価者

スポーツ振興課長　廣谷　貴紀

項目名

■ □ □

実績

評価者

保健給食担当参事　肥沼　位昌

項目名

■ □ □

実績

評価者

教育施設課長　遠山　秀仁

項目名

■ □ □

実績

評価者

教育施設課長　遠山　秀仁

0.00 人

会年職員 0.00 人

0.00 人

R1決算額

513,353千円

R2決算額（見込み）

R1決算額

臨時職員 0.00 人

0.00 人

R1決算額

非常勤
特別職

0.00 人

727千円

優先 自治事務 法定受託事務 法定受託＋附加

事業の目的及び具体的な内容

R2予算現額

91千円

R2その他職員
従事割合

①民間資金等活用事業選定委
員会
　 の開催

②ＰＦＩ法に基づく特定事業とし
て選
　定

5,818千円

6,534千円

R1その他職員
従事割合

58千円

R1実績

R3目標

R2目標 R2実績臨時職員

0.00 人
会年職

員 事業契約の締結

事業者選定に向
けた準備

R1目標
A

R2目標値が未達成の理由・分析

0.80 人

0.00 人

0.70 人
非常勤
特別職

2,848千円

目標達成済

3,048千円

事業者選定に向
けた準備

R2年度に改善した点

新学校給食センターの運用開始を目指し、スケ
ジュールに沿った進捗状況 計画通り進んでいるため、改善したところ

はない。

既存施設解体に
伴う調査

0.00 人

整備に当たり、PFＩ事業者との事業契約締
結に向け、事務を進める。

ＰＦＩ手法を用いて進めるにあたり、
所沢市民間資金等活用事業選定
委員会において審議し、ＰＦＩ法に基
づき特定事業として選定した。

事業達成に向けての現在の課題及び今
後の課題解決に向けた取り組み

目標設定の考え方・根拠

H29～

R1正規職員
人件費

R2正規職員
人件費

安心安全な学校給食を、安定的に提供するため、老
朽化した学校給食センターを再整備する。

保健
給食
課

実施計画ランク 事業の種別

一
般

期間

R1予算現額

学校給食センター
再整備事業

根拠法令

学校給食法

R1決算額

学校給食センター再整備進捗状況

指標名

既存施設解体に
伴う調査

R2決算額（見込み）

①民間資金等活用事業選定委
員会
　 の設置・開催

②

③

目標設定の考え方・根拠

A

R1その他職員
従事割合

R2目標

R3目標

①設計実施件数

②改修工事実施件数
昨年に引き続き、計画通りに洋式
化、バリアフリー化、臭気対策等に
ついて、教育環境の整備を進める
ことができた。

R2年度に改善した点指標名

R1正規職員
人件費

R1予算現額

R2予算現額

特になし 1,107,617千円

事業の目的及び具体的な内容

非常勤
特別職

0.00 人

1.30 人

教育
施設
課

実施計画ランク 事業の種別

一
般

期間

優先 自治事務 法定受託事務 法定受託＋附加 大便器の洋式化を図っていることから、洋式大
便器数/全大便器数にて洋式化率を算定する。
Ｒ３年度目標をＲ２年度で達成済のため、Ｒ４年
度目標を前倒ししてＲ３年度目標として設定す
る。

1,049,688千円

学校トイレ改修事
業

根拠法令

①６校

②６校

改修計画に伴い基準仕様書の見直しを行
い、設計施工監理を行う営繕課や学校と
の連絡調整を行った。

R1目標 R1実績 R2目標値が未達成の理由・分析

会年職員

事業達成に向けての現在の課題及び今
後の課題解決に向けた取り組み41.0% 44.2%

507,253千円

小中学校における大便器の洋式化率

R2実績
令和３年度より屋内運動場のトイレ改修や
校舎２系統目の設計がはじまることから、
今まで以上に営繕課、教育施設課技師、
補助金事務担当で連絡調整を密に行うよ
うに努める。

R2正規職員
人件費

R2その他職員
従事割合

47.0% 48.2%

50.0%

目標達成済

9,974千円

H26～R13 10,618千円

実施計画ランク 事業の種別

一
般

R1予算現額

R2予算現額

学校施設修繕・改
修事業

老朽化した学校のトイレは臭い、汚いイメージにより、
トイレに行くことを我慢してしまう児童生徒もいること
から、和式便器を洋式便器に変更するとともに、バリ
アフリー化や臭気対策、給排水管の改修等を行うこと
で、良好な教育環境を確保する。

1.20 人

R2年度に改善した点

改修工事実施件数

大規模な修繕は、所沢市公共施設長寿命化計
画に基づく短期予防保全計画で計画しているこ
とから、このほか教育環境の安全性の確保のた
め実施する改修工事件数を指標とし、緊急性や
財政状況等を考慮した目標設定とする。

昨年同様、修繕をまとめて発注することで
経費節減を図った。

R1目標

6件

R1実績 R2目標値が未達成の理由・分析

事業達成に向けての現在の課題及び今
後の課題解決に向けた取り組み

指標名

A
事業の目的及び具体的な内容

R1正規職員
人件費

R1その他職員
従事割合

目標達成済6件
R2その他職員
従事割合

法定受託＋附加 262,226千円

根拠法令

6件

目標設定の考え方・根拠

24,105千円 臨時職員

①８２８件

②６件

R2目標

262,167千円

①修繕実施件数

②改修工事実施件数

R2実績

445,801千円

年々学校施設の老朽化が進んでいるが、
財政状況も非常に厳しいことから、緊急性
等を総合的に勘案しながら児童生徒の安
全を第一とした修繕・改修に努める。

R2正規職員
人件費

児童生徒の安全性の確保のため、
滞りなく改修工事を実施し、教育環
境の改善を図ることができている。
今後も学校施設の老朽化が進んで
いくことから計画的に事業を進め
る。

R2決算額（見込み）

2.90 人
非常勤
特別職

5件

R3目標

6件

教育
施設
課

期間 3.01 人

特になし 446,797千円

児童生徒の安全確保及び教育環境の充実のため行
うものであり、緊急性や安全性、予算等を考慮のうえ
修繕及び改修工事を行う。
１　各施設からの修繕要望により、現場を調査し修繕
を行う。
２　大規模な修繕は、短期予防保全計画で行う。

優先 自治事務 法定受託事務

S30～ 24,586千円

ス
ポー
ツ振
興課

実施計画ランク 事業の種別

一
般

R1予算現額

重要

期間

S24～

事業の目的及び具体的な内容
中学校体育連盟補
助金

R2決算額（見込み）

スポーツ基本法、中学校体育連盟補助金交付要綱

自治事務 法定受託事務 法定受託＋附加 968千円 968千円

所沢市内の中学校保健体育を振興し、体力の向上
やスポーツ精神を養うために組織されている団体を
支援している。当該団体では、事業計画に従い、教員
の指導力の向上を図るための授業研究会や、生徒
のスポーツ精神の涵養や体力向上を図るため、部活
動の大会を運営している。

0.13 人

R2目標値が未達成の理由・分析

目標設定の考え方・根拠

B

中学校における運動部活動の意義
は、学習意欲の向上や責任感、連
帯感の涵養等、体力向上にも大き
な役割を果たしている。各学校で
は、外部指導者を導入したり、若手
教員の育成を図る等、部活動の活
性化や大会のスムーズな運営に努
めている。今後も運動に親しみ、運
動好きな生徒の育成を図るため、
関係機関と連携し、教員のスキル
向上と競技力の向上を目指した
い。

R2目標

運動部活動の指導者と若手教員の育成を
するため、授業研究会をより充実させる。
関係機関と連携し、大会運営等を行う。

49.5%

1,634千円 60.0%

R2年度は学校総合体育大会が中止であった。
また、新人大会においても参加者の制限を設け
た。

71.0%

R3目標

0.00 人
①３９０９人

②

③会年職員 0.00 人

臨時職員

R2予算現額

R1その他職員
従事割合

968千円

0.20 人

R2正規職員
人件費

R2その他職員
従事割合

71.0%

R1実績
R1正規職員
人件費

1,081千円

①部活動大会参加者数

②

③
R1目標

根拠法令

事業達成に向けての現在の課題及び今
後の課題解決に向けた取り組み64.3%

R2年度に改善した点

部活動大会に参加した生徒の割合
（大会参加者数÷生徒総数×１００）

県中学校運動部活動の入部率が約72 %であ
り、同等の数値としている。

R2実績

スポーツ庁、県に続き、本市でも部活動に
おける方針を策定し、それに基づき学校で
も実態に応じて方針を策定した。

指標名

どのように貢献したか

施設の修繕や改修工事に
より、教育環境の向上に貢
献。

どのように貢献したか

設備の老朽化が進んでお
り、給排水管の改修、洋式
化、バリアフリー化、臭気
対策等の実施により教育
環境の向上に貢献。

４．質の高い
教育をみん

なに

１２．つくる責
任　つかう責

任

４．質の高い
教育をみん

なに

６．安全な水
とトイレを世

界中に

どのように貢献したか

児童生徒に安心安全な学
校給食を届ける。

どのように貢献したか

部活動指導員の配置やガ
イドラインの策定で部活動
の活性化や負担軽減につ
なげた。授業研究会にて指
導力を高めている。

３．すべての
人に健康と

福祉を

３．すべての
人に健康と

福祉を
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第２章　子どもが大切にされるまち  第５節　学校教育

SDGsへの貢献
(最大3つ)

活動実績(R2)

成果

成果指標

評価及び次年度以降に向けた課題・取り組みなど

総合
評価

事業自体が
貢献する
項目

実施手法等
の工夫により
貢献できた
項目(任意)

現状の課題
事務事業名称 事業概要（全体）

所属
名称 評価

理由

経費

投入コスト
会
計

項目名

■ □ □

実績

評価者

教育施設課長　遠山　秀仁

項目名

■ □ □

実績

評価者

教育総務課長　糟谷　苗美

項目名

□ □ ■

実績

評価者

教育総務課長　糟谷　苗美

項目名

□ □ □

実績

評価者

教育センター担当参事　中村啓
0.00 人会年職員

14,747千円

会年職員 0.00 人

R1その他職員
従事割合

期間 0.12 人 R3目標

H２７～ 980千円

【目的】校務支援システムを活用し、所沢市内全小・中学校
における義務教育9年間を見通した指導・情報共有を図ると
ともに、学校への教育ニーズの多様化による教職員の業務
負担の軽減を図る。
【内容】①システムの運用・管理②システムの活用研修会
の実施

0.12 人
非常勤
特別職

0.00 人
事業達成に向けての現在の課題及び今
後の課題解決に向けた取り組み

997千円 臨時職員 0.00 人

①研修会の中止、資料配布。

R2目標 R2実績

各学校での活用率を上げることが課題で
ある。業務が学校教育課へ移管したた
め、今後は、研修会開催等の運営面にお
いて支援する。

R2正規職員
人件費

R2その他職員
従事割合

なし
・コロナウイルス感染防止の観点から、全５回の
研修会を中止し、資料配布とした。100.0%

R1正規職員
人件費

R1その他職員
従事割合

R1実績 R2目標値が未達成の理由・分析

100.0% 97.6%

19,547千円

①校務支援システム活用研修
会

19,547千円

指標名 目標設定の考え方・根拠

小・中学校校務支
援システム運用事
業

根拠法令 R2予算現額 R2決算額（見込み）

所沢市ICT推進アクションプラン2019－2021 14,978千円

事業の具体的な内容及び目的

R1決算額

―

　新型コロナウィルス感染症対策に
より、やむを得ず、当初予定した５
研修会を休止した。

R2年度に改善した点

研修会参加者の内容についての満足度
「大変よかった」「よかった」の回答数／アンケー
ト回答数

５年間のリース終了に伴い、令和３年１月
より学校教育課へ業務が移管し、更改し
た。物理サーバから仮想基盤での運用、
保健機能の追加等を行ったことで、システ
ムの更なる活用を高めることができた。

R1目標教育
セン
ター

実施計画ランク 事業の種別

一
般

R1予算現額

重要 自治事務 法定受託事務 法定受託＋附加

重要 自治事務 法定受託事務 法定受託＋附加

R1決算額

教育
総務
課

実施計画ランク 事業の種別

一
般

根拠法令

目標設定の考え方・根拠

Ａ

父母負担の軽減という点におい
て、一定の成果があげられていると
考えている。

R2予算現額 R2決算額（見込み）

学習材料費の父母負担軽減補助金交付要綱 9,785千円

9,693,200

R1予算現額 R2年度に改善した点

補助額
父母負担の軽減を目的の１つとしているため、
補助額を指標とする。 特になし

R1目標 R1実績 R2目標値が未達成の理由・分析

指標名

父母負担軽減補助
金交付事業

9,679千円

事業の目的及び具体的な内容
R1正規職員
人件費

R1その他職員
従事割合

年度当初、児童生徒の在籍数を調査し、その人数に
年度当初に定めた単価を乗じた金額を学校長に補助
金として交付する。各学校は必要な学習材料を購入
し、年度末に実績報告を行う。
学習材料費における保護者の負担を軽減するととも
に、教育内容に応じた学校独自の運用を図ることを
目的とする。

0.07 人

R2正規職員
人件費

R2その他職員
従事割合

653千円

9,678,800

9,795千円 9,694千円
①交付対象児童生徒数

②

③

事業達成に向けての現在の課題及び今
後の課題解決に向けた取り組み

582千円 臨時職員
①24,197人

②

③

R2目標 R2実績

非常勤
特別職

9,693,200

本事業は所沢市独自の取組みである。
厳しい財政状況の中ではあるが、保護者
の負担軽減のために、必要に応じて単価
及び用途については検討していく。

期間 0.08 人 R3目標

S４９～ 9,618,400

目標達成済9,678,800

教育
総務
課

実施計画ランク 事業の種別

一
般

R1予算現額

就学援助事業

根拠法令 学校教育法１９条、要保護児童生 R2予算現額

R1決算額 指標名 目標設定の考え方・根拠

Ａ

義務教育の円滑な実施という点に
おいて、一定の成果があげられて
いると考えている。

134,289千円

支給対象人数R2決算額（見込み）

R1目標 R2目標値が未達成の理由・分析

①支給金額

②一人当たりの支給額

③

①111,213,072円

②30,815円

③

R2年度に改善した点

義務教育の円滑な実施に必要なため、支給対
象人数を指標とする。

R１年中の所得が多く受給が非認定とされ
た家庭に対し、R２年中の所得状況で審査
できる再審査制度の周知を積極的に行
い、コロナ禍で収入が減少した家庭への
助けとした。

保護者からの申請により支給を行うものだが、
予測より申請件数が少なかったため。

事業達成に向けての現在の課題及び今
後の課題解決に向けた取り組み

重要 自治事務 法定受託事務 法定受託＋附加 156,879千円

徒援助費補助金及び特別支援教育就学奨励費補助
金交付要綱・所沢市就学援助実施要綱

149,153千円 111,214千円

事業の目的及び具体的な内容
R1正規職員
人件費

R1その他職員
従事割合

経済的な理由により、子どもを小中学校に就学させる
ことが困難な保護者に必要な援助を行う。
①申請書を小中学校または教育総務課にて配布・受
付する。
②実施要綱に基づく所得審査により支給対象者を決
定（認定）する。
③認定者には給食費を免除するとともに学用品費等
を支給する。

1.53 人
非常勤
特別職

4,074 3,600

12,717千円 臨時職員

会年職員
R3目標

R2目標 R2実績

0.00 人

R2正規職員
人件費

R2その他職員
従事割合

4,351 3,609
経済的な理由で子どもを就学させることが
困難な保護者は多く、コロナ禍の中、引き
続いて援助を行っていくことは、義務教育
の円滑な実施に必要である。

R1実績

S57～ 11,354千円 4,619

期間 1.39 人

0.00 人
非常勤
特別職

最優先

臨時職員

R１～R４ 14,294千円

1.75 人

3,159千円

100.0%

R2正規職員
人件費

R2その他職員
従事割合

期間

平成29年10月に発生した山口中学校西側擁壁の崩
壊を契機に実施した、崩壊を免れた既存擁壁の安全
性の調査結果に基づき、災害防止の観点から、計画
的に進め、防災機能の強化を図る。

0.38 人

R1実績事業の目的及び具体的な内容
R1正規職員
人件費

①屋内運動場の南側及び北側
の改修工事

②校舎西側擁壁上部法面

工事の進捗率

R3目標

54.5% 53.5%

R2目標0.00 人

自治事務

①RC造逆T字型擁壁を新設し上
部法面を成形。

②吹付法枠工による補修工事

R2決算額（見込み）

R1決算額 指標名

法定受託＋附加

R1目標

目標設定の考え方・根拠

R2予算現額

－

補助金を活用し、学校環境の改善、防災
機能の強化を図るための改修に努めた。

事業達成に向けての現在の課題及び今
後の課題解決に向けた取り組み

学校運営や近隣環境に配慮し、安全かつ
正確に工事を進めるよう適正な工事監理
を行う。

A

成果指標の目標値を概ね達成して
おり、学校環境の改善を図ることが
できた。

R2実績

－

R2年度に改善した点

教育
施設
課

実施計画ランク 事業の種別

一
般

R1予算現額

根拠法令

所沢市立山口中学
校既存擁壁改修事
業

法定受託事務

特になし 535,656千円

北側擁壁の山留工事において、地中障害物に
よる施工方法等の変更を行ったことから、若干
の遅延が生じている。
今後、適宜見直しを行い目標に向け修正を行
う。

R2目標値が未達成の理由・分析

331,152千円

本事業は、災害防止の観点から令和２・３年度
の継続事業で実施するものであるため、それぞ
れの年度での工事の進捗管理が重要であるこ
とから工事の進捗率を指標とする。

15,747千円 15,360千円

どのように貢献したか

教職員の業務負担軽減に
より、教材研究や児童生徒
へ向き合う時間の確保に
つながった。

どのように貢献したか

児童生徒がいる低所得世
帯に学用品費等を支給し
た。

４．質の高い
教育をみん

なに

どのように貢献したか

児童生徒の人数に応じた
額の補助金を各校に交付
した。

１．貧困をな
くそう

４．質の高い
教育をみん

なに

４．質の高い
教育をみん

なに

１６．平和と
公平をすべ
ての人に

どのように貢献したか

防災機能の強化を図ること
及び児童生徒等を事故か
ら防ぐことで安全・安心な
学校環境の改善に貢献。

１１．住み続
けられるまち

づくりを

会年職員 0.00 人
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第２章　子どもが大切にされるまち  第５節　学校教育

SDGsへの貢献
(最大3つ)

活動実績(R2)

成果

成果指標

評価及び次年度以降に向けた課題・取り組みなど

総合
評価

事業自体が
貢献する
項目

実施手法等
の工夫により
貢献できた
項目(任意)

現状の課題
事務事業名称 事業概要（全体）

所属
名称 評価

理由

経費

投入コスト
会
計

項目名

■ □ □

実績

評価者

教育センター担当参事　中村啓

項目名

■ □ □

実績

評価者

経営企画課長　小池　純一

R1決算額

自治事務 法定受託事務 法定受託＋附加 0千円

0千円

経営
企画
課

実施計画ランク 事業の種別

一
般

R1予算現額

私立学校誘致推進
事務

根拠法令

重要

0.00 人

R1目標

0千円

①学校法人、県及び市の関係
部署と調整し、誘致に向けた課
題解決を図る。

誘致に向けた調整等の推進

0千円

R1実績

R2決算額（見込み）

R2実績

推進

誘致については、解決すべき様々
な課題が想定されることに加え、学
校法人の運営に関わることである
ことから、当初のスケジュール通り
に遂行するためには諸調整が必要
である。

R2年度に改善した点

誘致に向けては、解決すべき様々な課題が想
定されることから、関係各所との情報共有と充
分な調整を行い、できるだけ早期の開校に向
け、事業の円滑な推進に努める。

学校法人及び開発行為等代行事業者と
農振除外手続に向けた課題の整理と情報
共有を行った。

事業達成に向けての現在の課題及び今
後の課題解決に向けた取り組み

誘致に向けた調整等を推進する。

A

R2その他職員
従事割合

①学校法人及び開発行為等代
行事業者と農振除外手続に向
けた課題の整理と情報共有を
行った。

R2予算現額

目標設定の考え方・根拠

推進

推進

R1決算額 指標名

目標達成済

0.00 人

R1正規職員
人件費

R2目標

R1その他職員
従事割合

R3目標

臨時職員1,389千円

会年職員 0.00 人

R2正規職員
人件費

４．質の高い
教育をみん

なに

0.18 人

特になし

事業の目的及び具体的な内容

教育環境の充実を図るため、特色ある私立学校を誘
致する。

0.17 人

どのように貢献したか

市内に教育の場を誘致す
るべく、必要な調整を行っ
た。

1,470千円H25年度～

期間

非常勤
特別職

推進 推進

R2目標値が未達成の理由・分析

教育
セン
ター

実施計画ランク 事業の種別

一
般

R1予算現額

11,637千円

5,718千円

【目的】校務や授業において情報機器の効果的な活
用を推進するとともに情報モラルの育成を図る。教育
の情報化を進め、特色ある学校づくりを支援する。
【内容】①タブレットや電子黒板等のＩＣＴ機器、デジタ
ル教科書、インターネット、教育用ソフト等を活用した
調査・研究②大学教授指導のもとICT教育の調査・研
究③教員のための研修、支援の企画・実施

1.40 人

2,280,595千円 2,220,719千円

「大変よかった」「よかった」の回答数／アンケー
ト回答数

研修会参加者の内容についての満足度

法定受託＋附加 49,000千円 48,973千円

①ICT関連の研修参加者数

R1目標
ＩＣＴ推進事業

根拠法令 R2予算現額

R1その他職員
従事割合

事業の具体的な内容及び目的
R1正規職員
人件費

非常勤
特別職

0.00 人

R2決算額（見込み）

学習指導要領

臨時職員 0.00 人

①441人

R2実績

会年職員 0.00 人

97.0%

100.0%

R2年度に改善した点

R2目標値が未達成の理由・分析R1実績

国から示された「ＧＩＧＡスクール構
想」の実現ロードマップに急遽整備
したＩＣＴ機器の使い方を含めた研
修会であった。目標に達しなかった
のは、新たな機器が同時期に複数
導入され、戸惑いがあったことが想
定される。

R3目標

指標名 目標設定の考え方・根拠

100.0% 98.0%

H元年～

国の「GIGAスクール構想の実現」に向け
たロードマップに沿って、一人一台端末を
はじめ、大型液晶ディスプレイや画面転送
装置等のICT機器を導入した。それに伴
い、導入した機器やアプリの活用研修会
を、感染症対策を講じた上で実施した。

研修参加者の内容についての満足度は、昨年
度と比較し１%減少している。コロナウイルス感
染対策を講じた上で、GIGAスクール構想の実
現に向けて整備した一人一台端末Chromebook
や、新たなシステムの研修を中心に実施した。
操作方法が不慣れであったり、使い慣れないシ
ステムの研修だったため難易度が高く、満足度
100％には至らなかったと考えられる。

事業達成に向けての現在の課題及び今
後の課題解決に向けた取り組み

R2目標 昨年度中に一人一台端末等、環境の整備
が整ったが、教職員のICT活用能力の向
上が課題である。今後は、効果的な活用
のための研修会を開催するとともに、継続
的に学校を支援することのできる体制を整
えていく。

R2正規職員
人件費

R2その他職員
従事割合

100.0%

Ａ

期間 0.70 人

重要 自治事務 法定受託事務

どのように貢献したか

児童生徒の情報活用能力
の育成に向けて、教職員
への研修会を複数回開催
した。

４．質の高い
教育をみん

なに
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第３章　健幸（けんこう）長寿のまち  第１節　健康づくり

項目名

■ □ □

実績

評価者

市民相談担当参事　高橋　国弘

項目名

■ □ □

実績

評価者

保健医療課長　　小澤　一良

項目名

■ □ □

実績

評価者

健康づくり支援課長　並木　教至

項目名

■ □ □

実績

評価者

健康づくり支援課長　並木　教至

SDGsへの貢献
(最大3つ)

会
計

成果

成果指標
事業自体が
貢献する
項目

実施手法等
の工夫により
貢献できた
項目(任意)

評価及び次年度以降に向けた課題・取り組みなど

総合
評価

評価
理由

現状の課題
事務事業名称 事業概要（全体）

活動実績(R2)

経費

投入コスト

所属
名称

重要

R2目標値が未達成の理由・分析市民
相談
課

実施計画ランク 事業の種別

一
般

期間

H4～

市民保養施設利
用事業

根拠法令

目標設定の考え方・根拠

R1その他職員
従事割合

パスポート券利用者数

自治事務 法定受託事務 法定受託＋附加

B

新型コロナウイルス感染拡大に伴
い、事業の縮小を余儀なくされ、事
業のPRや広報も難しい状況であっ
たが、GoToトラベルキャンペーン
等、時事情報を常に収集し、問い
合わせがあった際には適切に回答
できるよう対応した。

R2年度に改善した点

パスポート券を利用した延べ人数
所沢パスポート券利用者数を指標とする。
目標値については、事業を継続して推進するた
め前年度実績を超える数値を目標としている。

コロナ禍において、社会情勢の変化に速や
かに対応できるよう、情報収集やシミュレー
ション等を行った。

R1目標 R1実績

414人

指標名

78千円 23千円

事業の目的及び具体的な内容
R1正規職員
人件費

所沢パスポート券要綱

R1決算額

R2予算現額 R2決算額（見込み）

78千円 25千円

R1予算現額

市民の健康増進と心身のリフレッシュを目的とする。
市が協定を結ぶ温泉地の旅館組合や単体の宿泊
施設で宿泊料金の優待割引（10％）等を受けられる
所沢パスポート券事業を実施している。
令和2年度は、四万温泉、水上温泉及び石和温泉の
3か所の保養地と草津、土肥、魚沼、十日町、秩父
にある宿泊施設と協定を結んでいる。

0.39 人
非常勤
特別職

0.00 人 576人

980千円

3,242千円 臨時職員

143人

R2目標

150人

新型コロナウイルス感染拡大に伴い、緊急事態
宣言により、外出自粛や県を跨いでの移動自粛
が求められたことから利用者が大きく減少した。

415人

R3目標

0.00 人 R2実績

0.12 人
会年職員 0.00 人

事業達成に向けての現在の課題及び今後
の課題解決に向けた取り組み

職員の事務負担を考慮するとともに、イン
ターネットの普及等に伴い市が行う事業と
しての役割は相対的に少なくなっているこ
とから、今後の事業のあり方について検討
していく。

当市の保健・医療に関する
施策を一体的に推進する
保健医療計画を策定・推進
することにより、市民の健
康づくりに貢献した。

どのように貢献したか

３．すべての
人に健康と

福祉を

年齢や性別を問わず、心
身のリフレッシュと健康の
増進に寄与した。

R2正規職員
人件費

R2その他職員
従事割合

143人

３．すべての
人に健康と

福祉を

どのように貢献したか

どのように貢献したか

３．すべての
人に健康と

福祉を

３．すべての
人に健康と

福祉を

実施計画ランク 事業の種別

一
般

R1予算現額

優先 自治事務 法定受託事務 法定受託＋附加 995千円

埼玉県地域保健医療計画
第６次所沢市総合計画前期基本計画

R1決算額 指標名 目標設定の考え方・根拠

Ｂ

本計画は、「計画庁内推進会議」及び
「計画推進委員会」において意見を伺
いながら適正な進行管理を行ってい
る。
計画の各分野においても、現状を把握
し、見直し、改善を図りながら取り組み
を実施している。
第１次計画は、評価の上がりにくい評
価方法であるため、実績値は低くなって
いるが、計画としては概ね順調に推進
されている。
このため総合評価としては「Ｂ」とする。
なお、第２次計画では、評価方法は見
直しがされている。
また、令和２年度の計画評価について
は現在審議中である。

R2年度に改善した点

R2目標値が未達成の理由・分析

本計画の目標は、もともと高く設定しているもの
や現在改善を図っているものなどがある。また、
医療分野は、長期間を考えなければならないも
のがあるため、達成するにはなかなか難しいも
のがある。
いずれにしても、目標達成に向け、継続して努力
していく必要がある。

事業達成に向けての現在の課題及び今後
の課題解決に向けた取り組み

R2目標

803千円
①計画推進委員会開催日数

②計画庁内推進会議日数

③目標指標達成度
(Ａランク以上の割合）

計画の各章項目に設定した目標指標達成度の
Ａ以上の割合

本計画における、保健・医療・介護・福祉分野の
充実を図るために適した目標を設定し、計画を効
果的、効率的に推進する。

本計画の評価にあたっては、年度末に「計
画取組状況評価シート」を作成し公表して
いる。この「評価シート」は作成当初、細かく
複雑なものであったため、様式を簡略化
し、市民にもわかりやすくなるよう見直しを
図った。R1正規職員

人件費
R1その他職員
従事割合

R1目標 R1実績

780千円 655千円

事業の目的及び具体的な内容
所沢市保健医療
計画推進事業

根拠法令 R2予算現額 R2決算額（見込み）

2.10 人
非常勤
特別職

審議中

・小児科救急病院群輪番制において、現
在、担当医不在となっている日の解消に向
けて、埼玉県を中心に狭山市、入間市とと
もに連携し協議を続ける。
・災害時における医療提供体制の整備に
向け、関係各課や関係医療機関と連携し
調整を続ける。

0.00 人 100.0% 23.3%

臨時職員 0.00 人 ①　４回

②　４回

③令和２年度は審議中
(令和元年度Ａランク以上：
23.3％）

R2実績

期間 1.38 人

100.0%

R2正規職員
人件費

17,455千円

R2その他職員
従事割合

100.0%

H28～ 11,272千円

R3目標

健康
づくり
支援
課

実施計画ランク 事業の種別

一
般

本計画は、第６次総合計画前期基本計画の課題で
ある「元気でいきいき「健幸（けんこう）長寿のまち」
の実現に基づき、市民一人ひとりが、それぞれのお
かれている状態の中で、心身の健康を実感しなが
ら、地域の中で安心していきいきと暮らせるまちを目
指しております。そのため、本計画では、市や関係
機関などが実施している保健・医療分野等の取り組
みを整理することで、保健医療施策が効果的、効率
的に推進できるよう努めるものです。

保健
医療
課

根拠法令

事業の目的及び具体的な内容

R2予算現額

0千円

R2年度に改善した点

生活習慣病予防に有効な１日の平均歩数が
8,000歩であるという中之条研究の成果を参考に
指標としている。

・参加者の継続意欲の向上を目的として、
当市独自のポイント及び景品を設定してい
る。
・事業開始時点での参加者を対象に、身体
状況や健康づくりに対する意識等につい
て、アンケート調査を実施した。

R2目標値が未達成の理由・分析
R1正規職員
人件費

①参加者数

②一日の平均歩数

R1その他職員
従事割合

最優先 自治事務 法定受託事務 法定受託＋附加 0千円

R1予算現額

R1実績

事業開始後、月毎の参加者の平均
歩数は伸びたが、目標値をやや下
回った。今後も、参加者が継続して
楽しくウオーキングが続けられるよ
う取組を進めていく。

健幸マイレージ事業の参加者の1日平均歩数に
ついては、新型コロナウイルス感染拡大防止の
ため、外出自粛が呼びかけられたことから、歩数
が伸びなかったと考える。

事業達成に向けての現在の課題及び今後
の課題解決に向けた取り組み

健幸マイレージ事業の参加者の1日平均歩数

本事業を通じて多くの市民の健康維持増
進を達成できるよう、さらなる参加者の獲得
に向け周知に努めるとともに、参加者が長
期間に渡って活動を維持できる取り組んで
いく。また、外出自粛の長期化により市民
の運動不足に伴う体力・身体機能の低下
が懸念されることから、市ホームページに
掲載している簡単ストレッチや筋力トレーニ
ングの動画の周知を行うなど、自宅ででき
る健康づくりの提供に努めたい。

R1目標

R2実績

特になし

R2正規職員
人件費

R1決算額 指標名 目標設定の考え方・根拠

0千円

非常勤
特別職

0.00 人

R2.7～ 17,071千円

17,079千円 15,555千円

8,000歩

臨時職員

8,000歩 7,242歩

トコトコ健幸マイ
レージ事業

日常的にウオーキングを
行ってもらうことで、生活習
慣病の予防を図るととも
に、健康づくりへの取組を
支援した。

0.00 人

①6,663名

②7,242歩

R2目標

期間 2.09 人

Ｂ
本事業は、市民一人ひとりが健康を実感しながら地
域で安心していきいきとした生活をおくることのでき
る「健幸長寿のマチ所沢」を目指す一環として実施
するもので、従来の「トコろん健幸マイレージ事業」
から、埼玉県が実施する「コバトン健康マイレージ事
業」に令和２年７月から参加することで、リニューア
ルしたものである。歩数計、スマートフォンのアプリで
歩数を記録しながら、日常的にウオーキングを行っ
てもらい、生活習慣病の予防を図るとともに、健康づ
くりへの取組を支援するものである。また、楽しみな
がら続けられるよう、市の独自ポイントを付与、抽選
により景品が当たる仕組みを取り入れている。

0.00 人

妊娠・出産つづけ
てサポート事業

根拠法令 R2予算現額

11,969千円 R2目標

R2正規職員
人件費

健康
づくり
支援
課

実施計画ランク 事業の種別

一
般

R1予算現額

期間 2.42 人

H28～ 19,767千円

４か月児健康診査票から「健やか親子２１（第２
次）」計画の乳幼児健康診査におけるアンケート
調査項目を設定。
※産後十分なケアであったの質問に「はい」と回
答した数÷４か月児健診受診者数

「かるがも」で赤ちゃんとママに必要な防災
グッズの展示及び専門相談員と面談し「か
るがもプラン」を作成した妊婦の方に葉酸
米、柔軟剤を配布するなど、「かるがも」で
の妊娠届出の増加を図った。

R2目標値が未達成の理由・分析

事業達成に向けての現在の課題及び今後
の課題解決に向けた取り組み82.9%

目標値は未達成であるが、妊娠期から子育て期
にわたる支援の強化等により、満足している親
の割合は増加傾向にある。

妊娠・出産について満足している親の割合

83.0% 80.0%

３．すべての
人に健康と

福祉を優先 自治事務 法定受託事務 法定受託＋附加 11,997千円

R1決算額 指標名 目標設定の考え方・根拠

子ども・子育て支援法 16,563千円 13,129千円

事業の目的及び具体的な内容
R1正規職員
人件費

R1目標 R1実績
B

核家族化や地域のつながりの希薄化等により、地域
で出産、子育てを担う母親の育児負担が増えている
ことから、妊娠期から子育て期にわたるまでの母子
保健や育児に関する様々な相談に円滑に対応す
る。
①専門相談員を配置し、電話、窓口、面接、訪問に
よる相談対応、②マタニティコール、③母乳相談、④
産後ケア（宿泊型）支援

1.44 人
非常勤
特別職

0.00 人 83.0%

どのように貢献したか

子育て世代包括支援センタ－「かる
がも」を開設し４年経過。妊娠届出
時や産科医療機関、乳児家庭全戸
訪問事業で事業の周知を拡大し
た。
オリジナル母子健康手帳の選択と
葉酸米、柔軟剤をプレゼントしたこ
とにより、「かるがも」での妊娠届出
数は増加している。
また、7月から第2土曜日（午後）に
予約制で妊娠届出を受付し、平日
来所が難しい方へサ-ビスの拡充
を図った。

R2年度に改善した点

妊娠中及び出産後の生活
等について助言を行い不
安を軽減できるように努め
た。

83.0%

臨時職員 3.00 人

①3,696件
②1,009件
③0件
④60日

R2実績

事業の充実を図り、満足している親の割合
が増加することを目指す。

R3目標

R2その他職員
従事割合

会年職員

0.30 人

会年職員 4.00 人

R1その他職員
従事割合

R2決算額（見込み）

9,930千円

R2その他職員
従事割合

R2決算額（見込み）

0.00 人

会年職員

R3目標

①電話、窓口、面接、訪問等に
よる相談
②マタニティコール
③母乳相談
④産後ケア（宿泊型）
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SDGsへの貢献
(最大3つ)

会
計

成果

成果指標
事業自体が
貢献する
項目

実施手法等
の工夫により
貢献できた
項目(任意)

評価及び次年度以降に向けた課題・取り組みなど

総合
評価

評価
理由

現状の課題
事務事業名称 事業概要（全体）

活動実績(R2)

経費

投入コスト

所属
名称

項目名

■ □ □

実績

評価者

健康づくり支援課長　並木　教至

項目名

■ □ □

実績

評価者

健康づくり支援課長　並木　教至

項目名

■ □ □

実績

評価者

健康づくり支援課長　並木　教至

項目名

■ □ □

実績

評価者

健康づくり支援課長　並木　教至

R1予算現額

R1正規職員
人件費

事業の目的及び具体的な内容

最優先 11,398千円法定受託＋附加

不妊検査・治療費
等助成事業

4,488千円

健康
づくり
支援
課

実施計画ランク 事業の種別

一
般

R2年度に改善した点目標設定の考え方・根拠指標名

不妊に悩む方の早期の不妊検査及び治療に要する
費用の一部を助成することにより、負担の軽減を図
り、検査や治療を受けやすくするものである。不妊検
査費等については、検査に係る費用に対して2万円
を上限とし1回助成する。早期不妊治療助成は、埼
玉県不妊治療費助成事業の初回助成の対象となっ
た特定不妊治療に係る費用に対して、県の支給決
定額を除いた金額の10万円を上限とし1回助成す
る。

0.54 人

自治事務 法定受託事務

10,817千円

非常勤
特別職

0.00 人

根拠法令 R2予算現額
新型コロナウイルス感染拡大の影響を鑑
み、申請期限を一部延長する対応をした。

R1目標 R1実績 R2目標値が未達成の理由・分析

本事業の開始をきっかけに不妊の
検査を受けた方もおり、不妊を心配
されている方が検査を受ける後押
しになっている。また、高額な不妊
治療費用の負担軽減を図った。

事業達成に向けての現在の課題及び今後
の課題解決に向けた取り組み

R2実績

A

目標達成済

前年度実績に基づき目標を設定した。

234件

埼玉県早期不妊検査費・不育症検査費助成事業実施要
綱、埼玉県早期不妊治療費助成事業実施要綱等

11,379千円

法定受託＋附加

R2正規職員
人件費

3.06 人

0.00 人

R1目標

児童福祉法、母子保健法、所沢市母子保健事業実施要綱

事業の目的及び具体的な内容

埼玉県の少子化対策である「ウェルカムベ
イビープロジェクト」事業の一環として実施
しており、県と連携をしながら事業を進めて
いく。講演会や講座等の開催も検討しなが
ら、不妊・妊活の普及啓発及び助成事業の
更なる周知を図っていく。

R2正規職員
人件費

R2その他職員
従事割合

240件 261件

240件

0.15 人

R2目標0.40 人

R1正規職員
人件費

R1その他職員
従事割合

一
般

R1予算現額

妊娠中及び出産後早期に訪問指導を行うことによっ
て親の孤立感や育児負担の軽減、虐待防止につな
げることができる。その結果、母子の健全な育成を
図ることができる。
（新生児妊産婦訪問、未熟児訪問、こんにちは赤
ちゃん訪問）

2.18 人

R2その他職員
従事割合

核家族化や地域との関係が希薄となって
いる社会状況に加え、新型コロナウイルス
感染症の影響もあり妊娠中や出産直後の
不安は増加し、孤立しがちになる。妊娠中
から相談窓口の周知を行い、新生児訪問、
こんにちは赤ちゃん訪問などにより、早期
に関わりが必要な母子への訪問を実施し、
育児不安に対応することで母子の健全な
育成、虐待予防防止に繋げていく。

R2目標値が未達成の理由・分析

B

R1決算額 指標名

R2決算額（見込み）

臨時職員

12,445千円

R2年度に改善した点

非常勤
特別職

目標設定の考え方・根拠

R1実績

①2,110人

②1,906件

R2目標3.00 人

13,241千円

①出生児数

②訪問指導件数(目視者)

訪問指導実施率（目視率）

93.0%

目標値は未達成であるが、新型コロナウイルス
感染症の影響により感染拡大の不安が強く、他
者との接触を避けたいと考える方が多かった。ま
た長期間の里帰りや入院等により訪問ができな
い場合があったと考えている。

子育て世代包括支援センタ－「かるがも」
の専門職（保健師・助産師）が妊娠期から
関わることにより出生連絡票の返信が7割
を超え、出産後早期の子育て支援の強化
に繋がっている。

事業達成に向けての現在の課題及び今後
の課題解決に向けた取り組み

R3目標

91.3%

90.3%

R2実績

93.0%

93.0%

母の育児不安など早期に対応する
ことは乳児の健全な育成、虐待防
止に繋がっており今後も継続して実
施していく必要がある。

全家庭への訪問を実施しているが、訪問により
母子との面接の中で育児不安の改善を図ること
が目的であるため、訪問指導実施率を指標とす
る。
訪問指導件数÷訪問件数×100

H7～ 24,994千円

H29～ 1,225千円

期間

期間

1.00 人

申請件数（合計）
①不妊・不育症検査の申請件数

②不妊治療の申請件数

R3目標

①211件

②50件

210件

会年職
員

3.00 人

会年職員

R1その他職員
従事割合

R1決算額

R2決算額（見込み）

健康
づくり
支援
課

根拠法令 R2予算現額

17,892千円

３．すべての
人に健康と

福祉を

どのように貢献したか

地域から孤立する時期に
訪問を実施し、育児不安に
対応することで母子の健全
な育成を図った。

３．すべての
人に健康と

福祉を

８．働きがい
も経済成長

も

１．貧困をな
くそう

１０．人や国
の不平等を

なくそう

どのように貢献したか

子どもを望む夫婦に対し、
その検査・治療の負担軽減
を図り、前向きに生活でき
るよう支援した。

乳児家庭全戸訪
問事業

法定受託事務 17,710千円自治事務

18,120千円

実施計画ランク 事業の種別

優先

事業達成に向けての現在の課題及び今後
の課題解決に向けた取り組み

指標名 目標設定の考え方・根拠

Ｂ

臨時職員

健康
づくり
支援
課

実施計画ランク 事業の種別

一
般

R1予算現額

最優先 自治事務 法定受託事務

R2～

0千円

新生児聴覚検査は、生後まもない新生児に「耳のき
こえ」の検査を行うものである。
本事業は、生まれつき聴覚に障がいがあることを早
期に発見し、できるだけ早い段階で適切な措置を講
じられることでことばの発達を促すことを目的とし、
新生児聴覚検査を受けた新生児等の保護者に対し
て検査費用の一部を助成することにより、経済的負
担の軽減とともに受診児の拡大を図る。　

0.31 人

法定受託＋附加 0千円
①契約医療機関における助成
券使用件数

②①以外（償還払い）対象件数

聴覚検査助成券使用件数（①、②の合計） 出生見込み数の80％程度

R1正規職員
人件費

年度当初は市内の医療機関のみと委託契
約を締結していたが、市外の医療機関とも
契約を締結し利便性の向上を図った。

R1目標 R1実績

検査費用の負担軽減を図ることで
多くの新生児が検査を受け、早期
発見により適切な処置を講じること
ができた。

R2年度に改善した点

１０．人や国
の不平等を

なくそう

どのように貢献したか

R2目標値が未達成の理由・分析

３．すべての
人に健康と

福祉を

2,532千円

0.00 人

R3目標

0.00 人

R2正規職員
人件費

R2その他職員
従事割合

1,920件

「新生児聴覚検査の実施について」（平成19年1月29日雇児母発第01290021号厚生労働
省雇用均等・児童家庭局母子保健課長通知） 7,345千円 5,414千円

事業の目的及び具体的な内容
R1その他職員
従事割合
非常勤
特別職

0.00 人

全出生児に検査費用の一
部を助成し、対象世帯の経
済的負担の軽減と受診児
の拡大及び早期発見に貢
献した。1,920件

①1,605件

②  182件

R2目標

令和3年度より県の一括契約の対象となっ
たため、委託医療機関が大幅に増加する
見通しであり、市民の利便性がさらに向上
する見込みである。

出生数が低下したこと及び、新生児聴覚検査助
成金（償還払い）の申請期限が出産後1年以内
のため、年度をまたいで申請する世帯もあること
から、未達成となった。

R2実績

1,787件

0千円

健康
づくり
支援
課

実施計画ランク 事業の種別

一
般

根拠法令

R2.6～

期間

R2予算現額

乳幼児健康診査
事業（４か月児個
別健康診査）

R1決算額R1予算現額

新生児聴覚検査
助成事業

根拠法令 R2予算現額

0千円

R1その他職員
従事割合

臨時職員

出生したすべての児が対象期間内に受診でき
る。 身近なかかりつけ医で丁寧な診察・相談が

でき、安心して受診できる環境を整えた。

R2決算額（見込み）

R2目標値が未達成の理由・分析

0千円

①対象者数
　(市外で受診した者を除く)

②受診者数

R1実績

３．すべての
人に健康と

福祉を

事業達成に向けての現在の課題及び今後
の課題解決に向けた取り組み

R2目標 R2実績

R1目標

新生児訪問、こんにちは赤ちゃん訪問等で
周知を図る。
また、市内協力医療機関と情報共有を図
り、さらなる連携を強化していく。また、かか
りつけ医と保健センタ－が協力して必要な
児を見守る。

93.0% 適切な月齢で身近なかか
りつけ医で気軽に受診がで
きるよう医師会の協力を得
て市内協力医療機関数を
確保した。

最優先 自治事務 法定受託事務 法定受託＋附加 0千円
新型コロナウイルス感染症の影響
から、感染を心配する声や受診を
控える保護者が増加した。生後４か
月の時期は疾病、異常（発達の遅
れ、障害を含む）を早期に発見し、
適切な指導をすることが重要であ
るため、6月から集団健診から個別
健診に移行し市内協力医療機関で
実施した。

R2年度に改善した点

95.6%

新型コロナウイルス感染症の拡大期においても
適切な時期に医療機関で受診されており目標は
達成できた。
（Ｒ１実績は、集団健診）

母子保健法第１３条 12,620千円 11,157千円

事業の目的及び具体的な内容
R1正規職員
人件費

個別健診受診率

A

指標名 目標設定の考え方・根拠

4か月児は先天異常、中枢神経系の異常、整形外科
的障害が明らかになる時期であり、環境の変化及び
刺激に対する反応が十分でなく保育者の戸惑いも
大きい。この時期に疾病、異常（発達の遅れ、障害
を含む）を早期に発見し、適切な指導を行う。また、
育児、栄養についての援助・助言を行うことにより、
児の健康の保持増進及び育児支援を図る。

0.00 人
非常勤
特別職

0.00 人

どのように貢献したか

R2正規職員
人件費

R2その他職員
従事割合

93.0%

0.00 人

①1,897人

②1,765人 R3目標
会年職員 0.00 人

327千円

期間 0.04 人

96.0%

臨時職員

会年職員 0.00 人

R2決算額（見込み）

R1決算額

8,569千円
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項目名

■ □ □

実績

評価者

健康管理課長　小川和彦

項目名

■ □ □

実績

評価者

健康管理課長　小川　和彦

項目名

■ □ □

実績

評価者

健康管理課長　小川和彦

項目名

■ □ □

実績

評価者

健康管理課長　小川　和彦

0.60 人

会年職員 0.12 人

会年職員 2.98 人

232,836千円

感染症に罹患するリスクを
低下させた。

200施設

臨時職員 0.00 人
①200施設

②343,014人（令和３年３月末人
口） R3目標

A

新型コロナウイルス感染症が拡大
し手指消毒液等の感染症対策物品
が品薄となり、各施設ごとに確保す
ることが困難であった中、一括購入
することで必要な時期に必要な物
品を公共施設等に備えることがで
きた。

R2年度に改善した点

地域の諸活動やスポーツ、イベント等を行っている
公共施設において、来館者への感染症拡大防止を
徹底するため、アルコール手指消毒液や除菌用スプ
レー等の感染症予防対策物品を一括購入して、各
公共施設に配布するもの。
また、イベント開催等においても新型コロナウイルス
感染症の拡大を防止するため、イベント来館者への
検温を実施するためのサーマルカメラ一式を購入す
るもの。

0.00 人
非常勤
特別職

0.00 人 ‐

どのように貢献したか

R2正規職員
人件費

R2その他職員
従事割合

200施設

特になし 12,200千円 6,518千円

事業の目的及び具体的な内容
R1正規職員
人件費

R1目標 R1実績

３．すべての
人に健康と

福祉を最優先 自治事務 法定受託事務 法定受託＋附加 0千円

R1決算額 指標名 目標設定の考え方・根拠

配布を希望する公共施設等にはすべて配布でき
るようにするため。

特になし

R2目標値が未達成の理由・分析

事業達成に向けての現在の課題及び今後
の課題解決に向けた取り組み

感染症の拡大状況に応じて、各施設が必
要とする物品を必要な時期に配布又は購
入できるようにしていく。

保健
医療
課

実施計画ランク 事業の種別

一
般

R1予算現額

公共施設感染拡
大防止対策事業

0千円

R2～ 4,084千円

0千円

期間 0.50 人
0.09 人

根拠法令

‐

目標達成済

R2目標 R2実績

200施設

会年職員

R2予算現額
市内公共施設等物品配布施設数
（配布施設数/配布希望施設数）

①物品配布施設数

②物品配布施設利用者想定数

R1その他職員
従事割合

R2決算額（見込み）

どのように貢献したか

対象年齢の市民に、市の
補助を受け、安価でがん検
診を受診する機会を提供し
ている。

３．すべての
人に健康と

福祉を

３．すべての
人に健康と

福祉を

どのように貢献したか

予防接種の高い接種率を
維持することで、市民の免
疫レベルを高水準に保って
いる。

健康
管理
課

実施計画ランク 事業の種別

一
般

R1予算現額 R1決算額 指標名

所属
名称

事務事業名称 事業概要（全体）
活動実績(R2)

経費

投入コスト

実施手法等
の工夫により
貢献できた
項目(任意)

評価及び次年度以降に向けた課題・取り組みなど

総合
評価

評価
理由

現状の課題
会
計

成果

成果指標
事業自体が
貢献する
項目

SDGsへの貢献
(最大3つ)

15,846千円

R2実績

R2その他職員
従事割合

100.0% 100.4%

100.0%

14,214千円

R3目標
会年職員

R1実績

非常勤
特別職

0.00 人 100.0% 98.6%

臨時職員

優先 自治事務 法定受託事務 法定受託＋附加 957,558千円 819,986千円

R2予算現額 R2決算額（見込み）

予防接種法

R1決算額 指標名

0.00 人
①60,654

②62,710

R2目標

①小児予防接種接種者数

②成人予防接種接種者数

1.94 人

目標達成済

事業達成に向けての現在の課題及び今後
の課題解決に向けた取り組み

R2目標値が未達成の理由・分析

新型コロナウイルスワクチン接種に関する
国や県の動向も踏まえながら、感染症の発
生・まん延を防止すべく、継続して事業を実
施していく。

目標設定の考え方・根拠

S

成果指標の目標値を達成すること
ができており、事業の目的である感
染症の発生・まん延防止は図られ
ていると考える。
今後は、高い接種率を維持し事業
の目的を達することができるよう、
引き続き確実な周知と適切な勧奨
に努めていく。

R2年度に改善した点

感染症の発生・まん延を防止するためには市民
の免疫レベルを高い水準に保つ必要があること
から、予防接種の周知・勧奨を確実に行うことに
より、100％に近い接種率を維持していくことを目
標とする。

令和2年10月からロタウィルスワクチンの定
期接種を開始した。また、令和2年4月から
妊娠を希望する女性等への風しん予防接
種助成事業を開始し、妊婦の感染、先天性
風しん症候群の発生を予防するとともに、
対象者の負担軽減を図った。

各種予防接種事
業

R1その他職員
従事割合

R1目標

1,148,810千円 1,048,468千円

事業の目的及び具体的な内容
R1正規職員
人件費

各種予防接種を実施することで、市民の免疫レベル
を高い水準に保ち、感染症の発生・まん延を防止す
る。
【種類】
（小児）ヒブ、小児用肺炎球菌、Ｂ型肝炎、四種混
合、不活化ポリオ、ＢＣＧ、麻しん風しん混合、麻し
ん、風しん、水痘、日本脳炎、二種混合、子宮頸が
ん、、ロタウイルス、（成人）男性の風しん（抗体検査
含む）、高齢者インフルエンザ、成人用肺炎球菌

小児予防接種接種率
（延べ接種者数60,654人÷対象者数60,433人）
※但し、子宮頸がんについては、積極的勧奨を
中止していることから除く。

根拠法令

健康
管理
課

実施計画ランク 事業の種別

一
般

R1予算現額

S23～

1.71 人

R2正規職員
人件費

期間

S58～ 17,970千円

R2その他職員
従事割合

8.2% 7.5%

8.3%

7.8%

臨時職員 2.37 人
①38,637人

②32,767人

③3,244人

R2目標

R3目標

大腸がん検診の受診者数は、平成
29年度が16,328人、平成30年度が
16,677人、令和元年度が16,788人
と増加してきた。令和2年度は
16,170人と減少したが、コロナ禍で
検診実施期間が短縮されたことが
原因と考えられる。今後、引き続き
受診しやすい環境の整備を行うとと
もに、様々な媒体を活用した周知に
努めていく。

R1目標 R1実績事業の目的及び具体的な内容
R1正規職員
人件費

がん検診を実施することにより、がんの早期発見と
早期治療につなげ、市民のがんによる死亡の減少
を図る。
【検診の種類と対象】
胃・肺・大腸がん検診は40歳以上の男女、乳がん検
診は40歳以上の女性、子宮頸がん検診は20歳以上
の女性、前立腺がん検診は50歳から80歳までの５
歳刻みの男性

3.05 人
非常勤
特別職

0.00 人

R2目標値が未達成の理由・分析

新型コロナウイルス感染症の拡大に伴う緊急事
態宣言の発令などにより、がん検診の開始時期
が本来より2か月遅れ、年間の受診期間が短く
なったため。受診者数は令和元年の16,788人か
ら618人（3.7％）減少したが、年度後半の受診者
数は令和元年度よりも多かった。

優先 自治事務 法定受託事務 法定受託＋附加 240,251千円

期間

R2実績

R2正規職員
人件費

R2予算現額

Ａ

①延べ申込者数（前立腺がん検
診を除く）
②延べ受診者数（前立腺がん検
診を除く）
③前立腺がん検診受診者数

大腸がん検診受診率

（受診者数÷対象者数×100＝受診率）
（受診者：16,170人、対象者：216,391人）

R2決算額（見込み）

R2年度に改善した点

早期発見・早期治療により、がんによる市民の死
亡の減少を図ることが目的であるため、性別に
関係なく、また、保健センター及び市内協力医療
機関のどちらでも受診できる大腸がん検診を指
標とする。

がん検診の「レディースデー」を「女性の
日」に改め、希望者が全員受診できるよう
日数を増やし、検診を受診しやすい環境を
整えるよう努めた。

事業達成に向けての現在の課題及び今後
の課題解決に向けた取り組み

市民にとって分かりやすく、申し込みやすい
仕組み作りに取り組む。また、受診控えを
している市民に検診の重要性を周知すると
ともに、祝休日の受診日や受診者が女性
のみの日を設定し、引き続き受診しやすい
環境の整備を行う。

R1その他職員
従事割合

25,352千円

R1決算額 指標名 目標設定の考え方・根拠

8.1%

健康
管理
課

実施計画ランク 事業の種別

一
般

R1予算現額

がん検診事業

2.20 人

根拠法令

健康増進法 252,649千円 182,679千円

目標設定の考え方・根拠

A

日々刻々と変化する国の動向やワ
クチンの供給状況等に対応し、本
市の接種スケジュール等も適宜修
正し、安心・安全な接種体制の整
備に努めた。

R2年度に改善した点

自治事務 法定受託事務 法定受託＋附加 0千円

R2予算現額

予防接種法、新型コロナウイルスワクチン接種体制
確保事業実施要綱（国）

最優先

新型コロナウイル
スワクチン接種事
業

根拠法令

全国で実施される新型コロナウイルスワクチン接種
について、当市においても早急に体制整備を行い、
接種を実施するものである。

３．すべての
人に健康と

福祉を0千円
①新型コロナワクチン対策室設
置

②コールセンター開設

新型コロナウイルスワクチン接種率
全国的な世論調査等によると70%程度の方が接
種を希望しているため。

特になし
R2決算額（見込み）

‐ ‐

102,162千円 61,736千円

事業の目的及び具体的な内容
R1正規職員
人件費

R1その他職員
従事割合

R1目標

R2正規職員
人件費

R1実績 R2目標値が未達成の理由・分析

どのように貢献したか

R2その他職員
従事割合

70.0% 0.0%

0.00 人

感染症に罹患するリスクを
低下させた。

ワクチン供給状況等により、当初示された国のワ
クチンスケジュールに大幅な遅れが生じ、令和２
年度には接種が開始されなかったため。

事業達成に向けての現在の課題及び今後
の課題解決に向けた取り組み

引き続き、国や県の動向を注視しながら、
安全で安心な接種体制の確保に努める。

臨時職員 R2目標 R2実績

非常勤
特別職

0.00 人
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R2～ 8,821千円 70.0%

期間 1.08 人 R3目標

0千円 0.00 人

①令和2年2月１日

②令和3年3月１日
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所属
名称

事務事業名称 事業概要（全体）
活動実績(R2)

経費

投入コスト

実施手法等
の工夫により
貢献できた
項目(任意)

評価及び次年度以降に向けた課題・取り組みなど

総合
評価

評価
理由

現状の課題
会
計

成果

成果指標
事業自体が
貢献する
項目

SDGsへの貢献
(最大3つ)

項目名

■ □ □

実績

評価者

健康管理課長　小川　和彦

項目名

■ □ □

実績

評価者

健康管理課長　小川　和彦

項目名

■ □ □

実績

評価者

健康管理課長　小川　和彦

項目名

■ □ □

実績

評価者

健康管理課長　小川　和彦

３．すべての
人に健康と

福祉を

市民を対象とした講演会等
により、精神保健及び精神
障害者に対する正しい知
識の普及を行った

どのように貢献したか

本人の状況や家庭環境、
学校等との丁寧な調整を
図りながら相談業務を進め
た

どのように貢献したか

個別の相談支援を実施し、
精神保健福祉の充実、精
神障害者の就労など社会
経済活動への参加の促進
を実施した。

３．すべての
人に健康と

福祉を

どのように貢献したか

どのように貢献したか

宿泊施設に宿泊させること
により、当事者は生活安定
化を図ることができ、家族
には危険回避の支援を実
施した。

３．すべての
人に健康と

福祉を

３．すべての
人に健康と

福祉を

臨時職員

①69日間

②

③

R2目標

100.0%

精神障害者当事者の精神状態が急変し、不穏な状
況により家族等の身体に危険が及ぶ恐れがある場
合に、精神障害者グループホーム等の福祉サービ
ス事業所に一時宿泊することにより、精神障害者本
人の精神状態の安定化と生活支援を行い、自宅等
で安定した生活ができるようにする。また、同居の家
族については危険回避等の支援を行う。

0.70 人

H29～ 4,247千円

期間 0.52 人 R3目標

R2正規職員
人件費

R2その他職員
従事割合

100.0% 100.0%

0.00 人

R1目標

①精神障害者本人またはその
家族等を保護した日数

②

③

支援対象者の利用率

非常勤
特別職

0.00 人 100.0% 100.0%

R2実績

会年職員 0.00 人

目標達成済

R2決算額（見込み）

精神保健及び精神障害者福祉に関する法律 836千円 759千円

事業の目的及び具体的な内容
R1正規職員
人件費

R1その他職員
従事割合

R1実績 R2目標値が未達成の理由・分析

重要 自治事務 法定受託事務 法定受託＋附加 836千円 770千円

R1決算額 指標名 目標設定の考え方・根拠

A

緊急時に即時即応の対応ができる
よう、関係機関との連携を深め事
業を実施している。

R2年度に改善した点

支援を必要とする者が実際に事業を利用できた
割合

利用者の生活背景が複雑で困難な事例が
多いことから、委託先の相談支援事業所職
員との連携を重視しながら実施した。

事業達成に向けての現在の課題及び今後
の課題解決に向けた取り組み

事業利用後の相談支援を充実させること
で、トラブル等の再発防止を進めていくこと
が必要であることから、引き続き相談支援
事業所と連携を強化していく。

健康
管理
課

実施計画ランク 事業の種別

一
般

R1予算現額

精神障害者等一
時宿泊事業

根拠法令 R2予算現額

5,818千円

期間 4.68 人

R1正規職員
人件費

非常勤
特別職

H14～

R2その他職員
従事割合

精神保健相談については、来所、訪問、電話及び
メール等により行い、必要に応じて専門医による相
談を実施する。精神障害の早期発見、早期治療と治
療の継続等、社会復帰に向けた総合的な支援を行
う。

5.28 人

7,956千円

43,887千円

2,898人

3,325人

期間 0.53 人

H８～ 4,329千円
会年職員 0.10 人

R3目標

精神障害及び精神障害者に対する正しい知識の普
及を図り、精神障害者及びその家族が健やかに暮
らせる地域社会づくりを推進する。

0.75 人
非常勤
特別職

0.00 人 3,275人

6,234千円 臨時職員 0.00 人
①93人

②2,805人

③

R2目標

法定受託事務 法定受託＋附加 280千円 0千円

事業の目的及び具体的な内容
R1正規職員
人件費

R1その他職員
従事割合

R2決算額（見込み）

710千円

新型コロナウィルス感染拡大防止のため、普及
啓発事業を中止または縮小したため。

3,300人

事業達成に向けての現在の課題及び今後
の課題解決に向けた取り組み

R1実績 R2目標値が未達成の理由・分析
B

R2実績

R2年度に改善した点

精神保健福祉施策を推進するうえで、市民
に精神疾患、精神障害者に対する正しい
理解を深めていただくことが重要であること
から、今後も普及啓発事業を継続していく。

こころの健康講座とこころの美術展への来場者
数

健康
管理
課

実施計画ランク 事業の種別

一
般

重要

R1目標

3,428人

自治事務

目標設定の考え方・根拠

新型コロナウイルス感染拡大防止
のため、事業を中止または縮小し
たため目標数は達成できなかった
が、こころの健康ガイドブック「はぁ
とこガイドⅤ」を作成・配布し、精神
保健福祉の普及啓発に努めた。

①こころの健康講座

②こころの美術展

③

精神障害及び精神障害者への理解を進めること
が目的であるため、来場者数を指標とした。

当初の予定より参加人数を減少させたり、
３密を避けることに注意しながら講演会を
実施した。

指標名

7,500件

R1目標

新型コロナウイルス感染拡大の影
響等により、電話相談が7,082件で
あり昨年度より1,566件増加した。
訪問支援や相談件数については平
年並みであったものの、依然として
精神保健に関する市民のニーズは
大きいため相談支援の充実が必要
であると認識している。

38,226千円

R1予算現額

R2予算現額

957千円

R1決算額

臨時職員

R1その他職員
従事割合

R2正規職員
人件費

こころの健康づく
り普及啓発事業

7,442件

0.00 人
①　8,992件

②　3,586件

③　6,516件

R2正規職員
人件費

R2その他職員
従事割合

8,992件

8,200件
会年職員 0.85 人

R2年度に改善した点

R2決算額（見込み）

R1実績

精神障害の早期発見、治療、社会復帰及び社会
経済活動への参加の促進を図ることが精神保健
福祉業務の趣旨であるため、精神保健福祉士に
よる精神保健相談の延べ件数を指標としてい
る。

新型コロナウイルス感染拡大の影響による
生活の変化に留意しながら相談支援を実
施した。即時即応の対応を求められる相談
もあるため、関係機関等との連携を図りな
がら対応した。

事業達成に向けての現在の課題及び今後
の課題解決に向けた取り組み

0千円

0.00 人

社会情勢の変化により精神保健のニーズ
も変化していくため、変化に対応できるよう
職員の相談支援技術の向上に努めていく
必要がある。

R2目標値が未達成の理由・分析

目標達成済

目標設定の考え方・根拠

S

重要 自治事務 法定受託事務 法定受託＋附加

R2実績

健康
管理
課

実施計画ランク 事業の種別

一
般

R1予算現額

精神保健事業

根拠法令

0千円

事業の目的及び具体的な内容

977千円

8,000件

R1その他職員
従事割合

R1目標

精神保健及び精神障害者福祉に関する法律

R1決算額

0千円

指標名

①精神保健福祉士による延べ
相談件数

②精神保健福祉手帳所持者数

③自立支援医療（精神通院）の
利用者数

精神保健福祉士による延べ相談件数

38,226千円 31人
会年職員 0.05 人

R2予算現額

R2目標

R3目標

R2その他職員
従事割合

30人

959千円

R1実績

臨時職員 0.00 人
①5回実施　参加者46人

②12回実施　30人

③

R2目標 R2実績

30人

R3目標

R2年度に改善した点

「生きるを支える所沢市行動計画」（自殺対策計
画）に基づく施策のうち「思春期こころの健康相
談事業」の相談者数を指標とした。

市内や近隣市町村の高校に対し本事業の
周知を行った。また、思春期の心性に配慮
し、早期介入ができるよう相談者の生活状
況等に配慮し対応した。

目標達成済

事業達成に向けての現在の課題及び今後
の課題解決に向けた取り組み

自殺対策計画の進捗度（思春期こころの健康相
談事業）

29人 20人

R2目標値が未達成の理由・分析

思春期の精神保健の需要が高くなってきて
いることから、教育や医療、福祉関係機関
等と連携を図りながら相談支援を丁寧に進
めていく必要があると考えている。

指標名

自殺防止対策に
かかる啓発事業

目標設定の考え方・根拠

A

根拠法令 R2予算現額 R2決算額（見込み）

法定受託事務 法定受託＋附加 1,017千円

新型コロナウイルス感染拡大の影
響等により、思春期こころの健康相
談の件数は、R1実績より10人増加
した。思春期の精神保健相談の需
要が多くなってきているため相談支
援の充実が必要であると認識して
いる。

重要

R1予算現額

自殺対策基本法の基本理念には、自殺が個人的な
問題としてのみとらえられるべきものではなく、その
背景には様々な社会的な要因があることを踏まえ、
その対策が社会的な取組として実施されなければな
らないとされている。
　本市においてもその趣旨を踏まえ相談や普及啓発
等の自殺防止対策を実施する。

0.73 人

R2正規職員
人件費

H21～

事業の目的及び具体的な内容
R1正規職員
人件費

自治事務

6,068千円

R1決算額

①自死遺族支援「わかちあいの
会」の運営

②思春期こころの健康相談事業

非常勤
特別職

0.00 人

自殺対策基本法、精神保健及び精神障害者福祉に
関する法律

1,007千円

期間 4.68 人

健康
管理
課

実施計画ランク 事業の種別

一
般

根拠法令

精神保健及び精神障害者福祉に関する法律

65
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項目名

■ □ □

実績

評価者

保健医療課長　　小澤　一良

項目名

■ □ □

実績

評価者

保健医療課長　　小澤　一良

項目名

■ □ □

実績

評価者

保健医療課長　　小澤　一良

項目名

■ □ □

実績

評価者

保健医療課長　　小澤　一良

第３章　健幸（けんこう）長寿のまち  第３節　地域医療

0.00 人

会年職員 0.00 人

0.00 人

どのように貢献したか

一般の歯科診療所での診
療が困難な患者への歯科
診療体制及び休日緊急歯
科診療体制の確保

どのように貢献したか

所沢地区における、休日及
び夜間の第2次救急医療
の確保

３．すべての
人に健康と

福祉を

どのように貢献したか

祝祭休日及び年末年始の
初期救急医療の確保

３．すべての
人に健康と

福祉を

どのように貢献したか

所沢地区における、小児の
休日及び夜間の診療の確
保

３．すべての
人に健康と

福祉を

３．すべての
人に健康と

福祉を

会年職員

R2年度に改善した点

事業達成に向けての現在の課題及び今後
の課題解決に向けた取り組み

R2年度に改善した点

新型コロナウイルス感染症の拡大及び院
内感染予防のため、歯科医師や歯科衛生
士の装備や消毒を強化し、また、患者同士
の接触を減らすため診療間隔を拡げるな
ど、感染症対策を徹底して診療を実施し
た。

新型コロナウイルスに関する発熱外来や
PCR検査等についても、市民の問い合わせ
に関して対応できるよう、所沢市医師会と
調整し、在宅当番医に協力いただいた。

事業達成に向けての現在の課題及び今後
の課題解決に向けた取り組み

本事業は、初期救急医療体制の整備を図
る上では必要不可欠であるため、今後も引
き続き継続できるよう、所沢市医師会との
連携に努めている。

医療法、所沢市歯科診療所条例 59,638千円 58,222千円

保健
医療
課

実施計画ランク 事業の種別

一
般

R1予算現額

歯科診療所事業
新型コロナウイルス感染症拡大予防のため、1回
目の緊急事態宣言が発令されたR2.4.16～
R2.5.31の期間中の在宅要介護高齢者歯科診
療・障害児者歯科診療を休診とした。また、診療
再開後においては、歯科医師や歯科衛生士のガ
ウン・フェイスシールドの着用をはじめとした様々
な感染症対策に加え、患者間の接触を減らした
り、消毒を徹底するため、診療間隔を拡げたこと
により、受診者数が減少した。

引き続き、感染症対策を徹底しながら診察
を実施するとともに、施設・診療の周知に
努め、指定管理者である所沢市歯科医師
会の特性を生かし、利用者が安心かつ利
用しやすい診療体制を充実していくことと、
地域連携の強化を目指す必要がある。

R2予算現額

2,909千円

R1決算額 指標名 目標設定の考え方・根拠

R2決算額（見込み）

Ａ

診察にあたっては、新型コロナウイ
ルス感染症の拡大防止策を徹底
し、また、診療間隔を長く取ったこと
などにより、目標値は達成できな
かったものの、一部の期間を除き
診療を継続できた。
今後も、一般の歯科診療所で診療
が困難な患者に対する歯科診療体
制及び休日緊急歯科診療体制の
確保のため、所沢市歯科診療所条
例に基づき、歯科診療事業を継続
していく必要がある。

重要 自治事務 法定受託事務 法定受託＋附加 59,031千円 57,554千円

事業の目的及び具体的な内容
R1正規職員
人件費

R1その他職員
従事割合

R1目標 R1実績 R2目標値が未達成の理由・分析

①在宅要介護高齢者歯科診療
    診療日数
②障害児者歯科診療
    診療日数
③休日緊急歯科診療 
    診療日数

所沢市歯科診療所あおぞらの障害児者の診療
実績（単位：人）

障害児者の歯科診療が市の役割として期待され
ており、これを充実させるため、受診できる最大
受診者数を指標とする。

根拠法令

850 741

臨時職員 0.00 人
①44日

②87日

③70日

R2目標 R2実績

580

期間 0.45 人 R3目標

一般の歯科診療所での診療が困難な患者への歯科
診療体制及び休日緊急歯科診療体制の確保を目的
として、保健センター内「歯科診療所あおぞら」にお
いて、在宅要介護高齢者及び障害児者の歯科診
療、休日緊急歯科診療を実施するものである。

0.35 人
非常勤
特別職

H10～ 3,676千円 850

0.27 人

0.28 人

R2正規職員
人件費

R2その他職員
従事割合

850

保健
医療
課

実施計画ランク 事業の種別

夜間及び休日・祝日及び年末年始の第２次救急患
者の医療体制を確保するため、所沢地区（所沢市、
狭山市、入間市）における第２次救急医療施設（１３
病院）による病院群輪番制方式により診療を実施す
るものである。

事業の目的及び具体的な内容所沢地区病院群
輪番制病院運営
事業

目標設定の考え方・根拠R1予算現額 R1決算額

根拠法令

臨時職員

指標名

R2予算現額

31,045千円

重要 自治事務 法定受託事務 法定受託＋附加

R2決算額（見込み）

所沢地区病院群輪番制病院運営費補助に係る協定
書

31,045千円

R2目標 R2実績

診療実施率
診療実施日数　÷　診療計画日数

R1その他職員
従事割合

R1目標

0.00 人

①４３８日

②４３８日

0.00 人

100.0%

100.0%

R2目標値が未達成の理由・分析R1実績

本事業は、夜間、休日・祝日及び年
末年始、すべての日において第２
次救急医療体制が確保されてい
る。今後も引き続き、所沢地区（所
沢市、狭山市、入間市）３市で連携
し、事業が円滑に推進できるよう努
める必要がある。

R2年度に改善した点

本事業は、第２次救急医療体制を整備する
上では必要不可欠なことから、継続して実
施できるよう、所沢市、狭山市、入間市、３
市で連携を強化していく必要がある。

100.0% 目標達成済

事業達成に向けての現在の課題及び今後
の課題解決に向けた取り組み100.0%

Ａ

本事業は、夜間、休日・祝日及び年末年始の第
２次救急医療体制を確保することが目的である
ため、診療実施率を指標とした。

R3目標

今後も引き続き、本事業が円滑に推進でき
るよう、所沢市、狭山市、入間市で連携を
図るとともに情報共有に努めた。

31,400千円 31,400千円

①診療計画日数

②診療実績日数
R1正規職員
人件費

2,327千円

100.0%
R2正規職員
人件費

S55～ 2,205千円

R2予算現額

埼玉県地域保健医療計画

一
般

R1正規職員
人件費

2,327千円

S59～

期間

事業の種別

一
般

R1予算現額

R1実績

16,035千円

0.00 人0.28 人
非常勤
特別職

法定受託＋附加

保健
医療
課

実施計画ランク

事業の目的及び具体的な内容

R2決算額（見込み）

目標設定の考え方・根拠

100.0%

16,035千円

16,743千円

2,205千円

Ａ

目標達成済

本事業は、一般の医療機関が診療
を行っていない、休日、祝日及び年
末年始における初期救急医療体制
の確保することが目的であり、現
在、すべての休日、祝日、及び年末
年始で実施されている。今後も引き
続き、事業委託先である所沢市医
師会と連携強化を図り、事業を継
続する必要がある。

①診療計画日数

②診療実績日数

診療実施率
診療実施日数　÷　診療計画日数

100.0%

R2実績

本事業は、一般の医療機関が診療を行っていな
い休日・祝日及び年末年始における初期救急患
者に対する医療体制の確保が目的であることか
ら、診療実施率を指標とした。

重要 自治事務 法定受託事務 16,743千円

0.00 人

①７２日

②７２日

100.0%

R2目標

会年職員

R2その他職員
従事割合

在宅当番医制実
施事業

根拠法令

　一般の医療機関が診療を行っていない休日・祝日
及び年末年始において、初期救急患者の医療体制
を確保するため、所沢市医師会との委託契約により
市内の医療機関が輪番制により診療を実施するも
のである。

R1その他職員
従事割合

R1目標

0.00 人

臨時職員

期間

非常勤
特別職

現状で担当医不在となっている日の医療
機関の協力が得られるよう、埼玉県を中心
に狭山市、入間市と連携し調整を図ってい
る。

100.0% 100.0%

R3目標

R2正規職員
人件費

R2その他職員
従事割合

0.27 人

R1決算額 指標名

R2目標値が未達成の理由・分析

優先 自治事務 法定受託事務 法定受託＋附加 2,847千円

保健
医療
課

実施計画ランク 事業の種別

2,660千円

R2年度に改善した点

81.5%%

100.0%

指標名 目標設定の考え方・根拠

事業達成に向けての現在の課題及び今後
の課題解決に向けた取り組み

R2目標 R2実績

Ｂ

本事業は、所沢地区内（所沢市、
狭山市、入間市）の医療機関の協
力を得て継続して実施されている。
小児の救急医療体制を推進する上
では、本事業は必要不可欠であり、
埼玉県をはじめ、狭山市、入間市と
も連携しながら体制が保たれてい
る。

所属
名称

2,820千円

一
般

R1予算現額

期間 0.27 人

小児科救急医療
病院群輪番制事
業

所沢地区小児科救急医療病院群輪番制病院運営費補助
に関する協定書
埼玉県小児救急医療施設運営費補助金交付要綱

事務事業名称 事業概要（全体）
活動実績(R2)

経費

投入コスト

0.00 人

非常勤
特別職

R1その他職員
従事割合

根拠法令
新型コロナウイルス感染症拡大の影響で
実施医療機関に影響があった際も、本事
業に参加している他の医療機関から支援
が得られるよう、所沢市医師会を通じて協
力依頼をお願いした。

R1目標

本事業は、平日夜間、祝休日の昼間・夜間、す
べての日の小児の第２次救急医療体制の確保
を目的としていることから診療実施率を指標とし
ている。

事業の目的及び具体的な内容

2,175千円

R1実績 R2目標値が未達成の理由・分析

①診療目標日数（平日夜間、日
曜昼・夜間、祝日昼・夜間）

②診療実施日数

R2決算額（見込み） 小児科救急医療病院群輪番制実施率
診療実施日数　÷　診療目標日数

72.9%

R1正規職員
人件費

実施手法等
の工夫により
貢献できた
項目(任意)

評価及び次年度以降に向けた課題・取り組みなど

総合
評価

評価
理由

現状の課題

100.0%

SDGsへの貢献
(最大3つ)

R2予算現額

R1決算額

夜間（月から土曜日）及び休日・祝日の小児の第二
次救急医療を確保するため、所沢市、狭山市、入間
市において、３市及び協力医療機関（４病院）による
協定書に基づき、輪番制により第二次救急医療体
制の整備を図るものである。

0.32 人

会
計

成果

成果指標

R2正規職員
人件費

R2その他職員
従事割合

臨時職員

2,511千円

事業自体が
貢献する
項目

0.00 人

H12～ 2,205千円

①437日

②356日

現在、平日夜間、祝日昼間・夜間の医療体制は
整備されているが、日曜日昼間の一部、夜間に
ついては担当医不在の日があるため、埼玉県を
中心に狭山市、入間市とも連携しながら目標達
成を目指している。

100.0%

R3目標
会年職員 0.00 人

66



第３章　健幸（けんこう）長寿のまち  第３節　地域医療

所属
名称

事務事業名称 事業概要（全体）
活動実績(R2)

経費

投入コスト

実施手法等
の工夫により
貢献できた
項目(任意)

評価及び次年度以降に向けた課題・取り組みなど

総合
評価

評価
理由

現状の課題

SDGsへの貢献
(最大3つ)

会
計

成果

成果指標
事業自体が
貢献する
項目

項目名

■ □ □

実績

評価者

市民医療センター事務部
総務担当参事　中村　まさみ

項目名

■ □ □

実績

評価者

市民医療センター事務部
総務担当参事　中村　まさみ

項目名

■ □ □

実績

評価者

市民医療センター事務部
総務担当参事　中村　まさみ

項目名

■ □ □

実績

評価者

市民医療センター事務部
総務担当参事　中村　まさみ

53.00 人

R1決算額

R1決算額

臨時職員

事業の目的及び具体的な内容

どのように貢献したか

地域における医療提供体
制の充実を図り、安心して
子育てができる医療環境
の整備に努めた。

H11～ 26,873千円

安心して子育てができる医療環境を整備するため、
医療機関の多くが診療を実施していない夜間、深
夜、日曜日及び祝日において小児の内科的急性疾
患の初期診療を実施し、関係医療機関と連携しなが
ら所沢市域全体で３６５日の小児初期救急医療体制
が維持できるよう努めていく。

R2正規職員
人件費

3.29 人

維持

3.29 人 R3目標

３．すべての
人に健康と

福祉を

どのように貢献したか

地域における医療提供体
制の充実を図り、良質な医
療の効率的・継続的な提供
に努めた。

３．すべての
人に健康と

福祉を

３．すべての
人に健康と

福祉を

維持

安心して子育てができる医療環境を整備するた
め、市民医療センターと市内医療機関が連携し
て、所沢市域全体での小児初期救急医療の提
供体制を維持するものである。

事業達成に向けての現在の課題及び今後
の課題解決に向けた取り組み

R2年度に改善した点

30.0%

①1,207人

②518人

③946人

R2目標

維持
R2その他職員
従事割合

維持

会年職員 33.60 人

R1正規職員
人件費

R1その他職員
従事割合

維持

27,346千円 臨時職員 6.50 人 R2実績

①小児夜間急患診療年間患者
数
②小児深夜帯急患診療年間患
者数
③小児科日曜日・休日急患診療
年間患者数

非常勤
特別職

法定受託事務 法定受託＋附加 219,092千円 187,157千円

所沢市病院事業の設置等に関する条例
所沢市市民医療センター管理規則

210,973千円 165,597千円

R2決算額（見込み） 小児初期救急医療体制の維持

R1目標 R1実績 R2目標値が未達成の理由・分析

指標名

今後も安定的に小児初期救急医療体制を
維持するため、医師会や他の医療機関と
連絡を取り合い調整を図っていく。

市民
医療
セン
ター

実施計画ランク 事業の種別

企
業

R1予算現額

根拠法令 R2予算現額

期間

小児初期救急医
療体制推進事業

35.0% 28.7%

期間 18.43 人 R3目標

S51～ 150,536千円

最優先 自治事務

市民の健康維持・増進のため、人間ドック、特定健
診などの検診を実施する。また、疾病の早期発見、
早期治療に繋げていくため、精密検査や治療が必
要な受診者に対し、受診勧奨を行い、確実な医療機
関への受診を促進するものである。

18.43 人
非常勤
特別職

31.00 人 35.0% 23.0%

153,190千円 臨時職員 20.50 人
①5,190人

②1,054人

③302人

健診事業

根拠法令 R2予算現額 R2決算額（見込み）

所沢市病院事業の設置等に関する条例
所沢市市民医療センター管理規則

654,224千円 465,607千円

事業の目的及び具体的な内容

R2正規職員
人件費

R1正規職員
人件費

感染症対策の周知・徹底を促し、受診者が
密にならないように、受付時間の分散化を
図った。

目標設定の考え方・根拠

B
事業達成に向けての現在の課題及び今後
の課題解決に向けた取り組み

スムーズな健診を進めることで、更なる受
診者を受入れ、検査結果に基づいた健康
指導を行っていく。

どのように貢献したか

市民の健康維持・増進のた
め、人間ドック等の健診事
業を実施し、疾病の早期発
見、早期治療につなげるよ
うに努めた。

自治事務 法定受託事務 法定受託＋附加 633,578千円 524,621千円

R2年度に改善した点

①人間ドック受診者数

②精密検査指示者数

③市民医療センターでの精密検
査受診者数

市民医療センターで人間ドックを受診し、精密検
査を指示された方のうち市民医療センターで精
密検査を受けた方の割合

R1目標 R1実績

精密検査受診者数については目標
値に達していないが、新型コロナウ
イルス感染症発生下において、院
内感染対策を徹底して行い、安全・
安心な健診事業を実施していると
考えている。

R1その他職員
従事割合

R2目標 R2実績

R2その他職員
従事割合

疾病の早期発見、早期治療に取り組むことを目
標とするため、人間ドックで精密検査を指示され
た方のうち、市民医療センターで実際に精密検
査を受けた方の割合を指標とする。

R2目標値が未達成の理由・分析

指標名

238,016千円 78.0%

29.14 人

市民
医療
セン
ター

実施計画ランク 事業の種別

企
業

R1予算現額

優先

581,690千円

事業の目的及び具体的な内容
R1正規職員
人件費

R1その他職員
従事割合

一般入院、かかりつけ医からの紹介、民間病院で受
け入れ困難な患者などについて、入院受入れを行い
市民が安心して暮らすことができる医療環境を整備
する。また、医療機関や行政機関との連携を図り、
地域での医療連携（地域完結型医療）体制を推進す
るものである。

29.14 人
非常勤
特別職

25.00 人

242,212千円
新型コロナウイルス感染症の拡大に伴い、感染
防止対策として入院受入の制限を行っていたた
め、目標値の達成できない状況となった。

609,136千円

10.00 人 ①2,457人

②497人

③47.0％

④20人

R2その他職員
従事割合

優先 自治事務 法定受託事務 法定受託＋附加 678,307千円

R1決算額 指標名 目標設定の考え方・根拠

R2決算額（見込み）

R1実績 R2目標値が未達成の理由・分析

公的医療機関として、地域医療に求められる病
床機能を確保しつつ事業運営をしていくという役
割があるため、地域包括ケア病床の利用率を指
標とする。

地域包括ケア病床の利用率
（地域包括ケア病床在院患者延数×100／病床
数×365）

①地域包括ケア病床在院患者
延数
②入院患者実人数
③病床利用率
※延べ年間入院患者数/延べ年
間病床数×100
④搬送救急収容人数
※消防隊の搬送で入院した患

市民
医療
セン
ター

実施計画ランク 事業の種別

企
業

R1予算現額

S51～

期間

小児初期救急医療体制の提供について維持で
きた。

事業達成に向けての現在の課題及び今後
の課題解決に向けた取り組み

会年職員 30.00 人

会年職員

目標設定の考え方・根拠

A

市民医療センター常勤医師のほ
か、非常勤医師及び所沢市医師会
からの派遣医師約40名の担当日を
調整するなど、市民医療センターが
中心的役割を果たすことにより、小
児初期救急医療体制を安定的に維
持できている。

ワクチン接種が進むことから入院患者のワ
クチン接種状況を事前に把握し、効率的な
受け入れ態勢を整えることにより、受入患
者数の増加に努める。

47.90 人

入院事業

根拠法令

R1目標

新型コロナウイルス感染症の拡大に伴い、感染
防止対策として健診事業を一時中止した。その
後再開したが、感染防止対策の一環として受入
人数の調整を行ったため、目標値の達成ができ
ない状況となった。

新型コロナウイルス感染症に留意しつつ、
引き続き小児初期救急医療体制推進事業
の周知を図るため、まちづくりセンターや市
内保育園などへポスター掲示依頼、ところ
ざわほっとメール等による情報発信をした。

R2正規職員
人件費

所沢市病院事業の設置等に関する条例
所沢市市民医療センター管理規則

716,754千円

R2予算現額
感染症対策として入院時に個室での観察
期間を設け、院内感染対策を行った。

R2年度に改善した点

R2年度に改善した点

新型コロナウイルス感染症拡大防止のた
め、発熱外来を設置し、発熱者とその他患
者の動線分離を行った。また、全自動遺伝
子解析装置や安全キャビネットといった機
器類を整え、自院でも新型コロナウイルス
に係る検査が可能となった。

新型コロナウイルス感染症拡大の
影響により、病床利用率について
は目標値に達してはいないが、院
内感染対策を徹底してクラスターを
起こすことなく医療提供しており、
安全・安心な病院運営を継続して
いると考えている。

R2目標

B

R3目標

R2実績

81.0%

81.0% 61.2%

76.6%

R1その他職員
従事割合

市民
医療
セン
ター

実施計画ランク 事業の種別

企
業

R1予算現額

内科外来事業
事業の目的及び具体的な内容

R1正規職員
人件費

目標設定の考え方・根拠

B

新型コロナウイルス感染症拡大の
影響により診療患者数は減少した
が、発熱等により受診を希望する
患者が、安心して来院できるよう態
勢を整えている。

公的医療機関として、地域における医療提供体
制の充実を図ることを目標とし、信頼して受診い
ただける受診環境の整備に努めていることから、
内科外来の診療患者数を指標とする。

①内科外来診療患者数
（二次救急含む）

②診療日数

１日の内科外来診療患者数（二次救急含む）
（内科外来患者数／診療日数）

R1年目標 R1実績 R2目標値が未達成の理由・分析

３．すべての
人に健康と

福祉を優先 自治事務 法定受託事務 法定受託＋附加 512,465千円 460,398千円

R1決算額 指標名

所沢市病院事業の設置等に関する条例
所沢市市民医療センター管理規則

504,266千円 466,559千円

根拠法令 R2決算額（見込み）R2予算現額

事業達成に向けての現在の課題及び今後
の課題解決に向けた取り組み74人91人

どのように貢献したか

R2正規職員
人件費

新型コロナウイルス発生に伴い、外出自粛する
方が増え、毎月、通院されていた患者において
も、通院頻度が減ったことが考えられる。

R2その他職員
従事割合

91人 58人 新型コロナウイルス感染症に留意しつつ、
医療職の確保に取り組み、安定的な患者
受入れを目指す。

地域における医療提供体
制の充実を図り、良質な医
療の効率的・継続的な提供
に努めた。

80人

52,033千円 臨時職員 16.00 人 R2実績
①15,103人

②256日

R2目標

会年職員 22.40 人
期間 6.26 人 R3目標

S51～ 51,132千円

地域住民の医療ニーズを的確に把握し、地域にお
ける医療提供体制の充実を図り、良質な医療を効率
的・継続的に提供するものである。
①内科外来診療
②内視鏡検査の実施
③糖尿病外来の実施

6.26 人
非常勤
特別職

16.00 人
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項目名

■ □ □

実績

評価者

国民健康保険課長　新井　浩嚴

項目名

■ □ □

実績

評価者

国民健康保険課長　新井　浩嚴

項目名

■ □ □

実績

評価者

国民健康保険課長　新井　浩嚴

項目名

■ □ □

実績

評価者

国民健康保険課長　新井　浩嚴
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最優先

根拠法令 R2予算現額

11,637千円

期間

0.00 人
会年職

員

期間 1.00 人

特定保健指導業
務委託事業

40.0%

臨時職員 0.00 人

R1その他職員
従事割合

R3目標

0.20 人
会年職員 0.00 人

R3目標

R2決算額（見込み）

①13件

②13件

R2目標

平成20年4月から、各医療保険者には生活習慣病
予防及び疾病の早期発見・早期治療を通して、健康
の保持増進と生活の質の向上を図ることを目的とし
た特定健康診査と特定保健指導の実施が義務付け
られた。
実施率向上を目指し、特定保健指導の一部（動機付
け支援）については、直営体制から業務委託に切り
替え、国の目標値60％が達成できる体制の再構築
を目指すものである。

1.40 人
非常勤
特別職

0.00 人

①20.6％（令和3年6月25日時
点）

②

③

R2目標

0.00 人

R2実績

R1実績
Ｃ

どのように貢献したか

R1決算額

会年職員

20.6%

実施率向上に向けて、事
業の委託を行った。

高齢者の医療の確保に関する法律、国民健康保険
法

7,568千円 2,233千円

事業の目的及び具体的な内容
R1正規職員
人件費

R1目標

①特定保健指導（動機付け支
援）の実施率

②

③

3,862千円

実施率

目標設定の考え方・根拠R1予算現額

感染症拡大の影響を受け、２年度
目標は達成できなかったものの、元
年度については委託の効果が表れ
ていた。生活習慣病の発症を予防
し、医療費適正化を推進するため、
事業は継続していく。

特定保健指導の一部（動機付け支援）を、直営
体制から業務委託に切り替えることにより、目標
達成を目指したが、各医療機関では新型コロナ
ウイルス感染症の対応が優先され、特定健康診
査の実施率とともに低下したと考えられる。

R2正規職員
人件費

R2その他職員
従事割合

40.0%

新型コロナウイルス感染症の感染防止対
策を徹底してもらいながら、動機づけ支援
を実施してもらうよう周知した。

8,168千円

R2目標値が未達成の理由・分析

事業達成に向けての現在の課題及び今後
の課題解決に向けた取り組み

最優先 自治事務 法定受託事務 法定受託＋附加 7,500千円

指標名

各医療機関に事業内容について丁寧に説
明していくことで、実施できる医療機関数を
増やしていく。

国民
健康
保険
課

実施計画ランク 事業の種別

特
別

Ｒ１～

R2年度に改善した点

特定保健指導終了者数／被保険者数

R2～ 1,634千円

どのように貢献したか

R2正規職員
人件費

R2その他職員
従事割合

100.0% 100.0%
傷病手当金を支給すること
で更なる感染拡大の防止
を図った。

100.0%

0.00 人 R2実績

制度が開始されて間もないため申請漏れ
等がないよう、ホームページで周知するな
ど制度の普及・啓発に努めたい。

目標達成済み

事業達成に向けての現在の課題及び今後
の課題解決に向けた取り組み

Ａ

目標を達成することはできた。
適正な処理に努めたい。

R2年度に改善した点

新型コロナウィルスに感染した方、又は発熱等
の症状があり感染が疑われる方からの申請に対
し、迅速かつ適切に処理し支給（却下）することを
目標とした。

R1その他職員
従事割合

R1目標

新型コロナウィルス感染症については、国内で感染
が拡大している状況の中、更なる感染拡大を防止す
るためには、労働者が感染した場合（発熱等の症状
があり感染が疑われる場合を含む）に休みやすい環
境を整備することが重要となることから、国民健康保
険の被保険者に対し傷病手当金を支給するもので
ある。

0.00 人
非常勤
特別職

0.00 人

0千円

事業の目的及び具体的な内容
R1正規職員
人件費

R1決算額

令和2年度から開始されたため特になし。
R2決算額（見込み）

R2目標値が未達成の理由・分析

0千円
①申請件数

②処理件数

指標名 目標設定の考え方・根拠

R1実績

1,245千円

国民
健康
保険
課

実施計画ランク 事業の種別

特
別

R1予算現額

傷病手当金支給
事業

根拠法令

0千円

R2予算現額

自治事務 法定受託事務 法定受託＋附加

申請件数に対する処理件数の割合

国民健康保険法、所沢市国民健康保険条例 2,310千円

臨時職員

どのように貢献したか

受診率向上に向けて、県
の事業に参加した。

どのように貢献したか

レセプト内容の点検をする
ことで医療費の適正化を行
い、歳出を抑制した。

３．すべての
人に健康と

福祉を

３．すべての
人に健康と

福祉を

３．すべての
人に健康と

福祉を

３．すべての
人に健康と

福祉を

国民
健康
保険
課

実施計画ランク 事業の種別

特
別

国民
健康
保険
課

自治事務 法定受託事務 法定受託＋附加

R1決算額

糖尿病性腎症重
症化予防対策事
業

根拠法令 R2予算現額 R2決算額（見込み）

実施計画ランク 事業の種別 R1予算現額

優先

R2年度に改善した点

受診勧奨対象者の受診率

医療費が高額になる腎不全への対策として、腎
機能が低下しており、かつ医療機関に受診して
いない人を医療に適切に結びつけることが重要
であるため、過去の実績等を考慮し、医療機関
の受診率を指標とするものである。

緊急事態宣言の動向等を踏まえ、全体的
なスケジュールにおいて、開始を遅らせて
保健指導の回数を当初６回の計画から４回
に変更した。

R1目標 R1実績 R2目標値が未達成の理由・分析

目標設定の考え方・根拠

Ｂ

通知内容や方法、効果的な広報や
生活習慣病に係る病識の啓発によ
り事業参加者が増えたが、継続し
てさらなる工夫を続けていく。
所沢市医師会の協力により、協力
医療機関へは、本事業についての
周知が進んだが、対象者において
は早期受診の重要性が十分に認
識されていないと考えられるため、
関係機関と協力し、早期受診の重
要性を機会を捉えて啓発していくこ
とが求められる。

指標名

25,510千円

事業の目的及び具体的な内容
R1正規職員
人件費

R1その他職員
従事割合

国民健康保険法 29,851千円

特
別

6,943千円

25,838千円

27.5%

R2正規職員
人件費

R2その他職員
従事割合

16.6%

①受診勧奨対象者の受診率

②保健指導対象者の修了率

③継続支援対象者の参加率

R2目標 R2実績

非常勤
特別職

17.0%

R3目標
会年職員 0.00 人

事業達成に向けての現在の課題及び今後
の課題解決に向けた取り組み

10,806千円 臨時職員 0.00 人
①16.6％

②80.0％

③37.1％

16.0%

さらなる参加者の確保に向けて、関係機関
と連携の上、事業案内・広報の工夫、実施
方法の多様化の検討を含めた改善を行っ
ていく。
また、関係機関と連携を深め、早期受診の
重要性について普及啓発していく。

18.0%

1.30 人 0.00 人

未受診理由としては、症状が出ていないことによ
る必要性の認識の欠如や忙しさなどが想定され
る。早期の取り組みの重要性が十分に理解され
ていないと考えられる。

事務事業名称 事業概要（全体）
活動実績(R2)

R1予算現額 R1決算額

H26～

県の指定を受けたモデル事業であり、国保連合会と
の共同事業として実施。各保険者が事業費用を分
担金として負担。具体的には、レセプトと健診データ
を活用し、糖尿病が重症化するリスクの高い未受診
者・受診中断者を医療に結びつける受診勧奨と、糖
尿病性腎症で通院する被保険者のうち、重症化する
リスクの高い者に対して保健指導を行い、人工透析
への移行を防ぐ。

25,964千円

0千円最優先

0.85 人

経費

投入コスト

所属
名称

SDGsへの貢献
(最大3つ)

会
計

成果

成果指標
事業自体が
貢献する
項目

実施手法等
の工夫により
貢献できた
項目(任意)

評価及び次年度以降に向けた課題・取り組みなど

総合
評価

評価
理由

現状の課題

指標名 目標設定の考え方・根拠

S

令和2年度よりレセプト点検業務を
委託し、歳出金額が大幅に削減さ
れた。
引き続き効果が上がるよう取り組
んでいく。

－

目標達成済み100.0%

①レセプト点検率

②再審査申出件数

決算額に対する再審査申出に伴う効果額の割
合

再審査申出に伴う効果額は、レセプト件数や病
院での算定内容によって増減が大きいため、費
用対効果を指標とする。

R2決算額（見込み）

R1目標

R2年度に改善した点

2,832千円

自治事務 法定受託事務 法定受託＋附加 0千円

レセプト点検業務を臨時的任用職員による
目視点検から機械点検への委託に変更し
た。

レセプト点検業務
委託事業

根拠法令 R2予算現額

国民健康保険法 3,212千円

事業の目的及び具体的な内容
R1正規職員
人件費

R1その他職員
従事割合

R1実績 R2目標値が未達成の理由・分析

1　埼玉県国民健康保険団体連合会で審査されたレ
セプトを受領し、電算処理する。
2　レセプト点検システムにより内容点検を行う。
3　内容について疑義がある場合は、埼玉県国民健
康保険団体連合会へ再審査の依頼をする。

0.00 人
非常勤
特別職

0.00 人 －
事業達成に向けての現在の課題及び今後
の課題解決に向けた取り組み

0千円 臨時職員 0.00 人

①100％

②8,998件

R2目標 R2実績

委託を開始して間もないので、点検委託の
方法等について検討していく。

R2正規職員
人件費

R2その他職員
従事割合

239.7%

期間 0.10 人 R3目標

R2～ 817千円 150.0%

期間

68
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事務事業名称 事業概要（全体）
活動実績(R2)

経費

投入コスト

所属
名称

SDGsへの貢献
(最大3つ)

会
計

成果

成果指標
事業自体が
貢献する
項目

実施手法等
の工夫により
貢献できた
項目(任意)

評価及び次年度以降に向けた課題・取り組みなど

総合
評価

評価
理由

現状の課題

項目名

■ □ □

実績

評価者

国民健康保険課長　新井　浩嚴

項目名

■ □ □

実績

評価者

国民健康保険課長　新井　浩嚴

項目名

■ □ □

実績

評価者

国民健康保険課長　新井　浩嚴

どのように貢献したか

数量シェア率向上に向け
て、啓発活動を行った。

３．すべての
人に健康と

福祉を

どのように貢献したか

人間ドックの実施により後
期高齢者の健康づくりに寄
与した。

どのように貢献したか

健康診査の実施により後
期高齢者の健康づくりに寄
与した。

３．すべての
人に健康と

福祉を

３．すべての
人に健康と

福祉を

会年職員 0.00 人

今年度中のジェネリック医薬品の数量シェ
ア率の目標値である80％を達成すべく、さ
らなる使用促進を目指していく。

R2その他職員
従事割合

80%（指標：ジェネリック医薬品
数量シェア率）

事業達成に向けての現在の課題及び今後
の課題解決に向けた取り組み

3,242千円 臨時職員

R3目標

R2目標

79.0%

R2実績

77.7%

H25～ 2,777千円

0.00 人
①79.0％

②

③

ジェネリック医薬
品利用促進事業

期間

R2決算額（見込み）

特になし

R2正規職員
人件費

令和2年3月診療分より変更となった数量シェア
の算出方法（「調剤のみ」から「調剤＋医科の院
内処方」）も影響しているが、ほぼ目標を達成で
きている。

法定受託事務 法定受託＋附加 1,388千円 814千円

1,351千円 803千円

0.34 人

R2予算現額

R2目標値が未達成の理由・分析

R1決算額 指標名 目標設定の考え方・根拠

Ｂ

数量シェアの伸長により、被保険者
の薬剤料の負担軽減、国民健康保
険からの薬剤料の支出抑制に繋
がっていると考えられる。
しかし県内市町村の中では、数量
シェアの数値は下位に位置するた
め、今後、更なる利用推進を行う必
要があると考えている。

R2年度に改善した点

①ジェネリック医薬品数量シェア

②

③

ジェネリック医薬品数量シェア

ジェネリック医薬品数量シェア
後発医薬品の数量シェア＝後発医薬品の数量
÷（後発医薬品のある先発医薬品の数量＋後発
医薬品の数量）×100

ジェネリック医薬品の普及啓発を進めるた
め、啓発シール、啓発ポスター等におい
て、改善を加えた。

国民
健康
保険
課

実施計画ランク 事業の種別

特
別

R1予算現額

優先 自治事務

根拠法令

ジェネリック医薬品の利用率の目標値を数量ベース
で80％と定め、ジェネリック医薬品の利用促進シー
ルの配布等により被保険者への周知・啓発活動を
すすめるとともに、医師会、歯科医師会、薬剤師会
等、医療関係者に対しても協力・連携を図り、目標達
成を目指す。

R1目標 R1実績事業の目的及び具体的な内容
R1正規職員
人件費

R1その他職員
従事割合

80%（指標：ジェネリック医薬品
数量シェア率）

0.39 人
非常勤
特別職

0.00 人
78%（指標：ジェネリック医薬品
数量シェア率）

期間 1.53 人 R3目標

0.00 人

38.0%

埼玉県後期高齢者医療広域連合が実施すべき健康
診査について市が業務を受託している。
後期高齢者医療の被保険者に対し、市から健康診
査受診券を送付し、受診希望者は市から委託を受
けた医療機関において基本的な健康診査を受診す
る。
被保険者の健康保持増進を図るとともに、医療費の
適正化を図る。

1.53 人
非常勤
特別職

Ｈ20～ 12,497千円

R2実績

R2正規職員
人件費

R2その他職員
従事割合

36.2%（見込）

39.0%

臨時職員

①16,050人（見込）

②44,295人

③

R2目標

会年職員

埼玉県後期高齢者医療広域連合後期高齢者医療
に関する条例

161,095千円 161,095千円

事業の目的及び具体的な内容
R1正規職員
人件費

R1その他職員
従事割合

重要 自治事務 法定受託事務 法定受託＋附加 142,983千円 136,175千円

受診する被保険者と受診しない被保険者が固定
化しているため、受診率に大きな変化がなく、目
標値が未達成になったと考えられる。

目標設定の考え方・根拠

Ｂ

R2決算額（見込み）

R1目標 R1実績 R2目標値が未達成の理由・分析

0.00 人 37.0% 34.4%

受診率は目標を達成できなかった
ものの、受診者数は増加しており、
広報活動の成果は得られている。
今後も広域連合及び国民健康保険
の特定健康診査等実施事業と連携
して、事業の周知を図っていく。

①受診者数

②対象者数

③

受診率

R1決算額 指標名 R2年度に改善した点

埼玉県後期高齢者医療広域連合第2期保健事
業実施計画（データヘルス計画）（2018～2023
年）の受診率を目標とする。

周知のツールを増やした。（ポスター掲示
及びチラシ配布依頼、新聞折込チラシ、ＪＣ
ＯＭ放映等）

事業達成に向けての現在の課題及び今後
の課題解決に向けた取り組み

毎年受診していない被保険者への働きか
けが必要である。令和3年度は、保健事業
と介護予防の一体的実施事業の対象者と
健診未受診者が一部重複するため、当該
対象者に健診の受診勧奨を行っていく。

国民
健康
保険
課

実施計画ランク 事業の種別

一
般

①518人
②
③

R1予算現額

健康診査実施事
業

根拠法令 R2予算現額

R2目標

R2正規職員
人件費

0.55 人

Ｈ20～ 4,492千円

R2その他職員
従事割合

999人

R3目標

1,055人

期間

518人

所沢市後期高齢者医療被保険者総合健康診断検
診料補助金交付要綱

14,212千円 8,406千円

事業の目的及び具体的な内容
R1正規職員
人件費

7,481千円

非常勤
特別職

0.00 人

0.00 人

R2目標値が未達成の理由・分析
R1その他職員
従事割合

重要 自治事務 法定受託事務 法定受託＋附加 14,970千円

R2年度に改善した点

受診者数
個別の問い合わせに対し、健康診査と併
せて人間ドックも案内した。

事業達成に向けての現在の課題及び今後
の課題解決に向けた取り組み

健康診査事業と一体となって受診者数を増
やしていく。

①受診者数
②
③

受診者数

目標に対する実績の割合が70% 未
満のため。

920人

医療センターの健診事業が新型コロナウイルス
の影響で中断していたこと及び、新型コロナウイ
ルスの影響による受診控えが目標値未達成の
要因と考える。

R1決算額 指標名 目標設定の考え方・根拠

Ｃ
R1目標 R1実績

R2実績

852人

臨時職員

国民
健康
保険
課

実施計画ランク 事業の種別

一
般

R1予算現額

総合健康診断（人
間ドック）補助事
業

根拠法令 R2予算現額

後期高齢者医療被保険者が市民医療センターで受
診する総合健康診断（人間ドック）の検診料に対し、
日帰りコースは16,500円、生活習慣病コースは
15,000円を補助する。
検診料の一部を補助することで、受診を促し、疾病
の早期発見、生活習慣病予防により健康保持・増進
を図る。

12,717千円

会年職員 0.00 人

R2決算額（見込み）

13,871千円

0.90 人

0.00 人
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項目名

■ □ □

実績

評価者

スポーツ振興課長　廣谷　貴紀

項目名

■ □ □

実績

評価者

スポーツ振興課長　廣谷　貴紀

項目名

■ □ □

実績

評価者

スポーツ振興課長　廣谷　貴紀

項目名

■ □ □

実績

評価者

スポーツ振興課長　廣谷　貴紀

R1予算現額

重要 自治事務 法定受託事務 法定受託＋附加

R2年度に改善した点

258千円
①参加者募集人数

②教室参加者数

③教室開催数

教室参加者数

地域社会への参加や自らの意思によって学習意
欲や探求心を維持し、良き趣味を持ち、生きがい
のある日々を過ごすことができるよう運動を通し
て健康・体力つくりを行うことが必要であることか
ら、引き続き参加者の増員を目標とした。

ス
ポー
ツ振
興課

実施計画ランク 事業の種別

一
般

目標設定の考え方・根拠

R1目標
S

750人 341人

750人

所沢市観光大使であるJAY´Ｓ　GARDEN
「toko toko トコろん！」の曲に合わせ体を
動かす新しいダンスを作成し、各教室に取
り入れることで参加者に体操の楽しみ方の
幅を広げてもらう良い機会となった。

R2予算現額 R2決算額（見込み）

251千円 193千円

R1実績 R2目標値が未達成の理由・分析事業の目的及び具体的な内容
R1正規職員
人件費

R1その他職員
従事割合

主催事業教室の計画を立て年度初めに年間事業予
定表一覧｢スポーツ所沢｣を市民体育館、各まちづく
りセンター、コミュニティーセンター等に配付する。随
時日程に合わせ生涯学習情報紙にて募集を行う。
運動を通し健康維持を図ると共にスポーツニーズに
応え、生涯を通してスポーツに親しむきっかけをつく
る。

S５２～ 2,695千円

R2正規職員
人件費

R2その他職員
従事割合

会年職員 0.00 人

2,909千円 臨時職員 0.00 人
① 860人

② 341人

③ 58回

スポーツを楽しむ機会の提供のた
め、スポーツ振興課の主催事業教
室の他に、各地区体育館の教室の
広報を行っている。
自治会館サークル等への指導者の
確保、育成、またその質の向上を
引き続き図って行きたい。

非常勤
特別職

0.00 人

261千円

R1決算額 指標名

担当地区という枠ではなく市全体でどんな
運動事業ができるか、また、高齢者対象の
事業の他に児童館等、他との施設の協力
を得ながら教室を開催し、運動する機会の
少ない親等の健康体力つくりの場を今後も
引き続き提供していく。

0.35 人

新型コロナウイルス感染拡大防止のため、4月～
8月までの体操教室が中止となったため。

0.33 人

事業達成に向けての現在の課題及び今後
の課題解決に向けた取り組み

成果指標
事業自体が
貢献する
項目

SDGsへの貢献
(最大3つ)

750人 989人

R2目標 R2実績

R3目標

活動実績(R2)

経費

投入コスト

実施手法等
の工夫により
貢献できた
項目(任意)

評価及び次年度以降に向けた課題・取り組みなど

総合
評価

評価
理由

現状の課題
会
計

成果

所属
名称

事務事業名称 事業概要（全体）

期間

スポーツ教室開催
事業

根拠法令

スポーツ基本法

ス
ポー
ツ振
興課

実施計画ランク 事業の種別

一
般

R1予算現額

法定受託事務

所沢シティマラソ
ン大会開催事業

スポーツ基本法 0千円

R1決算額

事業の目的及び具体的な内容
R1正規職員
人件費

R1その他職員
従事割合

20,364千円

優先 自治事務

臨時職員 0.00 人

非常勤
特別職

メットライフドームの有効活用及び狭山湖
堰堤上をコースにする等、魅力的な大会を
継続的に提供できるように収支を考えた工
夫が必要となる。

令和２年度は新型コロナウイルス感染拡大防止
のため開催を中止としたことによる。

目標設定の考え方・根拠

0千円

R2正規職員
人件費

法定受託＋附加

当日出走率　（計測者）
（出走者数÷申込者数×100）

R1実績

88.0% 0.0%

指標名

R2目標値が未達成の理由・分析

３．すべての
人に健康と

福祉を

R2年度に改善した点

申込者が大会当日に何人参加したかをパーセン
テージで算出。
大会の魅力を増し、出走割合を高めていく。 大会中止のため改善点はなし。

-

所沢シティマラソン大会が中止と
なったため評価理由は特になし。

事業達成に向けての現在の課題及び今後
の課題解決に向けた取り組み

8,000千円 8,000千円 ①総申込者数
　（非計測者を除く申込者数）

②出走者数
　（ａ．計測者　ｂ．非計測者）

③会議開催回数

根拠法令

87.7%

R1目標

R2予算現額 R2決算額（見込み）

R2実績

R2その他職員
従事割合

期間 0.49 人 R3目標

H２～
会年職員 0.00 人

0.00 人 88.0%
所沢市のメインイベントとして市のＰＲとともに、市民
の健康づくりや人とのふれあいの場を提供し誰でも
参加できることから、生涯にわたる豊かなスポーツラ
イフの実現を図る。
選手を公募し、当課が事務局となり、各種スポーツ
団体から選出された役員他で構成された実行委員
会を組織し、ハーフの部を含む５部門を実施。

2.45 人

ス
ポー
ツ振
興課

実施計画ランク 事業の種別

一
般

0.30 人

根拠法令

事業の目的及び具体的な内容

非常勤
特別職

所沢市陸上競技選手権大会実行委員会交付金交
付要綱

4,002千円

R1実績

自治事務 法定受託事務 法定受託＋附加 850千円

R2目標値が未達成の理由・分析

R2目標

88.0%

R2予算現額

R1決算額 指標名R1予算現額

①0人

②0人

③1回

R2目標

令和２年度は新型コロナウイルス感染拡大防止
のため開催を中止としたことによる。

事業達成に向けての現在の課題及び今後
の課題解決に向けた取り組み

陸上大会については一定のスポーツ振興
を果たしたとの観点から、関係各所と協議
しつつ、事業の廃止について事務手続きを
進めていくものとする。

目標設定の考え方・根拠

-

0千円 0千円

R1正規職員
人件費

R1その他職員
従事割合

R1目標

R2決算額（見込み）

陸上競技選手権
大会支援事業

所沢市スポーツ協会・市内高等学校陸上競技部教
諭・市中学校体育連盟陸上競技専門部・市小学校
体育連盟・早稲田大学競走部等で陸上競技選手権
大会実行委員会を組織し、埼玉陸上競技協会の共
催により、日本陸連の公認記録大会（高校以上は陸
連登録者のみ公認記録となる）として実施している。

R2実績

陸上競技選手権大会が中止となっ
たため評価理由は特になし。

R2年度に改善した点

①当日エントリー数

②

③

定員達成率
当日ｴﾝﾄﾘｰ数÷定員1,000人×100

定員の1,000人に対して大会の述べ参加人数が
上回るようにすることを目標としている。

大会中止のため改善点はなし。

重要 0千円

0.00 人 100.0% 0.0%

2,494千円 臨時職員 0.00 人
①0人

②

③

R2正規職員
人件費

R2その他職員
従事割合

100.0% 0.0%

期間 0.18 人 R3目標

H12～ 1,470千円
会年職員

地域包括支援センターの転倒予防・介護予防教
室が「100歳体操」を中心に開催されるようになっ
たことや、とこしゃん協力会の活動が活発になり
市民の方々と「とこしゃん体操」へのかかわりが
充実してきたと考えられる。

重要

ス
ポー
ツ振
興課

実施計画ランク 事業の種別

一
般

R1予算現額

主に高齢者を対象に、誰もができる市独自の健康体
操を作り、地域の自治会・町内会館で地域の方の協
力によって広めていくことで「健康寿命」を延ばし、健
康で元気な地域社会を実現する。
①体操普及への協力者（協力団体）に趣旨説明を行
う。②市独自の健康体操「とこしゃん体操」を公民館
などで行い、協力を依頼する。③地区連合会・学校
開放等で体験事業を行う。H19～

0.28 人

「健康寿命」が延びるよう地域や関係団体
を対象として普及を行っていくと共に、指導
者育成事業も引き続き充実を図る必要が
ある。

３．すべての
人に健康と

福祉を

R2年度に改善した点

急激に進む超高齢社会にあって、高齢化に伴っ
た生活習慣病が増加しているなか、元気で暮ら
せる「健康寿命」を少しでも延ばして行くために所
沢健康体操の普及度を引き続き目標とした。

体操関連のユーチューブ動画を作成し、自
宅でも運動ができる環境づくりを図った。

目標設定の考え方・根拠

B
事業達成に向けての現在の課題及び今後
の課題解決に向けた取り組み

R2目標値が未達成の理由・分析事業の目的及び具体的な内容
R1正規職員
人件費

R1その他職員
従事割合

R1目標 R1実績

①推進事業開催回数

②事業参加者数

③

所沢健康体操の普及度
急激に進む超高齢社会をむかえ、
いつまでも元気で、豊かな生活を送
れることが求められている。こうした
状況の中で、本健康体操を作り、地
域への推進を図ってきた。各地区
で親しまれ、健康体操としての効果
は上がってきていると思われるが、
周知されていない市民に今後も伝
わるよう引き続き活動していく。

根拠法令

30千円

自治事務 法定受託事務 法定受託＋附加 30千円 30千円

R2予算現額 R2決算額（見込み）

R3目標

スポーツ基本法

指標名

2,327千円 臨時職員 0.00 人
① 256回

② 7,621人

③

R2目標

6,126千円 100,000人

30千円

R2実績

R2その他職員
従事割合

100,000人 7,621人

100,000人 34,572人

期間 0.75 人

健康体操推進事
業

R2正規職員
人件費

３．すべての
人に健康と

福祉を

どのように貢献したか

高齢者への運動機会の提
供を行った。

どのように貢献したか

令和2年度は開催中止。

３．すべての
人に健康と

福祉を

どのように貢献したか

令和2年度は開催中止。

どのように貢献したか

高齢者の体力増進及び健
康寿命の延伸に寄与した。

0.00 人

会年職員 0.00 人

0.00 人
非常勤
特別職

R1決算額
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成果指標
事業自体が
貢献する
項目

SDGsへの貢献
(最大3つ)

活動実績(R2)

経費

投入コスト

実施手法等
の工夫により
貢献できた
項目(任意)

評価及び次年度以降に向けた課題・取り組みなど

総合
評価

評価
理由

現状の課題
会
計

成果

所属
名称

事務事業名称 事業概要（全体）

項目名

■ □ □

実績

評価者

スポーツ振興課長　廣谷　貴紀

項目名

■ □ □

実績

評価者

スポーツ振興課長　廣谷　貴紀

項目名

■ □ □

実績

評価者

スポーツ振興課長　廣谷　貴紀

項目名

■ □ □

実績

評価者

スポーツ振興課長　廣谷　貴紀

ス
ポー
ツ振
興課

実施計画ランク 事業の種別

一
般

R1予算現額

重要 自治事務 法定受託事務 法定受託＋附加

B

残り１校については、学校と近隣状
況の関係について注視していくもの
とする。

R2年度に改善した点

4,110千円
①利用者数

②

③

学校開放運営委員会による組織開放率
(組織開放校÷市内小・中学校数47校)×１００

市民がスポーツをする場所を確保するため、市
内小中学校の全てを組織開放にすることを目標
としている。

R1実績 R2目標値が未達成の理由・分析R1目標
R1正規職員
人件費

R1決算額 指標名 目標設定の考え方・根拠

0.40 人
非常勤
特別職

0.00 人 100%（47校）

4,110千円

R1その他職員
従事割合

業務委託仕様書について見直しを行い、よ
り実態に即した仕様書に内容を変更した。

R2予算現額 R2決算額（見込み）

4,110千円 4,110千円

残りの中学校１校に関しては、学校側が近隣住
民等の兼ね合いから解放に慎重であるため、現
時点では難しいと思われる。

R2目標 R2実績

100%（47校） 98%（46校）

R3目標

事業達成に向けての現在の課題及び今後
の課題解決に向けた取り組み

3,325千円 臨時職員 0.00 人
①308,576人

②

③

残りの中学校１校は地域事情もあり開放は
難しいが、引き続き学校関係者や利用者、
近隣住民の理解を得ながら、全ての小中
学校を組織開放に向け努めていく。

R2正規職員
人件費

R2その他職員
従事割合

0.30 人

98%（46校）

S48～ 2,450千円 100%（47校）

各地区学校開放運営委員会が委託契約に基づき、
学校体育施設を市民に開放するため、利用者の調
整や手続きなどの管理運営を行っている。また、利
用者が安全かつ快適に利用できるよう開放時にお
ける施設設備の保全、利用者に対する使用の指導
助言や施設、設備の使用許可なども行っている。

期間

学校体育施設管
理委託事業

根拠法令

スポーツ基本法、社会教育法

事業の目的及び具体的な内容

良好な環境で、屋外体育施設を市民に提
供することは、市民の健康増進につながる
とともに、生涯スポーツの振興が図られる
ことにつながる。そのため、引き続き必要な
修繕を行い、利用者が安心して利用できる
施設の管理・運営をしていく。75.0%

指標名

ス
ポー
ツ振
興課

実施計画ランク 事業の種別

一
般

H29～

所沢市民体育館がスポーツ庁から東京パラリンピッ
ク競技種目であるゴールボールのナショナルトレー
ニングセンター競技別強化拠点施設として指定され
たことに伴い、本市がスポーツ庁から業務委託を受
け、トップアスリートが国際競技力向上に資する活動
を効果的・効率的に実施することができるよう、施設
の環境整備を行うものである。

根拠法令

期間

ナショナルトレー
ニングセンター競
技別強化拠点施
設活用事業

スポーツ基本法

ス
ポー
ツ振
興課

実施計画ランク 事業の種別

一
般

体育施設管理運
営事業

根拠法令

重要 自治事務 法定受託事務

事業の目的及び具体的な内容
R1正規職員
人件費

R1その他職員
従事割合

R1目標 R1実績

R2正規職員
人件費

R1予算現額

R2予算現額

R1決算額

目標設定の考え方・根拠

A

204,496千円 202,397千円

R1予算現額

R2予算現額

R1決算額

R2決算額（見込み）

191,246千円 191,011千円

スポーツ基本法、所沢市体育施設設置及び管理条
例、所沢市都市公園条例・同施行規則

今後においても、より一層市民の余
暇の拡大、健康増進に努めていき
たい。

R2年度に改善した点

①施設利用枠数

②施設利用人数

③施設使用料収入

施設稼働率（利用件数÷利用可能件数×100）

市民の余暇の拡大、健康増進に寄与することを
目的としていることから、施設稼働率を指標とす
る。
目標値としては、前年より増やすことを目標とし
たい。

・施設を安全・快適に利用してもらうため、
危険箇所の修繕を行った。

目標値が達成できなかった理由としては、新型コ
ロナウイルス感染症の影響で、屋内体育施設が
３月より休館となったことが影響している。

事業達成に向けての現在の課題及び今後
の課題解決に向けた取り組み

法定受託＋附加

R2目標値が未達成の理由・分析

体育施設をスポーツ、レクリエーションの場としての
利用に供し、広く利用者の余暇活動、健康増進に寄
与することを目的とする。
・施設の利用については、公共施設予約システムに
よる登録・利用申込みをし、利用する。
・利用者が安全かつ快適に利用できるよう施設の整
備、維持管理を行う。

4.42 人
非常勤
特別職

0.00 人 75.0% 61.9%

9.00 人

62.8%

4.97 人 R3目標

R2実績

S５１～ 40,595千円

①170,537件

②447,201人

③57,293,745円

R2目標

R2その他職員
従事割合

75.0%

期間

R2正規職員
人件費

36,739千円 臨時職員

ス
ポー
ツ振
興課

実施計画ランク 事業の種別

一
般

R1予算現額

北野公園に市民プールを設置し、開設期間である７
月中旬から８月３１日まで運営。夏季におけるスポー
ツ、レクリエーションの場としての利用に供し、広く利
用者の余暇活動、健康増進に寄与する。
・開設中の運営は、民間業者に委託
・清掃・受付業務・事業用備品の購入、点検等

0.55 人

R1正規職員
人件費

重要

市民プール管理
運営事業

目標設定の考え方・根拠

R1目標 R1実績

非常勤
特別職

0.00 人

0千円

事業の目的及び具体的な内容

830千円

自治事務

R1その他職員
従事割合

R1決算額

令和２年度は、新型コロナウイルス感染症対策
のため、開催を中止とした

①年間利用者数

②年間使用料収入

③

根拠法令

1,000人

39,189千円

1,000人
事業達成に向けての現在の課題及び今後
の課題解決に向けた取り組み

R2目標値が未達成の理由・分析

施設の老朽化が著しく進んでいることから、
施設を管理する公園課と連携しながら、修
繕を含めた施設の安全管理・運営が必要
である。

Ｃ

令和２年度は新型コロナウイルス
感染症対策により中止となったが、
例年では、１日あたりの利用者数と
いう指標が、天候などの条件に左
右される性質のものであることか
ら、一概には判断できないものと考
えられる。
より一層市民の余暇の拡大につな
がるよう、施設の運営に努めていき
たい。

指標名

1日あたりの利用者数（年間利用者数÷開催日
数）

528人

R2年度に改善した点

市民の余暇の拡大、健康増進に寄与することを
目的としていることから、1日あたりの利用者数を
指標とする。
目標値としては、前年より増やすことを目標とし
たい。

特になし
R2予算現額 R2決算額（見込み）

スポーツ基本法、所沢市都市公園条例・同規則

R2実績

R2その他職員
従事割合

1,000人 0人

法定受託事務 法定受託＋附加

S47～ 490千円

期間 0.06 人

4,572千円 臨時職員 0.00 人

R2正規職員
人件費

①0人

②0円

③

R2目標

R3目標

S

100.0% 100.0%

100.0%

臨時職員

6,934千円

新型コロナウイルス対策として、ゴール
ボール協会のガイドラインに沿って、体調
の悪い選手を練習に参加させないよう徹底
した。

目標達成済

事業達成に向けての現在の課題及び今後
の課題解決に向けた取り組み

R2目標値が未達成の理由・分析

ナショナルトレーニングセンター競技別強
化拠点機能強化会議を開催し、地域資源
を活用したコンソーシアムの形成を行い、
地域としてのサポート体制を整えると共に、
地域振興の核となれるようコンテンツ化を
図る。

指標名

R2目標

R1目標

優先 自治事務 法定受託事務 法定受託＋附加

0.00 人

2,371千円 1,293千円

事業の目的及び具体的な内容
R1正規職員
人件費

R1実績

目標設定の考え方・根拠

0.66 人
非常勤
特別職

スポーツ庁から業務委託を受け、
トップアスリートが国際競技力向上
に資する活動を効果的・効率的に
実施することができるよう、施設の
環境整備を行うため、練習場の確
保及び拠点スタッフの配置を行っ
た。

R2年度に改善した点

日本ゴールボール協会が希望する練習日程が
実施できるように、市民体育館の施設を確保す
るもの。

0.00 人

2,785千円
①練習希望日数

②練習会場確保日数

③

練習会場の確保率
（練習会場確保日数÷練習希望日数×100）

R3目標

100.0% 100.0%

R1その他職員
従事割合

4,247千円

0.52 人

5,486千円
①98日

②98日

③

R2実績

３．すべての
人に健康と

福祉を

３．すべての
人に健康と

福祉を

３．すべての
人に健康と

福祉を

３．すべての
人に健康と

福祉を

どのように貢献したか

市民のスポーツ活動の場
の確保に寄与した。

どのように貢献したか

令和2年度は開催中止。

どのように貢献したか

施設利用者の余暇活動、
健康増進に寄与した。

どのように貢献したか

NTC施設としてゴールボー
ルの認知活動に貢献した。

会年職員 0.00 人

R2決算額（見込み）

R2その他職員
従事割合

会年職員 9.00 人

会年職員 0.00 人

会年職員 0.00 人

37,209千円

71



第３章　健幸（けんこう）長寿のまち  第５節　スポーツ推進

成果指標
事業自体が
貢献する
項目

SDGsへの貢献
(最大3つ)

活動実績(R2)

経費

投入コスト

実施手法等
の工夫により
貢献できた
項目(任意)

評価及び次年度以降に向けた課題・取り組みなど

総合
評価

評価
理由

現状の課題
会
計

成果

所属
名称

事務事業名称 事業概要（全体）

項目名

■ □ □

実績

評価者

スポーツ振興課長　廣谷　貴紀

項目名

■ □ □

実績

評価者

スポーツ振興課長　廣谷　貴紀

項目名

■ □ □

実績

評価者

スポーツ振興課長　廣谷　貴紀

項目名

■ □ □

実績

評価者

スポーツ振興課長　廣谷　貴紀

事業達成に向けての現在の課題及び今後
の課題解決に向けた取り組み

1,413千円 臨時職員 0.00 人
①21,257,641円

②16,881,304円

③
70.0%

0.01 人 R3目標

75.4%

Ｈ３０～ 82千円

期間

所沢市民体育館、地区体育館の照明として水銀灯
が使用されていたが、LED化することで照度を上げ、
利用者の利便性を図ると共にCO₂排出量の削減及
び光熱費等維持管理の縮減を図った。

R2目標

R1実績

R2実績

今後もCO2排出量の削減及び光熱費等維
持管理の縮減を図っていく。

R2正規職員
人件費

R2その他職員
従事割合

R2目標値が未達成の理由・分析

0.17 人
非常勤
特別職

0.00 人 70.0%

会年職員 0.00 人

R2決算額（見込み）

スポーツ基本法、所沢市体育施設設置及び管理条例

達成済み70.0% 79.4%

6,312千円

事業の目的及び具体的な内容
R1正規職員
人件費

R1その他職員
従事割合

R1目標

重要 自治事務 法定受託事務 法定受託＋附加 5,786千円 5,786千円

R1決算額 指標名 目標設定の考え方・根拠

S

LED化したことで照度が上がり、市
民が安全にスポーツを楽しめる環
境整備と同時に省電力化による環
境配慮を促進した。

R2年度に改善した点

①市民体育館R元年度年間電
気料

②市民体育館R２年度年間電気
料

③

電気料対前年比率
（当年電気料÷前年度電気料×100）

照明灯をLED化することで、電気料は50％以上
の削減が見込めるところではあるが、設置個所
のみの電気料が算出できず、館（市民体育館と
総合運動場）全体となってしまうため、そのことを
考慮し、70％とした。

不必要な電気を使用しないように、こまめ
にスイッチを切る等を徹底した。

ス
ポー
ツ振
興課

実施計画ランク 事業の種別

一
般

R1予算現額

所沢市民体育館
等ＬＥＤ化整備事
業

根拠法令 R2予算現額

6,312千円

７．エネル
ギーをみん
なにそしてク

リーンに

どのように貢献したか

施設利用者の余暇活動、
健康増進に寄与した。

9,989千円

指標名

ス
ポー
ツ振
興課

実施計画ランク 事業の種別

一
般

R1予算現額 目標設定の考え方・根拠

11,572千円

R2年度に改善した点

①体育施設整備費執行額（修
繕）
②体育施設整備費予算額（工
事）
③体育施設整備費執行額（工
事）

整備施設の整備率（予算執行額÷予算額×
100）

施設の修繕、整備を目標とし、年々進む老朽化
に対応しながら、安全かつ快適な施設運営を
行っていく。

北中運動場トイレ改修、市民体育館ヒート
ポンプチラー改修、市民体育館サブアリー
ナ等（柳瀬・富岡・三ヶ島地区体育館）床改
修、総合運動場立体駐車場（南側）防水改
修工事を行った。

R1決算額

100.6%

根拠法令 R2予算現額

11,500千円スポーツ基本法、所沢市体育施設設置及び管理条例

体育施設整備事
業

100.0%

重要 自治事務 法定受託事務 法定受託＋附加 10,000千円

R2実績

非常勤
特別職

0.00 人

R2決算額（見込み）

R1目標

市民が生涯に渡ってスポーツを楽しめるよ
う、計画的な施設整備、既存施設の修繕を
行っていく。

目標達成済

事業達成に向けての現在の課題及び今後
の課題解決に向けた取り組み

100.0%

S

体育施設は年々老朽化が著しく進
んでいることから、安全かつ快適な
施設運営のためにも、引き続き施
設の修繕、改修に努めていきたい。

R2目標値が未達成の理由・分析

100.0%

R1実績

1.40 人 R3目標

臨時職員 0.00 人 ①11,571,703円
②173,442,000円
③151,129,000円（このうち6,454
千円はスポーツ振興くじ助成金
が交付）

R2目標7,231千円

R2正規職員
人件費

R2その他職員
従事割合

100.0%

S47～ 11,435千円

事業の目的及び具体的な内容
R1正規職員
人件費

R1その他職員
従事割合

市民の健康増進に寄与し、余暇活動の充実を図る
ため、利用者が安全かつ快適に利用できるよう体育
施設の整備を行う。
①所沢市公共施設等管理計画の内容に沿った整備
を検討する。②所沢市公共建築物修繕計画に基づく
改修工事を行う。③緊急性の高いものについては、
随時、修繕を実施する。

0.87 人

期間
会年職員 0.00 人

実施計画ランク 事業の種別

一
般

R1予算現額

根拠法令 R2予算現額

スポーツ基本法、体力つくり市民会議交付金交付要綱 1,084千円

体力つくり市民会
議交付金

重要

事業達成に向けての現在の課題及び今後
の課題解決に向けた取り組み

指標名 目標設定の考え方・根拠

A

R2決算額（見込み）

2,700千円

R1実績 R2目標値が未達成の理由・分析

R2実績

幅広く市民がスポーツに親しむことができ
るように、スポーツに関心のない市民も参
加したくなる種目に改め、内容を充実させ
る必要がある。

事業の目的及び具体的な内容
R1正規職員
人件費

①大会参加者数

②

③

自治事務 法定受託事務 法定受託＋附加 2,700千円

所沢市民の健康と体力向上のた
め、その実践活動の促進と関係団
体相互の連絡調整を行っている。
市全体的なスポーツ大会をはじ
め、各支部で運動会や各種スポー
ツ大会及び講習会などを実施して
いる。

R2年度に改善した点

大会参加者数維持率
（参加者数÷前年度参加者数×１００）

体力つくり事業として実施している各種スポーツ
大会の参加者数を増やしていく。

特になし

R1目標

99.0%

新型コロナウイルス感染拡大防止のため、全イ
ベントが中止となったため。

100.0%

0.0%

665千円 臨時職員 0.00 人

①0人

②

③

R2目標

R2正規職員
人件費

R2その他職員
従事割合

100.0%

100.0%

期間 0.34 人 R3目標

「体力つくり市民会議」は、スポーツ・レクリエーション
大会や各種教室の実施を通じて、ゆとりある市民生
活や体力の向上発展に寄与している。また、各支部
への支援を行なうことにより市民の生涯スポーツへ
の機会の提供を行う。この組織の活動を支援するこ
とを目的としている。

0.08 人

S47～ 2,777千円
会年職員 0.00 人

ス
ポー
ツ振
興課

実施計画ランク 事業の種別

一
般

ス
ポー
ツ振
興課

重要 自治事務 法定受託事務

R1予算現額

R2正規職員
人件費

根拠法令 R2予算現額

スポーツ基本法、スポーツ少年団補助金交付要綱 1,110千円

事業の目的及び具体的な内容
R1正規職員
人件費

法定受託＋附加 1,110千円

指標名

B

新型コロナウイルスの関係で、登
録団体数が71団体から61団体に
減ったため。

R2目標 R2実績

R2その他職員
従事割合

R2決算額（見込み）

R1実績

100.0% 79.6%

R2年度に改善した点

少子化傾向にあるものの、スポーツ少年団の周
知や魅力を高め、登録数を維持していくもの。

所沢市スポーツ少年団種目別補助金規程
を作成しました。これにより、報告書の様式
を統一化することで補助金の使途の明確
化が図れました。

事業達成に向けての現在の課題及び今後
の課題解決に向けた取り組み

今後もインターネットやＳＮＳなど活用して、
スポーツ少年団の周知を行い、登録団数
及び登録者数を確保していく。

新型コロナウイルスの関係で登録数が減少した
ものと思われる。また近年の児童数の減少によ
るものと考えられる。

R2目標値が未達成の理由・分析

目標設定の考え方・根拠

R1目標

①登録数

②登録団体

③

登録数の維持率
（今年度登録数÷前年度登録数×100）

700千円

スポーツを愛好する青少年がスポーツを通じ心身の
健全な育成及び鍛錬することを目的に結成した単位
スポーツ少年団を、育成･支援するために「所沢市ス
ポーツ少年団」が結成された。この組織が行う事業
と組織の充実を図るために、交付金の交付を開始し
た。

0.43 人
非常勤
特別職

0.00 人 100.0% 95.2%

3,574千円 臨時職員 0.00 人
①1,947人

②61団体

③
期間 0.54 人

スポーツ少年団補
助金

R1その他職員
従事割合

R3目標

S48～ 4,411千円 100.0%
会年職員

どのように貢献したか

利用者の利便性を図り、Ｃ
Ｏ２排出量の削減及び光
熱費等維持管理の縮減に
貢献した。

３．すべての
人に健康と

福祉を

３．すべての
人に健康と

福祉を

どのように貢献したか

令和2年度は全イベント中
止。

３．すべての
人に健康と

福祉を

どのように貢献したか

青少年がスポーツをする場
の確保に寄与した。

R1決算額

0.00 人

R1決算額

1,110千円

1,059千円

非常勤
特別職

0.00 人

R1その他職員
従事割合
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成果指標
事業自体が
貢献する
項目

SDGsへの貢献
(最大3つ)

活動実績(R2)

経費

投入コスト

実施手法等
の工夫により
貢献できた
項目(任意)

評価及び次年度以降に向けた課題・取り組みなど

総合
評価

評価
理由

現状の課題
会
計

成果

所属
名称

事務事業名称 事業概要（全体）

項目名

■ □ □

実績

評価者

スポーツ振興課長　廣谷　貴紀

項目名

■ □ □

実績

評価者

スポーツ振興課長　廣谷　貴紀

項目名

■ □ □

実績

評価者

スポーツ振興課長　廣谷　貴紀

項目名

■ □ □

実績

評価者

スポーツ振興課長　廣谷　貴紀

ス
ポー
ツ振
興課

実施計画ランク 事業の種別

一
般

R1予算現額

法定受託事務 法定受託＋附加 3,000千円

スポーツ基本法、体育協会補助金交付要綱

B

R2決算額（見込み）

1,500千円

3,000千円

100.0% 76.3%

R1目標 R1実績 R2目標値が未達成の理由・分析

重要 自治事務

R2年度に改善した点

市民がスポーツに参加する機会を確保するた
め、所沢市スポーツ協会加盟団体の全てが市民
を対象とした講習や大会を開催するように促して
いく。

加盟団体が一堂に会する会議の中で、市
民向けの事業を各団体で開催するよう依
頼した。

事業の目的及び具体的な内容

R1決算額 指標名

R1その他職員
従事割合

目標設定の考え方・根拠

市民を対象とした講習や大会を実施した加盟団
体数（市民大会実施団体数÷加盟団体数×
100）

新型コロナウイルスの関係で大会中止を余儀な
くされた団体が多数あったため。

根拠法令 R2予算現額

所沢市におけるスポーツを振興し、市民の体力向上
とスポーツ精神の高揚をはかり、もって市民生活の
向上発展を目的に設立された当協会に交付金を交
付することにより、この協会設立目的達成を支援す
る。

0.23 人
非常勤
特別職

0.00 人

1,912千円

1,500千円

0.00 人

R1正規職員
人件費

天候に左右される団体は予備日を設ける
など必ず実施できるように会場の確保など
で支援していく。

R2正規職員
人件費

R2その他職員
従事割合

100.0% 18.4%

100.0%
会年職員

①加盟団体数

②市民対象事業実施団体数

③

スポーツ協会が中心となり、所沢シ
ティマラソン大会や所沢市陸上競
技選手権大会の運営を行ってい
る。また、市民を対象としたスポー
ツの講習会や大会数も増加傾向に
ある。 事業達成に向けての現在の課題及び今後

の課題解決に向けた取り組み

S29～ 3,186千円

①38団体

②7団体

③

R2目標 R2実績

R3目標

臨時職員

スポーツ協会補助
金

重要 自治事務

600千円

期間 0.39 人

新種目団体の加盟を促進し、会員数の増
加に努め、レクリエーション活動の推進を
図り、市民（特に高齢者）の健康増進を図
る。

R2決算額（見込み）

R1決算額 指標名

78.6%

新型コロナウイルスの関係で大会が中止となっ
た加盟団体があるため。

100.0% 7.1%

R1予算現額

レクリエーション協
会補助金

スポーツ基本法、所沢市レクリエーション協会補助
金交付要綱

事業の目的及び具体的な内容
R1正規職員
人件費

R2実績

根拠法令 R2予算現額

市民を対象とした講習や大会を実施した加盟団
体数
（市民対象事業実施団体数÷加盟団体数×
100）

市民を対象とした講習や大会を実施した加盟団
体数
（市民対象事業実施団体数÷加盟団体数×
100）

法定受託事務 法定受託＋附加 600千円

ス
ポー
ツ振
興課

実施計画ランク 事業の種別

一
般

目標設定の考え方・根拠

0.33 人
非常勤
特別職

0.00 人 100.0%

480千円

①会員数

②加盟団体数

③市民対象事業実施団体数
R1目標 R1実績 R2目標値が未達成の理由・分析

事業達成に向けての現在の課題及び今後
の課題解決に向けた取り組み

2,743千円 臨時職員 0.00 人

①2,442人

②14団体

③1団体

R2正規職員
人件費

R2その他職員
従事割合

B

市民に対しレクリエーション活動を
普及するため、毎年2月にレクリ
エーションまつりを開催している。ま
た、市民を対象としたスポーツの講
習会や大会数を増やす取り組みを
行っている。

R2年度に改善した点

加盟団体が一堂に会する会議の中で、市
民向けの事業を各団体で開催するよう依
頼した。

根拠法令

期間 0.34 人 R3目標

レクリエーションを原動力として、市民と共に地域の
活性化を図る活動を繰り広げていくため設置され、
当該団体の活動を支援するために補助を開始した。
近年少子高齢社会が進んでいる中、レクリエーショ
ンを通じて、市民の健康増進を図るとともに関係団
体相互の親睦を密にし、レクリエーション運動の推
進を図る。

①会員数

②種目別活動数

③

総合型地域ス
ポーツクラブ支援
事業

H11～ 2,777千円

R2目標

R2目標値が未達成の理由・分析

100.0%

ス
ポー
ツ振
興課

実施計画ランク 事業の種別

一
般

R1予算現額 R1決算額 指標名 目標設定の考え方・根拠

A

地域住民を中心とした運営により、
令和2年1月に20週年目を迎えた。
クラブの種目については現在14種
目となっている。成果指標について
も、新規会員の獲得に向けた取り
組みを行っており、おおむね目標を
達成している。

R2正規職員
人件費

R2その他職員
従事割合

R2予算現額 R2決算額（見込み）

R2年度に改善した点

会員数維持率
（今年度会員数÷前年度会員数×100）

スポーツクラブの周知や魅力を高め、会員数を
維持していくことを目標とする。

コロナ禍により活動自粛期間が長かった
が、クラブ活動を実施した団体について
は、コロナウイルスのガイドラインを遵守し
つつ活動を行った。

R1目標

新型コロナウイルスの影響により活動場所の制
限が多く、クラブ活動自体が行われていない状
況から、会員数が減少したことによる。

100.0% 97.6%

100.0%

R1実績

重要 自治事務 法定受託事務 法定受託＋附加 0千円 0千円

スポーツ基本法 0千円 0千円

事業の目的及び具体的な内容
R1正規職員
人件費

R1その他職員
従事割合

事業達成に向けての現在の課題及び今後
の課題解決に向けた取り組み

582千円 臨時職員 0.00 人

①1,098人

②14団体

③

R2目標 R2実績

クラブの周知を図るとともに、魅力ある活動
を通じて、会員数の増加を図っていく。
また、クラブ設立20周年に向け、記念事業
を検討していく。

0.07 人
非常勤
特別職

期間 0.06 人 R3目標

H12～ 490千円

所沢市総合型地域スポーツクラブの活動支援を行う
ことで、クラブの拡充による住民自治活動の推進や
スポーツ人口の拡大など、生涯継続していくことがで
きるスポーツ活動の振興に寄与するため。

0.00 人 100.0% 101.9%

ス
ポー
ツ振
興課

実施計画ランク 事業の種別

一
般

R1予算現額

スポーツ大賞表彰
式開催事業

根拠法令 R2予算現額

3,990千円

令和２年度は、新型コロナウイルス
の影響で全国大会等が相次いで中
止となり、スポーツ大賞の選考にも
大きな影響を及ぼし残念ながら、優
秀選手賞の該当者はいなかった。
それでも奨励賞及び団体賞は表彰
され、市のスポーツ振興の一端に
寄与することとなった。

R2年度に改善した点

スポーツ大賞を格式あるものとするため、受賞者
をはじめ、より多くの市民が関心を持つように、
参加者数を目標とした。

新型コロナウイルスの感染拡大防止のた
め、スポーツ大賞のみの実施（体育協会賞
表彰式は中止）とした。

事業達成に向けての現在の課題及び今後
の課題解決に向けた取り組み

表彰者や関係者だけでなく、幅広く市民が
関心をもって参加いただけるよう、内容を充
実させるとともに、インターネットやＳＮＳを
活用して事業の周知を充実させていく。

例年、スポーツ大賞及び体育協会賞の表彰も併
せてスポーツ大賞表彰式として開催していたが、
新型コロナウイルスの感染拡大防止のため、ス
ポーツ大賞のみ（２名＋１団体）の表彰式として
縮小開催したことにより大幅に参加人数が減と
なった。

指標名 目標設定の考え方・根拠

A

R2決算額（見込み）

R1目標 R1実績 R2目標値が未達成の理由・分析

①51人

②

③

R2目標

①候補者推薦件数

②

③

重要 自治事務 法定受託事務 法定受託＋附加 119千円 77千円

所沢市スポーツ大賞設置及び表彰要綱 121千円 67千円

事業の目的及び具体的な内容
R1正規職員
人件費

R1その他職員
従事割合

R2実績

R2正規職員
人件費

表彰式参加者数
（参加者数÷前年度参加者数×１００）

100.0% 60.0%

100.0%

0.48 人
非常勤
特別職

0.00 人 100.0%

期間 0.27 人 R3目標

S47～ 2,205千円

スポーツ界で優秀な成績を収めたもの及びスポーツ
の振興に寄与したものを顕彰することで、市民のス
ポーツ活動への参加意欲を喚起することを目的とす
る。

5.6%

会年職員 0.00 人

３．すべての
人に健康と

福祉を

どのように貢献したか

市民のスポーツ活動への
場の確保に寄与した。

どのように貢献したか

市民がスポーツに参加す
る場の確保に寄与した。

３．すべての
人に健康と

福祉を

３．すべての
人に健康と

福祉を

どのように貢献したか

市民のスポーツ活動への
参加意欲を喚起した。

３．すべての
人に健康と

福祉を

どのように貢献したか

高齢者の健康増進に寄与
した。

0.00 人

会年職員 0.00 人

600千円

R1その他職員
従事割合

会年職員 0.00 人

0.00 人

R1決算額

R2その他職員
従事割合

臨時職員
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項目名

■ □ □

実績

評価者

管財課長　浅見　仙隆

項目名

■ □ □

実績

評価者

マチごとエコタウン推進課長　安藤善
雄

項目名

■ □ □

実績

評価者

マチごとエコタウン推進課長　安藤善
雄

第4章　みどりあふれる持続可能なエコタウン  第１節　低炭素社会

会年職員 0.00 人

会年職員

R3目標

H30～ 18,051千円
市域における再生可
能エネルギー設備の
総出力　40.1MW

0.00 人

期間

105施設

14,962千円 臨時職員 0.00 人
①低圧公共施設182件で環境
にやさしい電力の調達を図っ
た。

②市内農地における官民連携
のソーラーシェアリングの関係
事業者と連携覚書を締結し、事
業を推進。

③本庁舎、市民医療センター、
上下水道局庁舎に加え、保健
センター、まちづくりセンター、こ
どもと福祉の未来館において、
「RE100の日」を実施。

2.21 人

事業の目的及び具体的な内容
R1正規職員
人件費

R1その他職員
従事割合

R1目標

1.80 人 99施設　市が率先して環境にやさしい電力を利用するな
ど、再生可能エネルギーの普及推進を図ることによ
り、市域における温室効果ガス排出量の削減につ
なげていくものである。
【主な取組】
・メガソーラー所沢、フロートソーラー所沢の運営
・小中学校屋根貸し太陽光発電事業
・公共施設における環境にやさしい電力の利用推進
・再生可能エネルギーの普及推進
平成30年度調査結果を踏まえ、ソーラーシェアリン
グ等の取組を後押し。
・所沢版RE100の取組み
毎月特定の1日を「RE100の日」とし、その日の使用
電力を再生可能エネルギー100％にすることで、再
生可能エネルギーの普及啓発を図る。

低圧公共施設の電力契約を一元管理し、
全庁的な切替を行った。
「RE100の日」の対象施設を保健セン
ター、まちづくりセンター、こどもと福祉の
未来館まで拡大した。

事業達成に向けての現在の課題及び今
後の課題解決に向けた取り組み

低圧公共施設180件
で電力受給開始

最優先 自治事務 法定受託事務 法定受託＋附加 368千円

R2正規職員
人件費

65,045千円

R2決算額（見込み）

R1実績 R2目標値が未達成の理由・分析

目標達成済

R2目標 R2実績

低圧公共施設182件
で電力受給開始

実施手法等
の工夫により
貢献できた
項目(任意)

再生可能エネル
ギー普及推進事業

64,767千円

ゼロカーボンシティの実現に向け、市域に
おける環境にやさしい電力の供給を㈱とこ
ろざわ未来電力を通じて推進していく。
農地におけるソーラーシェアリングは地域
新電力への電力供給の開始に加え、更な
る地域振興の新たな手法を引き続き事業
者と模索していく。
所沢版RE100は、「RE100の日」の市民等
への普及啓発効果を高めるため、SNSな
どの情報発信内容の見直しを図る。

今後は、次世代自動車の導入を目指すが
車両選択、駐車場所、充電施設等での課
題が多い。

98.0%

目標設定の考え方・根拠

A

㈱ところざわ未来電力の、低圧公
共施設の電力受給施設数が182施
設となり、成果目標を達成してい
る。
市内農地おけるソーラーシェアリン
グは、農地法上の許可、環境省補
助金の採択を受け、工事を着工し
たが、資材の納期遅れにより、完
竣工が令和3年5月に後ろ倒しと
なった。
また、「RE100の日」については、本
庁舎、上下水道局庁舎、医療セン
ターに加え、保健センター、まちづく
りセンター、こどもと福祉の未来館
を新たに対象施設に加えることで、
市民等への再エネ利用の普及啓
発効果を高めた。

一
般

R1予算現額

非常勤
特別職

96千円

R2その他職員
従事割合

事業自体が
貢献する
項目

①電力調達方針に基づき公共
施設における環境にやさしい電
力の利用推進
②市域における再エネ普及推
進
③所沢版RE100の推進

（株）ところざわ未来電力の電力供給施設数（公
共施設）

当該事業は、市域における再生可能エネル
ギーの普及推進を目的としていることから、㈱と
ころざわ未来電力からの電力受給施設数（公共
施設）を指標とする。R3は、公共施設の切り替
えが完了しているため、市域における再生可能
エネルギー設備の総出力（MW）を指標とする。

R2年度に改善した点

事業達成に向けての現在の課題及び今
後の課題解決に向けた取り組み

指標名

A

目標設定の考え方・根拠

スマートハウス化推進補助金については、
省CO2効果等を勘案し、対象機器の見直
しや、受付方法についてエコリフォームを
通年受付、創エネ機器を4期毎の受付と
し、より利用しやすい形とした。エコファミ
リー認定事業については、気候変動の危
機感を持たせる案内文としたり、賞品の魅
力を向上したりと、改善を図った。

当事業の各種取組を進めると、市域からの温室
効果ガス排出量を削減できることから、左記項
目を指標とする。

目標設定の考え方・根拠

97.8%

R2その他職員
従事割合

①0台

②134台

③97.8%

R2目標 R2実績

低公害車導入率

R2目標値が未達成の理由・分析R1実績

指標名 R2年度に改善した点

B

H13～

臨時職員

期間 0.70 人

低公害車導入事業

目標達成に向けてある程度成果は
出ているが、事業が実施できな
かったため。

7,097千円
公用車の低公害車への入替えが100%となるま
では、新車の更新を定期的に行うことが必要で
ある。 特になし

R2決算額（見込み）

0.00 人 97.0%

0千円

R1その他職員
従事割合

公用車の新規購入を予定していたが、新型コロ
ナウイルス対策に関する財源を確保するため、
事業の見直しを行い、公用車購入を取りやめる
こととしたため。

98.0% 97.8%

R3目標

自治事務 法定受託事務
①導入台数

②導入実績

③導入率

管財
課

実施計画ランク 事業の種別

一
般

0.00 人

5,735千円

9,564千円

R1目標

9,200千円

R1決算額

市域における温室効果ガス排出量の削減率

66,127千円

根拠法令

5,718千円

良好な環境を将来の世代に引き継ぐことを目的とし
ている埼玉県地球温暖化対策推進条例に基づき、
大気汚染防止の観点から低公害車の導入を進めて
いる。

非常勤
特別職

0.69 人

自治事務 68,385千円68,502千円

「所沢市マチごとエコタウン推進計画（第3期所沢市
環境基本計画）」に掲げる将来像「“人と人”、“人と
自然”との絆で、子どもたちの未来を紡ぐ　エコタウ
ン所沢」の実現に向け、環境施策の総合的・計画的
推進を図るとともに、重点プログラムに掲げられて
いる地球温暖化対策やエネルギー施策に係る各種
事業を展開し、市域の低炭素化を推進するものであ
る。（事業内容：スマートハウス化推進補助事業、
「はじめよう　ECO生活！」エコファミリー認定事業、
環境審議会開催など）

R2決算額（見込み）

0.00 人

事業の種別

R2正規職員
人件費

25,767千円

一
般

法定受託＋附加

R2目標値が未達成の理由・分析

事務事業名称
所属
名称

経費

R1正規職員
人件費

R1予算現額

事業の目的及び具体的な内容

根拠法令

所沢市自動車管理規定、環境マネージメントシステム、
埼玉県地球温暖化対策推進条例

優先

スマートハウス化推進補助金については
家庭部門から排出されるCO2の削減に効
果的であることから、引き続きより効果的
な実施方法を工夫しながら進めていく。ま
た、マチエコ推進計画に掲げる協働・学習
プロジェクトを推進するため、市民の意見
を吸い出す場（ワークショップや気候市民
会議等）を設ける。

事業達成に向けての現在の課題及び今
後の課題解決に向けた取り組み

目標達成済未確定

0.00 人

R3目標

根拠法令

特になし

R1決算額 指標名

R2予算現額

0.00 人
マチ
ごと
エコ
タウ
ン推
進課

実施計画ランク 事業の種別

投入コスト
会
計

R1決算額

R1正規職員
人件費

3.25 人

0.35 人

非常勤
特別職

臨時職員

R2その他職員
従事割合

R2予算現額

マチ
ごと
エコ
タウ
ン推
進課

特になし

実施計画ランク

最優先

3.10 人

67,083千円

R2予算現額

R2正規職員
人件費

法定受託＋附加法定受託事務

事業概要（全体）

評価及び次年度以降に向けた課題・取り組みなど

評価
理由

総合
評価

事業の目的及び具体的な内容

会年職員

成果

成果指標

R1予算現額

活動実績(R2)

SDGsへの貢献
(最大3つ)

R2目標

７．エネル
ギーをみん
なにそしてク

リーンに

15.1%

R1目標

市域からの温室効果ガス排出削減
に係る目標（R1実績)は達成してい
るため。

R2実績

現状の課題

①スマートハウス化推進補助金
交付件数

②「はじめよう　ECO生活！」エ
コファミリー認定事業参加者数

③環境審議会の開催

㈱ところざわ未来電力の排
出係数は、東京電力と比
較すると半分程度の値と
なっており、相当の二酸化
炭素削減に貢献した。

R1実績

R2年度に改善した点

マチごとエコタウン
推進事業

期間

Ｈ26～

7.6%

R1その他職員
従事割合

①566件 （約524t-CO2の削減
に相当）
②12,185名（約11.9t-CO2の削
減に相当）
③7/17（書面会議）、11/17の2
回開催。第2回目は答申書受け
渡し。

11.0%

9.3%

26,546千円

環境にやさしい低公害車に
ついて、高い導入率を維持
している。

７．エネルギー
をみんなにそ
してクリーンに

１３．気候変
動に具体的
な対策を

どのように貢献したか

１１．住み続
けられるまち

づくりを

どのように貢献したか

どのように貢献したか

再エネ機器導入推進等の
取組により温室効果ガスの
削減をし、持続可能な社会
構築のための貢献をした。

１１．住み続
けられるまち

づくりを

１３．気候変
動に具体的
な対策を

７．エネル
ギーをみん
なにそしてク

リーンに
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第4章　みどりあふれる持続可能なエコタウン  第１節　低炭素社会

実施手法等
の工夫により
貢献できた
項目(任意)

事業自体が
貢献する
項目

事務事業名称
所属
名称

経費

投入コスト
会
計

事業概要（全体）

評価及び次年度以降に向けた課題・取り組みなど

評価
理由

総合
評価

成果

成果指標活動実績(R2)

SDGsへの貢献
(最大3つ)

現状の課題

項目名

■ □ □

実績

評価者

マチごとエコタウン推進課長　安藤善
雄

項目名

■ □ □

実績

評価者

道路建設担当参事　　𠮷田　進一

会年職員

会年職員 0.00 人

R1その他職員
従事割合

R1決算額

R1決算額

R2決算額（見込み）

H30～Ｒ7 12,987千円

8,312千円 臨時職員 0.00 人

非常勤
特別職

0.00 人

R2その他職員
従事割合

根拠法令

100.0%

期間 1.59 人

R2目標

所沢市総合治水対
策事業（清柳橋改築
事業）

最優先 自治事務 法定受託事務 法定受託＋附加 82,533千円 31,623千円

指標名 目標設定の考え方・根拠

B

100.0%

R1目標 R1実績 R2目標値が未達成の理由・分析

87.5%

R3目標

橋りょう築造を共同で進める埼玉県及び
清瀬市と密に協議すると伴に調整を図り
進めている。

事業達成に向けての現在の課題及び今
後の課題解決に向けた取り組み

①令和3年8月竣工予定

②令和3年3月26日完了

③令和3年3月30日完了

④44.86㎡取得

一
般

R1予算現額

R2実績

R2年度に改善した点

①橋りょう右岸工事

②市道1-900号線用地測量

③市道1-900号線詳細設計

④用地取得

埼玉県、清瀬市と共同で行う橋梁築造及び周辺
道路整備に係る工事計画に対する達成率

橋りょうの築造にあたり、各年度で計画した業
務がどれくらい達成できたかで評価する。

特になし

100.0%

接続市道について、道路線形が確定せず、具
体的な用地交渉に至ることができなかった。

R2予算現額

　本市を流域に持つ柳瀬川については、埼玉県が河川
整備を進めている。しかし、東川との合流点前後区間
は、所沢市と清瀬市が管理者である清柳橋が障害とな
り、これまで進めてきた柳瀬川と東川の河川整備の効果
が十分に発揮できない状況である。
　このため、今後の浸水被害の軽減を図るために、道路
管理者である所沢市と清瀬市及び河川管理者である埼
玉県とともに当該橋りょうの改築に取り組むものである。

道路法、河川法、土地収用法 142,290千円 131,472千円
1-900号線用地測量、1-900号線詳
細設計については完了し、目標達
成したが、用地取得は線形が確定
しなかったため目標未達成となっ
た。

75.0%

道路
建設
課

実施計画ランク 事業の種別

1.00 人

事業の目的及び具体的な内容
R1正規職員
人件費

R2正規職員
人件費

期間 0.70 人 R3目標

臨時職員 0.00 人

①26.4kW

②32.4kWh

③啓発モニターを設置

R2目標

R2～ 5,718千円

「マチごとエコタウン推進計画」に基づき、学校など
の公共施設に太陽光発電設備を整備することで、
再生可能エネルギーの普及推進と市域の一層の低
炭素化を進めるとともに、蓄電池を同時に導入する
ことで、レジリエンスの強化を図るものである。

導入施設：向陽中学校

R2実績

R2正規職員
人件費

R2その他職員
従事割合

2,578kW 2,578kW

2,585kW
0.00 人

R1実績

0.00 人
非常勤
特別職

0.00 人 - -

目標達成済

事業達成に向けての現在の課題及び今
後の課題解決に向けた取り組み

R2目標値が未達成の理由・分析

施設所管課と連携し、設置可能な公共施
設の選定と導入規模について、施設運営
への影響を考慮しながら、積極的な太陽
光発電の導入を図る。

プロポーザル方式による事業者選
定の実施により、費用対効果の高
い設備導入を進めることができた。
また、設計・施工一括型で実施する
ことにより、環境省補助金の交付を
受け、補助対象経費の２／３を国
費で賄うことで、事業費の削減に努
めた。

R2年度に改善した点目標設定の考え方・根拠

A

所沢市マチごとエコタウン推進計画に基づき、
市域の脱炭素化を実現するため、公共施設に
おける太陽光発電設備の導入を促進する。

R2予算現額 R2決算額（見込み）

特になし 34,921千円 33,880千円
R2年度新規事業につき、特になし

①太陽光発電設備の導入

②蓄電池の導入

③環境教育の実施

公共施設における太陽光発電設備の総発電出
力（累計）

R1その他職員
従事割合

R1目標事業の目的及び具体的な内容
R1正規職員
人件費

0千円

優先

指標名

公共施設太陽光発
電等設置事業

法定受託事務 法定受託＋附加 0千円

根拠法令

0千円自治事務

マチ
ごと
エコ
タウ
ン推
進課

実施計画ランク 事業の種別

一
般

R1予算現額

自家消費型太陽光発電設
備の導入により、二酸化炭
素排出量の削減に貢献す
るとともに、蓄電池の導入
でレジリエンス強化を図っ
た。

１３．気候変
動に具体的
な対策を

どのように貢献したか

１３．気候変
動に具体的
な対策を

７．エネル
ギーをみん
なにそしてク

リーンに

どのように貢献したか

浸水被害の軽減を図り、気
候関連災害や自然災害に
対する強靱性及び適応の
能力を強化する。

１１．住み続
けられるまち

づくりを
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第４章　みどりあふれる持続可能なエコタウン  第２節　みどり・生物

項目名

■ □ □

実績

評価者

みどり自然担当参事　奥村　稔

項目名

■ □ □

実績

評価者

みどり自然担当参事　奥村　稔

項目名

■ □ □

実績

評価者

環境対策課長　矢野　正和

項目名

■ □ □

実績

評価者

みどり自然担当参事　奥村　稔

第４章　みどりあふれる持続可能なエコタウン  第２節　みどり・生物

１４．海の豊
かさを守ろう

どのように貢献したか

河川の水質状況を知ること
により、環境施策の参考と
なった。

どのように貢献したか

希望する市民に、「みどり
のパートナー」として登録し
てもらい、官民のパート
ナーシップのもと、事業を
実施している。

６．安全な水
とトイレを世

界中に

令和２年度は、新型コロナ
ウイルスの影響により開催
中止とした。

１３．気候変
動に具体的

な対策を

１７．パート
ナーシップで
目標を達成

しよう

１５．陸の豊
かさを守ろう

どのように貢献したか

１３．気候変
動に具体的

な対策を

１１．住み続
けられるまち

づくりを

１５．陸の豊
かさを守ろう

１４．海の豊
かさを守ろう

どのように貢献したか

緑地の保全、及び緑化の
推進を実施することで、
自然環境や気候変動への
貢献、良好な住環境の創
出に貢献できた。

現状の課題

成果

成果指標

SDGsへの貢献
(最大3つ)

事業概要（全体）

評価及び次年度以降に向けた課題・取り組みなど

評価
理由

総合
評価

活動実績(R2)投入コスト
会
計

事務事業名称
所属
名称

経費

2 5

6

R3目標

重要 278千円

R1正規職員
人件費

期間

自治事務 法定受託事務 法定受託＋附加

R2予算現額

都市緑地法、ふるさと所沢のみどりを守り育てる条
例、生物多様性基本法

283千円

みど
り自
然課

実施計画ランク 事業の種別

みどりの審議会において、令和3年4月に
策定した「生物多様性ところざわ戦略」に
ついても、みどりの基本計画に掲げられた
施策であることから、進行管理を行っていく
こととする。

目標設定の考え方・根拠

Ｓ
R2目標値が未達成の理由・分析

R1決算額

根拠法令 市域の保全配慮地区における地域制緑地の指
定件数（拡大含）

R1その他職員
従事割合

R1目標 R1実績一
般

R1予算現額 指標名

1

R2正規職員
人件費

R2その他職員
従事割合

目標は達成している。
引き続き、みどりの基本計画の方
針に基づき、地権者の理解を得な
がら地域性緑地の指定、及び拡大
を推進する。加えて、新規の指定対
象についても検討していく。
また、みどりの審議会において、み
どりの基本計画に基づく施策や事
業の進行管理を行うことにより、み
どりの保全や創出に係る施策や事
業の推進、展開を図る。

R2年度に改善した点

みどりを保全していくためには土地所有者の協
力のもと、一定の土地利用規制を加える地域制
緑地の指定を進めることが基本となることから、
地域制緑地の指定件数を指標とした。

みどりの基本計画の基本方針と整合させ、
パブリックコメントやみどりの審議会での審
議を踏まえ、令和3年4月に「生物多様性と
ころざわ戦略」を策定した。

達成

事業達成に向けての現在の課題及び今
後の課題解決に向けた取り組み

1.20 人

9,802千円

307千円

①みどりの審議会の開催回数

②ゼネラルマネジャー幹事会の
開催回数

104千円

会年職員 0.00 人

R2決算額（見込み）

①3回

②3回

「所沢市みどりの審議会」において、みどりの基本計
画に基づく施策や事業の進行管理を行うことにより、
みどりの保全や創出に係る施策や事業等の推進を
図る。

1.15 人 1

みどりの基本計画
推進事業

事業の目的及び具体的な内容

非常勤
特別職

0.00 人

H21～

9,559千円 臨時職員 R2目標 R2実績

実施計画ランク 事業の種別

一
般

R1予算現額

本市のブランドである豊かなみどりの保全に対する
市民の理解と意識の向上を図るため、「みどりのふ
れあいウォーク」を開催する。また、イベントの際に
緑の募金運動を実施し、参加者から寄附金を募る。
さらに、夏場の省エネの推進に向け「みどりのカーテ
ン」を市民に広く実施してもらうため、朝顔とゴーヤ
の種子袋を配布するとともに、みどりのカーテンコン
テストを開催する。

1.45 人

R2正規職員
人件費

H18～

重要 自治事務

R1決算額 指標名

ふるさとのみどり啓
発事業

根拠法令

2,503千円

事業の目的及び具体的な内容

目標設定の考え方・根拠

―

みどりのふれあいウォークとしての
イベント自体については、一定の評
価を得る事は出来ているが、緊急
事態宣言中の開催は、３密を伴うと
判断し共同開催者との協議のうえ
中止とした。コロナ禍が落ち着けば
来年度開催を再開する予定であ
る。

R2予算現額 R2決算額（見込み）

ふるさと所沢のみどりを守り育てる条例、所沢市緑
の基金条例

4,006千円

ふるさとみどりの啓発事業の中で、最も大きく、
又、市内住民のみならず、近隣市民も参加する
一大イベントとなっているため、参加人数を指標
とする。なお、令和元年度以降は、実情に即し
毎年2,000人を目標とすることとした。

みどりのふれあいウォーク参加人数

R1実績

次年度以降の開催に向け、募集方法・集
合方法・スタート方法について、3密を回避
する方法や、トイレ等の除菌対策をどう
行っていくか等の検討を行った。

新型コロナウイルス感染症に係る緊急事態宣
言中であったためイベント開催は中止とした。

事業達成に向けての現在の課題及び今
後の課題解決に向けた取り組み

R2目標値が未達成の理由・分析

令和２年度は開催中止となったことから、
令和３年度のウォーク開催に向け、西武鉄
道をはじめ関連団体とも協議しながら、十
分なコロナ対策を検討していく必要があ
る。

法定受託事務 法定受託＋附加 4,381千円 3,745千円 ①みどりのカーテンコンテスト応
募数
②啓発用種子袋の配布数

③みどりのふれあいウォーク参
加人数

R1正規職員
人件費

R1その他職員
従事割合

R1目標

非常勤
特別職

0.00 人 2000 1855

12,052千円 臨時職員 0.10 人
①31件

②4000袋

③0人

R2目標 R2実績

R2その他職員
従事割合

2000 0

2000

期間 1.70 人 R3目標

13,886千円

実施計画ランク 事業の種別

一
般

R1予算現額

みどりのパートナー
活動推進事業

5,046千円

みど
り自
然課

根拠法令 ふるさと所沢のみどりを守り育てる条例 R2予算現額

R1決算額

会年職員 0.00 人

みど
り自
然課

指標名 目標設定の考え方・根拠

R2決算額（見込み）

Ｓ

パートナー登録者数としては、目標
値を達成している。
パートナーの基礎能力を高めるた
め、平成２７～２９年度にかけて初
級・中級・里山管理指導員派遣の
講座を開催してきた。
受講者から高評価を頂いた事もあ
り、未受講者を対象に、平成３０年
度に初級講座、令和元年度に中級
講座、令和２年度に里山管理指導
員派遣を実施した。

R2年度に改善した点

①指導員派遣の回数

②パートナー登録団体数

③みどりのパートナー活動補助
金

みどりのパートナー登録者数
みどりのパートナー登録者数を増やし、みどりの
保全及び創出を推進する事が当事業の目的と
なっているため登録者数を指標とする。

新型コロナウイルス感染防止対策として、
講師・受講者の手指の消毒等を実施した
上で、事業を実施した。

R1実績 R2目標値が未達成の理由・分析

達成

重要 自治事務 法定受託事務 法定受託＋附加 7,685千円 7,032千円

所沢市みどりのパートナー活動実施要綱、所沢市み
どりのパートナー活動支援事業補助金交付要綱

4,472千円

事業の目的及び具体的な内容
R1正規職員
人件費

R1その他職員
従事割合

R1目標

本市のみどりをより豊かにする市民活動を推進する
ため、みどりの保全及び緑化の推進に関して自発的
かつ実践的な活動を行う個人又は団体を「みどりの
パートナー」として登録し、このパートナーに対して情
報の提供や緑化資材の助成等、育成・支援等を行
う。

0.85 人
非常勤
特別職

0.00 人 1395 1410

1400

7,065千円 臨時職員 0.00 人
①8回

②57団体

③4,059千円

R2目標 R2実績

R2正規職員
人件費

R2その他職員
従事割合

1500

1405

期間 0.90 人 R3目標

H24～ 7,351千円
会年職員 0.00 人

R2年度に改善した点

事業達成に向けての現在の課題及び今
後の課題解決に向けた取り組み

事業自体が
貢献する
項目

実施手法等
の工夫により
貢献できた
項目(任意)

事業達成に向けての現在の課題及び今
後の課題解決に向けた取り組み

登録者数としては達成はしている。しかし、
パートナーが高齢化しており、活動の継続
が難しい団体も出てきている。今後の講習
では、スムーズな世代交代問題も取り上
げ、参加者にも協議してもらう。

指標名

法定受託＋附加 972千円 759千円

特になし 814千円 781千円

自治事務

実施計画ランク 事業の種別

一
般

R1予算現額

所沢市水生生物調
査委託事業

根拠法令 R2予算現額

2,410千円

優先 法定受託事務

目標設定の考え方・根拠

A

計画通りの調査を実施したため。

R2年度に改善した点

①調査地点数

②

③

計画実施率
（調査地点/計画地点×100）

市内7地点の調査を3年間で行う計画であること
から、当目標を計画実施率とした。

仕様書を見直し、コストの削減に努めた。

R1目標 R1実績
R1その他職員
従事割合

100.0%

R2目標値が未達成の理由・分析

目標達成済

臨時職員 0.00 人 R2実績

調査は河川工事等に大きく影響されるもの
であるため、積極的に情報収集を行い、計
画変更等に柔軟に対応する。

R2その他職員
従事割合

71.4% 71.4%

R3目標

①2地点

②

③

R2正規職員
人件費

0.29 人 42.9% 42.9%

0.00 人

R2目標

R1～ 3,431千円

市内の代表的な一級河川である柳瀬川、東川の合計7か
所において、水生生物の生息状況を調べ河川の水質を総
合的に評価し、環境学習、綺麗な河川や多様な生物が河
川に生息している所沢市のPR活動、環境保全の普及啓発
活動の推進を図っていくことを目的とする。

非常勤
特別職

0.00 人

環境
対策
課

会年職員
期間 0.42 人

事業の目的及び具体的な内容
R1正規職員
人件費

R1決算額

0.10 人

R2決算額（見込み）

76
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現状の課題

成果

成果指標

SDGsへの貢献
(最大3つ)

事業概要（全体）

評価及び次年度以降に向けた課題・取り組みなど

評価
理由

総合
評価

活動実績(R2)投入コスト
会
計

事務事業名称
所属
名称

経費

事業自体が
貢献する
項目

実施手法等
の工夫により
貢献できた
項目(任意)

項目名

■ □ □

実績

評価者

みどり自然担当参事　奥村　稔

項目名

■ □ □

実績

評価者

みどり自然担当参事　奥村　稔

項目名

■ □ □

実績

評価者

みどり自然担当参事　奥村　稔

項目名

■ □ □

実績

評価者

みどり自然担当参事　奥村　稔

どのように貢献したか

市民が、安全に道を渡るこ
とが出来る様、事務を進め
ている。周辺の環境を整備
するよう事務を進めてい
る。

どのように貢献したか

保存樹木等の指定を通じ
て、地球温暖化防止等の
森林の公益的機能の発揮
に寄与した。

１１．住み続
けられるまち

づくりを

どのように貢献したか

地域制緑地の指定や公有
地化を進めることで、自然
環境や気候変動への貢
献、良好な住環境の創出
に貢献できた。

１３．気候変
動に具体的

な対策を

１３．気候変
動に具体的

な対策を

１１．住み続
けられるまち

づくりを

１５．陸の豊
かさを守ろう

１４．海の豊
かさを守ろう

１３．気候変
動に具体的

な対策を

１１．住み続
けられるまち

づくりを

どのように貢献したか

緑地の管理・整備を通じ
て、地球温暖化防止等の
森林の公益的機能の発揮
に寄与した。

目標設定の考え方・根拠

85.48ha

目標設定の考え方・根拠

達成

指標名

R2その他職員
従事割合

37ha

①業者委託による剪定・伐採等
の管理
②みどりのパートナーによる除
草・清掃等の管理
③市民参加による保全管理作
業

42,296千円

37ha

37ha

R1目標

R1予算現額

緑地管理整備推進
事業

根拠法令

重要 45,753千円自治事務 法定受託事務 法定受託＋附加

ふるさと所沢のみどりを守り育てる条例、所沢市市
民の森設置要綱、所沢市市民緑地設置要綱

最優先 66,915千円

40.25ha

R1実績

R1決算額 指標名

みど
り自
然課

実施計画ランク 事業の種別

一
般

0.00 人

R2予算現額

73,245千円 72,267千円

R2正規職員
人件費

事業達成に向けての現在の課題及び今
後の課題解決に向けた取り組み

指定管理地の保全には、剪定作業や枯損
木等の伐採作業が必要不可欠であること
から、増加し続ける管理地の維持のため、
適切な予算額の確保と造園会社の育成に
努めていくものとする。

Ｓ

管理の必要な緑地面積は増加傾
向にあるが、特に緊急性の高い箇
所から順番に管理を実施するな
ど、効率的な保全管理を図ることで
目標を達成することができた。

36.4ha

R2実績

R2年度に改善した点

管理作業実施面積

業者委託による剪定・伐採等の管理面積＋みど
りのパートナーによる除草・清掃等の管理面積
＋市民参加による保全緑地管理作業面積を指
標とする。

樹林地内でナラ枯れが拡大するおそれが
あったことから、ナラ枯れ木を発見した際
の、対応を造園会社と共有し、早急に手を
打つことができた。

R2目標値が未達成の理由・分析

R3目標

H6～ 19,603千円

①19.48ha

②20.27ha

③0.50ha

R2目標
地域制緑地の指定をした緑地（市民の森等）や、市
が買い入れや寄附によって取得した緑地の自然環
境や植生、景観を将来に引き継ぐため、高木の剪
定、不良木の伐採、除草等、適切な維持管理を行
う。また、市民が安全にみどりと触れ合う場を提供す
るため、市民に公開している緑地の園内柵や外周
柵の修繕等を行う。

期間 2.40 人

R1決算額

14,130千円 臨時職員 0.00 人

事業の目的及び具体的な内容
R1正規職員
人件費

R1その他職員
従事割合

R2決算額（見込み）

1.70 人
非常勤
特別職

みど
り自
然課

実施計画ランク 事業の種別

一
般

11,637千円

自治事務

R2正規職員
人件費

R1予算現額

期間

H24～

42,660千円

事業の目的及び具体的な内容

法定受託事務 法定受託＋附加 65,947千円

都市緑地法、ふるさと所沢のみどりを守り育てる条
例、ふるさと所沢の緑地の寄附に関する要綱

43,631千円

R2予算現額根拠法令
目標は達成している。
引き続き、豊かなみどりを守り育
て、未来の子どもたちに継承してい
くため、緑地保全制度の指定、及び
公有地化によるみどりの保全の取
り組みを進める。 事業達成に向けての現在の課題及び今

後の課題解決に向けた取り組み75ha

里山保全地域等指
定整備事業

R1正規職員
人件費

R1その他職員
従事割合

市内に残された貴重な緑地を保全し未来のこどもた
ちにふるさと所沢のみどりを継承するため、緑地保
全制度の指定を行うとともに、適切に管理するため
の方針となる保全管理計画を策定する。また、相続
や開発等により消失の恐れがある緑地について、土
地の取得（寄附受入を含む）により、公有地化を行
う。

R2決算額（見込み） 市域の保全配慮地区における地域制緑地の指
定面積

①植生調査

②みどりの公有地化

達成80ha

1.40 人
非常勤
特別職

0.00 人

96.65ha①9.1ha

②9,989㎡

R2目標 R2実績

12,660千円

緑地売却希望が増加傾向にあり、それに
伴い購入費や維持管理費も増加するた
め、予算拡大が必要となる。

85ha

Ｓ

指定面積（平成22年度からの累積（平成29年時
点累積55ha）とし、令和10年度までに110haを目
指すものである。）

緑地購入事務において、関係行政機関
（関東信越国税局、埼玉県及び庁内関係
課）と連携し事務を進めた。

R1目標 R1実績 R2目標値が未達成の理由・分析

R3目標

事業の種別

一
般

R1予算現額

保存樹木等指定促
進事業

事業の目的及び具体的な内容
R1正規職員
人件費

5,403千円

自治事務 法定受託事務重要

R1決算額

R2決算額（見込み）

ふるさと所沢のみどりを守り育てる条例、所沢市保
存樹木等支援事業補助金交付要綱

3,572千円 2,381千円

1.55 人

1,283千円

みど
り自
然課

R2目標値が未達成の理由・分析R1目標 R1実績

33

根拠法令

R2年度に改善した点

本事業中、最も希少価値の高い、ふるさとの樹
の本数を指標とした。

市内に業者登録のある造園業者に対し、
保存樹木等の所有者へ支援事業制度の
周知を依頼した。

法定受託＋附加 3,719千円

事業達成に向けての現在の課題及び今
後の課題解決に向けた取り組み

市街地にある、指定が掛かっていない樹
木の調査を行い、保存樹木制度について
更なる周知を図り、新規発掘に努める。

市街化区域及びその周辺区域と範囲が狭い事
により、新規登録が難しい状況にある。また、現
在指定されている樹木についても、高齢化によ
り維持管理が困難となってしまっている事等に
よる。

R2目標

実施計画ランク 指標名 目標設定の考え方・根拠

Ｃ

補助金制度については、所有者か
ら一定の評価は得ているが、管理
にあたっては補助対象外の経費も
生じるため、所有者にとって管理に
伴う全体の負担が大きく、指定登録
予定数には至っていない。

ふるさとの樹の指定本数

50

50

R2実績

33

50
非常勤
特別職

0.00 人

R2予算現額

臨時職員 0.00 人

①4件

②4件

①保存樹木管理の補助件数

②保存樹林管理の補助件数

R1その他職員
従事割合

R2正規職員
人件費

R2その他職員
従事割合

136,611千円

期間 0.80 人 R3目標

市街地やその周辺のみどりの永続的な保全を図る
ため、保存樹木等に対する損害賠償責任保険への
加入や保全管理費用の助成による所有者への支援
を行う。また、保存樹木等の指定制度について市民
に周知し、新たな保存樹木等の指定を行うとともに、
市民の保存樹木等の保全に対する関心を高める。

0.65 人

H27～ 6,534千円
会年職員 0.00 人

R1正規職員
人件費

みど
り自
然課

実施計画ランク 事業の種別

一
般

R1予算現額

R2正規職員
人件費

H27～R3

ふるさと所沢のみどりを守り育てる条例　　　　　

70.0%

最優先 自治事務 法定受託事務 法定受託＋附加

R2予算現額 R2決算額（見込み）根拠法令

狭山湖周辺人道橋
整備事業

事業の目的及び具体的な内容

指標名

12,870千円

①橋建設工事および周辺整備
工事

事業進捗状況率

R1決算額

R1その他職員
従事割合

R1目標 R1実績

13,261千円

135,009千円

R2その他職員
従事割合

85.0% 85.0%

非常勤
特別職

70.0%

8,312千円 0.00 人

0.00 人

新型コロナウイルスの影響により遅延が
懸念されていたが、令和２年度内に建設工
事が完成する見込みとなったので、工事の
平準化に資するため、令和２年度中に周
辺整備工事を発注した。

事業達成に向けての現在の課題及び今
後の課題解決に向けた取り組み

工事着工後、計画通りに建設業務が進め
られるよう、関係機関と各種連絡調整を行
う。

当初、平成３０年度で事業終了する予定で指標
設定していたが、建設工事入札が不調・中止と
なったことにより、令和３年度まで事業を延長し
たため、平成２７年度から令和３年度までの事
業進捗率を指標とした。

目標達成済み。

R2目標値が未達成の理由・分析

10,618千円
会年職員 0.00 人

①橋建設工事が完了した。周辺
整備工事についても、発注済
み。

R2目標 R2実績

100.0%

R3目標

臨時職員

期間 1.30 人

狭山湖や狭山丘陵の散策者及び観光客に、みどり
の保全と創出の理解を促すとともに、散策者等が安
全に周遊できるようにするため、散策路整備の一環
として、狭山湖北東部に位置する緑地帯を縦断する
市道5-4号線に景観に配慮した人道橋を整備する。

1.00 人

R2年度に改善した点

R2年度に改善した点目標設定の考え方・根拠

Ｓ

平成３０年度中に建設工事に着工
する予定だったが、原材料費の高
騰などの理由により工事入札が不
調・中止となったことから、令和元
年度の詳細設計変更を経て、令和
２年度には建設工事が無事に完了
した。
なお、３月には令和３年度の周辺整
備工事に向け入札・工事発注を
行った。

会年職員 0.00 人

会年職員 0.00 人

臨時職員 0.00 人

R2その他職員
従事割合
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現状の課題

成果

成果指標

SDGsへの貢献
(最大3つ)

事業概要（全体）

評価及び次年度以降に向けた課題・取り組みなど

評価
理由

総合
評価

活動実績(R2)投入コスト
会
計

事務事業名称
所属
名称

経費

事業自体が
貢献する
項目

実施手法等
の工夫により
貢献できた
項目(任意)

項目名

■ □ □

実績

評価者

みどり自然担当参事　奥村　稔

項目名

■ □ □

実績

評価者

みどり自然担当参事　奥村　稔

項目名

■ □ □

実績

評価者

みどり自然担当参事　奥村　稔

項目名

■ □ □

実績

評価者

公園課長　市村　浩昭

どのように貢献したか

武蔵野の平地林の保全を
行うとともに、希少動植物
の保護に貢献した。

保育園園庭の芝生化によ
り、地球温暖化防止に寄与
した。

１３．気候変
動に具体的

な対策を

３．すべての
人に健康と

福祉を

１３．気候変
動に具体的

な対策を

どのように貢献したか

球根の配布により、地球温
暖化防止に寄与した。

１１．住み続
けられるまち

づくりを

どのように貢献したか

１３．気候変
動に具体的

な対策を

R1予算現額

R2正規職員
人件費

優先

630千円

事業の目的及び具体的な内容

自治事務

みど
り自
然課

実施計画ランク 事業の種別

一
般

R1予算現額

みどりの街並み創
出事業

根拠法令 R2予算現額

ふるさと所沢のみどりを守り育てる条例

目標設定の考え方・根拠

重要 2,536千円

R2決算額（見込み）

自治事務 法定受託事務

159千円 156千円

地球温暖化対策の一つとして、球根を各施設に
配布している。その施設数を指標としている。

公共公益施設を緑化し、街中のみどりを創出するた
め、公共施設に球根を配布し、施設管理者や利用
者による施設緑化を進めるとともに、緑化の関心を
高める。

0.75 人
非常勤
特別職

事業の目的及び具体的な内容
R1正規職員
人件費

45

6,234千円

R1目標 R1実績

①球根配布数
球根配布施設数

法定受託＋附加 2,622千円

球根配布施設に対し、事前にヒアリングを
行い配布数を確認したことで、各施設の状
況に応じた配布を行うことができた。球根
の総数は、前年と同数を配布出来た。

令和元年度より、一施設において、植栽場所の
確保が出来ず、球根配布・植栽に至っていない
ため。

事業達成に向けての現在の課題及び今
後の課題解決に向けた取り組み

従来よりも、ヒアリングを前倒しして実施し、必
要に応じて、施設と情報交換をすることで、植栽
箇所数の減少防止に努めたい。
また、所沢駅西口区画整理のペデストリアン
デッキが完成し、駅との防災通路となること、既
存のプランターの老朽化が進んでいたこと等に
より、花植え用プランターの撤去を行った。

46 45

Ａ

球根の総数は、前年と同数を配布
出来た。

R2目標値が未達成の理由・分析

指標名

期間 1.00 人 R3目標

H11～ 8,168千円

①3,000個

R2目標

46

R2実績

R2正規職員
人件費

公園
課

実施計画ランク 事業の種別

一
般

R1予算現額

根拠法令 R2予算現額

R2正規職員
人件費

目標設定の考え方・根拠

A

最優先 自治事務 法定受託事務 法定受託＋附加 176,697千円 173,041千円
①用地購入

②

③

所沢カルチャーパー
ク築造事業

目標値を達成している

R2年度に改善した点

取得済用地面積

事業の進捗を図るためには、用地確保が最重
要となることから用地取得面積を目標値として
いる。
取得面積/用地取得面積25.4㏊（R3年度目標）

築山整備、管理棟新設工事等を実施し
た。
また、下草刈りを行い、樹林地等の環境を
整備した。

R1目標

目標達成済24.44㏊
用地取得については、土地所有者に丁寧
な説明を引き続き実施する。また、施設整
備については、令和３年度完成を目指し計
画的に進める。

指標名

R2決算額（見込み）

都市計画法・都市公園法・都市緑地法 126,739千円 124,243千円

事業の目的及び具体的な内容
R1正規職員
人件費

R1その他職員
従事割合

R2目標値が未達成の理由・分析

武蔵野の平地林を活用し、市民が自然観察や散策
の場など身近な自然とふれあう環境の保全と整備を
行う。

1.30 人
非常勤
特別職

0.00 人 24.23㏊ 24.23㏊

10,806千円 R2実績

24.81ha

1.05 人 R3目標

臨時職員

R1実績

S61～ 8,576千円 25.40㏊

0.00 人
①2,014㎡

②

③

R2目標

期間
会年職員

R2その他職員
従事割合

園長会において芝生化希望園の募集を行
うとともに、個別に保育園に赴き、制度説
明及び園庭の条件に合わせた植栽調整・
提案を実施した。

事業達成に向けての現在の課題及び今
後の課題解決に向けた取り組み

R2年度に改善した点

R1決算額 目標設定の考え方・根拠

事業達成に向けての現在の課題及び今
後の課題解決に向けた取り組み

指標名

芝生化した園庭の管理の負担も大きいこ
とから、県の補助事業を利用して維持管理
をしていきたい。また、保育園は実施でき
る園が限られるため、今後は公共施設等
も芝生化できないか検討したい。

みど
り自
然課

実施計画ランク 事業の種別

一
般

①芝生化実施園数
根拠法令

R1正規職員
人件費

R1その他職員
従事割合

R2予算現額

まちなかのみどりを創出することを目的としてい
ることから、芝生化した面積を指標とする。なお
令和３年度より、目標値を実態に即した値に変
更した。

R1目標

当初計画した面積の園庭を芝生化した場合、
日々の保育活動に支障が出ることが判明したた
め、保育園と再度調整を行った上で、園庭の芝
生化を実施したため。

170㎡ 139㎡

160㎡

R1実績 R2目標値が未達成の理由・分析

R2実績

Ｃ

目標値は未達成ではあるが、保育
園の実情を踏まえつつ、芝生化に
よるヒートアイランド現象の抑制効
果や、芝生化したのちの維持管理
方法などを丁寧に説明することに
よって、芝生化が継続出来ている。

R2年度に改善した点

85㎡

芝生化実施面積

法定受託事務 法定受託＋附加 334千円 330千円

公共施設を率先して緑化し、暑さ抑制を図ると共に、
「まちなかのみどり」を積極的に創出していくため、
日常子供たちが過ごしている園庭・校庭の一部を芝
生化するものである。

0.60 人
非常勤
特別職

臨時職員 0.00 人

ふるさと所沢のみどりを守り育てる条例 

①１園

R2目標

50㎡

R3目標

R1決算額

46

会年職員

6,126千円

R1決算額 指標名

0.00 人

R2決算額（見込み）

588千円

期間 0.75 人

4,987千円

グリーンカーペット
促進事業

H30～

みど
り自
然課

実施計画ランク 事業の種別

一
般

R1予算現額

重要 自治事務 法定受託事務 法定受託＋附加

水とみどりがつくるネットワーク計画は、水やみどり
とまちのにぎわいや魅力を結ぶ散策路を設定し「人
を中心にしたまちづくり」の実現を目指すものとなる。
関連事業を相互に連携させ、進捗確認を行いなが
ら、狭山丘陵と中心市街地、ところざわサクラタウン
などの拠点の連動性を意識した、散策路整備や魅
力発信を推進する。

－

目標設定の考え方・根拠

Ｓ

目標は達成している。
関係事業の進捗管理を行うため、
引き続き、みどりトコトコ・プロジェク
ト会議を定期開催し、関係各課から
意見を聴取し、事業間の連携強化
に努める。

R2年度に改善した点

R2目標値が未達成の理由・分析

短期事業（1～2年内の実施事業）があるた
め、関連事業は年々減少していく。このた
め、新規事業の中から計画に密接に関連
する事業を分かりやすく吸い上げる手法を
構築する必要がある。

R2年度新規事業につき、特になし

達成

事業達成に向けての現在の課題及び今
後の課題解決に向けた取り組み

－
①関係課数

②庁内会議開催回数

③当該年度に完了した関連事
業

みどりトコトコ・プロジェクト（関連事業）数

水とみどりがつくるネットワーク計画は、関係課
等が横断的な取り組みを行うことで、ネットワー
ク構築の実現を目指すものであることから、進
捗管理を行うみどりトコトコ・プロジェクト（関連事
業）数を指標とする。

0.00 人

R1正規職員
人件費

R1その他職員
従事割合

R1実績

非常勤
特別職

R2予算現額
１１．住み続
けられるまち

づくりを

１４．海の豊
かさを守ろう

所沢市まち・ひと・しごと創生総合戦略、所沢市みど
りの基本計画、所沢市水とみどりがつくるネットワー
ク計画

0千円 0千円

事業の目的及び具体的な内容
１５．陸の豊
かさを守ろう

‐－

R2決算額（見込み）

①15課

②1回

③0事業

R2目標0千円 臨時職員

R1目標

‐

どのように貢献したか

R2正規職員
人件費

R2その他職員
従事割合

60事業 87事業 関係事業の進捗により意
識を共有し、自然環境への
意識高揚やまちの活性化
に寄与することができた。60事業

R2実績

R2～ 4,084千円

－

期間 0.50 人 R3目標
会年職員

水とみどりがつくる
ネットワーク計画推
進事業

根拠法令

会年職員 0.00 人

R2その他職員
従事割合

臨時職員 0.00 人

R2その他職員
従事割合

0.00 人

0.00 人

R1決算額

R1その他職員
従事割合

0.00 人
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現状の課題

成果

成果指標

SDGsへの貢献
(最大3つ)

事業概要（全体）

評価及び次年度以降に向けた課題・取り組みなど

評価
理由

総合
評価

活動実績(R2)投入コスト
会
計

事務事業名称
所属
名称

経費

事業自体が
貢献する
項目

実施手法等
の工夫により
貢献できた
項目(任意)

項目名

■ □ □

実績

評価者

公園課長　市村　浩昭

項目名

■ □ □

実績

評価者

河川担当参事　加藤　孝雄

項目名

■ □ □

実績

評価者

河川担当参事　加藤　孝雄

項目名

■ □ □

実績

評価者

河川担当参事　加藤　孝雄

どのように貢献したか

ウッドチップによる歩きやす
い散策路が整備され、地元
住民から高評価を得た。

どのように貢献したか

歩きやすいように、ウッド
チップの転圧を十分行っ
た。

１１．住み続
けられるまち

づくりを

１２．つくる責
任　つかう責

任

７．エネル
ギーをみん
なにそしてク

リーンに

１１．住み続
けられるまち

づくりを

１２．つくる責
任　つかう責

任

１２．つくる責
任　つかう責

任

どのように貢献したか

草刈り等を行い、水流れの
保全に努めた。

どのように貢献したか

樹木の適正管理を行うこと
で、緑地保全及び事故防
止に貢献した。

１１．住み続
けられるまち

づくりを

１１．住み続
けられるまち

づくりを

期間 0.85 人 R3目標

R2目標 R2実績0.00 人

163.38ⅿ

会年職員 0.00 人

歩きやすい散策路を維持していくために、
ウッドチップのメンテナンス等が必要であ
る。

R2正規職員
人件費

R2その他職員
従事割合

事業達成に向けての現在の課題及び今
後の課題解決に向けた取り組み

6,943千円

160ｍ

150ｍ

砂川堀散策路整備
砂川堀散策路整備延長

R1目標 R1実績

60ｍ 66.08ｍ

目標達成済

R2目標値が未達成の理由・分析

安全に通行できる散策路整備を進めるため、地
元住民や水辺のサポータ－制度に登録されて
いる団体等と意見を交換しながら、事業を進め
ていく。

特になし

R2年度に改善した点目標設定の考え方・根拠

Ａ

成果指標の目標を達成している。

重要 自治事務 法定受託事務 法定受託＋附加 17,200千円 16,922千円

R1～

4,156千円 臨時職員

163.38ｍ

0.00 人

所沢市水とみどりがつくるネットワーク計画 50,800千円

事業の目的及び具体的な内容
R1正規職員
人件費

R1その他職員
従事割合

根拠法令 R2予算現額

子どもたちに“安全で豊かな自然の恵みに出会える場”を
引き継ぐため、自然と調和した護岸とともに「水とみどりが
つくるネットワーク」を構成する川沿いの散策路を整備する
ものである。
また、河道内樹木の手入れが行き届かず立ち枯れ、倒木
の危険等もあるため、これらの剪定・伐採を行う。

R1決算額 指標名

R2決算額（見込み）

49,997千円

200ⅿ

0.50 人
非常勤
特別職

会年職員 0.00 人

R2目標

河川
課

実施計画ランク 事業の種別

一
般

R1予算現額

砂川堀水辺保全・散
策路整備事業

0.00 人 R2実績

1,490m

195ｍ 195ｍ

R3目標

150ｍ

遊歩道整備については、COOL JAPAN
FOREST内の整備が完了した。今後は、桜
の維持管理を中心に進めていく。歩きやす
い遊歩道を維持していくために、ウッドチッ
プのメンテナンス等が必要である。

R2正規職員
人件費

R2その他職員
従事割合

事業達成に向けての現在の課題及び今
後の課題解決に向けた取り組み

195ｍ
目標達成済

0.70 人

臨時職員

10,212千円

事業の目的及び具体的な内容
R1正規職員
人件費

R1その他職員
従事割合

0.55 人
非常勤
特別職

0.00 人

「COOL JAPAN FOREST構想」における周辺環境整
備の一環として、東川沿いの桜を一層魅力的なもの
にするため、ウッドチップ敷きなどによる遊歩道整備
を行うものである。また、東川沿いの桜並木（旭橋か
ら柳瀬川合流点）についても、継続的な維持管理を
行っていくものである。

河川法 10,994千円

R2年度に改善した点

東川遊歩道整備（H30～R2)
東川桜枝剪定（R3～）

東川遊歩道整備延長（H30～R2)
東川桜枝剪定延長（R3～）

R2年度までは、東川遊歩道整備延長を指標と
する。R2年度で遊歩道整備が完了したため、R3
年度からは、東川桜枝剪定延長を指標とする。

河川内にチップが流れにくいようにするた
め、ウッドチップの転圧を十分行った。

最優先 自治事務 法定受託事務 法定受託＋附加 6,000千円

R1決算額 指標名 目標設定の考え方・根拠

A

成果指標の目標を達成している。

6,000千円

R2決算額（見込み）

R1目標 R1実績 R2目標値が未達成の理由・分析

事業の種別

一
般

R1予算現額

東川桜舞う遊歩道
事業
(COOLJAPANFORE
ST構想事業)

根拠法令 R2予算現額

5,718千円

4,572千円

0件

期間 0.29 人 R3目標

R2～ 2,369千円
会年職員

目標達成済

0千円 臨時職員 0.00 人
 ①0件

②

③

R2目標

R2正規職員
人件費

R2その他職員
従事割合

0件 0件

R1実績

21,702千円

R2予算現額

非常勤
特別職

0.00 人 - -

R2年度に改善した点

大木化・老木化し、樹勢が衰えた樹木等が倒木
する前に間伐を行うことで、市民生活に支障を
きたさないようにするため、事故発生件数を目
標値とする。

害虫により、集団的に枯れている樹木を間
伐し、倒木を未然に防いだ。

市内全域に老木化により倒木の恐れがあ
る樹木があることから、樹木医等による専
門家の視点も取り入れながら、より的確に
必要な措置を講じていく。

事業の種別

優先 自治事務 法定受託事務 法定受託＋附加 0千円

目標設定の考え方・根拠

A

目標値を達成している

0千円

一
般

R1予算現額

R1正規職員
人件費

R1その他職員
従事割合

R1目標 R2目標値が未達成の理由・分析

都市公園法 21,704千円

公園・緑地において大木化・老木化し、樹勢が衰え
た樹木を対象に間伐を行い、道路や周辺家屋等へ
の倒木を未然に防ぐとともに、緑の再生を促すもの
である。
　なお、間伐に当たっては、倒木が発生すると市民
生活に支障があるとみられる樹木を対象に実施す
る。

0.00 人

事業の目的及び具体的な内容

指標名

根拠法令
①事故発生件数

②

③

倒木等による事故発生件数R2決算額（見込み）

公園
課

実施計画ランク

公園緑地内樹木間
伐事業

Ｈ３０～

期間

河川
課

実施計画ランク

R2実績

河川
課

実施計画ランク 事業の種別

一
般

R1予算現額

ふるさとの川再生事
業

根拠法令 R2予算現額

3,740千円

重要

特になし 200千円

事業の目的及び具体的な内容
R1正規職員
人件費

R1その他職員
従事割合

R1実績
Ａ

区域内において、市民団体と市が
協働して清掃活動等を行っており、
水辺環境が保全されている。

R2年度に改善した点

地域に根付いた親しみのある多自然川づくりへ
の要望があることから、市との協働による多自
然の川づくりを行う活動団体数を指標とする。 特になし

事業達成に向けての現在の課題及び今
後の課題解決に向けた取り組み

現在、河川の保全活動に取り組んでいる
団体があるので、事業内容等を説明し、新
規登録に向けての準備をする。

目標達成済

R2目標値が未達成の理由・分析R1目標

目標設定の考え方・根拠

自治事務 法定受託事務 法定受託＋附加

指標名

200千円 200千円

活動団体数
活動団体数

多自然の川づくりの整備を推進するため、市民団体
等と協働し、市が指定した河川・水路の区域を対象
として、ふるさとの川再生事業を行う。

0.45 人
非常勤
特別職

0.00 人 2 2

0.00 人

R2その他職員
従事割合

2 2

期間 0.50 人 R3目標

H22～ 4,084千円

２団体

R2目標 R2実績

R2正規職員
人件費

事業達成に向けての現在の課題及び今
後の課題解決に向けた取り組み

3
会年職員

0.00 人

0.00 人

臨時職員

R2決算額（見込み）

R1決算額

R1決算額

200千円

79
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項目名

■ □ □

実績

評価者

資源循環推進担当参事　池田　淳

項目名

■ □ □

実績

評価者

資源循環推進担当参事　池田　淳

項目名

■ □ □

実績

評価者

資源循環推進担当参事　池田　淳

項目名

■ □ □

実績

評価者

資源循環推進担当参事　池田　淳

第４章　みどりあふれる持続可能なエコタウン  第３節　循環型社会

R1決算額

R2決算額（見込み）

58,476千円

R2その他職員
従事割合

331千円

会年職員

0.00 人

会年職員

実施手法等
の工夫により
貢献できた
項目(任意)

事業自体が
貢献する
項目

期間 0.70 人 R3目標

Ｈ27～ 5,718千円
0.00 人

①249店

R2目標 R2実績

250店 249店

255店

事業の目的及び具体的な内容
R1正規職員
人件費

R1その他職員
従事割合

食品ロス削減を実践する店舗を「食品ロスゼロのま
ち協力店」として登録し、取組内容等を紹介したり、
市ホームページ等で食材を無駄なく調理に使用する
レシピを紹介することにより、食品ロスを削減し、
「もったいないの心」の醸成とごみの減量を図る。

0.70 人
非常勤
特別職

0.00 人

R2正規職員
人件費

5,818千円 臨時職員

自治事務 法定受託事務 法定受託＋附加 386千円 186千円

マチごとエコタウン所沢構想、循環型社会形成推進
基本法

355千円

食品ロスゼロのまち協力店の登録
拡大を目指したが、目標を達成でき
なかった。
協力店の候補店発掘、営業活動に
おいて、新型コロナウイルスの蔓延
が原因で十分な活動ができなかっ
たと考えられる。
今後も周知啓発に向けて試行錯誤
を続けていく。

R2年度に改善した点

食品ロス削減を実践する店舗を登録し、その取
り組みを市民に紹介することで、食ロス削減の
意識啓発を図るため、店舗数を指標とする。

食品ロスゼロのまち協力店を増やしていく
とともに啓発品として、マスクケース・ポス
ター・持ち帰り希望カードを発送した。
また、広報12月号に市内店舗と協力し、ト
コとん！！クッキングレシピの掲載を行っ
た。

事業達成に向けての現在の課題及び今
後の課題解決に向けた取り組み

コロナ禍において、中食、内食の機運が高
まる中、飲食店から小売店に啓発の取り
組みの重点を移し、さらなる協力店の開
拓、食品ロス削減の意識の浸透を目指
す。

R2目標値が未達成の理由・分析

新型コロナウイルスの蔓延に伴い、積極的な協
力店の発掘活動を行うことが出来ず、協力店候
補の店舗へのダイレクトメールの送付に留まっ
た。今後の情勢を踏まえつつではあるが、R3年
度は積極的な協力店の発掘活動を行っていき
たい。

指標名 目標設定の考え方・根拠

Ｂ

①協力店舗数
協力店舗数（累計）R2決算額（見込み）

R1目標 R1実績

250店 242店

資源
循環
推進
課

実施計画ランク 事業の種別

一
般

R1予算現額

食品ロスゼロのまち
促進事業

根拠法令 R2予算現額

優先

期間 0.70 人
非常勤
特別職

0.15 人 R3目標

Ｈ3～ 5,718千円 会年職員 0.00 人

事業達成に向けての現在の課題及び今
後の課題解決に向けた取り組み

7,065千円 臨時職員 0.00 人

①9,684t

②482団体

R2目標 R2実績

古紙市況が悪化し協力業者の廃業や団体
の撤退が危惧されるため、団体・協力業者
双方への支援を行い事業継続と廃棄物の
減量を図る。

Ｂ

世界最大の資源物輸入国である中
国の輸入規制に加え、世界的な新
型コロナウイルス流行の影響で、リ
サイクル業界はかつてないほど厳
しい状況に置かれている。
従来の啓発活動だけでなく、事業を
存続させる対策が必要である。

根拠法令 R2予算現額

自治事務 法定受託事務

集団資源回収事業実施団体（自治会・町内会、子ど
も会等）が資源物（新聞、雑誌・雑がみ、段ボール、
古布、アルミ缶・スチール缶、紙パック、生きびん）を
集団資源回収事業取扱業者に引き渡す活動に対
し、市は資源物1kgあたり6円（生きびんは1本当たり
6円）の報償金を交付し、ごみの減量と資源化の推
進を図る。

0.85 人

事業の目的及び具体的な内容
R1正規職員
人件費

R2年度に改善した点

集団資源回収率
（集団資源回収量／家庭ごみ量×100）

集団資源回収にて回収される資源物の割合が
増えることで、行政回収の負担が減ることから、
集団資源回収率を指標とする。
　なお、目標値は、所沢市一般廃棄物処理基本
計画の参考値に基づく。

参加団体の負担軽減のため、申請書類の
簡素化など事務の簡略化を検討し、令和3
年度からの実施体制を整えた。

R1目標

法定受託＋附加 72,412千円 63,837千円

R1決算額 指標名 目標設定の考え方・根拠

①集団資源回収量

②登録団体数

12.5%

11.5%

13.0%

令和２年度は古紙価格の悪化に伴う協力業者
の事業規模縮小・撤退の影響で回収量が落ち
込んだ。また、新型コロナウイルス感染症拡大
の影響によって参加団体の活動が制限され、資
源物の回収量が減少した。

R1実績 R2目標値が未達成の理由・分析

13.0%

13.0%

資源
循環
推進
課

実施計画ランク 事業の種別

一
般

R1予算現額

廃棄物の処理及び清掃に関する法律、所沢市集団
資源回収事業報償金交付要綱

69,400千円

集団資源回収報償
金交付事業

重要

R1その他職員
従事割合

R2正規職員
人件費

R2その他職員
従事割合

非常勤
特別職

0.00 人

0.00 人

会
計

事務事業名称
所属
名称

経費

活動実績(R2)投入コスト

法定受託＋附加

現状の課題

成果

成果指標

SDGsへの貢献
(最大3つ)

事業概要（全体）

評価及び次年度以降に向けた課題・取り組みなど

評価
理由

総合
評価

１２．つくる責
任　つかう責

任

１２．つくる責
任　つかう責

任

どのように貢献したか

家庭で使用した古紙類を再
資源化することで、廃棄物
の減量に貢献した。

１２．つくる責
任　つかう責

任

４．質の高い
教育をみん

なに

どのように貢献したか

家庭や事業所から排出さ
れる食品ロス削減を広く訴
えることで、廃棄物の減
量、もったいないの心の醸
成に貢献した。

１２．つくる責
任　つかう責

任

協力業者の経営状態を下
支えし、古紙類の再資源化
の流れを安定させること
で、廃棄物の減量に貢献し
た。

資源
循環
推進
課

実施計画ランク 事業の種別

一
般

R1予算現額

最優先 自治事務 法定受託事務

説明会の実施などにより、助成金
制度の内容について十分な周知を
行うことができたため、古紙取扱協
力業者全体の約7割からの申請を
受け付けることができた。
今後も引き続き協力業者へ制度利
用を促す。

臨時職員 0.00 人

①104件

②8,786t

0千円

R1決算額

①申請件数（累計）
②回収量合計

R1正規職員
人件費

R1その他職員
従事割合

R2年度に改善した点

R2目標値が未達成の理由・分析

申請件数（累計）

古紙市況が悪化している状況で、より多くの協
力業者に制度を利用してもらい、経営状態の下
支えを行うことを目的としていることから、申請
件数を指標とする。

協力業者の経営状態の下支えを行うため
に制度を創設し、協力業者へ制度利用を
促すことができた。

R1目標 R1実績

指標名 目標設定の考え方・根拠

A

0千円

0.00 人

R2目標 どのように貢献したか

所沢市集団資源回
収事業参加協力業
者助成金交付事業

根拠法令 R2予算現額 R2決算額（見込み）

事業の目的及び具体的な内容

現在、中国の環境政策に伴う輸入規制等により古
紙類の価格が急落し、資源回収事業者の経営が危
機的状況にある。
　本事業は、500を超える市民団体が実施している
集団資源回収システムの崩壊を防止するため、集
団資源回収事業参加協力業者に対して市況変動に
応じた助成を行うものである。

0.00 人
非常勤
特別職

R2実績
古紙市況は未だ回復せず、依然として協
力業者の経営状況は危機的状況におか
れているため、今後はさらに多くの協力業
者に制度の利用を促し、古紙の安定した
再資源化を図る。

100件 104件 目標達成済

資源
循環
推進
課

実施計画ランク 事業の種別

一
般

R1予算現額

最優先 自治事務

5,718千円

期間

市民のマイボトルの持ち歩きを促進するた
め、事業者による取り組みを立案し、マチ
ごと、プラスチックごみ削減のための新た
な取り組みを検討できた。

法定受託事務 法定受託＋附加

R1決算額 指標名 目標設定の考え方・根拠

0千円 0千円

①給水スポット設置数
とことこマイボトルスポット登録店舗数（累計）

使い捨てプラスチック削減に取り組む店舗を登
録し、その店舗を市民に紹介することで、市民
が排出する使い捨てごみの削減を図るため、店
舗数を指標とする。

R1正規職員
人件費

R1その他職員
従事割合

R1目標 R2目標値が未達成の理由・分析

１４．海の豊
かさを守ろう所沢市マチごとエコタウン推進計画、所沢市一般廃

棄物処理基本計画、プラスチック資源循環戦略
1,322千円 1,061千円

事業の目的及び具体的な内容

非常勤
特別職

0千円

事業達成に向けての現在の課題及び今
後の課題解決に向けた取り組み

プラスチックごみ削
減推進事業

根拠法令 R2予算現額 R2決算額（見込み）

①35台

R2目標 R2実績

R2正規職員
人件費

R2その他職員
従事割合

登録準備 登録準備完了
海洋プラスチックごみ問題
を広く周知し、廃棄物の減
量に貢献した。

10店

目標達成済

立案、現状把握、事業内容検討、
市内店舗へのヒアリング、啓発物
品の作成等を実施し、令和３年４月
から登録店舗を募集開始するため
の準備ができた。

R2年度に改善した点

コロナ禍において、テイクアウト等の利用
者が増える中、事業者や市民に使い捨て
プラスチック削減の意識の浸透を目指す。

期間 0.20 人

臨時職員

R2～ 1,634千円

18,921千円

0.70 人

0.00 人

8,727千円

R2正規職員
人件費

R2その他職員
従事割合

R2～

0千円

所沢市集団資源回収事業参加協力業者助成金交
付要綱(令和2年6月25日施行)

本件は所沢市マチごとエコタウン推進計画における
『もったいない』社会の形成に基づく事業である。　
本市におけるプラスチックごみの削減を行うため、マ
イボトルやマイバッグ等の推進により、市民の皆様
が使い捨て製品に頼らないライフスタイルに変革す
ることで、ごみの減量を図る。

0.00 人

0.00 人 どのように貢献したか

事業達成に向けての現在の課題及び今
後の課題解決に向けた取り組み

110件

R3目標

R3目標
会年職員 0.14 人

A
R1実績
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実施手法等
の工夫により
貢献できた
項目(任意)

事業自体が
貢献する
項目

会
計

事務事業名称
所属
名称

経費

活動実績(R2)投入コスト 現状の課題

成果

成果指標

SDGsへの貢献
(最大3つ)

事業概要（全体）

評価及び次年度以降に向けた課題・取り組みなど

評価
理由

総合
評価

項目名

■ □ □

実績

評価者

資源循環担当参事　池田　淳

項目名

■ □ □

実績

評価者

資源循環担当参事　池田　淳

項目名

■ □ □

実績

評価者

資源循環担当参事　池田　淳

項目名

■ □ □

実績

評価者

資源循環推進担当参事　池田　淳

R1決算額

非常勤
特別職

0.00 人

会年職員

事業達成に向けての現在の課題及び今
後の課題解決に向けた取り組み

令和３年度中に設計と建設を一体的に行
う事業者を決定するとともに、地元の周辺
整備要望について、より一層丁寧に説明を
行い、理解を得ながら事業を進めていく。

38.0%

R3目標

43.0%

評価指標の目標値をやや下回って
いるが、用地取得については、一
定の成果が得られた。
今後も、引き続き、地権者へ丁寧な
説明を行い、事業への理解を得な
がら進めていく。

39.0%

39,206千円
1.00 人

34.0%

4.80 人

4.0%

38,651千円 目標値の43%に対し、38%の実績であり、目標値
をやや下回った。
用地取得については、地権者の理解が必要で
あり、引き続き、理解が得られるよう丁寧な説明
を心掛ける。

①R2.12月議会 議決を得る

②22,334.30㎡

R2目標 R2実績

R2その他職員
従事割合

0.00 人

臨時職員 1.00 人

　市内で発生する一般廃棄物の最終処分について
は、市外の最終処分場と市内の北野一般廃棄物最
終処分場で行ってきたが、北野一般廃棄物最終処
分場は平成17年3月末日をもって埋立が終了した。
　現在は全量を県営の処分場や県外の民間処分場
へ搬出していることから、自区内処理の原則に基づ
き、市内に新たな一般廃棄物最終処分場を整備す
る事業である。

法定受託事務 法定受託＋附加 509,154千円 413,857千円

①事業者選定委員会条例の制
定

②用地購入

R2予算現額 R2決算額（見込み）

廃棄物の処理及び清掃に関する法律、所沢市廃棄
物の減量及び適正処理に関する条例

非常勤
特別職

R2年度に改善した点

事業進捗状況
（土地の取得率）

自区内処理の原則に基づき、新たな最終処分
場を整備する必要があるため、各段階における
成果指標を設定した。
事業進捗に伴い土地の取得率を成果指標とし
た。

交通の安全性を向上させるため、搬出入
路のルートを一部変更し、事業の推進を
図った。

R1目標

期間

R1決算額 指標名

根拠法令

目標設定の考え方・根拠

Ｂ
R1実績 R2目標値が未達成の理由・分析

最優先 自治事務

第２一般廃棄物最
終処分場整備事業

517,831千円

事業の目的及び具体的な内容
R1正規職員
人件費

R1その他職員
従事割合

資源
循環
推進
課

実施計画ランク 事業の種別

一
般

R1予算現額

R2正規職員
人件費

H11～

4.65 人

547,403千円

R3目標

H15～ 13,477千円 50,000人

①60,040人

②130人

①小学4年生社会科見学等見学者の印象に残る館内展示
（遊び心を取り入れた）わかりやすい解説で環境学習を充
実する。②催事の企画開催（エコロまつり、エコロ市、出張
エコロ市）等による市民へのＰＲ事業。③市民フェスティバ
ル等への積極的参加によるＰＲ活動。④館内展示のほ
か、ホームページや情報誌発行による情報提供の研究。
⑤暮らしの中で3R（Ｒeduce・リデュース発生抑制、Ｒeuse・
再使用、Ｒｅｃｙｃｌｅ・リサイクル・再生利用）を実践するため
の場として、おもちゃの病院や傘修理、各種講座等の開
催。

会年職員 1.00 人

非常勤特別職

1.65 人

R2正規職員
人件費

R2その他職員
従事割合

30,000人 60,040人

R2予算現額

1.78 人
非常勤
特別職

0.00 人

14,795千円

6,385千円 5,658千円

事業の目的及び具体的な内容
R1正規職員
人件費

R2決算額（見込み）

所沢市リサイクルふれあい館条例、所沢市廃棄物
の減量及び適正処理に関する条例

R1その他職員
従事割合

R2年度に改善した点

啓発施設であるリサイクルふれあい館及びリ
ユース、リサイクル品の引き取り場所である東
所沢エコステーションについて、一人でも多くの
市民に施設の存在を知ってもらい、利活用して
いただくことが目的であることから実績を基にし
ている。

リサイクルふれあい館職員がボランティア
で草花を育て、特に正面玄関周りを色とり
どりの花で市民を迎えるようにした。訪れ
た市民からは「きれいな施設だから何度も
来たい」と高評価を受けている。

指標名 目標設定の考え方・根拠

来館者数（リサイクルふれあい館は、正面玄関
自動ドアカウンターによる）

事業達成に向けての現在の課題及び今
後の課題解決に向けた取り組み

R2目標値が未達成の理由・分析

市民が「来館して良かった。また来館した
い」と思ってもらえるように、市民ニーズに
対応した講座やイベントの充実を図った
り、他の施設と連携して事業を実施するな
ど啓発の充実を図っていく。

40,000人 41,040人
A

来館者数については、新型コロナ
ウイルスの感染拡大によるステイ
ホームが増える中、遠出を避け近
場の施設に出かける市民が多く
なったことから、来館者が増えた要
因であると感じる。また、部屋の模
様替えなどを行い、そこから出た古
着などを東所沢エコステーションに
持ち込む市民が増えた。しかしなが
ら、蜜を避けるため講習会は中止
にしたり参加人数を少なくしたこと
から、低数値になった。

R1目標

R2目標

R1実績

R2実績

R1予算現額

もったいないの心啓
発事業

根拠法令 循環型社会形成推進基本法、

重要

R1決算額

8,222千円 10,625千円

①リサイクルふれあい館及び東
所沢エコステーション来館者数

②講習会参加人数

リサ
イク
ルふ
れあ
い館

実施計画ランク 事業の種別

一
般

自治事務 法定受託事務 法定受託＋附加

期間

事業の利用者数　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　再生家具頒布申込者数＋もったいない市利
用者数＋エコステーション利用者数

1.90 人

32,000人

H15～ 15,519千円 23,000人

27,000人

R3目標
非常勤特別職

事業達成に向けての現在の課題及び今
後の課題解決に向けた取り組み

会年職員 4.00 人
①小型家具  920人
　 大型家具6,607人
②0人

③15,563人

R2目標

R1その他職員
従事割合

0.00 人 34,467人

いずれの数値も前年度を下回っているが、新型
コロナウイルスの感染拡大により、臨時閉館、
開館時間の短縮、イベントの中止などが影響し
ている。

指標名

根拠法令

自治事務

R2正規職員
人件費

R2その他職員
従事割合

23,090人

16,624千円 R2実績

法定受託事務 法定受託＋附加 「もったないの心推進事業」において、家具・古
着・陶磁器の頒布数がリユース・資源化の指標
として数値化でき、わかりやすい設定と考える。
数値の根拠は、前年度の実績を基に算出してい
る。

R1目標 R1実績
もったいないの心推
進事業

R2決算額（見込み）

所沢市リサイクルふれあい館条例、所沢市リユース
品頒布事務取扱条例、不用品登録事業事務取扱要

8,104千円 3,888千円

8,475千円
①再生家具頒布申込者数

②もったいない市利用者数

③エコステーション利用者数リサ
イク
ルふ
れあ
い館

実施計画ランク 事業の種別

一
般

R1予算現額

R2予算現額

　「もったいない心」を大切に、ごみの減量・資源化に取り
組むとともに、循環型社会の形成のための3Rのひとつで
あるリユース及びリサイクルを暮らしに定着させる。
①再生家具：粗大ごみとして排出された木製家具を手直し
した後、館内で展示のうえ抽選で月２回頒布。小型家具に
ついては常設頒布。②不用品登録：「もとめます」「ゆずり
ます」として登録された品物の」情報提供。③もったいない
市：「東所沢エコステーション」や拠点回収に出された古
着・陶磁器を分別し、利用可能なものを館内で展示のうえ
頒布。

2.00 人

期間

重要

4.00 人

R2その他職員
従事割合

R2予算現額

11,135千円

法定受託事務 法定受託＋附加

会年職員

6.92 人

R2正規職員
人件費

58,350千円

5,968千円

事業の目的及び具体的な内容
R1正規職員
人件費

R2実績

H29～ 56,523千円

R3目標

1,600点

粗大ごみリユース推
進事業

非常勤特別職

R2決算額（見込み）

14,169千円

再生可能な家具を資源物として活用した点数で
示すことにより、ごみの減量成果がわかりやすく
するため。数値は前年度の実績を基にしている
が、新型コロナウイルスの影響により大きく増減
することが考えられる。

A

新型コロナウイルス感染拡大によ
りステイホームが増える中ではある
が、家具を買い替える人が多くなっ
ている。また、家具の再生作業をす
る職員の技術向上も一因であると
考える。今後も、更なる市民の利便
性の向上、リサイクル率の増加を
めざし、事業に取り組んでいきた
い。

1,200点 1,615点

7.02 人
非常勤
特別職

0.00 人

R1実績

R2目標

R2目標値が未達成の理由・分析

再生家具の展示点数

①29,960点

②1,615点

R2年度に改善した点

粗大ごみの回収依頼申請が年々増加する
中、一日の回収ルートを効率よく回ること
により、回収できる件数が増えた。

事業達成に向けての現在の課題及び今
後の課題解決に向けた取り組み

市民が回収依頼申請してから回収まで、
おおよそ1週間待つほど申請数が増えてい
る。回収する職員の人材確保が急務に
なっている。

2,600点 1,709点

目標設定の考え方・根拠

①粗大ごみの収集点数

②再生家具候補の回収点数

R1目標

11,613千円

リサ
イク
ルふ
れあ
い館

実施計画ランク

根拠法令

廃棄物の処理及び清掃に関する法律

事業の目的及び具体的な内容

市民サービスの向上とリユースの推進を図るため、
東西クリーンセンターにおいて実施していた粗大ご
み収集事業をリサイクルふれあい館において一元
化し、「もったいないの心」推進事業の一環として実
施していた「再生可能な家具の回収業務」も付加す
ることにより、粗大ごみの収集から再生・頒布、廃棄
までを一体的に行う。

期間

重要

目標達成済み

自治事務

事業の種別

一
般

R1予算現額 R1決算額 指標名

13,394千円

R1正規職員
人件費

R1その他職員
従事割合

R2年度に改善した点

再生家具については、粗大ごみ回収で運
ばれた家具を多く受け取り、再生数を増や
す努力をし、実際に展示する際には、多種
が並ぶようにした。

R2目標値が未達成の理由・分析

普段何気なくごみとして処分してしまうもの
を、貴重な資源として再利用するライフスタ
イルをさらに市民に啓発していく。頒布数
の増加により、職員とエコロボランティアと
が協力して、リユースの充実を図っていく。

目標設定の考え方・根拠

B

新型コロナウイルスの感染拡大の
影響が多きとはいえ、家具類や古
着、陶磁器などをごみとして処分す
るのではなく、汚れや傷などを
チェックし、リユース品として再使用
を促進することで、市民に３Rの浸
透を図っているが、回収方法や分
別、資源化、頒布方法などに更なる
改善の余地がある。

目標達成済み

１３．気候変
動に具体的

な対策を

どのように貢献したか

家具類をごみとして処分す
るのではなく、貴重な資源
としてリユース、リサイクル
を行うことにより、地球温暖
化防止に貢献した。

１３．気候変
動に具体的

な対策を

どのように貢献したか

家具類や古着等をごみとし
て処分するのではなく、貴
重な資源としてリユース、リ
サイクルすることにより、地
球温暖化防止に貢献した。

１４．海の豊
かさを守ろう

１３．気候変
動に具体的

な対策を

１５．陸の豊
かさを守ろう

どのように貢献したか

多くの市民に３Rや「もたい
ないの心」について知って
もらうことで、市民一人一人
の環境意識の向上に貢献
した。

７．エネル
ギーをみん
なにそしてク

リーンに

１１．住み続
けられるまち

づくりを

どのように貢献したか

用地を取得することによ
り、事業の推進を図った。

0.00 人

0.00 人
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実施手法等
の工夫により
貢献できた
項目(任意)

事業自体が
貢献する
項目

会
計

事務事業名称
所属
名称

経費

活動実績(R2)投入コスト 現状の課題

成果

成果指標

SDGsへの貢献
(最大3つ)

事業概要（全体）

評価及び次年度以降に向けた課題・取り組みなど

評価
理由

総合
評価

項目名

■ □ □

実績

評価者

資源循環推進担当参事　池田　淳

項目名

■ □ □

実績

評価者

資源循環推進担当参事　池田　淳

項目名

■ □ □

実績

評価者

所長　當摩　卓

項目名

■ □ □

実績

評価者

所長　當摩　卓

R2その他職員
従事割合

R1決算額

会年職員 0.30 人

会年職員 2.25 人

自治事務 法定受託事務 法定受託＋附加

R2年度に改善した点

安定した処理が行われていたかどうかを客観的
に判断するため、衛生センターからの排水に対
し下水排除基準と比較することとした。目標値は
100%とする。

事業達成に向けての現在の課題及び今
後の課題解決に向けた取り組み

不法投棄をなくすためには、早期発見・撤
去・処理することにより不法投棄されにくい
環境をつくることが重要と考える。このた
め、引き続き本事業を継続し、公衆衛生の
向上と不法投棄未然防止に努めていきた
い。

運転管理者と協議を重ね、機械設備等の
耐用年数や重要度に応じ、効率的かつ効
果的な施設の維持管理や修繕を実施し
た。

H13～ 7,024千円 16,605㎏

0.86 人期間
会年職員

①485

②11250

③201
R3目標

　不法投棄多発地域をパトロールし、不法投棄物を
撤去することで、地域の環境保全を維持し、新たな
不法投棄を未然に防ぐことを目的とする。

0.73 人
非常勤
特別職

0.00 人

16,605㎏ 11,250㎏

6,068千円 R2目標

不法投棄防止パト
ロール及び撤去事
業

事業の目的及び具体的な内容

R2実績

R2正規職員
人件費

7,501千円

R1正規職員
人件費

R1その他職員
従事割合

臨時職員 0.00 人

R2目標値が未達成の理由・分析

16,605㎏ 11,920㎏

目標設定の考え方・根拠

A

成果指標を達成しており、地域の
環境保全、公衆衛生の向上等に関
して、一定の成果が得られていると
考えている。今後も本事業を継続
することにより、不法投棄による環
境悪化の防止に努めていきたい。

R2年度に改善した点

本事業で撤去した不法投棄物の撤去量

本事業を継続することで地域の環境保全の維
持と公衆衛生のの向上、不法投棄未然防止の
推進が図られると考えられるため、不法投棄物
の撤去量を指標とした。

不法投棄の状況により、パトロール経路の
調整を行った。また、不法投棄物の量に
よっては職員によるサポートも実施して、
迅速な回収に努めた。

R1目標 R1実績

目標達成済

指標名

R2決算額（見込み）

廃棄物の処理及び清掃に関する法律、所沢市廃棄
物の減量及び適正処理に関する条例

8,295千円 7,735千円

①処理件数

②不法投棄物撤去量

③パトロール稼働日数

根拠法令 R2予算現額

R1決算額

7,923千円

資源
循環
推進
課

実施計画ランク 事業の種別

一
般

R1予算現額

重要 自治事務 法定受託事務 法定受託＋附加

期間

R2目標 R2実績
　公共下水道未整備区域等で発生するし尿及び浄
化槽汚泥について、市民の生活環境の保全及び公
衆衛生の向上に支障が生じないように、し尿処理施
設にて適正に処理する。

1.16 人
非常勤
特別職

臨時職員

H24～

100.0%

9,642千円

R1正規職員
人件費

事業達成に向けての現在の課題及び今
後の課題解決に向けた取り組み

R2目標値が未達成の理由・分析

会年職員 0.00 人

公共下水道の整備によりし尿汲み取り世
帯数及び浄化槽世帯数は減少傾向になる
と考えられるものの、市町村の処理義務を
果たすため、引き続き安定した施設の運
営、維持管理業務を行っていく。

成果指標の目標を達成できてお
り、衛生センターの運転管理におい
て安定したし尿処理が行われてい
たと判断できる。今後も本事業を継
続することにより、生活環境の保全
及び公衆衛生の向上に努めていき
たい。

目標設定の考え方・根拠

A

目標達成済

R1予算現額 R1決算額 指標名

R2予算現額 R2決算額（見込み）

126,594千円

下水排除基準達成率　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　（下水排除基準達成項目数/下水排除基準
項目数）

116,300千円

119,598千円 113,467千円

100.0%

①稼働日数

②し尿及び浄化槽汚泥処理量

③下水排除基準達成項目数
R1その他職員
従事割合

100.0%

R2その他職員
従事割合

100.0%

R1目標 R1実績

0.00 人

100.0%9,230千円

0.00 人

①245日

②18,986（t/年）

③44（項目）

R2正規職員
人件費

R3目標1.13 人

資源
循環
推進
課

実施計画ランク 事業の種別

一
般

廃棄物の処理及び清掃に関する法律、所沢市廃棄
物の減量及び適正処理に関する条例

根拠法令

し尿処理施設運営
管理事業

事業の目的及び具体的な内容

重要

6.53 人 R3目標

H17～ 53,337千円

高齢又は障害等により、家庭から排出するごみを自
らごみ集積所に出すことが困難な市民の生活環境
の向上及び安全確保のため、当該事業利用者宅の
戸口において直接ごみの収集を行う。さらに、希望
者には、声かけを行い安否確認を行う。

4.10 人
非常勤
特別職

0.00 人

729世帯

事業達成に向けての現在の課題及び今
後の課題解決に向けた取り組み

34,079千円 臨時職員 0.30 人

①７２９世帯

②６６０世帯

R2目標 R2実績

ふれあい収集の利用者は、今後増加が見
込まれることから、担当者の育成をはじ
め、収集体制を整える必要がある。

R2正規職員
人件費

R2その他職員
従事割合

R2年度に改善した点

重要 自治事務 法定受託事務 法定受託＋附加
当制度について、周知・啓発し、利用拡大を図る
ため、年間利用世帯数を指標とする。
目標値としては、年間利用予定世帯数を目的と
した。

新型コロナウィルスの感染防止の観点か
ら、収集職員を２か所に分散した。

1,387千円

事業の目的及び具体的な内容
R1正規職員
人件費

目標値を上回り、目標を達すること
ができた。
今後も利用拡大に努めていきた
い。

651千円 762千円
①年間利用世帯数

②年間利用予定世帯数1,389千円

R1その他職員
従事割合

R1目標

R2決算額（見込み）

目標達成済660世帯

R1決算額 指標名

所沢市ふれあい収集実施要綱

目標設定の考え方・根拠

A

750世帯

R1実績 R2目標値が未達成の理由・分析

660世帯 661世帯

収集
管理
事務
所

実施計画ランク 事業の種別

一
般

R1予算現額

ふれあい収集事業

根拠法令 R2予算現額

期間

S26～

市民の生活ごみとして、ごみ集積所に排出された廃
棄物の適正処理及び再資源化により、公衆衛生環
境の向上及び循環型社会の確立を実現するため、
ごみの分別を徹底し,効率的に収集を行う。また、こ
れに伴うごみ集積所の設置・維持管理についての指
導及び清掃車両の整備並びにごみ集積所情報管理
システムの運用管理を行う。

23,623千円/t

R2実績R2目標

23,623千円/t 23,452千円/t

25,298千円/t

年間利用世帯数

ごみ収集事業

根拠法令 R2予算現額 R2決算額（見込み）

23,452千円/t

所沢市廃棄物の減量及び適正処理に関する条例

期間 51.67 人 R3目標

事業達成に向けての現在の課題及び今
後の課題解決に向けた取り組み

593,892千円 臨時職員 2.25 人

①20,015ｔ

②４６９,３９２千円

R2正規職員
人件費

R2その他職員
従事割合

71.45 人
非常勤
特別職

0.00 人

0.00 人

家庭から排出されるごみの分別により資
源物の有効活用を促進し、循環型社会の
確立を目指すものであり、市民の理解と協
力が必要不可欠であることから、ごみの分
別についての啓発や指導を引き続き行っ
ていく。

R2年度に改善した点

生活ごみの効率的な収集を目的としているの
で、１トンあたりの収集に係る経費を指標とす
る。
目標値としては、前年度を下回ることを目標とし
た。

新型コロナウィルスの感染拡大を防止する
ため、収集職員を収集管理事務所と西部ｸ
ﾘｰﾝｾﾝﾀｰの２か所に分散した。

１トンあたりの収集経費
年間経費÷年間ごみ収集量

R1目標 R1実績 R2目標値が未達成の理由・分析
A

目標値を下回り目標を達すること
ができた。
今後も経費削減に努めていきた
い。

目標達成済

目標設定の考え方・根拠

自治事務 法定受託事務 法定受託＋附加 88,037千円 70,633千円

①年間ごみ収集量

②年間経費
53,672千円 47,351千円

R1その他職員
従事割合

収集
管理
事務
所

実施計画ランク 事業の種別

一
般

R1予算現額

事業の目的及び具体的な内容
R1正規職員
人件費

422,041千円

重要

３．すべての
人に健康と

福祉を

１１．住み続
けられるまち

づくりを

どのように貢献したか

高齢や障害等により、自ら
ごみ集積所にごみを出すこ
とが困難な市民の生活環
境の向上と安全確保に貢
献している。

どのように貢献したか

生活に伴って排出される家
庭ごみを安定的に収集運
搬することは、生活の基盤
に不可欠なものとして貢献
している。

１１．住み続
けられるまち

づくりを

１１．住み続
けられるまち

づくりを

どのように貢献したか

不法投棄物の撤去や未然
防止により公衆衛生の向
上に貢献している。

どのように貢献したか

生活に伴って排出されるし
尿や浄化槽汚泥等を適正
かつ安定的に処理すること
は、生活の基盤に不可欠
なものとして貢献している。

１５．陸の豊
かさを守ろう

指標名
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実施手法等
の工夫により
貢献できた
項目(任意)

事業自体が
貢献する
項目

会
計

事務事業名称
所属
名称

経費

活動実績(R2)投入コスト 現状の課題

成果

成果指標

SDGsへの貢献
(最大3つ)

事業概要（全体）

評価及び次年度以降に向けた課題・取り組みなど

評価
理由

総合
評価

項目名

■ □ □

実績

評価者

所長　當摩　卓

項目名

■ □ □

実績

評価者

西部クリーンセンター所長　　深谷康博

R2決算額（見込み）

臨時職員 0.00 人

①46,310ｔ

②２５８日

H17～ 14,702千円 70.0%

期間 1.80 人

安定的な収集運搬体制を維持するととも
に、市民サービスの向上を図りながら事業
を実施していく。

R2その他職員
従事割合

70.0% 70.0%

事業達成に向けての現在の課題及び今
後の課題解決に向けた取り組み

R2目標

目標達成済

R3目標

非常勤
特別職

0.00 人

会年職員 0.00 人

55.0%

5,403千円

R2正規職員
人件費

R2実績

637,105千円

①ごみ収集量

②収集稼働日数
廃棄物の処理及び清掃に関する法律、所沢市廃棄
物の減量及び適正処理に関する条例

875,000千円 871,420千円

事業の目的及び具体的な内容
R1正規職員
人件費

R1その他職員
従事割合

根拠法令 R2予算現額

R2年度に改善した点

民間事業者への委託割合
（委託地区の世帯数/市内の全世帯数）

市民生活の生活環境の保全と公衆衛生の向上
を図るため、安定的な収集運搬体制を確保する
必要があり、現業職員が不補充であるため、計
画的に委託拡大を図っていくことが重要である
ことから、委託割合を指標とした。

新型コロナウィルスの感染拡大防止のた
め、委託業者にマスクを配布した。

R1目標 R1実績 R2目標値が未達成の理由・分析

R1決算額 指標名

重要

目標設定の考え方・根拠

A

年間ごみ収集日程表通りにごみを
収集することができたことから、安
定的な収集運搬の体制が確保でき
ていると判断する。

55.0%

自治事務 法定受託事務 法定受託＋附加

収集
管理
事務
所

実施計画ランク 事業の種別

一
般

R1予算現額

637,105千円

将来にわたり安定した収集体制を維持するため民
間委託し、市民生活の生活環境の保全、公衆衛生
の向上を図る。市民が年間ごみ日程表に基づき委
託地区内のごみ集積所に出したごみを委託業者が
収集し、東部・西部クリーンセンター等に運搬する。

0.65 人

一般廃棄物収集運
搬業務委託事業

A

どのように貢献したか

生活に伴って排出される家
庭ごみを安定的に収集運
搬することは、生活の基盤
に不可欠なものとして貢献
している。

１１．住み続
けられるまち

づくりを

どのように貢献したか

西部
ク

リー
ンセ
ン

ター

実施計画ランク 事業の種別

一
般

収集車駐車場用地
外返還事業

根拠法令

令和２年度から西部クリーンセンター所内の収集管
理事務所が移転することにより、現在借地している
収集車駐車場用地及び職員駐車場用地が不要とな
るため、農地へ原状復帰して返還する。

期間

法定受託事務

R1決算額R1予算現額

R2予算現額

優先

１１．住み続
けられるまち

づくりを

R2年度に改善した点

R1目標

目標設定の考え方・根拠

R2目標値が未達成の理由・分析

駐車場として使用してきた
用地を農地に戻して地権
者へ返還することにより、
「農地等の利用の最適化
の推進」に寄与した。

法定受託＋附加 0千円

農地法に基づく農地への原状復帰
修繕が完了し、地権者による状態
確認を経て返還を終えた。

指標名

農地法に基づく農地への原状復帰を行い、地権
者へ返還する。

0.00 人 -

目標達成済

0.50 人

会年職員

R2実績

農地へ原状復帰し借地を返還したことから
事業は終了した。

R1実績

土地借料の縮減のため、駐車場の運用を
見直して不用となった借地を原状復帰して
返還した。

0.00 人

R2その他職員
従事割合

100.0%

R2決算額（見込み）

事業終了

農地法 14,500千円 13,310千円

事業の目的及び具体的な内容
R1正規職員
人件費

R1その他職員
従事割合

0千円

自治事務

100.0%

0.00 人
非常勤
特別職

-

R2正規職員
人件費

R2目標

0千円

臨時職員

0.00 人

事業達成に向けての現在の課題及び今
後の課題解決に向けた取り組み

R2～ 4,084千円

①原状復帰修繕完了、返還済

②原状復帰修繕完了、返還済

③原状復帰修繕完了、返還済
R3目標

①第１職員駐車場用地原状
　復帰修繕完了後返還
②第２職員駐車場用地原状
　復帰修繕完了後返還
③収集車駐車場用地原状
　復帰修繕完了後返還

借地の原状復帰及び返還の完了
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項目名

■ □ □

実績

評価者

環境対策課長　矢野　正和

項目名

□ ■ □

実績

評価者

環境対策課長　　矢野　正和

項目名

□ □ ■

実績

評価者

環境対策課長　　矢野　正和

項目名

■ □ □

実績

評価者

環境対策課長　　矢野　正和

第４章　みどりあふれる持続可能なエコタウン  第４節　大気・水環境等

大気汚染防止法、埼玉県生活環境保全条例、所沢
市ダイオキシン類等の汚染防止に関する条例

重要 1,935千円

指標名

1,773千円 ①行政によるばい煙測定実施
事業所

②基準適合事業所数

③ R1実績

R1決算額

R2予算現額 R2決算額（見込み）

R2実績

R2正規職員
人件費

R2その他職員
従事割合

法定受託＋附加

100.0%

100.0%

R1予算現額

9,476千円

どのように貢献したか

各事業所からの公共用水
域への水質汚濁を防止す
ることにより、直接的な
SDGｓへの貢献につながっ
た。

どのように貢献したか

大気中の有害大気汚染物
質を測定監視することによ
り、直接的なSDGｓへの貢
献につながった。

１２．つくる責
任　つかう責

任

１４．海の豊
かさを守ろう

１１．住み続
けられるまち

づくりを

３．すべての
人に健康と

福祉を

１２．つくる責
任　つかう責

任

７．エネル
ギーをみん
なにそしてク

リーンに

１２．つくる責
任　つかう責

任

３．すべての
人に健康と

福祉を

１１．住み続
けられるまち

づくりを

３．すべての
人に健康と

福祉を

１１．住み続
けられるまち

づくりを

どのように貢献したか

ばい煙の排出状況の把握
により、大気汚染防止に対
する環境施策の参考となっ
た

どのように貢献したか

大気状況を常時監視する
ことにより、環境施策の参
考となった

SDGsへの貢献
(最大3つ)

事業概要（全体）

評価及び次年度以降に向けた課題・取り組みなど

評価
理由

総合
評価

活動実績(R2)投入コスト
事業自体が
貢献する
項目

実施手法等
の工夫により
貢献できた
項目(任意)

所属
名称

経費

現状の課題

成果

成果指標
会
計

事務事業名称

指標名

自治事務 法定受託事務

環境
対策
課

実施計画ランク 事業の種別

一
般

R1予算現額

期間 0.69 人

事業の目的及び具体的な内容
R1正規職員
人件費

目標設定の考え方・根拠

Ａ

毎年、成果指標の目標値を達成し
ているため。

R2年度に改善した点

大気規制対象事業所のばい煙に係る排出基準
適合率

規制対象事業所への立入検査により、各施設
から排出される汚染物質を削減し、大気汚染を
防止することが当該事業の目的となっているた
め、行政測定を行うばい煙に係る排出基準適合
率を指標とする。

R1目標

100.0%

目標達成済

R2目標値が未達成の理由・分析

100.0%

R2目標

R1その他職員
従事割合

①6事業所

②6事業所

③

非常勤
特別職

R3目標

0.00 人 100.0%

S59～ 5,636千円

会年職員 0.00 人

大気規制対象事業
所検査事業

根拠法令

2,047千円 1,281千円

ばい煙の排出状況や施設の管理状況など、法令に
基づき、その遵守状況を検査する。(ばい煙排出状
況の行政検査や報告の徴収を含む。)
①検査計画の作成②対象事業所への報告徴収の
実施(規制基準への適合状況)③大量ばい煙発生施
設や規制基準の適合状況が思わしくない事業所へ
の立入検査の実施④規制基準に適合しない事業所
等への改善指導また、規制対象事業所への立入検
査により、各施設から排出される汚染物質を削減
し、大気汚染を防止する。

0.96 人

7,980千円 臨時職員 0.00 人

環境
対策
課

実施計画ランク 事業の種別

一
般

期間 0.81 人

根拠法令

R1決算額

重要 自治事務 法定受託事務 法定受託＋附加 22,580千円 21,172千円
①有効調査項目

②調査項目数

③

有効調査項目率

目標設定の考え方・根拠

Ａ

毎年、成果指標の目標値を達成し
ているため。

R2年度に改善した点

事務処理基準に基づき、大気汚染に係る計測・
調査を行うことが目的となっているため、有効調
査項目率を指標とする。
目標値としては、前年度維持を目標としたい。

東所沢測定局のエアコンを業務用から家
庭用へ交換修繕を行った。
5KW用電気を使用する必要がなくなったた
め、交換前後で同期間の電気料が約21％
削減した。

事業達成に向けての現在の課題及び今
後の課題解決に向けた取り組み

今後も、施設管理に努める。また、測定機
器の入れ替えの場合には、測定項目の見
直しを随時行い、事務の効率化・経費の抑
制に努める。

目標達成済

大気汚染状況の常
時監視事業

R2予算現額 R2決算額（見込み）

大気汚染防止法 23,421千円 21,655千円

事業の目的及び具体的な内容
R1正規職員
人件費

R1その他職員
従事割合

0.00 人

R1実績 R2目標値が未達成の理由・分析R1目標

硫黄酸化物・二酸化窒素・浮遊粒子状物質などの大気汚
染物質について、本事業の法定受託事務処理基準である
「環境大気常時監視マニュアル」等に基づき、市内5常時
監視測定局（一般局：東所沢・北野・中富、自排局：航空公
園・和ヶ原）において常時監視機器を用い、計測・調査を行
う。
大気に係る環境基準設定項目を中心として、大気汚染状
況を常時監視し、大気汚染防止に係る施策の基礎資料と
する。

1.14 人
非常勤
特別職

0.00 人 100.0% 100.0%

臨時職員
①52項目

②52項目

③

R2目標 R2実績

0.00 人

R2正規職員
人件費

R2その他職員
従事割合

100.0%

100.0%

R3目標
会年職員

S60～ 6,616千円

環境
対策
課

実施計画ランク 事業の種別

一
般

H9～

R1決算額 指標名

有害大気汚染物質
等モニタリング調査
事業

重要 4,560千円 3,951千円

R2決算額（見込み）

自治事務 法定受託事務 法定受託＋附加

R2年度に改善した点

有害大気汚染物質に係る環境基準設定項目を
中心として、大気の汚染状況を常時監視するこ
とを目的としているため、有効調査項目率を評
価指標とした。
また、目標値は前年度同様100％とした。

大気中の石綿繊維濃度の測定について8
月に行っていたが、機器トラブルが起こる
可能性があったため測定時期を5月に変
更した。

①有効調査項目

②調査項目数

③

有効調査項目率

毎年、成果指標の目標値を達成し
ているため。

4,994千円

R2正規職員
人件費

R1目標

R1予算現額

目標達成済

事業達成に向けての現在の課題及び今
後の課題解決に向けた取り組み

R2目標値が未達成の理由・分析

環境省が定める「事務処理基準（平成13
年5月21日付環境省環境管理局長通知）」
及び「有害大気汚染物質測定方法マニュ
アル」に従い、今後も引き続き常時監視を
実施する。

目標設定の考え方・根拠

A
R1実績

4,606千円大気汚染防止法

R2予算現額

非常勤
特別職

0.00 人 100.0%

R1正規職員
人件費

R1その他職員
従事割合

100.0%

根拠法令

事業の目的及び具体的な内容

臨時職員 0.00 人
①34項目

②34項目

③

R2目標 R2実績

R2その他職員
従事割合

100.0% 100.0%

100.0%

期間 0.38 人 R3目標

環境省が定める「事務処理基準（平成13年5月21日
付環境省環境管理局長通知）」及び「有害大気汚染
物質測定方法マニュアル」等に基づき、市内2地点
において調査を実施している。
①調査計画の作成（調査項目、調査日程等）②調査
の実施（12回/年）③測定精度の審査、測定値（年統
計値を含む。）の確定④調査結果の国・関係機関・
市民等への情報提供

0.35 人

3,104千円
会年職員 0.00 人

2,909千円

環境
対策
課

実施計画ランク 事業の種別

一
般

R1予算現額

水質規制対象事業
所検査事業

重要 自治事務 法定受託事務

指標名 目標設定の考え方・根拠

法定受託＋附加

水質汚濁防止法、埼玉県生活環境保全条例

R1その他職員
従事割合

R1目標 R2目標値が未達成の理由・分析

根拠法令 R2予算現額

事業の目的及び具体的な内容
A

1,638千円 1,526千円

R1正規職員
人件費

R2決算額（見込み）

R2目標 R2実績

R1実績

1,334千円 1,166千円

計画どおり立入検査を実施したた
め。

R2年度に改善した点

①立入計画事業所数

②立入検査を行った事業所数

③

計画実施率
立入検査を行った事業所数/立入計画事業所数
×100

定期的に立入検査を行うことにより、事業所の
水質規制遵守への関心の向上並びに意識低下
の防止が期待されるため、計画実施率を指標と
する。

現場用のｐH測定器を購入して、採水時に
迅速に水質を把握できるようにした。また、
立入時の採水地点の図面に留意事項を記
載したり、写真を添付するなどして、担当
者が変わった場合でも対応できるよう工夫
した。

下水接続により規制対象外になった事業所（1
事業所）や工事等により排水がなく採水できな
かった事業所(2事業所）があったため。

事業達成に向けての現在の課題及び今
後の課題解決に向けた取り組み

事業所によっては、排水に詳しい担当者
が常駐していないこともある。原則は抜き
打ちであるが、状況に応じて事業所に連絡
を取る等立入検査が計画的に実行できる
ようにしたい。

100.0%

100.0% 106.8%
非常勤
特別職

0.00 人

5,569千円 臨時職員 0.00 人
①54事業所

②51事業所

③

R2正規職員
人件費

R2その他職員
従事割合

会年職員 0.00 人

100.0% 94.4%

期間 0.66 人 R3目標

排出水の状況や施設の管理状況など、法令に基づ
き、その遵守状況を検査する。
①検査計画の作成②対象事業所への立入検査の
実施③採水した水質・施設の稼働状況・自主測定結
果について規制基準との適合状況の確認④規制基
準に適合しない事業所等への改善指導。また、立入
検査により各事業所から公共用水域へ排出される
汚濁物質を削減し、水質汚濁を防止する。

0.67 人

S62～ 5,391千円

ばい煙測定は委託業者により行われる
が、測定に時間がかかるため、測定中に
苦情案件の現場や当課保有の常時監視
測定局の確認を行い、時間の有効利用に
努めた。

事業達成に向けての現在の課題及び今
後の課題解決に向けた取り組み

今後も、行政の監視として立入検査を続け
ることで、事業者の環境意識を保たせてい
きたい。

R1決算額

84
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SDGsへの貢献
(最大3つ)

事業概要（全体）

評価及び次年度以降に向けた課題・取り組みなど

評価
理由

総合
評価

活動実績(R2)投入コスト
事業自体が
貢献する
項目

実施手法等
の工夫により
貢献できた
項目(任意)

所属
名称

経費

現状の課題

成果

成果指標
会
計

事務事業名称

項目名

□ □ ■

実績

評価者

環境対策課長　矢野　正和

項目名

■ □ □

実績

評価者

資源循環推進担当参事　池田　淳

項目名

■ □ □

実績

評価者

河川担当参事　加藤　孝雄

項目名

■ □ □

実績

評価者

環境対策課長　矢野　正和

会年職員 0.00 人

0千円

R2決算額（見込み）

臨時職員 0.00 人 ①6,424基
②11基（設置）11基（使用開始）
24基（管理者変更）123基（廃
止）＝169基
③951基（ﾎﾟｽﾃｨﾝｸﾞ64基＋郵便
887基）

R2目標

R02～ 3,594千円

R2正規職員
人件費

R2その他職員
従事割合

14.0%

県や検査機関と浄化槽台帳を情報共有し、浄化槽
の設置状況等の精度を図り、市民サービスの向上
につなげ、法定検査の受検率を県平均まで引き上
げる。

0.00 人
非常勤
特別職

0.00 人

14.4%（923基） 浄化槽の維持管理に努め
ていただけるように啓発活
動をすることで、水質改善
に繋がる。15.0%

R3目標

13.0%

浄化槽台帳システムを導入した。浄化槽
の維持管理の啓発を地区を限定して、一
斉送付した。

事業達成に向けての現在の課題及び今
後の課題解決に向けた取り組み

どのように貢献したか

A

浄化槽台帳システムを導入して6カ
月程度であることから、台帳の精査
を進めた。また、浄化槽設置世帯
に維持管理の啓発を進めた。台帳
は地図情報を利用してポスティング
に活用できた。成果目標を達成す
るためには、台帳の精度を高め、
必要なところに啓発できるように努
めていきたい。

６．安全な水
とトイレを世

界中に

R2年度に改善した点

県台帳との整合性が不十分なため、一致
させる方法を模索する必要がある。法定検
査の受検率向上は、地区を限定して維持
管理の啓発を引き続き通知する。時期は
10月頃に行う。必要に応じて、現地調査と
ポスティングを行う。

浄化槽法 420千円 185千円

事業の目的及び具体的な内容
R1正規職員
人件費

R1実績
R1その他職員
従事割合

優先 自治事務 法定受託事務 法定受託＋附加 0千円

R1決算額 指標名 目標設定の考え方・根拠

期間 0.44 人

0千円

浄化槽管理者には浄化槽法により毎年１回の
定期検査の受検が義務付けられているものの、
市の受検率は13.0%であった。このことから毎年
度1%ずつ受検率を伸ばすように目標を設定し、
県全体での受検率平均19.3％（令和1年）を目指
す。

R2目標値が未達成の理由・分析

13.0%（847基）

目標達成済

R2実績

資源
循環
推進
課

実施計画ランク 事業の種別

一
般

R1予算現額

スマート浄化槽導入
事業

根拠法令 R2予算現額
①浄化槽基数

②各種届出書

③啓発数

法定検査受検率向上

R1目標

どのように貢献したか

住民からの要望等に速や
かに対応することで、浸水
被害等の防止を図ることが
できた。

１１．住み続
けられるまち

づくりを

１３．気候変
動に具体的

な対策を

１１．住み続
けられるまち

づくりを

どのように貢献したか

公害苦情相談に対応する
ことで、直接的なSDGｓへ
の貢献につながった。

１４．海の豊
かさを守ろう

どのように貢献したか

市内主要河川の水質など
を測定・監視することによ
り、環境施策の参考となっ
た。

６．安全な水
とトイレを世

界中に

環境
対策
課

実施計画ランク 事業の種別

一
般

R1予算現額

重要 自治事務

R1正規職員
人件費

公共用水域等汚濁
状況の常時監視事
業

法定受託＋附加 5,475千円 4,766千円
①測定項目

②測定地点

③

R2決算額（見込み）

水質汚濁防止法 6,129千円

R2年度に改善した点

実施項目率
（測定項目/計画項目×100）

埼玉県及び所沢市が定めた公共用水域水質測
定計画に基づき、市内主要河川の水質と河川
底質の評価を行うこと。また、河川の汚濁状況
を監視し、水質汚濁防止に係る施策の令和2年
度における基礎資料を得ることを目的としている
ため、その実施項目率を指標とする。

R元年度にBODの基準超過が多かった地
点について、毎月１回の採水とは別に、定
期的に河川のパトロールを実施した。

R1目標 R1実績 R2目標値が未達成の理由・分析

指標名 目標設定の考え方・根拠

A

埼玉県及び所沢市が定めた公共
用水域水質測定計画に基づいて、
市内主要河川の水質と河川底質の
評価を行っており、成果指標の目
標値を達成することができた。
また、月1回の常時監視をすること
によって、水質汚濁防止に係る施
策の基礎資料を得ることができた。

根拠法令 R2予算現額

100.0% 100.0%

100.0%

R1決算額

法定受託事務

①89項目

②13地点・年12回

③

R2目標
河川工事等や植物の光合成による突発的
なBOD、pHの基準値超過が見られることも
あるものの生活排水由来の汚濁も考えら
れることから、採水時以外も定期的に河川
状況を把握しておく必要がある。

R2正規職員
人件費

R2その他職員
従事割合

0.62 人
非常勤
特別職

0.00 人 100.0%

R3目標

事業達成に向けての現在の課題及び今
後の課題解決に向けた取り組み

S62～ 4,656千円

6,159千円

事業の目的及び具体的な内容

R2実績

R1その他職員
従事割合

埼玉県および所沢市が定めた公共用水域水質測定
計画に基づき、ｐHなどの生活環境項目、カドミウム
などの健康項目等について、市内主要河川の水質
と河川底質の調査を行う。
また、市内主要河川の水質と河川底質（川底の泥）
の環境基準項目等を中心として、河川の汚濁状況を
監視し、水質汚濁防止に係る施策の基礎資料を得
ることを目的とする。

5,153千円 臨時職員 0.00 人

会年職員 0.00 人

100.0%

目標達成済

期間 0.57 人

苦情相談解決率
（解決件数/対応件数×100）

R2決算額（見込み）
公害苦情相談は、相談者の感覚に
起因するものが多く、対応が困難で
解決までに時間を要するが、今後
も目標達成に努めていきたい。
今後も、処理困難な案件が増加す
る事が推測されるが、より一層知識
を深めて、相談者への適切かつ迅
速な対応を図る必要がある。

自治事務 法定受託事務

指標名 目標設定の考え方・根拠

R1正規職員
人件費

R1その他職員
従事割合

R1目標 R1実績

①苦情相談対応件数

②苦情相談解決件数

③

97.0%

環境
対策
課

実施計画ランク 事業の種別

一
般

R1予算現額

4,872千円

重要

今後も、苦情相談は現状維持若しくは増加
するものと考えられるため、職員の資質の
向上を図りつつ、環境支援システムを有効
利用し、効率化を図りながら、迅速な解決
を目指す。

A
R2目標値が未達成の理由・分析

各苦情案件について、担当者間で密に情
報共有を行い、多角的な視点から対応を
行った。

目標達成済

事業達成に向けての現在の課題及び今
後の課題解決に向けた取り組み

苦情に関しては、100%解決が望ましいが、解決
が長引く案件も多くある。また、年度末に受付し
た苦情は繰り越さざるを得ないため、現実的な
目標としたい。

R2年度に改善した点

法定受託＋附加 2,587千円 2,655千円

R3目標

R2実績

96.5%
騒音、振動、悪臭をはじめとする各種公害にかかる
苦情相談を電話・メール・窓口等を通して受付け、苦
情発生源の調査、指導、助言等を行い解決を図る。

2.30 人

R2正規職員
人件費

81.0%

期間 2.06 人

80.9%

19,118千円 臨時職員 1.00 人
①113件

②109件

③

公害等苦情相談事
業

R2目標

S47～

93.5%

会年職員 0.50 人

根拠法令

4,893千円

事業の目的及び具体的な内容

R2予算現額

公害紛争処理法

16,826千円

R2その他職員
従事割合

河川
課

実施計画ランク 事業の種別

１、河川の氾濫による浸水被害等の防止を図るた
め、改修・整備を行う。
２、パトロールや市民等の要望により、清掃・除草お
よび修繕等を行う。
３、地域に根付く川づくりを目指し、維持管理の一部
を委託する。
４、「水辺サポーター制度」事業の推進。

S25～

法定受託事務 法定受託＋附加

特になし

根拠法令

37,022千円

一
般

R1予算現額

4.55 人

重要 自治事務

事業の目的及び具体的な内容
R1正規職員
人件費

期間

河川・水路維持管理
事業 事業達成に向けての現在の課題及び今

後の課題解決に向けた取り組み

R2目標値が未達成の理由・分析

要望や通報に関しては、夏季に多く寄せら
れることから、要望が集中した際に効率的
に作業を進めていくことが求められる。

R1決算額 指標名

R1目標 R1実績

①維持管理（清掃）

②要望・通報件数

③改修・整備工事

目標設定の考え方・根拠

要望・通報処理件数 速やかに要望や通報に対応するため、可
能な限り、職員による直営対応を実施し
た。

Ａ

成果指標の目標を達成している。

R2予算現額 R2決算額（見込み）

4.65 人 R3目標

目標達成済

36,575千円

37,820千円 0.00 人

0.00 人

64,579千円

①5,641ｍ

②270件

③23.34ｍ

R2目標

非常勤
特別職

250件 270件

65,967千円

250件 321件

R2実績

R2その他職員
従事割合

R2正規職員
人件費

R2年度に改善した点

要望・通報処理件数

37,981千円 250件

R1その他職員
従事割合

臨時職員

R1決算額

会年職員 0.00 人

非常勤
特別職

0.00 人
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SDGsへの貢献
(最大3つ)

事業概要（全体）

評価及び次年度以降に向けた課題・取り組みなど

評価
理由

総合
評価

活動実績(R2)投入コスト
事業自体が
貢献する
項目

実施手法等
の工夫により
貢献できた
項目(任意)

所属
名称

経費

現状の課題

成果

成果指標
会
計

事務事業名称

項目名

■ □ □

実績

評価者

生活環境課長　池田　康徳

項目名

■ □ □

実績

評価者

生活環境課長　池田　康徳

項目名

■ □ □

実績

評価者

生活環境課長　池田　康徳

項目名

■ □ □

実績

評価者

生活環境課長　池田　康徳

どのように貢献したか

生活廃水を適正処理する
ことにより、地下水や河川
水の汚染を防止した。

どのように貢献したか

土地所有者の協力により
目的を達成した。

１１．住み続
けられるまち

づくりを

６．安全な水
とトイレを世

界中に

１１．住み続
けられるまち

づくりを

１７．パート
ナーシップで
目標を達成

しよう

１７．パート
ナーシップで
目標を達成

しよう

４．質の高い
教育をみん

なに

３．すべての
人に健康と

福祉を

１１．住み続
けられるまち

づくりを

１７．パート
ナーシップで
目標を達成

しよう

どのように貢献したか

環境保全に対する関心と
理解を深め、実践的活動を
行った。

どのように貢献したか

快適な生活環境を確保す
るため、自主的に参加し清
掃活動を実施した。

R2目標値が未達成の理由・分析

彩の国「新しい生活様式」における地域清
掃活動の１０のポイントを配慮するように
案内した。

１７．パート
ナーシップで
目標を達成

しよう

１１．住み続
けられるまち

づくりを

１１．住み続
けられるまち

づくりを

３．すべての
人に健康と

福祉を

新型コロナウイルス感染症緊急事態宣言が発
令されたことにより、春の「環境美化の日」が中
止となった。また、実施した秋の「環境美化の
日」一斉美化清掃活動の参加・不参加について
は、各自治会の判断に委ねた。

実施計画ランク 事業の種別

一
般

事業の目的及び具体的な内容

世帯数×3割×１回
（春・秋いずれかで３割の世帯から１人は参加し
てもらいたいという考えによる）

R1予算現額 R1決算額 指標名 目標設定の考え方・根拠

R2決算額（見込み）

6,560千円
①ごみ回収実績

②参加人数
環境美化活動における参加人数

R1実績

｢環境美化の日｣市内一斉美化清掃活動実施要領 5,367千円 3,703千円

R2目標

「環境美化の日」市
内一斉美化清掃活
動事業

根拠法令 R2予算現額

R1その他職員
従事割合

R1目標

重要 自治事務 法定受託事務 法定受託＋附加 7,603千円

市民参加による市内全域での環境美化清掃活動を
春、秋の年に２回実施することにより、快適な生活環
境を確保する。

0.99 人

期間 0.99 人

R1正規職員
人件費

47,758 人

臨時職員 0.00 人
①25.35t

②13,341人

R2実績

R3目標
0.00 人

48,039 人

参加人数の増加を図るため、市民への周
知の方法について、より分かりやすくなる
ようポスター、チラシ、ホームページの改善
を行う。また、継続して参加してもらうよう
努める。

R2正規職員
人件費

R2その他職員
従事割合

48,680 人 13,341 人

49,286 人

Ｃ

コロナの関係で参加への制限を設
ける中で、今後もより多くの市民が
継続的に参加できるよう、工夫が必
要である。

R2年度に改善した点

事業達成に向けての現在の課題及び今
後の課題解決に向けた取り組み

S57～ 8,086千円

生活
環境
課

実施計画ランク 事業の種別

一
般

R1予算現額

生活
環境
課

根拠法令 R2予算現額

所沢市環境推進員設置要綱 12,912千円

指標名

R2決算額（見込み）

12,307千円

R1目標

環境推進員1人あたりの活動回数
①委嘱人数

②事業参加延べ人数

5.2回

新型コロナウイルス感染症の関係で、秋の「環
境美化の日」一斉清掃以外の活動がほとんど
中止となった。

6回

6回

R3目標

目標設定の考え方・根拠

Ｃ

環境推進員は、市の環境政策と連
携した活動として、ごみ減量・リサイ
クル・地域での環境美化活動など
を推進している。令和2年度はコロ
ナ関係でほとんどの活動が中止さ
れたため、これまでのような活動実
績は残せなかったが、活動が行え
るよう工夫が必要である。

R2年度に改善した点

以前の生活に戻れば各地区独自の活動を
進めるよう、情報提供を行うとともに、環境
美化の日、歩きたばこ等防止啓発キャン
ペーン、環境講演会などの全地域対象の
事業の参加者の増加に努める。

環境推進員それぞれが２ヶ月に１度程度の活動
を行うと期待したもの

現状のとおり

事業達成に向けての現在の課題及び今
後の課題解決に向けた取り組み

重要 自治事務 法定受託事務 法定受託＋附加 12,785千円 12,617千円

環境推進員活動促
進事業

事業の目的及び具体的な内容
R1正規職員
人件費

R1その他職員
従事割合

R1実績 R2目標値が未達成の理由・分析

ごみ減量・リサイクル・および地域での環境美化を推
進し、市民の環境保全に対する意識を高め、理解を
深めることにより、健康で潤いのある生活環境を作
る。

0.78 人
非常勤
特別職

0.00 人

6,483千円 臨時職員 0.00 人
①1,091人

②2,062人

R2目標 R2実績

R2正規職員
人件費

R2その他職員
従事割合

1.9回

6回H8～ 5,963千円

期間 0.73 人

R1決算額

非常勤
特別職

0.00 人

重要 自治事務

8,229千円

事業の種別

一
般

根拠法令 R2予算現額

事業の目的及び具体的な内容

R1予算現額

R1正規職員
人件費

673千円

667千円

R2決算額（見込み）

R1その他職員
従事割合

1,120千円

①指導箇所

②改善箇所

③改善率

B

高齢化や金銭的理由等であき地の除草作業を
行うことができない所有者がいる。

R2目標 R2実績

改善箇所÷指導箇所

100%

R1実績

R2年度に改善した点

指導による改善率

330千円

R1目標

74.0%

R1決算額

改善が見られない土地所有者に対し、自
宅を訪問したり、再三電話をかけて、改善
指導を行った。

R2目標値が未達成の理由・分析

指標名 目標設定の考え方・根拠

78.0%

年々高齢化や金銭的理由等により
あき地の除草を行うことができない
所有者が増えているなかで、一定
の実績をあげることができた。

1.95 人
非常勤
特別職

0.00 人 100%

16,208千円
①81箇所

②63箇所

③78％会年職員
2.04 人 R3目標

あき地の雑草除去
指導事業 事業達成に向けての現在の課題及び今

後の課題解決に向けた取り組み

S44～ 16,663千円 100%
0.00 人

所有者の理解や協力がなければ改善が
進まないため、粘り強く土地所有者に訴え
かけていくことに努める。

R2正規職員
人件費

あき地が適正に管理されずに雑草が繁茂すると、火
災、犯罪の発生、害虫の発生、ゴミの不法投棄など
の原因になることから定期的にあき地の雑草繁茂状
況を調査し、繁茂状況により土地の所有者（管理者）
に対し、雑草の除去を行うよう指導する。

下水道未整備地区で生活廃水の吸込槽が機能低
下によりあふれてしまうことを防ぐため、たまった生
活廃水のくみ取りを行うことにより、周辺の衛生的な
生活環境を保持する。

一般家庭生活廃水
くみ取り事業

重要

期間

所沢市あき地の雑草除去に関する条例

法定受託事務

生活
環境
課

実施計画ランク

法定受託＋附加

100%

R1予算現額

①979回

②2,381,300ℓ

③1,428,780円

20,481千円

3,186千円

R1決算額

事業の目的及び具体的な内容生活
環境
課

実施計画ランク 事業の種別

一
般

所沢市一般家庭生活廃水くみ取りに関する条例

自治事務 法定受託事務 法定受託＋附加

S46～

R2年度に改善した点

衛生側面からの納得度
(くみ取り件数－くみ取り作業への苦情件数)÷く
み取り件数

現状のとおり

R1目標

成果指標の目標は達成しており、
継続的な成果が得られている。

指標名

R2目標値が未達成の理由・分析

目標設定の考え方・根拠

Ａ

17,807千円

R2正規職員
人件費

R2その他職員
従事割合

100%

17,304千円

R2目標

R1実績

20,494千円

0.51 人

根拠法令 R2予算現額 R2決算額（見込み）

100%

100%

4,239千円 臨時職員

①くみ取り件数

②くみ取り量

③くみ取り手数料R1正規職員
人件費

R2実績

期間 0.39 人 R3目標

くみ取り作業への苦情もなく、目標は達成され
た。

事業達成に向けての現在の課題及び今
後の課題解決に向けた取り組み

非常勤
特別職

0.00 人 100%

平成３０年度から引き続き協同組合所沢
清和会へ委託したが、今後も安定した業務
サービスができるように努める。

会年職員 0.00 人

0.00 人

臨時職員 0.00 人

R2その他職員
従事割合

R1その他職員
従事割合

会年職員 0.00 人

会年職員
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SDGsへの貢献
(最大3つ)

事業概要（全体）

評価及び次年度以降に向けた課題・取り組みなど

評価
理由

総合
評価

活動実績(R2)投入コスト
事業自体が
貢献する
項目

実施手法等
の工夫により
貢献できた
項目(任意)

所属
名称

経費

現状の課題

成果

成果指標
会
計

事務事業名称

項目名

■ □ □

実績

評価者

生活環境課長　池田　康徳

項目名

■ □ □

実績

評価者

生活環境課長　池田　康徳

項目名

□ ■ □

実績

評価者

環境対策課長　　矢野　正和

項目名

■ □ □

実績

評価者

環境対策課長　矢野　正和

どのように貢献したか

狂犬病予防注射の接種率
を向上させることで、狂犬
病の発生を防止した。

１１．住み続
けられるまち

づくりを

１６．平和と
公平をすべ
ての人に

どのように貢献したか

受動喫煙にも配慮し、パト
ロール等で条例周知啓発
に努めた。

１１．住み続
けられるまち

づくりを

１７．パート
ナーシップで
目標を達成

しよう

３．すべての
人に健康と

福祉を

どのように貢献したか

空間放射線量の測定と公
表を行うとともに、測定器
の貸し出し体制を整えてお
くことで、市内放射線量の
現状について市民周知に
努めた。

どのように貢献したか

ダイオキシン類の環境調査
で大気の状況を把握するこ
とにより、環境施策の参考
となった。

１１．住み続
けられるまち

づくりを

３．すべての
人に健康と

福祉を

１１．住み続
けられるまち

づくりを

R1予算現額

2,540千円 2,282千円

①調査検体数

②調査計画検体数

③

調査実施率
（有効調査検体数/調査計画検体数×100）

R2決算額（見込み）

3,491千円

R2正規職員
人件費

法定受託＋附加

R2予算現額

環境
対策
課

実施計画ランク 事業の種別

一
般

期間

H9～

　大気については埼玉県が定めたダイオキシン類大
気常時監視実施計画に基づき、河川水については
ダイオキシン類対策特別措置法に基づく常時監視
（公共用水域）実施計画に基づき、また、土壌・地下
水については地下水質測定計画に基づき、ダイオキ
シン類にかかる環境調査を行う。また、ダイオキシン
類による大気・水質・土壌等の汚染状況を常時監視
し、ダイオキシン類による汚染対策に係る施策の基
礎資料とする。

ダイオキシン類対策特別措置法

事業達成に向けての現在の課題及び今
後の課題解決に向けた取り組み

R1決算額 指標名

ダイオキシン類によ
る汚染状況の常時
監視事業（大気、水
質及び土壌等）

目標設定の考え方・根拠

A

根拠法令

重要 自治事務 法定受託事務

2,438千円 2,428千円

事業の目的及び具体的な内容
R1正規職員
人件費

R1その他職員
従事割合

R1目標 R1実績 R2目標値が未達成の理由・分析

非常勤
特別職

0.00 人 100.0% 100.0%

目標達成済

.

R3目標

臨時職員

引き続き定められた測定の精度を維持し、
今後も常時監視を継続する。

R2その他職員
従事割合

100.0% 100.0%

毎年、成果指標の目標値を達成し
ているため。

R2年度に改善した点

埼玉県の実施計画で、大気：3地点を4回/年、
河川水・底質：各2地点を1回/年、土壌：2地点を
1回/年、地下水：1地点を1回/年の年19検体が
測定数として定められているため、すべての項
目を市で実施することを目標として設定してい
る。

毎年、国や県に報告している調査結果に
ついては、環境支援システムからのデータ
を利用しているが、以前よりいくつか不具
合が生じていた点について、明確にし資料
化した。今後のシステム改修時や担当者
変更時の引継ぎ等に活用したい。

100.0%

①19検体

②19検体

③

R2目標

3,022千円

環境
対策
課

実施計画ランク 事業の種別

一
般

事業の目的及び具体的な内容

期間

重要

0.42 人

根拠法令 R2予算現額

R1決算額

非常勤
特別職

0.00 人

R1その他職員
従事割合

0.43 人

R1予算現額

0.37 人

R2決算額（見込み）

317千円

会年職員 0.00 人

R2年度に改善した点

127千円 ①継続的な空間放射線量測定

②除染土壌仮保管場所定期測
定

③測定結果公表

調査実施率
（測定数/調査数×100）

市民生活における空間放射線の影響の確認の
ため市内10地点での測定を指標とした。

目標設定の考え方・根拠

R2目標値が未達成の理由・分析

指標名

100.0%

自治事務 法定受託事務 法定受託＋附加

R1正規職員
人件費

特になし 131千円

134千円

市内の放射線量を定期的に測定し、その結果等の
情報を市民に公表するとともに、市民への測定器貸
出や相談などの対応を行う。
また、放射線に係る環境汚染の実態を継続的に把
握することで、市民の不安を軽減するための根拠資
料とする。

放射性物質による
環境汚染の監視・対
処事業 100.0%

3,512千円

R2正規職員
人件費

R2その他職員
従事割合

R1目標 R1実績

会年職員 0.50 人

R2実績

目標達成済

0.53 人

H23～

事業達成に向けての現在の課題及び今
後の課題解決に向けた取り組み

4,405千円 臨時職員 0.00 人 ①市内10地点での測定回数
1地点・1回/月×１２ヶ月

②保管場所×４回/年

③市ホームページ、各まちづく
りセンターにポスター掲示

Ａ

成果指標の目標値を達成している
ため、一定の成果を上げられてい
ると考える。

現状のとおり

R2目標

市による定期測定を継続し、その結果を公
表することで、市民の安全安心の確保に
努める。また、点検、校正を行った測定器
の貸出を継続する。

100.0%

100.0% 100.0%

R3目標

生活
環境
課

実施計画ランク 事業の種別

一
般

R1予算現額

犬の登録・狂犬病予
防注射管理事業

根拠法令 R2予算現額

5,192千円

指標名 目標設定の考え方・根拠

B

所沢狂犬病予防協会や市内動物
病院と連携して集合狂犬病予防注
射や注射済票仮交付を行い、犬の
飼い方教室の開催や広報による啓
発活動などの実施により、ある程度
の結果は残せたが、７割の接種率
だったため。

2,817千円
①新規登録枚数

②登録頭数

③注射済票交付枚数

狂犬病予防注射接種率R2決算額（見込み）

R1実績 R2目標値が未達成の理由・分析

R2年度に改善した点

狂犬病予防法に犬の所有者は狂犬病予防注射
を毎年１回受けさせなければならないとなってい
る。

新型コロナウイルス感染症の拡大に伴
い、集合狂犬病予防注射が中止となった。
接種率の向上を図るため、市内動物病院
と提携して実施している注射済票仮交付
の期間を延長した。

事業達成に向けての現在の課題及び今
後の課題解決に向けた取り組み

接種率の向上及び飼い主のマナー向上に
ついて、より効果がある方法を研究する。

重要 自治事務 法定受託事務 法定受託＋附加 3,181千円

狂犬病予防法

事業の目的及び具体的な内容
R1正規職員
人件費

R1その他職員
従事割合

R1目標

非常勤
特別職

0.00 人 100% 73%

臨時職員 1.00 人
犬の死亡届の未提出や、狂犬病予防注射を摂
取しても注射済票の交付手続を行わない飼い
主がいるため、制度の周知・啓発活動が必要で
ある。

①1,212枚

②15,248頭

③10,694枚

R2目標 R2実績

R2正規職員
人件費

R2その他職員
従事割合

100% 70.1%

100%

9,974千円

期間 1.13 人 R3目標

H12～ 9,230千円
会年職員 1.00 人

狂犬病予防法に基づき、狂犬病の発生、蔓延を防ぐ
ため、市内で飼育されている犬の情報を登録し、狂
犬病の接種状況を管理する。犬の鑑札および注射
済票の交付を行うとともに、所沢狂犬病予防協会や
市内動物病院と連携して集合狂犬病予防注射や注
射済票仮交付を行うことで、予防注射接種率の向上
を図っている。

1.20 人

所沢市歩きたばこ等の防止に関する条例

1.16 人

生活
環境
課

期間

5,526千円

危険、迷惑な歩きたばこ、ポイ捨てをなくし、喫煙者
のマナー向上を図るため、キャンペーン、パトロール
等による条例の周知啓発活動を実施するとともに、
喫煙禁止地区での禁煙を徹底するため、路上喫煙
禁止地区内の路面シートの貼付や指定喫煙所の維
持管理を行う。

実施計画ランク 事業の種別

一
般

R1予算現額

H18～

R2目標値が未達成の理由・分析

非常勤
特別職

0.00 人 0%

歩きたばこ等防止
啓発事業

根拠法令 R2予算現額

9,642千円

市内4カ所（主な駅前）の平均路上歩行者喫煙率
（成人歩行者に対する歩行喫煙者の割合）

事業の目的及び具体的な内容

条例を周知し、遵守することで危険、迷惑な歩き
たばこや路上喫煙行為をなくすため、目標は違
反者が０パーセントであること。

R1その他職員
従事割合

R2決算額（見込み）

4,876千円

R2実績臨時職員 0.00 人
条例制定前は2.19パーセントであった歩行喫煙
率がほぼ10分の1となっており、条例の周知は
進んでいると考えられるが、マナーを守らない喫
煙者が少数見受けられる。

①コロナ関係で中止

②59枚

③11回

0.08%

R2年度に改善した点

重要 自治事務 法定受託事務 法定受託＋附加 3,853千円

目標設定の考え方・根拠R1決算額 指標名

Ａ
事業達成に向けての現在の課題及び今
後の課題解決に向けた取り組み

条例施行後、路上喫煙率の推移をみると
一定の効果は上がっており、喫煙マナー
の向上も図られているが、一部喫煙マナー
が守られていない状況があることから、職
員によるパトロールを行い、条例違反者へ
の声かけを実施していく。

概ね条例の内容は周知され、喫煙
者のマナーも向上していると考えら
れるため。

3,684千円 ①駅前キャンペーン実施個所

②路面シートの貼付枚数

③歩きたばこ等防止パトロール
実施回数

駅前指定喫煙所（狭山ヶ丘駅）にパーテー
ションやプランターを設置し、分煙対策を
行った。

0.12%

R2目標

0%

R1目標 R1実績

9,312千円

R2正規職員
人件費

1.14 人

R2その他職員
従事割合

0%

R3目標

R1正規職員
人件費

会年職員

R1決算額

0.00 人

5,070千円

0.00 人
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項目名

■ □ □

実績

評価者

産業振興課長　森田　茂明

項目名

■ □ □

実績

評価者

産業振興課長　森田　茂明

項目名

■ □ □

実績

評価者

商業観光課長　築地　将司

項目名

■ □ □

実績

評価者

産業振興課長　森田　茂明

第５章　魅力・元気・文化を誇れるまち  第１節　産業基盤

期間 0.13 人 R3目標

665千円 臨時職員

事業の目的及び具体的な内容

R2目標 R2実績

2グループ

会年職員 0.00 人

会年職員

2グループ 2グループ

2グループ

H25～ 1,062千円 2グループ
0.01 人

0.01 人
①２グループ

②

③

R2正規職員
人件費

R2その他職員
従事割合

市内商業経営者グループが行う研究事業を募集し、補助
金を交付する。
・対象者　　　市内在住者又は市内に事業所を有する5名
以上で構成する団体
・対象事業　 研究事業に要する調査活動費、研修費、消
耗品費等
・補助金額　 経費の1/2以内（限度額20万円）
同一の研究事業は2回を限度としている。

0.08 人
非常勤
特別職

0.00 人

R1正規職員
人件費

R1その他職員
従事割合

R1目標 R1実績 R2目標値が未達成の理由・分析

重要 自治事務 法定受託事務 法定受託＋附加 400千円

A

令和２年度は、販路開拓事業と市
内飲食店団体が行う新型コロナウ
イルス感染症対策に対して補助を
行い、当事業の市内経営者の育成
と市内商業の発展を支援する目的
を達成した。

R2年度に改善した点

①補助対象研究事業数

②

③

補助対象研究事業数
予算額400千円（1事業限度200千円×2グルー
プ） 補助対象となりそうな事業や実施に興味

がある事業者に制度をPRした。

目標達成済

事業達成に向けての現在の課題及び今
後の課題解決に向けた取り組み

市内経営者の育成・商業の発展のため、
引き続き事業を行う必要があるが、補助対
象となりそうな事業の情報収集や市内事
業者への周知を積極的に行う。

根拠法令 R2予算現額

400千円

R1決算額 指標名 目標設定の考え方・根拠

R2決算額（見込み）

所沢市商業経営者グループ研究事業補助金交付要綱 400千円

265千円

①157人

②35人

R2その他職員
従事割合

393人

商業
観光
課

実施計画ランク 事業の種別

一
般

R1予算現額

商業経営者グ
ループ研究補助
事業

事業の目的及び具体的な内容
R1正規職員
人件費

393人

157人

期間 0.18 人 R3目標

H12～ 1,470千円

R2目標値が未達成の理由・分析

393人 220人

法定受託＋附加 1,350千円 1,350千円

産業競争力強化法

R1その他職員
従事割合

R1目標

根拠法令

3,408千円 臨時職員

0.00 人

R2年度に改善した点

①創業支援対象者数

②創業者数

創業支援対象者数
産業競争力強化法に基づく本市の創業支援等
事業計画による創業支援の対象者を目標値とし
た。

新型コロナウイルス感染症対策として、定
員の縮小、グループワークの見直しなど、
三密を避ける工夫を行った。

新型コロナウイルス感染症の影響から、予定し
ていた開業ゼミナールや個別相談会が中止に
なったこと、市のワンストップ相談窓口の利用が
少なかったことなどから、件数の目標値と実績と
の間に大きな乖離が見られた。

事業達成に向けての現在の課題及び今
後の課題解決に向けた取り組み

新型コロナウイルスの影響を考慮し、非対
面方式支援策の考察を含め、今後も商工
会議所及び創業・ベンチャー支援センター
埼玉とも、密に連携した創業支援事業を展
開していく必要がある。

新規創業等支援
事業

指標名 目標設定の考え方・根拠

C

R2決算額（見込み）

R2目標0.00 人

R1実績

新型コロナウイルスの影響により、
計画通りに支援を進められなかっ
たため、目標値に対する成果達成
度は半分ほどにとどまってしまっ
た。

R2実績地域における創業者を支援し、地域の活性化、雇用の確
保を図ることを目的として、開業ゼミナール、開業カフェ、
専門家による無料個別相談会等、産業競争力強化法に基
づく創業支援事業計画に沿って、商工会議所等と共に事
業を展開するもの。

R2正規職員
人件費

産業
振興
課

実施計画ランク 事業の種別

一
般

0.41 人
非常勤
特別職

農商工連携により創出された新事業数

R1決算額R1予算現額 指標名

自治事務

180千円

4件

0.54 人

0.00 人

会年職員 0.00 人

R2その他職員
従事割合

5,237千円 0.00 人

80千円

45千円

R2予算現額

法定受託事務

一
般

農業者、飲食店業者、食品加工業者等の情報交換・ビジ
ネスマッチングの機会として「農商工連携のための勉強
会」、「農商工連携のためのきっかけづくり交流会」を開催
し、地元農産物などを活用した新たな商品やサービス等の
創出を図るもの。

R1その他職員
従事割合

R1正規職員
人件費

臨時職員

R2正規職員
人件費

特になし

根拠法令 R2決算額（見込み）
新型コロナウイルス感染症対策として、
データ版PRシートを活用した非対面方式を
採用し、ところざわサクラタウン及びYOT-
TOKOでの販売機会をメインターゲットとし
たきっかけづくりを実施した。

支援事業に参加した事業者同士の連携により、
実際に新商品や新サービスの創出につながっ
た件数を目標値とした。

R1実績R1目標 R2目標値が未達成の理由・分析

①きっかけづくり交流会参
加団体数
②きっかけづくり交流会新
規参加団体数
③農商工連携により創出さ
れた新事業数事業の目的及び具体的な内容

事業達成に向けての現在の課題及び今
後の課題解決に向けた取り組み

目標達成済 コロナ禍及びポストコロナでも有効な市の
支援方法について、さらに考察を行うこと
が必要。R3目標

R2目標

3件
S

目標設定の考え方・根拠 R2年度に改善した点

指標名実施計画ランク 事業の種別

R1予算現額

1,350千円 1,350千円

R2予算現額

0.00 人

R1目標

R2決算額（見込み）

所属
名称

経費

投入コスト
会
計

産業
振興
課

事務事業名称 事業概要（全体）

実施計画ランク

R1決算額

52千円

SDGsへの貢献
(最大3つ)

事業自体が
貢献する
項目

実施手法等
の工夫により
貢献できた
項目(任意)

活動実績(R2)

成果

成果指標

評価及び次年度以降に向けた課題・取り組みなど

総合
評価

評価
理由

現状の課題

目標値に対して100％以上の成果
が出たため。

非常勤
特別職

4,411千円

0.63 人

①37団体

②18団体

③3件
3件

R2実績

3件3件

最優先 自治事務 法定受託事務 法定受託＋附加

企業誘致活動推
進事業

根拠法令

所沢市企業立地支援条例、及び、同施行規則
所沢市都市型産業等育成補助金交付要綱

目標設定の考え方・根拠

B

条例改正により、成果指標の目標
値は達成できていなが、令和２年
度における新規立地者は、新たに
１件の実績があることから、一定の
成果が挙げられていると考えられ
る。

R2年度に改善した点

誘致対象事業者の新規立地を、年間１件以上
あることを目標とし、交付件数を年度ごとに１件
づつ加算した。

埼玉県（企業立地課）との情報共有を図
り、埼玉県においても、所沢市への企業立
地活動を共同で行っている。

事業達成に向けての現在の課題及び今
後の課題解決に向けた取り組み

現在の課題：産業用地の不足
今後の取組：引き続き関係機関と連携し、
企業誘致活動を実施する。

R2目標値が未達成の理由・分析

条例改正により、交付時期の見直し（課税年度
の翌々年に交付）を行った関係から、新規立地
者への交付時期が到来しておらず、令和2年度
目標を達成していない。

R1実績

5,941千円 4,478千円

事業の目的及び具体的な内容
R1その他職員
従事割合一

般

R1予算現額

R2予算現額

0.00 人

0.00 人

3件

4件

①企業立地等奨励金の交
付件数
②工場等の立地相談対応
件数
③都市型産業等育成補助
金の交付件数

企業立地等奨励金の交付件数

R2正規職員
人件費

R2その他職員
従事割合

R1正規職員
人件費

11,073千円 4,331千円

R2目標

農商工連携推進
事業

R1決算額

重要 自治事務 法定受託事務

3件

7,564千円 臨時職員 R2実績

5件

非常勤
特別職

6件

①3件

②19件

③2件
期間 0.91 人

重要

7,433千円
会年職員

事業の種別

法定受託＋附加

８．働きがい
も経済成長

も

産業
振興
課

期間

H23～

R3目標

H24～

本市の立地環境を活かし、企業立地等奨励金や補助金に
より製造業や都市型産業等（情報通信業、アニメーション・
コンテンツ・ＩＣＴ関連産業、宿泊施設、社員２０人以上の本
社等）の立地・拡大の推進及び育成を行い、市内経済の活
性化、雇用の創出、税収の増加を図るものである。

0.91 人

８．働きがい
も経済成長

も

どのように貢献したか

８．働きがい
も経済成長

も

９．産業と技
術革新の基
盤を作ろう

どのように貢献したか

異業種間、事業者間の連
携による新たな付加価値を
有する商品やサービスの
創出に寄与した。

どのように貢献したか

市内に新たな企業を誘致
することで、所沢市の経済
成長へ繋げることができ
る。

９．産業と技
術革新の基
盤を作ろう

どのように貢献したか

本事業を通して市内商業
の発展に貢献した。

９．産業と技
術革新の基
盤を作ろう

新たな創業により地域経済
の活性化及び産業と技術
革新の基盤の底上げに貢
献した
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項目名

■ □ □

実績

評価者

産業振興課長　森田　茂明

項目名

■ □ □

実績

評価者

産業振興課長　森田　茂明

項目名

■ □ □

実績

評価者

産業振興課長　森田　茂明

項目名

■ □ □

実績

評価者

農業委員会事務局次長　青木　岳
志

第５章　魅力・元気・文化を誇れるまち  第２節　産業競争力・成長力

10件

R1正規職員
人件費

R2予算現額

重要

0件

期間 0.36 人

S48～ 2,940千円

R2その他職員
従事割合

事業達成に向けての現在の課題及び今
後の課題解決に向けた取り組み

3,325千円 臨時職員 0.00 人

①0円

②2,846,300円

コロナ不況からの回復支援策の一つとし
て、埼玉県および公庫融資の設備資金利
用者に対する利子補給を継続し、設備投
資を行う意欲的な事業者への発展を支援
する。また、市独自の融資件数が減少して
いるため、予算、人員、金融機関との調整
等を含めて、総合的に在り方を検討してい
く必要がある。

R2正規職員
人件費

R3目標

非常勤
特別職

2件

会年職員 0.00 人

中小企業融資事
業

10件

R2目標 R2実績

R2決算額（見込み）

所沢市中小企業融資規則、所沢市中小企業設備投資融
資利子補給金交付要綱、他

5,000千円

自治事務 法定受託事務 法定受託＋附加 5,000千円

C

R1決算額 指標名

①融資制度新規実行額

②借入事業者、貸付金融
機関への利子補給額

R1その他職員
従事割合

目標設定の考え方・根拠

中小企業者が行う資金調達に係る
支援策として一定の効果はある
が、コロナ対策として設けられた有
利な融資制度の利用した事業者が
ほとんどであったため、市の制度融
資利用者がいなかった。

R2年度に改善した点

融資制度新規利用件数
年度内に市の融資制度が実行された件数を設
定することで、市融資制度を必要としている事業
者の数を示す。

利子補給制度の周知チラシについて、効
力を高めるため、色紙で作成した。

R1目標 R1実績 R2目標値が未達成の理由・分析

10件

新型コロナ感染症対策として、実質無利子・無
担保の融資メニューが国県等により設置された
ことから、市制度融資の利用が無かったと思わ
れる。

3,017千円

0.00 人

2,846千円

産業
振興
課

実施計画ランク 事業の種別

一
般

R1予算現額

根拠法令

中小企業者の事業振興を図り、経営の合理化・安定化並
びに企業の体質改善に寄与することを目的に、中小企業
者に低利率で融資を行う。
市独自の融資制度は「中小企業支援資金」「特別小口資
金」「災害復興資金」「新規創業支援資金」の4種類。市融
資制度利用者、金融機関、県の設備投資融資の利用者に
対し利子補給を行う。

0.40 人

事業の目的及び具体的な内容

13,000千円

事業の目的及び具体的な内容

980千円 168,637千円

R2目標

0.12 人
会年職員 0.00 人

125,639千円

748千円 臨時職員 0.00 人
①3,879件

②514件

③3,034者

R2実績

R2その他職員
従事割合

143,682千円 95,989千円

R1正規職員
人件費

R1その他職員
従事割合

R1目標

0.00 人 164,452千円0.09 人

R2正規職員
人件費

予算額に対する決算額であるため。
会員支援のための諸事業は概ね計画どおり実
施された。

事業達成に向けての現在の課題及び今
後の課題解決に向けた取り組み

R2目標値が未達成の理由・分析

市内唯一の地域総合経済団体として、新
型コロナウイルス感染拡大により甚大な影
響を受けた市内経済の復活を行っていくこ
とが喫緊の命題である。

目標設定の考え方・根拠

B

市内の商工業振興において重要な
役割を担う団体として引き続き補助
を行う必要がある。
なお、補助事業のあり方について
は、市と共同で実施し市が負担金
を交付する事業と併せて方向性を
検討する必要がある。

R2予算現額

所沢商工会議所補助金交付要綱 13,000千円

自治事務 法定受託事務

S25～

所沢商工会議所
補助金

重要 13,000千円

期間

R2決算額（見込み）

法定受託＋附加

一
般

R1予算現額

地域経済の振興と発展を目的に、所沢商工会議所に対し
て補助金の交付を行う。
（団体における実施事業）
○所沢商工会議所一般事業(部会活動、街おこし事業、情
報提供事業、会員組織事業、検定事業等)
○中小企業相談所事業（中小企業経営指導、事業融資受
付、講習会開催、人材育成事業等）

産業
振興
課

実施計画ランク 事業の種別

根拠法令

農業委員会の業務や農業情報等を市内農業者に発信し、
農業経営の安定と発展を図る。
年２回発行し、いるま野農業協同組合を通じて市内農業者
に配布する。併せて、いるま野農業協同組合各支店や各
まちづくりセンターに配架するとともに、市ホームページに
掲載する。

1,081千円

期間 0.14 人

S53～ 1,144千円

一
般

R2予算現額

事業の目的及び具体的な内容

R2正規職員
人件費

100.0%

臨時職員 0.00 人

R1正規職員
人件費

R1その他職員
従事割合

会年職員 0.00 人

0.13 人

優先 自治事務 法定受託事務 法定受託＋附加 677千円

農業委員会等に関する法律 472千円

R1決算額

会年職員

R1決算額

R1その他職員
従事割合

R3目標

事業達成に向けての現在の課題及び今
後の課題解決に向けた取り組み

R2年度に改善した点

事業計画に基づき事業が実施されているかを示
す。
目標は商工会議所一般会計の予算額、実績は
決算額。

新型コロナウイルス感染症の影響を受け
た市内事業者の支援策について会議所と
市で協議し、事業者目線に立った会議所
の意見を取り入れた支援事業を実施した。

100.0%100.0%

R1目標

目標設定の考え方・根拠

Ｓ

毎年、成果指標の目標を達成し、
目的とする情報提供は果たしてい
る。
次年度以降も引き続き事業を継続
し、広報の役割を果たせるように努
める。

指標名

100.0%

13,000千円 ①経営改善普及事業の巡
回窓口相談件数
②経営改善普及事業の講
習会等の開催による指導
件数
③個人・法人・団体の年度
末会員数

①2回

②2,287戸

R3目標

商工会議所一般会計の事業費（千円）

R2実績

R1実績

現状の課題

所属
名称

経費

投入コスト
会
計

成果

成果指標

評価及び次年度以降に向けた課題・取り組みなど

総合
評価

事業の種別実施計画ランク

事務事業名称 事業概要（全体）

非常勤
特別職

SDGsへの貢献
(最大3つ)

事業自体が
貢献する
項目

実施手法等
の工夫により
貢献できた
項目(任意)

活動実績(R2)
評価
理由

「農委だより」発行
事業

指標名R1決算額R1予算現額

R2目標

根拠法令 R2決算額（見込み）

農業
委員
会事
務局

R1実績

461千円

①発行回数

②配布戸数

配布率（％）
（配布戸数÷対象農家戸数）

R2目標値が未達成の理由・分析

100.0%

440千円

0.00 人

市内農業者への情報提供が目的であることから
配布率を指標とし、全農家世帯への配布を目標
とする。

目標達成済
R2その他職員
従事割合

非常勤
特別職

指標名

地域資源活用・も
のづくり総合支援
補助事業

目標設定の考え方・根拠

S

目標値に対して100％以上の成果
が出たため。

R2年度に改善した点

事業の目的を達成するために、十分な周知を図
り、一定以上の補助金交付件数を目指す。

お知らせすべき内容を適時掲載できるよう
に努め、より一層読み手が興味を持てる広
報紙を作成していく。

３．すべての
人に健康と

福祉を

どのように貢献したか

R2年度に改善した点

情報を効果的に伝えるため、文字情報に
加え、表組・図・写真等を配置し、読みやす
い紙面構成に努めた。

産業
振興
課

実施計画ランク 事業の種別

一
般

R1予算現額

事業の目的及び具体的な内容
R1正規職員
人件費

根拠法令 R2予算現額

中核事業者または中核を目指す事業者を
支援を目的に、地域経済への影響度、生
産性の向上、雇用の増加、収益の拡大、
経営革新計画策定の有無などを採点項目
に設定し、審査を行ったうえで補助金交付
の可否を判定した。

事業達成に向けての現在の課題及び今
後の課題解決に向けた取り組み

ポストコロナを見据えた設備更新なども、
本補助金の役割であると認識している。今
後も制度の周知・紹介を行い、広く活用し
てもらうことが重要。

目標達成済

R2目標値が未達成の理由・分析

地域資源活用・ものづくり総合支援補助金交付要綱 3,000千円 2,964千円

R2決算額（見込み）

①7件

②5件

重要 自治事務 法定受託事務 法定受託＋附加 3,000千円 2,645千円

R2目標 R2実績

R1目標 R1実績

0.00 人
5件

5件

①補助金交付件数

②補助金交付金額

補助金交付件数
（商工会議所取りまとめ分は１件として扱う）

期間 0.24 人 R3目標

5件 8件

5件

3,574千円 臨時職員

H25～ 1,960千円

市内の製造業者や農業者等の経営基盤の強化と地域経
済の活性化を図るため、市内事業者が連携し、新商品や
サービスの開発及び新たな販路の開拓等を行う際に、そ
の経費の一部を補助するもの。

0.43 人
非常勤
特別職

0.00 人

R2正規職員
人件費

R2その他職員
従事割合

0.00 人

農業者に役立つ情報を発
信した。

９．産業と技
術革新の基
盤を作ろう

９．産業と技
術革新の基
盤を作ろう

どのように貢献したか

小規模事業者支援という角
度からの市内産業基盤の
醸成

９．産業と技
術革新の基
盤を作ろう

どのように貢献したか

先端設備導入による高効
率な産業基盤の醸成

県や公庫の融資制度も含
めた柔軟な資金調達方法
の提示により、体力のある
産業基盤の整備に努め
た。

どのように貢献したか
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現状の課題

所属
名称

経費

投入コスト
会
計

成果

成果指標

評価及び次年度以降に向けた課題・取り組みなど

総合
評価

事務事業名称 事業概要（全体）

SDGsへの貢献
(最大3つ)

事業自体が
貢献する
項目

実施手法等
の工夫により
貢献できた
項目(任意)

活動実績(R2)
評価
理由

項目名

□ ■ □

実績

評価者

農業委員会事務局次長　青木　岳
志

項目名

■ □ □

実績

評価者

農業委員会事務局次長　青木　岳
志

項目名

□ ■ □

実績

評価者

農業委員会事務局次長　青木　岳
志

項目名

■ □ □

実績

評価者

農業振興課長　大舘　寿貴

期間

会年職員

会年職員 0.00 人

R2決算額（見込み）

臨時職員

R1その他職員
従事割合

0.00 人

①18,100筆

②18,100筆

農業
委員
会事
務局

実施計画ランク 事業の種別

事業達成に向けての現在の課題及び今
後の課題解決に向けた取り組み

非常勤
特別職

農地基本台帳システムへの農地等情報移動筆
数の入力割合（％）
（入力筆数÷農地等情報移動発生筆数）

R2目標値が未達成の理由・分析

目標達成済

R2決算額（見込み）

R1実績

2,006千円

①農地等情報移動発生筆
数

②入力筆数

Ｓ

毎年、成果指標の目標を達成し、
目的とする農地基本台帳の情報整
備は果たしている。
次年度以降も引き続き事業を継続
し、農地情報を適正に管理する。

100.0%

指標名 目標設定の考え方・根拠 R2年度に改善した点

100.0%

R3目標

100.0%

農地情報の整備が目的であることから、情報の
入力割合を指標とし、100％の入力を目標とす
る。

R2目標

将来に向けての営農意向を調査・整理し、
農地の流動化に活用した。

R1目標

全国規模で導入された農地基本台帳シス
テムは現在稼働中のシステムと機能が大
きく異なるため、現行システムと並行稼働
し、農地情報を引き続き適正に管理してい
く必要がある。

2,105千円

R2目標

2,245千円

一
般

R1目標
R1その他職員
従事割合

①所有権移転

②未開通部分の舗装工事

③農道下の配管修繕

農道完成率

0.00 人

R1正規職員
人件費

指標名

97.1%100.0%

R2実績

100.0%
R2その他職員
従事割合

3,186千円

100.0%

R2正規職員
人件費

R2予算現額

農業委員会等に関する法律

0.36 人

2,373千円

根拠法令

事業の目的及び具体的な内容

自治事務 法定受託事務 法定受託＋附加

R1予算現額

H22～ 653千円

農地基本台帳情
報整備事業

R1決算額

法定化された農地台帳の公表に伴い、一筆ごとの農地情
報を整理し、農地基本台帳として整備する。

0.39 人

2,992千円

優先

H27～

0.00 人

①9件

②24,881㎡

R2目標

0.08 人

R2正規職員
人件費

R2その他職員
従事割合

20,000㎡

R3目標
0.00 人

目標設定の考え方・根拠

R2目標値が未達成の理由・分析

62,292㎡

R2実績

24,881㎡
農業委員・農地利用最適化推進委員と連
携して流動化を進めるとともに、近隣市町
の農業委員会とも連携しながら、農地の流
動化を図る。

主に新規就農者へ農地の貸付情報を提供
するとともに、農業委員・農地利用最適化
推進委員により出し手と受け手の利用調
整を図った。

農地の利用集積が目的であることから、利用集
積された農地面積を指標とする。
農地の売り渡し・貸し付け希望に対して、買い受
け・借り受け希望が少ないことを考慮した目標
値とする。

R1実績

事業達成に向けての現在の課題及び今
後の課題解決に向けた取り組み

R2年度に改善した点

事業の目的及び具体的な内容

遊休農地及び遊休農地化するおそれがある農地の流動化
を図り、農業上の利用を確保する。出し手の農地サポート
情報台帳の作成及び受け手への閲覧を実施し、農業振興
課、埼玉県、埼玉県農林公社等と連携し、農地の流動化を
図る。

0.08 人

0千円

50,000㎡

Ｓ

成果指標の目標を達成し、目的と
する農地の流動化は果たしてい
る。
次年度以降も引き続き事業を継続
し、より一層農地の流動化に努め
る。

指標名

所沢市農地サ
ポート事業

優先

根拠法令

期間

0千円

R1決算額

自治事務 法定受託事務 0千円

R1正規職員
人件費

目標達成済20,000㎡

R2予算現額

所沢市農地サポート事業実施要綱 0千円

農業
委員
会事
務局

実施計画ランク 事業の種別

一
般

80.0%

非常勤
特別職

0.00 人

665千円

R1予算現額

法定受託＋附加

R1目標

①売買および貸借成立件
数

②利用集積農地面積
R1その他職員
従事割合

臨時職員

80.0% 84.9%

R2決算額（見込み）

農地法

5,473千円

0.67 人 R3目標
会年職員 0.00 人

0.00 人

R2年度に改善した点

①遊休農地調査面積

②是正面積

是正率（％）
（是正面積÷遊休農地調査面積）

遊休農地の是正が目的であることから、是正率
を指標とする。
前年度以上の是正率を目標とする。

遊休農地になりやすい傾向がある市外所
有者に、調査の実施前に通知を送付し、
維持管理を促した。

目標達成済

R2目標値が未達成の理由・分析

80.0%

農業者の高齢化や後継者不足等により、
遊休農地は増加傾向にあるため、是正指
導を強化するとともに、新たな担い手への
利用集積を図るなど、農地の有効活用に
努める。

毎年、成果指標の目標を達成し、
遊休農地は概ね是正されている。
次年度以降も引き続き事業を継続
し、より一層遊休農地の発生防止・
解消に努める。

R1その他職員
従事割合

R1目標

R2目標 R2実績

指標名

①1,012,214㎡

②859,298㎡

Ｓ

R2決算額（見込み）

R1実績

目標設定の考え方・根拠

自治事務 法定受託事務 法定受託＋附加 193千円

88.8%

R1正規職員
人件費

事業の目的及び具体的な内容

0.63 人
非常勤
特別職

R1予算現額

5,237千円

期間

優先

131千円

0.00 人

165千円

臨時職員

R2正規職員
人件費

R2その他職員
従事割合

農業
委員
会事
務局

実施計画ランク 事業の種別

一
般

H11～

近隣農地への悪影響を防ぎ、経営規模拡大を希望する農
業者や新規就農者・法人等への農地の利用集積を図る。
農業委員会の委員及び農地利用最適化推進委員が市内
の農地の状況を調査し、遊休農地と判断した農地の所有
者等に対して是正指導・農地利用意向調査を実施する。

農地利用状況調
査・遊休農地指導
事業

根拠法令 R2予算現額

利用集積農地面積（㎡）

事業達成に向けての現在の課題及び今
後の課題解決に向けた取り組み

R1決算額

184千円

２．飢餓をゼ
ロに

どのように貢献したか

現地調査及び是正指導を
実施し、耕作再開を促し
た。

１１．住み続
けられるまち

づくりを

どのように貢献したか

農地を必要とする担い手に
あっせんした。

どのように貢献したか

どのように貢献したか

農地情報を一筆ごとに整
理し、最新の状態に更新し
た。

２．飢餓をゼ
ロに

２．飢餓をゼ
ロに

農業
振興
課

実施計画ランク 事業の種別

一
般

R1予算現額

優先

農業基盤整備推
進事業

根拠法令

目標達成済

事業達成に向けての現在の課題及び今
後の課題解決に向けた取り組み

100.0%

維持管理の実施

R1実績

２．飢餓をゼ
ロに

１５．陸の豊
かさを守ろう

2,509千円

R2予算現額

東西の移動を容易にすることで、大型の農業機
械導入や農業経営規模拡大に資することを目
的にしているため、農道を完成させることを目標
とする。
供用部分延長／全長＝農道完成率

農道下の配管修繕を迅速に行うとともに、
未開通部分を築造工事し全面開通した。

R2目標値が未達成の理由・分析

目標設定の考え方・根拠

・農業生産性の向上
・農地の流動化
・農地の遊休化の未然防
止
・農地の適正管理

A

令和元年度に未整備箇所の地権
者から同意を得て、令和２年度に
土地の寄附受入、所有権移転を滞
りなく行った後、築造工事を完了さ
せ、全面開通により農道の分断を
解消した。

R2年度に改善した点

自治事務 法定受託事務 法定受託＋附加 2,421千円

R1決算額

非常勤
特別職

0.00 人

R2正規職員
人件費

R2その他職員
従事割合

①移転完了

②工事完了・全面開通

③２箇所

R2実績

農道下の配管修繕など管理上の課題の把
握に努める。また、全面開通による影響
（利点・欠点）を地元農業者から聞き取り、
今後の管理業務に活かしていく。

100.0%

R3目標

‐ 3,612千円 3,379千円

事業の目的及び具体的な内容
R1正規職員
人件費

臨時職員 0.10 人2,244千円

0.27 人

Ｈ20～ 2,614千円

大型農業機械の導入や農業経営の規模拡大等のため、
中富字月野原地区の耕作地中央部分に東西を結ぶ所沢
市大字中富地区農道（通称「中富農道」）を整備し、管理す
る。平成２８年４月に一部を除き供用を開始した。供用後
は、農道の維持管理修繕を行うとともに、全面開通に向け
た取組みを進める。期間 0.32 人

会年職員 0.00 人

90
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現状の課題

所属
名称

経費

投入コスト
会
計

成果

成果指標

評価及び次年度以降に向けた課題・取り組みなど

総合
評価

事務事業名称 事業概要（全体）

SDGsへの貢献
(最大3つ)

事業自体が
貢献する
項目

実施手法等
の工夫により
貢献できた
項目(任意)

活動実績(R2)
評価
理由

項目名

■ □ □

実績

評価者

農業振興課長　大舘　寿貴

項目名

■ □ □

実績

評価者

農業振興課長　大舘　寿貴

項目名

■ □ □

実績

評価者

農業振興課長　大舘　寿貴

項目名

■ □ □

実績

評価者

農業振興課長　大舘　寿貴

R2決算額（見込み）

R1その他職員
従事割合

会年職員 0.00 人

会年職員 0.00 人

１３．気候変
動に具体的

な対策を

500戸 214戸
非常勤
特別職

0.00 人

環境にやさしい農
業推進事業

R1その他職員
従事割合

根拠法令

R2その他職員
従事割合

0.00 人

1,047千円

R2決算額（見込み）

R1予算現額

重要

農業
振興
課

実施計画ランク 事業の種別

一
般

R2予算現額

法定受託＋附加 1,200千円

0.20 人

1,662千円

R1決算額

自治事務 法定受託事務

指標名

R1正規職員
人件費

フェロモントラップ、生分解性マルチフィルム、緑肥、交信攪
乱剤、軽油代替燃料等の利用に対して、事業費の１/２以
内を限度として補助をする。
地球環境への負荷を軽減するとともに、地域住民との共存
を図り、安心で安全な農産物の生産を増やしていく。

①フェロモントラップ設置農
家数

②緑肥購入農家数

③生分解性マルチフィルム

事業参加農家数

R1目標 R1実績事業の目的及び具体的な内容 R2目標値が未達成の理由・分析

事業達成に向けての現在の課題及び今
後の課題解決に向けた取り組み

取組みに参加する農家が固定化しつつあ
るため、制度の効果的な周知方法及び参
加者の募集方法を検討する。

B

R2目標

所沢市農業振興総合対策要綱
所沢市環境にやさしい農業推進事業実施要領

1,200千円 1,065千円
目標値にはわずかに届かなかった
ものの、農業従事者の高齢化が進
む中、昨年度実績より参加数を増
やすことができている。

R2実績

目標設定の考え方・根拠

１５．陸の豊
かさを守ろう

環境にやさしい農業への理解及び補助事業が
農業者に浸透していない。

どのように貢献したか

R2年度に改善した点

環境への負荷の少ない農薬や資材の利用を増
やすことを当該事業の目的としているため、事
業の参加農家数を指標とする。
目標値としては、前年度の実績を基本とし、維
持・向上を目指す数値を設定する。

事業に取り組む団体との連絡方法を見直
し、実績報告等のやりとりが円滑になっ
た。

農薬・肥料等の使用抑制
による環境負荷の低減

220戸

220戸 216戸

0.18 人 R3目標
会年職員 0.00 人

R2正規職員
人件費

H14～ 1,470千円

①有機農業の取組面積

②

③

環境保全型農業に取り組んだ面積根拠法令 R2予算現額

①105戸

②57戸

③54戸

654千円

期間

臨時職員

R2実績

農業
振興
課

実施計画ランク 事業の種別

一
般

R1予算現額

2,494千円

R2正規職員
人件費

817a

化学肥料・科学合成農薬を用いな
い有機農業は、環境への負荷が少
ない一方、農業者にとっては高度な
手法が要求されるものである。事業
に参加する農業者団体が継続して
有機農業に取り組めるよう、引き続
き支援を行っていく。

R2年度に改善した点

化学肥料・農薬等の影響による環境負荷を低減
するために、環境保全型農業に取り組んだ面積
を指標とする。 効率的に現地調査が実施できるように方

法を見直した。

R2目標値が未達成の理由・分析

事業達成に向けての現在の課題及び今
後の課題解決に向けた取り組み

令和２年度に国の定める交付単価が変更
（8,000円→12,000円）されたことにより、取組面
積が減少した。

目標設定の考え方・根拠

654a

１３．気候変
動に具体的

な対策を重要 自治事務 法定受託事務 法定受託＋附加 800千円

R1決算額 指標名

１５．陸の豊
かさを守ろう環境保全型農業直接支援対策交付金交付要綱

所沢市環境保全型農業支援交付金交付要領
800千円 785千円

事業の目的及び具体的な内容
R1正規職員
人件費

R1目標 R1実績

B
国、県、市一体で、土づくり等を通じた化学肥料・農薬等に
よる環境負荷の軽減、農業が有する環境保全機能の向上
が図られるような農業者の取組等に対し支援を行う。農業
者が行う地球温暖化防止、生物多様性保全等に資する取
組が対象となる。化学肥料、化学合成農薬を都道府県の
慣行レベルから原則５割以上低減する取組とあわせて、①
～③のいずれかの取組ひとつを選択して実施
①カバークロップ②炭素貯留効果の高い堆肥の水質保全
に資する施用③有機農業（化学肥料及び農薬を使用しな
い農業）の取組

0.30 人
非常勤
特別職

0.00 人 740a

どのように貢献したか

R2その他職員
従事割合

R2目標

666a

環境保全型農業
支援交付金交付
事業

指標名

農薬・肥料等の使用抑制
による環境負荷の低減

1,000a

臨時職員 0.00 人

①654a

②

③
R3目標

取組みを実施する農業者同士の交流機会
が少ないため、意見交換等の機会を設
け、取組みを推進していけるよう検討す
る。

R2目標

期間 0.30 人

10,624千円

R2決算額（見込み）根拠法令 R2予算現額

臨時職員 0.00 人1,662千円

１人

H24～ 2,450千円

①交付対象者人数

②

③

新規就農者数及び研修者人数

0.00 人

経営開始資金事
業

１人

①８名

②

③

R2年度に改善した点

農業従事者の高齢化や後継者不足、耕作放棄
地の増大という諸課題を解決するため、新たな
担い手として独立自営就農を行う新規就農者及
び新規就農を前提とするいるま地域明日の農
業担い手育成塾生の人数を目標として設定し
た。

就農希望者から相談を受け付けた際、所
沢市に新規就農している農業者のもとを
訪れ、畑や作業場の見学をしたり、実際に
就農時の経験談を聞いたりするなど、就農
希望者にとってプラスとなる情報を持ち
帰ってもらえるように就農相談を充実させ
た。R2目標値が未達成の理由・分析

事業達成に向けての現在の課題及び今
後の課題解決に向けた取り組み

令和２年度途中で、いるま地域明日の農業担い
手育成塾生の1名が、自己都合により退塾した
ため。

目標設定の考え方・根拠

新規就農を目指す意欲ある青年の
育成が順調に進み、研修の仕組み
である「いるま地域明日の農業担
い手育成塾」に４名が参加している
など、新規就農者を確保していく体
制が整っている。これは、就農相談
会への参加や、適切な就農相談の
受付など、就農支援に向けた施策
に積極的に取り組んだ結果であり、
今後も継続して行っていく予定であ
る。

R3目標

３．すべての
人に健康と

福祉を重要 自治事務 法定受託事務 法定受託＋附加 12,000千円

R1決算額

どのように貢献したか

８．働きがい
も経済成長

も

１５．陸の豊
かさを守ろう農業人材力強化総合支援事業実施要綱、所沢市経営開

始資金事業実施要領
12,000千円 11,195千円

事業の目的及び具体的な内容
R1正規職員
人件費

R1その他職員
従事割合

農業後継者不足の解消
農地の遊休化の未然防止
農地の適正管理

４人

R2実績

就農に向けた相談では、県と連携して丁寧
に対応し、就農後においても適切な指導を
行った。今後も周辺農業者との良好な関
係が築けるよう支援していく。

R1目標 R1実績

A

２．飢餓をゼ
ロに

４人 ３人

R1その他職員
従事割合

根拠法令 R2予算現額 R2決算額（見込み）

農業経営を開始した４９歳以下の独立・自営農業者で、人・
農地プランに地域の中心となる経営体として位置付けられ
ている、または、位置付けられることが確実と見込まれて
いる青年新規就農者に対し、就農初期段階の経営の安定
化を図るため、経営開始資金を交付し、支援する。

0.20 人
非常勤
特別職

R2その他職員
従事割合

Ｈ24～ 2,614千円

①対象法人数

②対象面積

③

R1予算現額

一
般

R1予算現額

R2正規職員
人件費

期間

農業
振興
課

実施計画ランク 事業の種別

一
般

0.32 人

農業
振興
課

実施計画ランク 事業の種別

20,782㎡

1,662千円

R2正規職員
人件費

新規に参入した法人による遊休農
地や不耕作農地の貸借等により、
地域農業の活性化に寄与した。

R2年度に改善した点

新規に参入してから3年目までの農地所有適格
法人等が貸借等をした農地面積の合計
（補助対象外の法人も含む）

参入希望の法人に対して、県や農業委員
会との連携のもと、適切な指導を実施し
た。また、本事業を活用していない法人に
連絡をとり、本事業を活用して更なる農地
拡大を検討するよう提案をした。

R2目標値が未達成の理由・分析

事業達成に向けての現在の課題及び今
後の課題解決に向けた取り組み

目標達成済

２．飢餓をゼ
ロに

３．すべての
人に健康と

福祉を重要 自治事務 法定受託事務 法定受託＋附加 21千円

R1決算額 指標名 目標設定の考え方・根拠

８．働きがい
も経済成長

も

１５．陸の豊
かさを守ろう

所沢市農地所有適格法人等支援事業費補助金交付要綱 130千円 66千円

事業の目的及び具体的な内容
R1正規職員
人件費

R1目標 R1実績

S

遊休農地や不耕作農地の解消、地域農業の活性化のた
め、農業経営の規模拡大を目指す新たな農業の担い手と
なる農地所有適格法人等が、賃貸借により耕作面積を拡
大した際に、農地の賃借料の一部を補助し、支援する。

0.20 人
非常勤
特別職

0.00 人 5,000㎡

どのように貢献したか

R2その他職員
従事割合

R2目標

15,403㎡
農業後継者不足の解消
農地の遊休化の未然防止
農地の適正管理

5,000㎡

臨時職員 0.00 人

①３法人

②15,403㎡

③
R3目標

農地拡大を検討している法人やこれから
農業に参入する意思のある法人からの相
談があった場合に、農地貸借のマッチング
や本事業の活用を勧める。

R2実績

会年職員
期間 0.37 人

5,000㎡

農地所有適格法
人等支援事業

農地所有適格法人等規模拡大面積

21千円

0.00 人
Ｈ27～ 3,022千円
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現状の課題

所属
名称

経費

投入コスト
会
計

成果

成果指標

評価及び次年度以降に向けた課題・取り組みなど

総合
評価

事務事業名称 事業概要（全体）

SDGsへの貢献
(最大3つ)

事業自体が
貢献する
項目

実施手法等
の工夫により
貢献できた
項目(任意)

活動実績(R2)
評価
理由

項目名

■ □ □

実績

評価者

農業振興課長　大舘　寿貴

項目名

■ □ □

実績

評価者

農業振興課長　大舘　寿貴

項目名

■ □ □

実績

評価者

農業振興課長　大舘　寿貴

0.00 人

非常勤
特別職

226千円

R2決算額（見込み）

指標名

40,841㎡

①農業機械の導入

②新規就農者の農地面積
拡大

③

農業機械購入費用の補助
新規就農者の農地面積拡大の貸借料補助

0.00 人

新規就農円滑化
推進事業

R1その他職員
従事割合

R2目標

農業
振興
課

実施計画ランク 事業の種別

一
般

R1予算現額

R2正規職員
人件費

期間

根拠法令 R2予算現額

R2年度に改善した点

新規就農者のうち、当該事業対象者が、該当す
る年度中に新規に借り受ける予定の農地面積
（賃貸借+使用貸借で、更新面積は含めない）を
目標として設定した。

新規就農者の意欲と今後の発展を見込
み、面積の広いまとまりのある農地を探
し、積極的に紹介できるように情報収集を
行ったことから、令和３年度以降、新規に
まとまった借受地が増える予定である。

R2目標値が未達成の理由・分析

事業達成に向けての現在の課題及び今
後の課題解決に向けた取り組み

目標達成済

目標設定の考え方・根拠

農地の確保が難しい新規就農者へ
の支援を積極的に展開し、新規の
借受面積を増やしたことにより、今
後の農業の発展に寄与するもので
あると考えられるため。

25,000㎡

R3目標

３．すべての
人に健康と

福祉を重要 自治事務 法定受託事務 法定受託＋附加 450千円

R1決算額

どのように貢献したか

８．働きがい
も経済成長

も

１５．陸の豊
かさを守ろう

所沢市新規就農円滑化推進事業費補助金交付要綱 450千円 242千円

事業の目的及び具体的な内容
R1正規職員
人件費

①1件（補助額210,100円）

②6,376㎡（補助額31,400
円）

③

農業後継者不足の解消
農地の遊休化の未然防止
農地の適正管理

5,000㎡

R2実績

新規就農者を増やすために、毎年実施し
ている就農相談会や、通年行っている就
農相談の内容等をさらに充実させ、相談者
が就農したいと思える環境づくりを進めな
がら、農業者の経営規模拡大を支援する。

R1目標 R1実績
S

２．飢餓をゼ
ロに

5,000㎡

0.32 人

R2その他職員
従事割合

1,662千円

6,376㎡

R1その他職員
従事割合

根拠法令 R2予算現額 R2決算額（見込み）

会年職員 0.00 人

Ｈ27～ 2,614千円

①気象条件に左右されな
い農業施設
②農作業の省力化、効率
化が図れる施設・機械
③環境にやさしい資源循環
型農業用施設・機械

機械・施設導入によって経営が改善した経営体
数

20,326千円

臨時職員 0.00 人
農業従事者の高齢化や後継者が不足する中で、農業の担
い手となる新規就農者に対し、農業経営の早期安定化の
ため、農業用機械の導入費用の一部や借り受ける農地の
賃借料の一部を補助し、支援する。

0.20 人
非常勤
特別職

農業
振興
課

実施計画ランク 事業の種別

一
般

R1予算現額

5,320千円

R2正規職員
人件費

認定農業者等経
営改善推進事業

事業の目的及び具体的な内容

R2年度に改善した点

導入２年後の検査で、所得向上または労働時間
短縮となった経営体の数を指標とする。
目標値としては、令和3年度から所沢市農業後
継者等経営改善推進事業と事業を統合したこと
から、それぞれの目標値を合計した数値とした。

令和３年度に向けて、要領の改正等を行
い、農業後継者経営改善推進事業を認定
農業者等経営改善推進事業と統合すると
ともに、生産者より要望があった施設の修
繕を補助対象にするなど事業の充実を
図った。

R2目標値が未達成の理由・分析

事業達成に向けての現在の課題及び今
後の課題解決に向けた取り組み

目標達成済

優先 自治事務 法定受託事務 法定受託＋附加 21,150千円

R1決算額 指標名 目標設定の考え方・根拠

８．働きがい
も経済成長

も所沢市農業振興総合対策要綱、所沢市認定農業者等経
営改善推進事業実施要領

21,150千円 16,559千円

２．飢餓をゼ
ロに

７．エネル
ギーをみん
なにそしてク

リーンに

導入２年後の検査の際に依頼した
調査票から、休日数や収入の増加
した旨の回答が多数あり、認定農
業者の経営を改善する上でも有効
な事業となっているため。

R1正規職員
人件費

R1目標 R1実績
S

９．産業と技
術革新の基
盤を作ろう

農業経営の改善により安
定した農作物の供給を可
能にした。

17件

臨時職員 0.00 人

0.00 人 12件

どのように貢献したか

R2その他職員
従事割合

R2目標

12件 14件

R2実績

16件

①2件

②12件

③0件
R3目標

地域農業の中心的な担い手となる認定農
業者の経営改善を推進するため、引き続
き農業者団体等に事業の周知を図ってい
く。

会年職員

R1その他職員
従事割合

根拠法令 R2予算現額 川越家畜保健衛生所と調整を図りながら、
特定家畜伝染病発生時の集合施設及び
消毒ポイントの候補地選定の見直しととも
に、焼却施設の再確認を行った。

R2目標値が未達成の理由・分析R1実績

期間 0.49 人

781千円

R2決算額（見込み）

非常勤
特別職

0.00 人

H20～ 4,002千円

認定農業者が、農業経営を改善するための機械や施設整
備に対して補助事業を実施する。
①気象条件等に左右されずに農産物の生産に寄与する施
設②農作業の省力化、効率化が図れる施設や機械③環
境にやさしい資源循環型農業に資する施設や機械④その
他農業経営改善計画の実現に資する必要な施設や機械
の整備に対して、予算の範囲内において１事業主体あたり
総事業費の１／２以内で１３５万円を限度として補助する。
ただし、施設の場合は１８０万円を限度とする。

0.64 人

農業
振興
課

実施計画ランク 事業の種別

一
般

R1予算現額

家畜防疫対策事
業費補助事業

0.14 人

期間 0.12 人

1,164千円

事業達成に向けての現在の課題及び今
後の課題解決に向けた取り組み

目標達成済

①豚丹毒(生)予防事業

②乳牛検査事業

③

実施頭数の合計

R2目標

S

1,010頭 866頭

指標名 目標設定の考え方・根拠

家畜伝染病及び周辺環境問題の発生防止を図
ることを目的としているため、予防接種の実施頭
数を指標とした。
令和３年度からの目標値としては、家畜（牛・
豚）の既存の予防接種の他に、豚熱の予防接
種数を追加した。

１．貧困をな
くそう

重要 自治事務 法定受託事務 法定受託＋附加 900千円

R1決算額

家畜伝染病予防法、所沢市農業振興総合対策要綱、所沢
市家畜防疫対策事業実施要領

900千円 859千円

事業の目的及び具体的な内容
R1正規職員
人件費

R1目標

930頭

1,600頭

どのように貢献したか

CSF（豚熱）のワクチン接種が年間
を通して適宜実施され、家畜防疫
対策に寄与したため。

R2年度に改善した点

２．飢餓をゼ
ロに

家畜伝染病を予防に寄与
することにより、安定した食
料供給に貢献

家畜防疫事業に対する補助を継続し、引
き続き家畜伝染病等の発生を防除してい
く。

臨時職員 0.00 人

①883頭

②47頭

③
R3目標

R2その他職員
従事割合

会年職員 0.00 人

R2実績

S62～ 980千円

家畜への定期的なワクチン接種と検査を実施し、家畜伝染
病の発生防止を図る。また、薬剤等の共同購入により、臭
気及び害虫等による周辺環境問題の発生防止を図る。
事業主体の申請に基づき、家畜伝染病の予防接種並びに
検査、環境汚染問題を回避するために、必要な薬剤の購
入等経費の一部を補助する。

606頭
R2正規職員
人件費
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現状の課題

所属
名称

経費

投入コスト
会
計

成果

成果指標

評価及び次年度以降に向けた課題・取り組みなど

総合
評価

事務事業名称 事業概要（全体）

SDGsへの貢献
(最大3つ)

事業自体が
貢献する
項目

実施手法等
の工夫により
貢献できた
項目(任意)

活動実績(R2)
評価
理由

項目名

■ □ □

実績

評価者

農業振興課長　大舘　寿貴

項目名

■ □ □

実績

評価者

農業振興課長　大舘　寿貴

項目名

■ □ □

実績

評価者

農業振興課長　大舘　寿貴

項目名

■ □ □

実績

評価者

農業振興課長　大舘　寿貴

会年職員 0.00 人

全ての薬剤を補助対象としておらず、農業者か
らニーズを的確に把握しきれていない可能性が
あるため。

R1目標 R2目標値が未達成の理由・分析
病害虫防除対策
事業

R1その他職員
従事割合

根拠法令 R2予算現額

1,081千円

R2正規職員
人件費

臨時職員 0.00 人

農業
振興
課

実施計画ランク 事業の種別

一
般

R1予算現額

法定受託＋附加 1,620千円

事業の目的及び具体的な内容
R1正規職員
人件費

法定受託事務

R1決算額

1,620千円

事業達成に向けての現在の課題及び今
後の課題解決に向けた取り組み

重要 自治事務

R2目標

495戸

①482戸

②

③

1,620千円 1,620千円
所沢市病害虫防除対策事業実施要領、所沢市農業振興
総合対策要綱

R2決算額（見込み）

R2年度に改善した点

R1実績

病害虫防除のための薬剤を購入した農業者へ
の支援であるため、薬剤補助を受けた農家戸数
を指標としている。目標値としては、事業主体か
らの申請に基づき実施するため、申請見込みの
農家戸数としている。

病害虫防除に関する情報について、その
内容や重要度を踏まえ、それぞれに有効
な情報媒体（市ＨＰやほっとメール等）を用
いて共有を図った。

①補助実施戸数

②

③

薬剤補助を受けた農家戸数

１．貧困をな
くそう

400戸

R1その他職員
従事割合

９回

R3目標

認定農業者等講演会における認定農業者数の
参加人数

どのように貢献したか

目標値にわずかに届かなかった
が、病害虫防除に関する情報や薬
剤の適切使用について、必要な情
報発信を行えている。

R2実績

500戸

指標名 目標設定の考え方・根拠

薬剤の適切な使用により、
安定的な食料供給に貢献

500戸

関係機関と情報共有・調整を図りながら、
新たな薬剤等を補助対象に加えることに
ついて検討する。

33人

認定農業者の経営改善意欲向上を目的とした
講演会であるため、講演会に参加した認定農業
者等の参加人数を指標としている。

農業者が自らの経営を見直す際、気軽に
取り組めるように、農林水産省HPに掲載さ
れている農業経営改善システムを周知し
た。現在の売上額や従事時間等をフォー
ムに入力するだけで現在の経営状況と今
後の課題を客観的に確認できるようにな
り、経営の見直しがしやすい環境づくりを
支援した。

B

482戸

２．飢餓をゼ
ロに

26千円

R2決算額（見込み）

安定した農業生産と農産物の品質の向上を確保する。
土壌病害虫、根腐病、野菜へのコガネムシ、茶の葉巻虫、
カンザワハダニ等を防除するための薬剤の購入に要する
経費の３０％を限度として、予算の範囲内で補助する。

0.13 人
非常勤
特別職

R2その他職員
従事割合

1,144千円

根拠法令 R2予算現額

0.00 人

2,161千円

期間 0.27 人

期間 0.14 人

S63～

農業
振興
課

実施計画ランク 事業の種別

一
般

R1予算現額

R2正規職員
人件費

Ｈ8～ 2,205千円

認定農業者育成
事業

３．すべての
人に健康と

福祉を重要 自治事務 法定受託事務 法定受託＋附加 69千円

R1決算額 指標名 目標設定の考え方・根拠

①講演会の開催

②

③

８．働きがい
も経済成長

も農業経営基盤強化促進法 80千円 34千円

事業の目的及び具体的な内容
R1正規職員
人件費

R1目標 R1実績

—

９．産業と技
術革新の基
盤を作ろう

１．貧困をな
くそう

認定農業者制度は、農業者が農業経営基盤の強化の促
進に関する基本的な構想に示された農業経営の目標の達
成に向けて、経営の改善を進め認定を受けた農業者に対
して重点的に支援措置を講じるもの。

0.26 人
非常勤
特別職

0.00 人 50人

どのように貢献したか

目標は未達だが、認定農業者をは
じめとした多くの農業者に、経営改
善システムを周知することができ、
農業者の意欲向上の一助となった
と考えられるため。

R2年度に改善した点

R2目標値が未達成の理由・分析

事業達成に向けての現在の課題及び今
後の課題解決に向けた取り組み

新型コロナウイルス感染症の感染拡大防止の観点か
ら、令和２年度の認定農業者等講演会の開催を見
送ったため。ただし、代替案として、認定農業者等に
対し農業経営改善システムなどの周知をするために
資料を作成し、送付した。

0.00 人

R2目標

50人 0人
①0回

②

③

R2その他職員
従事割合

農業者の意欲向上

50人

農業者の経営改善に資する最新情報や農
業者が欲する知識など広く情報を収集し、
これらの知見を農業者に発信することで意
義ある講演会にするよう努めていく。

臨時職員 0.00 人

R3目標

R2実績

会年職員

R2決算額（見込み）

R2その他職員
従事割合

2,205千円

R1その他職員
従事割合

根拠法令 R2予算現額

2,078千円

R2正規職員
人件費

0.00 人

自治事務

農業
振興
課

実施計画ランク 事業の種別

一
般

R1予算現額

事業の目的及び具体的な内容
R1正規職員
人件費農業後継者育成

確保推進事業

重要

コロナ禍で事業が思うように開催できない
中、ところざわサクラタウンにおける農産
物PRイベントに参加した若手農業者を支
援した。

R2目標値が未達成の理由・分析

事業達成に向けての現在の課題及び今
後の課題解決に向けた取り組み

新型コロナウイルス感染拡大防止のため、事業
の開催を中止したため。

①研修・交流会・イベント開
催数

②農業サポーター人数

③

研修・交流会・イベントへの参加人数

R2目標

57人

0人

R1目標

自治事務 法定受託事務 法定受託＋附加 530千円

R1決算額 目標設定の考え方・根拠

530千円

８．働きがい
も経済成長

も
所沢市農業振興総合対策要綱
農業後継者育成確保推進事業実施要領

530千円 530千円

生産者同士だけでなく、市民などの消費者との
交流をする機会を増やすことで、生産者や農作
物とふれあい、農業に対する理解と関心を深め
てもらうことができるため、交流会等の参加者数
を指標とする。

２．飢餓をゼ
ロに

指標名

新型コロナウイルス感染拡大防止
の観点から、イベントが中止となっ
たため、目標に達することが出来な
かった。

R1実績

—

次代を担う優れた農業後継者及び担い手確保を目的に、
所沢市農業後継者対策連絡会の事業の一環として、市内
農家へのボランティアによる援農活動を中心とした農業サ
ポーター制度、農産物収穫体験、農業後継者に対する結
婚活動イベントなどを実施している。

0.25 人
非常勤
特別職

0.00 人 50人

どのように貢献したか

R2年度に改善した点

農業後継者を育成等する
ことにより、安定的な食料
供給に貢献

30人

臨時職員 0.00 人
①１回

②21人

③
R3目標

R2実績
ウエブ研修の実施等、新型コロナウイルス
感染防止対策を講じた上での事業を検討
していくとともに、農業サポーター数を増や
していくため、定期的に募集を行っていき
ながら、農業後継者の支援を図っていく。

R2その他職員
従事割合

50人

大学との交流によ
る都市農業振興
事業

R1その他職員
従事割合

根拠法令 R2予算現額

1,995千円

期間 0.20 人

147千円

R2決算額（見込み）

農業
振興
課

実施計画ランク 事業の種別

一
般

R1予算現額

Ｈ25～

重要

S58～ 1,634千円
会年職員 0.00 人

R1決算額 指標名

期間

今後も強固な連携を図っていくため、官学連携
協定に基づき実施予定である、研修や交流会、
イベントの取組回数を指標とした。
令和３年度は２年度に引き続き、新型コロナウイ
ルス感染対策の影響（大学休講等）を鑑み、前
年度同等の目標値とした。

例年、農工大学生が当市農家を訪問し調
査を行う農村調査実習をオンラインで行っ
た。

R2目標値が未達成の理由・分析

事業達成に向けての現在の課題及び今
後の課題解決に向けた取り組み

東京農工大学の教授を講師とし市民向け講座２
講座を実施予定であったが、緊急事態宣言発令
のため中止としたため。

①イベント等実施回数

②委員等委嘱数

③

事業の目的及び具体的な内容
R1正規職員
人件費

連携・交流の取組みの実施回数

‐ 137千円 30千円

２．飢餓をゼ
ロに

法定受託事務 法定受託＋附加 144千円

目標設定の考え方・根拠

R1実績
B

５回

R2実績

実際に土に触れることで学習効果がより
高まるため、新型コロナウイルス感染症の
まん延状況を注視しつつ、体験農場利用
者や市民向けの対面での講座を実施して
いきたい。

・農業生産性の向上
・大学の学生に研究フィー
ルドを提供及び大学の知
的資源を農業者に還元

４．質の高い
教育をみん

なに

R2目標国立大学法人東京農工大学の持つ知的資源を活用して、
都市農業の重要性を再認識するとともに、農業の担い手
の育成・確保や将来の農業経営にかかる問題解決に取り
組む。また、東京農工大学と本市の若手農業者や先進農
家の交流を促すことにより、農業振興を図る。

0.24 人
非常勤
特別職

0.00 人 ８回

どのように貢献したか

連携の一環として、所沢市農業委
員会委員、所沢市産業振興ビジョ
ン推進会議委員など各種委員の立
場により、同学の知見を提供いた
だいている。連携・交流の取組みを
積極的に実施し、イベントや講習会
を通じて農業者だけでなく、市民に
も大学の知的資源を還元していき
たいところであるが、新型コロナウ
イルス感染症のため機会が設けら
れない状況にある。

R2年度に改善した点

R1目標

0.00 人

①１回

②５種

③
R3目標

会年職員
0.27 人

４回 １回
R2正規職員
人件費

臨時職員

93
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項目名

■ □ □

実績

評価者

商業観光課長　築地　将司

項目名

■ □ □

実績

評価者

商業観光課長　築地　将司

項目名

■ □ □

実績

評価者

商業観光課長　築地　将司

項目名

■ □ □

実績

評価者

商業観光課長　築地　将司

どのように貢献したか

駐車場の安定的な管理運
営により、地元商店街の利
便性を確保している。

９．産業と技
術革新の基
盤を作ろう

これからの所沢市の新たな
観光拠点となることが期待
されている。

１１．住み続
けられるまち

づくりを

どのように貢献したか

どのように貢献したか

どのように貢献したか

中心市街地のにぎわいづく
りに貢献している。

８．働きがい
も経済成長

も

１１．住み続
けられるまち

づくりを

３．すべての
人に健康と

福祉を

コロナ禍において苦境に立
たされている飲食店の集客
に結び付くよう、チラシやポ
スターを施設内に配架・掲
示した。

SDGsへの貢献
(最大3つ)

事業自体が
貢献する
項目

実施手法等
の工夫により
貢献できた
項目(任意)

活動実績(R2)

成果

成果指標

評価及び次年度以降に向けた課題・取り組みなど

総合
評価

評価
理由

現状の課題

所属
名称

経費

投入コスト
会
計

事務事業名称 事業概要（全体）

0千円

R1決算額 指標名

200千円

①補助対象事業数

②

③
商業
観光
課

実施計画ランク 事業の種別

法定受託事務

事業の目的及び具体的な内容
R1正規職員
人件費

R1その他職員
従事割合

R2正規職員
人件費

0.00 人

臨時職員

重要 自治事務 法定受託＋附加 600千円

中心市街地にぎ
わい創出支援事
業

400千円

R2予算現額

中心市街地における集客事業、資源を活かした取り組み
の支援を目的に、中心市街地の各商店街の区域で実施さ
れる商店街及び中心市街地活性化拠点と連携した事業に
対し補助金交付を行う。
補助額：補助事業経費の2分の1以内（限度額20万円）。
補助回数：同一団体へは3回を限度

0.12 人

997千円

補助対象事業数
予算額400千円（1事業限度額200千円×2事
業）

R1目標 R1実績

3件 1件

①０件

②

③

R2目標 R2実績

2件
R2その他職員
従事割合

R3目標

新型コロナウイルス感染症拡大の
影響により申請がなかった。また、
当補助金の条件としている中心市
街地の商店街及び中心市街地商
業活性化拠点（野老澤町造商店）と
の連携したイベントについても、各
団体のイベントも中止となった。

R2年度に改善した点

新型コロナウイルス感染症拡大の影響に
より、イベント実施が困難であったが、随
時、当補助金制度の案内を行った。

事業達成に向けての現在の課題及び今
後の課題解決に向けた取り組み

今後は新型コロナウイルス感染症の影響
を考慮しながら、当補助金の周知をおこ
なっていく。

目標設定の考え方・根拠

-

新型コロナウイルス感染症拡大の影響により、
申請が無かったため。

R2目標値が未達成の理由・分析

H26～ 653千円 2件

期間

0件

0.08 人

一
般

R1予算現額

根拠法令

所沢市中心市街地にぎわい創出支援事業補助金交付要
綱

商業
観光
課

実施計画ランク 事業の種別

一
般

R1予算現額

R2予算現額

R2正規職員
人件費

期間

商業の振興や来街者の増加を図り、中心市街地全体の活
性化を目指す。当施設は、市民の交流の場・情報発信の
拠点として各種の展示のほか、中心市街地でのイベントの
開催も行っている。
【中心市街地活性化拠点施設運営事業として、施設の賃
借料、光熱水費を所沢商工会議所と分担　（所沢商工会議
所負担分：1,250千円)】

0.57 人
非常勤
特別職

0.00 人 93,801人

0.36 人

R1決算額

6,250千円 6,250千円

指標名

所沢市中心市街地活性化拠点施設運営要綱

事業の目的及び具体的な内容

来場者数及び参加者数根拠法令 R2決算額（見込み）

R1正規職員
人件費

R2目標値が未達成の理由・分析

R2年度に改善した点

新型コロナウイルス感染症の影響により、例年
実施している上半期の全てのイベントの中止ま
たは縮小開催が決定していること、ワクチンの
接種状況を鑑み、年末からイベントが開催でき
ることを想定し、来場者数及び参加者数につい
て、Ｒ元年度目標値の25％とした。

イベントが中止になる中で、コロナ後に向
けてイベントに必要なスタッフを市役所内
で広く募集し、所属に囚われない横断的な
取り組みとして認知されるようになった。

新型コロナウイルス感染症の影響により、計画
していたすべてのイベントが中止となり、緊急事
態宣言中には当該施設も閉鎖していたことか
ら、来場者数及び参加者数が激減したため。

事業達成に向けての現在の課題及び今
後の課題解決に向けた取り組み

新型コロナウイルス感染症と共存した施設
運営やイベント開催が求められる。
これまでの手法ではなく、新たな形で中心
市街地の活性化にアプローチする局面に
立たされる中、より一層、商店街や自治会
と協力を図っていく。

目標設定の考え方・根拠

C

重要 自治事務 法定受託事務 法定受託＋附加 6,250千円

82,456人

R1実績
R1その他職員
従事割合

R1目標中心市街地商業
活性化事業（野老
澤町造商店負担
金）

①8回

②0円

③

R2目標 R2実績

R2その他職員
従事割合

46,900人 3,782人

23,450人

R3目標

新型コロナウイルス感染症の影響
により計画していたすべてのイベン
トが中止になったことで、これまで
継続してきた中心市街地への集客
が全くみられなくなった。今後、コロ
ナ後を見据えた新しいイベントの実
施方法を計画・実行することで、再
び市内外から中心市街地への集客
を図る必要がある。今後も所沢市
の魅力につながる中心市街地のイ
ベントの拠点、情報の発信基地とし
て重要性は増していくと思われる。

6,250千円
①自主事業開催回数

②貸しスペース使用料収入

③

H16～ 2,940千円

4,738千円 臨時職員 0.01 人

R1予算現額

重要

期間

S44～

①寿町駐車場使用料収入

②寿町駐車場実績台数

③元町地下駐車場実績台
数R1正規職員

人件費

新型コロナウイルス感染症の感染
拡大に伴う外出自粛や公共施設の
臨時閉館等により、寿町及び元町
地下駐車場とも、利用台数は減少
したが、感染防止対策を講じなが
ら、継続して共用することができ
た。

自治事務 法定受託事務 法定受託＋附加 61,201千円

商業
観光
課

実施計画ランク 事業の種別

一
般

R2年度に改善した点

寿町駐車場の管理委託料に対する使用料収入
の割合

管理委託料に見合った使用料が収入として入っ
ているか。

寿町駐車場の路面の一部が陥没し、路面
下の空洞が発覚したことから、地中レー
ダーによる路面下調査を実施するととも
に、一部の路面の修繕を行った。
また、元町地下駐車場の指定管理者を選
定し、市長による管理から円滑に引き継ぎ
を行った。R1目標 R1実績 R2目標値が未達成の理由・分析

指標名 目標設定の考え方・根拠

A

105.8% 目標達成済み

市営駐車場管理
事業

R2予算現額 R2決算額（見込み）

所沢市寿町駐車場条例、所沢市元町地下駐車場条例 75,326千円 73,778千円

事業の目的及び具体的な内容

根拠法令

0.65 人
非常勤
特別職

0.00 人 99.2%

3,186千円
会年職員

R2正規職員
人件費

R2その他職員
従事割合

105.8%

101.3%

R3目標

事業達成に向けての現在の課題及び今
後の課題解決に向けた取り組み

5,403千円 臨時職員 0.15 人
①9,214,210円

②56,430台

③74,162台

R2目標 R2実績 地元商店街の利便性を確保するため、新型コ
ロナウイルス感染症の感染防止対策を講じた
上での安定的な駐車場の提供が必要である。
また、寿町駐車場の路面下調査により、緊急性
はないものの空洞懸念箇所が複数あったた
め、安全確保のためには将来的に路面全面の
改修が必要である。

0.39 人

101.3%

0.89 人 -

R1その他職員
従事割合

8,576千円

1.05 人

-

施設整備に係る工事を進めると共
に、指定管理者を選定し、令和３年
５月の開館に向けての指定管理者
や関係施設・団体等との協議が進
んだため。

R1決算額

①指定管理者の選定

②

③

R2決算額（見込み）

R1実績

指標名 目標設定の考え方・根拠

A

管理委託料に対する収入割合

R1その他職員
従事割合

-
事業達成に向けての現在の課題及び今
後の課題解決に向けた取り組み

管理委託料に見合った販売収入及び自主事業
収入・使用料等が収入として入っているか。

指定管理者を選定した。

R2目標値が未達成の理由・分析R1目標

当施設の目的を達成するため、市内外へ
の情報発信やKADOKAWAところざわサク
ラタウン等と連携を進め、産業振興・観光
等のにぎわいの拠点の形成を図っていく。

-

商業
観光
課

実施計画ランク 事業の種別

一
般

125,520千円

地方自治法、民間資金等の活用による公共施設等の整備等の
推進に関する法律、所沢市観光情報・物産館条例

100.0%

R2実績

R2年度に改善した点

R3目標

-

H29～

R2その他職員
従事割合

臨時職員 0.00 人

①指定管理者を選定した。

②

③

R2目標

会年職員 0.01 人

非常勤
特別職

0.00 人

法定受託事務 法定受託＋附加

R1予算現額

R1正規職員
人件費

15,802千円

115,617千円

自治事務

R2予算現額

最優先

「所沢市観光情
報・物産館」整備
事業(COOL
JAPAN FOREST
構想事業)

根拠法令

115,911千円

COOL JAPAN FOREST構想の周辺環境整備の一環として
旧コンポストセンター跡地を利活用し、バスターミナル、駐
車場を備えた本市の観光資源や特産物等の魅力発信拠
点となる「所沢市観光情報・物産館」を整備するもの。

事業の目的及び具体的な内容

7,398千円

R2正規職員
人件費

期間

地元商店街への買い物客の利便性を高め、商店街振興を
図ることを目的とする。寿町駐車場及び元町地下駐車場
の２ヶ所を対象とする。

会年職員 0.00 人

0.15 人

会年職員 0.00 人

60,133千円

R1決算額

0.01 人

R2決算額（見込み）

非常勤
特別職
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SDGsへの貢献
(最大3つ)

事業自体が
貢献する
項目

実施手法等
の工夫により
貢献できた
項目(任意)

活動実績(R2)

成果

成果指標

評価及び次年度以降に向けた課題・取り組みなど

総合
評価

評価
理由

現状の課題

所属
名称

経費

投入コスト
会
計

事務事業名称 事業概要（全体）

項目名

■ □ □

実績

評価者

商業観光課長　築地　将司

項目名

■ □ □

実績

評価者

商業観光課長　築地　将司

項目名

■ □ □

実績

評価者

商業観光課長　築地　将司

項目名

■ □ □

実績

評価者

商業観光課長　築地　将司

各商店街の魅力ある商店
街づくりに繋がる事業に対
して補助制度を通して支援
した。

１１．住み続
けられるまち

づくりを

８．働きがい
も経済成長

も

どのように貢献したか

１１．住み続
けられるまち

づくりを

どのように貢献したか

１１．住み続
けられるまち

づくりを

３．すべての
人に健康と

福祉を

ところざわまつりが実施された
場合には、市内外からの来場
者による地域活性化により、
持続可能なまちづくりに貢献
できる。

どのように貢献したか

商店街連合会を通して各
商店街に関わる情報の提
供を行った。

どのように貢献したか

本補助金を通して、空き店
舗を解消し商店街の活性
化に貢献した。

指標名

商業
観光
課

実施計画ランク 事業の種別

一
般

R1予算現額

重要 自治事務 法定受託事務 法定受託＋附加

目標設定の考え方・根拠

B

所沢市商店街連合会は、市内の多
くの商店街が加入し、商店街の振
興にとって重要な組織である。商店
街振興を図るため、引き続き同会を
支援していく。

210千円

①会員数

②事業費

③

商店街連合会加盟商店街の会員数

R1目標 R1実績 R2目標値が未達成の理由・分析

商店街の会員は後継者の不足や新型コロナウ
イルス感染症拡大の影響等の理由により減少
傾向にあるため。

R2年度に改善した点

目標値は前年実績。 新型コロナウイルス感染症に関する情報
周知について、協力をお願いし、会員商店
街への情報提供を迅速に行うことができ
た。

事業達成に向けての現在の課題及び今
後の課題解決に向けた取り組み

商店街の減少に歯止めをかけるため、活
性化に向けた取り組みを検討・実施してい
く。

210千円

R2予算現額 R2決算額（見込み）

R3目標

所沢市商工団体補助金交付要綱 210千円 210千円

事業の目的及び具体的な内容
R1正規職員
人件費

R1その他職員
従事割合

1,199事業者

748千円 臨時職員 0.01 人

①1,192事業者

②11,054,895円

③

R2実績

R2正規職員
人件費

0.09 人

1,192事業者

期間

市内の商店街等で構成される商店街連合会を支援するこ
とにより、本市の商業振興を図るものである。

0.09 人 1,263事業者

R2その他職員
従事割合

非常勤
特別職

0.00 人

所沢商店街連合
会補助金

根拠法令

R2目標

S59～ 735千円

1,199事業者 1,192事業者

①人出

②パレード参加団体

③

ところざわまつり
支援事業

R2予算現額 R2決算額（見込み）

特になし 0千円

商業
観光
課

実施計画ランク 事業の種別

一
般

R1予算現額

魅力ある商店街
創出支援事業

根拠法令 R2予算現額

期間

指標名

優先 自治事務 法定受託事務 法定受託＋附加 44,430千円 36,026千円

R1決算額 目標設定の考え方・根拠

B

商店街の会員数は後継者の不足
等の理由に加え新型コロナウイル
ス感染症拡大の影響により減少傾
向にある。
補助金交付事務については効率的
な事務運営を行っており、今後も同
様の効果をあげていきたい。

R2年度に改善した点

①事業件数

②総事業費

③

商店街加盟店舗数
令和元年度以降は、商店街加盟店舗数を評価
指標とし、既存店舗の支援及び空き店舗の解消
を進める。

商店街の電気料の補助金増額や商店街
が実施する新型コロナウイルス感染症対
策への補助など、会の継続につながる支
援を行った。

R1目標 R1実績

1331店舗（加盟店舗数）

R2決算額（見込み）

所沢市魅力ある商店街創出支援事業補助金交付要綱 30,535千円

事業の目的及び具体的な内容
R1正規職員
人件費

R1その他職員
従事割合

45,916千円

事業達成に向けての現在の課題及び今
後の課題解決に向けた取り組み

3,657千円 臨時職員 0.30 人

①92件

②61,191,211円

③

R2目標 R2実績

商店街は、地域の賑わいの拠点であると
ともに、地域住民の重要な社会資源であ
る。引き続き、市の補助制度が商店街の
活力の向上に資するよう、魅力ある商店
街づくりの支援を行っていく。

R2正規職員
人件費

R2その他職員
従事割合

0.31 人 R3目標

S57～ 2,532千円

市内の商店街の振興と活性化を目的とし、補助金交付を
行う。
・共同施設整備事業　補助率：1/3以内
・共同事業　補助率：事業内容により1/2、2/5、1/3以内
・街路灯電気料　　令和2年度に限り補助率：10/10（千円
未満切り捨て）

0.44 人
非常勤
特別職

0.00 人

1356店舗(加盟店舗数)

商業
観光
課

実施計画ランク 事業の種別

一
般

R1予算現額

優先

期間

S63～

所沢の歴史と文化を後世に伝え、人と人のつながりや、商
店街の活性化を始め、経済効果を生むところざわまつりの
開催の支援を目的とする。実行委員会に対し、開催費を商
工会議所と分担金として負担するとともに、山車運営委員
会、イベント運営委員会の事務局を担当。

新型コロナウイルス感染症の影響
で中止となってしまったが、引き続
き所沢市最大のイベントの一つで
ある、ところざわまつりを盛り上げ
ていく。毎年、まつりを楽しみにして
いる人も多く、他市からの来場者に
は所沢市をアピールする良い機会
でもある。商工会議所と協力しなが
ら実施していきたい。

自治事務 法定受託事務 法定受託＋附加 4,000千円

1331店舗（加盟店舗数）

R2目標値が未達成の理由・分析

1472店舗(加盟店舗数) 1356店舗(加盟店舗数)

商店街の解散や後継者不足、新型コロナウイル
ス感染症拡大の影響等により各商店街の会員
数が減少しているため。

R2年度に改善した点

人出
ところざわまつりに訪れる人出の実績
直近で実施したH30の実績とした。

中止となったため実施していないが、まつ
り当日のスタッフ配置（市職員の配置）を工
夫することで、人件費の削減に努める試み
を実施する予定だった。

R1目標 R1実績 R2目標値が未達成の理由・分析

指標名 目標設定の考え方・根拠

−

0千円

事業の目的及び具体的な内容
R1正規職員
人件費

根拠法令

0.73 人
非常勤
特別職

0.00 人

R1その他職員
従事割合

220,000人

3,512千円

R2正規職員
人件費

R2その他職員
従事割合

0.00 人

0人

220,000人

R2実績

新型コロナウイルス感染症の影響で中止となっ
たため。

250,000人

R3目標

事業達成に向けての現在の課題及び今
後の課題解決に向けた取り組み

6,068千円 臨時職員 0.20 人
①0人

②0団体

③

R2目標
新型コロナウイルス感染症と共存したまつ
りの運営が求められる。
ウイルスを正しく恐れ、リスクを最小限に留
める一方で、これまでの伝統を重んじ、街
の活性化に最大限寄与できるようなまつり
の形を確立する必要がある。

0.43 人

0人

商業
観光
課

実施計画ランク 事業の種別

一
般

R1予算現額

空き店舗活用・新
規創業支援出店
補助事業

根拠法令 R2予算現額

2,577千円

指標名 目標設定の考え方・根拠

A
2店舗

所沢市空き店舗活用・新規創業支援出店補助金交付要綱 2,400千円 2,400千円 当該事業は年々周知されており、
相談件数も増加傾向にある。引き
続き事業を実施していきたい。

R2年度に改善した点

予算額2,400千円
（1事業限度額1,200千円×2店舗）

当補助金の案内チラシの修正を行った。

事業達成に向けての現在の課題及び今
後の課題解決に向けた取り組み

商店街の空き店舗は増加傾向にあるの
で、引き続き各種創業支援策と連携して本
事業の活用を促す。

重要 自治事務 法定受託事務 法定受託＋附加 2,400千円 2,400千円

R1正規職員
人件費

R1その他職員
従事割合

①本補助金活用店舗数

②

③

本補助金活用店舗数R2決算額（見込み）

R1目標

2店舗

R1実績 R2目標値が未達成の理由・分析

新規創業者を支援して商業や商店街等の活性化を図るた
め、空き店舗の活用事業を始める者に、事業開始に必要
な初期経費について補助する。
市内商店街の空き店舗を利用し、にぎわいを創出する出
店者を募集し、補助金を交付する。
・補助金額　　経費の1/3以内（限度額120万円）

0.31 人
非常勤
特別職

0.00 人 2店舗

R3目標

事業の目的及び具体的な内容

目標達成済

臨時職員

H24～ 1,470千円

0.01 人
①2店舗

②

③

R2目標 R2実績

R2正規職員
人件費

2店舗

0.18 人期間

2店舗

会年職員

2,485千円

R1決算額

会年職員 0.30 人

会年職員 0.01 人

R1決算額

会年職員 0.01 人

R2その他職員
従事割合

R1決算額
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SDGsへの貢献
(最大3つ)

事業自体が
貢献する
項目

実施手法等
の工夫により
貢献できた
項目(任意)

活動実績(R2)

成果

成果指標

評価及び次年度以降に向けた課題・取り組みなど

総合
評価

評価
理由

現状の課題

所属
名称

経費

投入コスト
会
計

事務事業名称 事業概要（全体）

項目名

■ □ □

実績

評価者

商業観光課長　築地　将司

項目名

■ □ □

実績

評価者

商業観光課長　築地　将司

項目名

■ □ □

実績

評価者

商業観光課長　築地　将司

項目名

■ □ □

実績

評価者

商業観光課長　築地　将司

どのように貢献したか

R2正規職員
人件費

R2その他職員
従事割合

- 232件 新型コロナウイルス感染症
の感染対策を支援すること
で、事業者の事業継続を支
援した。

200件

①232件

②

③

- -

R2目標- 臨時職員

R3目標

換気促進機器導入補助金交付要綱
40,000千円

（R3に20,000千円
17,669千円

事業の目的及び具体的な内容

A

4,656千円

新型コロナウイルス感染症の感染
拡大に伴い、感染対策である「換
気」に取り組む事業者を支援し、事
業者の事業継続及び利用者の安
全性の確保を促進することができ
た。

0.57 人

R2予算現額 R2決算額（見込み）

指標名

重要 自治事務 法定受託事務 法定受託＋附加

-
非常勤
特別職

R2年度に改善した点

R2目標値が未達成の理由・分析

-

事業達成に向けての現在の課題及び今
後の課題解決に向けた取り組み

新型コロナウイルス感染症の感染対策である
「換気」行う店舗を増やすため、換気促進機器を
導入した店舗数として、補助金の交付件数とし
た。なお、この事業は令和2年度より開始したの
で、目標値の設定は令和3年度からとした。

令和2年度から新規事業として取り組ん
だ。

①交付件数

②

③

換気促進機器導入補助金の交付件数

-

目標設定の考え方・根拠

商業
観光
課

実施計画ランク 事業の種別

感染対策である「換気」に取り組む事業者
を継続して支援するとともに、換気促進機
器に二酸化炭素濃度測定器を加えて補助
対象を拡充する。

R2実績

R1その他職員
従事割合

R1目標 R1実績

-

新型コロナウイルス感染症拡大防止のための「換気」を促
進するために必要な換気促進機器を導入する市内小規模
事業者に対し、資機材の導入・改修費用の一部を補助す
るものである。
補助率：9/10（上限10万円）

換気促進機器導
入補助事業（所沢
元気回復プロジェ
クト）

根拠法令

R1正規職員
人件費

-

期間

R2～

８．働きがい
も経済成長

も

どのように貢献したか

観光トイレの周りに歩行者
溜りをつくり、安全を確保し
た。

狭山丘陵全体の魅力発信が
県をまたいで実施された場合
には、市内外からの来場者に
よる地域活性化により、持続
可能なまちづくりに貢献でき
る。

１２．つくる責
任　つかう責

任

１１．住み続
けられるまち

づくりを

どのように貢献したか

持続的にエリアの魅力づく
りを実行できる商店街体制
整備の支援を行った。

３．すべての
人に健康と

福祉を

１１．住み続
けられるまち

づくりを

１５．陸の豊
かさを守ろう

どのように貢献したか

８．働きがい
も経済成長

も

１１．住み続
けられるまち

づくりを

3,512千円

R1予算現額

一
般

商業
観光
課

実施計画ランク

0.23 人

H30～
0.00 人

期間

R2正規職員
人件費

―

新型コロナウイルス感染症の影響
により、事業が中止となった。

非常勤
特別職

狭山丘陵の魅力
の発掘・向上事業

根拠法令

R1その他職員
従事割合

観光立国推進基本法

武蔵村山市、東村山市、東大和市、所沢市、入間市、瑞穂
町の5市１町で共同して狭山丘陵全体の魅力発信のため
の事業を行う。

会年職員

事業達成に向けての現在の課題及び今
後の課題解決に向けた取り組み

目標設定の考え方・根拠

法定受託事務 法定受託＋附加 0千円 0千円

R1目標 R2目標値が未達成の理由・分析

0千円

R2年度に改善した点

武蔵村山市、東村山市、東大和市、所沢市、入
間市、瑞穂町の5市1町等で共同した狭山丘陵
全体の魅力発信のための事業への参加回数と
した。本事業は平成30年度より開始したので、
目標値の設定は令和元年度からとした。

新型コロナウイルス感染症の影響により、
事業が中止となった。

R1実績

27回

新型コロナウイルス感染症拡大の影響を受け、
当初予定していた事業が中止となったため。

他自治体と連携したイベント等へ参加した回数

―

R2実績
　新型コロナウイルス感染症の感染拡大
防止策を講じながら、引き続き多くの方に
狭山丘陵を訪れ、楽しんでもらえるように
関係機関とも連携しながら、狭山丘陵の魅
力向上に努めていく。

事業の種別

一
般

R1予算現額

R2予算現額

0千円

重要

臨時職員 R2目標

10回

0.00 人会年職員

R3目標

０回

自治事務

1,912千円 0.00 人

-

一
般

①0回

②

③
0.43 人

法定受託＋附加

R1決算額 指標名

商業
観光
課

実施計画ランク 事業の種別

特になし

みんなで創る次
世代商店街事業

最優先 自治事務 法定受託事務

R1目標

①共同事業への参加回数

②

③

21回

事業の目的及び具体的な内容
R1正規職員
人件費

22回

根拠法令

事業の目的及び具体的な内容
R1正規職員
人件費

-

新型コロナウイルス感染症の影響により、東所
沢商店組合の定例会の延期等があったため。

R2決算額（見込み）

2,400千円

-

R1その他職員
従事割合

R3目標

R2目標

-
非常勤
特別職

R2その他職員
従事割合

令和2年度から新規事業として取り組ん
だ。

事業達成に向けての現在の課題及び今
後の課題解決に向けた取り組み

自走可能な商店街の体制づくりに向け、商
店街内外の関係構築や商店街として初の
自主イベント実施のための支援を行う。

R2正規職員
人件費

-

指標名

R1実績

R2予算現額

2,400千円

-

①専門家エリア訪問回数

②商店街ビジョン策定会

③人材交流会の実施回数

専門家エリア訪問回数

R1予算現額 目標設定の考え方・根拠

B

R2目標値が未達成の理由・分析

東所沢商店組合のビジョン策定会
や東所沢エリアの人材交流会の実
施により、自走可能な商店街に向
けた支援を行うことができた。
また、東所沢地域の活用可能な公
共空間や低未利用不動産等活用
事例等のエリア調査分析及び人材
発掘調査を東所沢エリアで実施し
た。

-

R2年度に改善した点

商店街定例会への参加による商店街支援等に
より、商店街の振興と人材育成を図るため、専
門家対象エリア訪問回数を指数とする。

R2実績

７回

10回

期間 0.37 人

商店街の振興を図るとともに、商店街を担う人材を発掘・
育成するため、商店街振興に関する専門家を派遣し、次世
代商店街づくりの支援を行うものである。「ところざわサクラ
タウン」の開業にあわせ、東所沢地区及び東所沢和田地
区一帯を対象に実施する。

-

R1決算額

R2～ 3,022千円

①７回

②２回

③１回

臨時職員

商業
観光
課

実施計画ランク 事業の種別

一
般

R1予算現額

根拠法令 R2予算現額

R2正規職員
人件費

期間

目標設定の考え方・根拠

A

既存の観光資源の魅力を高める取
り組みや、新たな観光資源の創出・
発掘の取組みを積極的に行った。
　新型コロナウイルス感染症の感
染拡大防止策を講じながら、引き続
き多くの方に所沢市を訪れ、楽しん
でもらえるように関係機関とも連携
しながら、所沢市の魅力向上に努
めていく。

R2年度に改善した点

平成30年度から目標値を見直した。令和2年度
までは660万人としてその後は、毎年30万人増
加を目指す。

観光トイレの清掃を指定管理者の業務と
することとし、一体的な管理ができるように
した。
トイレの周りの植栽を整え、歩行者溜りを
つくり、安全を確保した。

集計中

事業達成に向けての現在の課題及び今
後の課題解決に向けた取り組み

R2目標値が未達成の理由・分析

老朽化した狭山湖観光トイレについて建て
替えや水洗化など検討が必要である。

重要 自治事務 法定受託事務 法定受託＋附加 11,614千円 10,828千円

①480回

②14日

③83,035台

R2目標

観光立国推進基本法 7,839千円 6,967千円

事業の目的及び具体的な内容
R1正規職員
人件費

R1その他職員
従事割合

市内の観光スポットの魅力を維持し、より発展させると共
に、観光客の利便性を高めることを目的としている。具体
的内容は次のとおり。
・狭山湖駐車場修繕
・航空記念公園展示用輸送機維持管理
・東川桜並木ライトアップ

0.34 人

2,826千円

会年職員

観光拠点の整備・
充実事業

R2決算額（見込み）

R2その他職員
従事割合

0.10 人

0.00 人

6,900,000人

指標名

①トイレ清掃回数（狭山湖・トト
ロの森観光トイレ）

②桜並木ライトアップ日数

③狭山湖利用駐車場利用台
数

観光入込客数

集計中

0.05 人 R2実績

R1目標 R1実績

R3目標

5,700,000人 5,973.184人

臨時職員

6,600,000人

Ｈ７～ 3,594千円

0.44 人

R1決算額

会年職員 0.19 人

0.00 人

R2決算額（見込み）

R2その他職員
従事割合

-

非常勤
特別職

R1決算額

96
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SDGsへの貢献
(最大3つ)

事業自体が
貢献する
項目

実施手法等
の工夫により
貢献できた
項目(任意)

活動実績(R2)

成果

成果指標

評価及び次年度以降に向けた課題・取り組みなど

総合
評価

評価
理由

現状の課題

所属
名称

経費

投入コスト
会
計

事務事業名称 事業概要（全体）

項目名

■ □ □

実績

評価者

商業観光課長　築地　将司

項目名

■ □ □

実績

評価者

商業観光課長　築地　将司

項目名

■ □ □

実績

評価者

商業観光課長　築地　将司

項目名

■ □ □

実績

評価者

商業観光課長　築地　将司

R3目標

R2～ 2,205千円

①１７事業者

②１事業者

③

R2実績

-

R1正規職員
人件費

18事業者

500事業者

0.27 人

-

非常勤
特別職

- -

どのように貢献したか

0.00 人

事業達成に向けての現在の課題及び今
後の課題解決に向けた取り組み

より多くの事業者に参加していただくととも
に、正しく実践してもらう必要がある。ま
た、事業者のみならず、来店する市民も正
しい感染症対策を行なうために啓発してい
く必要がある。

R2目標

A

研修を実施し、事業者が参加する
ことで、安全・安心な店舗運営が行
なえ、来店する市民も安全・安心に
訪れることの出来る環境を整備す
ることができた。

R2年度に改善した点

根拠法令 R2予算現額

新型コロナウイルス感染症拡大防止のため、市内の飲食
店に対して安全・安心な店舗運営に必要な感染症予防の
効果的な対策等に係る研修を委託により行うもの。あわせ
て、市民に対しても、手指消毒や会食時のルール等につい
てホームページで啓発を行う。

-

R2正規職員
人件費

会年職員

R2その他職員
従事割合

R2目標値が未達成の理由・分析

指標名

-

特になし
10,830千円

（R3に6,082千円
4,707千円

事業の目的及び具体的な内容

-

①集合研修参加人数

②研修動画閲覧数

③

R2決算額（見込み）

商業
観光
課

実施計画ランク 事業の種別

一
般

R1予算現額

-

期間

重要 自治事務

非対面型販売であるイン
ターネットを通じた通信販
売を促進することで、事業
者の事業継続を支援した。

40事業者

R3目標

令和2年度から新規事業として取り組ん
だ。

３．すべての
人に健康と

福祉を

目標設定の考え方・根拠

R1目標 R1実績

R2年度に改善した点

令和2年度から新規事業として取り組ん
だ。

集合研修参加人数及び研修動画閲覧数の合算

R1決算額

安全・安心な店舗
支援事業（所沢元
気回復プロジェク
ト）

R1その他職員
従事割合

-

臨時職員

-

安全・安心な店舗運営に必要な感染症予防の効果的
な対策等を広く事業者へ広めていくため、集合研修の
参加人数と研修動画の閲覧数とした。なお、この事業
は令和2年度より開始したので、目標値の設定は令
和3年度からとした。

-
①61事業者

②53件

③会年職員 0.00 人

新型コロナウイルス感染症の感染
拡大に伴う外出自粛要請等により
対面販売の売上が減少しているこ
とから、非対面販売であるインター
ネットを通じた通信販売を開始また
は拡充する事業者を補助すること
で、事業継続を支援することができ
た。

新型コロナウイルス感染症の拡大に伴う外出自粛等によ
る影響を受け、売上が減少した市内の事業者の事業継続
を支援するため、インターネット上で、ところざわ産品を広く
周知するサイト「とこモール」を開設し、インターネットを通じ
た通信販売等の利用を促進するもの。
①販路拡充事業補助金（補助率：9/10、上限額10万円）
②ところざわ産品情報発信

-
非常勤
特別職

- -

R2正規職員
人件費

R2その他職員
従事割合

-

臨時職員

事業達成に向けての現在の課題及び今
後の課題解決に向けた取り組み

インターネットを通じた通信販売を行う事業
者の情報発信を継続して行うとともに、事
業者向けのセミナーや市民（消費者）参加
型のイベントを開催し、インターネットを通
じた通信販売の促進を図る。

所沢市内で生活を送る方
たちの感染予防に寄与す
るとともに、安全・安心に来
店することが出来ることで、
経済活動の維持に寄与で
きた。

８．働きがい
も経済成長

も

法定受託＋附加 -

R1決算額

R2目標

A

インターネットを通じた通信販売を行う事業者の
情報発信を行うことで、販売促進につながるた
め、サイト「とこモール」への掲載事業者数とし
た。なお、この事業は令和2年度より開始したの
で、目標値の設定は令和3年度からとした。

８．働きがい
も経済成長

も

目標設定の考え方・根拠

R1その他職員
従事割合

R1目標 R1実績

①サイト「とこモール」への
掲載事業者数

②販路拡充事業補助金の
交付件数

③ R2目標値が未達成の理由・分析

-

R2決算額（見込み）

8,124千円

商業
観光
課

実施計画ランク 事業の種別

一
般

R1予算現額

ところざわ産品販
路拡充事業（所沢
元気回復プロジェ
クト）

根拠法令

重要 自治事務

0.51 人

13,322千円
（R3に4,800千円

R2予算現額

指標名

61事業者

ところざわ産品を広く周知するサイト「とこモー
ル」への掲載事業者数

-

-

R2実績

法定受託事務 法定受託＋附加

所沢市販路拡充事業補助金交付要綱

法定受託事務

事業の目的及び具体的な内容
R1正規職員
人件費

R2～

観光ガイドブック等を多言
語化し、情報のアクセスの
平等性を確保した。

どのように貢献したか

８．働きがい
も経済成長

も

１０．人や国
の不平等を

なくそう

どのように貢献したか

３．すべての
人に健康と

福祉を

期間

4,166千円

期間

0.61 人

4,982千円H30～

R2年度に改善した点

会年職員 0.00 人

一
般

R1予算現額 R1決算額

①6,678PV

②240,957回

③370,000回

R2目標 R2実績

R2その他職員
従事割合

R3目標

10,277人

5,400人

5,300人

ところざわサクラタウンと連携した海外市
場への情報発信にあたって、一般財団法
人自治体国際化協会による助成金を活用
したり、観光案内板の作成にあたって、観
光庁による補助金を活用した。

目標達成済み

事業達成に向けての現在の課題及び今
後の課題解決に向けた取り組み

R2目標値が未達成の理由・分析

新型コロナウイルス感染症の収束後に想
定される観光需要の回復に捕えるため、
継続して海外に向けた情報発信を行う。
また、外国人観光客を新型コロナウイルス
感染症の感染対策を講じながら受入れる
ための体制整備を行う。

R1その他職員
従事割合

R1目標 R1実績

①WEB記事のPV数（台湾向け）

②外国人向け所沢紹介動画（4
本）のSNS配信の総再生回数（香
港向け）

③外国人向け所沢紹介動画（4
本）のSNS配信の総再生回数（中
国向け）

Facebook"いいね"とTwitterフォロワー数の合計

目標設定の考え方・根拠

A

新型コロナウイルス感染症の世界
的な感染拡大に伴う各国の出入国
規制により訪日外国人観光客の誘
致は困難となった上、出展予定だっ
た海外旅行博の一つ（香港ブック
フェア）が中止となったが、ところざ
わサクラタウンと連携した所沢の多
彩な魅力を多様な手法で海外市場
に向けて発信することができた。
また、所沢駅及び東所沢駅周辺の
観光案内板を多言語対応するとと
もに、指さし会話シート（新型コロナ
対応編）を作成するなど、市内の外
国人観光客受入体制を整備した。

根拠法令 R2予算現額 R2決算額（見込み）

特になし

SNSが外国人旅行客の情報源の主流となって
いることから、外国人旅行客における本市の関
心度や情報発信の効果を図るFacebook"いい
ね"とTwitterのフォロワー数を指標とする。

16,226千円 14,822千円

商業
観光
課

実施計画ランク 事業の種別

観光を軸とした新たな魅力とにぎわいを創出し、地域産業
全体の活性化を図るため、「ところざわサクラタウン」と連
携した外国人観光客の誘致及び事業者の受入体制の整
備を行う。
具体的な取り組み内容
①海外雑誌への記事掲載、台北国際旅行博への出展等
②西武鉄道株式会社の外国人向け特設サイトへ記事掲載
③観光案内板（所沢駅・東所沢駅周辺）の設置
④指さし会話シート（新型コロナ対応編）の作成、配布

自治事務

インバウンド戦略
推進事業(COOL
JAPAN FOREST
構想事業)

優先

臨時職員 0.05 人

指標名

5,200人 8,642人

法定受託事務 法定受託＋附加

0.00 人

6,483千円

2,750千円 2,449千円

事業の目的及び具体的な内容
R1正規職員
人件費

-

0.78 人

R2正規職員
人件費

臨時職員

R1決算額

非常勤
特別職

0.00 人

R1その他職員
従事割合

法定受託事務 法定受託＋附加

0千円

R2正規職員
人件費

0千円

自治事務 -

事業の目的及び具体的な内容
R1正規職員
人件費

目標設定の考え方・根拠

商業
観光
課

実施計画ランク 事業の種別

一
般

R1予算現額

優先

R1目標 R1実績

広域連携で実施した観光プロモーション数

指標名

R2目標値が未達成の理由・分析

非常勤
特別職

①シェアサイクル利用者数

②シェアサイクルポート数

③広域連携による観光プロ
モーション数

0.00 人

観光客の回遊性を高めるためには、広域連携
の取組みが効果的なため。

R2決算額（見込み）

①3,010人

②49台

③8回

8回 シェアサイクルにより、誰も
が移動しやすく、住み続け
られるまちづくりに貢献し
た。8回

R3目標

目標達成済み

シェアサイクルの実証実験を開始した。
西武線沿線サミットのロゴマークの募集を
行った。（令和3年度、ロゴマークを決定す
る）

R2実績 シェアサイクルステーションの数を増やす
とともに、市民への利用促進につなげ、2
年間の実証実験の成果をあげる。
ロゴマークにより、西武線沿線サミットの
PRを図り、広域連携を促進する。

8回

―

どのように貢献したか

事業達成に向けての現在の課題及び今
後の課題解決に向けた取り組み―

R2目標

B

シェアサイクルステーションを公共
施設に積極的に設置した。
　新型コロナウイルス感染症の感
染拡大防止策を講じながら、引き続
き多くの方に所沢市を訪れ、楽しん
でもらえるように広域連携による所
沢市の魅力向上に努めていく。

R2年度に改善した点

１１．住み続
けられるまち

づくりを

観光客回遊性創
出事業

R2予算現額

0.00 人

特になし

根拠法令

-

0千円

会年職員

R2その他職員
従事割合

期間 0.41 人

R2～ 3,349千円

本市を訪れる観光客の市内及び近隣自治体への回遊性を高め
るため、市内の様々な魅力あるスポットをつなぐ方策について検
討し、広域連携の取組みを活かして回遊性の向上を図る。
具体的な取り組み内容
①シェアサイクルの導入
②広域連携による回遊性向上に向けた事業の検討
　・埼玉県西部地域まちづくり協議会（ダイアプラン）観光部会
　・西武線沿線サミット
　・狭山丘陵観光連携事業推進実行委員会

0.20 人

97
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SDGsへの貢献
(最大3つ)

事業自体が
貢献する
項目

実施手法等
の工夫により
貢献できた
項目(任意)

活動実績(R2)

成果

成果指標

評価及び次年度以降に向けた課題・取り組みなど

総合
評価

評価
理由

現状の課題

所属
名称

経費

投入コスト
会
計

事務事業名称 事業概要（全体）

項目名

■ □ □

実績

評価者

産業振興課長　森田　茂明

項目名

■ □ □

実績

評価者

商業観光課長　築地　将司

項目名

■ □ □

実績

評価者

商業観光課長　築地　将司

項目名

■ □ □

実績

評価者

農業振興課長　大舘　寿貴H29～ 653千円

臨時職員 0.00 人

期間

「農業遺産」への認定を通じて、将来に受け継がれるべき
伝統的な農業システムとしての武蔵野の落ち葉堆肥農法
を広く発信することを目指すとともに、平地林の育成と落ち
葉堆肥を利用した伝統的農法の継続を推進するものであ
る。

世界農業遺産の認定

0.07 人

①世界農業遺産への認定
申請に係る承認を得る

②5回

③

落ち葉堆肥農法PR事業
の実施

どのように貢献したか

0.00 人

環境にやさしい農法によ
り、周辺環境への負荷を低
減。

認定申請に係る承認に
ついてメディアで周知

R3目標0.08 人

２．飢餓をゼ
ロに

事業達成に向けての現在の課題及び今
後の課題解決に向けた取り組み

R2目標 R2実績

FAO（国連食糧農業機関）による世界農業
遺産に認定を目指すとともに、農法の更な
る発展・発信に努めていく。

１５．陸の豊
かさを守ろうA

武蔵野の落ち葉堆肥農法世界農業遺産推進協議会
は、伝統的農法を次世代へ継承していくとともに広く
PRに向けた取組みを進めて行くものであるため、この
事務事業評価においても、協議会としての目標を設
定する。（なお、目標は数値化できないため、取り組
みを目標とする。） 平成26年からのチャレンジにより、

この度、世界農業遺産への認定申
請に係る承認を得ることができたた
め。

R2年度に改善した点

世界農業遺産への認定申請に向けて、審
査（書類審査、現地調査）の準備を対応す
るにあたり、武蔵野の落ち葉堆肥農法世
界農業遺産推進協議会会員の中で、　農
法の保全等の意義の再認識を図った。

武蔵野の落ち葉堆肥農法のPR

R2目標値が未達成の理由・分析

落ち葉堆肥農法PR事業
の実施

重要 自治事務 法定受託事務 法定受託＋附加 100千円

会年職員

R2正規職員
人件費

R2その他職員
従事割合

武蔵野の落ち葉堆肥農法世界農業遺産推進協議会規約 100千円

①武蔵野の落ち葉堆肥農
法PR事業

②幹事会開催回数

③

指標名

実践農業者へ補助金を
交付

R1目標

100千円

目標達成済

目標設定の考え方・根拠

R1実績

非常勤
特別職

0.00 人

事業の目的及び具体的な内容
R1正規職員
人件費農業

振興
課

実施計画ランク 事業の種別

一
般

R1予算現額

武蔵野の落ち葉
堆肥農法世界農
業遺産推進事業

根拠法令 R2予算現額

582千円

0.36 人

１５．陸の豊
かさを守ろう

３．すべての
人に健康と

福祉を

１．貧困をな
くそう

３．すべての
人に健康と

福祉を

どのように貢献したか

協働事業の一環として、小
学生を対象とした野球教室
を開催した。

地域の魅力を有した商品
の高付加価値化が実現で
きるとともに、シビックプラ
イドの醸成につながる。

地形の形状をそのまま活
かした「クアオルト健康ウ
オーキング」を推進したこと
で、生活習慣病や認知症
の予防が期待されるため。

どのように貢献したか

１１．住み続
けられるまち

づくりを

９．産業と技
術革新の基
盤を作ろう

どのように貢献したか

期間 0.28 人

Ｒ１～ 2,940千円

非常勤
特別職

0.00 人

法定受託事務 法定受託＋附加

0.09 人

臨時職員

H17～ 2,287千円

プロスポーツをはじめとする観光資源を積極的に取り上
げ、本市ならではのブランド価値を高める”ふるさと所沢”
への愛着や誇りを醸成していく。

R3目標

①2回

②

③

10回

748千円

10回

新型コロナウイルス感染拡大の影
響により、当初20回を予定していた
令和２年度の協働事業実施が2回
となったため。

目標設定の考え方・根拠

B

R2年度に改善した点

地域社会の発展や地域福祉の向上などに寄与
することを目的として、平成２７年3月に「所沢市
と株式会社西武ライオンズとの連携協定に関す
る基本協定（フレンドリーシティ）」を締結してい
る。

R2実績

協働事業が実施できない状況下において
も、栗山巧選手の通算2,000本安打をカウ
ントダウンする「栗メーター」や２０１９年優
勝記念マンホールを市民ホールへ設置し
たことにより、ライオンズと所沢市の連携を
市民にPRすることができた。

新型コロナウイルス感染症拡大の影響を受け、
当初予定していた事業が中止となったため。

事業達成に向けての現在の課題及び今
後の課題解決に向けた取り組み

R1実績

所沢駅の中心市街地を活用した謎解きイ
ベントなどを開催し、多方面から協働事業
を実施していく。

指標名

R2決算額（見込み）

R2目標値が未達成の理由・分析

0千円

10回

2回

R1目標

15回

R2目標

根拠法令 R2予算現額

事業の目的及び具体的な内容

R1決算額

①協定に基づく埼玉西武ラ
イオンズとの協働事業の実
施回数

②

③

協定に基づく埼玉西武ライオンズとの協働事業
の実施回数

R1予算現額

0千円

0千円

R1その他職員
従事割合

R1正規職員
人件費

自治事務 0千円重要

R1正規職員
人件費

R2正規職員
人件費

特になし

商業
観光
課

実施計画ランク 事業の種別

一
般

ブランド価値の向
上事業

商業
観光
課

実施計画ランク 事業の種別

重要 自治事務

埼玉県のヘルスツーリズム産業創出支援事業の一環とし
て、クアオルト健康ウオーキングを活用した観光振興を実
施するに当たり、関係団体と構成する「埼玉県・所沢市ヘ
ルスツーリズム協議会」の運営が、円滑かつ効果的になさ
れるよう支援を行う。

法定受託事務 法定受託＋附加

期間

ヘルスツーリズム
産業創出支援事
業

根拠法令

事業の目的及び具体的な内容

R2正規職員
人件費

より多くの方に「クアオルト健康ウオーキン
グ」の効果を感じてもらうため、一般市民
向けのツアーだけでなく法人等の福利厚
生に活用してもらうための体制を整備す
る。

R2目標値が未達成の理由・分析

7回
新型コロナウイルス感染拡大の影響により、令
和２年４～８月及び令和３年１～３月の期間を中
止したことにより実施回数が減ったため。

事業達成に向けての現在の課題及び今
後の課題解決に向けた取り組み

R2実績

10回

30回

R1実績

31回

「クアオルト健康ウオーキング」の
実施回数が目標値に及ばなかった
ため。健幸長寿のまちの実現に寄
与するため、コロナ禍における実施
方法等を模索していく必要がある。

指標名

15回

R3目標

R2目標

1.09 人

9,060千円

R2年度に改善した点目標設定の考え方・根拠

B

500千円 500千円

コロナ禍においても可能な限りツアーを実
施するため感染症対策ガイドラインを作成
し、ガイド・参加者が安全に参加できる仕
組み作りを促進した。

本事業は「クアオルト健康ウオーキング」を多く
の人に利用してもらい、健康づくりや産業・観光
振興、環境保全等の事業を推進することを目的
とする。

R1その他職員
従事割合

①3件 ②5件 ③10件 ①3件 ②13件 ③22件

①「クアオルト健康ウオー
キング」実施回数

②

③

「クアオルト健康ウオーキング」実施回数

R1目標

①-件 ②6件 ③12件

R3目標

①-件 ②5件 ③5件

R2目標 R2実績

①7回

②

③

0.40 人

埼玉県・所沢市ヘルスツーリズム協議会補助金交付要綱 500千円

一
般

H29～H32 4,656千円

R1予算現額

R1予算現額

R2予算現額

会年職員 0.00 人

会年職員

事業の種別

一
般

根拠法令 R2予算現額

法定受託事務 法定受託＋附加 3,622千円

指標名

①-件 ②5件 ③10件

非常勤
特別職

0.00 人

0.57 人

R2年度に改善した点

①11件

②6件

③12件

魅力的な特産品の創出が事業目的となっている
ことから、創出促進のための各支援（補助支援・
認定支援・販路支援）の実績値を目標値とした。

目標以上の成果が上がったため。

目標達成済

S

目標設定の考え方・根拠

R1実績 R2目標値が未達成の理由・分析産業
振興
課

実施計画ランク

所沢ブランド特産
品創出支援事業

優先

①認定商品申請件数
②認定商品選定件数
③販売協力店舗数
　（認定者自店舗含む）

①補助対象事業の選定件数（H29～31年度）
②認定商品の選定件数（H30～32年）
③販売協力店舗数（H30～32年）

2,930千円

R2決算額（見込み）

期間

R1その他職員
従事割合

R1目標事業の目的及び具体的な内容

　平成29年度より実施している本事業は、「ところざわサクラタウ
ン」の完成や東京オリンピック・パラリンピック開催等の好機を見
据え、所沢を象徴する物産を訪日外国人客を含めた市内外に販
売できるよう、地場農産物等を活かした特産品の創出を支援する
ことを目的とする。
　今後においても、地域経済の活性化や所沢ブランドの創造を図
り、「所沢市まち・ひと・しごと創生総合戦略」重点プロジェクトに位
置付けられた「COOL JAPAN FOREST構想」の推進に資していく
ものである。

5,237千円 農商工連携推進事業と有機的に連動する
ことはもちろん、地域経済の循環、雇用増
加など、当事業の持つ効果を念頭に置い
て進めていくことが重要。また、認定品数
が充実してきた段階に入ったため、周知、
宣伝、販促をより重視していくことが重要。

事業達成に向けての現在の課題及び今
後の課題解決に向けた取り組み

認定審査会の実施において、感染症対策
を踏まえた方法やレイアウトへ抜本的に変
更した。

R2その他職員
従事割合

自治事務

R1正規職員
人件費

2,131千円

0.63 人

R2正規職員
人件費

所沢ブランド特産品認定要綱

R1決算額

臨時職員 0.00 人

2,927千円

0.15 人

会年職員 0.15 人

R2決算額（見込み）

R1決算額

臨時職員

非常勤
特別職

0.00 人

R2その他職員
従事割合

415千円

R1その他職員
従事割合

R1決算額

100千円

R2決算額（見込み）

0.20 人

R2その他職員
従事割合
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SDGsへの貢献
(最大3つ)

事業自体が
貢献する
項目

実施手法等
の工夫により
貢献できた
項目(任意)

活動実績(R2)

成果

成果指標

評価及び次年度以降に向けた課題・取り組みなど

総合
評価

評価
理由

現状の課題

所属
名称

経費

投入コスト
会
計

事務事業名称 事業概要（全体）

項目名

■ □ □

実績

評価者

農業振興課長　大舘　寿貴

項目名

■ □ □

実績

農業振興課長　大舘　寿貴

項目名

■ □ □

実績

評価者

農業振興課長　大舘　寿貴

項目名

■ □ □

実績

評価者

農業振興課長　大舘　寿貴

0.40 人

0千円 0千円

R1正規職員
人件費

0組①中止

②

③

R1その他職員
従事割合

１１．住み続
けられるまち

づくりを

品評会等の開催による生
産技術の向上

２．飢餓をゼ
ロに

事業の目的及び具体的な内容

S59～

農業祭開催推進
事業

R1～

重要

所沢農産物ブラン
ド化推進事業

根拠法令

期間

2,940千円

 消費者意識の多様化、品質志向等への変化が生じている
中で、市内で生産された安全・安心、新鮮な農産物につい
て、所沢産農産物としてブランド化を推進するため、市内
のみならず市外の消費者に向けてＰＲするとともに、販路
拡大を支援していくものである。
　オリジナルデザインシール（２種４シート）の作成及び配
布、体験学習型所沢農産物ＰＲ事業の開催、所沢農産物
応援隊によるＰＲ活動、市内外でのＰＲ活動、長野県上田
市との産業交流による所沢農産物ＰＲ

0.52 人
非常勤
特別職

R2その他職員
従事割合

20組（40名）

10組(20名)

R3目標

4,322千円 臨時職員 どのように貢献したか

会年職員 0.00 人

R2実績

新型コロナウイルス感染拡大の収束が不
透明であることから、従来の開催内容にと
らわれず、農産物のブランド化を実現でき
るような事業の実施を検討して行く。

新型コロナウイルス感染拡大防止のため、事業
の開催を中止したため。

R2目標

所沢産農物のブランド化を
推進することによる市場価
値の向上

事業の目的及び具体的な内容
R1正規職員
人件費

R1目標

体験学習型所沢農産物PR事業親子収穫参加者

自治事務 法定受託事務 法定受託＋附加 ①体験学習型所沢農産物
PR事業親子収穫参加者

②

③

１．貧困をな
くそう

R2予算現額

R2正規職員
人件費

目標設定の考え方・根拠

新型コロナウイルス感染拡大防止
のため、体験学習型所沢農産物Ｐ
Ｒ事業の開催等が実施できなかっ
たが、豊島区で新たにオープンした
農産物を販売する「ファーマーズ
マーケット」において、生産者や農
業者団体の出店調整を行い、市外
消費者への所沢農産物のＰＲを図
れた。

R2年度に改善した点

市内外の親子が所沢農産物に直接触れ、理解
を深めるイベントである体験学習型所沢農産物
ＰＲ事業への参加人数を指標とした。

体験学習型所沢農産物ＰＲ事業を開催す
る際には、事業のメニューである茶摘み体
験等について、新茶まつりの会場で実施
することを計画していた。

２．飢餓をゼ
ロに

R2目標値が未達成の理由・分析

事業達成に向けての現在の課題及び今
後の課題解決に向けた取り組み

農業
振興
課

実施計画ランク 事業の種別

一
般

R1予算現額

R1実績

期間 0.36 人

S53～

1,456千円

R1決算額

R3目標

指標名

3,267千円

①農業祭実施

②農業祭実行委員会

③共進会・品評会

売上実績

914千円

R2決算額（見込み）

20組（40名）0.00 人 20組（40名）

臨時職員 0.00 人
①中止

②中止

③中止

‐ 971千円 347千円

0.00 人

重要 自治事務 法定受託事務 法定受託＋附加 500千円

販売会を通じて、生産者自らが販売することで、都市住民
とのふれあいの機会を設ける。農業者は各種共進会や品
評会において、生産技術の向上を図る。
農業祭を実施するにあたり、農業団体代表が農業祭実行
委員会を組織する。農業祭では、各々団体が出店や展示
等を行い、各種共進会、品評会並びに即売会を開催する。
農業祭開催の支援を通じて、都市住民との交流を深め、地
産地消事業を推進する。

0.36 人
非常勤
特別職

所沢市補助金等交付規則
所沢市農業振興総合対策要綱

１．貧困をな
くそう

新型コロナウイルス感染拡大の収束が不
透明であることから、従来の開催内容にと
らわれず、農業祭の開催目的を実現でき
るような事業の開催を検討して行く。

２．飢餓をゼ
ロに

目標設定の考え方・根拠 R2年度に改善した点

ー

所沢農産物の認知度や需要を計るため、生産
者がイベント時に直接販売する売上実績を指標
とする。

農業祭を開催することができなかったが、
農業者団体に協力を行い、農業祭の目的
に沿った事業を開催することができた。

R2目標値が未達成の理由・分析

事業達成に向けての現在の課題及び今
後の課題解決に向けた取り組み

新型コロナウイルス感染拡大防止
のため、農業祭を開催することがで
きなかったが、農業者団体が、とこ
ろざわサクラタウンでの農産物のＰ
Ｒイベントや、団体独自の事業とし
て品評会等を開催し、市がそのサ
ポートをしたことで、農業祭の開催
目的である「生産者、消費者との交
流」や「生産技術の向上」を実現し
た。

R1実績

R2実績 どのように貢献したか

4,500千円 0千円

R2目標

4,136千円

R1目標

1,000千円

ー

９．産業と技
術革新の基
盤を作ろう

農業
振興
課

実施計画ランク 事業の種別

一
般

新型コロナウイルス感染拡大防止のため、事業
の開催を中止したため。

R1決算額

500千円

4,500千円

R1予算現額

R2予算現額

2,992千円

R2正規職員
人件費

50名 0名

5,146千円

R1その他職員
従事割合

指標名

R2その他職員
従事割合

根拠法令

会年職員 0.00 人

どのように貢献したか

R2正規職員
人件費 「農のあるまちづくり」を推

進するとともに、農とふれ
あう機会を増やし、農業へ
の理解を深めた、

0.63 人

30名

事業の充実を図るため、令和３年度より
「体験農場推進事業」と「体験農場利用者
ステップアップ事業」を統合した。今後も、
体験農場の利用や講習会等の充実を図る
ことで、「農のあるまちづくり」の推進に向
け取り組んでいく。

臨時職員 0.00 人
①５０１区画

②1,732,500円

③
R3目標

３．すべての
人に健康と

福祉を特定農地貸付けに関する農地法等の特例に関する法律、
所沢市特定農地貸付規程

2,752千円 2,148千円

事業の目的及び具体的な内容
R1正規職員
人件費

指標名 目標設定の考え方・根拠

①貸出区画数

②体験農場利用料

③

新型コロナウイルス感染症拡大防
止により講習会の開催を中止とし
たが、作付方法や農場活用事例を
掲載したパンフレットを作成し利用
者へ配付することで代替えとした。

R2年度に改善した点

体験農場の利用者を対象に、作物の作付や防
虫など技術的な知識を習得するため、年度内に
２回（春・夏）研修会を実施している。利用者の
技術と意欲の向上、及び農業への関心に最も
寄与していると思われる「体験農場講習会」の
参加人数を指標とした。

新たに２農場を開設したことで、農場の充
実を図ったが、新型コロナウイルス感染症
の感染拡大を抑制するため、利用者の募
集中断や入場料の納入を遅らせることで、
不要不急の外出を極力抑止させ、感染状
況等に配慮しながら事務を進めた。

１１．住み続
けられるまち

づくりを

法定受託事務 法定受託＋附加 3,502千円

R1決算額R1予算現額

ー

「農のあるまちづくり」を推進するため、市内に9箇所の体
験農場を設置し貸し出しすることで、市民が農作業を体験
することにより、農業への理解を深めることを目的とする。
また、利用者の農業技術の向上を図り、農業への関心を
深めるため、講習会を実施する。

0.45 人
非常勤
特別職

R1目標

0.00 人

講習会の参加人数

R2目標

R2予算現額

3,740千円

新型コロナウイルス感染症拡大防止により、講
習会の開催を中止としたため

R1その他職員
従事割合

R2その他職員
従事割合

150名

R2実績

農業
振興
課

実施計画ランク 事業の種別

一
般

体験農場推進事
業

根拠法令

期間

重要 自治事務

60%

ＨＰ等の各種媒体を有効活用することで、
幅広い市民の方への地産地消のＰＲを
行っていく。
農産物直売所ガイドマップについて、より
多くの方に関心を持って、店舗に足を運ん
でもらうように、紙面の変更を行っていく。

R2実績

R2その他職員
従事割合

0.64 人

60%

R3目標

R2目標

農業情報誌や地産地消レシピの紙面につ
いて、所沢農産物の魅力をより分かりやす
く伝え、多くの方に手に取ってもらえるよう
に変更した。

R2目標値が未達成の理由・分析

事業達成に向けての現在の課題及び今
後の課題解決に向けた取り組み

目標達成済

29名

地産地消の推進により、生
産者の生産意欲を拡大

R2目標値が未達成の理由・分析

事業達成に向けての現在の課題及び今
後の課題解決に向けた取り組み

R1実績

新鮮でおいしい地元産農畜産物のPRを図り、地域で消費
することにより、消費者の食の安心・安全へのニーズに応
えるとともに、生産者の生産意欲の拡大を図る。
そのために、地場産農産物の学校給食への導入及び品目
拡大、市民への農産物のＰＲ活動や生産者による直売会
の開催、農産物直売所ガイドマップの作成等を実施するこ
とで、地産地消の推進を図る。また市内の直売施設のPR
活動を進める。

0.74 人
非常勤
特別職

0.00 人 60%

どのように貢献したか

コロナ禍により、所沢農産物につい
てPRの場が減少したことから、農
業情報誌等で農産物直売所の周
知を行うとともに、生産者を紹介す
ることで、所沢産農産物のＰＲを
図った。また、とことこ市は、規模を
縮小し回数を増やした分散開催、
職員向けの予約販売の実施など支
援を行った。

R2年度に改善した点

２．飢餓をゼ
ロに

８．働きがい
も経済成長

も

優先 自治事務 法定受託事務 法定受託＋附加 2,463千円
①とことこ市開催回数

②とことこ市売上実績

③

所沢産農産物の直売所への出荷割合

R1実績

R2予算現額

2,334千円

A

１．貧困をな
くそう

目標設定の考え方・根拠 １３．気候変
動に具体的

な対策を

事業の目的及び具体的な内容
R1正規職員
人件費

R1目標

2,003千円

R2決算額（見込み）

農業
振興
課

実施計画ランク 事業の種別

一
般

根拠法令

5,228千円

期間

R1予算現額

H15～

0.00 人6,151千円

R2正規職員
人件費

R1決算額

1,927千円

60%

R1その他職員
従事割合地産地消推進事

業

会年職員

①22回

②2,317,775円

③

60%

指標名

地元の農産物がどれだけ所沢で消費されてい
るかを測るため、市場に流通する農産物ではな
く、地元の直売所または、スーパーなどへの出
荷率を指標とした。

0.00 人

会年職員 0.00 人

2,961千円

R2決算額（見込み）

臨時職員

R2決算額（見込み）

0.00 人
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SDGsへの貢献
(最大3つ)

事業自体が
貢献する
項目

実施手法等
の工夫により
貢献できた
項目(任意)

活動実績(R2)

成果

成果指標

評価及び次年度以降に向けた課題・取り組みなど

総合
評価

評価
理由

現状の課題

所属
名称

経費

投入コスト
会
計

事務事業名称 事業概要（全体）

項目名

■ □ □

実績

評価者

商業観光課長　築地　将司

項目名

■ □ □

実績

評価者

商業観光課長　築地　将司

どのように貢献したか

積極的なＰＲにより、所沢
市の魅力へのアクセスを確
保した。

どのように貢献したか

８．働きがい
も経済成長

も

３．すべての
人に健康と

福祉を

１１．住み続
けられるまち

づくりを

８．働きがい
も経済成長

も

新型コロナウイルスの影響
により、売り上げが激減し
た飲食店のテイクアウトに
よる取り組みに寄与した。

0.94 人

H3～ 7,678千円

R2実績

R2正規職員
人件費

R2その他職員
従事割合

10,277人

5,400人

R3目標

R1その他職員
従事割合

R1実績 R2目標値が未達成の理由・分析

「観光大使」、イメージマスコット「トコろん」、観光ガイドブッ
ク、ロケーションサービス等を通じ、観光客誘致のためのプ
ロモーションを行うもの。

1.37 人
非常勤
特別職

0.00 人 5,200人

①４９件

②４８件

③７回

R2目標

感染症対策を講じ、「トコろんコンサート」を実
施。配信によるコラボイベントを実施した。観光
大使による動画メッセージを作成した（ふるさと
応援寄附募集、成人のつどい）。観光大使とトコ
ろんによる市制70周年記念イベント出演。市制
70周年記念ソング・オリパラソングの作成。民
間によるトコろんグッズ通販サイトの実施。R1目標

8,642人

目標達成済み5,300人

事業達成に向けての現在の課題及び今
後の課題解決に向けた取り組み

A

11,387千円

R1正規職員
人件費

観光ガイドブックとおさんぽナビを
刷新し、手に取ってもらえるものとし
た。
コロナ禍でのイベントとして感染対
策を講じ、「観光大使」や「トコろん」
の出演により「トコろんコンサート」
を実施し、本市の魅力のＰＲを行う
ことができた。
配信によるコラボイベントを、効果
的に実施することができた。引き続
き、コロナ禍における所沢市のPR
に努める。

R2年度に改善した点

R2決算額（見込み）

8,465千円

効果的なロケーションサービスの実施によ
り、所沢市のPRに繋げる。
FacebookとTwitterとあわせ、Instagramを
使った効果的なPRを実施する。

①ロケ実績

②トコろん貸出件数

③市主催観光大使出演回
数

4,294千円

R1決算額

商業
観光
課

実施計画ランク 事業の種別

一
般

観光立国推進基本法

期間

優先 自治事務 法定受託事務

効果的な観光客
誘致プロモーショ
ンの推進事業

重要

事業の目的及び具体的な内容

自治事務

9,802千円

法定受託事務

指標名

法定受託＋附加 4,707千円

指標名R1予算現額

根拠法令 R2予算現額

目標設定の考え方・根拠

Facebook"いいね"とTwitterフォロワー数の合計
ＳＮＳを活用した情報発信の効果と、所沢への
関心度を図るため採用した。

R1決算額

商業
観光
課

実施計画ランク 事業の種別

一
般

R1予算現額

根拠法令 R2予算現額

1.14 人

目標設定の考え方・根拠

A

　新型コロナウイルスの感染拡大
に伴い中止や規模を縮小すること
により実施した。
既存の観光資源の魅力を高める取
り組みや、新たな観光資源の創出・
発掘の取り組みを積極的に行っ
た。
　引き続き、多くの方に所沢市を訪
れ・楽しんでもらえるよう、関係機関
とも連携しながら、所沢市の魅力の
向上に努めていく。

R2年度に改善した点

観光入込客数
令和2年度までは６６０万人としてその後は、毎
年３０万人の増加を目指す。

コロナ禍においても、感染症対策を講じ「ト
コろんコンサート」を実証実験として実施し
た。新型コロナウイルス感染拡大の影響を
受けた飲食店のテイクアウト情報紙を発行
し全戸配布した。
　JAFと三者協定を締結し、広くPRすること
が可能となった。R1目標

集計中

R2目標値が未達成の理由・分析R1実績

法定受託＋附加 10,000千円 6,501千円 ①無料バス乗客数

②所沢民踊まつり参加人
数

③観光パンフレット発行部
数

R2決算額（見込み）

所沢市観光団体補助金交付要綱

非常勤
特別職

R2実績

10,000千円 6,648千円

事業の目的及び具体的な内容
R1正規職員
人件費

R1その他職員
従事割合

R2目標

0.00 人 5,700,000人

所沢の魅力を市内外に広くＰＲし、観光客の誘致を図る活
動をしている一般社団法人所沢市まちづくり観光協会に補
助をすることにより、市のイメージアップや観光客増加、賑
わいの創出、地域の活性化を図っている。

事業達成に向けての現在の課題及び今
後の課題解決に向けた取り組み

9,476千円 臨時職員 0.35 人
①中止

②中止

③10,000部

ところざわサクラタウン、所沢市観光情報・
物産館の開業により、コロナ禍ではある
が、マイクロツーリズムやSNSなどによる
効果的なPRに取り組む。事務局長を雇用
し、観光協会の自立を目指す。

R2正規職員
人件費

R3目標

6,900,000人

集計中

期間 0.84 人

S28～ 6,861千円

観光振興対策事
業

6,600,000人
R2その他職員
従事割合

会年職員

5,973.184人

0.15 人

会年職員 0.90 人

臨時職員 1.20 人
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項目名

□ ■ □

実績

評価者

農業委員会事務局次長　青木　岳
志

項目名

■ □ □

実績

評価者

産業振興課長　森田　茂明

項目名

■ □ □

実績

評価者

産業振興課長　森田　茂明

項目名

■ □ □

実績

評価者

産業振興課長　森田　茂明

どのように貢献したか

就業希望者の就職支援及
び勤労者等のキャリアアッ
プを図った。

９．産業と技
術革新の基
盤を作ろう

どのように貢献したか

障害者雇用に関する情報
提供を行うことで、事業所
の障害者雇用に向けた機
運の醸造をを図った。

８．働きがい
も経済成長

も

４．質の高い
教育をみん

なに

どのように貢献したか

制度の周知や戸別訪問な
ど、加入推進活動を実施し
た。

８．働きがい
も経済成長

も

どのように貢献したか

技能職者の福祉の増進や
職業の発展に寄与し、また
障害者の雇用促進と定着
に貢献した。

８．働きがい
も経済成長

も

３．すべての
人に健康と

福祉を

1,960千円

0.24 人

R1その他職員
従事割合

0.00 人

R1実績

目標設定の考え方・根拠

重要 自治事務 法定受託事務

事業の目的及び具体的な内容
R1正規職員
人件費

期間

技能功労者及び
障害者雇用優良
事業所表彰事業

重要 自治事務

1,912千円

924千円 770千円

1,995千円 0.00 人

一
般

R1予算現額

R2予算現額

R2正規職員
人件費

R1決算額

5千円

SDGsへの貢献
(最大3つ)

事業自体が
貢献する
項目

実施手法等
の工夫により
貢献できた
項目(任意)

活動実績(R2)

成果

成果指標

評価及び次年度以降に向けた課題・取り組みなど

総合
評価

評価
理由

現状の課題

所属
名称

経費

投入コスト
会
計

事務事業名称 事業概要（全体）

農業
委員
会事
務局

実施計画ランク 事業の種別

Ｓ45～

農業者年金推進
事業

優先

国民年金第1号被保険者で、年間60日以上農業に従事す
る20歳以上60歳未満の農業者を対象に、将来サラリーマ
ン並みの年金受給を確保し老後生活の安定を図る。

根拠法令 R2決算額（見込み）

農業者年金基金法 40千円 3千円

①加入推進戸別訪問

②新規加入者数

自治事務 法定受託事務 法定受託＋附加 56千円

R2目標値が未達成の理由・分析R1目標
Ｓ

従来から実施している広報活動や戸別訪
問を充実させるとともに、農業者の集会等
に出向いて説明するなど、農業委員・農地
利用最適化推進委員と連携し、より一層の
周知と粘り強い加入推進活動を行う。

コロナ禍により戸別訪問等推進活
動が制限される中、成果指標の目
標を達成し、農業者年金の加入推
進を果たしている。
次年度以降も引き続き事業を継続
し、制度の周知を図り加入推進に
努める。

2 人

R2目標

新規加入者数（人）

指標名

3 人

臨時職員 R2実績

R2年度に改善した点

農業者年金への加入推進が目的であることか
ら、新規加入者数を指標とする。
長期加入による利益を享受できる20歳代の若
年農業者や加入資格を得た新規就農者を中心
に推進することを考慮した目標値とする。

農委だよりへの制度案内の掲載やパンフ
レットの配布、戸別訪問による加入意向確
認を行った。加入の意向を示した農業者に
は再度戸別訪問して詳細を説明し加入を
促した。

目標達成済

事業達成に向けての現在の課題及び今
後の課題解決に向けた取り組み

R2その他職員
従事割合

2 人

0.24 人 R3目標

2 人

①5人

②2人

非常勤
特別職

2 人

R2予算現額

指標名

就業支援事業 R2目標値が未達成の理由・分析

目標設定の考え方・根拠

技能者の勤労意欲及び資質の向上を図り、技能尊重の機
運を高めるとともに、市内事業所における障害者雇用の促
進を図ることを目的とし、技能功労者及び障害者雇用優良
事業所を表彰するもの。

0.23 人

R2正規職員
人件費

広報誌、ホームページ、事業者向けメールマガ
ジンなどを利用した周知のほか、市内事業者団
体へ推薦依頼をしたが、対象となる技能者およ
び事業所は昨年と同様6件に留まった。

臨時職員

事業達成に向けての現在の課題及び今
後の課題解決に向けた取り組み

産業
振興
課

実施計画ランク 事業の種別

一
般

R1予算現額

根拠法令

95.0%

Ａ

受講人数／定員×１００
実施会場のパソコン設置数を定員としており、
可能な限り多くの方が受講できるよう、受講率を
目標値とした。

目標達成済
R2正規職員
人件費

R1決算額

R1その他職員
従事割合

R1目標 R1実績

95.0% 98.7%

95.0%
会年職員

法定受託＋附加 924千円 924千円

①講座開催回数

②講座受講人数

受講率

95.0%

R2決算額（見込み）

特になし 成果指標の目標を達成しており、
一定の成果が挙げられていると考
えられる。

R2年度に改善した点

新型コロナウイルスの感染拡大の影響に
より、2講座のみ中止となったが、開催時に
は、感染対策（消毒・検温・席の間引き・換
気等）を講じて実施した。

R3目標

2,743千円 臨時職員 0.00 人

①10回

②79人

他課から借用しているパソコンのリース期
間が令和3年度で満了するため、リース完
了後は同様の形式では講座を継続できな
い状況となっている。
今後の事業展開について、他の形式によ
る支援策へ移行できるか検討を行ってい
く。H12～ 1,715千円

R2目標 R2実績就業希望者の就職支援及び中小企業勤労者等のキャリア
アップを目的としたパソコン講座を開催する。
なお、ハローワークにおいて一定期間内に求職活動をして
いる失業者については、求職活動証明書の提出により、受
講料（一部負担金）5,000円を免除とする取扱いを行う。

0.33 人
非常勤
特別職

0.00 人

0.00 人

R2その他職員
従事割合

期間 0.21 人

事業の目的及び具体的な内容
R1正規職員
人件費

産業
振興
課

実施計画ランク 事業の種別

一
般

R1予算現額 指標名

法定受託事務 法定受託＋附加 81千円 79千円

被表彰者数及び被表彰事業所数

R1決算額

①技能功労者褒彰者数

②障害者雇用褒彰事業所
数

所沢市技能功労者表彰規則、所沢市技 R2予算現額 R2決算額（見込み）

能功労者表彰選考委員会設置要綱、所沢市障害者雇用
優良事業所表彰要綱

根拠法令

80千円

事業の目的及び具体的な内容

R2年度に改善した点

技能功労者表彰者数及び障害者雇用優良事業
所表彰団体数の合計を目標値とした。

前年度に引き続き、契約課所管の「所沢市
優秀建設工事等受注者表彰式」との合同
開催により、事務の軽減を図った。
また、周知団体を増やした。

R1正規職員
人件費

R1その他職員
従事割合

事業達成に向けての現在の課題及び今
後の課題解決に向けた取り組み

R2目標値が未達成の理由・分析

市全体で、同時期の表彰式を合同で開催
により効率化を図ると共に、表彰される方
が喜んでいただけるような式典の開催方
法の検討などもすすめていく。

目標設定の考え方・根拠

B

技能功労者を表彰しその功績をた
たえることは、技能尊重の気運を高
めるとともに、技能者の励みになる
ものであり意義は大きい。また、障
害者雇用優良事業所の表彰は障
害者雇用の促進や職業安定につな
がる啓発効果があり、両事業ともに
今後も引き続き実施していく。

R1目標 R1実績

191千円

非常勤
特別職

0.00 人 10件 6件

0.00 人

①5人

②1事業所

R2目標 R2実績

R2その他職員
従事割合

10件 6件

8件

期間 0.18 人 R3目標

S54～ 1,470千円
0.00 人

期間

重要 自治事務

障害者雇用推進
企業支援事業

200千円

事業の目的及び具体的な内容
R1その他職員
従事割合

750千円 0千円法定受託＋附加

事業達成に向けての現在の課題及び今
後の課題解決に向けた取り組み

産業
振興
課

実施計画ランク 事業の種別

一
般

R1予算現額

R2予算現額

所沢市障害者雇用推進企業支援補助金交付要綱 750千円

R2年度に改善した点

補助制度を利用し雇用した障害者数
障害者の雇用の場の確保を目的としているた
め、補助制度を利用し雇用した障害者数を目標
値とした。

補助対象となる可能性のある事業者への
案内を積極的に行い、令和２年度に引き
続き、雇用助成金の事前登録を新たに１
件行った（実際の交付はR3年度から）。

R1目標 R1実績 R2目標値が未達成の理由・分析

指標名 目標設定の考え方・根拠R1決算額

根拠法令

1人

B

R2その他職員
従事割合

1人

3人

法定受託事務

補助対象となる法定雇用率を超える雇用が少な
いこと、事業者への周知が行き届いていないこ
となどが考えられ、障害者を雇用するための業
務のマッチングが課題となっている。

①補助制度利用事業所数

②補助制度利用件数

R1正規職員
人件費

臨時職員 0.00 人

①2事業所

②2件

R2決算額（見込み）

0.00 人
H25～ 408千円

3人

障害者の雇用の場の確保と事業者の社会的責任の向上
を促し、共生社会の実現に資することを目的に、市内事業
者が、障害者を雇用する場合等に要する経費に対し、補
助金（事業補助金・雇用助成金・職場実習奨励金）を交付
するもの。

0.10 人
非常勤
特別職

0.00 人 3人

R2正規職員
人件費

831千円 R2実績

市内事業者の障害者雇用率は依然として
低く、市内事業者や関係する支援機関等
に対する制度の周知を進めながら、引き続
き事業を実施していく。0.05 人

R2目標

会年職員
R3目標

障害者の雇用の場の確保のため
に必要な事業であるが、成果が出
るまでに時間がかかる事業であ
る。また、法定雇用率を超えた場合
を主に対象としているが、こうした
事業所は少ないのが現状であり、
障害者を雇用するための業務の
マッチングが課題となっている。
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会年職員 0.00 人

会年職員
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SDGsへの貢献
(最大3つ)

事業自体が
貢献する
項目

実施手法等
の工夫により
貢献できた
項目(任意)

活動実績(R2)

成果

成果指標

評価及び次年度以降に向けた課題・取り組みなど

総合
評価

評価
理由

現状の課題

所属
名称

経費

投入コスト
会
計

事務事業名称 事業概要（全体）

項目名

■ □ □

実績

評価者

産業振興課長　森田　茂明

項目名

■ □ □

実績

評価者

産業振興課長　森田　茂明

項目名

■ □ □

実績

評価者

産業振興課長　森田　茂明

勤労者等の福祉の増進と
雇用の安定をはじめ、市民
のコミュニティ活動の推進
に貢献した。

どのように貢献したか

中小企業に勤務する常用
労働者及びパートタイム労
働者の福祉の向上、雇用
の安定及び中小企業の振
興を図った。

どのように貢献したか

市内中小企業の従業員及
び事業主の福祉向上をは
じめ、地域振興と雇用安定
に貢献した。

８．働きがい
も経済成長

も

３．すべての
人に健康と

福祉を

どのように貢献したか

３．すべての
人に健康と

福祉を

R2予算現額

665千円

R1決算額

R2決算額（見込み）

所沢市中小企業勤労者福祉サービスセンター事業補助金
交付要綱

10,000千円 10,000千円

重要

実施計画ランク 事業の種別

一
般

R1予算現額 R2年度に改善した点

事業のスケールメリットを活かすために、会員数
の増加を目指す。

補助金の交付のみにとどまらず、市として
も
加入促進に向けたPRを実施している。
＜PR内容＞
チラシの配布、市内事業所向けメールマガ
ジンの配信、市内事業所への訪問時のPR
など

事業達成に向けての現在の課題及び今
後の課題解決に向けた取り組み

新型コロナウイルスの影響や、福利厚生
事業への民間事業者の参入もあり、市内
企業にとっての選択肢が増えたことで、会
員数の伸び悩みが生じている。
今後、当センターの事業の優位性などを積
極的にPRしていく。

事業主の高齢化による廃業などにより、脱退す
る事業所が増えていること、また、新型コロナウ
イルスの影響で、業績が悪化している事業者に
よる退会が増えているため。

①会員数

②会員事業所数

③利用者一人あたり利用
額

指標名 目標設定の考え方・根拠

B

市内中小企業の勤労者とその事業
主の福祉の向上のため、当セン
ターの必要性は高いが、会員事業
所からの会費のみで運営すること
は困難なため、今後も継続した支
援が必要である。

会員数

R2目標値が未達成の理由・分析

R2実績

1,210人

事業の目的及び具体的な内容
R1正規職員
人件費

R1その他職員
従事割合

R1目標 R1実績

自治事務 法定受託事務 法定受託＋附加 10,000千円 10,000千円

1,057人

臨時職員 0.00 人
①1,046人

②370事業所

③14,321円

R2目標

会年職員 0.00 人

産業
振興
課

R2正規職員
人件費

R2その他職員
従事割合

1,210人 1,046人

1,210人

期間 0.07 人 R3目標

産業
振興
課

実施計画ランク 事業の種別

一
般

R1予算現額

法定受託事務 法定受託＋附加 6,290千円 6,051千円

H10～ 572千円

市内中小企業勤労者等の福利厚生の充実と発展を目的
に、所沢市中小企業勤労者福祉サービスセンターに対し
て補助金の交付を行う。

（センターにおける実施事業）
〇調査研究事業　〇研究会・講習会等の開催事業
〇情報提供事業　〇福利厚生事業　ほか

0.08 人
非常勤
特別職

0.00 人

R1決算額

勤労者福祉推進
事業

※R3～勤労者福
祉サービスセン
ター補助金

根拠法令

指標名

勤労者福祉充実
事業

目標設定の考え方・根拠

A

成果指標の目標を達成しており、
一定の成果が挙げられていると考
えられる。

R2予算現額 R2決算額（見込み）

所沢市中小企業退職金共済掛金等補助金交付要綱 7,000千円

重要

R2年度に改善した点

加入は事業所単位で行われることから、新規に
加入した事業主の数を目標値とした。 ホームページや市内事業所向けのメール

マガジンを利用し、市内事業所に向けた広
報を行った。

目標達成済

事業達成に向けての現在の課題及び今
後の課題解決に向けた取り組み

R2目標値が未達成の理由・分析

中小企業の労働者の処遇改善に有効な
事業であるため、周知方法等を見直しなが
ら、引き続き事業を実施していく。

①補助対象者数

②補助対象事業所数

新規加入事業所数根拠法令

6,838千円

事業の目的及び具体的な内容
R1正規職員
人件費

R1その他職員
従事割合

R1目標 R1実績

自治事務

26事業所

914千円 臨時職員 0.00 人

①398人

②76事業所

R2目標 R2実績

0.11 人

R2正規職員
人件費

18事業所

16事業所

期間 0.08 人 R3目標

中小企業に勤務する常用労働者及びパートタイム労働者
の福祉の向上、雇用の安定及び中小企業の振興を図るこ
とを目的に、市内事業所が退職金共済制度に新規加入し
た場合に、3年間を限度とし、1年間に支払った共済掛金
（従業員1人当たりの月額掛金が1万円を超える場合は1万
円を限度とする）の20％以内で補助金を交付する。

H元～ 653千円

16事業所

R1実績産業
振興
課

実施計画ランク 事業の種別

一
般

R1予算現額

ラーク所沢運営事
業

重要

50.0%

指標名 目標設定の考え方・根拠

B

31,666千円 31,633千円

R1正規職員
人件費

R2決算額（見込み）

R2目標 R2実績

非常勤
特別職

新型コロナウイルス感染症に伴う
休館（4-5月）をはじめ、利用再開後
も利用人数の制限等の影響によ
り、年間利用率が大幅に悪化した。
しかし、館内の感染症対策を実施
や魅力ある自主事業の実施などに
より、制限のある中でも、一定数の
利用者数が回復できたことは評価
できるものである。

R2年度に改善した点

①年間利用件数

②トレーニングルーム利用
者数

年間利用率(各部屋平均)
年間利用件数／総利用区分数（9施設×6区分
×開館日数）

新型コロナウイルスの感染対策のため、
消毒・検温・席の間引き・換気等の対策を
徹底的に講じることで、利用者が施設を安
全に利用できるよう配慮した。

新型コロナウイルス感染症に伴う休館（4-5月）
をはじめ、利用再開後も利用人数の制限等の影
響により、年間利用率が大幅に悪化したため。

事業達成に向けての現在の課題及び今
後の課題解決に向けた取り組み

新型コロナウイルス感染症の影響を踏ま
え、利用者のニーズに応じた施設運営や
自主事業等を工夫して実施することで、利
用者の増加を図っていく。また、指定管理
者の応募時の提案事項の進捗状況や、施
設の修繕や定期点検等が適正に行われ
ているか等、定期的に確認していく。

法定受託＋附加 30,833千円 30,813千円

ラーク所沢条例、ラーク所沢条例施行規則

R1その他職員
従事割合

R1目標

自治事務 法定受託事務

R2目標値が未達成の理由・分析

根拠法令 R2予算現額

事業の目的及び具体的な内容

55.8%

3,325千円 臨時職員 0.00 人

50.0%

①5,738件

②3,091人

36.9%

期間 0.54 人 R3目標

勤労者等の文化、教養及び福祉の増進を目的として設置
され、現在は指定管理者が運営している。
施設内の会議室等の貸し出しを行うとともに、各種自主事
業を実施している。

0.40 人

S63～

50.0%

0.00 人

R2正規職員
人件費

R2その他職員
従事割合

会年職員

4,411千円

0.00 人

0.00 人

R1決算額

R2その他職員
従事割合

非常勤
特別職

0.00 人

会年職員

16事業所
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第５章　魅力・元気・文化を誇れるまち  第４節　産業人材・雇用

SDGsへの貢献
(最大3つ)

事業自体が
貢献する
項目

実施手法等
の工夫により
貢献できた
項目(任意)

活動実績(R2)

成果

成果指標

評価及び次年度以降に向けた課題・取り組みなど

総合
評価

評価
理由

現状の課題

所属
名称

経費

投入コスト
会
計

事務事業名称 事業概要（全体）

項目名

■ □ □

実績

評価者

産業振興課長　森田　茂明

項目名

■ □ □

実績

評価者

農業振興課長　大舘　寿貴

勤労者に必要な労働に関
する基礎知識の習得をは
じめ、労働安全衛生の維
持・向上に貢献した。
勤労者及び経営者が抱え
る労働に係る様々な悩み
の解消に貢献した。

どのように貢献したか

３．すべての
人に健康と

福祉を

８．働きがい
も経済成長

も

３．すべての
人に健康と

福祉を

２．飢餓をゼ
ロに

法定受託事務

R2年度に改善した点

産業
振興
課

実施計画ランク 事業の種別

一
般

R1予算現額

重要 自治事務 埼玉県労働セミナーでは、コロナ禍でも受
講者を増やすため、一部のセミナーをオン
ライン開催に切り替えた。
所沢市労働セミナーでは、学生向けのアン
ケートとは別に、教員向けのアンケートを
初めて実施し、R3年度の実施に向けた課
題出し等を行った。
一般労働相談では、年間スケジュールを
記載したチラシを作成し配布するとともに、
ホームページや事業者向けメルマガにも
適宜掲載した。

R1目標 R1実績 R2目標値が未達成の理由・分析

法定受託＋附加

埼玉県労働セミナーでは、県と調整しなが
ら、最新の動向を見極めつつ受講者の
ニーズに合わせた講座となるよう事業を進
めていく。
一般労働相談では、利用者に利用しやす
い日程や時間帯で開催できるよう、今後も
引き続き検討を行う。

417千円 374千円

①埼玉県労働セミナー受講
者数(延べ人数)

②所沢市労働セミナー受講
者数[高校生](延べ人数)

③一般労働相談者数

B

S５７～

勤労者と使用者の双方が労働する
うえでのルールについて、正しく理
解することで、トラブルの未然防止
になる。
そうすることで、生産性の向上や社
会の発展にもつながる。
また、実際に発生したトラブルに対
しては、専門家による一般労働相
談を通じて問題解決へ導けるような
体制を維持している。

埼玉県労働セミナーにおいて、新型コロナウイ
ルス感染拡大防止のため、対面開催における
定員数を半減させたこと、また、一部のセミナー
をオンライン開催に初めて切り替えたが、参加
者属性（勤労者・使用者）を把握できず、実績人
数に算入していないため。

期間 0.32 人

労働セミナー・労
働相談等開催事
業

R2決算額（見込み）

特になし

セミナー参加者のうち、勤労者及び使用者の受
講者数（延べ人数）

事業の目的及び具体的な内容
R1正規職員
人件費

R1その他職員
従事割合

労働をめぐる様々なトラブルの解決等を目的として、労働
セミナー、労働相談等を実施する。
〇労働セミナー
・埼玉県との共催により、労働法の基礎知識や安全衛生を
学ぶための社会人向けセミナーを開催
・就職を希望する市内の高校生を対象とする労働法の基
礎を学ぶためのセミナーを開催する。
〇労働相談
社会保険労務士を相談員として、労働に関する相談を行う
ことで、労働者及び事業主が抱える様々な悩みや疑問を
解決する。

会年職員 0.00 人
2,614千円

R2正規職員
人件費

R2その他職員
従事割合

事業達成に向けての現在の課題及び今
後の課題解決に向けた取り組み

2,909千円 臨時職員 0.00 人

①121人

②205人

③27人

100人 65人

100人

R3目標

0.35 人

R2目標 R2実績

目標設定の考え方・根拠R1決算額 指標名

受講者数のうち、勤労者及び使用者である受講
者数を目標値とした。

100人
非常勤
特別職

0.00 人 100人

R2予算現額

417千円 351千円

農業
振興
課

実施計画ランク 事業の種別

一
般

R1予算現額

重要 自治事務

事業達成に向けての現在の課題及び今
後の課題解決に向けた取り組み

①１回

②３区画

③０回

１回

目標達成済み

①農福連携情報提供回数

②体験農場「福祉枠」利用
区画数

③先進事例調査研究回数

農福連携に係る情報の提供回数

指標名 目標設定の考え方・根拠

法定受託事務 法定受託＋附加

R2予算現額

3,325千円

R2目標値が未達成の理由・分析

２回 ２回

農業の労働力不足の解消

農福連携推進事
業

根拠法令

R1その他職員
従事割合

R1目標 R1実績

先進事例の調査研究のため、ＷＥ
Ｂフォーラムに参加し、市のＨＰを
作成するとともに、農業情報誌「と
ことこだより」に現在の取組事例を
掲載し広く情報提供を行った。ま
た、取組を行っている事業所に状
況の聞き取りを行い、実態の把握
に努めた。

R2年度に改善した点

農業情報誌「とことこだより」の発行にあ
たっては、取り組んでいる事業者にヒアリ
ングをするとともに、発行後、農業者や一
般市民だけでなく、障害者施設にも配布を
行い取組の周知をおこなった。

R2その他職員
従事割合

３回

農福連携の取組みを推進するには、農業・福祉
の連携事例や支援事業等の認知度向上を図る
必要があるため、情報の提供回数を目標とし
た。認知度向上を図るため、前年度実績より増
加させた目標値を設定している。

R2決算額（見込み）

A

R1決算額

0.40 人 １回

どのように貢献したか

８．働きがい
も経済成長

も

R2目標 R2実績
農福連携の認知度を向上させる必要があ
るため、引き続き情報提供を行っていく。ま
た、農福連携の取組みを希望する事業者
の相談対応を行うことで、農福連携の推進
に努めていくとともに、庁内での連携体制
の検討を進める。

R3目標

0.00 人

R2正規職員
人件費

- 0千円 0千円

事業の目的及び具体的な内容
R1正規職員
人件費

0千円 0千円

根拠法令

期間 0.33 人
会年職員 0.00 人

非常勤
特別職

0.00 人

R1～ 2,695千円

臨時職員

農業分野と福祉分野の垣根を越えた「農福連携」の取組み
を推進することにより、農業経営体には働き手を提供し、
高齢者や障害者には生きがいや働く場を創出することで、
農業分野での人手不足を解消しつつ活躍の場を促してい
く。具体的には、先進事例の調査研究を進めるとともに、
関係機関の協力を得ながら、周知を図っていく。また、連携
を希望する事業者を対象に高齢者等の受入や農業参入に
関する相談受付を行っていく。
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第５章　魅力・元気・文化を誇れるまち  第５節　国際化・多文化共生

項目名

■ □ □

実績

評価者

企画総務課長　山屋　貴裕

項目名

■ □ □

実績

評価者

企画総務課長　山屋　貴裕

項目名

■ □ □

実績

評価者

企画総務課長　山屋　貴裕

項目名

■ □ □

実績

評価者

企画総務課長　山屋　貴裕

20

期間 0.30 人 R3目標

Ｒ１～ 2,450千円 20
会年職員 0.10 人

事業達成に向けての現在の課題及び今
後の課題解決に向けた取り組み

2,577千円 臨時職員 0.00 人

①62

②35

R2目標 R2実績

庁内研修や関係課との連携により、行政
資料を多言語化する意識は高まっており、
引き続き、庁内の多言語化の状況をふま
えて支援を行っていく。

R2正規職員
人件費

R2その他職員
従事割合

R1実績 R2目標値が未達成の理由・分析

外国人市民に対し、市政情報を多言語（「やさしい日本語」
を含む）で提供し、言葉や生活習慣などの違いから日常生
活や災害時に感じる不便をなくすことを目的としている。
①年１回程度、庁内で多言語化に関する調査を行い、実態
に合った効果的な支援策を講じる。
②外国人市民のニーズが高い情報を多言語化するため、
関係課と連携し、多言語化の支援などを行う。
③やさしい日本語の普及を行う。

0.31 人
非常勤
特別職

0.00 人 3 5

目標達成済10

第６次所沢市総合計画前期基本計画 45千円 4千円

事業の目的及び具体的な内容
R1正規職員
人件費

R1その他職員
従事割合

自治事務 法定受託事務 法定受託＋附加 15千円 0千円

R2決算額（見込み）

指標名 目標設定の考え方・根拠

A

市ホームページで、外国人市民向
けのページを整理・拡充した結果、
目標より多くのコンテンツを「やさし
い日本語」にできたため。

R2年度に改善した点

①多言語化した行政資料の数

②他機関が作成した多言語資
料の活用数

対応言語が増えた行政資料の数
（「やさしい日本語」への対応も含む）

外国人市民に母国語又はやさしい日本語で、分
かりやすく情報発信をしていく必要があるため。

「やさしい日本語」の職員研修を実施して
意識啓発を行った。また、新型コロナウイ
ルス関連情報など、市ホームページ既存コ
ンテンツをやさしい日本語へ書き換える支
援を行った。

R1目標企画
総務
課

実施計画ランク 事業の種別

一
般

R1予算現額

行政資料の多言
語化推進事業

根拠法令 R2予算現額

重要

企画
総務
課

実施計画ランク 事業の種別

一
般

R1予算現額

姉妹都市に派遣員（高校生等）を派遣し、社会、文化等の
交流を通して、外国人との相互理解を深めていくとともに、
将来を担う青少年に広い視野から郷土、国家、国際社会を
理解させることにより、次代を築く人材を育成していくことを
目的としている。
米国ディケイター市との間で、派遣と受入れを毎年交互に
行い、派遣員は一般家庭で2週間程度のホームステイを体
験し、生活習慣や文化を体験する。

0.42 人

H3～

期間

R2正規職員
人件費

R1決算額

事業の目的及び具体的な内容
R1正規職員
人件費

R1その他職員
従事割合

3,491千円 臨時職員 0.00 人

指標名

海外都市学生交
流事業

目標設定の考え方・根拠

-

根拠法令 R2予算現額 R2決算額（見込み）

所沢市海外都市学生交流実施要綱
所沢市海外都市学生交流補助金交付要綱

0千円 0千円
新型コロナウイルス感染症の世界
的流行により、派遣員の受入が中
止となったため。

R2年度に改善した点

社会、文化等の交流を通した外国人との相互理
解や、国際社会についての広い視野からの理
解を深めることで、次代を築く人材の育成を行う
ことが目的であるため。

事業は中止となったが、国際交流フォーラ
ムでは、前年度の派遣員からの報告を行
い、過去の派遣員とのつながりを持つこと
ができた。

新型コロナウイルス感染症の世界的流行によ
り、派遣員の受入が中止となったため。

事業達成に向けての現在の課題及び今
後の課題解決に向けた取り組み

R2目標値が未達成の理由・分析

新型コロナウイルス感染症の世界的流行
が収束し、事業が再開できた際にも参加
者の安全を確保しながら実施できるよう、
受入先との調整を行っていく。

重要 自治事務 法定受託事務 法定受託＋附加 1,046千円 944千円

80.0%

R1目標 R1実績

非常勤
特別職

0.00 人 - -

①所沢市からの派遣員の
総数（奇数年）

②所沢市における受入家
庭の総数（偶数年）

事業に参加したことにより国際社会についての
理解度が深まった派遣員の割合

0.03 人
0.24 人 R3目標

1,960千円

①6人（令和元年度）

②0世帯（令和2年度事業中
止のため）

R2目標 R2実績

R2その他職員
従事割合

80.0% -

企画
総務
課

実施計画ランク 事業の種別

一
般

R1予算現額

R2予算現額

外国の姉妹都市との交流は、行政主導の交流から民間が
主体となった交流へと移っており、この流れを促進していく
ため、海外姉妹都市との交流を主体的に進める民間団体
に対して助成をし、その活動を支援する。
①姉妹都市（米国・ディケイター市、中国・常州市、韓国・安
養市）への一般市民訪問団の派遣②姉妹都市から来訪す
る訪問団との交流③姉妹都市への文化・スポーツ団体等
の訪問団に対する支援④外国人市民との交流

0.31 人

重要

新型コロナウイルス感染症の世界
的流行により、予定していた事業が
実施できなかったため。

①姉妹都市との交流

②市民の国際意識を高め
る事業

0.00 人 110人

0.00 人

43人

新型コロナウイルス感染症の世界的流行によ
り、予定していた韓国・安養市への市民訪問団
の派遣及び同市からの友好訪問団受入が中止
となったため。

R1実績 R2目標値が未達成の理由・分析

0人

指標名 目標設定の考え方・根拠 R2年度に改善した点

交流事業実施の際には、より多くの市民の
参加が望めるような内容での実施が求め
られる。また、新型コロナウイルス感染症
の動向をふまえて、交流事業の新たな実
施方法を検討していく必要がある。

友好委員会事業に参加した市民の数
外国の文化や姉妹都市交流に対する市民の興
味・理解を促進する必要があるため。 市民へ活動の周知を図るため、委員会

ホームページの見直しを行った。

R1目標
-

事業達成に向けての現在の課題及び今
後の課題解決に向けた取り組み

R3目標

S55～

R1その他職員
従事割合
非常勤
特別職

国際友好委員会
交付金

根拠法令

R2実績

1,400千円

R2目標

法定受託＋附加 1,400千円 524千円

①0団

②1つ

R2正規職員
人件費

R2その他職員
従事割合

R2決算額（見込み）

所沢市国際友好委員会交付金交付要綱 0千円

事業の目的及び具体的な内容

事業の目的及び具体的な内容

50人2,287千円

2,577千円

50人

期間 0.28 人

臨時職員

0.25 人

重要 自治事務 法定受託事務 法定受託＋附加

所沢市自治基本条例、第６次所沢市総合計画前期基本計画

根拠法令

0.68 人

国際交流推進事
業

R2予算現額

0.00 人

新型コロナウイルス感染症の世界
的流行により、姉妹都市からの行
政視察団の来訪がなかったため。

相手国との理解を深め、安定的な関係を築くた
めに、視察等の交流を通して相互の交流目的を
果たすことができているか確認する必要がある
ため。

姉妹都市交流事業を通して視察目的や相互理
解を達成することができた参加者の割合

-

R2決算額（見込み）

R1予算現額

姉妹都市からの行政視察団の受入につい
ては実施できなかったが、今後の交流アイ
デアとしてオンラインでの交流について検
討した。

事業達成に向けての現在の課題及び今
後の課題解決に向けた取り組み

今後も安定的に事業を実施していくため
に、引き続き渡航を伴わない交流事業の
検討が求められている。

R2年度に改善した点

R2目標値が未達成の理由・分析

目標設定の考え方・根拠

新型コロナウイルス感染症の世界的流行によ
り、姉妹都市からの行政視察団の来訪がなかっ
たため。

-

R1実績

R2目標 R2実績

R2その他職員
従事割合

- -

①姉妹都市から行政視察
団を受け入れた数

②姉妹都市交流事業に参
加した市民の数

12千円

R1その他職員
従事割合

274千円

～ 4,492千円

5,652千円 臨時職員 0.00 人

0.10 人

75.0%

様々な事業を通して姉妹都市を中心とした海外都市との関
係を構築する。
①姉妹都市との間で行政視察団の派遣・受入れを相互に
行い、先進的な取組等について行政情報の交換を行う。
②姉妹都市との間で周年に合わせて代表訪問団の派遣・
受入れを相互に行うなど、信頼関係の促進に努める。

期間

指標名

①0団

②0人

R2正規職員
人件費

75.0%

2,196千円

R1決算額

R3目標

非常勤
特別職

0.55 人

R1目標
R1正規職員
人件費

1,889千円

R1正規職員
人件費

自治事務 法定受託事務

事業概要（全体）

事業の種別

一
般

R1決算額

企画
総務
課

実施計画ランク

現状の課題

所属
名称

経費

投入コスト
会
計

事務事業名称

SDGsへの貢献
(最大3つ)

事業自体が
貢献する
項目

実施手法等
の工夫により
貢献できた
項目(任意)

活動実績(R2)

成果

成果指標

評価及び次年度以降に向けた課題・取り組みなど

総合
評価

評価
理由

１０．人や国
の不平等を

なくそう

１０．人や国
の不平等を

なくそう

１６．平和と
公平をすべ
ての人に

１６．平和と
公平をすべ
ての人に

どのように貢献したか

青少年の国際的視野を広
げ、外国人との相互理解を
深めた。

１０．人や国
の不平等を

なくそう

姉妹都市との交流を通し
て、国同士の友好関係のさ
らなる発展に寄与した。

１０．人や国
の不平等を

なくそう

どのように貢献したか

外国人市民と日本人市民
との間の情報格差を減らす
ことに寄与した。

どのように貢献したか

どのように貢献したか

１６．平和と
公平をすべ
ての人に

交流事業を通して、姉妹都
市との信頼関係の醸成に
寄与した。会年職員
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R1決算額

会年職員

会年職員
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事業概要（全体）

現状の課題

所属
名称

経費

投入コスト
会
計

事務事業名称

SDGsへの貢献
(最大3つ)

事業自体が
貢献する
項目

実施手法等
の工夫により
貢献できた
項目(任意)

活動実績(R2)

成果

成果指標

評価及び次年度以降に向けた課題・取り組みなど

総合
評価

評価
理由

項目名

■ □ □

実績

評価者

企画総務課長　山屋　貴裕

項目名

■ □ □

実績

評価者

企画総務課長　山屋　貴裕

項目名

■ □ □

実績

評価者

企画総務課長　山屋　貴裕

期間 0.32 人 R3目標

Ｒ１～ 2,614千円
会年職員 0.10 人

30

臨時職員 0.00 人

①100%

②18

R2目標 R2実績

R2正規職員
人件費

R2その他職員
従事割合

30 31

R1実績 R2目標値が未達成の理由・分析

日本人市民と外国人市民が互いの文化的な違いを認め合
い、対等な関係を築こうとしながら、地域社会の構成員とし
ての共生意識を育むことを目的とする。
①多文化共生に関する研修や講座を実施する。
②NGOやボランティアと連携し、外国人市民への支援を行
う。

0.47 人
非常勤
特別職

0.00 人 20 21

目標達成済

3,907千円

多文化共生推進
事業

根拠法令 R2予算現額 R2決算額（見込み）

第６次所沢市総合計画前期基本計画 56千円 13千円

事業の目的及び具体的な内容
R1正規職員
人件費

R1その他職員
従事割合

R2年度に改善した点

市全体で多文化共生に取り組むには、各所属
で多文化共生を理解して取組みを進めていく必
要があるため。

・外国人市民向けの市政情報等をメール
で配信する新たな取組みの具体的検討を
進めた。
・市内日本語教室との連絡体制を整えた。
・外国人市民の住基データを分析して、生
活実態の仮説立てを行った。

事業達成に向けての現在の課題及び今
後の課題解決に向けた取り組み

引き続き、職員の意識啓発を行う。
外国人市民の実態を把握する調査につい
て、日本語教室と十分に連携し、新型コロ
ナウイルス感染症の動向をふまえながら、
実施時期を検討していく。

重要 自治事務 法定受託事務 法定受託＋附加 50千円

R1予算現額 R1決算額 指標名 目標設定の考え方・根拠

A

職員向け研修や庁内イントラネット
による情報配信等により、多文化
共生の意識は着実に高まってお
り、取り組む所属数が増えているた
め。

21千円

①研修及び講座参加者の
多文化共生への理解度

②多文化共生に取り組ん
でいる所属数

多文化共生に取り組んでいる所属数

R1目標

根拠法令 R2予算現額

期間

開催方法を複数検討して、コロナ禍でも参
加しやすいイベントづくりを行った。
外国人市民向けの支援等を紹介するパネ
ルについては、行政資料の多言語化推進
事業と連動させ、より多くの情報を用意す
ることができた。

事業達成に向けての現在の課題及び今
後の課題解決に向けた取り組み

企画
総務
課

実施計画ランク 事業の種別

一
般

外国人市民との共生意識の醸成を目的とする。
市内の国際交流ボランティア（団体・個人）が実行委員会を
組織し、年1回実施している。フォーラムでは①姉妹都市の
紹介②日本人、外国人市民がグループになって話す交流
会③舞台での発表（和太鼓・歌・ダンス等）④常設コーナー
（姉妹都市と本市の子どもが描いた絵の展示等）を実施
し、市民（外国人市民を含む）間のコミュニケーションの機
会、知人作りや国際理解の場を提供している。

0.51 人

指標名

企画
総務
課

実施計画ランク 事業の種別

一
般

R1予算現額

国際交流フォーラ
ム開催支援事業

第６次所沢市総合計画前期基本計画 200千円 200千円

事業の目的及び具体的な内容
R1正規職員
人件費

R1その他職員
従事割合

新型コロナウイルス感染症の影響
により、開催方法を工夫して実施す
ることができた。展示見学者数及び
映像再生回数から、市民の多文化
共生意識の醸成につながってお
り、また、外国人市民にとってもの
日本文化や本市への理解を深める
場となっているため。

R2年度に改善した点

①外国人市民の交流

②初めて参加した人数

参加者数

外国人市民が増加しており、、市民と外国人市
民との共生意識を育んでいくには、より多くの方
に本事業に携わってもらうことが重要であるた
め。

R1目標 R1実績 R2目標値が未達成の理由・分析

目標設定の考え方・根拠

A

重要 自治事務 法定受託事務 法定受託＋附加 200千円 112千円

0.44 人 R3目標

4,239千円 新型コロナウイルスの感染拡大を受け、例年と
は開催方法を変更し、展示イベントとオンライン
での開催となったため。
（展示見学者数：1,291名、映像総再生回数：
1,566回）

臨時職員 0.00 人

① -

② -

R2目標 R2実績

H7～ 3,594千円 580人

非常勤
特別職

0.00 人

新型コロナウイルス感染症の状況をふま
えて、安全なイベント開催方法を検討して
いく。また、より多くの外国人市民と日本人
市民との交流の場となるようし、実行委員
会の提案を尊重しながら、引き続き支援し
ていく。

R2正規職員
人件費

R2その他職員
従事割合

570人 -

R1正規職員
人件費

企画
総務
課

実施計画ランク 事業の種別

一
般

R1予算現額

最優先

非常勤
特別職

0.00 人

目標達成済

会年職員

R2年度に改善した点

①小中学校向けゴール
ボール体験会

②市ＨＰコンテンツ数

③

自治事務 法定受託事務 法定受託＋附加 12,003千円 10,745千円

R1その他職員
従事割合

根拠法令 R2予算現額 R2決算額（見込み）

4,195千円

期間 2.42 人

東京2020オリンピック・パラリンピックをきっかけとして、
様々なスポーツや他国の文化に触れながら、障害のある
なしにかかわらずスポーツを楽しむまちづくりをめざし、啓
発事業の企画・運営、スポーツ体験会の開催、スポーツ選
手の応援、情報発信、キャンプ地等の誘致を進める。

3.37 人

東京オリンピック・
パラリンピック推
進事業

R2正規職員
人件費

-

H26～R3 19,767千円

事業の具体的な内容及び目的

事業達成に向けての現在の課題及び今
後の課題解決に向けた取り組み

28,011千円 臨時職員 1.00 人
①5校（6回）

②6ページ

③

R2目標 R2実績
引き続き、東京2020大会を契機とした地域
の活性化を図るため、広報紙やＳＮＳを積
極的に活用し、市域全体に向けたＰＲを展
開していく。

１０．人や国
の不平等を

なくそう

どのように貢献したか

多文化共生を理解する場
を設けるとともに、支援を
通して外国人市民が日常
生活等で感じる不便さの軽
減に寄与した。

どのように貢献したか

１６．平和と
公平をすべ
ての人に

１６．平和と
公平をすべ
ての人に

外国人市民の交流の場を
設け、コミュニティへの参加
を促すとともに、日本人市
民の国際理解を高めた。

１０．人や国
の不平等を

なくそう

どのように貢献したか

ゴールボール体験会を通じ
て、障害のあるなしに関わ
らず支え合う共生社会の実
現に向け、児童・生徒の理
解を深めるための機会を
提供した。

意識啓発事業数

指標名

10,007千円

新型コロナウイルス感染症拡大に
より、イベント開催が制限される
中、昨年度に引き続き、児童・生徒
を対象とした啓発事業（ゴールボー
ル体験会）を実施することができた
ため。

3回

550人 -

6回

R1実績 R2目標値が未達成の理由・分析

R2その他職員
従事割合

ゴールボール体験会の実施にあたり、手
指消毒や飛沫対策等、基本的な感染症対
策を徹底した。

R1目標

R3目標

3回

目標設定の考え方・根拠

A

大会の機運醸成及びパラスポーツへの理解を
深めることを事業の目的としているため、啓発事
業数を指標としている。

15回 34回

1.00 人

R1決算額

会年職員 0.25 人

R2決算額（見込み）

R1決算額
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項目名

■ □ □

実績

評価者

文化芸術振興担当参事　瀧澤　恵

項目名

■ □ □

実績

評価者

文化芸術振興担当参事　瀧澤　恵

項目名

■ □ □

実績

評価者

文化芸術振興担当参事　瀧澤　恵
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文化芸術活動の発表とそ
れに触れる機会を提供し、
所沢の文化の発展に寄与
した。

どのように貢献したか

どのように貢献したか

１１．住み続
けられるまち

づくりを

市民が身近に文化芸術に
触れて豊かな生活を送るこ
とに貢献した。

どのように貢献したか

音楽があふれる魅力ある
まちを目指して事業を行
い、本市のイメージアップ
に寄与した。

１１．住み続
けられるまち

づくりを

SDGsへの貢献
(最大3つ)

事業自体が
貢献する
項目

実施手法等
の工夫により
貢献できた
項目(任意)

活動実績(R2)

成果

１１．住み続
けられるまち

づくりを

成果指標

評価及び次年度以降に向けた課題・取り組みなど

総合
評価

評価
理由

現状の課題

所属
名称

経費

投入コスト
会
計

事務事業名称 事業概要（全体）

Ｂ

453千円

R2その他職員
従事割合

臨時職員 0.05 人

事業の目的及び具体的な内容

会年職員 0.05人

R2目標値が未達成の理由・分析

R2年度に改善した点

R2決算額（見込み）

100件

市内で定期的、継続的に開催していて、営利を主目
的とせず、広く市民を対象としている音楽行事を推奨
することで、本市を市内外にアピールしてイメージアッ
プをはかるため。また、Ｒ3年度については、新型コロ
ナウイルス感染症の影響を考慮し、前年目標と同一
（前々年比50％減）とした。176千円

R1実績

非常勤
特別職

①「音まちコンサート」の実
施

②「まちなかコンサート」の
実施

R1決算額

新型コロナウイルス感染症の影響により
各種コンサートの開催が困難となったが、
「音まちコンサート」については、会場を「市
民ホール」から「ミューズ」に移し、感染症
対策を徹底したうえで「特別公演」として開
催した。

事業達成に向けての現在の課題及び今
後の課題解決に向けた取り組み

目標設定の考え方・根拠

「所沢＝音楽のまち」というブランド
を確立していくため、「音まち推奨
制度」や「まちなかコンサート」その
他イベント等に力を入れて取り組ん
ではいるが、目的の達成に向け模
索している部分も多いため。

R1予算現額

音楽のあるまちづ
くり推進事業

根拠法令 R2予算現額

指標名

文化
芸術
振興
課

実施計画ランク 事業の種別

R1正規職員
人件費

H25～

「新しい生活様式」に合わせ、今後どのよう
に「音楽のあるまちづくり」を推進できるか
検討する。

新型コロナウイルス感染症の影響により、イベ
ントの開催が困難であったと考えられ、目標の
未達成となった。

法定受託事務 法定受託＋附加 307千円

R3目標

「音まち」推奨制度推奨数

期間

30件

R2目標 R2実績

61件

R2正規職員
人件費 ①1回

②0回

R1目標

期間 1.27 人

あらゆる世代の市民や所沢市を訪れる方々に、音楽を演奏する
機会、聴く機会を常に身近なものとして定着させ、豊かな音楽文
化が持続的に発展できるよう取り組んでいく。プロ、アマを問わず
市内音楽団体（個人）の活動を掌握し、情報発信や連携を支援
し、音楽を通じた交流や音楽環境の活性化を図る。
①「音まち」推奨制度・・・音楽情報サイトが独自に入手した情報
等の中から、市が認定する制度。
②「音まちコンサート」・・・「音まち」事業のＰＲ、市民の気軽な鑑
賞の場として実施する庁内コンサート。
③「まちなかコンサート」・・・若手ミュージシャンの発表の場、まち
なかでの音楽鑑賞の場。
④「音まちMAP」発行等、各種PR事業。

0.32 人

会年職員

30件

R2目標

非常勤
特別職

0.45 人

本市の文化芸術振興のため、所沢市民文化センターにおける事
業運営と施設管理を行い、市民の芸術に触れ合う機会の増進と
施設利用者の増加を促進する。
また、施設の管理運営方法については、指定管理者制度を導入
しており、指定管理者である公益財団法人所沢市文化振興事業
団が、管理協定に基づき、芸術・文化振興事業（自主事業）及び
施設管理運営事業を遂行する。

H5～ 10,373千円

臨時職員 0.00人

R3目標

48.2%

市民文化センター
管理運営事業

542,166千円

事業の目的及び具体的な内容

本市の文化芸術の発信拠点として、これま
で以上に地域との連携を深め、より充実し
た展開を推進していけるよう指定管理者と
連絡調整を密にし支援していく。

R2正規職員
人件費

R2その他職員
従事割合

大規模改修を経てリニューアル
オープンしたが、新型コロナウイル
ス感染症の影響を受け、記念式典
や各公演の中止等により当初の予
定通りの運営とはいかなかったた
め。

2,660千円

16件

R1決算額

R1実績

5,391千円

0.66 人

法定受託＋附加 234,703千円

重要 自治事務

R1その他職員
従事割合

0.00 人
一
般

170千円

3,740千円

文化芸術基本法

目標設定の考え方・根拠

0.00人 65.0%

65.0% 32.2%

R1その他職員
従事割合

0.00人

R2実績

事業達成に向けての現在の課題及び今
後の課題解決に向けた取り組み

①1,915日（全14施設）

②3,774回（全14施設）

③63.2％（チケット販売上限
枚数を100％として算出）

234,684千円

542,120千円

R2年度に改善した点

①年間施設利用日数（日）

②年間施設利用回数（回）

③自主事業イベント観客入
場率（％）

施設稼働率
※年間利用回数÷年間利用可能回数（閉館日を
除く）

所沢市民文化センターは、本市における文化芸
術活動の拠点であり、市民が芸術に触れる機会
の増進を図り、施設利用者の増加を促進するた
めに施設稼働率を指標とする。なお、R３年度に
ついては、新型コロナウイルス感染症が徐々に
収束していくことを見込み、R２年度実績比50％
増とした。

大規模改修を経て、耐震化とバリアフリー
に対応し、誰もが安全に利用できる施設と
なった。また、施設の維持管理業務の一部
がＰＦＩ事業者に移行されたため、施設の不
具合確認や省エネ化等、専門業者による
より厳しい目で管理されるようになった。

指標名

所沢市民文化センター条例、所沢市民文化センター条例
施行規則

R1目標 Ｂ

‐
新型コロナウイルス感染症の影響を受け、自主
事業の中止や貸館のキャンセル等が相次いだ
ため。感染拡大防止の観点から、予約者の負担
を軽減するために貸館予約をキャンセルした場
合の利用料を特例的に全額返還する措置を
取ったことは、結果として施設稼働率減少の一
因となった可能性がある。

R2目標値が未達成の理由・分析

R2決算額（見込み）

R1予算現額

根拠法令 R2予算現額

R1正規職員
人件費

重要 自治事務 法定受託事務

50.0%

0.32 人期間 R3目標
会年職員

一
般

文化
芸術
振興
課

実施計画ランク 事業の種別

一
般

R1決算額

文化
芸術
振興
課

実施計画ランク 事業の種別 R1予算現額

重要 自治事務 法定受託事務

指標名

法定受託＋附加 13,338千円

①年間施設利用日数（日）

②利用件数(団体・個人）

根拠法令

所沢駅東口市民ギャラリー条例、所沢駅東口市民ギャラ
リー条例施行規則

目標設定の考え方・根拠

Ｂ

88.0%

新型コロナウイルス感染症の影響により、施設
の休館及び利用のキャンセルがあったため。

R2目標 R2実績

施設稼働率（％）
（年間利用回数÷年間利用可能回数（閉館日を
除く） ）

市民の文化芸術活動の発表の場「ギャラリー」と
して、市民へ利用に供し、文化芸術活動等の促
進を図るため、施設稼働率を指標とする。
R3年度も新型コロナウイルス感染症の影響によ
り、引き続き大幅な利用減少が見込まれる。

R1目標 R1実績 R2目標値が未達成の理由・分析

75.0%

13,773千円

新型コロナウイルス感染症の影響で利用
のキャンセルが相次ぐ中、施設の管理運
営を行う指定管理者及び利用団体と密に
調整を図ることで、継続した利用を維持し
た。

R2予算現額 R2決算額（見込み）

14,225千円 13,725千円

指定管理者制度による効率的かつ
安定した施設の運営により、一定
の利用率を維持することができた
が、新型コロナウイルス感染症の
影響を受け、当初の予定通りの運
営といかなかったため。

R2年度に改善した点

①54

②9

50.0%

事業達成に向けての現在の課題及び今
後の課題解決に向けた取り組み

1,579千円 臨時職員

0.19 人
非常勤
特別職

0.00 人

施設開館以降、継続して市民が利用した
いと思えるギャラリーを目指し管理運営を
行ってきたが、新型コロナウイルス感染症
拡大防止を念頭に置き、引き続き安全に
ご利用いただくための施設運営が課題で
あると認識する。0.00人

19.7%

R1正規職員
人件費

所沢駅東口市民
ギャラリー管理運
営事業

所沢駅東口市民ギャラリーは、市民の文化芸術活動等の
促進を図ることを目的とした施設であり、ギャラリーとして
一般利用に供することを目的としている。

0.00 人

R2正規職員
人件費

R2その他職員
従事割合

R1その他職員
従事割合

H29～

事業の目的及び具体的な内容

2,614千円

106
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SDGsへの貢献
(最大3つ)

事業自体が
貢献する
項目

実施手法等
の工夫により
貢献できた
項目(任意)

活動実績(R2)

成果

成果指標

評価及び次年度以降に向けた課題・取り組みなど

総合
評価

評価
理由

現状の課題

所属
名称

経費

投入コスト
会
計

事務事業名称 事業概要（全体）

項目名

■ □ □

実績

評価者

商業観光課長　築地　将司

項目名

■ □ □

実績

評価者

文化財保護課長　稲田里織

項目名

■ □ □

実績

評価者

文化財保護課長　稲田里織

項目名

■ □ □

実績

評価者

文化財保護課長　稲田里織

3,380千円

非常勤
特別職

2,874千円

令和2年度は新型コロナウイルス感染症の
影響により多くの人を集めるイベントは開
催できなったが、遠出できない今こそ地域
の文化財への興味関心を抱いていただけ
るよう、事業手法をさらに検討していく。

事業達成に向けての現在の課題及び今
後の課題解決に向けた取り組み

R2年度に改善した点

情報紙「ところざわ文化遺産」では、新指
定候補文化財に関連のある市指定文化財
を取り上げるなど、興味関心を喚起する情
報提供に努めた。

R2実績

520000件

R1実績

0.00 人

R1実績R1目標

R2決算額（見込み）

R2実績

指標名

-

①267名

②37件

③

文化
財保
護課

事業の目的及び具体的な内容

文化財の普及啓発を行うことによって、多くの市民に郷土愛や文
化財保護意識を醸成することを目的とする。
市内の文化財や寺社などを紹介する「所沢文化遺産案内マップ」
や文化財調査の成果などを紹介する情報紙「ところざわ文化遺
産」の発行、また、市ホームページなど多様な情報発信により、文
化財の保護と普及・啓発を図る。また、市の指定文化財を紹介す
るためのグッズとして、これまでクリアファイル（３種類）を作成し
頒布している。

0.60 人

4,987千円

R1正規職員
人件費

220千円

実施計画ランク

R2予算現額

R2正規職員
人件費

一
般

事業の種別 R1予算現額

文化財保護普及
啓発事業

R2その他職員
従事割合

自治事務 法定受託事務 法定受託＋附加

文化財保護法、埼玉県文化財保護条例、所沢市文化財保護条
例

重要

4,901千円

R1決算額

0.60 人

①所沢市web文化財保護
課所管コンテンツ年間アク
セス総数

②啓発グッズの頒布数

臨時職員 0.7人

3,021千円

目標設定の考え方・根拠

518665件

R2目標値が未達成の理由・分析

A

所沢市web上の文化財保護課所管コンテンツの
アクセス総数は、本市文化財に関する興味関心
を示す数値と捉えることもできるため指標とし、
前年度よりも上昇することを目標値とした。

情報紙「ところざわ文化遺産」発行
や市ホームページコンテンツ作成
などを通じて、文化財情報の魅力
的な発信に努めており、目標値も
達成している。今後も多くの市民に
文化財への興味関心を持っていた
だくことで文化財保護意識を高めて
いきたい。

目標達成済

-

事業達成に向けての現在の課題及び今
後の課題解決に向けた取り組み

令和３年度も引き続き同事業を実施予定。
より多くの子ども達にスポーツの楽しさ、バ
スケットボールの楽しさ、「さいたまブロンコ
ス」を応援する機運を高めるための方法を
検討していく。

市内プロスポーツチームとの協働事業の参加人
数

R1目標

-

300名

267名

R2目標

新型コロナウイルス感染拡大の状
況下においても、プロバスケット
ボールチーム「さいたまブロンコス」
によるこども向けキャラバンを実施
することができ、選手との触れ合い
を通じスポーツの楽しさを伝えるこ
とができたため。
商店街事業継続給付金について
は、商店街会費免除や感染対策用
品の配布、加盟店舗が行う感染症
対策に対する補助金の交付など、
商店街において有効的に活用され
た。

重要 自治事務 法定受託事務

R3目標

R2目標

所沢市の歴史や文化財の
情報を市民等に公開した。

22,320千円

実施計画ランク

開発等により破壊される前に確認調査によって
遺構の有無を判断し、本調査で迅速かつ正確に
遺跡に関する記録を行うことが当事業の目的と
なっているため、確認調査の実施率を指標とし
達成率100%を目標値とした。

開発に伴う確認調査件数や区画整理事業
などの大規模開発に伴う調査の増加によ
り、業務量の更なる増加が見込まれる。発
掘調査の担当職員は国の方針や県の基
準により、考古学の専門知識を有する者で
なければならないとされていることから該
当する職員の増員等対策を講じる必要が
ある。S51～

期間

H26～

期間

R1正規職員
人件費

文化財保護法・埼玉県文化財保護条例・所沢市文化財保
護条例

事業の目的及び具体的な内容

①518,665件

②27枚

R1実績 R2目標値が未達成の理由・分析

R1その他職員
従事割合

500000件

500000件

所沢市web文化財保護課所管コンテンツ年間ア
クセス総数

確認調査依頼件数に対する確認調査実施件数

R1目標

489715件

R2年度に改善した点

根拠法令

事業の種別

一
般

根拠法令

34,187千円

臨時職員
開発等により遺跡が破壊される前に、記録保存を行い、後
世へ伝えることを目的とする。
埋蔵文化財包蔵地（遺跡）内で開発等が計画された段階
で確認調査を実施する。その結果、遺構が発見され、開発
等により破壊される可能性がある場合には発掘調査を実
施する。発掘調査は、正職員と会年職員等で調査の規模・
期間・難易度により適宜チームを編成して行う。

R2決算額（見込み）

10,722千円

法定受託＋附加

100.0%

R1その他職員
従事割合

R2その他職員
従事割合

2.30 人

①確認調査実施件数

②発掘調査実施件数

③発掘調査実施面積

R2目標

1.00 人

100.0% 100.0%
①74件

②4件

③4848.89 ㎡

文化
財保
護課

37,674千円 27,224千円

14,376千円

1.76 人
会年職員 15.00 人

埋蔵文化財発掘
調査事業 事業達成に向けての現在の課題及び今

後の課題解決に向けた取り組み

目標設定の考え方・根拠

A
100.0% 100.0%

R2実績

新型コロナウイルス感染症の中での作業
であったが、マスク着用やこまめな休憩、
ソーシャルディスタンスなどにも配慮して安
全な職場環境に努めた。

新型コロナウィルス感染症の影響
もあり全体の調査件数は例年より
もやや減となったが、調査にあたる
職員の健康管理などにも注視しな
がら、着実に調査を実施し、目標値
も達成している。

４．質の高い
教育をみん

なに

１１．住み続
けられるまち

づくりを

１１．住み続
けられるまち

づくりを

どのように貢献したか

４．質の高い
教育をみん

なに

どのように貢献したか

発掘調査を実施することに
より、地中に遺された所沢
市の歴史を後世への記録
とした。

1,225千円

臨時職員 5.54 人

R1実績

①年報掲載の確認・発掘調
査数

②報告書を刊行した発掘調
査件数

発掘調査報告書刊行調査次数

目標達成済

R3目標

発掘調査報告書は専門性を有する職員が
執筆するため、担当職員の業務量増加が
課題となっている。

R2正規職員
人件費

R2その他職員
従事割合

370件

令和2年度は、個人住宅や農業基
盤整備などを原因とした発掘調査
がなかったため、調査次数の目標
値は達成できなかった。

0.15 人

0.50 人
非常勤
特別職

R2年度に改善した点実施計画ランク

- ①スポーツイベントへの参
加人数

②商店街事業継続給付金
の交付件数

③

所沢元気回復プロジェクトとしての貢献度合いを
数値化できる指標とした。なお、この事業は令和
2年度より開始したので、目標値の設定は令和3
年度からとした。

S51～

R2正規職員
人件費

期間

報告書の刊行により発掘調査の成果を公開することで、市
民はじめ歴史及び郷土研究への貢献を目的とする。また、
年報の刊行により発掘調査や確認調査の成果をいち早く
公開することで、市民や開発事業者等に所沢市の地中に
刻まれた貴重な文化遺産を周知し、文化財保護意識を啓
発することで、開発計画など遺跡の破壊を未然に防止する
効果も期待できる。

1.29 人
非常勤
特別職

10,364千円

359件

0.25 人 366件 355件

360件
①90件

②5件

R2目標

7.00 人

個人住宅や農業基盤整備などを原因とした国庫
補助事業による発掘調査がなく、報告書を確認
調査のみで作成したため、刊行調査次数が目
標に達しなかった。

8,768千円

文化
財保
護課

事業の種別

一
般

事業の目的及び具体的な内容

R1予算現額

発掘調査報告書
等刊行事業

根拠法令

R2年度に改善した点

R1その他職員
従事割合

R1正規職員
人件費

4,156千円

R1決算額 指標名 目標設定の考え方・根拠

R2決算額（見込み）

R2目標値が未達成の理由・分析

R1決算額

R2目標値が未達成の理由・分析

４．質の高い
教育をみん

なに

報告内容などを再検討し、ページ数をやや
減らすことにより刊行経費を抑えた。

１１．住み続
けられるまち

づくりを

記録した遺跡の情報を報告書として刊行し公開
することが当事業の目的となっているため、報
告書を刊行した発掘調査次数を指標とし、報告
書刊行済の調査報告次数に、現年度刊行予定
の報告書掲載発掘調査次数を加えたものを目
標値とした。

発掘調査報告書の刊行に
より、市民等に所沢市の遺
跡の情報を公開した。

目標設定の考え方・根拠

どのように貢献したか

A

R3目標

３．すべての
人に健康と

福祉を

３．すべての
人に健康と

福祉を

令和2年度から新規事業として取り組ん
だ。

指標名

R1目標

重要 自治事務 法定受託事務 法定受託＋附加 10,629千円

文化財保護法・埼玉県文化財保護条例・所沢市文化財保
護条例

事業達成に向けての現在の課題及び今
後の課題解決に向けた取り組み

A

8,924千円

R2実績

R3目標
会年職員

R2予算現額

期間 0.23 人

R2～

一
般

R1予算現額

-

新型コロナウイルスの影響
により、自宅での生活を余
儀なくされた子ども達の心
身の健康に寄与した。

会年職員 0.05 人

会年職員 0.00人

R2予算現額

1,879千円

どのように貢献したか

商業
観光
課

実施計画ランク 事業の種別

自治事務

寄附金を活用して
行う所沢元気回
復プロジェクト事
業

根拠法令

R2正規職員
人件費

R2予算現額

-

新型コロナウイルス感染症拡大防止のための外出自粛要
請等による影響を受け、商店街等の事業継続が困難な状
況となり、市内の子ども達の活動の機会も失われている。
商店街等に対し給付金の給付などにより活動を支援する
とともに、プロスポーツチーム等と協働し、子ども達が選手
と触れ合う機会を創出する。
①商店街事業継続給付金の給付
②市内プロスポーツチーム等と協働したスポーツイベント
の開催

-
非常勤
特別職

- -

- 臨時職員

R2その他職員
従事割合

重要

R2決算額（見込み）

R1その他職員
従事割合

所沢市ふるさと応援寄附条例
17,720千円

（R3に4,292千円を繰越） 13,429千円

事業の目的及び具体的な内容
R1正規職員
人件費

法定受託事務 法定受託＋附加

R1決算額R1予算現額
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SDGsへの貢献
(最大3つ)

事業自体が
貢献する
項目

実施手法等
の工夫により
貢献できた
項目(任意)

活動実績(R2)

成果

成果指標

評価及び次年度以降に向けた課題・取り組みなど

総合
評価

評価
理由

現状の課題

所属
名称

経費

投入コスト
会
計

事務事業名称 事業概要（全体）

項目名

■ □ □

実績

評価者

文化財保護課長　稲田里織

項目名

■ □ □

実績

評価者

文化財保護課長　稲田里織

項目名

■ □ □

実績

評価者

文化財保護課長　稲田里織

項目名

■ □ □

実績

評価者

文化財保護課長　稲田里織

令和2年度は新型コロナウイルス感染症の
影響により多くの人を集める事業は開催で
きなったが、遠出できない今こそ地域の文
化財への興味関心を抱いていただけるよ
う、事業手法をさらに検討していく。

事業達成に向けての現在の課題及び今
後の課題解決に向けた取り組み

3,824千円 臨時職員 0.07 人
①456人

②1722人

③1142人

R2年度目標

B

文化財公開活用事業への参加者数

郷土の歴史や埋蔵文化財を周知することが事
業目的であるため、市民の関心や理解度を図る
数値として公開活用活動参加者数を指標とし
た。

R2その他職員
従事割合

3320人

0.40 人

R2正規職員
人件費

法定受託事務 法定受託＋附加 2,437千円 2,230千円 ①小中学校対象（学校との
連携）事業の参加者数
②見学者・事業参加者等の
人数
③外部貸出資料の利用者
等の人数

R2予算現額

R1その他職員
従事割合

R1予算現額 R1決算額

新型コロナウイルス感染防止対策として、
来館者の手指消毒や館内の消毒などを実
施し、安心して来館利用できるよう努め
た。

R1年度目標 R1実績

1,919千円

根拠法令

埋蔵文化財は貴重な歴史資料であ
り、市民共有の財産として将来にわ
たって保存する意義を理解してもら
うためにも、通常の来館者のみなら
ず出張授業や体験学習などの事業
を通じて、より多くの市民への情報
発信を行っている。今後も様々な公
開活用事業を通じて、本市にとって
貴重な歴史資料である埋蔵文化財
を後世に伝えていくことの必要性
を、多くの市民や開発事業者の皆
さんに理解していただけるよう努め
ていきたいと考える。

郷土の歴史や埋蔵文化財保護について普及公開するた
め、次のような事業を実施する。
①小中学校を対象とした来館授業・体験学習・出張授業等
②施設見学　③体験型イベント「夏休み埋文教室」の開催
（土器や勾玉作りの体験）　④最新発掘展示　⑤外部公共
施設等への資料貸出・展示

0.46 人
非常勤
特別職

目標設定の考え方・根拠

6584人

新型コロナウイルス感染症を起因とした国の緊
急事態宣言発出もあり、埋蔵文化財調査セン
ターの一時休館や「埋文まつり」の中止など、人
と人が接する機会を減らす必要から来館者数や
外部貸出資料の利用者等が減少し、目標値は
達成できなかった。

文化
財保
護課

期間

埋蔵文化財普及
公開事業

文化財保護法・所沢市文化財保護条例

実施計画ランク 事業の種別

一
般

R2年度に改善した点

R2目標値が未達成の理由・分析

R2決算額（見込み）

４．質の高い
教育をみん

なに

指標名

H6～

重要 自治事務

R2実績

8600人

どのように貢献したか

普及公開事業により、市民
等に所沢市の遺跡の情報
を魅力的に公開した。

遺跡から出土した遺物の整理作業や保存処理を行い、発
掘調査報告書に掲載するとともに、実物資料として後世に
伝えていくため、次のような作業を行う。
①遺物の水洗　②注記　③接合　④復元　⑤着色　⑥報告
書掲載遺物の選出　⑦実測　⑧拓本　⑨保存処理　⑩科
学分析　等

1,470千円

R2正規職員
人件費

事業の目的及び具体的な内容
R1正規職員
人件費

366件

2,327千円

R1その他職員
従事割合

8600人

359件

355件

R2実績

360件

370件

R3目標

R1目標

0.28 人
非常勤
特別職

0.90 人

R2その他職員
従事割合

①19件

②135件

③6点

R2目標

会年職員

7.02 人

0.18 人

R1実績 R2目標値が未達成の理由・分析

令和2年度は、滝の城跡整備事業の調査報告
書を刊行したため、市内遺跡発掘調査事業の
報告書を刊行できなかったため目標値を達成で
きなかった。

目標設定の考え方・根拠

R2決算額（見込み）

重要 自治事務 法定受託事務 法定受託＋附加 12,185千円 発掘調査の成果を報告書として刊行するために遺物
の整理を行うことが当事業の目的であるため、報告
書を刊行した発掘調査次数を指標とし、報告書刊行
済の調査報告次数に、現年度刊行予定の報告書掲
載発掘調査次数を加えたものを目標値とした。12,243千円

B

令和2年度は、滝の城跡整備事業
の調査報告書を刊行したため、市
内遺跡発掘調査事業の報告書を
執筆する職員が足りず、目標値を
達成できなかったが、専門職しかで
きない作業の見直しなど、職員分
担や全体スケジュールを改めて検
討していく必要もあると考える。

R2年度に改善した点

収蔵庫の配置などを見直すことによって、
出土遺物の収蔵スペースを大幅に確保す
ることができた。

事業達成に向けての現在の課題及び今
後の課題解決に向けた取り組み

報告書執筆を担当する職員は、日中は発
掘調査の現場作業に従事しており、刊行
作業を行う職員への指示出しなどが遅れ
がちになることが課題であり、事務の効率
化や事務分担等の見直しも検討する。

文化
財保
護課

実施計画ランク 事業の種別

一
般

埋蔵文化財遺物
整理保存事業

根拠法令

文化財保護法・埼玉県文化財保護条例・所沢市文化財保
護条例

S50～

期間

10,754千円

中世城跡の本質的な価値を見出し、計画性のある長期的
な整備を進める事により、郷土の貴重な文化財である「滝
の城跡」を後世へ護り伝えていくための事業。主な内容
は、①保存管理計画の策定 ②史跡指定地内の遺構確認
③危険箇所の応急的な修繕 ④中世城跡として適切な保
存整備 ⑤整備基本計画に基づいた史跡整備

50人

臨時職員

滝の城跡整備事
業

5,735千円

事業の目的及び具体的な内容
R1正規職員
人件費

文化財保護法・埼玉県文化財保護条例
所沢市文化財保護条例

H19～

R2その他職員
従事割合

事業の目的及び具体的な内容

臨時職員

発掘調査報告書刊行調査次数

R1予算現額

R2予算現額

R1決算額 指標名

11,255千円

R1正規職員
人件費

4,315千円

2,876千円

0.52 人

目標達成済

R2決算額（見込み）

R2目標値が未達成の理由・分析

R2予算現額

12.00 人

①4,142㎡

②実施せず

100人

一
般

R1予算現額

R2正規職員
人件費

4,247千円

期間

これまでの発掘調査の成果に一部不足も
あることから、今後は、有識者と協議しな
がら不足した資料を補う発掘調査を行い、
調査成果を基にした史跡整備を目指す。

市民等にわかりやすく伝えることを念頭
に、発掘調査報告書の内容は調査年度で
はなく、遺構（郭など）別の内容とした。

事業の種別

自治事務 法定受託事務 法定受託＋附加 4,357千円

R1実績

79人

R2目標

0.69 人

どのように貢献したか

発掘調査報告書の刊行に
よって、市民等にこれまで
の発掘調査成果を公開し
た。

事業達成に向けての現在の課題及び今
後の課題解決に向けた取り組み

A

１１．住み続
けられるまち

づくりを

令和2年度は、史跡整備の基礎資
料となる発掘調査の資料を整理し、
これまでの調査成果をまとめた調
査報告書を作成・刊行した。発掘調
査は実施しなかったため現地説明
会開催の予定がなく成果指標の目
標値も低く設定している。発掘調査
報告書刊行により、これまでの調査
個所に不足部分があることが確認
できたため、令和3年度は不足箇所
の発掘調査を実施し、将来の整備
に向けて着実な準備を進めて行き
たい。

①史跡整備に伴う発掘調
査延べ面積

②現地説明会参加者数

400人

根拠法令

新型コロナウイルス感染症の影響により、多く
の人を集める事業を実施できなかったため、目
標値は達成できなかった。

8700人

R1その他職員
従事割合

7,148千円

非常勤
特別職

R3目標

目標設定の考え方・根拠

7614人

文化財の所有者や、伝承する保存会など
との連絡を密にとり、文化財の保存と公開
に努めていく。

8700人

R1実績R1目標

事業達成に向けての現在の課題及び今
後の課題解決に向けた取り組み

R2目標 R2実績

R1目標

保存会会員数+現地見学者数（団体見学のみ）+
現地説明会参加者数

2,414千円

3367人

文化財に関する市民理解度
（文化財保護課所管の施設の見学及び主催事
業への参加者数）

R3目標

臨時職員 0.05 人

255人

R2実績

１１．住み続
けられるまち

づくりを

8700人

指標名

R1その他職員
従事割合

0.00 人

R1決算額 目標設定の考え方・根拠

「滝の城跡」を後世に護り伝えていくために、保
存活動をしている団体の会員数、及び見学者
（団体）の人数、また、史跡整備の発掘調査の
現地説明会参加者を指標とした。

会年職員 1.00 人
2,287千円 8600人

実施計画ランク

４．質の高い
教育をみん

なに

1,450千円

0.28 人 R3年度目標

①整理作業遺跡件数

②整理作業遺構件数

③出土遺物の保存処理・化
学分析

R2年度に改善した点

重要

H18～

文化
財保
護課

実施計画ランク

文化財公開活用
事業

5,881千円

根拠法令 R2予算現額

一
般

重要

期間

文化財保護法、埼玉県文化財保護条例、所沢市文化財保護条
例

2,313千円

自治事務 法定受託事務

0.86 人

文化財の公開や文化財を活用した事業を実施することで、
市民等に「ふるさと所沢」への愛着や、文化財を後世に残
す意義を伝えるために実施する。主な内容は、①指定文
化財等の情報公開 ②指定文化財等の管理 ③展示や講
座などの指定文化財等の公開活用事業の開催

事業の目的及び具体的な内容
R1正規職員
人件費

R2正規職員
人件費

どのように貢献したか

B

令和2年度は新型コロナウイルス感
染症の影響により多くの人を集め
るイベントは開催できなったが、小
規模な事業も参加者には好評であ
り、遠出できない今こそ地域の文化
財への興味関心を抱いていただけ
るよう、事業手法をさらに検討して
いく。

R2年度に改善した点

文化財の公開・活用より、
所沢市の文化財を市民等
に魅力的に伝えた。

４．質の高い
教育をみん

なに

１１．住み続
けられるまち

づくりを

どのように貢献したか

遺物整理保存により、後世
への記録作成と市民等に
所沢市の遺跡の情報を公
開する準備をした。8.00 人

４．質の高い
教育をみん

なに

文化
財保
護課

指標名

法定受託＋附加 2,187千円

R1決算額

0.05 人

会年職員 2.00 人

1,861千円
文化財を身近に感じ、後世へ護り伝えていく意
識を持つ市民を増やすことを目的にしているた
め、市民理解度を指標とする。

民俗資料館スタンプラリーや「小野家住宅
deなつやすみ」は十分な感染症対策をとり
開催し、参加者から好評だった。

R2目標値が未達成の理由・分析

0.72 人

R2決算額（見込み）

①所沢市web文化財保護課所管
コンテンツ年間アクセス総数

②所沢市web文化財保護課所管
コンテンツ月別最多掲載数

③公開活用事業数

非常勤
特別職

0.00 人

①518,665件

②282件

③5件

R2その他職員
従事割合

R1予算現額

1,696千円

会年職員
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SDGsへの貢献
(最大3つ)

事業自体が
貢献する
項目

実施手法等
の工夫により
貢献できた
項目(任意)

活動実績(R2)

成果

成果指標

評価及び次年度以降に向けた課題・取り組みなど

総合
評価

評価
理由

現状の課題

所属
名称

経費

投入コスト
会
計

事務事業名称 事業概要（全体）

項目名

■ □ □

文化財保護法、

実績

評価者

文化財保護課長　稲田里織

項目名

■ □ □

実績

評価者

文化財保護課長　稲田里織

項目名

■ □ □

実績

評価者

文化財保護課長　稲田里織

項目名

■ □ □

実績

評価者

文化財保護課長　稲田里織

R3目標期間 0.83 人

絶滅危惧種で国指定天然記念物「ミヤコタナゴ」の種の保存と、
環境学習等としての活用を図るために実施する。主な内容は、①
人工増殖による必要な個体数の維持 ②市内小学校等での展示
飼育（保護啓発と環境学習） ③中学校での飼育体験

0.88 人
非常勤
特別職

1.00 人

1729尾

2,641千円

H8～ 6,779千円

R2目標

R2正規職員
人件費

R2その他職員
従事割合

1500尾

1500尾

R2実績

自治事務 法定受託事務 法定受託＋附加 2,684千円

1000尾

臨時職員 0.05 人
①3,129尾

②845尾

③0件

①前年度末個体数

②前年度死亡数

③体験学習受入れ件数

R1実績

埋蔵文化財調査センターにおいて人工増殖によ
り増加した個体数

種の保存のため、飼育総数個体3,000～3,500尾
の維持を目標としていることから、当該年度の
人工増殖数を指標とした。 稚魚の飼育（人工増殖）を休日にも行い生

存率を向上させた。

事業達成に向けての現在の課題及び今
後の課題解決に向けた取り組み

R2目標値が未達成の理由・分析

目標達成済

現況では、ミヤコタナゴは記念物（文化財）
のため、文化財保護課が主体となり、人工
増殖による個体数維持に努めているが、
文化財保護課の一事業では、自然復帰の
目標には到達できないため、関係団体や
関係部署とも連携し、市全体で今後の取り
組みを考えていく必要がある。

R1予算現額 R2年度に改善した点

R2予算現額

指標名

3,239千円 3,007千円

R1決算額

R1正規職員
人件費

根拠法令

R1目標
R1その他職員
従事割合

R2決算額（見込み）

所沢市文化財保護条例、絶滅のおそれのある希少野生動
植物の種の保存に関する法律

B
文化
財保
護課

事業の種別

一
般

ミヤコタナゴ保護
対策事業

実施計画ランク

事業の目的及び具体的な内容

重要

H5～

110千円

5,064千円

4,821千円

根拠法令

期間 0.62 人

自治事務重要

R2正規職員
人件費

R2予算現額

0.00 人

R2その他職員
従事割合

7,315千円

臨時職員

①伝統芸能発表会の鑑賞者数
（出演者+来場者数）
②重松流祭囃子保存会の活動参
加者数（重松流祭囃子競技会の
出演者＋来場者数）
③岩崎獅子舞保存会の活動参加
者数（奉納岩崎簓獅子舞の出演
者＋来場者数）

郷土の民俗芸能の披露日数

①0人（実施せず）
※映像視聴数360件

②500人

③200人

１１．住み続
けられるまち

づくりを

新型コロナウイルス感染症の影響
により、2月に開催を予定していた
「伝統芸能発表会」は開催できな
かったが、過去に開催した映像を
再編集して市webで公開するなど、
市民等への民俗芸能の公開に努
めた。※「伝統芸能発表会」は令和
3年度に改めて開催予定。

15日

目標設定の考え方・根拠

指標とした人工増殖により増加した
個体数は目標値を達成することが
できたが、二枚貝の生育環境の研
究など自然復帰へ向けた取り組み
は進んでいないためB評価とする。

４．質の高い
教育をみん

なに

R1決算額

市内小学校等での飼育展
示により子どもたちへの環
境境教育に活用した。

R2決算額（見込み）

0千円

４．質の高い
教育をみん

なに

１１．住み続
けられるまち

づくりを

1.03 人

どのように貢献したか

0.05 人

496千円

市内に伝承されている民俗芸能の市民への周
知と継承、その保存団体の存続と発展を目的と
しているため、披露される日数を指標にしてい
る。

「伝統芸能発表会」が開催できなかったた
め、代替事業として、過去に開催した映像
を再編集し、市webで公開した。

指標名

R1その他職員
従事割合

R1目標 R1実績

104千円

文化
財保
護課

実施計画ランク 事業の種別

一
般

市内に伝承されている民俗芸能を広く市民に周知し、その
技能や道具類を後世へ護り伝え、郷土の民俗芸能を継承
する保存団体の存続と発展を目指す。主な内容は、①伝
統芸能発表会の開催（隔年） ②郷土の民俗芸能を継承す
る保存団体の自主的な活動を支援

事業の目的及び具体的な内容

法定受託＋附加

郷土の民俗芸能
支援事業

文化財保護法、埼玉県文化財保護条例、所沢市文化財保護条
例

新型コロナウイルス感染症の影響により、各保
存会の活動をはじめ、伝統芸能発表会やところ
ざわまつりも中止になったため、目標値を達成
できなかった。

事業達成に向けての現在の課題及び今
後の課題解決に向けた取り組み

R2目標値が未達成の理由・分析

法定受託事務

R3目標

9日

R2実績

10日

R2実績

どのように貢献したか

無形民俗文化財の紹介や
各保存団体への支援を行
い、本市の文化遺産保全
を図った。

「伝統芸能発表会」は、市民等に無形民俗
文化財を紹介することを主な目的として開
催してきたが、令和3年度は、新型コロナウ
イルス感染症の影響により、活動が停滞し
ている保存継承団体の活動再開の機運を
高めることを目的として開催する。

B

目標設定の考え方・根拠

1727尾

0日

R1予算現額

0.58 人

R1正規職員
人件費

R1正規職員
人件費

R2その他職員
従事割合

文化財保護法、埼玉県文化財保護条例、所沢市文化財保護条
例

191千円

R2予算現額

1,247千円 臨時職員

R2正規職員
人件費

R2目標

1,323千円 936千円

一
般

R2決算額（見込み）

0.00 人
①8回

②0回（隔年実施）
3棟

指標名

期間 0.20 人 R3目標

H16～ 1,634千円

市の財政状況などもあり、復元に
は解決すべき課題が山積している
が、所沢の町場の景観を伝える貴
重な文化財を将来最大限に活用す
るため、引き続き適正な状態で保
存するよう努めている。

R2年度に改善した点

①保管環境の整備

②くん蒸処理

歴史的建造物（保管部材）の復元
建造物3棟の部材を保管しており、3棟の復元を
目標地とする。 保管庫周辺の樹木伐採を行い、保存環境

を維持した。

工事費用及び復元する敷地も必要なことから庁
内外の調整、課題の整理等を要するため。

隔年でくん蒸処理を行いながら保管部材を
管理してきたが、令和3年度から「歴史的
建造物整備活用事業」を新たに開始し、そ
の中で当該保管部材の復元・活用につい
ても検討していく。

0棟

0棟

R1実績

目標設定の考え方・根拠

C

盛期の所沢の町場の景観を伝える貴重な文化財であり、
町場の暮らしを復元できる素材として郷土学習やまちづく
りに活用するために実施する。主な内容は、①解体した部
材の適正な保存管理（殺虫・殺卵のための燻蒸処理） ②
保存環境の整備（保管庫の清掃・風通し、敷地内の除草・
落ち葉掃き・枝打ちなど） ③歴史的建造物（保管部材）の
復元・活用計画の策定④歴史的建造物（保管部材）の復
元と活用

0.15 人
非常勤
特別職

0.00 人 3棟

事業の目的及び具体的な内容

23千円

非常勤
特別職

10日

R2目標

どのように貢献したか

保管部材を維持管理し、復
元活用することで、所沢の
町場の様子を将来に伝え
る。

１１．住み続
けられるまち

づくりを

R2目標値が未達成の理由・分析
歴史的建造物解
体部材復元事業

R1その他職員
従事割合

R1目標

根拠法令

事業達成に向けての現在の課題及び今
後の課題解決に向けた取り組み

文化
財保
護課

実施計画ランク

重要

R1予算現額

重要

R1予算現額

期間

事業の種別

R2その他職員
従事割合

①61件

②2件

指定文化財管理
費等補助事業

S56～

R2正規職員
人件費

臨時職員

2,709千円

0.05 人

100%

R2目標

R1実績

100%

R3目標

R2実績

100%

100%

R1決算額

自治事務 法定受託事務 法定受託＋附加

会年職員

事業の種別

0.02 人

指定文化財の管理に必要な経費を少しでも市で
支援（補助金交付）することは、貴重な指定文化
財をより良好な状態で保存・管理することにつな
がるため指標とした。

国重要文化財「小野家住宅」と県指定文化
財「多宝塔」に修理費補助金を交付した。

100%

A

R1その他職員
従事割合

2,229千円

R1目標

2,371千円

指定文化財はそれぞれ所有者が管理して
おり、文化財の種類によって所有者負担
が増大している。市民共有の財産である
文化財を管理するため、適切な修繕が行
えるよう、担当職員のスキルアップや、所
有者（管理者）との連絡を密にするなど、
費用以外の支援を積極的に担っていく必
要がある。

事業達成に向けての現在の課題及び今
後の課題解決に向けた取り組み

目標値は達成しているが、指定文
化財の種類により所有者（管理者）
が負担する経費が増大している。
所有者（管理者）とは平時から連絡
を密にし、補助金の適正な執行とと
もに、財政的な援助以外にも職員
ができる支援はないか、指定文化
財の維持管理に努める必要があ
る。

R1決算額

0.22 人
非常勤
特別職

0.00 人

指標名 目標設定の考え方・根拠

目標達成済

R2決算額（見込み）

1,829千円

R2年度に改善した点

所有者（管理者）の申請件数と交付件数の率①管理費補助件数

②修理等補助件数

R2目標値が未達成の理由・分析

所沢市文化財保護条例、所沢市文化財等保存事業費補助金等
交付要綱

市内に所在する指定文化財を保存・管理し、これを良好な
状態で後世に継承するために実施する。主な内容は、①
市指定文化財の所有（管理）者が補助金の交付申請をす
る ②文化財等保存事業費補助金等交付要綱に基づき交
付 ③実績報告により管理状況等を確認する

自治事務 法定受託事務 法定受託＋附加 2,706千円

４．質の高い
教育をみん

なに

４．質の高い
教育をみん

なに

文化
財保
護課

根拠法令 R2予算現額

事業の目的及び具体的な内容

0.22 人

1,797千円

R1正規職員
人件費一

般

実施計画ランク

どのように貢献したか

指定文化財管理費を補助
することで、指定文化財を
良好な状態で後世へ伝え
ていく。

１１．住み続
けられるまち

づくりを

会年職員 0.00 人

0.05 人会年職員

会年職員
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SDGsへの貢献
(最大3つ)

事業自体が
貢献する
項目

実施手法等
の工夫により
貢献できた
項目(任意)

活動実績(R2)

成果

成果指標

評価及び次年度以降に向けた課題・取り組みなど

総合
評価

評価
理由

現状の課題

所属
名称

経費

投入コスト
会
計

事務事業名称 事業概要（全体）

項目名

■ □ □

実績

評価者

文化財保護課長　稲田里織

項目名

■ □ □

実績

文化財保護課長　稲田里織

項目名

■ □ □

実績

評価者

文化財保護課長　稲田里織

項目名

■ □ □

実績

評価者

文化財保護課長　稲田里織

根拠法令

4,901千円

R1正規職員
人件費

期間 0.60 人 R3目標

R2その他職員
従事割合

5件

0.00 人

6件

8,409千円

①2,002人

②207日

R2目標 R2実績

重要 自治事務 法定受託事務 法定受託＋附加 8,447千円 7,676千円

R2年度に改善した点

来館者等の安全管理及び収蔵資料を後世に伝
えていくために適正な設備管理をおこなうこと
が、目的であるため、修繕実施数を指標とし、過
去3年間の年間修繕数の平均値を必要数と考え
目標値とした。

新型コロナウイルス感染症の対策として長
年修繕を見送っていた箇所の緊急修繕を
実施した。

当初予定の2件に加え、緊急修繕を2件実施し、
計4件の修繕を実施した。過去3年間の平均値を
目標値としているため達成はしていないが、概
ね達成と評価できる。

事業達成に向けての現在の課題及び今
後の課題解決に向けた取り組み

A

R2目標値が未達成の理由・分析

埋蔵文化財調査センター設立から
27年が経過し、施設の老朽化によ
る不具合が増加している。突発的
な不具合が生じることも多く、計画
的な修繕は困難な状況であるが、
必要箇所を見極めて予算の範囲内
での修繕に努める。

施設の老朽化もあり緊急修繕が増加する
ことが懸念される。営繕課など技術職員に
も相談して、日々の適切な管理と効率的な
修繕により施設を維持できるよう取り組ん
でいく。

40.00 人

文化財保護法・埼玉県文化財保護条例・所沢市文化財保
護条例

9,333千円

R2予算現額 R2決算額（見込み）

4件

R1目標

来館者等の安全管理とともに、発掘調査による出土遺物
など収蔵資料を永年にわたって整理・保存し、埋蔵文化財
に関する各種情報を後世に伝えるとともに広く提供する施
設として、安全かつ適正に管理するために、施設管理業務
委託等による各種点検を着実に実施し、修繕箇所を見極
めて必要な修繕を実施する。

0.75 人

R2正規職員
人件費

①利用者数

②年間開館日

年間の施設修繕件数

4件

R1実績

目標設定の考え方・根拠実施計画ランク

非常勤
特別職

0.00 人 6件

事業の目的及び具体的な内容

指標名

文化
財保
護課

４．質の高い
教育をみん

なに

１１．住み続
けられるまち

づくりを

H6～

埋蔵文化財調査
センター施設管理
事業

S56～ 4,492千円

R2正規職員
人件費

R2その他職員
従事割合

中富・柳瀬・山口
民俗資料館管理
運営事業

一
般

臨時職員

事業の目的及び具体的な内容
R1正規職員
人件費

根拠法令

1900人

地域ごとの民俗資料の保存と市民への公開のために、中
富・柳瀬・山口の民俗資料館3館を運営している。主な内容
は、①民俗資料館の開館業務 ②地域の特色が見られる
民具等の展示 ③小中学校の社会科見学や総合学習での
活用

0.55 人
非常勤
特別職

1.05 人

0.00 人

4,572千円

935人

0.55 人 R3目標

R2実績

1200人

①122日

②2校

R2目標臨時職員 1.05 人

R2予算現額

所沢市民俗資料館条例、所沢市民俗資料館条例施行規
則

4,603千円

R1予算現額 R1決算額

6,234千円

法定受託事務 法定受託＋附加

R1その他職員
従事割合

事業の種別

①年間開館日数

②来館小中学校数

来館者数R2決算額（見込み）

R1目標

3,793千円

R1その他職員
従事割合

R1実績

期間

R1決算額 指標名

0.05 人

会年職員

3,575千円 3,304千円

B

新型コロナウイルス感染症の影響
により指標である来館者数は減っ
ているが、一般来館者は前年度よ
り増えている月もあった。地域に伝
わる民俗資料を保存・管理し、後世
へ護り伝えるための施設として、今
後も引き続きPRしていくとともに、
小中学校の郷土学習等の活用の
充実に努める。

R2年度に改善した点

市内各地域に伝わる貴重な民俗資料を多くの
人に見てもらうことにより、郷土への理解を深め
る機会をより多く提供することになると考え、来
館者数の増加を目標とする。

資料の配置替えやキャプションの修正を
行った。山口民俗資料館では老朽化した
照明を修繕しLED化した。

４．質の高い
教育をみん

なに

どのように貢献したか

文化
財保
護課

各民俗資料館を運営する
ことにより、地域に伝わる
民俗資料を保存するととも
に、市民等に公開する。

R2目標値が未達成の理由・分析

１１．住み続
けられるまち

づくりを

重要 自治事務

目標設定の考え方・根拠

どのように貢献したか

埋蔵文化財調査センターを
適切に管理し、市民等に発
掘調査で得られた遺跡の
情報を公開する。

文化
財保
護課

実施計画ランク 事業の種別

一
般

会年職員

実施計画ランク 事業の種別

一
般

R1予算現額

R1予算現額

期間

根拠法令 R2決算額（見込み）

19,640㎡

R2正規職員
人件費

R2その他職員
従事割合

会年職員

優先 自治事務

R2年度に改善した点

確認調査（試掘）面積と記録保存のための発掘
調査面積

各土地区画整理組合（組合が認可されていない
箇所は土地区画整理組合設立準備会）と合意し
た確認調査（試掘）、及び記録保存のための発
掘調査面積

R1決算額

13,495千円

地元の民俗資料保存会の協力も得なが
ら、資料整理や学校など団体見学対応に
対応し、来館者が増えるよう努めていく。

新型コロナウイルス感染症の影響により、年間
開館日数の減少や小学校等の団体見学の中止
などがあり、目標値を達成できなかった。

事業達成に向けての現在の課題及び今
後の課題解決に向けた取り組み1900人 1665人

R2実績

48,500㎡

①確認調査面積

②発掘調査面積

R1その他職員
従事割合

21,599千円

16.20 人

R1正規職員
人件費

複数の区画整理事業が平行して進んでおり、
各事業の調査時期調整や担当職員の業務分
担の課題、また、熱中症や感染症対策を行いな
がらの作業のため、遅延に繋がる可能性もある
が、事業者と協議しながら進めていく。

34,500㎡

51,311.31㎡

R1目標

新型コロナウイルス感染症の中での調査であ
り、調査用プレハブを通常よりも広いものにした
り、こまめに換気したりするなどの対策を講じ
た。併せて、熱中症対策として、休憩回数や周
囲に人がいない作業ではマスクを適宜外すなど
の対応も実施し、作業員の体調管理には特に
配慮した。

A

R2目標

①47,734.31㎡

②3,577㎡

事業達成に向けての現在の課題及び今
後の課題解決に向けた取り組み

目標設定の考え方・根拠指標名

目標達成済

R3目標

４．質の高い
教育をみん

なに

１１．住み続
けられるまち

づくりを

目標値は達成されており、確認調
査の見込みより検出された遺構数
も少なく発掘調査期間は短縮でき
たため、各土地区画整理事業のス
ケジュール等に影響を及ぼすこと
なく調査を行っている。

R2目標値が未達成の理由・分析R1実績

市内5箇所の土地区画整理事業地内の埋蔵文化財を保護するた
めに実施する。主な内容は、①公衆用道路等の確認調査（試掘）
を行い遺構・遺物の有無を確認　②確認調査（試掘）で検出され
た遺構の記録保存のための発掘調査の実施　③発掘調査で出
土した遺物・遺構の記録を整理して報告書を刊行

0.95 人
非常勤
特別職

16,163.74㎡

法定受託事務 法定受託＋附加 37,991千円

土地区画整理事
業地内埋蔵文化
財調査事業 0.10 人

1.52 人

12,415千円

事業の目的及び具体的な内容

7,896千円 臨時職員

R2予算現額

文化財保護法・埼玉県文化財保護条例・所沢市文化財保
護条例

46,578千円

どのように貢献したか

発掘調査を実施することに
より、地中に遺された所沢
市の歴史を後世への記録
とした。

所沢市生涯学習推進センター条例

・同施行規則・所沢市生涯学習推進センターが保管するふ
るさと研究資料の利用に関する要綱

文化
財保
護課

事業の種別

H29～

自治事務 法定受託事務重要

資（史）料の収集・
整理・保存・活用
事業

まちづくりの資源として資料（ふるさと研究資料）を収集し、
積極的に活用できるよう整理するとともに、資料の劣化と
亡失を防ぐ手立てを構築することを目的とする。これまでに
収集した資料は、活用できるように把握・整理を進める。ま
た、資料（民具など）の受け入れを可能な範囲で行う。併せ
て、資料の代替物（マイクロフィルム・デジタルデータDVD）
作成に取り組む。

指標名

R1目標事業の目的及び具体的な内容
R1正規職員
人件費

R2決算額（見込み）

期間
会年職員 1.05 人

R1決算額

根拠法令

R1その他職員
従事割合

3,612千円

一
般

R1予算現額

3,676千円

R2正規職員
人件費

7,496千円

1.36 人
非常勤
特別職

1.65 人

11,304千円 臨時職員 0.00 人

R3目標

40件
R2その他職員
従事割合

0.45 人

R1実績 R2目標値が未達成の理由・分析

目標達成済

40件

R2目標

①マイクロフィルムに撮影し
た古文書のコマ数

②資料特別利用許可申請
件数

③資料寄贈・寄託者数

40件

3,414千円

30件

40件

郷土資料を収集・整理して
保存して活用できる環境を
整えることで、市民等の学
習に役立てる事ができる。

資料の管理体制を強化するため、文化財
保護課とふるさと研究グループの統合に
向けた準備を進めた。

事業達成に向けての現在の課題及び今
後の課題解決に向けた取り組み

収集・整理した本市資料の収蔵・保管環境
が未整備である。所沢市の資料を後世に
伝えていくことは市の責務であり、収蔵施
設の整備に向けた具体的な検討を、関係
部署とともに進めていく必要がある。

R2実績

指標の目標値を達成しており、資
料の収集・整理を進め、利用にも供
することができたと評価する。また、
資料の代替化についても計画的に
進めることができている。

４．質の高い
教育をみん

なに

A

資料特別利用許可申請件数
※特別利用とは、資料の貸出や出版物等への
掲載、展示、放映などでの利用のこと

7,210千円
資料の形態が、古文書・民具など多岐にわた
り、整理進捗状況について数値化することが困
難であるため、数値化が可能な資料特別利用
許可申請件数を指標とした。

R2年度に改善した点目標設定の考え方・根拠

①7,500コマ

②40件

③23人

どのように貢献したか

S63～

実施計画ランク

R2予算現額

法定受託＋附加

110
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SDGsへの貢献
(最大3つ)

事業自体が
貢献する
項目

実施手法等
の工夫により
貢献できた
項目(任意)

活動実績(R2)

成果

成果指標

評価及び次年度以降に向けた課題・取り組みなど

総合
評価

評価
理由

現状の課題

所属
名称

経費

投入コスト
会
計

事務事業名称 事業概要（全体）

項目名

■ □ □

実績

評価者

文化財保護課長　稲田里織

項目名

■ □ □

実績

評価者

文化財保護課長　稲田里織

①資料室入場者数

②講演会等来場者数

③冊子販売数

利用者数（資料室・講演会等来場者数と冊子購
入者延べ人数）

C

市民へ三ヶ島葭子を周知することを目的として
いるため、利用者数（資料室・講演会等来場者
数と冊子購入者延べ人数）を指標とした。

指標名

事業達成に向けての現在の課題及び今
後の課題解決に向けた取り組み600人

新型コロナウイルス感染症の影響により、例年9
月に開催する「三ヶ島葭子資料室講演会」が開
催できなかったほか、令和2年3月31日～5月31
日の資料室休室、毎月1回開催の資料室ボラン
ティア解説の中止（令和2年4・5月、令和3年1～
3月の5回）などにより、目標値を達成できなかっ
た。

目標設定の考え方・根拠

R1目標 R1実績

新型コロナウイルス感染症の影響
もあり、目標達成率が前年度よりも
落ち込み約50%となってしまった。遠
出できない今こそより、多くの市民
に三ヶ島葭子に興味関心を抱いて
いただけるよう、事業手法をさらに
検討していく。

R2目標値が未達成の理由・分析

三ヶ島葭子の作品を広く紹介するため、
「翔びたつひろば」4・7・10月・1月号に
「三ヶ島葭子春・夏・秋・冬の歌」の連載を
掲載した。

４．質の高い
教育をみん

なに

令和元年度に作成した子ども向けリーフ
レットを活用した学校との連携など、市内
の子どもたちに三ヶ島葭子の作品を紹介
できるようPRを進めていく。

R2年度に改善した点

臨時職員 0.00 人

600人

600人

R1その他職員
従事割合

R2その他職員
従事割合

非常勤
特別職

315人
R2正規職員
人件費

①267人

②0人（実施せず）

③48冊

R2目標 R2実績

R3目標

481人

事業の目的及び具体的な内容
R1正規職員
人件費

R2正規職員
人件費

0.00 人

2,940千円

自治事務 法定受託事務

所沢市の歴史や自然などの本市に関する様々な分野の
資料の収集・保存・調査・研究を進め、常設展示や企画展
示・講座・体験学習会などを通じて研究成果を紹介し、郷
土への愛着を深めるための事業を展開する。

法定受託＋附加

R2その他職員
従事割合

9,309千円

非常勤
特別職

1.95 人

1.35 人1.12 人

指標名 目標設定の考え方・根拠

C

R3目標

どのように貢献したか

三ヶ島葭子資料室の運営
により、郷土の歌人・三ヶ
島葭子をはじめとした文学
についての学習機会を、市
民等に提供している。

6,000人

6,000人

6,000人

展示見学者・講座参加者・閲覧学習室利用者の
延人数

社会教育法、博物館法、文化財保護法 11,189千円 10,558千円

R1その他職員
従事割合

会年職員 1.90 人

①参加・利用者数

②企画事業開催数

③事業に協力した市民学
芸員の延べ人数

臨時職員

7,260千円

R2目標値が未達成の理由・分析

新型コロナウイルス感染症の影響により、ふる
さと研究講座（入門編・探究編）や市民学芸員講
座など講座事業が全て開催できなかったほか、
令和2年4月9日～5月31日の間に常設展示室・
閲覧学習室を一時閉室したため、目標値を達成
することができなかった。

3,587人

R1実績R1目標

R2実績

期間

①3,587人

②3件

③171人

R2目標

4,126人

新型コロナウイルス感染症の影響
もあり、目標達成率が前年度よりも
さらに落ち込み約60％となってい
る。遠出できない今こそより、多くの
市民に「ふるさと所沢」に興味関心
を抱いていただけるよう、事業手法
をさらに検討していく。

R2年度に改善した点

ふるさと研究活動の周知と市民参加が目的の
ひとつであるため、参加者・利用者数を指標とし
た。

新型コロナウイルス感染症の影響もあり、
多くの人が集まる「ところざわ星空フェス
ティバル」は開催できなかったが、代替事
業として、参加人数を限定した「星空観望
会」を実施した。

事業達成に向けての現在の課題及び今
後の課題解決に向けた取り組み

より多くの市民にふるさと研究活動への興
味をもっていただくため、従来とは違う事業
の実施方法がないか検討していく。

実施計画ランク 事業の種別

一
般

R1予算現額

R2予算現額

H7～ 15,928千円

ふるさと研究活動
事業

重要

根拠法令

文化
財保
護課

どのように貢献したか

展示・講座の開催によっ
て、市民に「ふるさと所沢」
についての学習機会を提
供している。

４．質の高い
教育をみん

なに

三ヶ島葭子資料
室運営事業

事業の目的及び具体的な内容

法定受託事務自治事務

R1正規職員
人件費

重要

3,075千円郷土出身の歌人・三ヶ島葭子を広く伝え、市民が先人への
理解を深めるとともに、ふるさと所沢を愛する心を育てるこ
とを目的とし、講演会や文学散歩の開催、三ヶ島葭子資料
室だより「われもこう」の発行、市民ボランティアによる展示
解説会等を行う。

社会教育法、文化芸術振興基本法

実施計画ランク R1予算現額

根拠法令 R2予算現額

法定受託＋附加

0.36 人

事業の種別

163千円

192千円

8,071千円

0.00 人0.37 人

文化
財保
護課

H6～

期間

一
般

R1決算額

R2決算額（見込み）

R1決算額

R2決算額（見込み）

62千円

122千円

会年職員 0.05 人
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項目名

■ □ □

実績

評価者

都市計画課長　髙野　淳

項目名

■ □ □

実績

評価者

都市計画課長　髙野　淳

項目名

■ □ □

実績

評価者

市街地整備課長　鎌田　実幸

第６章　自然と調和する住みよいまち  第１節　土地利用

R3目標

R2～ 7,841千円

会年職員 0.00 人

本市の中心拠点である所沢駅周辺について、大規模な街づく
り事業が完成した後の街の姿を描き、市内外からの来訪者が
回遊し賑わう空間づくりが求められている。
　本事業は、所沢駅周辺から元町交差点までの旧町地区に
ついて、エリアごとの特性を踏まえた街づくりのあり方を検討
し、土地利用や都市デザイン、エリアマネジメントの方向性を
示すものである。

0.00 人
非常勤
特別職

0.00 人

どのように貢献したか

R2正規職員
人件費

R2その他職員
従事割合

現況の把握と課題の抽
出

現況の把握と課題の抽
出

R1その他職員
従事割合

R1目標 R1実績

R2目標 R2実績

コロナ禍を契機とし、ニューノーマルな対応
した今後の都市政策のあり方を盛り込める
よう取組を進める。

グランドデザインの作成

臨時職員 0.00 人

①19団体33人

②8町内会

③5日間のべ26回

R1決算額 指標名 目標設定の考え方・根拠

都市計画法 5,000千円 4,994千円

利害関係者となる地域住民等にヒ
アリングを行い、街の現状や課題
の抽出について一定の成果は上げ
られたが、コロナ禍の影響により、
場所や人数、時間などの制限が生
じ、コロナ禍に対応した方法等を検
討する必要がある。

R2年度に改善した点

所沢駅周辺における今後の街づくりの方向性や
あり方についてグランドデザインを作成し、市民
や事業者とビジョンを共有する。

利害関係者となる地域住民等にヒアリング
を実施し、グランドデザインの作成に向け
た課題等を整理した。

事業達成に向けての現在の課題及び今
後の課題解決に向けた取り組み

１１．住み続
けられるまち

づくりを

利害関係者となる地域住
民等にヒアリングを行い、
回遊性とにぎわいのある持
続可能で人を中心にしたマ
チづくりに向けた課題の整
理を行った。

都市
計画
課

実施計画ランク 事業の種別

一
般

A

最優先 自治事務 法定受託事務 法定受託＋附加

期間 0.96 人

R2決算額（見込み）

R2目標値が未達成の理由・分析

0千円
①ヒアリングの実施

②アンケートの実施

③現地調査の日数及び回数

所沢駅周辺におけるグランドデザインの作成

0千円

事業の具体的な内容及び目的
R1正規職員
人件費

R2～ 4,901千円

根拠法令

R1予算現額

都市拠点土地利用
デザイン推進事業

根拠法令 R2予算現額

0千円

期間 0.60 人

0.00 人

R1その他職員
従事割合

R2決算額（見込み）

0千円

R2予算現額

0千円

目標達成済

どのように貢献したか

R2正規職員
人件費

R2その他職員
従事割合

全図作成 全図作成
人口、土地利用、建物につ
いて調査をするための現況
を反映した地図を作製し
た。会年職員 0.00 人

臨時職員　都市の健全な発展と秩序ある整備を図るために、都市計画
の策定や見直し等を適切に行うことを目的として、都市計画
法に基づき5年ごとに行う都市計画基礎調査を実施するもの
である。
　調査に当たっては、現況を反映した所沢市域全図を使用し
て土地利用状況を整理し、都市における人口、産業、土地利
用、交通などの現況を定量的に把握するものである。

0.00 人
非常勤
特別職

0.00 人

現況を反映した地図を作成した。
R3に都市計画基礎調査の基図とし
て人口、土地利用、建物を効率的
に集計し調査を進めていく。

都市計画基礎調査

①分割図13/40(33.3k㎡)作成

R2目標 R2実績

R1正規職員
人件費

R1目標 R1実績

A

１１．住み続
けられるまち

づくりを

R2年度に改善した点

R3目標

法定受託＋附加 0千円

R1決算額 目標設定の考え方・根拠

４０分割された市域全図のうち、現況の変
化の少ない所は対象から除いた。

16,000千円 14,850千円

事業の具体的な内容及び目的
都市
計画
課

実施計画ランク 事業の種別

一
般

R1予算現額

都市計画基礎調査
事業

最優先 自治事務 法定受託事務

①27回

②434人

会年職員 0.00 人

R2その他職員
従事割合

作成した地図を用いて調査要領に基づい
て現況の人口、土地利用、建物だけでな
く、変遷について分析できるよう都市計画
基礎調査を実施する。

①所沢市域全図の更新
都市計画基礎調査（基準年　令和２年）の実施

R2目標値が未達成の理由・分析

事業達成に向けての現在の課題及び今
後の課題解決に向けた取り組み

臨時職員 0.00 人

3.76 人
非常勤
特別職

都市計画変更及び土地区画整理事業認
可等の手続を滞りなく進めるため、県をは
じめとする関係機関との協議を行うととも
に、地権者及び近隣住民へ丁寧に説明し
理解を求めた。

R2正規職員
人件費

55,706千円

6.82 人

3地区

R3目標

9地区
事業達成に向けての現在の課題及び今
後の課題解決に向けた取り組み

R2目標値が未達成の理由・分析

土地利用転換は、都市計画、農地、環境等の関
連分野について、関係機関等の協議を継続的
に進める中、長期的な取り組みが必要である。
各年度の活動は、その時点で必要な協議を着
実に進めることが中心となる。

事業の具体的な内容及び目的
R1正規職員
人件費

R1その他職員
従事割合

0.00 人

31,253千円

R1実績

R2実績R2目標

1地区

115,655千円

R2年度に改善した点

①各地区で開催・出席した説
明会、勉強会、役員会、総会
の合計数（地元主催を含む）

②上記説明会等への参加者
数

土地利用転換を図る地区数
・旧暫定逆線引き地区　6地区
（若松町、下安松東、下安松中央、北中、上山口、牛沼）
・土地利用転換推進エリア
（三ケ島工業団地、所沢ＩＣ、松郷工業団地）

・旧暫定逆線引き地区は、土地区画整理事業の実施
もしくは用途地域の廃止により解消することを指標と
する。
・土地利用転換推進エリアは、土地区画整理事業の
実施により、土地利用が可能となったことをもって指
標とする。

地区ごとの事業の進捗にあわせて補助金
の支出を調整し、若松町地区の補助金を
令和3年度で終了した。

根拠法令 R2予算現額 R2決算額（見込み）

自治事務

610,759千円

法定受託事務

610,759千円

127,524千円

事業自体が
貢献する
項目

実施手法等
の工夫により
貢献できた
項目(任意)

８．働きがい
も経済成長

も

どのように貢献したか

市街
地整
備課

実施計画ランク 事業の種別

法定受託＋附加

都市計画法、土地区画整理法

市域を総合的に捉え、都市機能の無秩序な拡散防止と
自然環境との調和に配慮しながら、定住人口や交流人
口の増加、地域の活性化を図るため、計画的かつ適正
な土地利用の転換をめざすものである。

最優先

土地利用転換推進
事業

期間

H29～R20

事業概要（全体）

活動実績(R2)

評価及び次年度以降に向けた課題・取り組みなど成果

現状の課題

一
般

R1予算現額 R1決算額 指標名

SDGsへの貢献
(最大3つ)

所属
名称

経費

投入コスト
会
計

事務事業名称

成果指標

0地区

現況を反映した所沢市域全図を用いて、都市計
画の策定や見直しに資する都市計画基礎調査
を実施する

目標達成済

目標設定の考え方・根拠

指標名

R1目標

総合
評価

評価
理由

Ｂ

・旧暫定逆線引き地区で市街化区域編
入を目指す2地区のうち、若松町地区
は令和2年3月に市街化区域へ編入
し、下安松東地区は地権者組織により
土地区画整理事業の実施に向けてよ
り具体的な検討を行った。
・旧暫定逆線引き地区で用途地域の廃
止を目指す北中、上山口、牛沼地区に
ついては、必要な都市計画手続きを進
め、令和3年4月1日付で用途地域を廃
止した。
・土地利用転換推エリアのうち三ケ島
工業団地周辺地区について、地権者
組織により土地区画整理事業の実施
に向けてより具体的な検討を行った。

8地区

１１．住み続
けられるまち

づくりを

土地区画整理事業の実施
により、地区計画制度等の
活用によって安全で安心な
街づくりを進める。

９．産業と技
術革新の基
盤を作ろう
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事業自体が
貢献する
項目

実施手法等
の工夫により
貢献できた
項目(任意)

事業概要（全体）

活動実績(R2)

評価及び次年度以降に向けた課題・取り組みなど成果

現状の課題

SDGsへの貢献
(最大3つ)

所属
名称

経費

投入コスト
会
計

事務事業名称

成果指標
総合
評価

評価
理由

項目名

■ □ □

実績

評価者

都市計画課長　髙野　淳

具体的な内容
・景観まちづくりに取り組む景観市民活動クラブが、円滑に活
動できるよう情報の発信、場の提供や代表者会議の開催など
を行う。
・市民から「景観資源候補」を募集し、所沢らしい良好な景観
の形成に資するものを「とことこ景観資源」として指定し、公表
する。
・所沢市景観審議会が選定した「とことこ景観賞候補」を、市
長が「とことこ景観賞」として表彰する。
目的
所沢らしい良好な景観の形成を推進する。

事業の具体的な内容及び目的

優先

都市
計画
課

景観まちづくり推進
事業

期間

H23～

実施計画ランク

1.62 人 1990.00 人

208

215

指標名

景観市民活動クラブ登録団体数、
とことこガーデン指定件数はいずれ
も横ばいとなっており、引き続き景
観施策の効果を検証する必要があ
る。
とことこ景観資源指定数について
は、既に申請されていた景観資源
候補所有者の同意が順調に得られ
たこと、指定同意を前提とした景観
資源登録申請が複数あったことか
ら増加に繋がった。

R2目標値が未達成の理由・分析R1実績R1目標
R1その他職員
従事割合

A

R2実績0.50 人

194

202
R2その他職員
従事割合

非常勤
特別職

1,290千円

①9

②215

③137
R3目標

臨時職員

12,660千円

1.55 人

会年職員 0.30 人

自治事務

R1決算額R1予算現額

所沢市ひと・まち・みどりの景観条例、景観法

R2決算額（見込み） 所沢市景観審議会を開催し、今後の景観
計画見直しの方向性案について意見交換
を行ない、了承された。

景観資源の登録数を増やすことで、市民に周知
できる良好な景観資源が増加するため、間接的
に景観に係る興味や満足度を上げることに繋が
る。

事業の種別

1,765千円

R2予算現額

法定受託事務

根拠法令

一
般

事業達成に向けての現在の課題及び今
後の課題解決に向けた取り組み

（令和元年度より）
とことこ景観資源の指定件数

①景観市民活動クラブの登録団体数

②とことこ景観資源の指定件数

③とことこガーデンの指定件数

1,851千円2,011千円法定受託＋附加

目標設定の考え方・根拠

13,465千円

R2年度に改善した点

R1正規職員
人件費

引き続き他市の取組みを研究するととも
に、今後も景観審議会で議論の場を設け、
施策体系を見直していく。

目標達成済
R2正規職員
人件費

R2目標 どのように貢献したか

景観施策を推進すること
で、市民が住み続けたいと
思える街並み形成や居心
地の良さに寄与した

１１．住み続
けられるまち

づくりを
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項目名

■ □ □

実績

評価者

市街地整備課長　鎌田実幸

項目名

■ □ □

実績

評価者

市街地整備課長　鎌田実幸

項目名

■ □ □

実績

評価者

市街地整備課長　鎌田実幸

第６章　自然と調和する住みよいまち  第２節　市街地整備

R2その他職員
従事割合

非常勤
特別職

0.00 人

R1決算額

事業自体が
貢献する
項目

実施手法等
の工夫により
貢献できた
項目(任意)

８．働きがい
も経済成長

も

会年職員 0.00 人

会年職員 0.00 人

R1決算額

R2目標 R2実績

所沢駅周辺まちづくりに係る重点事業に対して、事業化
に向けた事前協議・調整を行うとともに、既に事業化さ
れている事業に対しての進捗状況の共有化を図るもの
である。
また、新たな所沢ブランドの創出とまちの活性化につな
がるように、様々な視点からの意見交換を行うことを目
的として、必要な時期に所沢駅周辺まちづくり連絡協議
会を開催する。

0.04 人
非常勤
特別職

期間 0.04 人

2回開催 1回開催

2回開催H21～ 327千円

R3目標

R1実績

0.00 人 1回開催 開催なし

332千円 ①第8回所沢駅周辺まちづくり
連絡協議会の開催(令和2年10
月12日開催)

②

③

R2正規職員
人件費

R2その他職員
従事割合

0千円 2千円 ①所沢駅周辺まちづくり連絡
協議会の開催

②

③

会年職員 0.00 人

臨時職員 0.00 人

根拠法令

4千円

事業の具体的な内容及び目的
R1正規職員
人件費

R1その他職員
従事割合

R1目標

R2年度に改善した点

所沢駅周辺まちづくりに係る重点事業の進捗状
況や歩行者ネットワークの形成等について、協
議会を開催し、協議・調整を行うものであること
から、協議会の開催回数を指標とする。

特に無し

新型コロナウイルス感染拡大防止による会議開
催時期の見送りを行ったことや、協議会の議題
にすべき内容の精査等が難しかったため。

事業達成に向けての現在の課題及び今
後の課題解決に向けた取り組み

R2目標値が未達成の理由・分析

今後本格化する歩行者ネットワークや駅
前広場整備について、市で検討し、連絡協
議会において意見を求める。また、街づく
りの進捗状況を共有し、商業部会も含めて
連携関係を図る。

指標名

所沢駅周辺まちづく
り推進調整事業

目標設定の考え方・根拠

B

所沢駅周辺まちづくりの重点事業
に対して、今後も引き続き協議・調
整を行うものである。
令和2年度は所沢駅周辺まちづくり
連絡協議会の開催が1回となり目
標値は未達成であったが、令和3年
度は引き続き、事業の進捗状況に
合わせて開催する。また、商業団
体等の連携については、商業部会
（商業観光課が事務局）により対応
するものである。

R2予算現額 R2決算額（見込み）

― 6千円

所沢駅周辺まちづくり連絡協議会の開催状況

市街
地整
備課

実施計画ランク 事業の種別

一
般

R1予算現額

重要 自治事務 法定受託事務 法定受託＋附加

用地取得(公社対応1
件)

期間 0.91 人 R3目標

H26～R5 7,433千円

用地取得(公社対応2
件・公社買戻1件)

用地取得(公社対応2
件・公社買戻1件)

5,403千円 臨時職員 0.00 人
①不動産鑑定評価の時点修
正及び物件調査の再積算の
結果に基づき、権利者との交
渉を進めた。
②令和元年度に土地開発公
社が取得した用地2件の買戻し
を行った。

R2目標 R2実績

用地取得(公社対応1
件・公社買戻2件)

用地取得(公社対応0
件・公社買戻2件)

132,871千円 71,180千円

①権利者交渉

②用地取得

ファルマン通り交差点改良整備に向けた進捗状
況

118,666千円

事業の具体的な内容及び目的
R1正規職員
人件費

R1その他職員
従事割合

R1目標 R1実績

令和2年度の目標値については、
令和元年度に土地開発公社対応
により取得した用地2件の買戻を行
うことが出来たが、取得予定であっ
た用地1件については、権利者の意
向により取得が出来なかった。令和
3年度については、引き続き丁寧な
交渉を行っていく。

根拠法令 R2予算現額 R2決算額（見込み）

都市計画法、道路法、所沢市街づくり条例等

R2年度に改善した点

ファルマン通り交差点改良整備までに必要とな
る各段階の手続きや事業の進捗状況を指標と
する。

土地開発公社による用地取得を予定して
いた1件について、権利者の移転後の生活
を考慮しながら交渉を行い、早期の用地取
得に努めた。

事業達成に向けての現在の課題及び今
後の課題解決に向けた取り組み

令和3年度に用地取得を予定している権利
者については、当該地で営業中の事案や
権利者の年齢等を考慮しながら、今後も引
き続き用地取得に向けて、より丁寧な交渉
を行っていく必要がある。

指標名

ファルマン通り交差
点改良事業

目標設定の考え方・根拠

B

令和2年度の用地取得対象地について、物件調
査を実施するとともに権利者との交渉を行った
が、権利者の意向により土地開発公社による用
地の取得が出来なかったため。

R2目標値が未達成の理由・分析

最優先 自治事務 法定受託事務 法定受託＋附加

市街
地整
備課

実施計画ランク 事業の種別

一
般

R1予算現額

119,397千円

広域避難場所である所沢航空記念公園へ向かう重要な
中継地点であるファルマン通り交差点は、交通渋滞や安
全性の面で多くの課題を抱えている。所沢東町地区第
一種市街地再開発事業で整備する都市計画道路中央
通り線（県道久米所沢線区間）の整備時期に合わせて、
交差点の改良整備を行い、交差点処理能力と安全性の
向上を図るものである。

0.65 人

R2正規職員
人件費

期間 1.41 人 R3目標

H17～ 11,517千円
施設建築物建築工事
完了

東町及び日吉町の一部を区域とする日東地区につい
て、所沢駅近接の商業地という地区の特性を踏まえ、民
間活力により都市基盤の整備と街区の再編を一体的に
図る事業を支援・誘導するとともに、安全で快適な都市
環境への改善及び計画的な土地利用を誘導する街づく
りを進めるものである。

1.85 人
非常勤
特別職

事業達成に向けての現在の課題及び今
後の課題解決に向けた取り組み

15,377千円 臨時職員 0.00 人

①東町再開発
R3.3　施設建築物29階躯体建
ち上がり完成
②骨格道路
権利者と交渉を行った

R2目標 R2実績 現在行われている施設建築物建築工事は
令和3年11月の工事完了、令和4年2月の
引渡しを予定している。
また、今後実施される公共施設整備（道
路）工事は、歩行者・車両の交通量が特に
多い区域であることから、再開発と一体的
に工事を行うファルマン通り交差点改良及
び交差点周辺の無電柱化整備に向けての
関係機関・部署との十分な協議や調整が
必要となる。

施設建築物29階躯体
建ち上がりまで完成

施設建築物11階躯体
建ち上がりまで完成

施設建築物11階躯
体建ち上がりまで完
成

施設建築物29階躯
体建ち上がりまで完
成

根拠法令 R2予算現額

都市計画法、土地区画整理法、都市再開発法、
所沢市街づくり条例等

R2決算額（見込み）

R2正規職員
人件費

R2その他職員
従事割合

事業の具体的な内容及び目的
R1その他職員
従事割合

R1決算額

377,817千円 233,647千円 ①東町再開発
施設建築物の建築工事及び
工事監理に対する補助金等を
交付し、再開発組合に助言・支
援等を行う。
②骨格道路…権利者交渉

0.00 人

734,979千円 734,940千円

自治事務 法定受託事務 法定受託＋附加

市街
地整
備課

一
般

R1正規職員
人件費

評価及び次年度以降に向けた課題・取り組みなど成果

現状の課題

R1予算現額

目標達成済

所沢東町地区市街地再開発事業
については、平成31年1月から施設
建築物建築工事に着手し、令和3
年11月の完成を目指している。ま
た、公共施設整備（道路）工事につ
いても令和3年度下半期からの工
事着工に向けて関係機関・部署と
の協議・調整を進めている。今後も
再開発組合に対して事業の推進に
必要な助言・指導及び支援を行う。

目標設定の考え方・根拠

A

R1実績 R2目標値が未達成の理由・分析

所沢駅西口土地区画整理
事業及び所沢駅西口北街
区市街地再開発事業、所
沢東町地区市街地再開発
事業の施行において、商
業・業務施設の整備や歩

ファルマン通り交差点の改
良により交通の安全性が
向上し、道路交通事故等の
発生が減少する。

８．働きがい
も経済成長

も

１１．住み続
けられるまち

づくりを

実施計画ランク 事業の種別 R2年度に改善した点

再開発事業の進捗状況
施設建築物建築工事及び公共施設（道路）整備
工事の進捗状況を指標とする。

どのように貢献したか

日東地区まちづくり
事業

総合
評価

評価
理由

成果指標

最優先

活動実績(R2)

特に無し

R1目標

指標名

１１．住み続
けられるまち

づくりを

SDGsへの貢献
(最大3つ)

所属
名称

経費

投入コスト
会
計

事務事業名称 事業概要（全体）

どのように貢献したか

１１．住み続
けられるまち

づくりを

３．すべての
人に健康と

福祉を

所沢東町地区市街地再開
発事業の施行に伴い整備
する都市計画道路の歩道
状空間を活用し、商業や文
化の振興を進める。

どのように貢献したか

114
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事業自体が
貢献する
項目

実施手法等
の工夫により
貢献できた
項目(任意)

評価及び次年度以降に向けた課題・取り組みなど成果

現状の課題
総合
評価

評価
理由

成果指標活動実績(R2)

SDGsへの貢献
(最大3つ)

所属
名称

経費

投入コスト
会
計

事務事業名称 事業概要（全体）

項目名

■ □ □

実績

評価者

所沢駅西口土地区画整理担当参
事　工藤　順一

項目名

■ □ □

実績

評価者

所沢駅西口土地区画整理担当参
事　工藤　順一

項目名

■ □ □

実績

評価者

所沢駅西口土地区画整理担当参
事　工藤　順一

項目名

■ □ □

実績

評価者

狭山ケ丘区画整理担当参事
　新井　信二

R1決算額

R1決算額

会年職員 0.00 人

指標名

0.00 人

会年職員

期間 4.00 人 R3目標

S62～H33 32,672千円

住環境の改善を図るため、道路、公園施設等の公共施
設を計画的に整備し、良好な住宅地を供給するととも
に、災害に強い街づくりの形成を図ることを目的としてい
る。事業地内の地権者から減歩により土地を拠出してい
ただき、その土地を公共用地（道路、公園等）及び保留
地に充てる。保留地については売却し、その売却収益を
事業費に充当し、事業資金とする。その他の事業資金に
ついては、国庫補助金、起債、市費（繰入金）等により事
業費を確保し事業を推進する。事業完了後は、道路
59,729㎡（20.1％）、公園等10,005㎡（3.4％）で全体の公
共用地は69,734㎡（23.5％）となる。また、立体交差道路
（アンダーパス）の整備により、鉄道により分断されてい
る事業区域の一体化を図る。

4.00 人
非常勤
特別職

30ha

地権者との補償交渉を継続して行っている
状況であるが、今後は補償契約及び移転
をお願いし、その後下水道や道路等の工
事を施工し、事業の進捗を図っていく。
また、仮換地指定をしていない地権者つい
ては、理解を得ながら仮換地指定を行って
いく。

R2正規職員
人件費

R2その他職員
従事割合

30ha 29ha

30ha

事業完了までの長期にわたる事業
計画に基づき、事業を施行している
ため。

R2年度に改善した点

33,248千円

209,638千円

0.00 人

①仮換地指定率　96.4％

②

③

R2目標 R2実績

事業の具体的な内容及び目的
R1正規職員
人件費

R1その他職員
従事割合

R1目標 R1実績

令和２年度の事業として、画地確定測量委
託をはじめ、除草業務委託や道路修繕を
実施し、事業地内の管理を行った。

事業について理解が得られない地権者の仮換
地が未指定であるため。

事業達成に向けての現在の課題及び今
後の課題解決に向けた取り組み

どのように貢献したか

事業地内を安全かつ良好
な環境に保つために道路
修繕等を実施した。

R2目標値が未達成の理由・分析

目標設定の考え方・根拠

A

根拠法令 R2予算現額 R2決算額（見込み）

土地区画整理法、都市計画法、所沢都市計画事業狭
山ヶ丘土地区画整理事業施行に関する条例

本事業の目的として、都市基盤整備、宅地整備
による良好な住宅市街地の整備を行うことから、
土地区画整理事業全体の整備状況（進捗状況）
を目標値とした。

29ha

法定受託＋附加 835,702千円自治事務 法定受託事務

R1予算現額 R1決算額 指標名

狭山ヶ丘土地区画
整理事業

208,713千円
①土地区画整理事業の進捗
状況

②

③

土地区画整理事業の進捗により、良好な住宅地
が整備された面積

907,810千円

0千円

狭
山ヶ
丘区
画整
理事
務所

実施計画ランク 事業の種別

特
別

所沢
駅西
口区
画整
理事
務所

優先

R3目標

　主要地方道東京所沢線から所沢駅東口中央通りくす
のき台交差点までの延長780ｍ、幅員20ｍの道路で、鉄
道と立体交差することにより、駅周辺の慢性的な交通渋
滞の解消や東西市街地の一体化を図るため、このうち
のアンダー部分から東村山第7号踏切（大踏切）の通り
である市道1-525号線までの延長170ｍについて、道路
の整備を行うもので、早期の開通を目指す。

0.00 人

R2～ 16,744千円 開通後0分
会年職員 0.00 人

会年職員 0.00 人
①詳細設計業務委託、物件調
査委託、測量委託

②

③

R2正規職員
人件費

R2その他職員
従事割合

R1その他職員
従事割合
非常勤
特別職

0.00 人

所沢駅ふれあい通り線道路築造事業とし
て事業を推進していくにあたり、関係各課
とのプロジェクトチームによる役割分担や
スケジュール管理を行い、事業の進捗を
管理した。

事業達成に向けての現在の課題及び今
後の課題解決に向けた取り組み

51分

0千円
①委託

②

③

東村山第7号踏切（大踏切）の交通遮断による
ピーク時の所沢駅東西移動支障時間（分）

開通後0分
今後もプロジェクトチームによる進捗管理
を行い、早期完成を図っていく。

R2目標値が未達成の理由・分析

79,547千円

最優先 自治事務 法定受託事務 法定受託＋附加 0千円

事業の具体的な内容及び目的
R1正規職員
人件費

113,878千円

目標設定の考え方・根拠

B

道路建設予定地に権利者がいるこ
とから、補償交渉を進めており、了
承が得られたところから土地の購
入を行い、事業を進めていく。

R2年度に改善した点

R2決算額（見込み）

R1実績

R2目標 R2実績

所沢駅ふれあい通り線の整備により、東村山第
７号踏切の遮断による所沢駅東西地区間の移
動の障害を無くすことを目標とするため、ピーク
時の踏切遮断による移動支障時間を成果指標
とした。

R1目標

実施計画ランク 事業の種別

一
般

R1予算現額

所沢駅ふれあい通
り線道路築造事業
（１工区）

根拠法令 R2予算現額

都市計画法、道路法

期間 2.05 人

期間 8.00 人 R3目標

H28～H37 65,344千円
会年職員 0.00 人

66,496千円 会年職員 0.00 人 ①安全対策工事、下水管布設
工事、道路新設工事

②

③

R2目標 R2実績

R2正規職員
人件費

R2その他職員
従事割合

1.06ha

2.71ha

①工事

②

③

所沢駅西口土地区
画整理事業

事業の具体的な内容及び目的
R1正規職員
人件費

R1その他職員
従事割合

R1実績

　西武鉄道車両工場跡地を含む当地区は、市の表玄関
にふさわしい計画的な土地利用を推進し、都市基盤の
整備による都市防災性の向上や良好な住環境への改
善を図るため、所沢駅西口北街区第一種市街地再開発
事業と一体的施行により行う所沢駅西口土地区画整理
事業の完了を目指す。

8.00 人
非常勤
特別職

0.00 人

最優先 自治事務 法定受託事務 法定受託＋附加 1,550,109千円 1,225,167千円

所属長を含めたｸﾞﾙｰﾌﾟリーダー会議を定
期的に行うことで業務の課題を明確にし、
事業の進捗を適切に管理した。

R1目標

0.11ha

目標達成済0.27ha

事業達成に向けての現在の課題及び今
後の課題解決に向けた取り組み

R2目標値が未達成の理由・分析

0.15ha

指標名 目標設定の考え方・根拠

A

引き続き移転予定の権利者とは協
議を進めており、道路新設工事等
についても事業完了に向け順調に
進んでいる。

R2年度に改善した点

R2決算額（見込み）

1,308,306千円

今後も権利者が円滑に移転できるよう、丁
寧な説明を行い、早期合意形成を図って
いく。

土地区画整理事業により市街地が整備された面
積

土地区画整理事業の目的として、都市基盤整
備、宅地整備によるにぎわいの創出、良好な住
宅市街地の整備を行うことから、土地区画整理
事業全体の整備状況を成果指標とした。

所沢
駅西
口区
画整
理事
務所

実施計画ランク 事業の種別

特
別

R1予算現額

根拠法令 R2予算現額

都市計画法、土地区画整理法、所沢都市計画事業所沢
駅西口土地区画整理事業施行に関する条例

2,586,468千円

期間 3.15 人 R3目標

H13～ 25,729千円

①既存建物解体、施設建設工
事、Ａデッキ築造工事

②

③

R2目標

引き続き事業のスケジュールを調整すると
ともに、国費要望等を行っていく。

B

R2正規職員
人件費

99.2%

33,248千円 会年職員 0.00 人 R2実績

R2決算額（見込み）

R1実績

　西武鉄道車両工場跡地を含む当地区は、市の表玄関
にふさわしい計画的な土地利用を推進し、都市基盤の
整備による都市防災性の向上や良好な住環境への改
善を図るため、所沢駅西口土地区画整理事業と一体的
施行により行う所沢駅西口北街区第一種市街地再開発
事業の完了を目指すとともに、所沢駅周辺の回遊性を
高める歩行者ネットワークの構築を目指す。

4.00 人
非常勤
特別職

0.00 人 90.9% 77.3%

R2その他職員
従事割合

1,465,185千円

事業の具体的な内容及び目的
R1正規職員
人件費

R1その他職員
従事割合

R1目標

都市計画法、都市再開発法、所沢市街づくり条例 1,533,061千円

法定受託事務 法定受託＋附加 2,335,087千円 2,229,884千円

根拠法令 R2予算現額

自治事務

R1決算額 目標設定の考え方・根拠指標名

市街地再開発事業の施設建設工
事が完了したので、今後は、清算・
組合の解散に向けて引き続き再開
発組合に対して助言や支援を行っ
ていく。
歩行者ネットワーク整備について
は、Ａデッキ（ワルツ所沢と所沢駅
西口北街区を結ぶ）の工事が完了
したことから、Ｂデッキ・Ｃデッキに
ついても、早期の完成を目指し、整
備を進めている。

R2年度に改善した点

①工事

②

③

市街地再開発事業の総事業費に対する事業実
績

市街地再開発事業、歩行者ネットワークの
整備と所沢駅ふれあい通り線の整備事業
を分けることで、それぞれの事業のスケ
ジュールを明確にすることにより、作業の
向上を図った。

市街地再開発事業や所沢駅周辺の回遊性の確
保等が目標であるが、事業完了までには時間を
要することから、令和２年度に建築物の完成を
予定している市街地再開発事業の総事業費に
対する事業費実績を成果指標とした。

R2目標値が未達成の理由・分析

既存建物解体工事の進捗に遅れが生じたことか
ら、目標値に達しなかった。

事業達成に向けての現在の課題及び今
後の課題解決に向けた取り組み

100.0%

所沢
駅西
口区
画整
理事
務所

実施計画ランク 事業の種別

一
般

R1予算現額

所沢駅西口地区ま
ちづくり事業

最優先

１１．住み続
けられるまち

づくりを

どのように貢献したか

所沢駅周辺の計画的な土
地利用の推進と居住環境
の改善を図る。

１１．住み続
けられるまち

づくりを

どのように貢献したか

事業地区内における公共
用地の割合を、事業施行
前の9.25％から35.86％ま
で整備する。

１１．住み続
けられるまち

づくりを

非常勤
特別職

0.00 人

会年職員 0.00 人

どのように貢献したか

鉄道により分断されている
所沢駅東西地区を一体化
させ、駅周辺の慢性的な交
通渋滞の解消を図る。

１１．住み続
けられるまち

づくりを

未開通のため。
未整備区間の整備を推進するために、今後も継
続的に用地取得と道路建設を進めていくことで、
早期の供用開始、全線開通を目指すものであ
る。
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項目名

■ □ □

実績

評価者

建設総務課長　田中　淳

項目名

■ □ □

実績

評価者

建設総務課長　田中　淳

項目名

■ □ □

実績

評価者

計画道路整備課長　村上　和雄

項目名

■ □ □

実績

評価者

計画道路整備課長　村上　和雄

R2決算額（見込み）

会年職員 0.00 人

R1決算額

非常勤
特別職

0.00 人

3,602千円

R1決算額

R2その他職員
従事割合

R2決算額（見込み）

実施手法等
の工夫により
貢献できた
項目(任意)

事業自体が
貢献する
項目

どのように貢献したか

計画的な道水路の確定図
面整備により道路整備工
事等に活かした。

９．産業と技
術革新の基
盤を作ろう

土地所有者の高齢化に伴い、現場での立
会い確認が困難な事例も散見するが、弾
力的な対応により境界の確定を進めてい
く。

R2正規職員
人件費

R2その他職員
従事割合

期間 2.10 人

160件

17,153千円

R3目標

S35～

【目的】　道水路境界を確定又は修正し、確定図を整備
することにより、適正な道水路の維持管理を図るととも
に、民有地の土地利用の促進を図る。
【内容】　関係地権者からの境界確認申請による調査・
立会い。道路境界の確認・同意、道路境界標の設置、
確定図の受理。

2.20 人 199件

156件

150件

18,286千円 臨時職員 0.40 人

①160件

②156件

R2目標 R2実績

会年職員 0.40 人

重要 自治事務 法定受託事務 法定受託＋附加 4,829千円 4,070千円

A

境界確認申請のうち97％以上の案
件において、道水路境界を確定す
ることができた。

R2年度に改善した点

申請により境界が確定した件数

境界確認申請に基づいて道水路境界の確定を
目指して関係地権者との立会いや調整を図り、
境界を確定させることで適正な道水路境界確定
図の整備が進められるため、境界が確定した件
数とする。

現場での感染症対策に万全を期し、関係
者が不安を感じないような境界確認作業を
実施した。
また境界確認の電子申請を導入した。

R1目標

目標達成済150件

事業達成に向けての現在の課題及び今
後の課題解決に向けた取り組み

道路法・道路法施行規則・所沢市道水路境界確認事務
取扱要綱

R1実績

目標設定の考え方・根拠

R1正規職員
人件費

R1その他職員
従事割合

R2目標値が未達成の理由・分析

①申請件数

②境界確定件数

指標名R1決算額

事業の目的及び具体的な内容

0.00 人

建設
総務
課

実施計画ランク 事業の種別

一
般

R1予算現額

道水路境界確定事
業

根拠法令 R2予算現額

R2目標

目標達成済0.10ｋ㎡

S53～ 5,309千円 0.10ｋ㎡

R2その他職員
従事割合

0.65 人期間
会年職員

労務単価の上昇により委託できる測量範
囲は減少傾向にあるが、着実に事業を実
施し、成果品を地理情報システムに反映さ
せるなど有効活用のための取り組みにも
注力していく。

R2正規職員
人件費

R1正規職員
人件費

R1その他職員
従事割合

R2目標値が未達成の理由・分析

0.55 人

0.08ｋ㎡

事業達成に向けての現在の課題及び今
後の課題解決に向けた取り組み

4,572千円

道水路座標管理図
面作成事業

根拠法令

重要

指標名

3,200千円 2,398千円

法定受託事務 3,078千円 2,156千円

臨時職員

A

国土調査完了地域において、座標
値をもった道路境界確定図の整備
が着実に進められている。

0.06ｋ㎡0.06ｋ㎡

R3目標

R1予算現額

R1実績

R2実績0.00 人
①0.08ｋ㎡

②33.18ｋ㎡

R2年度に改善した点

①単年度確定面積

②確定測量累計面積
国土調査完了区域における確定測量実施面積

国土調査完了地域において、座標値をもった道
路境界確定図の整備を早期に進めるため、確
定測量実施面積を指標とする。
目標値は、当該年度に行うべき確定測量の対象
面積。

コロナ禍による社会情勢の変化に配慮し、
弾力的な境界確認作業を実施した。

R1目標

目標設定の考え方・根拠

0.00 人

4,440千円

【目的】　座標値をもった復元可能な道路図面を整備す
ることにより、生活道路の後退、拡幅、舗装工事、災害
時の復元など、道路整備に反映させる。
【内容】　国土調査が完了した区域において、都市基準
点を用いた道路の境界点測量を実施し、座標値をもった
道水路の確定図面を整備する。

自治事務 法定受託＋附加

道路法・道路法施行規則・所沢市公共測量作業規程

非常勤
特別職

R2決算額（見込み）

建設
総務
課

実施計画ランク 事業の種別

一
般

R2予算現額

事業の目的及び具体的な内容

H16年度～ 8,168千円

会年職員

新所沢の市街地から狭山市内の主要地方道所沢狭山
線を結ぶ延長2,860ｍの道路で、隣接する自治体の都市
計画道路と接続することによる交通の利便性の向上とと
もに、交通渋滞緩和と周辺住民の安心・安全確保を図る
ものである。

1.00 人
非常勤
特別職

R2その他職員
従事割合

期間

0.00 人

開通後1割削減 2,746台

開通後1割削減
0.00 人

1.00 人 R3目標

R2正規職員
人件費

R1目標 R1実績

開通後1割削減 2,606台

8,312千円 会年職員 0.00 人

①100%

②100%（未供用区間526ｍ）

③

R2目標 R2実績

0千円 0千円
①用地取得率

②工事着手率

③

R2決算額（見込み）

道路法、都市計画法 20,148千円 20,148千円

事業の目的及び具体的な内容
R1正規職員
人件費

R1その他職員
従事割合

目標設定の考え方・根拠

A

本路線は新所沢跨道橋通りから市
道3-1124号線までの延長890ｍの
区間が開通している。 　　　　　　　　　
令和2年度は未供用区間のうち延
長300ｍについて車道の舗装工事
を行った。                      　　　　　  
     　　今後は、残りの未供用区間
について計画的に道路整備を進め
て、北野下富線（1工区）との同時開
通を目指す。

R2年度に改善した点

北野下富線（1工区）と松葉道北岩岡線の同時
開通により交通渋滞の緩和を図るもので左記箇
所に観測点を設定して、年1回・7月の第1水曜日
(朝)午前7時30分～8時30分、(夕)午後5時30分
～6時30分に測定する。

工事区間について、道路利用者の快適な
歩道利用や大気浄化等良好な生活環境を
確保するために、街路樹の植樹桝の設置
検討を行った。

未開通のため。
未整備区間の整備を推進するために、今後も継
続的に用地取得と道路建設を進めていくことで、
早期の供用開始、全線開通を目指すものであ
る。測定日R2.7.1、川越所沢線 朝)川越方面415
台、所沢方面318台、夕)川越方面354台、所沢
方面315台、市道3-5号線 朝)狭山方面341台、
所沢方面398台、夕)狭山方面251台、所沢方面
354台

事業達成に向けての現在の課題及び今
後の課題解決に向けた取り組み

R2目標値が未達成の理由・分析

市道3-1124号線から北野下富線までの延
長526ｍの区間の舗装工事・排水工事を実
施する。また、北野下富線（1工区）との同
時開通を目指して、関係機関との協議を継
続して行う。

計画
道路
整備
課

実施計画ランク 事業の種別

一
般

R1予算現額

根拠法令

自治事務 法定受託事務 法定受託＋附加

指標名

松葉道北岩岡線道
路築造事業

開通後1割削減

期間 5.60 人 R3目標

平成4年度の都市交通施設整備計画において所沢市の
外環状道路として位置付け、幹線道路の環状型ネット
ワークを形成し、市内道路の交通渋滞緩和を図るもので
ある。
国道463号バイパス小手指ヶ原交差点から一般県道所
沢堀兼狭山線下富駿河台交差点までの延長5,500ｍの
道路の整備を行うもので、早期の全線開通を目指す。

H6年度～ 45,741千円

最優先

事業達成に向けての現在の課題及び今
後の課題解決に向けた取り組み

44,885千円 会年職員 0.00 人
①1工区  84%  2工区100%
　 3工区  99%  4工区  79%
②1工区  24%  2工区100%
　 3工区100%  4工区    0%
③

早期の全線開通を目指し、引き続き用地
取得と道路建設を進める。また、社会経済
状況や財政事情等に応じて、事業期間や
総事業費の見直しを行い、整備効果を高
めるものである。

R2正規職員
人件費

A

2,746台

5.40 人
非常勤
特別職

0.00 人 開通後1割削減

①用地取得率

②工事着手率

③

644,518千円 404,583千円

事業の目的及び具体的な内容
R1正規職員
人件費

R1その他職員
従事割合

388,420千円 278,539千円道路法、都市計画法

北野下富線道路築
造事業

根拠法令 R2予算現額

最優先

本路線は所沢市の外環状道路であ
るため、全線開通により交通渋滞
の緩和に大きく寄与する事業であ
ることから重点的に整備を進めて
いる。　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　令和2年度は3工区の供用開
始、1工区の工事着手、4工区の道
路設計等積極的に道路整備を行っ
た。　　　　　　　　　　　　　　　また、
県が整備を進めている都市計画道
路東京狭山線、都市計画道路飯能
所沢線と接続する路線であり、2路
線は東京都の都市計画道路と繋が
る計画となっている。

R2年度に改善した点

交通渋滞緩和　　　　　　　　　　　　　　  　　　　　　　
　  　　市道3-5号線、及び主要地方道川越所沢
線（美原町3-2944-2前）に観測点を設定。当該都
市計画道路開通により交通量1割削減を達成す
る。

北野下富線（1工区）と松葉道北岩岡線の同時
開通により交通渋滞の緩和を図るもので左記箇
所に観測点を設定して、年1回・7月の第1水曜日
(朝)午前7時30分～8時30分、(夕)午後5時30分
～6時30分に測定する。

3工区供用開始後の開通式典は、コロナ禍
で三密の可能性があるため実施せず、開
放された道路を地域住民と歩き初めを行う
ことで開通を祝った。また、3工区道路工事
発注時期の調整を行うことで、工事発注の
平準化に努めた。R1目標

自治事務 法定受託事務 法定受託＋附加

計画
道路
整備
課

実施計画ランク 事業の種別

一
般

R1決算額

R2予算現額

交通渋滞緩和　　　　　　　　　　　　　　  　　　　　　　
　  　　市道3-5号線、及び主要地方道川越所沢
線（美原町3-2944-2前）に観測点を設定。当該都
市計画道路開通により交通量1割削減を達成す
る。

R1予算現額

R2目標

指標名

現状の課題
総合
評価

評価
理由

成果指標活動実績(R2)

未開通のため。
未整備区間の整備を推進するために、今後も継
続的に用地取得と道路建設を進めていくことで、
早期の供用開始、全線開通を目指すものであ
る。測定日R2.7.1、川越所沢線 朝)川越方面415
台、所沢方面318台、夕)川越方面354台、所沢
方面315台、市道3-5号線 朝)狭山方面341台、
所沢方面398台、夕)狭山方面251台、所沢方面
354台

開通後1割削減

R1実績

R2実績

目標設定の考え方・根拠

2,606台

SDGsへの貢献
(最大3つ)

評価及び次年度以降に向けた課題・取り組みなど成果

１１．住み続
けられるまち

づくりを

R2目標値が未達成の理由・分析

所属
名称

経費

投入コスト
会
計

事務事業名称 事業概要（全体）

１１．住み続
けられるまち

づくりを

どのように貢献したか

市内道路の交通渋滞の緩
和を図り、安心安全で良好
な交通環境のために、都市
計画道路の整備を推進し
た。

９．産業と技
術革新の基
盤を作ろう

どのように貢献したか

市内道路の交通渋滞の緩
和を図り、安心安全で良好
な交通環境のために、都市
計画道路の整備を推進し
た。

１１．住み続
けられるまち

づくりを

１１．住み続
けられるまち

づくりを

どのように貢献したか

道水路境界の確定により、
適正な道水路の維持管理
と、民有地の土地利用の促
進を図った。
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実施手法等
の工夫により
貢献できた
項目(任意)

事業自体が
貢献する
項目

現状の課題
総合
評価

評価
理由

成果指標活動実績(R2)

SDGsへの貢献
(最大3つ)

評価及び次年度以降に向けた課題・取り組みなど成果

所属
名称

経費

投入コスト
会
計

事務事業名称 事業概要（全体）

項目名

■ □ □

実績

評価者

道路建設担当参事　　𠮷田　進一

項目名

■ □ □

実績

評価者

道路建設担当参事　　𠮷田　進一

項目名

■ □ □

実績

評価者

道路建設担当参事　　𠮷田　進一

項目名

■ □ □

実績

評価者

道路建設担当参事　　𠮷田　進一

R1決算額

どのように貢献したか

R2正規職員
人件費

R2その他職員
従事割合

15.0% 15.0% 新設道路を整備することに
より、道路利用の利便性向
上を図り、地域が活性化す
ることで持続可能なまちづ
くりにつなげる30.0%

1.00 人 R3目標

― 会年職員 ― ①令和3年3月26日完了

②令和3年3月26日完了

③令和2年度第4回定例議会
において市道4-1386号線とし
て認定8,168千円

会年職員 0.00 人

道路法　土地収用法 12,200千円 11,525千円

①用地測量

②詳細設計

③道路認定

新設道路の築造進捗率

事業の具体的な内容及び目的

新設道路の築造にあたり、大きく3段階に分け、
それぞれ①設計15%→②用地購入45%（15%×3
年）→③工事40%（20%×2年）達成した事とする。

特になし

R2年度に改善した点

R2目標値が未達成の理由・分析

目標達成済

事業達成に向けての現在の課題及び今
後の課題解決に向けた取り組み

整備箇所は入間市境となるため、スケ
ジュール管理等定期的に協議を行い、円
滑な進行管理に努める。

R1目標 R1実績

― ―

指標名

道路
建設
課

実施計画ランク 事業の種別

一
般

R1予算現額

最優先 自治事務 法定受託事務 法定受託＋附加

根拠法令

三ヶ島地区の交通の利便性の向上、地域の活性化及び
安心・安全な歩行空間を確保するため新設道路を整備
するもので、3工区「林運動場」付近から入間市宮寺の
県道所沢青梅線「南矢荻」バス停付近までのうち、所沢
市分の約368ｍの区間を整備するものである。

―
非常勤
特別職

R1その他職員
従事割合

R1決算額

― ―

R2予算現額 R2決算額（見込み）

どのように貢献したか

未舗装道路を舗装化する
ことにより、道路利用の安
全性改善を図り、持続可能
な道路利用を提供する

目標設定の考え方・根拠

A

成果指標の目標を達成している。

期間 0.89 人

市道4-1386号線
（上藤沢・林・宮寺
間新設道路3工区）
築造事業

期間

R2～

市民からの未舗装道路の舗装要望に基づき、ほこりや
騒音、水溜り等を防止し、生活道路としての機能的な整
備と良好な住環境の改善を図るため市道及び私道の舗
装整備を行うものである。

R2目標 R2実績

R1正規職員
人件費

0.53 人
非常勤
特別職

0.00 人

①3件

②2件

R2目標

R2正規職員
人件費

R2その他職員
従事割合

市道1件・私道1件

R3目標

私道2件

根拠法令 R2予算現額

会年職員

①市道舗装整備実施件数

②私道舗装整備実施件数

道路舗装事業
事業の具体的な内容及び目的

R1正規職員
人件費

R1その他職員
従事割合

法定受託事務 法定受託＋附加

R2年度に改善した点

9,300千円 5,317千円

一
般

R1予算現額

予算配分に基づき、市民からの要望の申請順
に舗装路線数（目標工事件数）を決定する。

5路線の内3路線については保水性舗装を
行い、温暖化対策への試験的な取り組み
を行った。

R1目標

私道2件

目標達成済

指標名 目標設定の考え方・根拠

A

成果指標の目標を達成している。

市道3件・私道2件

R1実績

R2実績

市道3件・私道2件 施工時期の平準化を進めるため、ゼロ債
務負担行為による発注を考える。

舗装整備工事実施件数

0.00 人

事業達成に向けての現在の課題及び今
後の課題解決に向けた取り組み

R2目標値が未達成の理由・分析

R2決算額（見込み）

24,993千円

会年職員 0.00 人

―

道路法、所沢市私道舗装要綱 31,200千円

4,405千円

S25年～ 7,270千円

道路
建設
課

実施計画ランク 事業の種別

重要 自治事務

0.00 人

R2その他職員
従事割合

COOL JAPAN 
FOREST周辺道路
整備事業

2.99 人

期間 1.24 人

「COOL JAPAN FOREST」構想の拠点施設である「とこ
ろざわサクラタウン」を中心とした半径約500ｍ圏内の重
点推進エリアにおいて交通環境整備を行うことによっ
て、交通の円滑化を進めて行くものである。現在整備を
計画している路線は市道2-572号線、市道2-561号線及
び市道2-996号線の３路線である。

1.20 人 0.00 人
非常勤
特別職

会年職員

193,738千円

R1予算現額

事業の具体的な内容及び目的
R1正規職員
人件費

①令和2年11月27日完了

②125.29㎡

R2正規職員
人件費

号線2-996号線交差点改良工事、市2-
572号線道路改良工事

R1目標 R1実績

R2予算現額

市道2-561号線及び市道
2-996号線用地取得

10,128千円

2-572号線：工事完了
交差点：用地買収完了

9,974千円 会年職員 0.00 人

目標設定の考え方・根拠

2-561号線、2-996号線交差点改良
工事については完了し、目標を達
成した。
2-561号線の用地取得の内、1件に
ついては、交渉がまとまりかけてい
たが、地権者が死亡したことによ
り、引続き相続人と交渉したが年度
内には用地買収に係る契約の成立
に至らず、目標未達成となった。

B
R1正規職員
人件費

R1その他職員
従事割合

市道2-561号線用地取得
交差点改良工事

市道2-561号線：約50％用地
取得済
交差点改良工事：完了

R2決算額（見込み）

18,961千円

①市道2-561号線・2-996号線
交差点改良工事

②市道2-561号線用地取得

ＣＯＯＬ　ＪＡＰＡＮ　ＦＯＲＥＳＴ構想事業の全体像
が流動的で、事業内容が確定できないため、単
年度取組目標とする。 特になし

市道2-561号線の地権者に相続が発生し、地権
者の相続人と交渉しなければならなくなったた
め、年度内に用地買収に係る契約の成立に至ら
なかったため。

事業達成に向けての現在の課題及び今
後の課題解決に向けた取り組み

令和2年度に相続により、契約が成立しな
かった1件については、相続人へ丁寧な交
渉を進めた結果、令和3年度中には契約
完了予定である。

R2目標値が未達成の理由・分析

75,633千円

R3目標

R2目標 R2実績

令和2年度
市道2-561号線・2-996号線交差点改良工事
市道2-561号線用地取得

令和3年度
市道2-561号線及び市道2-996号線用地取得

道路
建設
課

実施計画ランク 事業の種別

一
般

最優先

道路法、河川法、土地収用法

根拠法令

H28年～

事業の具体的な内容及び目的

R3目標

S25年～ 24,422千円

法定受託事務 法定受託＋附加 205,819千円

道路の拡幅や交差点の改良により安全性・利便性の確
保と渋滞の緩和を図る。
また歩行者の通行が多い道路については、歩道の設置
により、誰もが安心・安全に利用できる道路整備を行う。

3.43 人

28,510千円

自治事務

R2目標

R1決算額 指標名

0.00 人
道路改良事業については、優先整備計画
に基づき整備を進めているが、平成28年
度に策定したものであり、5年経過して完
了した路線もあることから、令和3年度には
再評価をかけ見直しを行う。

事業達成に向けての現在の課題及び今
後の課題解決に向けた取り組み

0.00 人 3件 3件

①6路線

②1063.8ｍ

R2年度に改善した点

R2目標値が未達成の理由・分析

2件

6件

会年職員 0.00 人

6件

R2実績会年職員

目標達成済
R2その他職員
従事割合

道路法・土地収用法 282,522千円 252,863千円

R1その他職員
従事割合
非常勤
特別職

R2年度に改善した点

①改良整備工事件数（路線
数）

②改良整備延長

単年度改良整備工事実施件数
予算配分に基づき、路線の優先順位を考慮して
工事実施件数（目標）を決定する。

特になし

R1目標 R1実績

指標名 目標設定の考え方・根拠

A

成果指標の目標を達成している。

重要 自治事務 法定受託事務 法定受託＋附加 247,423千円 217,512千円

R1決算額

R2決算額（見込み）

R2正規職員
人件費

道路
建設
課

実施計画ランク 事業の種別

一
般

R1予算現額

道路改良事業

根拠法令 R2予算現額

期間

どのように貢献したか

狭隘道路の拡幅及び歩道
設置により、交通の安全性
改善を図り、持続可能な道
路利用を提供する

１１．住み続
けられるまち

づくりを

１１．住み続
けられるまち

づくりを

どのように貢献したか

歩道設置により、交通の安
全性改善を図り、持続可能
な道路利用を提供する

１１．住み続
けられるまち

づくりを

１１．住み続
けられるまち

づくりを
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実施手法等
の工夫により
貢献できた
項目(任意)

事業自体が
貢献する
項目

現状の課題
総合
評価

評価
理由

成果指標活動実績(R2)

SDGsへの貢献
(最大3つ)

評価及び次年度以降に向けた課題・取り組みなど成果

所属
名称

経費

投入コスト
会
計

事務事業名称 事業概要（全体）

項目名

□ □ □

実績

評価者

課長　相沢　渉

項目名

■ □ □

実績

評価者

建設総務課長　田中　淳

項目名

■ □ □

実績

評価者

建設総務課長　田中　淳

項目名

■ □ □

実績

評価者

課長　相沢　渉

0.00 人

会年職員

会年職員 0.00 人

会年職員
Ｓ４９～

R2正規職員
人件費

道路
維持
課

実施計画ランク 事業の種別

24,520千円

一
般

R1決算額

24,096千円

R1実績

R2その他職員
従事割合

34

R2目標

期間 2.95 人 R3目標

幹線道路等の樹木剪定や植樹帯の除草を定期的に行
い、街路樹の目的や機能を十分発揮させることにより、
道路環境の整備はもとより良好な都市景観の形成と快
適な生活空間を創出する。

2.95 人

①3216本

②62,938㎡

③100本

R2実績

非常勤
特別職

58

34

0.00 人

0.00 人

0千円

事業の具体的な内容及び目的
R1正規職員
人件費

R1その他職員
従事割合

R2決算額（見込み）

R1目標

前年度に引き続き、市職員が現場作業を
行うケースを増やすことで、業者に発注せ
ずに経費削減に努めた。
また、倒木や枯れ枝の落下による事故の
発生を防止するため、職員による目視で
の点検を行った。

厳しい財政状況ではあるが、要望の多い路線を
優先して実施しているため。

58
事業達成に向けての現在の課題及び今
後の課題解決に向けた取り組み

R2目標値が未達成の理由・分析

街路樹維持管理指針に沿った、維持管理
の計画を立てる。
街路樹診断、職員による目視での点検を
継続して行い、倒木事故を未然に防ぐ。

C

指標名

大径木化したケヤキなどの街路樹
については、沿道住民からの要望
で強めに剪定を行うなどしているた
め、管理状態にバラツキがある。ま
た、樹木診断を実施し、倒木の可
能性がある街路樹については伐採
等を行い、事故防止に努める。

R2年度に改善した点

優先 自治事務 法定受託事務 法定受託＋附加

目標設定の考え方・根拠

104,979千円

道路の景観や道路交通の安全確保を目的とす
るため街路樹の剪定や除草実施延長を指標と
する。

①高・中・低木剪定数

②除草

③樹木診断

街路樹剪定・除草実施延長（㎞）
道路法、道路構造令、所沢市道路の構造の技術的基準等を
定める条例、所沢市移動円滑化のために必要な道路の構造
に関する基準を定める条例

106,000千円

道路法、道路構造令、道路交通法、所沢市道路の構造の技
術的基準等を定める条例、所沢市移動円滑化のために必要
な道路の構造に関する基準を定める条例

14,657千円

R1予算現額

街路樹管理事業

根拠法令 R2予算現額

105,000千円

R2正規職員
人件費

R1その他職員
従事割合

期間 0.75 人

重要 法定受託事務 法定受託＋附加

0.00 人

R2決算額（見込み）

43,752千円

R1決算額

根拠法令

事業の目的及び具体的な内容

R2予算現額

0.70 人

44,290千円

R3目標

①補助額　2,949,000円
　 補助灯数　116灯
②補助額　20,467,900円
　 補助灯数　13,333灯
③　7,068灯

R2目標

43,701千円

R1正規職員
人件費防犯灯維持管理・

補助事業
0.80 人

所沢市防犯灯補助要綱 44,290千円

非常勤
特別職

S53～ 6,126千円

【目的】夜間における道路上での犯罪被害の防止。
【内容】自治会等が設置、維持管理する防犯灯に対し新
設費（交換を含む）及び維持管理費の一部を助成するこ
とにより防犯灯の設置が促され、防犯効果の増大が図
られるとともに、安全な都市空間を実現することになる。

R2その他職員
従事割合

24,006千円 23,468千円

6,650千円 臨時職員 0.00 人 R2実績

24,006千円 23,417千円

指標名

①新設費補助金　補助額
　　　　　　　　　　　　補助灯数
②維持管理費補助金補助額
　　　　　　　　　　　　補助灯数
③リース防犯灯数

目標値：予算額
実 　績：補助金交付額

R1目標 R1実績

R2年度に改善した点

目標値：予算額
実 　績：補助金交付額

事前に新設要望調査を行うことで、公平に
設置している。また、前年度に補助金を利
用し増加した防犯灯の維持管理費補助業
務が適切に執行できた。

目標達成済

事業達成に向けての現在の課題及び今
後の課題解決に向けた取り組み

R2目標値が未達成の理由・分析

防犯灯LED化整備事業により、ほとんどの
防犯灯がLED灯となったが、デザイン灯や
増設については、補助金の活用を検討し
ている自治会・町内会等があるため、LED
化率100％を達成するために、予算の範囲
内で効率的な補助金の交付方法を検討し
ていく。

目標設定の考え方・根拠

A

防犯灯補助金については、各自治
会等からのLED化の要望が多く、す
べての要望に応えることはできな
かったが、防犯灯LED化整備事業
と合わせて、LED化の促進を図るこ
とで、ほとんどの防犯灯をLED灯に
することができ、安全なまちづくりに
資することができた。

自治事務

5,718千円 100件

建設
総務
課

実施計画ランク 事業の種別

一
般

24,006千円

建設
総務
課

実施計画ランク

R2その他職員
従事割合

150件

非常勤
特別職

0.00 人 200件

134,757千円

会年職員
期間

S53～

R1予算現額

0.00 人

【目的】歩行者、自転車及び車両の夜間交通の安全確
保及び円滑かつ快適な利用を図る。
【内容】
道路照明灯の新設・維持管理を行う。また、リース対象
の8,602灯についてはリース料を支払う。

112件

5,818千円 臨時職員 0.00 人

R1決算額

①89件

②89件

③10,766灯

R2目標 R2実績

89件

0.70 人

R2正規職員
人件費

R3目標

①必要な修繕数

②修繕実施数

③電気料支払い灯数

修繕完了灯数

132,314千円

事業の目的及び具体的な内容
R1正規職員
人件費

R1その他職員
従事割合

R1目標 R1実績

137,702千円

自治事務

R2年度に改善した点

目標値：想定される修繕灯数
実績：修繕実施灯数

ソーラーエネルギーを利用した照明灯の
設置や水銀灯や隧道灯のＬＥＤ化を進める
など省エネルギーに配慮した修繕を進め
た。また老朽化した設備の長寿命化を進
めるなど、道路環境整備に努めた。

事業達成に向けての現在の課題及び今
後の課題解決に向けた取り組み

歩行者、自転車及び自動車の夜間通行の
安全確保。円滑かつ快適な利用を図るた
め、道路照明灯の効率的な設置・維持管
理を行っていく。
また,非LED灯（デザイン灯等）のLED化を
進めていく。

目標達成済
（目標値は想定される修繕数であり、実施の修
繕灯は目標値を下回っているが、修繕自体が少
ないことが良いとの判断から達成済みとした。）

R2目標値が未達成の理由・分析

指標名

道路照明灯維持管
理事業

目標設定の考え方・根拠

A

市管理の道路照明灯の修繕につい
て、迅速な修繕により適正な維持
管理をすることができた。
道路照明灯LED化整備事業による
リース物件の道路照明灯の維持管
理については、リース事業者と連携
し効率的管理が行われた。

根拠法令 R2予算現額 R2決算額（見込み）

所沢市照明灯設置基準

重要 法定受託事務 法定受託＋附加 139,552千円

事業の種別

一
般

道路
維持
課

実施計画ランク

Ｈ３０～

事業の種別

一
般

R1予算現額 R1決算額

R3目標

R1その他職員
従事割合

R1目標

指標名

R2決算額（見込み）

歩道内における歩行者と自転車の接触事故の軽減を目
的として歩行者と自転車の分離により、安全性を確保す
るとともに地域のニーズに応じた自転車通行レーンを整
備する。

自転車レーン整備
事業

根拠法令 R2予算現額

法定受託＋附加 56,226千円

7,760千円

優先 自治事務 法定受託事務

自転車レーン整備の実施延長（ｍ）
歩行者・自転車の通行の安全性を確保するた
め、道路状況に応じた自転車レーンを整備する
ため、その整備延長をもって指標とする。

道路状況に応じて自転車レーンを整備し
た。

10,824千円

13,464千円

R2目標値が未達成の理由・分析 -

R2年度に改善した点

R2目標

5,525ｍ

期間 0.95 人

R1正規職員
人件費

事業の具体的な内容及び目的

会年職員 0.00 人

①自転車レーン設置工事

R1実績

歩行者と自転車を分離することで
安全性を確保した。

目標設定の考え方・根拠

自転車レーンの設置には、道路幅員があ
る程度確保されないと設置が難しいのでで
きるところから整備していく。

R2正規職員
人件費

R2その他職員
従事割合

5,907ｍ

R2実績

　当初、市道2-1210号線（旧2-993号線）自転車
レーン設置工事については、東所沢中央交差点
から武蔵野線のアンダーパスをくぐり東所沢四
丁目交差点までの計画であったが、アンダーパ
スの車道側を通行する際の安全性を関係機関
と協議したところ、自転車を歩道へ誘導する方
向に変えたことから、施工距離が短くなり計画距
離が未達となった。

3,697ｍ
事業達成に向けての現在の課題及び今
後の課題解決に向けた取り組み

R1予算現額

0.00 人

非常勤
特別職

0.00 人 3,337m

24,271千円

2.92 人

会年職員

①1088.4ｍ

7,444m

１１．住み続
けられるまち

づくりを

どのように貢献したか

１６．平和と
公平をすべ
ての人に

７．エネル
ギーをみん
なにそしてク

リーンに

１１．住み続
けられるまち

づくりを

１３．気候変
動に具体的
な対策を

３．すべての
人に健康と

福祉を

１１．住み続
けられるまち

づくりを

どのように貢献したか

歩行者と自転車との接触
事故の軽減を図った。
徒歩や自転車での移動促
進に寄与した。

１１．住み続
けられるまち

づくりを

どのように貢献したか

７．エネル
ギーをみん
なにそしてク

リーンに

補助金交付により地域の
防犯灯設置を促進し、住み
やすい住環境づくりに寄与
している

ソーラーパネルを電源とし
た照明灯の設置、水銀灯
のＬＥＤ化

どのように貢献したか

都市景観の形成や防災の
機能を保ち、人のためのみ
ち（空間）スポットオアシス
を創出した

１５．陸の豊
かさを守ろう
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第６章　自然と調和する住みよいまち  第３節　道路

実施手法等
の工夫により
貢献できた
項目(任意)

事業自体が
貢献する
項目

現状の課題
総合
評価

評価
理由

成果指標活動実績(R2)

SDGsへの貢献
(最大3つ)

評価及び次年度以降に向けた課題・取り組みなど成果

所属
名称

経費

投入コスト
会
計

事務事業名称 事業概要（全体）

項目名

■ □ □

実績

評価者

課長　相沢　渉

項目名

■ □ □

実績

評価者

課長　相沢　渉

0.00 人

632,825千円

0.00 人

23,689千円
①1橋

②6橋

③3回

3 3

臨時職員

会年職員
期間 2.85 人 R3目標

R2その他職員
従事割合

1

建設から長い年月が経過した橋りょうの老朽化に対し、
定期的な点検を実施し、その結果から補修等を行うとと
もに耐震性の向上を図ることで更なる安全性を確保す
る。
所沢市橋りょう長寿命化修繕計画に基づき、修繕を計
画的に進めることで橋りょうを延命化し、維持管理費用
の縮減を図る。

2.85 人

Ｈ２５～ 23,279千円 1

R1実績

非常勤
特別職

指標名

0.00 人

R2年度に改善した点

修繕した橋りょう数

A

目標設定の考え方・根拠

橋りょうの安全確保を目的とするため、点検によ
り補修等が必要な橋りょうの修繕工事数を指標
とする。

82,111千円

①橋りょう修繕

②橋りょう修繕設計

③管理者協議（河川・鉄道等）

事業の具体的な内容及び目的

根拠法令

道路法、道路構造令、所沢市道路の構造の技術的基準等を
定める条例、所沢市移動円滑化のために必要な道路の構造
に関する基準を定める条例

59,010千円 57,964千円

R1正規職員
人件費

R1その他職員
従事割合

R2決算額（見込み）

平成28年度より実施していた法定定期点
検の一巡目が終了したことから、その点検
結果にもとづき令和元年度に見直しを行っ
た「所沢市橋梁長寿命化修繕計画」に沿っ
て、事業を進めた。
令和２年度については、健全度がⅢ判定
（早期に措置を講ずべき状態）であった桜
淵橋の修繕工事を実施した。

目標達成済み

事業達成に向けての現在の課題及び今
後の課題解決に向けた取り組み

R2目標値が未達成の理由・分析

R2目標 R2実績

1

令和３年度からは、道路法で定められてい
る５年に１回の近接目視による定期点検
の二巡目が開始される。また、所沢市橋
りょう長寿命化修繕計画」に基づき、予防
保全の観点から計画的な点検、診断、修
繕を実施することで、引続きライフサイクル
コストの縮減を図っていく。

これまでの定期点検の診断結果を
もとに、「所沢市橋りょう長寿命化
修繕計画」の見直しを行い、優先順
位を見定めて、計画的な修繕を
行っている。R1目標

R1決算額

0.00 人

道路
維持
課

実施計画ランク 事業の種別

一
般

R1予算現額

R2予算現額

R2正規職員
人件費

橋りょう長寿命化修
繕事業

Ｓ２５～ 95,974千円

優先 自治事務 法定受託事務 法定受託＋附加 123,241千円

期間 11.75 人 R3目標

100.0%

①要望・通報件数

②道路補修改修工事

③道路清掃

要望・通報に対する処理割合

98.0%

R1目標

0.00 人

会年職員

事業達成に向けての現在の課題及び今
後の課題解決に向けた取り組み

93,510千円 臨時職員 0.00 人 ①2,788件

②11路線　1782.9km

③路面清掃 12路線 26.6ｋｍ
　桝清掃     89箇所　
　U字溝清掃 312ｍ

R2目標

道路の老朽化及び市民要望ともに今後も
増加していく傾向にあるため、修繕や工事
の優先順位を定め計画的に実施していく
必要がある。

非常勤
特別職

R2その他職員
従事割合

100.0%

R2年度に改善した点指標名

修繕方法が個人では判断が難しい場合な
ど、現場の状況等をグループ内で話し合
い、より効果的かつ経済的となるよう工夫
を凝らしている。

98.9%

多様化・複雑化している要望が多くなり、解決に
いたるまで多くの時間を要する案件や財政状況
により年度内に完了できていない案件があるた
め。

A

R2実績

市民からの通報や道路パトロール
により、道路の危険状況を把握し、
迅速に修繕を行うことにより、事故
防止に努める。

目標設定の考え方・根拠

老朽化した道路を修繕することが目的のため、
要望・通報件数に対して処理した件数の割合を
指標とする。

R1その他職員
従事割合

老朽化が進行した道路や、機能が低下した道路施設を
計画的に修繕し、道路利用者の安全を確保するととも
に、沿道の生活環境の改善を目指す。

11.25 人

R1実績

100.0%

R2目標値が未達成の理由・分析

632,976千円

事業の具体的な内容及び目的

R2正規職員
人件費

R1決算額R1予算現額

道路施設維持管理
事業

根拠法令 R2予算現額 R2決算額（見込み）

684,017千円 683,598千円

R1正規職員
人件費

重要 自治事務 法定受託事務 法定受託＋附加

道路法、道路構造令、所沢市道路の構造の技術的基準等を
定める条例、所沢市移動円滑化のために必要な道路の構造
に関する基準を定める条例

道路
維持
課

実施計画ランク 事業の種別

一
般

安心安全に利用してもらう
ため、老朽化した橋梁等の
修繕工事を実施した。

どのように貢献したか

道路の保全と通行の安全
確保を行った。

１１．住み続
けられるまち

づくりを

どのように貢献したか

１１．住み続
けられるまち

づくりを
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第６章　自然と調和する住みよいまち  第４節　交通政策

項目名

■ □ □

実績

評価者

障害福祉課長　斉藤　邦彦

項目名

■ □ □

実績

評価者

都市計画課長　髙野　淳

項目名

■ □ □

実績

評価者

都市計画課長　髙野　淳

項目名

■ □ □

実績

評価者

都市計画課長　髙野　淳

どのように貢献したか

ところワゴンのルート検討
やところバスのルート見直
しについて地域住民と検討
を行った。

７．エネル
ギーをみん
なにそしてク

リーンに

１１．住み続
けられるまち

づくりを

どのように貢献したか

視覚障害者用誘導ブロック
の設置により、誰もが移動
しやすい歩道となった。

１１．住み続
けられるまち

づくりを

17.パート
ナーシップで
目標を達成

しよう

どのように貢献したか

市民の日常生活のために
バスを利用いただくととも
に、マイカーの利用抑制に
よる温室効果ガスの排出
削減に貢献した。

３．すべての
人に健康と

福祉を

１１．住み続
けられるまち

づくりを

SDGsへの貢献
(最大3つ)

所属
名称

経費

投入コスト
会
計

事務事業名称 事業概要（全体）

活動実績(R2)

評価及び次年度以降に向けた課題・取り組みなど成果

現状の課題
総合
評価

評価
理由

成果指標

都市
計画
課

実施計画ランク 事業の種別

一
般

R1予算現額

根拠法令 R2予算現額

所沢市地域公共交通協議会条例,所沢市地域公共交通庁内検討委
員会設置要綱,所沢市地域公共交通アドバイザー設置要綱 24,254千円

10,764,000人

10,283,201人

R2目標値が未達成の理由・分析

7,492,632人

R3目標

R2実績

10,754,000人

三ケ島地区については、利用者の増加を
図る。
富岡・柳瀬地区については、地域住民と
コースの検討を進め、利便性が高く効率的
な公共交通の検討を進める。

市内の地域公共交通年間利用者数

指標名

市内の路線バス及び市内循環バス（ところバス）
年間合計利用者数

①３回

②６回

10,774,000人

目標設定の考え方・根拠

Ｂ

新型コロナウイルスの影響で利用者数が減少し
たため。

事業達成に向けての現在の課題及び今
後の課題解決に向けた取り組み

三ケ島地区でところワゴンの運行を開始し
た。
柳瀬・富岡地区でところワゴンの導入に向
けて地域住民と検討を行っている。

R2その他職員
従事割合

R1実績

R2目標0.00 人

三ケ島地区で地域住民と協働のも
と、新たな地域公共交通（ところワ
ゴン）の実証運行を開始した。

R2年度に改善した点

R2決算額（見込み）

20,967千円

H26～ 15,928千円

期間 1.95 人

地域公共交通検討
事業

R1正規職員
人件費

事業の具体的な内容及び目的

13,299千円

1.60 人

R2正規職員
人件費

市内における地域公共交通の持続可能性・利便性を向
上させることを目的として、庁内検討委員会や地域公共
交通協議会を開催し、地域公共交通の方向性について
総合的に検討する。また、所沢市地域公共交通アドバイ
ザーの活用や先進事例の視察等により、職員の知識向
上を図る。

非常勤
特別職

①公共交通会議の開催

②アドバイザ―の活用

最優先 自治事務 法定受託事務 法定受託＋附加 997千円

R1その他職員
従事割合

0.00 人

R1決算額

R2その他職員
従事割合

100.0%

464千円

臨時職員

R1目標

R1決算額

0.00 人

0.00 人

0千円

都市
計画
課

実施計画ランク 事業の種別

一
般

R1予算現額

交通バリアフリー推
進事業

根拠法令

0千円-

目標設定の考え方・根拠

A

平成16年度からの事業継続により、ほとんどの
項目で事業が実施されているが、施設管理者、
周辺地権者及び道路状況等により、実施困難な
場所が見られる。

97.0%

①149事業

②95%
97.0%

指標名

①特定事業のうち、継続中又
は実施済の事業数
②ノンステップバス導入率

継続中又は実施済の特定事業数の割合

R1目標

成果指標の目標値をほぼ達成して
おり、バリアフリーの促進について
一定の成果があげられていると考
えている。
今後については、継続事業及び未
完了の項目について各事業者等に
働きかけ、誰もが移動しやすいまち
づくりの促進に努めたい。

R2年度に改善した点

R2決算額（見込み）

R1実績

R2実績

「所沢市交通バリアフリー基本構想」に基づく特
定事業の総数（154事業）に対する、継続中又は
実施済の特定事業数の合計を成果指標として
いる。

基本構想上、準特定経路に位置付けられ
ている、所沢駅東口広場の歩道において、
視覚障害者誘導用ブロックの整備を行っ
た。

事業達成に向けての現在の課題及び今
後の課題解決に向けた取り組み

「所沢市交通バリアフリー基本構想」に基
づき、継続事業及び未完了の項目につい
て、公共交通事業者、道路管理者等に対
し、事業の推進・継続を働きかけ、その進
捗状況を把握していく。また、その他の要
望についてもその都度対応していく。

R2目標値が未達成の理由・分析

0.10 人

R2予算現額

事業の目的及び具体的な内容
R1正規職員
人件費

665千円 臨時職員

R2正規職員
人件費

R1その他職員
従事割合
非常勤
特別職

重要 自治事務 法定受託事務 法定受託＋附加 0千円

0.00 人

0千円

R3目標

H16～ 817千円

高齢者や障害者をはじめとした全ての人が、公共交通
機関などを利用した移動にあたって、利便性及び安全
性向上を促進させるため、平成16年3月に「所沢市交通
バリアフリー基本構想」を作成した。これに基づき、特定
事業の進捗状況を管理し、市のHPで情報提供を行うこ
とにより、誰もが移動しやすいまちづくりの促進を目指
す。

0.08 人

100.0%

R2目標

100.0%

期間

149,929千円 145,620千円

R1正規職員
人件費

実施計画ランク

1.45 人

11,844千円

臨時職員

173,199千円

都市
計画
課

優先 自治事務

市民の公共施設利用の利便性向上、市内の交通不便
地域の解消、及び高齢者・障害者をはじめとする交通弱
者対策を図ることを目的とし、市内の４路線６コースにお
いて、１日計５４便のバスを運行している。

期間

事業の種別

H１０～

一
般

R1予算現額

市内循環バス（とこ
ろバス）運行事業

根拠法令 R2予算現額

法定受託＋附加

-

1.50 人

12,468千円

R2正規職員
人件費

R2目標値が未達成の理由・分析

指標名

法定受託事務

目標設定の考え方・根拠

事業の目的及び具体的な内容
R1その他職員
従事割合

①年間総利用者数

②年間運行便数

③特別乗車証、及び免許返納
に伴う無料乗車券の利用者数

169,288千円

R1決算額

R2決算額（見込み）

0.00 人
①280,193人

②19,386便

③194,410人

R2目標

会年職員 0.00 人

非常勤
特別職

0.00 人

R2その他職員
従事割合

R2年度に改善した点

年間総利用者数

バス運行事業の目的のとおり、公共施設利用
者、交通不便地域の住民や、高齢者・障害者な
ど、多くの方に利用されているかを計るため、年
間総利用者数を成果指標としている。

4月から5月にかけての緊急事態宣言の影
響により利用者数が大幅に減少したことを
受け、免許返納に伴う無料乗車券の有効
期間を最大2か月間延長し、ところバスの
利用促進を図った。

R1目標 R1実績
Ｂ

新型コロナウイルスの感染拡大に
伴い、前年度の利用実績を大幅に
下回るとともに、運行本数や運行距
離といった利便性の面で課題があ
るため。

R2実績

388,000人 280,193人

320,000人

事業達成に向けての現在の課題及び今
後の課題解決に向けた取り組み

運行本数、運行距離といった課題がある
一方で、運転手不足の問題も全国的に深
刻となっていることから、現在の事業規模
を維持しつつ市民の利便性向上を図れる
よう、運行の改善、効率化を目指していく。

R3目標

新型コロナウイルスの感染拡大に伴い、前年度
の利用実績を大幅に下回った。

383,000人 390,595人

事業の具体的な内容及び目的

事業自体が
貢献する
項目

実施手法等
の工夫により
貢献できた
項目(任意)

1,413千円 臨時職員 0.00 人 現行の駅ボランティア体験会は、参加者が
白杖や車いすの利用方法など視覚障害者
や車いす利用者の手助けを疑似体験する
際に密になる機会が多いため、コロナ禍に
おける体験会の実施方法を検討する必要
がある。

駅ボラ証の有効期限を延
長することにより、駅ボラ証
の保有者数を維持した。

障害
福祉
課

実施計画ランク 事業の種別

一
般

R1予算現額

駅ボランティア事業

R1決算額

43千円

３．すべての
人に健康と

福祉を新型コロナウイルス感染拡大防止の観点
からすべての事業を中止したことにより、
有効期限切れとなる駅ボラ証が更新でき
ず、保有者数が減ってしまうため、駅ボラ
証の有効期限を１年間延長することで、保
有者数を維持し、活動を継続してもらうこと
とした。

新型コロナウイルス感染拡大防止
の観点からすべての駅ボランティア
体験会及びフォローアップ研修会を
中止したため。

R2年度に改善した点指標名 目標設定の考え方・根拠

どのように貢献したか

重要 自治事務 法定受託事務 法定受託＋附加 80千円

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　－ 81千円

根拠法令 R2予算現額

R1正規職員
人件費

R1その他職員
従事割合

R1目標

①駅ボランティア体験会等参
加者数

駅ボランティア体験会等参加者数

2千円

R2決算額（見込み）

R2目標値が未達成の理由・分析

事業達成に向けての現在の課題及び今
後の課題解決に向けた取り組み

－
－

新型コロナウイルス感染拡大防止の観点からす
べての駅ボランティア体験会及びフォローアップ
研修会を中止したため。

R1実績

駅ボラ証の有効期限が２年間となっており、駅ボ
ラ証の保有者数が減少しないようにするため、
前年度の実績を下回らない人数を設定した。

１１．住み続
けられるまち

づくりを

期間 0.20 人 R3目標

H16～

①0人

R2目標

1,634千円 111人

R2正規職員
人件費

111人

R2実績
総合的な福祉のまちづくりの推進の一環として、鉄道駅
等の場所で、身体障害者等が安全で快適に移動できる
よう支援を行う駅ボランティアを養成することを目的とし
事業を実施。

会年職員 0.00 人

会年職員

0人
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会年職員 0.00 人

R2その他職員
従事割合

0.17 人
非常勤
特別職

0.00 人 －
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第６章　自然と調和する住みよいまち  第４節　交通政策

SDGsへの貢献
(最大3つ)

所属
名称

経費

投入コスト
会
計

事務事業名称 事業概要（全体）

活動実績(R2)

評価及び次年度以降に向けた課題・取り組みなど成果

現状の課題
総合
評価

評価
理由

成果指標
事業自体が
貢献する
項目

実施手法等
の工夫により
貢献できた
項目(任意)

項目名

■ □ □

実績

評価者

都市計画課長　髙野　淳

項目名

■ □ □

実績

評価者

防犯交通安全課長　粕谷　広和

１１．住み続
けられるまち

づくりを

どのように貢献したか

公共交通の不便地域改善
による持続可能な街づくり
に向けて取り組んだ。

１１．住み続
けられるまち

づくりを

どのように貢献したか

駅及び周辺施設等を安全
に利用していただくため、
西口開設に関する協定締
結に向けた協議を行った。

防犯
交通
安全
課

実施計画ランク 事業の種別

一
般

西所沢駅西口改札
口開設事業

期間

Ｈ17～

根拠法令

最優先

事業に係る整備面積

R1その他職員
従事割合

R1目標

R2予算現額 R2決算額（見込み）

-

事業の目的及び具体的な内容
R1正規職員
人件費

86,075千円

事業達成に向けての現在の課題及び今
後の課題解決に向けた取り組み

鉄道事業者との協議において、駅舎等整
備の方向性や西口開設後の安全対策等
が課題となっている。今後、さらに具体的
な協議を行い、早期に基本協定を締結し、
設計、整備等に向け取り組む。

①事業に係る整備面積

②鉄道事業者交渉回数

R2目標値が未達成の理由・分析

非常勤
特別職

0.00 人

63,638千円
令和元年度中に、自由通路等整備
の方向で鉄道事業者との基本協定
を締結する予定だったが、整備方
針の変更などを受け、次年度も継
続して協議することとなった。B

西所沢駅西口開設の早期実現に向け、今後、
各整備項目についての整備が必要となることか
ら、対象となる工事等の面積を成果指標として
いる。

目標設定の考え方・根拠

551.10㎡

自治事務 法定受託事務 法定受託＋附加 41千円 3千円

R1予算現額 R1決算額

R1実績

会年職員 0.00 人

指標名

R3目標

551.10㎡

R2年度に改善した点

551.10㎡

R2目標

西所沢駅西口周辺の安全対策である市道
５－３２１号線拡幅のための用地の取得を
一部行った。同駅西口開設に関する基本
協定の早期締結に向け、鉄道事業者との
協議を引き続き行った。

目標達成済

R1決算額

非常勤
特別職

都市
計画
課

実施計画ランク 事業の種別

重要

事業の具体的な内容及び目的

H5～

東武東上線と西武池袋線に挟まれた鉄道不便地域の
解消を目的として、練馬区、新座市、清瀬市、所沢市で
構成する「都市高速鉄道12号線延伸促進協議会（以下
「協議会」という）」を開催し、また延伸促進の早期実現
に向け、東京都及び埼玉県へ要望活動を実施する。期間

都市高速鉄道12号
線導入促進事業

根拠法令 R2予算現額

2,161千円

自治事務 法定受託事務 法定受託＋附加 36千円

一
般

R1正規職員
人件費

指標名

①会議開催

②要望活動

延伸距離（光が丘駅～東所沢駅）

- 36千円

R1目標 R1実績

R2決算額（見込み）

34千円

R1予算現額

平成28年度に出された交通政策審
議会答申をもとに、光が丘から東
所沢までの延伸を「一体整備」とし
て進めていくため、埼玉県と東京都
に対する要望活動を行うとともに、
課題整理のために勉強会を実施し
ている。
引き続き、協議会と連携を図り、課
題解決に向けた取組みを行ってい
く。

R2年度に改善した点

光が丘駅から東所沢駅までの延伸距離
幹事会・協議会についてコロナウイルス感
染症対策のため書面開催とした。

事業達成に向けての現在の課題及び今
後の課題解決に向けた取り組み

鉄道の延伸については、街づくりの観点か
らも重要な事業であり、延伸実現に向けて
関係自治体と協力し、要望活動や交通政
策審議会答申に打ち出された課題等の解
決に向け、調査研究を引き続き進めてい
く。

交通政策審議会の答申で、「一体整備」として評
価され、協議会において検討を進めているが、
延伸距離としては、整備事業等の進捗によるも
のであるため。

R2目標値が未達成の理由・分析

目標設定の考え方・根拠

Ｂ

30千円

①３回

②２回

R2目標 R2実績

0km12.7km

0.00 人

地元自治会等からの請願が提出され、市議会で採択さ
れたことなどを受け、西所沢駅利用者の利便性向上及
び安全性確保を目的として取り組んでいる。
令和元年度は、東西自由通路等を整備する方向で鉄道
事業者と基本協定を締結する予定だったが、当初の想
定よりも整備費及び期間が増大する見込みとなったこと
から、西口改札口を開設する方向に変更となった。現
在、改めて基本協定の早期締結に向け、鉄道事業者と
の協議を継続している。

R2正規職員
人件費

R2その他職員
従事割合

15,128千円 臨時職員

12.7km

1.82 人

1.80 人

551.10㎡

①551.10㎡

②49回

0.26 人

12.7km

0.00 人

0.20 人 R3目標

0km

551.10㎡

R2実績

14,702千円

1,634千円

R2正規職員
人件費

R2その他職員
従事割合

0.00 人

R1その他職員
従事割合

臨時職員

会年職員 0.00 人
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項目名

■ □ □

実績

評価者

経営課長　田島　幸雄

項目名

■ □ □

実績

評価者

窓口サービス課長　細田　和彦

項目名

■ □ □

実績

評価者

総務課長　山下　哲

項目名

■ □ □

実績

評価者

給水管理課長　村田　孝之

R2その他職員
従事割合

R2その他職員
従事割合

R2決算額（見込み）

会年職員 0.00 人

１６．平和と
公平をすべ
ての人に

１２．つくる責
任　つかう責

任

１６．平和と
公平をすべ
ての人に

６．安全な水
とトイレを世

界中に

１３．気候変
動に具体的
な対策を

どのように貢献したか

人流の削減とペーパーレス
に貢献した

９．産業と技
術革新の基
盤を作ろう

どのように貢献したか

安全な水道水の供給と、非
常時を見据えた自己水源
の確保

１１．住み続
けられるまち

づくりを

４．質の高い
教育をみん

なに

１０．人や国
の不平等を

なくそう

どのように貢献したか

－

優先

R1正規職員
人件費

収納に伴う費用が安価である口座振替への加入を促進し、中
長期的に費用の削減を図ることを目的とする。
①口座振替登録者を対象とした景品抽選の実施(申込用紙・
返信用封筒送付)
②各取扱金融機関に啓発ポスター・卓上のぼりの設置を依頼
③検針時の普及活動

R2実績

R2目標値が未達成の理由・分析

72.54%

R1実績

自治事務

指標名

期間 0.10 人 R3目標

74.00%

R2目標

口座振替促進事業

根拠法令 R2予算現額

R1その他職員
従事割合

目標設定の考え方・根拠

Ｂ

口座振替率の実績からは、一定の
成果が継続して得られていると考え
られるが、目標値が未達成であっ
た。
今後も収納費用の削減に向け事業
に取り組んでいく。

628千円

R1決算額

①47,063戸

②123,989戸

新規契約者の口座振替割合が低いため、上半
期に新規契約した納付書払いのお客様を対象
に"ところざわの水"紙パックを抽選景品として個
別通知を送付した。結果は、前年度実績より微
増したことから一定の効果はあったと考えられる
が、目標値には達していない。個別通知による
効果を検証しつつ、更に効果的な方法を検討す
る必要がある。73.51%

309千円

R2年度に改善した点

①納入通知書戸数

②口座振替登録戸数

口座振替率
(口座振替収納件数／収納総件数×100)

口座振替率は減少傾向にあるため、R3年度か
らはH29年度の数値(73.51%)まで増加することを
目指す。

上半期の契約者約3,700人に対し、"ところ
ざわの水"紙パックを抽選景品として、個
別通知(申込用紙・返信用封筒)を送付し
た。

新規契約者の口座振替割合を増やすこと
が課題である。令和2年度実施の新規契
約の納付書払いのお客様を対象とした個
別通知に効果が見込まれることから、令和
3年度は、対象件数を増やして実施する予
定である。

74.00%

72.57%

R1目標

事業達成に向けての現在の課題及び今
後の課題解決に向けた取り組み

法定受託事務 法定受託＋附加

H29～ 817千円

831千円

0.10 人

504千円

企
業

R2正規職員
人件費

628千円

SDGsへの貢献
(最大3つ)

所属
名称

経費

投入コスト
会
計

事務事業名称 事業概要（全体）

活動実績(R2)

評価及び次年度以降に向けた課題・取り組みなど成果

現状の課題
総合
評価

評価
理由

成果指標

R1決算額

R1その他職員
従事割合

臨時職員 0.00 人

非常勤
特別職

0.00 人

0千円

0.62 人

0.00 人臨時職員

会年職員
4,084千円

R1予算現額

R2正規職員
人件費

0.00 人

0.50 人

R2その他職員
従事割合

窓口
サー
ビス
課

実施計画ランク 事業の種別

地方公営企業法・水道法・所沢市水道事業給水条例

R1決算額R1予算現額

自主財源確保促進
事業(長期的債券運
用・未利用地利活
用・旧水道庁舎用地
利活用・検針票広
告)
【水道】

根拠法令 R2予算現額

経営
課

実施計画ランク 事業の種別

期間

事業の目的及び具体的な内容

水道及び下水道の理解を深めてもらうとともに、生活に
欠かせない水が限りある資源であることや形を変えなが
ら陸・海・空を循環していること（水の循環）などを知るこ
とにより、水の大切さに気付き、さらには地球の環境保
全に対する意識を高めてもらうことを目的とし、市内の小
学校に上下水道局職員を派遣し、啓発用パンフレット
「所沢の水道と下水道」等を使用して、上下水道に関す
る出前教室を行う。

H29～

水道事業の資産を有効活用し、自主財源の確保により
経営の活性化を図り、企業経営の健全化に努めるもの
である。
➀長期的債券の購入・運用
➁未利用地の売却・貸付け
③旧水道庁舎用地の貸付け
④検針票を活用した企業等の広告掲載
⑤一般・特別会計に係る基金との共同運用(定期預金)

上下
水道
局総
務課

実施計画ランク 事業の種別

企
業

R1予算現額

5,652千円

1,797千円

0.22 人

H28～

R1正規職員
人件費

指標名 目標設定の考え方・根拠

－

優先 自治事務 法定受託事務 法定受託＋附加 30千円 7千円

①実施校数（市内小学校数）

②児童の満足度・理解度

R2年度は新型コロナウイルス感染
対策で6月1日まで学校が閉鎖さ
れ、その後も分割登校などの実施
により、さらに授業の遅れが生じる
ことが見込まれ、出前教室事業実
施への小学校の協力を求めること
が難しいこと、新型コロナウイルス
感染症の収束が見通せないことか
ら、出前教室事業を中止した。

R2年度に改善した点

①より多くの学校で水道・下水道を学習し、それ
に役立ててもらうべく、実施校数を指標とする。
②水道及び下水道への理解度、地球環境保全
への意識向上度を量るため、出前教室を受けた
児童の満足度・理解度を指標とする。

R2年度は新型コロナウイルス感染の影響によ
り、出前教室事業を中止したため。

－

事業達成に向けての現在の課題及び今
後の課題解決に向けた取り組み

R3年度は、講師のマスク着用、実験器具
の消毒等の新型コロナウイルス感染症対
策を講じた上で、出前教室事業を実施す
る。

R2目標値が未達成の理由・分析

0.00 人

①出前教室実施校数（令和2年度まで）
②出前教室を受けた児童の満足度・理解度（令
和3年度から）

出前教室実施事業

根拠法令 R2予算現額 R2決算額（見込み）

特になし 30千円

R1実績事業の具体的な内容及び目的

R2実績

R2正規職員
人件費

18校以上 0校

18校

児童の満足度・理解
度各80％以上

R3目標

①0校（32校）

②－

R2目標臨時職員

R1予算現額

11,550千円

R1正規職員
人件費

会年職員 0.00 人

R1目標

0.68 人
非常勤
特別職

0.00 人 15校以上

9,130千円

①取水井の保全

臨時職員 0.00 人

①428万m3

給水
管理
課

実施計画ランク 事業の種別

企
業

目標達成済

事業達成に向けての現在の課題及び今
後の課題解決に向けた取り組み

R2目標値が未達成の理由・分析

市内３５か所ある井戸は、削井後約４０年
を経過しているものが多く、今後も計画的
に事業を実施し、取水井の保全に努めて
いく。

取水井保全事業

地下水の揚水量

333万㎥1.13 人

水道法

会年職員

目標設定の考え方・根拠

A

渇水時や災害時などの水源として
も活用できるよう、取水井の清掃及
び機能診断を行い、適正揚水量で
運用することができた。

根拠法令 R2予算現額

R2年度に改善した点

渇水時や災害時に活用できるよう、自己水源で
ある取水井戸内部の清掃及び機能診断を行うと
ともに、取水井の機能維持及び水質保全のた
め、適正揚水量で運用する

点検・清掃の結果を、取水井の修繕実施
や堀替え方針の検討に活用した。

R2決算額（見込み）

11,550千円

R1決算額 指標名

R1その他職員
従事割合

R1目標

優先 自治事務 法定受託事務 法定受託＋附加 9,592千円

事業の具体的な内容及び目的

428万㎥

R2実績

期間 1.10 人 R3目標

H5～

9,393千円 R2目標

0.00 人

R1実績

非常勤
特別職

0.00 人 350万㎥

R2その他職員
従事割合

350万㎥

350万㎥

R2正規職員
人件費

8,985千円

取水井（35箇所）の清掃及び機能診断を毎年２か所実施
する。取水井の機能維持及び水質保全のため揚水量
10,000㎥/日で運用する。

R1正規職員
人件費

地方公営企業法、地方公共団体の健全化に関する法律
地方自治法第235条の4、地方公営企業法施行令第168条の6
所沢市上下水道局印刷物広告の掲載に関する要綱

1,480千円 579千円

事業の具体的な内容及び目的

財源として収益を確保することを目標とする。

R1その他職員
従事割合

目標達成済

R2年度に改善した点

収益額
※令和２年度から、一般・特別会計に係る基金と
の共同運用による運用益も含めることとした。

未利用地利活用については、立地条件な
どの理由から有効活用が難しく20年以上
売却できなかった南部浄水場関連の土地
を売却できた。
印刷物広告収益については、周知に努め
たことにより応募者が増え、その結果、競
争性が高まり収益が増えた。

R1目標

債券運用、旧水道庁舎用地利活用
及び印刷物広告は、継続して収入
を得ることができ、健全な経営に寄
与した。
未利用地利活用については、大き
な売却益は得られなかったものの、
これまでは必要だった維持管理費
用や荒天時の土のう設置等の対応
が不要になり、また、令和3年度に
売却予定の未利用地の地歴調査
を1年前倒しで実施できた。
一般・特別会計に係る基金との共
同運用については、平成30年度末
から延べ3箇年度に渡る運用とした
ことで、大きな運用益を得ることが
できた。

事業達成に向けての現在の課題及び今
後の課題解決に向けた取り組み

R2目標値が未達成の理由・分析

優先 自治事務 法定受託事務 法定受託＋附加 6,944千円 6,927千円

企
業

5,153千円

期間
0.00 人

11,830千円

実施手法等
の工夫により
貢献できた
項目(任意)

目標設定の考え方・根拠

A

債券運用については、金利動向を注視し、
年利0.55%以上の財投機関債(社会貢献
債、環境債)が発行されれば購入する。
未利用地については、残り2件について1
件の売却と1件の貸付の実現を目指す。
印刷物広告については、今後も引き続き
周知に努め、競争性の向上を図る。

R1実績

17,648千円

R2実績

12,700千円

どのように貢献したか

印刷物広告の周知を図り、
自主財源の確保に努めた

指標名

R3目標

事業自体が
貢献する
項目

①721千円
②23千円
③10,320千円
④182千円
⑤1,454千円

R2目標

①債券運用益
②未利用地利活用売却益
③旧水道庁舎用地利活用貸
付料
④検針票広告収益
⑤定期預金運用益

10,740千円

11,270千円

非常勤
特別職

R2決算額（見込み）
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SDGsへの貢献
(最大3つ)

所属
名称

経費

投入コスト
会
計

事務事業名称 事業概要（全体）

活動実績(R2)

評価及び次年度以降に向けた課題・取り組みなど成果

現状の課題
総合
評価

評価
理由

成果指標

実施手法等
の工夫により
貢献できた
項目(任意)

事業自体が
貢献する
項目

項目名

■ □ □

実績

評価者

経営課長　田島　幸雄

項目名

■ □ □

実績

評価者

水道建設担当参事　　松山　　幹明

項目名

■ □ □

実績

評価者

給水管理課長　村田　孝之

項目名

■ □ □

実績

評価者

給水管理課長　村田孝之

会年職員

会年職員

0.00 人

0.00 人

0.00 人

９．産業と技
術革新の基
盤を作ろう

どのように貢献したか

水道水の安全で安定な供
給を行った。

６．安全な水
とトイレを世

界中に

１３．気候変
動に具体的
な対策を

１１．住み続
けられるまち

づくりを

９．産業と技
術革新の基
盤を作ろう

１１．住み続
けられるまち

づくりを

どのように貢献したか

災害時の安定給水に寄与
している

どのように貢献したか

年２回発行し、水道水の安
全性について、紹介した。

４．質の高い
教育をみん

なに

１０．人や国
の不平等を

なくそう

どのように貢献したか

施設の適切な管理で、水
道水の安全性と安定供給
を行っている

６．安全な水
とトイレを世

界中に

１３．気候変
動に具体的
な対策を

１１．住み続
けられるまち

づくりを

６．安全な水
とトイレを世

界中に

１３．気候変
動に具体的
な対策を

指標名

R1その他職員
従事割合

R1決算額

3,315千円

2回

R1予算現額

①発行回数

会年職員 0.00 人

R1正規職員
人件費

水道
建設
課

実施計画ランク 事業の種別

企
業

（目的）市内全域に安定的に水を供給するとともに災害
に強い施設とするため、老朽管の更新を実施している。
（内容）老朽化が進んでいる水道管について、耐久性の
あるダグタイル鋳鉄管に更新すること及び配水本管の
未整備路線について、耐久性のあるダクタイル鋳鉄管を
新たに布設する。

水道管整備事業

最優先 自治事務

目標設定の考え方・根拠

R2決算額（見込み）

水道法、所沢市水道事業給水条例 4,118,500千円 3,255,576千円

①配水管の更新延長

②配水管の布設延長

整備された配水管延長

R2目標値が未達成の理由・分析

布設及び更新延長の合計（単年度）根拠法令

事業達成に向けての現在の課題及び今
後の課題解決に向けた取り組み

R2目標

R1目標

R2年度は市内の耐震化率を考慮し、全体
的にバランスの取れた更新工事を計画し
た。
R1度に、２７２１.1ｍが未達成となっていた
が、Ｒ２度は２６２７．４ｍを取り戻した。

A

R2年度は目標年間距離を十分達
成している。

R2年度に改善した点

18,000m 15,278.9m

R1実績

R2実績

17.00 人
非常勤
特別職

①18,755.0m

②  1,872.4m

会年職員

0.00 人

141,304千円 0.00 人臨時職員

法定受託事務 法定受託＋附加 3,289,517千円 2,737,334千円

R2予算現額

事業の目的及び具体的な内容
R1正規職員
人件費

R1その他職員
従事割合

事業量や難易度に対応できるよう適正な
人員の配置、職員の育成、工法の検討等
を図り、計画に遅れが生じないように事業
を実施していく。

R2正規職員
人件費

R2その他職員
従事割合

18,000m 20,627.4m

目標値である「157,600ｍ」は10年間の布設・更
新延長の目標となる。R2度は目標距離
「18,000m」に対して、施工実績が「20,627.4ｍ」で
あるため目標を達成している。

138,856千円 16,600m

17.00 人 R3目標

期間

給水
管理
課

実施計画ランク 事業の種別

企
業

水道法、水道施設の技術的基準を定める省令

法定受託事務 法定受託＋附加

H21～

Ｈ２３～

最優先

期間

浄水場整備事業（耐
震補強事業）

根拠法令

自治事務

事業の具体的な内容及び目的
R1正規職員
人件費

R1その他職員
従事割合

495,344千円

配水池等（13池・総有効水量92,000㎥）の耐震診断を順
次行い、その結果に基づき耐震補強設計及び耐震補強
工事を実施し、耐震化する。

非常勤
特別職

0.00 人

1.45 人

R2その他職員
従事割合

40,729千円

11,844千円

314,858千円

目標設定の考え方・根拠R1予算現額 R1決算額

219,370千円
①耐震補強工事
（第一浄水場浄水池）

②耐震補強工事
（西部浄水場配水池2号）

配水池の耐震化率
（耐震対策の施された配水池の有効容量÷対象
配水池等の有効容量）×100

R1目標

291,170千円

R2予算現額

A

R2決算額（見込み）

R1実績

R2目標 R2実績臨時職員 0.00 人

①1池

②1池

指標名

R3目標

令和３年度の西部浄水場の配水池2号の
工事完了で、配水池の耐震化に一定の目
途がつくことから、浄水場施設全体の耐震
化として着水井の耐震化に着手する。

R2目標値が未達成の理由・分析

西部浄水場配水池2号の耐震補強工事は、令和
2年度における単年度工事の計画から、令和3
年度までの2か年の継続事業に変更したことに
よるものである。

９．産業と技
術革新の基
盤を作ろう

安全な水の安定供給と災害に強い
ライフラインを構築するため、2か年
計画で行われていた第一浄水場浄
水池の耐震工事が完了し、成果を
上げた。

R2年度に改善した点

耐震化を進めることが当該事業の目的となって
いるため、耐震化率を指標とする。

第一浄水場浄水池の耐震補強工事に追
加した防水加工により、施設の延命を図る
ことが出来た。

事業達成に向けての現在の課題及び今
後の課題解決に向けた取り組み

71.7% 76.1%

R2目標

93.5% 87.0%

95.1%

R1目標

4,511千円

事業達成に向けての現在の課題及び今
後の課題解決に向けた取り組み

0.00 人

R2目標値が未達成の理由・分析

R3年度は発行頁数を８頁に戻し、１１月実
施の「マンホールサミット」を特集する。加
えて効果的な周知のため、夏号発行を８月
からイベント直前の１０月に変更する。
また、「トコろん」の４コマ漫画に登場する
「所沢しずく」を局マスコットキャラクターとし
て活用するため、著作権の取得を行う。

目標達成済
①2回

2回

2回

0.00 人

R2予算現額

0.54 人

R2年度に改善した点

A

目標設定の考え方・根拠

新型コロナウイルス感染症の影響を受け、
委託業者との調整が困難なことから、8月
に発行する夏号は掲載内容を縮小し、発
行ページ数を半減の４頁とした。

8月発行は、所沢の水道クイズと調整池の役割
を中心に、１２月発行は、イルミネーションマン
ホールと決算のお知らせを中心にした情報を利
用者に提供するため、年に2回の発行を目標とし
た。

広報紙の発行回数

「読んで得する・知って得する」をコ
ンセプトに令和元年度に発行した
広報紙は、わかりやすく上下水道
事業を知っていただく契機となっ
た。
市のイメージマスコットである「トコ
ろん」の４コマ漫画の連載により、
親しみやすい紙面とすることがで
き、また、多くの利用者から、反響
を頂き、積極的な広報活動に理解
を得ることができた。

R1実績

R1決算額

2回

2回
R2その他職員
従事割合

R2実績

指標名

R3目標

-

法定受託＋附加

4,488千円上下水道事業の経営状況や施策事業の取組等に関す
る幅広い情報について、積極的な広報活動を行うことに
より、利用者の理解と協力が得られるように「事業の見
える化」に努め、公営企業として経営健全化等を図るも
のである。

R2決算額（見込み）

0.50 人

3,394千円

非常勤
特別職

R2正規職員
人件費

企
業

実施計画ランク

優先

イメージアップ事業
（ところざわ水物語
発行）【水道】

期間

R1～

経営
課

給水
管理
課

実施計画ランク 事業の種別

企
業

R1予算現額

20,124千円

R1正規職員
人件費

15,793千円

期間

R2年度に改善した点

浄水場施設・設備更
新事業

目標設定の考え方・根拠

A

適正な運用環境の確保等を勘案
し、使用期間20年間を目安とし監視
制御装置の更新に向け、委託発注
し予防保全型維持管理に努めた。

優先 自治事務 法定受託事務 法定受託＋附加

目標達成済

R2目標値が未達成の理由・分析

R1決算額 指標名

水道法、水道施設の技術的基準を定める省令 0千円 0千円

事業の目的及び具体的な内容

所沢市水道事業経営計画に基づき計画的に更
新工事を行い、設計業務委託完了及び更新工
事完了を指標とする。

R2予算現額 R2決算額（見込み）
R2年度に受注者の工場内において機器の
製作を行う段階のため、改善点は無い。

0.00 人 1か所 1か所

R2実績

1か所

R3目標

事業達成に向けての現在の課題及び今
後の課題解決に向けた取り組み

浄水場施設・設備全般について、計画的
に点検や消耗部品の交換など実施し、予
防保全型維持管理に努め、設備の延命化
を図る。

1か所

R1その他職員
従事割合

R1目標 R1実績

0.00 人

R2その他職員
従事割合

R2目標

1か所
R2正規職員
人件費

所沢市水道事業中期経営計画等に基づき浄水場監視
制御装置の更新工事を実施する。
令和元年度から令和３年度にかけて、東部浄水場監視
制御更新工事を行う。

1.90 人
非常勤
特別職

0.89 人

臨時職員

Ｈ２３～ 7,270千円

事業の種別

法定受託事務

R2正規職員
人件費

①１か所

①更新機器の製作
（東部浄水場監視制御装置）

根拠法令

4.90 人

4,084千円

18,590千円

3,314千円

R1予算現額

自治事務

臨時職員

事業の目的及び具体的な内容

根拠法令

浄水場監視制御装置の更新工事実施か所
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項目名

■ □ □

実績

評価者

経営課長　田島　幸雄

項目名

■ □ □

実績

評価者

経営課長　田島　幸雄

項目名

■ □ □

実績

評価者

経営課長　田島　幸雄

項目名

■ □ □

実績

評価者

経営課長　田島　幸雄

R1決算額

臨時職員

R1その他職員
従事割合

0.00 人

0千円

イメージアップ事業
（マンホールサミット
開催）

5,718千円

0.00 人
非常勤
特別職

R1正規職員
人件費

法定受託事務

期間

R1実績

0千円 R2目標 R2実績

0.00 人

①0人

-

R3目標
会年職員

R2年度開始事業のため、改善点はない。

R1予算現額 指標名

R2目標値が未達成の理由・分析

根拠法令 R2予算現額 R2決算額（見込み）

― 8,868千円 331千円

実施手法等
の工夫により
貢献できた
項目(任意)

-

経営
課

実施計画ランク 事業の種別

企
業

R2～
0.00 人

最優先

事業自体が
貢献する
項目

事業達成に向けての現在の課題及び今
後の課題解決に向けた取り組み

C

R2年度については、新型コロナウ
イルス感染症の影響により開催を
延期したためC評価とした。
※令和２年度決算額（331千円）に
ついては、サミットの企画運営に係
る費用を一部執行したため。

3500人

新型コロナウイルス感染症の影響によって開催
を延期したため。

目標設定の考え方・根拠

①来場者数

R1目標

R2年度に改善した点

市制施行70周年と「ところざわサクラタウン」がオープン
する記念すべき年に、下水道施設の跡地に建設される
「ところざわサクラタウン」を会場として、市はもとより国
内外の幅広い層に、日本が世界に誇れる文化物である
マンホール蓋の魅力を発信し、下水道の役割を伝える
「見える化」を推進し、下水道事業全体のイメージアップ
につなげることを目的とする。

法定受託＋附加自治事務

法定受託事務

根拠法令

事業の具体的な内容及び目的

期間

期間

R3年度は、コロナ禍においても実施可能
な代替案を研究し、準備を進めていく。

R2正規職員
人件費

R2その他職員
従事割合

7000人 0人

8月発行は、所沢の水道クイズと、調整池の役
割を中心に、１２月発行は、イルミネーションマン
ホールと決算のお知らせを中心にした情報を利
用者に提供するため、年に2回の発行を目標とし
た。

0.70 人

①来場者数

0千円
来場者数が下水道事業の「見える化」を図った
対象として考えられる。過去のマンホールサミッ
ト開催実績より、来場者見込を７，０００人とし
た。

現状の課題
総合
評価

評価
理由

成果指標

R1決算額 指標名

新型コロナウィルス感染症の影響を受け、
委託業者との調整が困難なことから、8月
に発行する夏号は掲載内容を縮小し、発
行ページ数を半減の４頁とした。

SDGsへの貢献
(最大3つ)

所属
名称

経費

投入コスト
会
計

事務事業名称 事業概要（全体）

活動実績(R2)

評価及び次年度以降に向けた課題・取り組みなど成果

0.53 人

目標設定の考え方・根拠

経営
課

実施計画ランク 事業の種別

企
業

R1予算現額

優先 法定受託＋附加 3,394千円 3,282千円

①発行回数
広報紙の発行回数

― 4,511千円

R2決算額（見込み）

自治事務 法定受託事務

R1目標 R1実績

3,314千円

事業の具体的な内容及び目的
R1正規職員
人件費

R1その他職員
従事割合

R2目標値が未達成の理由・分析
Ａ

目標達成済

事業達成に向けての現在の課題及び今
後の課題解決に向けた取り組み

臨時職員 0.00 人

①2回

R2目標

2回

「読んで得する・知って得する」をコ
ンセプトに令和元年度に発行した
広報紙は、わかりやすく上下水道
事業を知っていただく契機となっ
た。
市のイメージマスコットである「トコ
ろん」の４コマ漫画の連載により、
親しみやすい紙面とすることがで
き、また、多くの利用者から、反響
を頂き、積極的な広報活動に理解
を得ることができた。

R2年度に改善した点

R3年度は発行頁数を８頁に戻し、１１月実
施の「マンホールサミット」を特集する。加
えて効果的な周知のため、夏号発行を８月
からイベント直前の１０月に変更する。
また、「トコろん」の４コマ漫画に登場する
「所沢しずく」を局マスコットキャラクターとし
て活用するため、著作権の取得を行う。

R3目標

イメージアップ事業
（ところざわ水物語
発行）
【下水道】

非常勤
特別職

0.00 人

根拠法令

R2その他職員
従事割合

R2予算現額

4,405千円上下水道事業の経営状況や施策事業の取組等に関す
る幅広い情報について、積極的な広報活動を行うことに
より、利用者の理解と協力が得られるように「事業の見
える化」に努め、公営企業として経営健全化等を図るも
のである。

Ｒ１～ 4,084千円

R2実績

2回

2回

2回 2回
R2正規職員
人件費

0.50 人

経営
課

実施計画ランク 事業の種別

企
業

R1予算現額

最優先 自治事務

―

28箇所

法定受託＋附加 71,952千円 67,860千円

①設置箇所数

②収益

有料広告用デザイン入りマンホール蓋（イルミ
ネーションマンホール蓋を含む）の設置箇所数

897千円

R1正規職員
人件費

0箇所

R2年度に改善した点

設置箇所数により、事業の進捗が確認できるた
め。

（株）KADOKAWA主催の報告会で点灯式
を行い、参道プロジェクトや広報紙ところざ
わ水物語令和２年度冬号で特集し、周知
を図った。

事業達成に向けての現在の課題及び今
後の課題解決に向けた取り組み

維持管理において、即応可能な体制を構
築し、適切な対応を図る。

目標達成済

R2目標値が未達成の理由・分析

目標設定の考え方・根拠

Ａ

新型コロナウイルス感染症の影響
により、ところざわサクラタウンの開
業が遅れたが、７月末に設置を完
了した。
日本初となるイルミネーションマン
ホール蓋広告は、設置後から多く
の注目を集め、遠方から多くの方
が現地に赴き、ＡＦＰ通信や、ロイ
ター通信など、国内外から注目を集
めた。本取組は収益向上の役割を
果たし、新たな観光スポットの創出
や地域防犯等に貢献した。

R1決算額 指標名

R2予算現額 R2決算額（見込み）

R1その他職員
従事割合

R1目標

28箇所

0.00 人上下水道局の公有財産であるマンホール蓋について、
発光するマンホール蓋（イルミネーションマンホール）を
開発し、有料広告事業の拡大を図るものである。
　当該マンホールについては、夜間でも道標としての機
能を発揮するため、令和2年度にオープンする「ところざ
わサクラタウン」から東所沢駅までの歩道上に設置する
予定であることから、当面、株式会社KADOKAWAを契
約の対象として、新たな財源の確保に努める。
　なお、当該マンホールの電源はソーラーパネルより得
ることとし、マチごとエコタウン所沢に配慮した仕様とす
る。

0.23 人
非常勤
特別職

1,912千円 臨時職員 0.00 人 R2実績R2目標

28箇所

経営
課

実施計画ランク 事業の種別

企
業

R1予算現額

Ｈ３０～

R1実績

0.48 人 R3目標

会年職員 0.00 人

自主財源確保促進
事業（イルミネー
ションマンホール蓋
広告）

根拠法令

28箇所

R2その他職員
従事割合

1,933千円

①２８箇所
②3,234千円

R1正規職員
人件費

法定受託＋附加 1,491千円

事業の具体的な内容及び目的

Ｒ１～ 3,921千円

R2正規職員
人件費

自主財源確保促進
事業（マンホール蓋
広告・検針票広告）
【下水道】

事業の具体的な内容及び目的

下水道事業の資産を有効活用し、自主財源の確保によ
り経営の活性化を図り、企業経営の健全化に努めるも
のである。
➀マンホール蓋を活用し企業等の広告を掲載
➁検針票等を活用した企業等の広告掲載

目標達成済

事業達成に向けての現在の課題及び今
後の課題解決に向けた取り組み

R2決算額（見込み）

271千円

937千円

20箇所 27箇所
Ａ

目標を達成した。
マンホール広告は「行革甲子園
2020」の出場など、広く注目を集
め、下水道をより身近に感じるイ
メージアップに貢献する事業となっ
た。
検針票広告は、継続して収入を得
ることができた。

指標名 R2年度に改善した点

①マンホール広告は設置時期が異なり、収入額
は不規則となるため設置箇所数

昨年度作成した、営業活動用リーフレット
をよりわかりやすく、お客様にとって親しみ
やすいものに修正した。

目標設定の考え方・根拠

所沢市上下水道局マンホール広告の掲載に関する要綱
所沢市上下水道局印刷物広告の掲載に関する要綱

1,747千円

自治事務

R1その他職員
従事割合

R1目標

法定受託事務

0.48 人

R2目標値が未達成の理由・分析

①マンホール広告設置箇所数
②マンホール蓋広告収益
③イルミネーションマンホール
蓋広告収益
④検針票広告収益

①有料広告用デザイン入りマンホール蓋（イルミ
ネーションマンホール蓋を含む）の設置箇所数

①６１箇所
（うちマンホール蓋広告は３３
箇所）
②2,854千円
③3,234千円
④181千円

R2目標

非常勤
特別職

0.00 人

R2予算現額

R1実績

40箇所

R3目標

3,990千円 臨時職員 R2実績0.00 人

2,450千円

どのように貢献したか

年２回発行し、下水道の仕
組みや大切さについて、紹
介した。

期間 0.30 人

優先

掲載期間が終了するお客様への、期間延
長の営業活動。新たな広告設置場所の調
査。

R2正規職員
人件費

R2その他職員
従事割合

30箇所 61(33)箇所

１６．平和と
公平をすべ
ての人に

１０．人や国
の不平等を

なくそう

４．質の高い
教育をみん

なに

どのように貢献したか

下水道事業の健全な経営
のための経済的活用。

７．エネル
ギーをみん
なにそしてク

リーンに

１６．平和と
公平をすべ
ての人に

どのように貢献したか

点灯するための電力を太
陽光発電にて賄っている。

４．質の高い
教育をみん

なに

どのように貢献したか

開催延期のため実績なし。

１０．人や国
の不平等を

なくそう

会年職員 0.00 人

R1決算額

会年職員 0.00 人
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実施手法等
の工夫により
貢献できた
項目(任意)

事業自体が
貢献する
項目

現状の課題
総合
評価

評価
理由

成果指標

SDGsへの貢献
(最大3つ)

所属
名称

経費

投入コスト
会
計

事務事業名称 事業概要（全体）

活動実績(R2)

評価及び次年度以降に向けた課題・取り組みなど成果

項目名

■ □ □

実績

評価者

経営課長　田島　幸雄

項目名

■ □ □

実績

評価者

東部クリーンセンター所長　古澤　祐晴

項目名

■ □ □

実績

評価者

下水道整備担当参事　根岸　清

項目名

■ □ □

実績

評価者

下水道維持課長　岩崎　幸司

会年職員 0.00 人

R1決算額

R2その他職員
従事割合

R1決算額

R2決算額（見込み）

法定受託＋附加 5,083千円

下水道の整備により利益を受ける人に建設費の一部の負担
を求めることによって、公共下水道の整備を推進する。
・公共下水道整備地区の土地所有者等に対し、事業説明会、
申告受付を経て、対象となる土地の面積に単価を乗じて負担
額を決定する。
･市街化調整区域の土地の面積に乗じる単価は、平成27年度
より1㎡当たり1,030円となった。
･納付方法は、5年間の分割納付が基本であるが、希望により
一括納付もできる。

1.15 人

98.0%

98.0% 98.0%

目標設定の考え方・根拠

受益者負担金賦課
徴収事業

根拠法令

R3目標

S44～

98.0% 99.0%

9,393千円

事業達成に向けての現在の課題及び今
後の課題解決に向けた取り組み

14,546千円 臨時職員 0.00 人

①196,768,100円

②195,061,600円

R2目標 R2実績

Ａ

R1その他職員
従事割合

R1実績

①調定額

②収入済額

4,714千円

1.75 人
非常勤
特別職

0.00 人

都市計画法第75条、所沢都市計画下水道事業受益者
負担に関する条例

R2正規職員
人件費

R2年度に改善した点

現年度分徴収率
収入済額／調定額（収入すべき額）
※都合により納付が年度内にできない納付者を
考慮したため、目標を98%としている。

受益者負担金の未納者に対し、下水道整
備課と連携し、取付管の設置を一旦凍結
することにより、受益者負担金を納め始め
る受益者がおり、徴収率の向上につな
がった。

R1目標

令和２年度分の収納率について
は、目標値の98%を上回った。令和
３年度も前年度に引き続き市民の
目線に立った丁寧な説明等を行う
とともに、委託業者による年2回の
訪問徴収のほか、職員による自宅
訪問の回数を増やすなどして、受
益者負担金の徴収強化を図ってい
く。

令和２年度から第４期事業が始まり、新た
な受益者と、第３期事業の未納者の管理
が必要となる。徴収率維持のため、未納者
への訪問回数を増やし、引き続き事業へ
の理解を求めていく。

目標達成済

指標名

R2目標値が未達成の理由・分析事業の具体的な内容及び目的
R1正規職員
人件費

重要 自治事務 法定受託事務

265千円 166千円

R1予算現額

R2予算現額

下水
道維
持課

実施計画ランク 事業の種別

企
業

期間

15.8ha

R2目標

0.00 人

10.1ha

H15～R6 114,107千円 15.7ha

R2その他職員
従事割合

13.97 人 R3目標
会年職員

0.00 人
①3.0ha

②

③

令和3年度に繰越した工事を着実に完成さ
せるとともに、施工が難しい路線もある中
第4期市街化調整区域下水道整備事業を
予定どおり進める。

R2正規職員
人件費

令和2年度目標に対し90％に達して
いないが、繰越した第4期工事5件
のうち4件は令和3年5月までに完成
しており、着実に事業は進捗してい
る。

一部の下水管布設工事で工事に必要な機器が
前の現場のトラブルから搬入されず着工が遅れ
たり、地中埋設物の状況から工法変更が必要と
なり年度内での完成が困難となったため、やむ
を得ず次年度に繰越したことから予定整備面積
を下回ったものである。

5.3ha 3.0ha

R2実績

R1その他職員
従事割合

R2目標値が未達成の理由・分析

R2決算額（見込み）

下水道法、都市計画法、環境基本法 2,533,087千円 1,287,134千円

0.00 人

77,800千円 臨時職員
生活環境の改善と公共用水域の水質保全を図るため、
主に下水道未整備区域の汚水管整備を進める。平成15
年度から「第１次市街化調整区域下水道整備計画」に基
づき整備に着手し、平成27年度より第3期市街化調整区
域の面整備事業を実施し、令和元年度で計画期間が終
了した。令和2年度からは第4期市街化調整区域の面整
備事業を行っている。

非常勤
特別職

9.36 人

R2年度に改善した点

①汚水管の整備面積

②

③

整備面積
汚水管の整備面積が拡大することで目標達成
の成果が把握できるので、整備面積を指標とす
る。

地下水位が高いか所での立坑掘削では建
物や工作物に影響を生じやすいが、慎重
に工法の検討を行い施工した結果、物件
補償費を抑えることができた。

R1目標 R1実績

目標設定の考え方・根拠

Ｂ
事業達成に向けての現在の課題及び今
後の課題解決に向けた取り組み

指標名

根拠法令

自治事務 法定受託事務 法定受託＋附加

下水
道整
備課

実施計画ランク 事業の種別

企
業

R1予算現額

下水道管渠布設事
業

R2予算現額

期間

最優先

R2その他職員
従事割合

2,254,436千円 1,408,355千円

事業の具体的な内容及び目的
R1正規職員
人件費

期間 0.62 人 R3目標

5,064千円H10～

一
般

　東西クリーンセンターの建設に伴い、廃棄物処理施設
の必要性を理解し、ご協力頂いている周辺地区への地
域還元として、住民の意向等を踏まえながら清掃施設周
辺整備事業を実施しており、その一環として、下水道整
備等を進めているところである。

11,938.7ｍ 11,938.7ｍ

5,153千円 臨時職員 0.00 人

①656.9ｍ

R2目標 R2実績

12,595.6ｍ 12,595.6ｍ

13095.4ｍ

R2年度に改善した点

　 地元地区環境整備保全委員会と協議を行
い、下水管の布設箇所を決定しているので、下
水管布設延長を指標とする。

　下水道整備箇所等について、地元地区
環境整備保全委員会や地元自治会と協
議・確認を行った。

目標達成済

事業達成に向けての現在の課題及び今
後の課題解決に向けた取り組み

R2目標値が未達成の理由・分析

　地元自治会等には、下水道整備に関し
て強い要望があることから、早急に整備が
完了できるよう、関係課と調整を図りなが
ら事業に取り組んでいく。

目標設定の考え方・根拠

A

　成果指標の目標値を毎年達成し
ており、東西クリーンセンターの地
元周辺における下水道整備につい
ては、一定の成果があげられてい
ると考える。
　今後も廃棄物処理施設の必要性
を理解し、市政にご協力頂いている
周辺地区住民の生活環境の向上
等が図られるよう努める。

下水管布設延長

108,515千円

事業の具体的な内容及び目的
R1正規職員
人件費

R2正規職員
人件費

R1目標 R1実績

根拠法令

非常勤
特別職

法定受託＋附加

R2予算現額 R2決算額（見込み）

174,651千円

R1その他職員
従事割合

0.62 人 0.00 人

R1決算額 指標名

清掃施設周辺整備
事業

最優先 265,960千円 232,569千円

①下水管布設延長
下水道法

自治事務

R1予算現額

企
業

最優先 自治事務 法定受託事務

経営
課

実施計画ランク 事業の種別

法定受託＋附加

東部
ク

リー
ンセ
ン

ター

実施計画ランク 事業の種別

法定受託事務

R1予算現額 R1決算額 指標名 目標設定の考え方・根拠

C

90.0% 0.0%

0.00 人

①0％

会年職員

R2年度については、新型コロナウ
イルス感染症の影響により開催を
中止したためC評価とした。

0千円 0千円

①バスツアー参加者の満足度

①バスツアー参加者の満足度（実施後のアン
ケートで「とても楽しかった」又は「楽しかった」と
回答した人数の割合）

臨時職員 R2目標 R2実績

R2正規職員
人件費

R2その他職員
従事割合

R2年度に改善した点 ４．質の高い
教育をみん

なに
参加者の満足度の高さによって、参加者が上下
水道についての知識・理解・関心をより深められ
たと考えられるため、満足度90％を目標とした。 R2年度開始事業のため、改善点はない。

イメージアップ事業
（上下水道施設見
学バスツアー）

根拠法令 R2予算現額 R2決算額（見込み） １０．人や国
の不平等を

なくそう― 114千円 0千円

事業の具体的な内容及び目的
R1正規職員
人件費

R1その他職員
従事割合

R1目標 R1実績 R2目標値が未達成の理由・分析

上下水道についての知識・理解を深め、水資源の大切
さや環境衛生の保全に対する意識を高めること等を目
的とする。また、市内小学校児童の夏休み自由研究の
課題としても相応しいものである。

0.00 人
非常勤
特別職

0.00 人 - -

新型コロナウイルス感染症の影響によって開催
を中止したため。

事業達成に向けての現在の課題及び今
後の課題解決に向けた取り組み

0.00 人

どのように貢献したか

開催中止のため実績なし。期間 0.20 人 R3目標

R2～

0千円

1,634千円 90.0%

R3年度は、コロナ禍においても実施可能
な代替案を研究し、準備を進めていく。

３．すべての
人に健康と

福祉を

６．安全な水
とトイレを世

界中に

１１．住み続
けられるまち

づくりを

どのように貢献したか

　下水道整備を実施するこ
とにより、下水道の普及に
寄与し生活環境の向上を
図った。

６．安全な水
とトイレを世

界中に

１４．海の豊
かさを守ろう

どのように貢献したか

下水道の整備の財源であ
る受益者負担金の徴収に
より、事業が円滑に進み、
公衆衛生の向上に寄与す
ること。

どのように貢献したか

下水道整備によって公共
用水域の水質保全に貢献
している。

１６．平和と
公平をすべ
ての人に

会年職員 0.00 人

125
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実施手法等
の工夫により
貢献できた
項目(任意)

事業自体が
貢献する
項目

現状の課題
総合
評価

評価
理由

成果指標

SDGsへの貢献
(最大3つ)

所属
名称

経費

投入コスト
会
計

事務事業名称 事業概要（全体）

活動実績(R2)

評価及び次年度以降に向けた課題・取り組みなど成果

項目名

■ □ □

実績

評価者

下水道整備担当参事　根岸　清

項目名

■ □ □

実績

評価者

下水道整備担当参事　根岸　清

項目名

■ □ □

実績

評価者

下水道維持課長　岩崎　幸司

項目名

■ □ □

実績

評価者

下水道維持課長　岩崎　幸司

R2その他職員
従事割合

非常勤
特別職

R1決算額

会年職員 0.00 人

0.00 人

52,291千円

重要なライフラインである下水道を適切に維持管理し、その機能を発
揮させ継続的に利用できる環境を整える。
①土砂及び油脂の堆積による流下能力の低下を防ぐための下水道
管渠清掃
②老朽化している施設の更新
③下水道施設から発生する臭気対策、不明管・浸入水等のテレビカメ
ラを使用した原因調査
④降雨災害防止のための対策及び巡視
⑤市内ポンプ場・調整池等の適切な運転管理、監視・安全管理の徹
底

R2決算額（見込み）

2,211,274千円

実施計画ランク R1決算額事業の種別

R1正規職員
人件費

R1その他職員
従事割合

14.60 人

下水道法 2,331,831千円

事業達成に向けての現在の課題及び今
後の課題解決に向けた取り組み

快適な都市環境を保持していくため、引き
続き台風や集中豪雨による増水に備え、
監視カメラや巡回による状態監視を行い、
都市下水路及び調整池の適切な管理を
行っていく。

下水
道維
持課

R3目標
会年職員

50回

50回
0.00 人

R2その他職員
従事割合

60回

59回

4.70 人

企
業

臨時職員 0.00 人

①420m³

②68,410㎡

R2目標 R2実績

R2正規職員
人件費

R2目標値が未達成の理由・分析

65,698千円

R1その他職員
従事割合都市下水路維持管

理事業

根拠法令

浸水のない快適な都市環境を保持し、市民の安全で快
適な生活を守るため、都市下水路及び調整池を適切に
管理する。
①堆積土のしゅんせつ
②除草、樹木の剪定
③施設の補修及び改良工事
④降雨災害防止のための対策及び巡回

4.80 人
非常勤
特別職

0.00 人 48回

定期的な調整池の除草・スクリーン
清掃等を実施し、適切な維持管理
と事故防止の徹底を図った。

R2年度に改善した点

①1年間にしゅんせつした堆積
土の量

②1年間に除草した面積

調整池等の点検回数
（除草・スクリーン清掃等）

調整池及び水路等の適切な維持のため、週１回
のパトロールを実施することとし、年間50回を目
標とする。

点検結果に基づき、老朽化していた調整
池のフェンスの計画的な更新修繕及び護
岸ブロックの更新工事を行い、安全対策を
図った。

R1目標 R1実績

指標名

目標達成済

目標設定の考え方・根拠

Ａ

R2決算額（見込み）

下水道法 71,277千円 59,502千円

自治事務 法定受託事務 法定受託＋附加 72,263千円

S45～ 38,390千円

期間 14.50 人

R1予算現額

期間

R1正規職員
人件費

39,898千円

事業の具体的な内容及び目的

重要

R2予算現額

S33～ 118,436千円

0.00 人 ①4,558m

②579個

③53箇所

④78件

R2目標

会年職員 0.00 人

121,355千円 臨時職員 R2実績

R2その他職員
従事割合

100.0% 100.0%

100.0%

R3目標

R1目標 R1実績

非常勤
特別職

0.00 人 100.0% 100.0%

R2年度に改善した点

マンホール蓋のガタツキ、振動、騒音、下水道管
の詰まり、臭気、溢れ等の改善要望件数に対し
改善が完了した割合とする。
全ての要望に対応する「100%」を目標とする。

下水管等の電子データの情報を現場で閲
覧できるよう持ち運び可能なタブレットパソ
コンを導入し、現場対応の迅速化を図っ
た。

目標達成済

事業達成に向けての現在の課題及び今
後の課題解決に向けた取り組み

R2目標値が未達成の理由・分析

導入したタブレットパソコンを現場で活用す
ることで迅速な対応が可能となった。今後
も電子台帳の整備を充実させるとともに、
改善要望に速やかに対応し達成度100%を
維持する。

Ａ

改善要望は対応できている。外部
情報を受けると直ちに現地確認を
行い迅速に対応した。

自治事務 法定受託事務 法定受託＋附加 2,084,558千円

下水
道整
備課

下水
道維
持課

企
業

R1予算現額 R1決算額 指標名

下水道維持管理事
業

目標設定の考え方・根拠

重要 1,877,251千円 ①1年間に清掃した管渠延長
②1年間に取替えたマンホー
　 ル蓋の個数
③1年間に外部情報により実
   施したテレビカメラ調査箇所
④1年間に受けた改善要望件
    数

改善要望対応率

実施計画ランク 事業の種別

根拠法令

R2正規職員
人件費

R2予算現額

事業の具体的な内容及び目的

期間 1.30 人

H21～ 12,415千円

15,793千円

R2正規職員
人件費

R3目標

H30～R6 10,618千円 ①210箇所　②1箇所
会年職員 0.00 人

①120箇所　②2箇所 ①120箇所　②2箇所

27,346千円 臨時職員 0.00 人
①120箇所

②1箇所

③

R2目標 R2実績

①120箇所　②1箇所 ①120箇所　②1箇所

①道路雨水桝浸透化

②雨水浸透井築造

③

完了箇所数

44,418千円

事業の具体的な内容及び目的
R1正規職員
人件費

R1その他職員
従事割合

R1目標 R1実績

R2年度に改善した点

完了箇所が増加することで目標達成の成果が
把握できるので、完了箇所数を指標とする。

浸透化を実施した道路雨水桝に金属鋲で
表示し、実施済箇所であることが容易に判
別できるようにして、維持管理の効率化に
資するようにした。

事業達成に向けての現在の課題及び今
後の課題解決に向けた取り組み

雨水桝に落葉や土砂が堆積すると浸透機能
に影響するため、定期的な清掃等が必要で
あり、道路の維持管理セクションと連携し、適
切な維持管理に努める必要がある。
また、近年の集中豪雨が多発している状況を
勘案し、年度あたりの箇所数を増やしていく
など、短期間で浸水被害の軽減を図っていく
必要がある。

目標達成済

R2目標値が未達成の理由・分析

指標名

雨水浸透化事業

目標設定の考え方・根拠

A

目標を達成しており、成果をあげて
いると考えている。今後も施工する
箇所の選定を的確に進め浸透化を
実施していく。

根拠法令 R2予算現額 R2決算額（見込み）

下水道法、都市計画法

優先

R1予算現額

45,923千円

近年、都市化の進展やゲリラ豪雨の増加で下水道によ
る雨水排水が困難な状況となっていることから、市内各
所で内水被害が発生している。そこで、内水被害の軽減
を図るため、埼玉県と本市にて河川・下水道事業調整協
議会を設立して協議を重ね、雨水を地下に浸透させるこ
とで雨水流出を抑制し、浸水被害を軽減する道路雨水
桝浸透化等を進めるものである。

3.29 人

R2正規職員
人件費

R1決算額

自治事務 法定受託事務 法定受託＋附加 53,500千円

実施計画ランク 事業の種別

企
業

下水道は重要なライフラインであり、震災等により機能
が停止した場合、排水不能や損壊による道路陥没が原
因の交通事故や渋滞で物資供給が停滞するなど市民
生活に甚大な影響を及ぼすことから、既存施設の地震
対策を実施する。緊急輸送路や軌道下に埋設されてい
る管渠やマンホールについて、補強・再構築工事を実施
する。

最優先 自治事務 法定受託事務

期間

事業の具体的な内容及び目的

法定受託＋附加

0.00 人
①9箇所

②－

③

下水道地震対策事
業

①3箇所

①9箇所

1.52 人 R3目標

R2目標

0.00 人

令和5年度以降の整備に係る長期計画に
ついて、令和3年度に策定を委託する予定
だったが、令和2年度に先行して発注した。
業務は令和3年度に繰越して令和3年度に
完了予定。

R1目標

①3箇所
事業達成に向けての現在の課題及び今
後の課題解決に向けた取り組み

R2実績 計画の対象路線が緊急輸送道路に埋設さ
れている管渠や幹線管渠であることから、
断面が大きく流量も多いうえマンホールも
深いなど、施工困難な条件のため工法等
の検討に苦慮している。引き続き、平成30
年度～令和4年度を計画期間とする中期
計画に基づき耐震工事を進める。

A

臨時職員

87,428千円

1.90 人

各年度のマンホール地震対策完了箇所数

133,716千円

目標達成済①9箇所

R1実績

①3箇所  ②197ｍ

非常勤
特別職

目標を達成しており、成果をあげて
いると考えている。令和2年度は、
マンホールの地震対策に加え新所
沢地区内の雨水貯留施設5箇所の
耐震診断業務委託を行った。

R2年度に改善した点

中期計画（平成30年度～令和4年度）で定めた
マンホール耐震化層箇所数25箇所のうち、各年
度で設定した耐震化箇所数を目標指標とする。

根拠法令 R2予算現額

下水道法、都市計画法、下水道総合地震対策実施要綱

目標設定の考え方・根拠

R1正規職員
人件費

R2その他職員
従事割合

129,000千円

R1その他職員
従事割合

R2目標値が未達成の理由・分析

①マンホールの地震対策

②管渠の地震対策

③

指標名

164,800千円

R2決算額（見込み）

下水
道整
備課

実施計画ランク 事業の種別

企
業

R1予算現額

重要なライフラインである
下水道の耐震性能が向上
することで、下水道の機能
保全に貢献している。

どのように貢献したか

６．安全な水
とトイレを世

界中に

１３．気候変
動に具体的
な対策を

６．安全な水
とトイレを世

界中に

ゲリラ豪雨や集中豪雨が
増えたことに対応した事業
であり、下水道への雨水流
出を抑制することで浸水被
害の軽減に貢献している。

１３．気候変
動に具体的
な対策を

台風や集中豪雨による増水
に備えた適切な管理は、快適
な都市環境を保持しているこ
と。

１４．海の豊
かさを守ろう

どのように貢献したか

１３．気候変
動に具体的
な対策を

どのように貢献したか

どのように貢献したか

３．すべての
人に健康と

福祉を

下水管のメンテナンスに関す
る様々な要望に迅速に対応
することにより、市民の安心
安全なライフラインを確保して
いること。

１１．住み続
けられるまち

づくりを

９．産業と技
術革新の基
盤を作ろう
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第６章　自然と調和する住みよいまち  第６節　下水道

実施手法等
の工夫により
貢献できた
項目(任意)

事業自体が
貢献する
項目

現状の課題
総合
評価

評価
理由

成果指標

SDGsへの貢献
(最大3つ)

所属
名称

経費

投入コスト
会
計

事務事業名称 事業概要（全体）

活動実績(R2)

評価及び次年度以降に向けた課題・取り組みなど成果

項目名

■ □ □

実績

評価者

下水道維持課長　岩崎　幸司

R1決算額

会年職員 0.00 人

臨時職員 0.00 人

H23～ 35,122千円

期間

718m

4.30 人 R3目標

①382m

②30㎞

R2目標

R2その他職員
従事割合

226m 382m
R2正規職員
人件費

これまで「下水道長寿命化対策事業」として下水道管渠の改
築を行ってきたが、下水道法改正により全ての下水道施設に
対し適切な時期の点検並びに機能維持に必要な措置の明確
化及び実施が義務付けられた。そのため、平成29年度に「所
沢市下水道ストックマネジメント実施方針」を策定し、市内全
域の下水道施設に対し、予防保全を中心とした計画的な維持
管理や改築により、事業費の平準化を図るとともに下水道機
能を持続的に確保するものである。

R1実績

245m 219m4.22 人 0.00 人

R1正規職員
人件費

平成29年度より改築事業を実施し
ているが、緊急度Ⅰの延長870mは
令和２年度で完了し目標指標を達
成し耐用年数の延伸を図ることが
できた。

最優先 自治事務 法定受託事務 法定受託＋附加

R2年度に改善した点

緊急度ⅠないしⅡにおける改築延長の
実施延長及び計画延長

所沢地区の改築と並行し、令和元年度か
らは点検・調査・修繕・改築を一体的に捉
えた計画的な維持管理を行うため、毎年
度約３０ｋｍのテレビカメラ調査を実施して
いる。今後も引き続き計画的・戦略的な状
態監視保全を実施していく。

事業達成に向けての現在の課題及び今
後の課題解決に向けた取り組み

令和２年度で緊急度Ⅰの改築は完了し目
標指標を達成した。今後は緊急度Ⅱの改
築事業と並行してマンホール蓋のストック
マネジメント計画策定のため、市内設置の
約46,000基のマンホール基本情報収集も
進める。

目標設定の考え方・根拠

Ａ

目標達成済

101,879千円

①改築延長

②テレビカメラ調査延長

改築延長R2決算額（見込み）

R2目標値が未達成の理由・分析

R2実績

非常勤
特別職

指標名

下水道ストックマネ
ジメント事業

根拠法令 R2予算現額

下水道法　所沢市ストックマネジメント実施方針 168,035千円

事業の具体的な内容及び目的
R1その他職員
従事割合

R1目標

121,533千円

下水
道維
持課

実施計画ランク 事業の種別

企
業

R1予算現額

108,265千円

35,077千円

３．すべての
人に健康と

福祉を

１３．気候変
動に具体的
な対策を

どのように貢献したか

予防保全型の維持管理を行う
ことにより、下水管の老朽化
に起因する道路陥没等の事
故を未然に防ぐことが可能
で、安全安心な街づくりに寄
与すること。

１１．住み続
けられるまち

づくりを

９．産業と技
術革新の基
盤を作ろう
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第６章　自然と調和する住みよいまち  第７節　住宅・住環境

項目名

■ □ □

実績

評価者

建築指導担当参事　保坂　貞夫

項目名

■ □ □

実績

評価者

市街地整備課長　鎌田実幸

実施手法等
の工夫により
貢献できた
項目(任意)

事業自体が
貢献する
項目

期間

事業の具体的な内容及び目的

優先 自治事務

H19～

5件（当初11件） 5件

S27～ 19,440千円 100.0%

R2その他職員
従事割合

R3目標

93.0%

①１４５件

②７２６戸

③２０戸

R2目標

2.38 人

会年職員

100.0%
R2正規職員
人件費

100.0%

R1決算額 指標名

R2決算額（見込み）

0.00 人

建設から50年を経過するなど、団地の老
朽化が進んでいることに対応し、市営住宅
の長寿命化の策定を行い、今後の市営住
宅の運営管理に関する方針を定める必要
がある。

85.4%

事業達成に向けての現在の課題及び今
後の課題解決に向けた取り組みA

入居者の8割以上が収入分位１（月
額収入０から104,000円）の方が占
めており、概ね適正に運営が行わ
れている。

R2年度に改善した点目標設定の考え方・根拠

毎年度入居者からの収入申告により家賃を決
定しており、収入超過者に対しては住戸の明渡
しに関する通知や、家賃の見直しの周知はして
いるが、市営住宅の明渡は法的に努力義務と
なっているため、協力いただけない場合が多い。

R2実績

事業の具体的な内容及び目的
R1正規職員
人件費

R1その他職員
従事割合

住宅に困窮する低額所得者に対して、地方公共団体
が、健全な生活を営むことのできる住宅を整備し、低廉
な家賃で賃貸することにより市民生活の安定と社会福
祉の増進を図るものである。

3.05 人
非常勤
特別職

25,352千円 臨時職員 0.00 人

1.00 人

①修繕件数

②入居件数（年度内最大）

③空家募集戸数

居住者の中の低額所得者の割合
（（入居者数-収入超過者数）/入居者数*100）

低額所得者の居住の安定を確保することが目
的であるため、入居者数のうちの低額所得者の
割合を指標とする。

新型コロナウイルス感染症の影響を理由
とする家賃減免に関して、取扱基準を策定
し、収入減少者を対象とした減免措置を講
じるための改善を図った。

R1目標 R1実績 R2目標値が未達成の理由・分析

公営住宅法　所沢市営住宅条例 190,190千円 188,763千円

優先 自治事務 法定受託事務 法定受託＋附加 193,556千円 191,409千円

市街
地整
備課

実施計画ランク 事業の種別

一
般

R1予算現額

市営住宅運営事業

根拠法令 R2予算現額

期間

0.74 人 R3目標

臨時職員 0.00 人
①6件（新耐震建築物含む）

②7棟

③13,605件

6,044千円

会年職員

R2目標 R2実績

R2正規職員
人件費

R2その他職員
従事割合

7件（当初11件） 7件

5,652千円

R2年度に改善した点

計画期間が満了を迎える「所沢市建築物
耐震改修促進計画」について期間延長の
改定を行い、新たな耐震化率の目標を掲
げ、引き続き耐震化の促進に取り組むこと
とした。

目標設定の考え方・根拠

Ｃ

一戸建て住宅の耐震診断の補助
件数が、当初の目標を下回ってお
り、近年この傾向が続いている。
一方、マンションなどの非木造建築
物や緊急輸送道路閉塞建築物等
についても耐震化が進んでおらず、
こうした大規模建築物の耐震化を
促進するための取り組みも喫緊の
課題となっている。

令和２年度に耐震改修補助を受けた共同
住宅とほぼ同時期に建築された団地内の
他の棟についても、今後、耐震診断や耐
震改修の実施が想定されることから、状況
に応じた予算の確保が必要となる。

事業達成に向けての現在の課題及び今
後の課題解決に向けた取り組み

我が家の耐震診
断・耐震改修補助
事業

根拠法令

R1正規職員
人件費

R1その他職員
従事割合

0.68 人
非常勤
特別職

0.00 人

「所沢市建築物耐震改修促進計画」に基づき、市民が安
全で安心した生活のできる災害に強い住環境を整備す
ることを目的とし、市内の住宅等の耐震化を図るため、
民間建築物の耐震診断及び耐震改修費用の一部を補
助する。

0.00 人

3,900千円

法定受託事務

本事業の対象となる昭和56年以前の建築物に
ついては、築後40年以上が経過しており、特に
木造住宅の場合は改修工事より建替えを選択
する時期に来ていることや、非木造建築物につ
いては改修に要する費用負担が大きいこと等が
要因になっているものと考えられる。

法定受託＋附加 1,700千円 1,700千円

11件

R1目標 R1実績 R2目標値が未達成の理由・分析

R1予算現額

①我が家の耐震診断相談会で
の相談件数

②補助実績棟数

③ホームページアクセス件数

耐震診断・耐震改修補助実績件数

市内の民間建築物の耐震診断及び耐震改修費
用の一部を補助し、住宅等の耐震化を図ること
が本事業の目的となっているため、耐震診断・
耐震改修費用の補助実績を指標とする。
目標値は、当初予算にて見込んでいる補助件
数とする。

建築物の耐震改修の促進に関する

3,772千円

R1決算額

R2予算現額 R2決算額（見込み）

法律，我が家の耐震診断補助金交付要綱，我が家の耐
震改修補助金交付要綱

SDGsへの貢献
(最大3つ)

所属
名称

経費

投入コスト
会
計

指標名

建築
指導
課

実施計画ランク 事業の種別

一
般

活動実績(R2)

評価及び次年度以降に向けた課題・取り組みなど成果

現状の課題
総合
評価

評価
理由

成果指標

どのように貢献したか

どのように貢献したか

住宅に困窮する低額所得
者に対して低廉な家賃で賃
貸し、また、コロナウイルス
感染症の影響により一時
的に収入が減少した入居
者には減免措置を講じ、市
民生活の安定を図った。

１．貧困をな
くそう

第６章　自然と調和する住みよいまち  第７節　住宅・住環境

住宅等の耐震化を図ること
で、市民が安全で安心した
生活のできる災害に強い
街づくりを推進した。

１１．住み続
けられるまち

づくりを

事務事業名称 事業概要（全体）
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第７章　未来（あす）を見つめたまちづくり  第１節　人権の尊重

項目名

■ □ □

実績

評価者

企画総務課長　山屋　貴裕

項目名

■ □ □

実績

評価者

企画総務課長　山屋　貴裕

項目名

■ □ □

実績

評価者

社会教育担当参事　吉田　謙治

項目名

■ □ □

実績

評価者

社会教育担当参事　吉田　謙治

第７章　未来（あす）を見つめたまちづくり  第１節　人権の尊重

５．ジェン
ダー平等を
実現しよう

どのように貢献したか

平和の尊さや戦争の悲惨
さを伝えていく活動を通じ
て、平和に対する市民の意
識の高揚を図った。

実施手法等
の工夫により
貢献できた
項目(任意)

所属
名称

１６．平和と
公平をすべ
ての人に

１０．人や国
の不平等を

なくそう

１６．平和と
公平をすべ
ての人に

どのように貢献したか

様々な人権課題について
の学習機会を提供すること
を通じて、人権尊重に関す
る意識の高揚を図った。

事務事業名称 事業概要（全体）
投入コスト

会
計

総合
評価

評価
理由

0.50 人

５．ジェン
ダー平等を
実現しよう

事業自体が
貢献する
項目

活動実績(R2)

成果

成果指標

評価及び次年度以降に向けた課題・取り組みなど

現状の課題

経費
SDGsへの貢献
(最大3つ)

R3目標

46.0%H12～

0.28 人

100.0%①中止

②６回開催し、433名参加

100.0%

2,287千円

企画
総務
課

実施計画ランク 事業の種別

今後の同和行政の基本方針

重要 自治事務 法定受託事務 法定受託＋附加

期間

人権啓発推進事業

根拠法令 R2予算現額

R1決算額 指標名 目標設定の考え方・根拠

事業の目的及び具体的な内容

人権意識の向上を図ることにより、市民一人ひとりの
人権を擁護し、差別のない地域社会を築くことを目的
とし、人権に関する企業及び職員向けの研修会の実
施、「人権フェスティバル」の開催（入間郡市同和対
策協議会）、人権啓発講演会の実施（人権啓発活動
地方委託事業）、人権啓発ＤＶＤの貸し出し、人権啓
発物品の作成・配布等、さまざまな啓発事業を行って
いる。

R2年度に改善した点

①講演会等参加者数

②啓発ビデオ貸出件数

③啓発ビデオ視聴件数

人権尊重に関する施策への満足度
市民意識調査の設問「所沢市の施策への満足
度」に対し、「満足」「まあまあ満足」と回答した人
の割合）

人権推進室では、人権全般の啓発を総合的に推
進しており、施策への満足度を指標としている。

市内事業所（従業員５０名以上の事業所
約３３０者）に対し、人権企業研修会の案
内を送付する際、公正な採用選考（人種・
性別・信条・社会的身分・門地等による差
別を排除し、適正・能力に基づいた基準に
より選考を行うこと）の実施について呼び
掛けを行った。

目標達成済

事業達成に向けての現在の課題及び今
後の課題解決に向けた取り組み

差別や偏見のない人権尊重社会の実現を
目指して、研修会や講演会等を通じて、人
権意識の高揚を図るとともに、人権問題に
対する正しい理解の普及に取り組む。

A
46.8%

R2目標値が未達成の理由・分析

人権課題が多様化しているなか
で、継続的に啓発を行ってきた成果
として、目標値を達成することがで
きたため。

非常勤
特別職

1,335千円 544千円

R2決算額（見込み）

R1正規職員
人件費

42.0%

R1目標 R1実績

1,400千円 1,174千円

一
般

R1予算現額

0.60 人

R1その他職員
従事割合

0.00 人

4,987千円

4,084千円

R2正規職員
人件費

R2実績

R2その他職員
従事割合

44.0% 46.5%

臨時職員 0.00 人
①179人

②2件

③43人

R2目標

会年職員 0.00 人

期間

戦争の悲惨さと平和の尊さ、命の大切さを市民に理
解してもらうため、公募した学生と平和祈念式典に参
加する「広島平和祈念式典参加事業」や、市内小中
学校を対象とした被爆体験者による「平和を語る
会」、市役所及びまちづくりセンターで原爆のパネル
写真を展示する、「平和祈念資料展」を行う。

0.28 人

R2正規職員
人件費

R2その他職員
従事割合

2,327千円

S60～

臨時職員 0.00 人 R2実績

100.0%

R2目標

R3目標

0.00 人

R2予算現額

R1正規職員
人件費

130千円

100.0%

-

R1実績

①平和祈念式典参加人数

②平和を語る会（回数・人数）

市の平和推進事業に理解いただけた人数の割合

指標名

100.0%

自治事務 法定受託事務

事業の目的及び具体的な内容

特になし
R2決算額（見込み）

目標達成済

428千円

49千円

R1目標

非常勤
特別職

R1その他職員
従事割合

会年職員 0.00 人

R2年度に改善した点

戦争の悲惨さと平和の尊さ、命の大切さを理解し
てもらうことが当該事業の目的となっているため。

平和推進事業

目標設定の考え方・根拠

A

戦争の悲惨さと平和の尊さ、命の
大切さを若い世代を中心に伝え、
目標値を達成しているため。

根拠法令

事業達成に向けての現在の課題及び今
後の課題解決に向けた取り組み

被爆・戦争体験者の高齢化が進む中、語
り部への身体的負担に配慮した事業展開
が必要となる。

R2目標値が未達成の理由・分析

法定受託＋附加 446千円

企画
総務
課

実施計画ランク 事業の種別

一
般

R1予算現額

重要

H元～

市内在住外国人が生活する上で必要不可欠な日本
語の学習の場を保障し、国際化に対応し、市民の国
際交流・異文化理解を推進する事を目的とし、毎週
月曜日に日本語講習会を市民のボランティアにより
実施。また、日本語講習会のボランティア（指導者）
の確保と技術の向上を目的に、ボランティアを志す方
へ向けた入門編と、ボランティアとして活動する方向
けの実践編の研修を開催。

B

新型コロナウイルス感染症の影響
もあり成果指標の目標値は下回っ
ているが、市民団体との協働により
30年以上実施している本事業は、
日本語学習を通して市内在住外国
人の生活支援をする場であるととも
に、市内在住外国人との相互理解
や交流を深める場としても重要な役
割を果たしている。講習会を開催す
る団体も当市の国際交流に大きく
貢献しており、国際理解に対して成
果を上げている。他の日本語ボラン
ティア団体も当市の国際交流に大
きく貢献している。900

R1実績

R2目標 R2実績

609

どのように貢献したか

事業達成に向けての現在の課題及び今
後の課題解決に向けた取り組み

臨時職員 0.00 人
①14回

②160人

③0人

成果指標の目標値は達成できな
かったが、一定の成果はあげてい
る。講座・研修会の周知方法や内
容等検討したい。

新型コロナウイルス感染症の影響で、４月から７
月、１月から３月の日本語教室を休校としたことに
より、目標が未達成となった。

900

１０．人や国
の不平等を

なくそう

思いやりのある人権尊重
社会実現のため、講座・研
修会を開催し、人権教育の
推進を図った。

１０．人や国
の不平等を

なくそう

どのように貢献したか

市内在住外国人が生活す
る上で必要不可欠な日本
語を学ぶ場を提供した。

多くの市内在住外国人に参加してもらいたいた
め、受講生の延べ人数を指標とする。

１６．平和と
公平をすべ
ての人に

根拠法令

社会教育法

新型コロナウイルス禍での各日本語ボラン
ティア団体の活動を情報交換するため、例
年３回実施していた連絡会議を、令和２年
度は年４回実施した。

１３の人権課題の中から、様々な人権問題
について取り上げ、今後も人権教育講座・
研修会を開催していきたい。

R3目標

ボランティアスタッフの高齢化及び新型コ
ロナウイルス感染症の影響で、ボランティ
アスタッフが減少している団体もある。各
団体が今後も継続して活動していくため
に、ボランティア人材の養成を行っていく。

2,124千円

160

2,161千円

R2年度に改善した点

重要 自治事務 法定受託事務 法定受託＋附加 248千円

目標設定の考え方・根拠

社会
教育
課

実施計画ランク 事業の種別

一
般

R1予算現額

事業の目的及び具体的な内容
R1正規職員
人件費

0.26 人期間

R2正規職員
人件費

0千円

170千円 ①開催回数

②講習会受講生数

③日本語学習支援ボランティア
養成講座受講生数

講習会受講生の人数（人）

R1目標

0.00 人

236千円

0.26 人 900

人権意識の向上に資するため、参加者アンケート
の理解度を目標値とした。

R2年度に改善した点

R2目標値が未達成の理由・分析

社会
教育
課

実施計画ランク 事業の種別

一
般

R1予算現額

根拠法令

R2目標

92.0%

92.0%

R1目標

R2実績

講座・研修会参加者の理解度（％） 参加数の制限、研修時間の短縮、休憩時
間を設け換気をする等、コロナ禍において
も対策を講じて実施した。

R1実績 R2目標値が未達成の理由・分析
Ａ

事業達成に向けての現在の課題及び今
後の課題解決に向けた取り組み

93.0%

92.0%

指標名 目標設定の考え方・根拠

新型コロナウイルス感染症の影響で、中止とした
事業や、人数を制限した事業により、受講者数
が、例年の４割未満となった。目標値には達して
いないが、理解度は令和元年度と同じであった。
より理解度が上がるよう、講座の内容等検討した
い。

自治事務 法定受託事務 法定受託＋附加 1,125千円 1,065千円

人権教育及び人権啓発の推進に関する法律、社会
教育法、所沢市人権教育推進協議会交付金交付要

991千円

R2予算現額

0.70 人

①家庭教育学級人権教育
　合同講座受講者数
②人権教育ブロック別研修会
　受講者数
③人権教育指導者養成講座
　受講者数

人権教育推進事業

R2決算額（見込み）

事業の目的及び具体的な内容
R1正規職員
人件費

R1その他職員
従事割合

0.00 人

R2その他職員
従事割合

重要

H15～ 5,718千円 93.0%

R2予算現額

R1決算額 指標名

外国人のための日本
語講習会開設事業

会年職員 0.25 人
期間

0.70 人 0.25 人

①160人
②  97人
③    0人 R3目標

臨時職員

0.00 人

573千円

非常勤
特別職

R2その他職員
従事割合

広く市民や社会教育関係団体、学校関係者に対して
講座の開催や人権啓発物の配布を通じて人権教育
の推進を図り、差別や偏見のない明るい地域社会づ
くりに寄与することを目的としている。

R2正規職員
人件費

5,818千円

R1決算額

R1決算額

R2決算額（見込み）

R1その他職員
従事割合

非常勤
特別職

会年職員

129



第７章　未来（あす）を見つめたまちづくり  第１節　人権の尊重

実施手法等
の工夫により
貢献できた
項目(任意)

所属
名称

事務事業名称 事業概要（全体）
投入コスト

会
計

総合
評価

評価
理由

事業自体が
貢献する
項目

活動実績(R2)

成果

成果指標

評価及び次年度以降に向けた課題・取り組みなど

現状の課題

経費
SDGsへの貢献
(最大3つ)

項目名

■ □ □

実績

評価者

企画総務課長　山屋　貴裕

項目名

■ □ □

実績

評価者

企画総務課長　　山屋貴裕

項目名

■ □ □

実績

評価者

企画総務課長　山屋貴裕

項目名

■ □ □

実績

評価者

企画総務課長　山屋貴裕

引き続き啓発を行うと共に、男女共同参画
誌「SUN」などを活用し、事業者等への啓
発に努める。

316千円法定受託＋附加

３．すべての
人に健康と

福祉を

どのように貢献したか

審議会等に女性を登用す
ることにより女性の視点を
政策に反映することができ
た。

５．ジェン
ダー平等を
実現しよう

１７．パート
ナーシップで
目標を達成

しよう

５．ジェン
ダー平等を
実現しよう

１７．パート
ナーシップで
目標を達成

しよう

８．働きがい
も経済成長

も

どのように貢献したか

相談員と連携しながら、女
性の様々な悩み解決の一
助となった。

１７．パート
ナーシップで
目標を達成

しよう

４．質の高い
教育をみん

なに

どのように貢献したか

どのように貢献したか

ﾕﾆﾊﾞｰｻﾙﾃﾞｻﾞｲﾝの理念を
市の各種施策に反映させ
るため、情報発信を通じて
職員の意識高揚を図った。

図書の選定や運営につい
て、利用登録団体の意見
などを参考に行った。

１０．人や国
の不平等を

なくそう

５．ジェン
ダー平等を
実現しよう

１６．平和と
公平をすべ
ての人に

事業達成に向けての現在の課題及び今
後の課題解決に向けた取り組み

R3目標

消毒液の配置や換気の励行など、新型コ
ロナウイルスの感染防止対策に努めた。

45.0% 37.0%

R1目標

45.0%

非常勤
特別職

臨時職員 R2目標 R2実績

R2年度に改善した点R1予算現額

R1正規職員
人件費

ふらっとの事業目的の一つである男女共同参画
に係る「学習」や「交流」の場を提供することの成
果を測るため、会議室等の稼働率を指標とする。

R1その他職員
従事割合

B

コロナ禍により、通常の開館・運営
ができなかったため、目標が達成で
きなかった。依然としてコロナ禍で
はあるが、積極的にふらっとの周
知・PRを行い、利用者の増加に努
める。

①会議室等使用者数

②複写機・印刷使用者数

③図書・ビデオ利用者数

①7,426人

②73人

③131人
期間

男女共同参画に係る「学習」・「相談」・「交流」・「情
報」の場を提供するとともに、できるだけ多くの方に男
女共同参画への理解と意識の向上を図ることを目的
とし、施設（会議室・研修室・生活工房室）、印刷機、
男女共同参画に関する図書・ビデオ・DVDの貸出を
行う。

0.68 人 0.00 人

5,652千円

目標設定の考え方・根拠

新型コロナウイルス感染拡大防止のため、4月8日
から5月末日まで会議室等の貸出休止し、その後
も開館時間の短縮などにより、利用者が減少した
ため目標が達成できなかった。

45.0% 23.2%

指標名

所沢市男女共同参画推進条例 10,893千円

引き続き新型コロナウイルス感染拡大防
止対策をしっかり行いながら、利用登録団
体の意見等を参考に、貸館、図書、印刷
等の機能充実を図っていく。

R2正規職員
人件費

R2その他職員
従事割合

R2目標値が未達成の理由・分析

10,113千円

会議室等の稼働率
（会議室・研修室・生活工房室の月別稼働率の平
均）

R2決算額（見込み）

1.10 人

法定受託事務 法定受託＋附加 10,945千円

根拠法令

相談事業に特化したチラシを作製し、カウ
ンセリング相談等の利用の増加を目指
す。今後も相談員との意見や情報の交換
を行い、連携しながら実施していく。

2,660千円 臨時職員 0.90 人
①751件

②133件

③38件

9,714千円

期間

男女
共同
参画
推進
セン
ター
ふ

らっ
と

実施計画ランク 事業の種別

一
般

事業の目的及び具体的な内容男女共同参画推進セ
ンターふらっと運営事
業

H7～

女性の生き方に関す
る相談事業

0.67 人

5,473千円

R1その他職員
従事割合

R2予算現額

会年職員 0.80 人

R2目標値が未達成の理由・分析

0.00 人

電話相談、カウンセリング、何でもききます相談の実
施。
男女共同参画社会の実現のために、その障害となる
悩みや問題を解決するための援助事業を行う。

0.32 人
非常勤
特別職

956件

750件

目標達成済
R2その他職員
従事割合

R2実績

法定受託事務 法定受託＋附加 4,680千円 4,505千円

根拠法令
①電話相談件数

②カウンセリング相談件数

③なんでも聞きます相談

事業達成に向けての現在の課題及び今
後の課題解決に向けた取り組み

指標名

922件

男女
共同
参画
推進
セン
ター
ふ

らっ
と

実施計画ランク 事業の種別

一
般

R2決算額（見込み）

750件
A

R1予算現額

R2予算現額

R2目標

2,695千円

R3目標

750件

R1目標 R1実績

男女共同参画社会基本法
所沢市男女共同参画推進条例

3,267千円

R2正規職員
人件費

事業の目的及び具体的な内容
R1正規職員
人件費

R2正規職員
人件費

根拠法令

0.33 人

重要 自治事務

R1実績

所沢市男女共同参画推進条例、配偶者からの暴力の防
止及び被害者の保護に関する法律

4,835千円

悩んでいる人への対応件数を相談事業の成果と
捉え、相談件数を指標とする。

年間相談件数

4,115千円

重要 自治事務

書面で相談員研修を実施し、情報共有を
行った。

R3目標

R2目標

目標設定の考え方・根拠

事業達成に向けての現在の課題及び今
後の課題解決に向けた取り組み

40.0%

40.0%

目標達成に向け、より一層の啓発
が必要である。

目標は達成しており、電話相談は
件数が増えている。対面でのカウン
セリング相談や何でも聞きます相
談が減少傾向だが、コロナ禍により
悩みを抱えている人は増えていると
思うので、引き続き周知に努める。

R2年度に改善した点

指標名

R2決算額（見込み）

31.3%

R1正規職員
人件費

R2その他職員
従事割合

4,572千円 臨時職員 0.00 人

287千円

R1決算額
今後も相談員との情報
交換を行い、配偶者暴

審議会等の委員に占める女性の割合
政策・方針等の意思決定の場に男女が共に参画
していることを測るため、市の審議会等の女性委
員の割合を指標とする。

女性委員の登用について、庁内へ協力依
頼を行い、周知・啓発を図った。

R1目標

審議会によっては、専門的知識を有することを条
件にしていたり、委員の推薦を依頼する関係団体
に女性がいなかったりするため、女性委員の割合
が増加しなかった。

目標設定の考え方・根拠

B

40.0%

31.5%0.55 人

①10,000部

②

③

R1その他職員
従事割合

①情報誌「SUN」発行部数

②

③

R2実績

R1実績

R2予算現額

会年職員 0.00 人

R2目標値が未達成の理由・分析企画
総務
課

実施計画ランク 事業の種別

一
般

R1予算現額

男女共同参画啓発･
普及事業

重要 自治事務 法定受託事務

期間 0.40 人

318千円

事業の目的及び具体的な内容

H7～

S56～

誰もが自分らしくのびやかに生きられる男女共同参
画の実現に向けて、男女共同参画への関心を高め、
性別による固定的役割分担意識の改善を図ることを
目的とする。
主な内容として、男女共同参画情報誌「SUN」（年2回
発行　各5,000部　関係機関並びに公共施設・学校等
に配布）を発行する。

246千円

企画
総務
課

実施計画ランク 事業の種別

一
般

R1予算現額

重要

ユニバーサルデザイ
ン推進事業

根拠法令

事業の目的及び具体的な内容

職員研修会（テーマ：カラーユニバーサル
デザイン）を開催した。これまで担当者の
みが出席していた埼玉県主催の研修会の
参加者について、全庁から参加者を募り、
研修機会の充実を図った。

目標達成に向けて、引き続き研修会の開
催、情報発信を行っていく必要がある。

R1決算額 指標名 目標設定の考え方・根拠

0千円 0千円

①情報提供回数

②具体的に取り組んだ事業数
（研修の開催等）

職員のユニバーサルデザインへの配慮度
※職員アンケートでユニバーサルデザインに「配
慮して業務に取り組んでいる」と答えた割合
(平成30年度以前は市民意識調査における市民
の満足度を指標としていた。)

第５次総合計画においては、市民の「ユニバーサ
ルデザインの認知度」を対象としていたが、行政
サービスを提供する市職員がユニバーサルデザ
インに配慮し、業務に取り組んでいるかを重要視
し、第６次総合計画より成果指標を変更した。

R1正規職員
人件費

R1その他職員
従事割合

R1目標 R1実績

R2予算現額 R2決算額（見込み） １１．住み続
けられるまち

づくりをユニバーサルデザイン推進基本方針 0千円 0千円

B

目標達成に向けてより、一層の啓
発について検討が必要である。

R2年度に改善した点

R2目標値が未達成の理由・分析

748千円 臨時職員 0.00 人

①１回
（職員アンケート実施の際に実
施）
②１回

R2実績

R2正規職員
人件費

R2その他職員
従事割合

60.0%

R2目標

55.7%

0.00 人

65.0%
会年職員 0.00 人

ユニバーサルデザインに関する研修会の開催
や、情報発信を通じて啓発する機会が不十分で
あったため。（令和二年度の職員アンケートは研
修会の開催前に実施）

事業達成に向けての現在の課題及び今
後の課題解決に向けた取り組み

55.0% 50.4%

期間 0.13 人 R3目標

H19～ 1,062千円

誰もが参加しやすく、暮らしやすいまちづくりを進める
ため、ユニバーサルデザイン推進基本方針を周知す
るための情報提供、新規採用職員への研修等、ユニ
バーサルデザインを推進するための事業を行ってい
る。

0.09 人
非常勤
特別職

自治事務 法定受託事務 法定受託＋附加

非常勤
特別職

0.00 人

R1決算額

R1決算額

会年職員 0.60 人
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実施手法等
の工夫により
貢献できた
項目(任意)

所属
名称

事務事業名称 事業概要（全体）
投入コスト

会
計

総合
評価

評価
理由

事業自体が
貢献する
項目

活動実績(R2)

成果

成果指標

評価及び次年度以降に向けた課題・取り組みなど

現状の課題

経費
SDGsへの貢献
(最大3つ)

項目名

■ □ □

実績

評価者

企画総務課長　山屋貴裕

項目名

■ □ □

実績

評価者

こども支援課長　清水　康雄

４．質の高い
教育をみん

なに

どのように貢献したか

DV被害者が自分の意志で
生活できるよう支援を行
なった。

どのように貢献したか

民間団体等に講師を依頼
し、男女共同参画に対する
理解や意識向上を図った。

５．ジェン
ダー平等を
実現しよう

５．ジェン
ダー平等を
実現しよう

１７．パート
ナーシップで
目標を達成

しよう

R2その他職員
従事割合

90.0%

R2実績

99.0%

1,366千円

①689人

②

③

R2目標

講座定員数における参加者数の割合

90.0%

R1予算現額

4,738千円 臨時職員

R1その他職員
従事割合

R1正規職員
人件費

R1決算額

H7～ 4,737千円

多くの市民等に向けて男女共同参画への理解と意識
の向上を図るため、男女共同参画に係る講座・研修・
講演会などの開催を行う。

0.57 人 80.0%

法定受託事務 法定受託＋附加 14,460千円

90.0%

R3目標

根拠法令 R2予算現額 R2決算額（見込み）

16,560千円

0.58 人

R2正規職員
人件費

会年職員

1.00 人

期間

R2年度に改善した点

男女共同参画に関する理解や意識向上を図るこ
とを目的に講座を開催するため、参加率を指標と
する。

新型コロナウイルス感染拡大防止対策に
より、計画どおりに事業や講座ができない
ため、これまでに関心の高かった講座にし
ぼり、密をつくらないよう受講人数も制限し
て開催した。

事業達成に向けての現在の課題及び今
後の課題解決に向けた取り組み

市民への周知方法を工夫すると共に、女
性だけでなく、夫婦や親子でも参加できる
ような講座を検討する。

A

新型コロナウイルス感染拡大防止
対策により予定していた事業や講
座ができなかったが、これまでに関
心の高かった講座にしぼり、受講人
数も制限したため、目標が達成でき
た。今後も市民に関心を持ってもら
える講座を企画し、開催日や開催
時間を工夫しし、男女共同参画社
会やふらっとの理解に繋がるよう努
めていく。

目標達成済

R2目標値が未達成の理由・分析

指標名 目標設定の考え方・根拠

R1目標 R1実績

非常勤
特別職

①講座参加者数

②

③

0.00 人

1,031千円
男女
共同
参画
推進
セン
ター
ふ

らっ
と

実施計画ランク 事業の種別

一
般

ふらっと企画講座実施
事業

重要

所沢市男女共同参画推進条例

事業の目的及び具体的な内容

自治事務

目標設定の考え方・根拠

女性保護事業

根拠法令

被害者自らの意思に基づき、安全で安心な生活を送
ることができるよう支援する。
電話又は面接によりＤＶ被害者の相談に応じ、助言・
情報提供等を行う。必要に応じ、関係機関の紹介や
関係機関との連絡調整を行う。

0.73 人

　　　H14　～

こど
も支
援課

実施計画ランク 事業の種別

一
般

R1予算現額

配偶者等からの暴力の防止及び被 R2予算現額

害者の保護に関する法律、所沢市ﾄﾞﾒｽﾃｨｯｸ・ﾊﾞｲｵﾚﾝ
ｽ被害者等緊急一時保護実施要綱

2,066千円

R2年度に改善した点

新規相談件数
様々な相談窓口や情報収集の方法があることが
浸透しているかの目安とする。

所沢市ドメスティック・バイオレンスに関す
る庁内連携会議に諮り、関係課と情報共
有・連携し支援を行った。

①新規相談件数

②

③

相談件数が少なかったが、相談が必要な方への
対応はより丁寧にできている。

事業達成に向けての現在の課題及び今
後の課題解決に向けた取り組み

R2目標

R2目標値が未達成の理由・分析

社会情勢の変化等に応じ、適切な支援を
行うため、専門知識を有するアドバイザー
や他の相談機関等との連携の充実を図
る。

実績としては目標件数を下回って
いるものの、本事業は、専門性の
高い相談や適切な連携・情報提供
を行っており、年々事業の質は向
上しているといえる。

指標名

R2実績

重要 自治事務 法定受託事務 法定受託＋附加 1,761千円 1,388千円

Ａ

①66件

②

③
R3目標

85件
会年職員

事業の目的及び具体的な内容
R1正規職員
人件費

R1その他職員
従事割合

R1目標

47件

R1実績

期間 0.64 人

R2正規職員
人件費

5,228千円

66件

85件

R2その他職員
従事割合

85件

6,068千円 臨時職員

0.00 人

0.60 人

0.00 人

非常勤
特別職

0.60 人

R2決算額（見込み）

1,677千円

R1決算額
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項目名

■ □ □

実績

評価者

秘書室長　大出　久美

項目名

■ □ □

実績

評価者

経営企画課長　小池　純一

項目名

■ □ □

実績

評価者

市民相談担当参事　高橋　国弘

項目名

■ □ □

実績

評価者

選挙管理委員会事務局次長
小林　宏行

第７章　未来（あす）を見つめたまちづくり  第２節　市民参加・情報共有

どのように貢献したか

電話相談を開始したことに
より、来庁するための自動
車等の使用を減らすことが
でき、CO2の削減が図られ
た。

どのように貢献したか

パブリックコメント手続の実
施等自治基本条例の適正
な運用を図り、市民自治の
実現による市民福祉の増
進に貢献した。

１３．気候変
動に具体的
な対策を

１３．気候変
動に具体的
な対策を

８．働きがい
も経済成長

も

１６．平和と
公平をすべ
ての人に

１１．住み続
けられるまち

づくりを

どのように貢献したか

物品購入の際に、オープン
カウンター方式を実施し
た。被表彰者の各活動の
促進や郷土愛の増進に寄
与した。

どのように貢献したか

法令を遵守し、市民に正し
い政治常識を周知した。

所属
名称

１０．人や国
の不平等を

なくそう

１１．住み続
けられるまち

づくりを

１６．平和と
公平をすべ
ての人に

３．すべての
人に健康と

福祉を

１１．住み続
けられるまち

づくりを

SDGsへの貢献
(最大3つ)

事務事業名称 事業概要（全体）
投入コスト

会
計

総合
評価

評価
理由

実施手法等
の工夫により
貢献できた
項目(任意)

事業自体が
貢献する
項目

活動実績(R2)

成果

成果指標

評価及び次年度以降に向けた課題・取り組みなど

現状の課題

経費

R1実績

自治事務

5

11,637千円 臨時職員 0.00 人

R3目標

5

R2年度に改善した点目標設定の考え方・根拠

A

新型コロナの影響により、総会や
役員会等を書面で行うこととなった
が、そのような中においても啓発活
動を行うことができている。

R2予算現額 R2決算額（見込み）

1,511千円

目標達成済

選挙時だけでなく、平常時においても法に基づき
選挙違反を予防するための啓発活動を必要とす
る。

非常勤
特別職

事業達成に向けての現在の課題及び今
後の課題解決に向けた取り組み

R2目標値が未達成の理由・分析

令和４年参議院議員通常選挙執行に向
けて、引き続き投票行動の促進、選挙違
反を防止する啓発活動を行う。

R1決算額 指標名

法定受託＋附加 1,522千円 1,054千円

R2実績

R2その他職員
従事割合

0.00 人

出前講座開催に当たって、扱うテーマに
身近な選挙違反を加え臨場感ある講義を
実施した。

啓発活動を行った月数根拠法令

512千円

事業の目的及び具体的な内容
R1正規職員
人件費

R1その他職員
従事割合

R1目標

法定受託事務

R1予算現額

R2正規職員
人件費

事業の種別

市民へ選挙制度を正しく理解いただき政治や選挙に関心
を持ち、自らが進んで投票に参加し、選挙が適正に行わ
れるよう、市と所沢市明るい選挙推進協議会が一体となり
啓発活動に取り組んでいる。
取組みでは、常時啓発として、明るい選挙啓発ポスターコ
ンクールの開催、広報などによる寄附行為禁止等のルー
ルの周知を行い、選挙時啓発として、選挙のお知らせの
全戸配布を行っている。
また、投票率の低い若年層への啓発として、満18歳になっ
た市民へのバースデイカードの送付、成人のつどいにお
いて啓発物資を配布するなどの啓発事業を実施してい
る。

1.40 人

S31～

公職選挙法

優先

①１，０１５点
②２，８８９枚
③８件
④６件
⑤１件

R2目標

1212,252千円

明るい選挙啓発事業 一
般

①啓発ポスター作品出品数
②１８歳バースデーカード送付
数
③選挙機材貸出し件数
④コミュニティビジョン掲載申請
数
⑤出前講座実施件数選挙

管理
委員
会事
務局

実施計画ランク

12 12

期間 1.50 人

秘書
室

実施計画ランク 事業の種別

一
般

R1予算現額

所沢市表彰事業

重要 法定受託＋附加

事業の目的及び具体的な内容

R2年度に改善した点

①被表彰者数

②表彰式出席者数

表彰式出席率
（表彰式出席者数÷被表彰者数×100）

感謝の意を表す行事であるため、多くの方の出
席が望ましい。

市表彰式と市制施行70周年記念式典を
同日開催とし、場所を所沢市民文化セン
ターミューズに変更し実施した。コロナ禍
でもあり、代表受領を行うなど式典の進行
なども全て見直し、２つの式典がスムーズ
に流れるよう工夫した。R1目標 R1実績 R2目標値が未達成の理由・分析

R1正規職員
人件費

R1その他職員
従事割合

R1決算額 目標設定の考え方・根拠指標名

R2決算額（見込み）

所沢市表彰規則 1,079千円 755千円

根拠法令 R2予算現額

自治事務 法定受託事務 1,558千円 1,244千円

48.5%

4,901千円 75.0%

46.7%
R2正規職員
人件費

R2その他職員
従事割合

会年職員 0.00 人

事業達成に向けての現在の課題及び今
後の課題解決に向けた取り組み

4,156千円 臨時職員 0.00 人
①60(人・団体）

②28（人・団体）

R2目標 R2実績

B

目標値には達していないものの、
コロナ禍で感染対策を行いながら
式典を挙行した。市制施行70周年
記念式典との市民文化センターで
の同日開催、また地域づくり推進
課所管の感謝状贈呈式と同時開
催したことにより、厳粛な中にも華
やかさを保つことができた。

政策会議等で協力を要請し、スムーズな
進行に努め、出席者に負担をかけること
なく喜んでいただける式典にしていく。新し
い生活様式に即した式典等のあり方を検
討し、実施方法等を必要に応じて改善す
る。

期間 0.60 人 R3目標

S45～

政治、経済、福祉、文化、スポーツ等、様々な分野
で市勢の振興に寄与する市民活動を促進するた
め、活動の顕著であった方々を表彰する。

0.50 人
非常勤
特別職

0.00 人 75.0%

令和2年度は、市制施行70周年記念式典と同日
開催となり、例年と違い祝日での実施となったこ
と、また、コロナ禍の状況で出席を見送った方な
どもいると考えられる。

75.0%

経営
企画
課

実施計画ランク 事業の種別

一
般

R1予算現額

361千円

期間

H18年度～

R1決算額

所沢市自治基本条例
推進事業

根拠法令

目標設定の考え方・根拠

B
R1実績 R2目標値が未達成の理由・分析

216千円
①自治基本条例推進委員会の
開催回数
②パブリックコメント手続の実施
件数（全庁）
③総合計画及び財務に関する
報告会の開催回数

新型コロナウイルス感染防止の観
点から、同委員会を実施しなかっ
たため。

重要 自治事務 法定受託事務 法定受託＋附加

R2年度に改善した点

自治基本条例の推進
（条例の運用状況の調査・検討の実施）

自治基本条例推進委員会の開催により、条例の
運用状況の調査・検討を進め、条例の実効性が
確保されているか。

同委員会開催に代え、委員に対し自治基
本条例の概要、新型コロナウイルス感染
症の市民参加への影響、所沢市市民意
識調査に関する書類を送付し、理解向上
に努めた。

R1目標

0.00 人

指標名

R2予算現額 R2決算額（見込み）

所沢市自治基本条例、市民参加を進めるための条例 403千円 56千円

非常勤
特別職

2,042千円
会年職員 0.00 人

R2正規職員
人件費

R2その他職員
従事割合

事業の目的及び具体的な内容
R1正規職員
人件費

R1その他職員
従事割合

市民等・市議会・市が課題を共有し、連携・協力しな
がら市民自治によるまちづくりを推進していくことを
目的とする。
具体的な取り組み内容としては、所沢市自治基本
条例推進委員会を設置し、条例の適切な運用を図
り、市民参加や情報公開の在り方について検討を
行う。

0.32 人

未実施

推進

新型コロナウイルス感染防止の観点から、同委
員会を実施しなかったため。推進

R3目標

推進
事業達成に向けての現在の課題及び今
後の課題解決に向けた取り組み

2,660千円 臨時職員 0.00 人
①0回

②11件

③0回

R2目標 R2実績

新型コロナウイルス感染防止に留意しな
がら、必要な市民参加を担保するための
方法を検討する。0.25 人

推進

市民
相談
課

実施計画ランク 事業の種別

一
般

R1予算現額

市民相談事業

根拠法令 R2予算現額

17,206千円

B

相談件数自体は減少となったが、
新型コロナウイルス感染拡大下に
おいて、感染対策と相談事業の継
続を両立して行い、市民の利便性
も向上することができた。

R2年度に改善した点

市民からの相談の状況を把握するため、各種相
談による年間相談件数を指標とする。

新型コロナウイルスの感染拡大により、外
出自粛等求められる中でも市民の相談の
機会が確保できるよう、電話での相談を
開始した。

事業達成に向けての現在の課題及び今
後の課題解決に向けた取り組み

これまでの課題であった電話相談をコロ
ナ禍での緊急措置として開始した。これ
を、来庁の難しい市民の利便性を高める
ための相談体制構築のための試行ととら
え、実施した中での課題などを精査し、今
後より相談しやすい体制づくりをしていく

所沢市市民相談員設置規定、所沢市市民相談員の
勤務条件等に関する取扱要領

19,082千円 18,090千円

R1決算額 指標名 目標設定の考え方・根拠

重要 自治事務 法定受託事務 法定受託＋附加 18,163千円 17,952千円

事業の目的及び具体的な内容
R1正規職員
人件費

R1その他職員
従事割合

生活上生じる様々な問題について市民からの相談に対し
適切な助言等を行い、自主的な解決を促進して住民の福
祉向上に寄与することを目的とする。
面接方式による相談を以下（①～⑧）のとおり実施してい
る。なお、②③④の専門相談については、予約制としてい
る。
①一般相談②弁護士相談③税理士相談④司法書士相談
⑤行政書士相談⑥人権相談⑦行政相談⑧外国人生活相
談

2.07 人
非常勤
特別職

41.00 人

R2正規職員
人件費

会年職員 3.00 人

R1実績 R2目標値が未達成の理由・分析

新型コロナウイルス感染拡大に伴い、緊急事態
宣言発令下において弁護士相談以外の専門相
談について休止したことによる。また、コロナ禍の
対策として、一般相談及び弁護士相談を電話で
行うこととしたが、開始当初の周知がホームペー
ジでのみであったため、外出自粛等が影響したと
考える。

①1日当たりの相談件数

②1件当たりのコスト(会計年度
職員報酬＋職員手当等+相談
報償）

③弁護士一人当たりの休日特
設相談件数

年間相談件数

4,000件 3,261件

4,000件 2,947件

R1目標

期間 1.52 人 R3目標

H47～ 12,415千円

①11.8件

②6519.7円

③5件

R2目標 R2実績

4,000件

R2決算額（見込み）

臨時職員

R2その他職員
従事割合

会年職員

0.00 人

0.00 人

132
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所属
名称

SDGsへの貢献
(最大3つ)

事務事業名称 事業概要（全体）
投入コスト

会
計

総合
評価

評価
理由

実施手法等
の工夫により
貢献できた
項目(任意)

事業自体が
貢献する
項目

活動実績(R2)

成果

成果指標

評価及び次年度以降に向けた課題・取り組みなど

現状の課題

経費

項目名

■ □ □

実績

評価者

広報担当参事　皆川　博幸

項目名

■ □ □

実績

評価者

広報担当参事　皆川　博幸

項目名

■ □ □

実績

評価者

広報担当参事　皆川　博幸

項目名

■ □ □

実績

評価者

市民相談担当参事　高橋　国弘

どのように貢献したか

市政運営や施策形成にお
ける透明性を高め、市民
参加を促した。

住んでいる市の情報を速
やかに発信することで貢献
した。

１１．住み続
けられるまち

づくりを

１１．住み続
けられるまち

づくりを

どのように貢献したか

１０．人や国
の不平等を

なくそう

どのように貢献したか

住んでいる市の情報を広く発信す
ることで貢献した。また、運用に当
たっては、すべての人に等しく情
報が伝わるよう、アクセシビリティ
に配慮している。

１１．住み続
けられるまち

づくりを

どのように貢献したか

住んでいる市の情報を広く発信するこ
とで貢献した。
また、作成に当たり再生紙及び植物性
インクの使用により環境負荷の低減に
貢献した。
令和2年度は、12月号で再生エネル
ギーを推進する特集記事を掲載。

１１．住み続
けられるまち

づくりを

１１．住み続
けられるまち

づくりを

７．エネル
ギーをみん
なにそしてク

リーンに

１５．陸の豊
かさを守ろう

指標名R1決算額

68.4%市政情報等を的確かつ適切な時期に市民等にわか
りやすくお知らせするため、毎月１回１日に広報紙を
発行している。特集や連載コーナーなども企画し、
積極的に読者に役立つ情報の発信に努めている。
配布は、委託により市内全世帯・事業所に戸別配布
している。
・タブロイド判16ページ・年12回発行
併せて、視覚障害者用広報を発行

重要

広報紙発行事業
事業の具体的な内容及び目的

R1正規職員
人件費

R1その他職員
従事割合

R1予算現額

根拠法令

― 34,039千円

目標設定の考え方・根拠

R2決算額（見込み）

29,824千円

①広報紙発行部数

②広報紙配布部数

③デジタルブックの総アクセス
件数

広報
課

実施計画ランク 事業の種別

一
般

R2予算現額

Ｓ

市の情報発信については前年度
実績を上回り、かつ２年連続で当
該年度の目標値を上回ることがで
きた。

R2年度に改善した点

R2目標値が未達成の理由・分析

65.0%

投稿やアンケートを通して寄せられる読者
のご意見を参考としながら、より市民が参
加しやすく、わかりやすい情報発信に努
めるとともに、引き続き、記事の正確性を
高める。また、若年層にも訴求する企画
や紙面構成を工夫・検討し、情報発信力
の向上を目指す。

市民意識調査「市の情報発信に対する満足度」
市の広報媒体から必要な情報が得られていると
「感じる」と答えた人の割合

広報紙に特化した設問ではないものの、市の情
報を得る主要な手段である広報紙への満足度を
測る一定の指標ととらえ、前年度実績からの増
加を目指す。

タブロイド判の紙面を生かした記事作りに
努め、広報コンクールの一枚写真部の部
で埼玉県市部特選の評価を得た。

R1目標

目標達成済66.0%

事業達成に向けての現在の課題及び今
後の課題解決に向けた取り組み

R1実績

R3目標

自治事務 法定受託事務 法定受託＋附加 31,597千円 29,114千円

2.89 人
非常勤
特別職

0.00 人

24,022千円 臨時職員 0.00 人
①2,057,300部

②2,011,705部

③10,583件

R2目標 R2実績

R2正規職員
人件費

R2その他職員
従事割合 69.2%

67.0%

期間 2.95 人

R1その他職員
従事割合

法定受託＋附加 6,581千円

実施計画ランク

ホームページ運用事
業

根拠法令

6,801千円

0.00 人

R2年度に改善した点

R2決算額（見込み）

S27年～ 24,096千円

指標名

重要 自治事務 法定受託事務

目標設定の考え方・根拠

Ｓ

システムのリニューアルにあたり、
スマートフォンでの見やすさが向上
するデザインに変更したほか、検
索窓を大きくしたり、多言語化のた
めの翻訳言語を３つ追加するな
ど、利用者の満足度向上が図れ
た。

R2目標 R2実績

6,412千円

6,630千円

75.0%

臨時職員

利用者が欲しい情報に容易にたどり着き、その
情報が満足するものであるかが重要であるた
め、システムの評価機能により現状を把握するも
のである。

75.0%

R1決算額

①36,670,586件

②9,000件

75.0%

0.91 人

7,564千円

0.84 人

非常勤
特別職

0.00 人

会年職員 0.00 人

R1実績

ホームページのコンテンツ評価機能において、
ペｰジ内容が「役に立った」「みつけやすかった」
と答えた人の割合

①総アクセス件数

②公開コンテンツ数

一
般

R1予算現額

R1正規職員
人件費

R3目標

R2予算現額

R1目標

事業の種別

事業の具体的な内容及び目的

期間

令和2年度は、6年間運用してきたシステ
ムの更新を実施した。従来のシステムを
継続しつつ、スマートフォンからの閲覧の
しやすさ向上、トップページの簡素化、自
動翻訳の対応言語追加などを行い、検索
性をはじめ使いやすさの向上を図った。

事業達成に向けての現在の課題及び今
後の課題解決に向けた取り組み

システムのリニューアルを行ったため、当
面、運用における使いやすさの向上に努
めていく。引き続きコンテンツ評価や利用
者の動向を注視しながら求められるホー
ムページのあり方を検証していく。

R2目標値が未達成の理由・分析

70.3%

目標達成済77.8%

広報
課

実施計画ランク 事業の種別

一
般

―

H8年～

期間

広報
課

R2決算額（見込み）

R2正規職員
人件費

R2その他職員
従事割合

R1正規職員
人件費

―

6,861千円

R1予算現額 R1決算額

行政サービスの向上を目的として、ホームページを
積極的に活用し、本市の情報や魅力を市内外に発
信する。担当課が直接コンテンツを作成・更新でき
るシステムを使って、事務の迅速化・効率化を図っ
ている。

783千円

指標名

23,106人
メール配信事業

目標設定の考え方・根拠

Ｓ

根拠法令 R2予算現額

790千円 790千円

事業の具体的な内容及び目的

新型コロナウイルスの影響のほ
か、利用者ニーズに合わせたカテ
ゴリの再編をした結果、登録者が
大幅に増えた。

R2年度に改善した点

過去の登録者数の増加実績を踏まえ、年間
2,000人の増加を目指すものである。

利用者のニーズにきめ細やかに対応する
ため、情報カテゴリの整理・充実を行った
結果、カテゴリ数を19に整理した。

目標達成済

事業達成に向けての現在の課題及び今
後の課題解決に向けた取り組み

広報紙、市ホームページ、チラシ等を活用
した周知活動を継続し、さらなる利用登録
者数の増加を目指すとともに、タイムリー
で分かりやすい情報配信に努める。

4,488千円 臨時職員

①配信件数
利用登録者数（登録メールアドレス件数）

重要 自治事務 法定受託事務 法定受託＋附加 819千円

R1目標

25,000人 29,458人

27,000人

R1実績 R2目標値が未達成の理由・分析

メール配信システム（ASPサービス）を利用し、利用
登録者に対して市政情報（21カテゴリ）を配信する。
・ツイッターと自動連携して同内容を配信している。
・市ホームページからも配信内容を見ることができ
る。

0.54 人
非常勤
特別職

0.00 人 23,000人

0.42 人 R3目標

H　20年～ 3,431千円

①2,528件

R2目標 R2実績

R2正規職員
人件費

会年職員

市民
相談
課

実施計画ランク

一
般

R1予算現額

期間

H13～

市政において重要な役割を果たしている各種の審
議会等の会議を原則として公開することにより、市
政運営や施策形成における透明性を高めることを
目的とする。
内容としては、会議開催前に開催のお知らせを公表
し、会議開催後は、会議開催結果、配布資料、会議
録を市政情報センターに配架し、閲覧に供してい
る。（会議録は市ホームページで公開している。）

0.42 人

公開された会議の割合について、
目標値には到達していないもの
の、目標値に近い水準で推移して
いることから、会議を「原則公開」と
して市政運営や施策形成における
透明性を高めるという目的は推進
できている。

R2年度に改善した点

公開された会議の割合（公開された会議の件数
／(開催された会議の件数-公開されなかった会
議のうち個人情報を理由とした会議の件数）×
100）

公開された会議の割合が増えることで、市政運
営や施策形成における透明性が高まると考え
る。
公開された会議の割合が85％前後で推移してい
ることから、それを上回る90％を目標とした。

新型コロナウイルス感染症拡大防止のた
めやむを得ず書面会議としたものや、Web
会議とする場合にも、市民に会議の情報
を公開できるよう、Web会議及び書面会議
における会議の公開の運用方法を定め、
実施した。

R1目標 R1実績

指定管理者選定委員会や民間資金等活用事業
選定委員会等の業者選定に関する非公開の会
議が計12回開催される等、7条5号（審議・検討に
関する情報）を理由に公開されなかった会議の
件数が多かったため、目標値に達しなかった。

90.0%

R3目標

目標設定の考え方・根拠

A

90.0%

R2その他職員
従事割合 83.6%

90.0%

R1正規職員
人件費

R2目標値が未達成の理由・分析

重要 自治事務 法定受託事務 法定受託＋附加 47千円
①開催された会議の件数
②公開されなかった会議のうち
7条2号（個人情報）を理由とした
会議の件数
③公開された会議（一部非公開
を含む）の件数R1その他職員

従事割合

指標名

会議の公開制度推進
事業

根拠法令 R2予算現額 R2決算額（見込み）

所沢市情報公開条例、所沢市の会議の公開に関す
る指針、所沢市会議録作成要領

R2正規職員
人件費

42千円 26千円

事業の目的及び具体的な内容

事業達成に向けての現在の課題及び今
後の課題解決に向けた取り組み

3,491千円 臨時職員 0.00 人
①540件

②430件

③92件

R2目標 R2実績

引き続き、Web会議や書面会議を含めた
会議の情報を市民に公開できるよう制度
を運用する。

3,757千円
会年職員

0.46 人

81.0%

0.00 人

0.00 人

R2その他職員
従事割合

R1その他職員
従事割合

会年職員 0.00 人

34千円

非常勤
特別職

0.00 人

0.00 人

R1決算額
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所属
名称

SDGsへの貢献
(最大3つ)

事務事業名称 事業概要（全体）
投入コスト

会
計

総合
評価

評価
理由

実施手法等
の工夫により
貢献できた
項目(任意)

事業自体が
貢献する
項目

活動実績(R2)

成果

成果指標

評価及び次年度以降に向けた課題・取り組みなど

現状の課題

経費

項目名

■ □ □

実績

評価者

市民相談担当参事　高橋　国弘

項目名

■ □ □

実績

評価者

市民相談担当参事　高橋　国弘

項目名

■ □ □

実績

評価者

議会事務局参事　轟　俊哉

項目名

■ □ □

実績

評価者

議会事務局参事　轟　俊哉

１０．人や国
の不平等を

なくそう

どのように貢献したか

　オンライン会議システム
を導入することにより、市
民参加の機会の拡大を
図った。

どのように貢献したか

市議会だよりを通して議会
の取り組みを市民に分か
りやすく周知することで、議
会活動への関心を促すこ
とや議会情報の透明化に
資している。

１６．平和と
公平をすべ
ての人に

１０．人や国
の不平等を

なくそう

１６．平和と
公平をすべ
ての人に

どのように貢献したか

市政情報を提供し、市民
参加を促した。

１１．住み続
けられるまち

づくりを

どのように貢献したか

情報公開を適切に行うこと
で、公正で民主的な市政
の推進に寄与した。

１１．住み続
けられるまち

づくりを

１１．住み続
けられるまち

づくりを

１１．住み続
けられるまち

づくりを

市民
相談
課

実施計画ランク 事業の種別

一
般

R1予算現額

市政情報センター運
営事業

根拠法令 R2予算現額

4,904千円

R1決算額 指標名 目標設定の考え方・根拠

①有償頒布数

②都市計画図等の図面の有償
頒布数

③行政資料貸出数

市政情報センターの行政資料利用数（有償頒布
数－都市計画図等の図面有償頒布数＋行政資
料貸出数）

R2決算額（見込み）

目標達成済551件

所沢市情報公開の総合的推進に関する要綱、所沢
市市政情報センター複写実費徴収金等取扱要綱

A

令和元年度に比べ実績値が増加
した要因には、市政70周年を記念
して発行されたところざわ歴史物語
増補改訂版（204部売上）が挙げら
れる。
また、都市計画図等については、
当該図面の一部区域だけが必要
である場合に、コピー対応できるよ
うコピー機の近くに図面を配架する
等して、市民が迅速かつ容易に、
また安価に必要な情報を得られる
ようにしており、事業の目的は推進
できている。

R2年度に改善した点

市の保有情報を積極的に提供することが当該事
業の目的となっているため「行政資料利用数」を
指標とする。ただし、コピー利用を推進している
図面有償頒布数は除く。令和3年度の目標数は
過去5年平均数（約500件）を踏まえ、500件とし
た。

新型コロナウイルス感染症拡大防止のた
め、行政資料閲覧コーナーの机、椅子、コ
ピー機などの配置を変更し、密集した場
所や空間とならないようにすることで、市
民が安心・安全に利用できるようにした。

事業達成に向けての現在の課題及び今
後の課題解決に向けた取り組み

市民が市政に関する情報や必要とする情
報を迅速かつ容易に得られるように、市
政情報センターでの情報提供方法につい
て工夫していく。

506千円 423千円

重要 自治事務 法定受託事務 法定受託＋附加 678千円 447千円

事業の目的及び具体的な内容
R1正規職員
人件費

R1その他職員
従事割合

R1目標 R1実績 R2目標値が未達成の理由・分析

市民が市政に関する正確でわかりやすい情報を迅
速かつ容易に得られるようにすることを目的とする。
内容としては、各課で作成又は取得した行政資料を
市政情報センターで配架し、閲覧、貸出、有償頒布
するほか、提供された情報について一覧表を作成
し、窓口や市ホームページで公表している。

0.59 人
非常勤
特別職

0.00 人 600件 386件

臨時職員

R2正規職員
人件費

R2その他職員
従事割合 500件

500件
会年職員

期間 0.52 人 R3目標

H7～ 4,247千円
0.00 人

①846件

②324件

③29件

R2目標 R2実績

市民
相談
課

実施計画ランク 事業の種別

一
般

R1予算現額

595千円

S63～

重要

A

情報公開請求が年間150～180件
前後で推移しているなか、不服申
立は生じておらず、目標は達成さ
れている。

根拠法令 R2予算現額 R2決算額（見込み）

所沢市情報公開条例、所沢市情報公開条例施行規
則、所沢市情報公開の総合的推進に関する要綱

目標達成済

法定受託＋附加

R2目標値が未達成の理由・分析

R1決算額 指標名

R3目標

情報公開制度推進事
業

目標設定の考え方・根拠

事業の目的及び具体的な内容
R1正規職員
人件費

R1その他職員
従事割合

R2年度に改善した点

情報公開請求に対して適正な対応や丁寧な説明
を行うことで、不服申立てが生じる可能性は低く
なると考えられることから、指標とした。

R2その他職員
従事割合

公開請求に対する不服申し立て率（％）
（不服申立て件数/請求件数（申出は含まない）
×100

183千円

非常勤
特別職

0.00 人

情報公開制度を適正に運営するため、職
員の啓発に取り組む必要がある。

職員研修において市民の求めに応じた情
報提供を推奨する、公開請求受付の際に
所管課へ情報提供への切替えの可否を
確認する等、情報提供について職員への
意識づけを図った。

事業達成に向けての現在の課題及び今
後の課題解決に向けた取り組み

R1目標 R1実績

自治事務 法定受託事務 644千円 365千円
①請求件数（請求数＋申出数）

②対象公文書数

③公開文書数

期間 0.71 人

0.0% 0.6%

8,229千円 臨時職員 0.00 人
①148件

②1,416文書

③1,396文書

R2実績

R2正規職員
人件費

行政の透明化及び市民参加促進により公正・民主的に市
政を推進することを目的とする。
内容としては，所沢市情報公開条例に定める公文書公開
請求に基づき市の保有する公文書を公開する。
また、公文書の公開のほか、市政に関する正確で分かり
やすい情報を市民が迅速かつ容易に得られるよう、情報
公開の総合的な推進及び積極的な情報の提供に努める。

0.99 人

0.0% 0.0%

0.0%

R2目標

会年職員 0.00 人
5,799千円

議会
事務
局

実施計画ランク 事業の種別

一
般

R1予算現額

「市議会だより」作成
事業（デイジー版・点
字版含む）

根拠法令 R2予算現額

事業の目的及び具体的な内容

事業達成に向けての現在の課題及び今
後の課題解決に向けた取り組み

R1決算額 指標名

R2決算額（見込み）

38,633

市議会の活動や定例会の内容を分かり
やすく市民にお知らせする上で、市議会
だよりの役割は大変重要である。令和３
年度から、ポスティングによる全戸配布が
開始され、紙面の充実に努めていく。

44,336

17,846千円
前年度に引き続き、読みやすい市
議会だよりを目指し、作成を行って
おり、設定した目標も達成してい
る。

R2年度に改善した点

R2正規職員
人件費

R2その他職員
従事割合

優先 自治事務 法定受託事務 法定受託＋附加 17,584千円 17,426千円

所沢市議会基本条例 18,639千円

9,393千円 臨時職員 0.40 人
①517,600

②44

③106

R2目標

目標設定の考え方・根拠

R1正規職員
人件費

R1その他職員
従事割合

R1目標 R1実績

①作成部数

②デイジー版の作成数

③点字版の作成部数

市議会ホームページに掲載しているところざわ
市議会だよりＰＤＦ版へのアクセス件数

27,889
Ａ

R2目標値が未達成の理由・分析

R2実績

前年度実績の約5％増

40,565 42,225

特集やトピックス（お知らせ）のページに、
写真やイラストなどを多く使用し、市民に
分かりやすく、読みやすい紙面となるよう
に改善を図った。

目標達成済

期間 1.13 人 R3目標

議会の活動を多くの市民に対してわかりやすくお知
らせするため、年４回の定例会後に発行する議会広
報紙である。新聞折込による配布や公共施設、所
沢駅構内パンフレットラック、医師会に加入している
市内医療機関への配架を行うとともに、市議会ＨＰ
でのＰＤＦ版公開、アプリ「マチイロ」への掲載等も
行っている。またデイジー版・点字版も作成してい
る。

1.13 人
非常勤
特別職

Ｓ４５～ 9,230千円

R2予算現額

R2目標

R1決算額 指標名

①打ち合わせの件数

②打ち合わせ以外（会議・研修・
報告会等）の件数

オンライン会議の件数

所沢市議会会議規則、所沢市議会ＩＣＴ化推進基本計画 1,013千円

　新型コロナウイルス感染拡大を想定した「新しい生
活様式」の観点から、オンライン会議に必要な機器
類等を整備し、議員、傍聴者並びに職員の感染リス
クの軽減を図るとともに、緊急事態や災害発生時に
おいても情報収集や議会活動を行うことで、議会機
能を維持するとともに、市民が自宅に居ながら会議
を視聴することが可能となるなど、市民参加の機会
の拡大を図るもの。

0.00 人 0.00 人

7,481千円

R2正規職員
人件費

①2件

②1件
0.00 人

R2その他職員
従事割合

0.00 人

R1目標

非常勤
特別職

3件

35件

R2実績

―

臨時職員

3件

会計年度

議会
事務
局

実施計画ランク 事業の種別

一
般

R1予算現額

所沢市議会ＩＣＴ化推
進事業
（オンライン会議シス
テム導入）

根拠法令

1,122千円

事業の目的及び具体的な内容

目標設定の考え方・根拠

B

　事業を行うために必要なノートパ
ソコン、タブレット端末、大型モニ
ター、ビデオカメラ等、資機材の調
達、また、Ｗｅｂ会議の開催のため
のライセンス取得、インターネット
環境の整備など、スピード感を持っ
てオンライン会議開催のための環
境を整えた。

R2年度に改善した点

R2決算額（見込み）

R1実績

　打合せ、会議、研修、報告会、視察などにオン
ライン会議を利用した件数

　オンライン会議システムの導入に伴い、
スムーズな運用を図るため、既存のWi-Fi
ルーターを２台から５台に増設した。

事業達成に向けての現在の課題及び今
後の課題解決に向けた取り組み

　現在利用しているWi-Fiを利用したイン
ターネット環境では、画像不鮮明や音声
障害が発生し、会議が中断される現象が
生じていることから、インターネット環境の
改善について議会運営委員会（ＩＣＴ作業
部会）で調査・検討している。

― 自治事務 法定受託事務 法定受託＋附加 ― ―

期間 0.18 人 R3目標

Ｒ２～ 1,470千円

R2目標値が未達成の理由・分析

目標達成済み

R1正規職員
人件費

R1その他職員
従事割合

―

会計年度 0.40 人

0.00 人
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所属
名称

SDGsへの貢献
(最大3つ)

事務事業名称 事業概要（全体）
投入コスト

会
計

総合
評価

評価
理由

実施手法等
の工夫により
貢献できた
項目(任意)

事業自体が
貢献する
項目

活動実績(R2)

成果

成果指標

評価及び次年度以降に向けた課題・取り組みなど

現状の課題

経費

項目名

■ □ □

実績

評価者

市民相談担当参事　高橋　国弘

項目名

■ □ □

実績

評価者

市民相談担当参事　高橋　国弘

社会保障関連団体、労働
者団体などから意見や要
望を聴き、市政に反映させ
るよう努めた。

１．貧困をな
くそう

１．貧困をな
くそう

３．すべての
人に健康と

福祉を

３．すべての
人に健康と

福祉を

８．働きがい
も経済成長

も

８．働きがい
も経済成長

も

どのように貢献したか

市民一人ひとりの生活環
境の改善に係る要望か
ら、市政に係る意見等まで
実現できるよう努めた。

１１．住み続
けられるまち

づくりを

１１．住み続
けられるまち

づくりを

どのように貢献したか

市民
相談
課

実施計画ランク 事業の種別

一
般

R1予算現額

個別広聴事業

根拠法令

重要 自治事務
①市長への手紙としての受理件
数

②陳情書としての受理件数

回答に要する日数（回答にかかっった総日数÷
件数）

市民の意見・要望・提案に、迅速、丁寧、的確に
対応するため、回答に要する日数を指標とする。

申出を受理した後、所管部局に依頼する
前に受理報告書としてまとめ、市長に確
認してもらうことで、処理方法の確認や指
示を仰げるようにした。これにより、依頼
時点で市長の思いや市の方向性が示さ
れ、回答案の作成、所管での対応がス
ムーズとなった。

指標名 目標設定の考え方・根拠

A

新型コロナウイルスの感染拡大に
伴い、一時は前年度の約5～6倍の
意見等が寄せられたが、共通回答
での対応をはじめ、事務の見直し
や処理手順の改善等により、前年
度と比較して回答に要する日数を
短縮することができた。

R1目標

①1,012件

②25件

R2目標値が未達成の理由・分析

受理から3日以内に回答している申出もある一
方、政策的な検討等に時間を要し、最長で63日
を要したものもあったことから、結果として平均値
が目標日数を上回り、目標日数での回答には至
らなかった。

事業達成に向けての現在の課題及び今
後の課題解決に向けた取り組み

R2年度に改善した点

政策的な検討等に時間を要することが見
込める場合は、関係部局と適宜連絡を取
り、進捗状況を共有するよう努める。
また、部局を跨る案件が生じたときには、
円滑に協力連携できるように調整を図っ
ていく。

16.7日

18.2日

R2実績

R1実績

法定受託事務 法定受託＋附加 121千円 25千円

R1決算額

R2決算額（見込み）R2予算現額

所沢市市政提案箱実施要領 128千円 72千円

事業の目的及び具体的な内容
R1正規職員
人件費

R1その他職員
従事割合
非常勤
特別職 14日

9,883千円

R2目標

R2正規職員
人件費 14日

0.00 人

A

新型コロナウイルスの感染拡大に
より、懇談会の開催が困難な状態
が続く中、1回目の緊急事態宣言
解除後は、懇談項目や出席人数を
絞ったり、開催時期をずらすなどの
調整を行い、可能なかぎりの感染
防止策を講じた上で3回開催するこ
とができた。その結果、目標と掲げ
た回数には至らなかったが、工夫
して開催する意識が培われた。
今後も工夫を凝らしながら、開催を
前提に進めていく。

例年市政懇談会にて市政に対する意見を交わし
ている団体からは開催の要望を受けたが、新型
コロナウイルス感染拡大防止の観点から、団体
の意向により開催を見合わせたこと、緊急事態
宣言発令中はもとより、発令されていない期間で
あっても、出席者の安全を最優先したことによ
り、開催回数が目標値に達しなかった。

R2年度に改善した点

期間 1.21 人 R3目標

S43～

多様化する市民の意見・要望・提案に迅速、的確に
対応するとともに市政運営に活かしていくことを目的
とする。
専用はがき及び封書等の郵便、FAX、電話、窓口で
の申出、電子メール等様々な方法で寄せられる市
長への手紙や陳情等による市民の意見・要望・提案
を受け対応する。

0.79 人

R2予算現額

24千円

所沢市市政懇談会実施要領 19千円

今後もしばらくは新型コロナウイル感染症
の影響により、令和元年度までのやり方
での開催は困難ではあるが、感染防止策
を講じての開催を前提としつつ、時期や団
体によっては書面による再度の要望や懇
談項目をさらに絞った小規模懇談の開催
等を提案し、引き続き意見や要望を聴く機
会は確保していく。

14日

市政懇談会の開催回数
多様な意見や要望等を聴き、市民参加による開
かれたまちづくりを積極的に推進するため、開催
回数を指標とする。

R1決算額 目標設定の考え方・根拠指標名

R1実績

7回 7回

市民
相談
課

実施計画ランク 事業の種別

一
般

R1予算現額

0.00 人

非常勤
特別職

R1その他職員
従事割合

0.00 人

0.00 人

新型コロナウイルス感染症が収束しない
中でも、各団体の要望に沿い開催できる
よう、懇談項目や出席人数を絞ったり、開
催時期をずらすなどの調整を行い、可能
なかぎりの感染防止策を講じた上で開催
した。

R1目標

事業達成に向けての現在の課題及び今
後の課題解決に向けた取り組み

①開催回数

R2目標値が未達成の理由・分析

会計年度

0.35 人

事業の目的及び具体的な内容

2,859千円

2,909千円 臨時職員

根拠法令

3回

R2決算額（見込み）

14千円

R2実績

R2その他職員
従事割合

①3回

R2目標

R3目標

重要

S48～ 7回

R2正規職員
人件費 7回

6,566千円 臨時職員 0.00 人

R2その他職員
従事割合

市政懇談会開催事業

0.00 人

多様な意見や要望等を聞き、市民参加による開か
れたまちづくりを積極的に推進することを目的とす
る。
各種団体等から要請を受け、市の施策や事業に関
する意見、提案、要望等について意見交換を行う。期間 0.35 人

R1正規職員
人件費

自治事務 法定受託事務 法定受託＋附加 13千円

会計年度
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項目名

■ □ □

実績

評価者

職員課長　並木　茂幸

項目名

■ □ □

実績

評価者

職員課長　並木　茂幸

項目名

■ □ □

実績

評価者

職員課長　並木　茂幸

項目名

■ □ □

実績

評価者

経営企画課長　小池　純一

どのように貢献したか

職員のストレスへの気付き
を促し、職場改善に繋げる
ことで、働きやすい職場環
境づくりに取り組んだ。

３．すべての
人に健康と

福祉を

８．働きがい
も経済成長

も

８．働きがい
も経済成長

も

どのように貢献したか

精神的に不調を訴える職
員や休業明けの職員がス
ムーズに復帰できるよう事
業の活用を促し、職員の健
康的な生活に寄与した。

１４．海の豊
かさを守ろう

どのように貢献したか

初級職員研修としてプラス
チックごみ削減等の環境学
習を実施した。

３．すべての
人に健康と

福祉を

８．働きがい
も経済成長

も

９．産業と技
術革新の基
盤を作ろう

どのように貢献したか

部局を超えた相互協力を
行い、行政課題・行政需要
の変化に速やかに対応し
た。

１７．パート
ナーシップで
目標を達成

しよう

所属
名称

SDGsへの貢献
(最大3つ)

事務事業名称 事業概要（全体）
投入コスト

会
計

総合
評価

評価
理由

実施手法等
の工夫により
貢献できた
項目(任意)

事業自体が
貢献する
項目

活動実績(R2)

成果

成果指標

評価及び次年度以降に向けた課題・取り組みなど

現状の課題

経費

R2年度に改善した点

①課内室の定期的見直し実施
数

②組織機構見直し実現有無

事務の応援件数

市民サービスを向上するためには、行政課題・行
政需要の変化に速やかに対応する、機動的かつ
しなやかな組織体制を構築する必要があることか
ら、事務の応援件数を指標とした。

新型コロナウイルス感染症への対応に伴
う全庁的な事務量増加、対応職員減少、
新規事業追加等に柔軟に対応するため、
事務応援の延長手続等を簡略化した。

経営
企画
課

実施計画ランク 事業の種別

一
般

R2予算現額

目標設定の考え方・根拠

Ａ

令和3年度に向けた組織機構見直
しを滞りなく実施し、また、事務応援
制度等を活用して、新型コロナウイ
ルス感染症を中心に、様々な行政
課題に柔軟に対応することが出来
た。

R1予算現額

R2正規職員
人件費

指標名

R2決算額（見込み）

5

目標達成済み

重要 自治事務 法定受託事務 法定受託＋附加 0千円 0千円

特になし 0千円 0千円

事業の目的及び具体的な内容
R1正規職員
人件費

R1その他職員
従事割合

根拠法令

R1決算額

R2目標値が未達成の理由・分析

【事業目的】
①新たな行政課題や重点施策への対応②持続的な
行政運営③事務の合理化や生産性の向上

【具体的な内容】
状況に応じた組織体制を整備するために、関係する
所属との調整、例規の整備、人員体制の整備等を総
合的に行う。

0.59 人
非常勤
特別職

0.00 人 5 6

7,515千円

事業達成に向けての現在の課題及び今
後の課題解決に向けた取り組み

4,904千円 臨時職員 0.00 人

①２

②有

R2目標 R2実績 市民サービスの維持・向上を図るため、当
課がハブ役となり、各種移管業務を適切に
推進していく。
また、全庁的会議体（政策会議や事務改
善委員会等）を活用し、引き続き事務応援
への相互協力マインドを醸成する。

会年職員 0.00 人
期間 0.92 人 R3目標

組織管理事務

5 17

R1目標 R1実績

職員
課

実施計画ランク 事業の種別

一
般

R1予算現額

職員研修事業

重要 自治事務 法定受託事務

R1決算額 指標名 目標設定の考え方・根拠

R2決算額（見込み）

①研修の実施日数

②修了者数（集合研修）

③修了者数（派遣研修）

R2目標 R2実績

職員の研修受講率根拠法令 R2予算現額

地方公務員法第39条

事業の目的及び具体的な内容
R1正規職員
人件費

R1その他職員
従事割合

R2正規職員
人件費

会計年度 0.00 人

R2年度に改善した点

研修受講者率の向上により、成長する職員が増
加するほか、学習する組織風土の醸成にも繋が
るものと考えるため、研修の受講率を指標として
いる。

密を避けるため、会場受講者を定員の半
分とし、残りの半分は当日撮影した動画を
後日視聴する方法にするなど、コロナ禍に
おいても受講者が安心して受講できる研
修を実施した。
接遇研修の対象に会計年度任用職員を加
え、接遇能力を強化した。

事業達成に向けての現在の課題及び今
後の課題解決に向けた取り組み

動画研修を受講した職員からは、わからな
い部分を繰り返し視聴できることや、業務
を調整しながら研修を受講できるなど評価
するコメントが多かったため、知識伝達型
の研修を中心に動画研修を増やし、コロナ
禍においても、学びたいときに学べる環境
を目指していく。

R2目標値が未達成の理由・分析

目標値に届かなかった要因としては、新型コロナ
ウイルス感染症の拡大防止のため、予定していた
研修が中止となった影響がある。

B

新型コロナウイルス感染症の拡大
防止のため、集合研修が実施でき
ない状況であっても、内部講師によ
る研修は動画を作成し配信するな
ど、工夫しながら、研修を実施して
いる。外部講師による研修が中止
となった影響により、目標値には届
かなかったが、複雑化・多様化する
社会情勢に対応できる職員を育成
するためにも、効果的な研修を継
続して実施していく必要がある。

法定受託＋附加 7,219千円 6,330千円

非常勤
特別職

0.00 人

0.00 人

77.3%

7,206千円 4,851千円

80..0% 106.9%

14,546千円 臨時職員

R1目標 R1実績

1.75 人

～ 16,254千円 80.0%

R3目標期間 1.99 人

①173日

②1,586人

③67人

R2その他職員
従事割合

100%以上

市民のために創意工夫し自ら考え動き、また、組織
にとって有用な人材を育成・支援することを目的に、
「人材育成基本方針」、「職員研修計画」に則り、職員
研修を実施する。
【研修体系】
キャリアステージ研修、マイセルフ研修、派遣研修ほ
か自己啓発支援など

職員
課

実施計画ランク 事業の種別

一
般

重要 自治事務

期間

職員の心身の健康の保持・増進のため、精神科医1
名及び精神保健福祉士2名に委嘱し、「こころの健康
相談」を実施する（月３回）。
相談を希望する場合には、職員課の保健師が予約
の窓口となり、電話や専用のメール等で受付をしてい
る。

H12～

目標設定の考え方・根拠R1予算現額

法定受託＋附加

R2年度に改善した点

①実施回数

②相談者数（延べ人数）

実施回数
（月３回×12か月）

職員が相談しやすい環境を整備しておく必要があ
ることから、「こころの健康相談」の年間実施回数
とした。

相談希望者が増加傾向にあるため、相談
枠の時間帯等の調整を保健師が柔軟に対
応して、スムーズに相談できるよう工夫し
た。

R2目標値が未達成の理由・分析
A

指標名

1,320千円 1,320千円

36回 36回

36回

R2決算額（見込み）

R1その他職員
従事割合

1,320千円

R2その他職員
従事割合

根拠法令

法定受託事務

事業の目的及び具体的な内容 R1目標 R1実績

36回

2,660千円 臨時職員 0.00 人 R2実績R2目標

0.00 人

0.31 人

こころの健康相談事
業

R2正規職員
人件費

0.00 人

R2予算現額

会年職員

R1正規職員
人件費

所沢市こころの健康相談設置要綱 1,320千円

①受検率

②高ストレス者の割合

事業達成に向けての現在の課題及び今
後の課題解決に向けた取り組み

相談希望者が増加傾向にあることから、実
施回数や相談枠の増設等について検討し
てしていく。R3目標

R1予算現額 R1決算額

①36回

②97人

0.32 人
非常勤
特別職

相談者の多くは継続的に相談を受
けている職員であるが、定期的に
相談を受けることにより、相談者の
健康が保たれているように思われ
る。
今後も、職員への事業の周知と、
相談しやすい環境を整備していく必
要がある。

目標達成済み

R1決算額

受検率
（受検者数／対象者数）

1,793千円 966千円

R2予算現額

1,397千円

2,532千円 36回

職員
課

実施計画ランク 事業の種別

一
般

職員ストレスチェック
事業

法定受託事務 法定受託＋附加

労働安全衛生法

期間

R1正規職員
人件費

根拠法令

事業の目的及び具体的な内容

重要

指標名

0.32 人

0.32 人

ストレスチェックを受検し、その結果を見ることで、
自身の状態を把握することができ、セルフケアに
つなげることができることから、受検率を指標し
た。

R2目標値が未達成の理由・分析

自治事務

R1目標

本事業は、受検票から結果表の作成まで
業務委託しているが、毎年業者が変わる
と、個人結果表の表記等が業者ごとに異
なり、経年比較し辛くなることがあるため、
委託内容を検討する必要がある。

目標設定の考え方・根拠

一人ひとりが自分の状態を把握し、
セルフケアにつなげるためにも、さ
らなる周知を行い、より多くの職員
に受検してもらえるように努める。

R2年度に改善した点

デスクネッツインフォメーションを活用し、
受検を促すインフォを複数回掲載したり、
個人結果表のサンプルを掲載することで、
受検後のフィードバックされる状態を具体
的にイメージできるよう周知し、受検者増
を図った。

事業達成に向けての現在の課題及び今
後の課題解決に向けた取り組み

A

目標達成済み

臨時職員

①82.3%

②9.9%

R2その他職員
従事割合

R1その他職員
従事割合

77.9%
非常勤
特別職

0.00 人 80.0%

R1実績

R2その他職員
従事割合

会年職員 0.00 人

R2目標 R2実績

R3目標

80.0% 82.3%
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職員自身のストレスへの気付きを促し、セルフケアに
取り組むことや、働きやすい職場づくりを進めること
で、職員がメンタル不調となることを未然に防ぐ「一次
予防」を目的とし、労働安全衛生法の規定に基づく心
理的な負担の程度を把握するための検査（５７項目）
と、その結果に基づく面接指導を実施する。

H28～

0.00 人

R2決算額（見込み）

709千円

80.0%

R2正規職員
人件費

2,614千円

2,660千円
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第７章　未来（あす）を見つめたまちづくり  第４節　行政経営

項目名

■ □ □

実績

評価者

経営企画課長　小池　純一

項目名

■ □ □

実績

評価者

地域福祉センター担当参事　菅原
聖二

項目名

■ □ □

実績

評価者

こども政策課長　一色　義直

項目名

■ □ □

実績

評価者

市民医療センター事務部
総務担当参事　中村　まさみ

法定受託＋附加 0千円

R2その他職員
従事割合

どのように貢献したか

地域における医療提供体
制の充実を図るため、基本
構想策定に向けた事務を
進めた。

３．すべての
人に健康と

福祉を

R2年度に改善した点指標名 目標設定の考え方・根拠

Ａ

新型コロナウイルス感染症拡大の
影響により、当初予定していたスケ
ジュールを変更することとなった
が、目標である事業者の選定につ
いては円滑に行うことができた。

目標達成済

0千円

市民
医療
セン
ター

実施計画ランク 事業の種別

①基本構想策定準備

R2目標値が未達成の理由・分析

最優先 自治事務 法定受託事務

R1決算額

所沢市市民医療センター再整備基本構想策定進
捗状況

R1その他職員
従事割合

R1目標

所沢市市民医療センター再整備基本構想策定

医療提供体制を安定的に維持するため、
基本構想策定支援に経営改善に関するコ
ンサルタント業務を含むこととした。また、
基本構想策定支援業者の選定にあたって
は、実績のあるコンサル8者による指名型
プロポーザル方式を採用した。

0千円

‐

R3目標

R1正規職員
人件費

0.00 人

R2正規職員
人件費

R1実績

R2実績

期間 0.66 人

所沢市市民医療セン
ター再整備基本構想
策定事業

根拠法令 R2予算現額 R2決算額（見込み）

第２次所沢市保健医療計画、所沢市市民医療セン
ター再整備基本構想

0千円

事業の目的及び具体的な内容

昭和51年に開設した市民医療センターについて、今
後の市民医療センターの施設、設備の改修・更新及
び担うべき役割や機能等について、市としての考え
や方向性を具体化するために、所沢市市民医療セン
ター再整備基本構想を策定するものである。

5,391千円R2～

R2目標0千円

企
業

R1予算現額

基本構想策定

事業達成に向けての現在の課題及び今
後の課題解決に向けた取り組み

臨時職員
今後の市民医療センターの担うべき役割
や機能等について、庁内で組織した策定
会議や、知識経験者等により組織した運
営委員会、市民アンケートによる市民から
の意見聴取により、構想策定に向け事務
を進める。

非常勤
特別職

0.00 人

基本構想策定支援業
者選定

基本構想策定支援
業者選定した

0.00 人
①基本構想策定支援業務委託
業者選定
※当初令和2年度の基本構想策
定を目指していたが、コロナ禍
により令和3年度の実施を目指
し、令和2年度当初予算のコン
サルタント委託について減額補
正し、業者選定を行うため、債務

‐

どのように貢献したか

評価を行うことで、事業に
対する職員の意識改革を
すすめた。
また、SDGsそのものについ
て、周知を図った。

８．働きがい
も経済成長

も

３．すべての
人に健康と

福祉を

１６．平和と
公平をすべ
ての人に

１０．人や国
の不平等を

なくそう

１７．パート
ナーシップで
目標を達成

しよう

どのように貢献したか

進捗管理において、適切な
情報開示や丁寧な説明を
行ったことにより、「16.6有
効で説明責任のある透明
性の高い公共機関の発達」
に貢献した。

どのように貢献したか

地域における支え合い活
動の推進、担い手の育成
等により、誰もが安心して
暮らせる地域を目指してい
る。

１．貧困をな
くそう

１１．住み続
けられるまち

づくりを

１．貧困をな
くそう

１６．平和と
公平をすべ
ての人に

実施手法等
の工夫により
貢献できた
項目(任意)

所属
名称

事務事業名称 事業概要（全体）
投入コスト

会
計

総合
評価

評価
理由

事業自体が
貢献する
項目

活動実績(R2)

成果

成果指標

評価及び次年度以降に向けた課題・取り組みなど

現状の課題

経費
SDGsへの貢献
(最大3つ)

経営
企画
課

実施計画ランク 事業の種別

一
般

R1予算現額

所沢市マネジメントシ
ステム推進事業

8,312千円

指標名 目標設定の考え方・根拠

重要 自治事務 法定受託事務 法定受託＋附加 1,037千円

Ａ

令和元年度より所沢市マネジメント
システムにおいてSDGs（持続可能
な開発目標）の観点を取り入れたこ
とを踏まえ、令和２年度からは政策
評価表、施策評価表、事務事業評
価表にSDGsへの貢献を確認する
項目を設けて、取組推進を図った。
通常業務の円滑な実施と新型コロ
ナへの対応を両立させるため各所
属で様々な工夫をした。

①事務事業評価実施数

②組織目標における目標達成
に向けた重点事業項目数

R2決算額（見込み）

94.6%

100.0%

100.0% 94.3%

臨時職員 R2実績

R2年度に改善した点

目的の達成に向けて現状の課題に対する改善を
行っていく中で、どの事業においても何らかの改
善を行うよう促す。

事務事業評価に「SDGsへの貢献」の項目
を取り入れ、評価対象事務事業がSDGｓへ
どのように貢献するかを確認する推進し
た。

事業達成に向けての現在の課題及び今
後の課題解決に向けた取り組み

行政評価について、効果的な評価を行うこ
とができるよう、また作成事務が過度な負
担とならないよう、必要に応じて見直しを
行っていく。
引き続き、事業の実施を通じてSDGsへの
貢献を意識するよう周知に努める。

R1実績

事務事業評価において、全事業の中で当該年度
中に「改善した点」があった事業の割合

R1目標 R2目標値が未達成の理由・分析

事業内容によっては、国の制度に従って実施して
いるなど、改善の余地があまりないものもあること
が考えられる。
また、新型コロナウイルス感染症の影響により実
施できなかった事業や、令和元年度からの新規事
業であるため令和2年度の評価では改善点がない
事業もあった。

229千円

所沢市自治基本条例 140千円 80千円

事業の目的及び具体的な内容
R1正規職員
人件費

R1その他職員
従事割合

根拠法令 R2予算現額

R2正規職員
人件費

R2その他職員
従事割合

100.0%

H25年度～ 5,473千円
0.00 人

①518事業

②48項目

R2目標
事業の企画立案・予算化・実施・評価検証などの市
政運営を所沢市マネジメントシステムの仕組みに
沿って進めていくことで、より合理的かつ効果的に市
政を進めていく。
具体的には、総合計画の実現に向けた実施計画の
策定を行ったうえで、事務事業評価などにより評価検
証し、結果を予算･計画などへ反映していく。

1.00 人
非常勤
特別職

0.00 人

会年職員

R2予算現額

期間 0.67 人 R3目標

根拠法令

地域
福祉
セン
ター

実施計画ランク 事業の種別

一
般

R1予算現額

第３次所沢市地域福
祉計画策定事業

社会福祉法 7,045千円

期間

最優先 自治事務 法定受託事務 法定受託＋附加 4,295千円

R1正規職員
人件費

予定されていたイベント、講習会等が感染拡大防
止の観点から中止となり、実績値が伸びなかっ
た。

92.0% 80.2%

B

R2実績

90.0% 85.3%

目標設定の考え方・根拠

R1目標

指標名

4,005千円

R2年度に改善した点

①①地域福祉みらいフォーラム
の参加者アンケートの満足者数

②

③

所沢市地域福祉計画に掲げた取り組みを測る指
標の達成率

地域福祉計画における「取り組みを測る指標」の
達成率の平均値。目標値は令和6年度を100％と
する。

第2次計画では基本施策として位置づけて
いた成年後見については利用促進基本計
画として独立させ一体的に策定したほか、
取り組み指標を増やした。また計画本編と
併せて作成した概要版は、若い世代にも
受け入れやすいよう、マンガ仕立てで地域
福祉を解説する工夫を凝らした。R2目標値が未達成の理由・分析R1実績

R2決算額（見込み）

第３次計画の策定・施行に伴い令和３年度
は計画の周知が大きなテーマになるため、
市ホームページへの掲載、概要版の無料
配布を通して市民へ広く周知を進めていく
と同時に、地域福祉推進委員会での意見・
要望も活用していく。

事業達成に向けての現在の課題及び今
後の課題解決に向けた取り組み

地域福祉計画における「取り組みを
測る指標」については、一部指標に
達成率の低いものが見られるも、
26の指標のうち目標値を達成した
ものは前年度から１つ増の９つと
なった。地域福祉推進委員会の委
員からも、コロナ渦においては及第
点との評価を得た。

94.0%

事業の目的及び具体的な内容

11,027千円

第2次所沢市地域福祉計画の進行管理及び評価を
行うほか、改正社会福祉法、国の動向等を踏まえ、
地域福祉推進委員会等による協議、パブリックコメン
ト手続等を行って第3次所沢市地域福祉計画を策定
する。

1.29 人

10,722千円 臨時職員

R3目標

R2目標

法定受託事務 法定受託＋附加

R2正規職員
人件費

R2その他職員
従事割合

0.00 人

1.35 人

R1決算額R1予算現額

H26～

①子ども・子育て会議開催回数

②出席委員数（延べ）

所沢市子ども・子育て
支援事業計画推進事
業

根拠法令 R2予算現額 R2決算額（見込み）

①中止

②

③

R1その他職員
従事割合

6,262千円

目標達成済み

A

新型コロナウイルス感染症の影響
により、対面による会議が開催でき
なかったものの、書面による意見聴
取を2回と、書面会議を1回行うこと
ができた。
また、各事業の進捗状況の自己評
価を子ども・子育て会議（書面会
議）で報告し、承認をいただいた。
計画書に掲げる事業については、
順調に進んでいる。

R1目標 R1実績 R2目標値が未達成の理由・分析

指標名 目標設定の考え方・根拠

17事業

6,031千円

R2年度に改善した点

順調に進んでいる事業等の件数

計画書に掲げる主要な事業等（教育・保育と地域
子ども・子育て支援事業、計16事業）について、事
業が順調に進んでいるかどうかを把握するもの。
※令和3年度からは、地域子ども・子育て支援事
業に1事業追加し、計17事業となる。

庁内の他審議会所管課と情報共有し、子
ども・子育て会議における書面会議の取扱
基準を整備することができた。
また、資料の送付方法を郵送からメールに
変更したことにより、郵便料の削減ができ
た。R1正規職員

人件費

885千円 210千円

こど
も政
策課

実施計画ランク 事業の種別

一
般

子ども・子育て支援法、所沢市子ども・子育て会議条
例

― 自治事務

16事業 16事業

16事業 16事業

Ｈ27～ 22,870千円

期間

R2正規職員
人件費

子どもたちが『明るく・楽しく・元気よく』過ごせる環境
整備を目指すため、所沢市子ども・子育て支援事業
計画を策定し、定期的に計画の点検・見直しを行うな
ど、社会情勢の動向に合わせて施策等の着実な実
施を図ることを目的とする。計画の策定・点検・見直
しの際は、所沢市子ども・子育て会議委員の意見を
参考にする等、多様な意見を反映するよう努める。

2.50 人
事業達成に向けての現在の課題及び今
後の課題解決に向けた取り組み

20,780千円 臨時職員 0.15 人

①１回（書面会議）

②18人

R2目標 R2実績
子ども・子育て会議において活発な意見交
換を行い、必要に応じて各種施策等を見
直せるよう、子育て家庭向けアンケートを
実施した。今後については、同結果の分析
や共有を行い、国や他自治体の動向に注
視しながら、計画の推進を図っていく。

2.80 人 R3目標

R2その他職員
従事割合

0.00 人

R1決算額

R1決算額

非常勤
特別職

会年職員 0.00 人

6,411千円

非常勤
特別職

0.00 人

会年職員 0.00 人

会年職員 0.00 人
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0.00 人

R1その他職員
従事割合

事業の目的及び具体的な内容

137
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実施手法等
の工夫により
貢献できた
項目(任意)

所属
名称

事務事業名称 事業概要（全体）
投入コスト

会
計

総合
評価

評価
理由

事業自体が
貢献する
項目

活動実績(R2)

成果

成果指標

評価及び次年度以降に向けた課題・取り組みなど

現状の課題

経費
SDGsへの貢献
(最大3つ)

項目名

■ □ □

実績

評価者

経営企画課長　小池　純一

項目名

■ □ □

実績

評価者

経営企画課長　小池　純一

項目名

■ □ □

実績

評価者

経営企画課長　小池　純一

項目名

■ □ □

実績

評価者

経営企画課長　小池　純一

R1決算額

6,208千円

どのように貢献したか

ペーパーレス化をすすめ、策
定した冊子の印刷数を削減し
た。

８．働きがい
も経済成長

も

１２．つくる責
任　つかう責

任

８．働きがい
も経済成長

も

９．産業と技
術革新の基
盤を作ろう

１１．住み続
けられるまち

づくりを

１１．住み続
けられるまち

づくりを

１７．パート
ナーシップで
目標を達成

しよう

９．産業と技
術革新の基
盤を作ろう

どのように貢献したか

民間事業者である㈱
KADOKAWAと共同でまちづく
りを進めた。また、狭山茶パッ
クのノベルティ作成により、地
産地消の推進を図った。

どのように貢献したか

有識者や先進自治体等か
ら知見を得て、将来の市の
事業の基盤づくりに貢献し
た。

どのように貢献したか

業務改善により働きやすい
職場環境の推進につなげ
た。

９．産業と技
術革新の基
盤を作ろう

８．働きがい
も経済成長

も

行政経営（限られた資源のなかで、確固たる戦略を定め、
自律した行政を行うこと）を実践する。
○「所沢市行政経営のための職員行動ガイドライン」に
沿った行政経営の推進（一人一改善、職員提案、「有言実
行発表会」の開催による行政経営の趣旨周知等）
○グループウェア等の活用や事務改善委員会と連携した
行政経営の趣旨周知

1.26 人
非常勤
特別職

経営
企画
課

実施計画ランク 事業の種別

一
般

R1予算現額

期間

H16年度～

行政経営推進事業

根拠法令
職員提案については前年度同様、
実現率が低い。
新型コロナウイルス感染防止のた
め有言実行発表会を開催できな
かった。

重要 自治事務 法定受託事務 法定受託＋附加 1,312千円

R2予算現額 R2決算額（見込み）

所沢市行政経営のための職員行動ガイドラインなど

1,704千円

R2年度に改善した点

職員提案の提案採用数
実施若しくは実施に前向きな検討結果が提出され
た提案数 現状に鑑み、職員提案及び一人一改善の

優良事例を庁内にオンライン配信した。

R1目標 R1実績

指標名 目標設定の考え方・根拠

B
事業達成に向けての現在の課題及び今
後の課題解決に向けた取り組み

1,688千円

10

10,473千円 臨時職員 0.00 人

①25件

②741件

1,275千円

R2目標

0.00 人

R1正規職員
人件費

R1その他職員
従事割合

所管課ですでに別の対応をしていて、提案の直接
的な実現に至らなかったものや、実施に向けて環
境整備が必要になるものなど、実現困難な提案が
あったため。
また、別手法の意見募集を実施したこともあり、昨
年度に比べ提案数が減少した。

10

R3目標

10

会年職員

R2目標値が未達成の理由・分析

①職員提案提案数

②一人一改善改善数

R2実績

各所管課において職員提案を積極的に取
り入れ、業務改善に繋げていくよう、調整
を図る。

7

7

0.22 人

R2正規職員
人件費

非常勤
特別職

0.00 人

R1決算額

0.76 人
0.00 人

R2正規職員
人件費

R2その他職員
従事割合

事業の目的及び具体的な内容

経営
企画
課

実施計画ランク 事業の種別

一
般

R1予算現額

有識者や専門家からアドバイスをいただくとともに、
先進都市視察や研修会等への派遣を通して、市職
員の能力や意欲を高め、課題への対応力を磨くこと
を目的とする。

自治事務

特になし 2,040千円

指標名

「未来（あす）を見つ
め、今を動く」政策形
成事業

目標設定の考え方・根拠

重要

事業の目的及び具体的な内容
R1正規職員
人件費

R1その他職員
従事割合

R2予算現額 R2決算額（見込み）

法定受託事務
①講師依頼件数

②先進地視察件数

③講演会・研修会参加件数

事業予算の執行率根拠法令

208千円

法定受託＋附加 2,650千円

R1目標 R1実績

1,711千円

R2年度に改善した点

先進市視察や講演会開催等を全庁で積極的に実
施しているかという視点から、事業予算の執行率
を根拠とした。

新型コロナウイルス感染症の状況に応じ
て、実施を取りやめる等、柔軟に対応し感
染防止を図った。

新型コロナウイルス感染防止の観点から、有識者
の活用、視察の実施、研修への参加等の実施件
数が少なかったため。

事業達成に向けての現在の課題及び今
後の課題解決に向けた取り組み

R2目標値が未達成の理由・分析

新型コロナウイルス感染防止に留意しつ
つ、積極的に事業実施できる手法を検討
する。

Ｃ

新型コロナウイルス感染防止の観
点から、有識者の活用、視察の実
施、研修への参加等の実施件数が
少なかったため。

70.0% 64.5%

1,829千円 臨時職員 0.00 人
①2件

②2件

③1件

R2目標 R2実績

R2その他職員
従事割合

70.0% 10.0%

70.0%

期間 0.20 人 R3目標

1,634千円
0.00 人

H25年度～
会年職員

0千円

実施計画ランク

事業の目的及び具体的な内容

H27年度～

R3目標

まち・ひと・しごと創生法

2,410千円

期間

―

地方版総合戦略推進
事業

64.6%

0.00 人

経営
企画
課

実施計画ランク

最優先

経営
企画
課

一
般

R1予算現額事業の種別 R1決算額

8,977千円

6,126千円

会年職員

法定受託事務自治事務 法定受託＋附加

事業の目的及び具体的な内容

自治事務 法定受託事務 0千円

根拠法令 R2予算現額

R2正規職員
人件費

R2予算現額

一
般

COOL　JAPAN
FOREST構想推進事
業

期間

H27年度～

臨時職員

株式会社KADOKAWAと協力して文化事業や企業誘
致等、産官共同で事業展開を行い、構想に示した
「みどり・文化・産業が調和したまち」の実現を目指
す。
推進会議「TEAM　START」での協議や、構想推進に
関する協定を締結するとともに、イベントでのブース
出展や文化創造会議の開催等の啓発、情報発信を
行うなど、「みどり・文化・産業が調和したまち」の創
出に向けた事業を展開する。

法定受託＋附加

R1予算現額

1.08 人

0千円

R1決算額

R2実績R2目標

①１回
②道路の拡幅、イルミネーション
マンホールの設置等
③基盤整備期パンフレットの作
成

変更予定

0.75 人

新型コロナウイルス感染症の影響により拠点施設
である「ところざわサクラタウン」のオープンが延期
となったこと等が理由として考えられるが、市民意
識調査後のメディア露出等によりさらに認知度は
上がっていることが考えられる。
なお、令和３年度からは、COOL JAPAN FOREST
構想の推進状況を図るため、地域のにぎわいに
関するデータの一つである「東所沢駅の１日乗降
者数」を増加させていくことを目標とする。

R2その他職員
従事割合

80.0%

0.00 人

R1その他職員
従事割合

1,364千円

53.0%80.0%0.00 人
非常勤
特別職

R1実績

R2年度に改善した点

Ｂ

目標設定の考え方・根拠

「妖怪プロジェクト～武蔵野回廊国際芸術
祭構想 実証実験イベント～」など、共同で
実施できるものについては、実行委員会
長を連名（市長及び角川会長）にする等の
調整を図った。

本構想がどれだけ浸透しているかを測るため、所
沢市市民意識調査でCOOL JAPAN FOREST構想
を「知っている」と答えた人の割合を指標とする。
所沢市まち・ひと・しごと創生総合戦略では令和2
年度までに８０％を目指すこととしている。

「ところざわサクラタウン」だけでなく
「COOL JAPAN FOREST構想」を周知する
ため、庁舎等における展示を実施する。
また、推進体制についても成果創出期に
入ったことを踏まえ、より状況に応じた体
制に変えていく。

R2目標値が未達成の理由・分析

COOL JAPAN FOREST構想の認
知度については、市民意識調査の
段階では目標を達成していない
が、その後のメディア露出等で、認
知度は上がっていると考えられる。
一方、基盤整備期におけるハード
面の事業については概ね順調に進
んでいる。
今後は成果創出期として、商業・教
育・文化の振興を目的とした事業を
㈱KADOKAWAと共同で進めていく
必要がある。

事業達成に向けての現在の課題及び今
後の課題解決に向けた取り組み

指標名

COOL JAPAN FOREST構想の認知度
①TEAM　START開催回数

②基盤整備期の進捗状況

③啓発物の作成

1,807千円

特になし

根拠法令

R1正規職員
人件費

2,666千円

685千円

R1目標

R1正規職員
人件費

0.00 人
3,594千円

R1その他職員
従事割合

0.00 人

0.00 人

令和３年度から７年度までの計画期間に
おいて、進捗管理を進めていく。

90.9%

「第２期所沢市まち・ひと・しごと創生総合
戦略」の戦略指標をより適性なものに見直
した。
策定にあたり、市内事業者に対してアン
ケートを行い、総合戦略の内容に反映させ
た。

臨時職員
①160

②31

③１回

R2目標

100.0%

指標名 目標設定の考え方・根拠

A

R2実績

４つの戦略方針に掲げる戦略指標の達成率（７
指標の平均値）

91.4%

R1実績

事業達成に向けての現在の課題及び今
後の課題解決に向けた取り組み

100.0%

R3目標

指標については一部未達成のもの
もあるが、重点プロジェクトについ
ては、予定通り順調に進捗してお
り、各戦略方針についても概ね順
調に進んでいることから、所沢市総
合戦略は順調に進んでいる。

100.0%

R1目標 R2目標値が未達成の理由・分析

多くの指標が90%を超えているが、市民意識調査
における地域のつながりの強さが目標に対して達
成率が65%であり、平均値が低くなっている。
これについては、新型コロナウイルスの影響で、イ
ベントや集会がなかなかできなかったことが理由
として考えられる。
なお、令和３年度からは「第２期所沢市まち・ひと・
しごと創生総合戦略」の戦略指標の達成率を目標
とする。

R2年度に改善した点

戦略に基づく各施策の進捗を図る「重要業績評価
指標（KPI）」を設定したうえで、効果の客観的視点
として「戦略指標」を戦略方針ごとに設定。
総合戦略は令和２年度までを計画期間とし、令和
２年度における達成率１００％を目指すものであ
る。

事業の種別

R2その他職員
従事割合

R2正規職員
人件費

①「所沢市総合戦略」の戦略方
針の実施事業数

②「所沢市総合戦略」の重点プ
ロジェクトに関する事業数

③有識者等への進捗管理報告

0.29 人
非常勤
特別職「所沢市まち・ひと・しごと創生総合戦略」を展開する

うえで、「魅力」「元気」「安心」のキーワードに基づき
４つの戦略方針を定めとともに特に重点を置く４つの
施策を「重点プロジェクト」として設定し、優先的に実
行する。また、戦略に基づく取組を効果的に推進する
ため、基本目標や重要業績評価指標（KPI）の達成度
や事業の進捗状況を確認し、効果検証を行いながら
進行管理する。

0.44 人
会年職員

R2決算額（見込み）

0千円

R2決算額（見込み）

138
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実施手法等
の工夫により
貢献できた
項目(任意)

所属
名称

事務事業名称 事業概要（全体）
投入コスト

会
計

総合
評価

評価
理由

事業自体が
貢献する
項目

活動実績(R2)

成果

成果指標

評価及び次年度以降に向けた課題・取り組みなど

現状の課題

経費
SDGsへの貢献
(最大3つ)

項目名

■ □ □

実績

評価者

経営企画課長　小池　純一

項目名

■ □ □

実績

評価者

経営企画課長　小池　純一

項目名

■ □ □

実績

評価者

デジタル戦略課　安田幸雄

項目名

■ □ □

実績

評価者

デジタル戦略課　安田幸雄

会年職員

会年職員 0.00 人

100.0%

R1決算額

R2決算額（見込み）

令和2年度の応募者が80名(昨年度95名）
と多数いるため、受講回数（人数）を増や
すなどの検討が必要です。R3目標

A
事業達成に向けての現在の課題及び今
後の課題解決に向けた取り組み

R2年度に改善した点

所沢市ICT推進アクションプラン2019-2021の進
捗率
（A評価事業数＋B評価事業数）
　　　　　　　　　／アクションプラン総事業数

所沢市ICT推進アクションプラン2019-2021の各事
業の進捗状況評価のうち、A評価（適切）とB評価
（おおむね適切）と評価された事業数の全事業数
に対する割合を指標とする。

1,662千円 どのように貢献したか

R2正規職員
人件費

R2その他職員
従事割合

100.0% 100.0%

受講者の技術習得に貢献
した。

0.20 人

R2目標値が未達成の理由・分析

ＩＣＴの活用は不可欠であり、そのためには、事務処
理ソフトの実践的な利活用を進め、効率的な事務改
善につなげていくことが必要です。
今後も、効率的・効果的に行うため、個人の習熟度
に応じて自由な時間に学習を進められる柔軟性のあ
るｅ－ラーニングを実施していくものです。

0.20 人
非常勤
特別職

0.00 人 100.0% 100.0%

昨年度は年度末だった受講時期を見直
し、秋に実施することで受講者の負担を減
らした。

事業達成に向けての現在の課題及び今
後の課題解決に向けた取り組み

82千円

事業の目的及び具体的な内容
R1正規職員
人件費

R1その他職員
従事割合

R1目標 R1実績
ＩＣＴ人材育成研修事
業

根拠法令 R2予算現額 R2決算額（見込み）

臨時職員 0.00 人

①23名

99千円

R2年度に改善した点 ９．産業と技
術革新の基
盤を作ろう優先 自治事務 法定受託事務 法定受託＋附加 99千円 77千円

①受講者数

R1決算額 指標名 目標設定の考え方・根拠

A

目標を達成することができたため。

受講完了率 受講者が研修期間内に最後まで完了すること。

R2目標 R2実績

目標達成済

デジ
タル
戦略
課

実施計画ランク 事業の種別

一
般

R1予算現額

期間

S63年～ 1,634千円

特になし

期間 0.38 人 R3目標

R2年度～ 3,104千円 5

働き方改革に関する情報発信やＲＰＡやＡＩ等の技術
を導入することにより事務改善に関する意識改革を
推進するとともに、業務効率の改善を図る。

0.00 人
非常勤
特別職

0.00 人
事業達成に向けての現在の課題及び今
後の課題解決に向けた取り組み

0千円 臨時職員 0.00 人 ①28件

②２件（AI相談パートナー・LoGo
チャット）

③２回（１４課参加）

R2目標 R2実績
ICTツールを活用した業務改善について、
各所管によって、温度差がある。
全庁的なDX推進を行っていくためには、組
織体制の整備が必要であり、令和３年度よ
りデジタル戦略課を設置した。0.00 人

業務効率の改善に繋がるツールの普及啓発を行
うことで、全庁的に新たなツールの活用に積極的
にチャレンジする所属を増加させる。

- -

R2正規職員
人件費

R2その他職員
従事割合

5 8 目標達成済み

715千円 715千円

８．働きがい
も経済成長

も

R2年度の新規事業のためなし

どのように貢献したか

最優先 自治事務 法定受託事務 法定受託＋附加 0千円

目標設定の考え方・根拠

A

新たに導入したツール（iTutor）を活
用した所属数について、目標として
いた5所属を達成できた。
また、ＲＰＡの活用拡大に向けて、
多くの人が研修を受講できる体制
を構築することが出来た。
さらに、導入には至らなかったが、
新たなツールも積極的に実証を実
施し、業務改善の可能性を検討す
ることが出来た。

R2年度に改善した点

0千円

R2決算額（見込み）

R1実績 R2目標値が未達成の理由・分析
R1その他職員
従事割合

R1目標AIロボティクス等の導
入による業務改善推
進事業

根拠法令 R2予算現額

特になし

R1決算額 指標名

事業の目的及び具体的な内容
R1正規職員
人件費

①iTutorでのマニュアル・研修動
画作成件数

②新規ツール実証件数

③RPA普及啓発イベント

各種ITツールの新規導入所属数

経営
企画
課

実施計画ランク 事業の種別

一
般

R1予算現額

どのように貢献したか

ＩＣＴを利活用し、未来を見
つめた市民本位のまちづく
りを図る

１０．人や国
の不平等を

なくそう

どのように貢献したか

ヒトがやるべき業務に集中
できるよう、新たなICTツー
ルを実証し、導入した。

９．産業と技
術革新の基
盤を作ろう

１１．住み続
けられるまち

づくりを

協議会として、将来を見据
えた計画の策定作業を実
施し、公共施設利用の公平
性や圏域の魅力向上に貢
献した。

重要

経営
企画
課

実施計画ランク 事業の種別

一
般

R1予算現額

所沢市、飯能市、狭山市、入間市、日高市の５市で
組織する埼玉県西部地域まちづくり協議会（ダイアプ
ラン）について、構成市の連携・交流を深め、広域的
な行政課題への取組みを推進する。
具体的な取組み内容としては、公共施設の相互利用
や施設間のネットワーク化、交通網整備など、圏域
住民の利便性や交流を図る。また、イベント等により
構成５市の連携を促進する。

ダイアプラン推進事業

目標設定の考え方・根拠

市民相互利用交流者数
（圏域施設相互利用者数＋交流事業参加者数）

公共施設の相互利用や圏域住民の交流を図るこ
とが当該事業の目的となっていることから、圏域
内の交流者数を指標とする。

R1目標

特になし

726千円 721千円

R1決算額

根拠法令 R2決算額（見込み）

新型コロナウイルス感染防止の観点から、公共施
設の利用制限等の措置が取られ、市民相互利用
交流者数が少なかったため。

550,000人

3,740千円

法定受託事務 法定受託＋附加

R2予算現額

723千円 686千円

事業の目的及び具体的な内容

「第３次埼玉県西部地域まちづくり構想・計
画」を策定し、圏域のさらなる活性化に取り
組む。

R2正規職員
人件費

R2その他職員
従事割合

292,038人

550,000人

R3目標

Ｃ
事業達成に向けての現在の課題及び今
後の課題解決に向けた取り組み

新型コロナウイルス感染防止の観
点から、公共施設の利用制限等の
措置が取られ、市民相互利用交流
者数が少なかったため。

R2年度に改善した点

「第３次埼玉県西部地域まちづくり構想・計
画」の策定検討にあたり、新型コロナウイ
ルス感染症対応の観点を盛り込んだ。ま
た、事業の実施に当たり、会議を書面開催
とするなど、緊急事態宣言及びまん延防
止等重点措置を踏まえて適切に対応し
た。

①87施設

②8部会

R2目標 R2実績

550,000人 612,833人

①相互利用対象施設数

②活動専門部会数

R1実績
R1正規職員
人件費

R1その他職員
従事割合

0.00 人

指標名

R2目標値が未達成の理由・分析

期間 0.39 人

0.45 人
非常勤
特別職

0.00 人

自治事務

臨時職員

S63年度～ 3,186千円

デジ
タル
戦略
課

実施計画ランク 事業の種別

一
般

R1予算現額

行政情報化推進事業

根拠法令

期間

―

特になし 0千円

法定受託＋附加 0千円

令和元年度の進捗状況により、8件の事業
の計画の見直しを行い、2件の事業計画を
廃止した。また、新たに1件の事業計画を
策定した。

R1実績 R2目標値が未達成の理由・分析

　所沢市ICT推進アクションプラン
2019-2021の令和2年度進捗状況
について、A評価（適切）とB評価
（おおむね適切）と評価された事業
数は58件で、全事業数59件の
98.3％となっている。
　このため、令和2年度の取り組み
はおおむね計画どおり実施された
と考えられる。

R2目標 計画期間の各年度の取組の実施状況を
評価する指標を明確化し、ＰＤＣＡサイクル
を回すことで業務システムの導入効果を継
続的に改善する。また業務システムの導
入効果を継続的に改善できるような仕組
みとしていく。

目標設定の考え方・根拠

概ね目標達成
D評価（見直しの是非を検討）：1事業
　外的要因により、事業継続が困難となったことか
ら、見直しの是非を検討と評価された事業が1件
あったため。

98.3%

指標名

0千円

R2予算現額

0千円

①所沢市ICT推進アクションプラ
ン2019-2021の令和元年度進捗
状況の調査・評価・検証

自治事務

R2実績

法定受託事務

非常勤
特別職

98.3%0.00 人

会年職員 0.00 人

事業の目的及び具体的な内容
R1正規職員
人件費

R1その他職員
従事割合

R1目標

R2その他職員
従事割合

100.0%

0.75 人 100.0%

①令和元年度進捗状況等評価
報告書の作成

S63年～ 6,126千円 100.0%

当市のＩＣＴを推進していくうえで、全庁的に最適なシ
ステムの導入・運用を図るための具体的な行動計画
として、「所沢市ICT推進アクションプラン2019-2021」
を策定している。
また、アクションプランの進捗状況について検討する
ための調査及び評価を行っている。

0.75 人

R2正規職員
人件費

R3目標

6,234千円 臨時職員 0.00 人

会年職員 0.00 人
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実施手法等
の工夫により
貢献できた
項目(任意)

所属
名称

事務事業名称 事業概要（全体）
投入コスト

会
計

総合
評価

評価
理由

事業自体が
貢献する
項目

活動実績(R2)

成果

成果指標

評価及び次年度以降に向けた課題・取り組みなど

現状の課題

経費
SDGsへの貢献
(最大3つ)

項目名

■ □ □

実績

評価者

デジタル戦略課　安田幸雄

項目名

■ □ □

実績

評価者

デジタル戦略課　安田幸雄

項目名

■ □ □

実績

評価者

市民税課長　近藤　敦志

項目名

■ □ □

実績

評価者

デジタル戦略課　安田幸雄

R2正規職員
人件費

①パソコンの調達台数

R1正規職員
人件費

0.00 人

R2その他職員
従事割合

0千円

非常勤
特別職

情報セキュリティ監査による指摘事項・観察事項
の総件数に対し、フォローアップ監査において改
善が確認された件数の割合を指標とする。

非常勤
特別職

0.00 人 100.0%

R2決算額（見込み）

99.6%

どのように貢献したか

情報の適正な取り扱いによ
り、個人の権利や利益を保
護する

１６．平和と
公平をすべ
ての人に

８．働きがい
も経済成長

も

どのように貢献したか

どのように貢献したか

職員の負担軽減、時間外
勤務の削減に貢献した。

最新のOS搭載のパソコン
を導入

どのように貢献したか

多くのサーバを集約化する
ことにより消費電力等の削
減に貢献した。

継続して情報セキュリティ監査及びフォ
ローアップ監査を実施することで「所沢市
情報セキュリティポリシー」や各実施手順
等について、遵守状況の確認及び周知・
徹底を行っていく。

目標達成にわずかに及ばなかっ
た。

R2年度に改善した点 ９．産業と技
術革新の基
盤を作ろう

９．産業と技
術革新の基
盤を作ろう

期間 0.66 人

H15年～ 5,391千円

0.75 人

0.00 人

0.00 人

R1実績

100.0%
事業達成に向けての現在の課題及び今
後の課題解決に向けた取り組み

6,234千円

R2決算額（見込み）

非常勤
特別職

①研修受講職員数254人

②監査対象：１システム・５所属

③監査対象：１システム・２所属

フォローアップ監査における、情報セキュリティ監
査による指摘事項・観察事項の改善率
（指摘事項改善件数＋観察事項改善件数）
　　　　　　　　／（指摘事項件数＋観察事項件数）

フォローアップ監査を実施した結
果、令和２年度情報セキュリティ監
査で検出された監査事項３項目の
全てについて、被監査部門が講じ
た改善・是正措置が有効であること
が確認された。

臨時職員

R2年度に改善した点

情報セキュリティ監査基本計画に基づく実
施計画を策定し対象システムの監査を実
施し、その後、フォローアップ監査を実施し
た。

R2その他職員
従事割合

0千円

R3目標

R2目標

A

100.0%

100.0%

R1実績

指標名

全庁ネットワークパソ
コン整備事業

根拠法令 R2予算現額

R2正規職員
人件費

3,740千円

事業の目的及び具体的な内容

特になし

臨時職員 0.00 人 windows7が稼働しているパソコン2台(経営企画
課、環境対策課）残ったため。
搭載しているソフトウェアの更新等が必要なため、
ソフトウェアメーカー等に対応依頼中で、令和3年
中に移行予定。

H25～ 3,267千円 100.0%

0.40 人 R3目標

一
般

R1その他職員
従事割合

更新対象端末及び各所属からの端末増設要望を
もとに、パソコンを配付するものである。
また、Windows7が稼働しているパソコンについて
も、更新をするものです。

ストレージをHDDからSSDに変更すること
で、パソコンの動作を迅速にした

R1目標

事業達成に向けての現在の課題及び今
後の課題解決に向けた取り組み

業務の多様化やセキュリティ強化に伴い、
各所属よりパソコンの増設要望が多くあげ
られるため、引き続き調整を行う。
また、Windows7のサポ―ト終了に伴う対応
を行っていくとともに、windows8.1及び
Office2013のサポート終了に伴う対応も
行っていく。

R2目標値が未達成の理由・分析

R2目標

100.0% 99.8%

100.0%

目標設定の考え方・根拠

A

優先 自治事務 法定受託事務 法定受託＋附加

①600台

R2実績

87.9%

パソコンの更新率

デジ
タル
戦略
課

実施計画ランク 事業の種別

一
般

全庁ネットワーク及び
統合仮想化基盤運用
管理事業

根拠法令

事業の目的及び具体的な内容

―

年間を通して、全庁ネットワーク及び統合仮想化基
盤の安定的な運用管理を行うため、ネットワークの監
視やネットワーク機器、サーバ機器等の障害対応な
ど、常駐ＳＥと連携しネットワーク及び統合仮想化基
盤全体の運用保守を迅速かつ的確に行う。

R1決算額

R2決算額（見込み）

162,519千円 162,519千円

自治事務 法定受託事務 法定受託＋附加

目標設定の考え方・根拠

①全庁ネットワークの正常稼働
率

②統合仮想化基盤の正常稼働
率

R1正規職員
人件費

R1その他職員
従事割合

R1実績
A

R1予算現額

89,947千円 89,947千円

1.07 人

安定的な運用を行うことができ、概
ね目標を達成することができたた
め。

R2年度に改善した点

全庁ネットワーク及び統合仮想化基盤の正常稼
働率

全庁ネットワーク及び統合仮想化基盤の安定的
な運用が目的であるため、稼働率を指標とする。
目標値はネットワークが停止しないことを目標とす
るため100％とする。なお、天災に起因するネット
ワーク停止は除く。

令和元年度以前は1か所でのループが全
体に広がる大規模障害があったが、令和2
年度以降はループが全体に広がらないよ
うシステム上の工夫を施したことにより、
ネットワーク全体の停止を未然に防ぐこと
ができた。R1目標

休日出勤した職員によるネットワーク機器のルー
プ発生について、休日明けに対応した障害対応案
件が2件あったため、ネットワーク停止時間が88.8
時間となった。
また、仮想基盤については、メモリ枯渇した案件
が2件あり、合計3分間のシステム停止となった。

100.0%

指標名

R2目標値が未達成の理由・分析

99.493%

100.0%

事業達成に向けての現在の課題及び今
後の課題解決に向けた取り組み

8,894千円 臨時職員 0.00 人

①98.986%

②99.999%

R2目標 R2実績

引き続き安定的なネットワーク運用を行っ
ていくとともに、全職員に対しループ配線
等の誤接続を防ぐための周知を行う。

R2その他職員
従事割合

期間 1.25 人

6,987千円 4,374千円

R1決算額R1予算現額

自治事務

R3目標

H8年～ 10,210千円
会年職員 0.00 人

0.00 人

会年職員

目標設定の考え方・根拠

デジ
タル
戦略
課

実施計画ランク 事業の種別

一
般

R1予算現額

0千円

情報資産に関する脅威や対処方法等を研修などか
ら職員一人ひとりに理解してもらい、セキュリティ意識
を向上させる。また、情報セキュリティ監査を行い（平
成28年度から）、セキュリティレベルの向上を図る。

―

R2実績

膨大だった職員の事務負担が軽減
し、時間外勤務の削減にも一定の
効果があった。

根拠法令 R2予算現額

R2決算額（見込み）

特になし

R1決算額

①情報セキュリティ研修会
②令和２年度情報セキュリティ
監査
③令和元年度情報セキュリティ
監査の結果に基づくフォロー
アップ監査 R1目標 R2目標値が未達成の理由・分析

A

情報セキュリティ対策
推進事業

目標設定の考え方・根拠

法定受託事務 法定受託＋附加 0千円 0千円

目標達成済100.0%

100.0%

0千円

R2年度に改善した点

作業時間が削減されることにより、職員の負担軽
減、市民サービス向上に繋がるものと考えるた
め、RPA導入により削減された時間数を指標とし
ている。

新規事業のためなし

事業達成に向けての現在の課題及び今
後の課題解決に向けた取り組み

RPAのさらなる活用のため、シナリオの開
発ができる職員の人材育成を進める。

各業務における削減時間数の合計

目標達成済

R2目標値が未達成の理由・分析

指標名R1決算額

0.00 人 -

事業の目的及び具体的な内容
R1正規職員
人件費

R1その他職員
従事割合

R1目標

①個人市民税業務における削
減時間

②法人市民税業務における削
減時間

R1その他職員
従事割合

指標名

181時間10分

臨時職員 0.00 人

①138時間

②43時間10分

R2目標

R1実績

非常勤
特別職

R3目標

R2～ 300時間

ＲＰＡ（ロボティック・プロセス・オートメーション）を導入
することにより日々行っている審査・印刷事務等の定
型作業を、ソフトウェア型のロボットが代行・自動化し
て処理するものである。
導入することにより、職員の負担軽減、作業の正確
かつ効率化が図られ、相談や窓口業務等に職員が
割り当てる時間を増やすことで市民サービスの向上
が期待できる。

-

R2実績

市民税賦課事務RPA
活用事業

975千円

150時間

0.00 人

R2予算現額

R2正規職員
人件費

法定受託事務

事業の目的及び具体的な内容
R1正規職員
人件費

1,754千円

根拠法令

特になし

一
般

R1予算現額

R2その他職員
従事割合

0.23 人

優先

1,879千円

0千円法定受託＋附加

期間

12,870千円

0.45 人

R2正規職員
人件費

R2予算現額

特になし

市民
税課

実施計画ランク

使用開始から６年が経過し動作の遅延や故障が発
生しているパソコンの更新を行う。さらに臨時職員の
増員などで、業務上パソコンの増設が必要なため、
更新に際して増設を行う。

デジ
タル
戦略
課

実施計画ランク 事業の種別

事業の種別

期間

自治事務

8,806千円

会年職員 0.00 人

会年職員 0.00 人
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実施手法等
の工夫により
貢献できた
項目(任意)

所属
名称

事務事業名称 事業概要（全体）
投入コスト

会
計

総合
評価

評価
理由

事業自体が
貢献する
項目

活動実績(R2)

成果

成果指標

評価及び次年度以降に向けた課題・取り組みなど

現状の課題

経費
SDGsへの貢献
(最大3つ)

項目名

■ □ □

実績

評価者

市民相談担当参事　高橋　国弘

項目名

□ ■ □

実績

評価者

市民課長　橋本　博史
会年職員

644千円 365千円

R1決算額

どのように貢献したか

デジタル社会の実現には個
人番号カードが必須であり、
多くの市民にカードを交付す
ることで、デジタル社会の実
現に向けた貢献ができてい
る。

１１．住み続
けられるまち

づくりを

どのように貢献したか

個人情報を適切に取扱うこ
とで、公正で信頼される市
政の推進に寄与した。

１１．住み続
けられるまち

づくりを

１１．住み続
けられるまち

づくりを自治事務 法定受託事務

A

個人情報開示請求は年間50～100
件程度で推移している中、不服申
立は生じておらず、目標は達成され
ている。
また、関係業務を担当する職員に
対しては、外部講師による個人情
報保護制度に関する研修のほか内
部講師による研修を併せて実施す
るなどして、知識の習得と意識の向
上を図っている。

R2年度に改善した点

①個人情報開示請求等

②個人情報取扱事務届出書

市民
相談
課

実施計画ランク 事業の種別

一
般

R1予算現額

個人情報保護制度推
進事業

重要

9,066千円

8,312千円

職員向けの庁内新聞において、他団体に
おける個人情報漏えい事案とそのポイント
を解説し、各所属が個人情報を適切に取
扱うよう周知・啓発した。

R1目標 R1実績

0.0%

0.0% 0.0%
事業達成に向けての現在の課題及び今
後の課題解決に向けた取り組み

個人情報保護に関する研修・啓発により
職員の資質向上を図るとともに、特定個人
情報取扱点検・監査等を実施することで、
適正管理を推進する。
また、令和5年度に予定されている制度改
正に向け、事業の目的を達成できるよう制
度のあり方を検討する。H13～

R2目標値が未達成の理由・分析

市の保有する個人情報の適正な取扱を図り、個人の
権利や利益の保護と公正で信頼される市政の推進を
目的とする。
内容としては、個人情報開示請求等の相談と受付、
個人情報の取扱状況の把握及び出前講座や研修を
通じて、市民や職員への個人情報保護制度の周知
を図っている。

1.00 人
非常勤
特別職

0.00 人

R2実績

0.0%

事業の目的及び具体的な内容

R2正規職員
人件費

指標名

R2決算額（見込み）

目標設定の考え方・根拠

開示請求に対する不服申立て率（％）
（不服申立て件数／請求件数×100）

個人情報開示請求に対して適正な対応や丁寧な
説明を行うことで、不服申立が生じる可能性は低
くなると考えられることから、指標とした。

0.0%

目標達成済

R3目標

臨時職員 0.00 人

①43件

②1,028件

R2目標

期間 1.11 人

法定受託＋附加

R1正規職員
人件費

R1その他職員
従事割合

根拠法令 R2予算現額

R2その他職員
従事割合

所沢市個人情報保護条例、所沢市個人情報保護条
例施行規則、所沢市情報公開・個人情報保護審議

R2決算額（見込み）

39,233千円 臨時職員

R1決算額

会年職員

0.00 人

595千円 183千円

市民
課

実施計画ランク

75,084千円

指標名

R2目標

個人番号カード交付
促進事業

根拠法令

期間

一
般

急激に増加した個人番号カードの申請交
付に対応するため、庁内応援制度の活用
と会計年度任用職員の増員を図り、カード
の円滑な交付を行った。

R1正規職員
人件費

R1予算現額

Ｂ

年度当初から急激に増加した個人
番号カードの申請交付に対応でき
ず、申請から交付まで３か月程の
期間を要することとなったが、１０月
以降の庁内応援制度の活用と１月
以降の会計年度任用職員の増員
により、年度末には１か月程でカー
ドの交付を行うことができた。

R2実績

R1目標 R1実績

マイナポイント制度の開始により個人番号カード
の交付申請が急激に増加したことから、交付体制
を強化し、前年比３．６倍ものカード交付を行った
ものの、1万件を超える申請が２、３月にあり、カー
ド製造に時間を要し、年度内に交付できなかった
ため。

70,675千円

178,807千円

①61,036件

②35,311件

③46,415枚
5.54 人

事業の種別

個人番号カードの交付が事業の目的となっている
ため交付件数を指標とする。

R2予算現額

事業達成に向けての現在の課題及び今
後の課題解決に向けた取り組み

12,000件

R2年度に改善した点

①個人番号カード申請件数

②個人番号カード交付件数

③個人番号カード受領枚数

個人番号カード交付件数

非常勤
特別職

9,874件

R2目標値が未達成の理由・分析
R1その他職員
従事割合

目標設定の考え方・根拠

マイナポイント制度の終了により、個人番
号カードの申請件数が減少している。この
ため、令和元年度に行ったまちづくりセン
ターでの申請補助や市内企業での出張受
付の実施について、新型コロナウイルス感
染症の感染状況を勘案しながら検討す
る。

R2正規職員
人件費

R2その他職員
従事割合

R3目標

35,311件

113,000件

13.00 人

25.00 人

39,486件

4.72 人

H27～ 45,251千円

税分野・社会保障分野・災害時における手続に必要
な個人番号と本人確認が1枚でできる書類として、希
望する市民に対し個人番号カードの交付を行うもの
であり、コンビニエンスストアにおける証明書交付
サービスなど市民サービスの向上に寄与する。な
お、国はデジタル社会の早期実現のため、令和4年
度末にほとんどの住民のカード保有を想定しており、
本市では令和3年度末で市民の6割へのカード交付
を目指す。

224,423千円

事業の目的及び具体的な内容

番号法、住民基本台帳法

優先 自治事務 法定受託事務 法定受託＋附加

0.00 人
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項目名

■ □ □

実績

評価者

財政担当参事　　新井　猛

項目名

■ □ □

実績

評価者

管財課長　浅見　仙隆

項目名

■ □ □

実績

評価者

収税担当参事　大野　義彦

項目名

■ □ □

実績

評価者

収税担当参事　大野　義彦

①口座振替関連補助業務処理
件数

②収納管理関連業務処理件数

③滞納整理関連業務処理件数

39,815千円

担当件数（市税・国民健康保険税）
※担当件数＝滞納整理処分対象件数／滞納整
理担当職員数

R1実績

R2その他職員
従事割合

第７章　未来（あす）を見つめたまちづくり  第５節　財政運営

R2実績

1000件/人

期間 6.00 人 R3目標

1100件/人

会年職員 0.00 人
49,008千円

R2正規職員
人件費

0.00 人 1200件/人 1156.04件/人

臨時職員 0.00 人
①1,341,966件

②1,079,745件

③19,136件

1070.43件/人

R2目標

R2予算現額 R2決算額（見込み）

地方税法、国税徴収法、国民健康保険法、所沢市税
条例、所沢市国民健康保険税条例

41,356千円 41,356千円

74,808千円

9.00 人
非常勤
特別職

特になし

R2目標値が未達成の理由・分析

目標設定の考え方・根拠

Ａ

優先 自治事務 法定受託事務 法定受託＋附加 39,816千円

根拠法令
定例業務の内容や運用の見直し
等、来年度(令和３年度)からの運用
にむけた準備の進捗については、
概ね順調であったと考えている。
また事業目的とする、定例業務の
効率化ならびに滞納整理担当職員
の確保・増強という点において、一
定の効果があったものと考えてい
る。

R2年度に改善した点

当該事業は、定例業務の委託化・滞納整理担当
職員の確保を通じて、きめ細やかな滞納整理の
推進および市民対応を目的とする事業である。こ
のため、職員１人あたりが担当する件数を指標と
し、目標値としては、前年より減らすことを目標とし
たい。

委託化した業務の処理状況をこまめに管
理しながら、定例業務の運用について見
直しに取り組むことで、事務処理の質や処
理速度の向上を図るとともに、令和３年度
以降における安定的な事務運営にむけた
体制の確立をはかった。

事業達成に向けての現在の課題及び今
後の課題解決に向けた取り組み

委託した事務の効率的かつ安定的な運用
を目指すとともに、滞納整理担当職員を確
保し、きめ細やかな滞納整理の推進と収
納率の向上をはかる。

目標達成済。

R1決算額 指標名

R1その他職員
従事割合

R1目標

R2その他職員
従事割合

5,735千円

R1予算現額

R2目標

R1正規職員
人件費

1件

収税
課

実施計画ランク 事業の種別

一
般
・
特
別

市税収納管理等委託
事業

事業の目的及び具体的な内容

（目的）定例業務の委託化に伴う滞納整理担当職員
の確保と、収入額の増加及び収納率の向上。
（具体的な内容）
①収納情報の消込業務及び還付充当処理
②口座情報の登録及び廃止業務
③滞納整理に付随する調査業務
④上記業務に付随する事務処理

H３０～

R2年度に改善した点

R2目標値が未達成の理由・分析

3件

0.69 人

0件

R1決算額 指標名

売却実績

0件

臨時職員

R3目標

非常勤
特別職

用地の売却をもって業務完了となることから、売
却実績を指標とした。

R1目標

公募入札を２件実施したが、応札がなかった。
新型コロナの感染拡大により、土地購買需要の落
ち込みが原因とみられる。

R2実績
①実施済（１件）

②実施済（2件）

③実施済（2件）

1.00 人

会年職員

R2正規職員
人件費

結果的に２年間で売却実績がない
ため

R1実績

1,613千円
①地積測量

②不動産鑑定

③公募入札R1その他職員
従事割合

目標設定の考え方・根拠

Ｃ

1.00 人

管財
課

実施計画ランク 事業の種別

一
般

法定受託事務

事業の目的及び具体的な内容

H２２年

期間

所沢市財産規則、所沢市普通財産売払要綱

コロナ禍で難しい面もあるが、市場の動向
も注視しながら、計画的な売却を図ってい
く。

R2決算額（見込み）

1,328千円

0.00 人
事業達成に向けての現在の課題及び今
後の課題解決に向けた取り組み

法定受託＋附加

R1正規職員
人件費

R2予算現額

1件

公有財産のうち、今後、利活用が見込めない未利用
地について、財源確保のため公募により売却する。

1,613千円

R1予算現額

会年職員 0.00 人

優先 自治事務

根拠法令

0.90 人

7,351千円

会年職員 0.00 人

事業自体が
貢献する
項目

活動実績(R2)

成果

成果指標

評価及び次年度以降に向けた課題・取り組みなど

現状の課題

経費
SDGsへの貢献
(最大3つ)

事務事業名称 事業概要（全体）
投入コスト

会
計

総合
評価

評価
理由

実施手法等
の工夫により
貢献できた
項目(任意)

所属
名称

-

非常勤
特別職

65,344千円

0.009% 当該事業の活動を通じて、
納税者の利便性向上だけ
でなく、公平な税負担の推
進に寄与した。

期間 8.00 人 R3目標

R2正規職員
人件費

R2その他職員
従事割合

どのように貢献したか

当該事業の活動を通じて、
きめ細やかな滞納整理事
務の実施だけでなく、公平
な税負担の推進に寄与し
た。

どのように貢献したか

１６．平和と
公平をすべ
ての人に

事業達成に向けての現在の課題及び今
後の課題解決に向けた取り組み

納付方法のひとつとして、納税者へ認知さ
れ、活用されるよう、市ＨＰまたは広報折
込チラシを活用し、ＰＲに努める。

0.00 人 - -

納税環境整備事業

根拠法令 R2予算現額 R2決算額（見込み）

地方税法、国税徴収法、国民健康保険法、所沢市税
条例、所沢市国民健康保険税条例

5,288千円 3,769千円

事業の目的及び具体的な内容
R1正規職員
人件費

R1その他職員
従事割合

R1目標 R1実績 R2目標値が未達成の理由・分析

令和２年度における当該事業は、半期が導入期
間にあたる。そのため、事業の効果を測定する目
標値については、運用開始期にあたる令和３年度
からを想定とし、今回は評価対象外とする。

1%

R2年度に改善した点

キャッシュレス納付サービスの導入
にあたり、当初の導入計画より遅滞
なく遂行・サービス開始できたこと
から、概ね順調であったと考えてい
る。一方で、サービス開始時期が年
度途中からであり、納税者へ十分
にＰＲできず、納付方法として認知
が十分でなかったことが考えられ
る。

１１．住み続
けられるまち

づくりを0千円
①モバイルレジ利用件数

②モバイルレジクレジット利用件
数

③電子マネー利用件数

キャッシュレス納付利用率（市税・国民健康保険
税）
※キャッシュレス納付利用率＝キャッシュレス納
付による収納額/市税・国民健康保険税収納額

当該事業は、キャッシュレス納付サービスの導入
により、納付方法の拡充および納税者の利便性
の向上を目的とする事業である。このため、全体
の収納額のうちキャッシュレス納付が占める割合
を指標とし、目標値としては、前年より増やすこと
を目標としたい。

市ＨＰおよび広報折込チラシ（１１月号）に
て、キャッシュレス納付サービスの開始を
周知し、納税方法の拡充および利便性の
向上についてＰＲに努めた。

①86件

②310件

③1,028件

R2目標 R2実績

優先 自治事務

R1予算現額 R1決算額 指標名 目標設定の考え方・根拠

Ｂ

１６．平和と
公平をすべ
ての人に

収税
課

実施計画ランク 事業の種別

一
般
・
特
別

どのように貢献したか

該当なし

１６．平和と
公平をすべ
ての人に

８．働きがい
も経済成長

も

１１．住み続
けられるまち

づくりを

指標名 目標設定の考え方・根拠

R1その他職員
従事割合

R1目標 R1実績

期間 0.68 人

根拠法令 R2予算現額

ふるさと納税制度に基づき「所沢市ふるさと応援寄附
金」を募ることで、歳入の確保を図る。

R1決算額

3,491千円

0.42 人

地方税法・所沢市ふるさと応援寄附条例 164千円

事業の目的及び具体的な内容

①寄附件数

②寄附金額

寄附金額

財政
課

実施計画ランク 事業の種別

一
般

R1予算現額

ふるさと応援寄附推進
事業

30千円優先 自治事務 法定受託事務 法定受託＋附加 48千円

どのように貢献したか

非常勤
特別職

164千円

臨時職員

0.00 人

R2決算額（見込み）

R2目標値が未達成の理由・分析

制度周知の成果を測る指標として、市に対する年
間寄附金額を設定する。
本市はH29年度より返礼品を廃止しているが、返
礼品がなくとも年間100万円の寄附獲得を目指
す。

61,186千円 特定事業として新型コロナ
ウイルス感染症対策事業
に係る寄附を受け付け、寄
附者の意向に沿った活用
を行い、広く公表した1,000千円

R3目標

1,000千円

大口の寄附のほか、新型コロナウ
イルス感染症対策事業に係る寄附
募集を行い、目標額を大幅に達成
した。
今後も、制度の趣旨に沿った寄附
募集に努めていきたい。

返礼品目的ではなく、市の取り組みに賛同
し応援寄附をしていただけるよう、寄附金
活用事業のＰＲに加え、R2年度は特定の
具体的な事業に対する寄附募集を行う際
に、ポスターやチラシを作成するなど、積
極的に周知を図った。

Ｓ

R2年度に改善した点

法定受託事務

市有財産活用事業

924千円

事業達成に向けての現在の課題及び今
後の課題解決に向けた取り組み

44,751千円

引き続き多くの方々からご寄附いただける
よう、特定の具体的な事業の拡大や周知
方法の工夫に力を入れていく。

R2目標

1,000千円 目標値達成

H17～

0千円 臨時職員 0.00 人

R2～

（目的）キャッシュレス決済の導入に伴う納付方法の拡充
と納税者の利便性の向上
（具体的な内容）
モバイルレジ、モバイルレジクレジット、電子マネー（LINE
Pay、Ｐａｙ　Ｐａｙ）による市税の収納

①163件

②61,186千円

R2実績

5,554千円

法定受託＋附加

R2正規職員
人件費

R2その他職員
従事割合

R1正規職員
人件費

0千円

0.00 人

0.00 人
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事業自体が
貢献する
項目

活動実績(R2)

成果

成果指標

評価及び次年度以降に向けた課題・取り組みなど

現状の課題

経費
SDGsへの貢献
(最大3つ)

事務事業名称 事業概要（全体）
投入コスト

会
計

総合
評価

評価
理由

実施手法等
の工夫により
貢献できた
項目(任意)

所属
名称

項目名

■ □ □

実績

評価者

収税担当参事　大野　義彦

項目名

■ □ □

実績

評価者

経営企画課長　小池　純一

項目名

■ □ □

実績

評価者

管財課長　浅見　仙隆

項目名

■ □ □

実績

評価者

管財課長　浅見　仙隆S６３年～ 11,435千円

　本事業は、市庁舎施設の老朽化に伴う設備の不具
合箇所等を改善し、建物・空調・機械・電気・衛生設
備等の設備性能を維持改善することにより、来庁者
や職員の安全確保、快適性や執務環境の向上・充
実を図るため、市庁舎の修繕を行うものである。

40件

老朽化の度合いを考慮しつつ、予
算の範囲内で効率的修繕・工事を
実施した。

24,509千円

会年職員
期間 1.40 人

修繕必要条件における達成件数

目標設定の考え方・根拠

R1実績

0.00 人

事業達成に向けての現在の課題及び今
後の課題解決に向けた取り組み

40件 49件
B

計画的に行っている修繕とは異なり、突発的に発
生した修繕に多額の費用がかかったため

R3目標

R2年度に改善した点

R2目標
多くの市庁舎設備は寿命（２０～２５年）を
超過し、故障続発や保守部品の入手困難
などにより修理に多くの時間を要す状況で
あることから、今後は関係各課と調整し、
設備本体の更新を図っていく。

R2目標値が未達成の理由・分析

非常勤
特別職

0.00 人

R2実績

R1決算額 指標名

①９件

②８件

③１６件

R2その他職員
従事割合

40件 33件

事業の目的及び具体的な内容

インフラ長寿命化基本計画、所沢市公共施設等総合
管理計画

715,675.08㎡(H29)以下4,574千円
会年職員

R1正規職員
人件費

24,509千円

自治事務 法定受託事務

管財
課

－

市庁舎修繕事業

根拠法令 R2予算現額 R2決算額（見込み）

事業の種別

一
般

R1予算現額

R2正規職員
人件費

①建築・衛生・厨房設備修繕件
数

②電気設備修繕件数

③空調・機械設備修繕件数

5,866千円 4,483千円

716,935.96㎡

修繕達成実績

R1目標

H23年度～

優先

R2予算現額

11.0%

法定受託＋附加

実施計画ランク

0.00 人

23,395千円

臨時職員 0.00 人

0.00 人

23,443千円

18,203千円

2.19千円

R1その他職員
従事割合

公共施設長寿命化計画に基づき、計画的
な公共施設等の管理を進めていく。

715,675.08㎡(H29)以下 716,803.56㎡

臨時職員

0.56 人 R3目標

R2実績

0.00 人 715,675.08㎡(H29)以下

R1目標

R2正規職員
人件費

R2その他職員
従事割合

①策定

②改訂

R2目標

「所沢市公共施設長寿命化計画」に基づく複合化
の実施時期に到達していないため。

事業達成に向けての現在の課題及び今
後の課題解決に向けた取り組み

R2目標値が未達成の理由・分析

どのように貢献したか

公共施設を計画的にマネ
ジメントし、市民に安全に
利用してもらうことで、住み
続けられるまちづくりに貢
献した。

R1正規職員
人件費

R1その他職員
従事割合

0.59 人
非常勤
特別職

R2年度に改善した点

①公共施設長寿命化計画（個別
施設計画）の策定状況
②公共施設等総合管理計画の
改訂状況

根拠法令 R2予算現額 R2決算額（見込み）

R1実績

公共施設等総合管理計画に掲げる「公共施設の
総量適正化」の状況を測るため、公共施設（インフ
ラを除く）の総面積を指標とする。

公共施設等総合管理計画の改訂及び公
共施設長寿命化計画の策定を実施した。

公共施設の総面積

事業の目的及び具体的な内容

22,177千円自治事務

公共施設等の総合的かつ計画的な管理を進める。

4,904千円

期間

１１．住み続
けられるまち

づくりを―

目標設定の考え方・根拠

Ｂ

「所沢市公共施設長寿命化計画」
に基づく複合化の実施時期に到達
していないため、総面積の設定目
標は達成していない。
公共施設等総合管理計画の改訂
及び公共施設長寿命化計画の策
定を実施し、「公共施設の総量適正
化」に向けて計画的なマネジメント
を実践していく。

経営
企画
課

実施計画ランク 事業の種別

一
般

R1予算現額

公共施設マネジメント
推進事業

法定受託事務 法定受託＋附加 24,113千円

5,168件
2.00 人

指標名

R2～ 16,336千円 99.00%

R1決算額

会年職員

0.00 人
非常勤
特別職

R2正規職員
人件費

R2その他職員
従事割合

99.00% 99.15%

0千円

目標達成済。

R1目標 R1実績 R2目標値が未達成の理由・分析

事業達成に向けての現在の課題及び今
後の課題解決に向けた取り組み

R2目標 R2実績

事業の活動を通じて、現年度における市
税の収納率が、引き続き高い水準で維持
できるよう、働きかけに努める。R3目標

Ｒ２年度における目標値および実
績を比較した結果、事業目的とす
る、現年度における市税の収納率
向上という点において、一定の効果
があったものと考えている。

R2年度に改善した点

１６．平和と
公平をすべ
ての人に

収納率向上対策事業
（ＳＭＳ催告）

根拠法令 R2予算現額 R2決算額（見込み）

地方税法、国税徴収法、国民健康保険法、所沢市税
条例、所沢市国民健康保険税条例

452千円

当該事業は、ショートメッセージサービスによる催
告の実施により、市税の納め忘れを防ぐことを目
的とする事業である。また現年度における滞納を
中心に催告することで、過年度における滞納を未
然に防ぐことを目的としていることから、現年度に
おける市税の収納率を指標とする。目標値として
は、前年より下がらないことを目標としたい。

指標名

事業の目的及び具体的な内容
R1正規職員
人件費

R1その他職員
従事割合

452千円

Ａ

- -0.00 人

0千円

収税
課

実施計画ランク 事業の種別

一
般
・
特
別

自治事務優先 法定受託事務

期間

R1予算現額 目標設定の考え方・根拠

0千円 臨時職員 0.00 人
（目的）市税、国民健康保険税の滞納整理事務の効率化
及び、収納率の向上
（具体的な内容）
ショートメッセージサービスによる催告の実施

ショートメッセージサービスによ
る催告件数

現年度における市税の収納率

法定受託＋附加

R1決算額

７．エネルギー
をみんなにそ
してクリーンに

どのように貢献したか

「ところざわ未来電力」を通
じた環境に優しい電力の利
用で二酸化炭素排出量の
削減に大きく貢献した。

当該事業の活動を通じて、
納税者の納め忘れを防止
するだけでなく、公平な税
負担の推進に寄与した。

どのように貢献したか

「環境配慮事項等伝達書」
に基づき、再資源資材の活
用や安全安心な労働環境
の促進に努めた。

１１．住み続
けられるまち

づくりを

現在活用している自動音声電話催告シス
テムの実施スケジュールを考慮したうえ
で、実行することにより、納税者にとって印
象的かつ効果的な催告となるよう、工夫し
た。

特になし

0.00 人

優先 自治事務 261,709千円

R2決算額（見込み）

管財
課

実施計画ランク 事業の種別

一
般

根拠法令

市庁舎管理事業

R1その他職員
従事割合

法定受託＋附加 275,036千円

非常勤
特別職

①公共料金の支払料金
　（電気・ガス・上下水道・電話）

②電力使用量

庁舎年間電力使用量の削減

R2目標値が未達成の理由・分析

指標名

10.0%

R2目標 R2実績 どのように貢献したか

夏期・冬期における節電の取り組みによ
り、環境負荷の削減に努めた。

R1目標 R1実績

７．エネルギー
をみんなにそ
してクリーンに

Ａ

夏期・冬期における節電の取り組
みにより、環境負荷の削減に努め
た。また、消毒液、パーティション等
の購入、階段ドアノブの消毒など新
型コロナへの対応を迅速に行った。

R2年度に改善した点

本事業は、庁舎の効率的かつ効果的な運用を行うこ
とで、安全かつ快適な施設の運用を図るものである。

2.19 人

目標設定の考え方・根拠R1決算額R1予算現額

来庁者が気持ちよく庁舎を利用していただ
けるよう、市民サービスの維持・向上を図
りながら、省エネ・省資源に向けた管理運
営に取り組んでいく。0.00 人

5.0%

所沢市庁舎管理規則、所沢市庁舎防火管理規程の
管理運営要領

257,276千円 256,622千円

平成２２年度と比較した年間電力使用量削減率
（２２年度年間電力使用量　3,029,809ｋWｈ）

事業の目的及び具体的な内容
R1正規職員
人件費

法定受託事務

5.0%

期間

18,203千円

会年職員

R2その他職員
従事割合

臨時職員 0.00 人
①８４，３６２千円

②２，７２１，９２３ｋWｈ

事業達成に向けての現在の課題及び今
後の課題解決に向けた取り組み

2.30 人 R3目標

S６１年～ 18,786千円 5.0%

R2正規職員
人件費

目標達成済

0.00 人
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第７章　未来（あす）を見つめたまちづくり  第５節　財政運営

事業自体が
貢献する
項目

活動実績(R2)

成果

成果指標

評価及び次年度以降に向けた課題・取り組みなど

現状の課題

経費
SDGsへの貢献
(最大3つ)

事務事業名称 事業概要（全体）
投入コスト

会
計

総合
評価

評価
理由

実施手法等
の工夫により
貢献できた
項目(任意)

所属
名称

項目名

■ □ □

実績

評価者

項目名

■ □ □

実績

評価者

営繕担当参事　森田幸夫

会年職員 0.00 人

会年職員 0.00 人

R1その他職員
従事割合

都市公園法、都市公園法施行令、都市公園法施行規則

根拠法令

0千円 0千円

期間

R2～ 2,042千円 100.0%

公園遊具・園内樹木
安全点検事業

0千円 臨時職員

非常勤
特別職

-

R2正規職員
人件費

R2その他職員
従事割合

100% 100% 目標達成済

事業達成に向けての現在の課題及び今
後の課題解決に向けた取り組み

0.25 人

-

R3目標

①100%

②

③

指標名 R2年度に改善した点

目標値を達成している
R1目標 R1実績

①遊具点検率

②

③

R2目標 R2実績

ランク付された公園遊具について、順次撤
去・修繕等を行っていく。

A

安全で快適な公園利用のためには、遊具の安全
確保が必要であり、そのために遊具点検実施率を
指標とした。

従来の職員の目による点検に加え、専門
家の視点及び点検手法を活用し、公園遊
具のランク付を行った。

R2決算額（見込み）

目標設定の考え方・根拠

R2目標値が未達成の理由・分析

安全で快適な公園利用を図るための公園遊具点
検実施率

0.00 人

0.00 人

自治事務 法定受託事務 法定受託＋附加

0.00 人

R1決算額

5,291千円 5,291千円

事業の目的及び具体的な内容

R1予算現額

R2予算現額

0.00 人

R1実績

R3目標

R2目標

R1その他職員
従事割合

R1目標

①18件

②16件

R2実績

指標名

①修繕計画に基づく工事予定件
数

②修繕計画に基づく工事実施件
数

18件

法定受託＋附加 0千円 0千円

0.00 人 16件

R2正規職員
人件費

R2その他職員
従事割合

修繕計画に基づく工事実施件数

1.90 人 16件
非常勤
特別職

R1正規職員
人件費

2.30 人

15,793千円

18件 16件

臨時職員

R2年度に改善した点

対象施設の築年数や修繕後の経過年数及び老
朽度、市の財政状況を勘案し、関係各課と協議を
行い目標を設定する。

対象施設の老朽度による工事の優先順位
や市の財政状況を勘案してＲ2年度目標の
工事予定件数を見直した。

事業達成に向けての現在の課題及び今
後の課題解決に向けた取り組み

所沢市公共施設長寿命化計画に統合され
たことで、施設の統廃合や、長寿命化改修
（大規模改修）の予定も勘案した計画策定
が必要となっていく。このため、これまで以
上に経営企画課や施設所管課との協議、
連絡を密に取っていく。

予定していた工事のうち２件が施設所管課の都合
（コロナの影響で施設運営をしながらの適切な工
期確保が困難になった。）により、取り下げられた
ため。

R2目標値が未達成の理由・分析

目標設定の考え方・根拠

Ａ

取り下げられた工事を除き、成果指
標の目標値を達成した。

R1決算額

R2決算額（見込み）

建築基準法 0千円 0千円

R1予算現額

自治事務

R2予算現額

営繕
課

実施計画ランク 事業の種別

一
般

公共建築物修繕計画
推進事業

重要

事業の目的及び具体的な内容

期間

根拠法令

優先

建築物については、建築後３０年を経過すると急激に劣化
が進行するとされており、所沢市の公共建築物においても
築後３０年を経過するものが増加していくことを踏まえ、建
築物の劣化が進行する前の予防保全に取り組むため「所
沢市公共建築物修繕計画」を平成１８年度に策定した。
この修繕計画により、建築物の修繕を計画的に進行管理
し、単年度に修繕工事が集中する事態を避けて財政負担
を平準化するとともに、既存建築物の延命化を図り有効活
用していく。

法定受託事務

H18～ 18,786千円

R1正規職員
人件費

公園利用者の安全で快適な公園利用を図るため、公園遊
具や園内樹木を対象に、安全点検を実施するものであ
る。

公園
課

実施計画ランク 事業の種別

一
般

どのように貢献したか

公共建築物の修繕を財政
負担の平準化を図りながら
計画的に進めた。

１１．住み続
けられるまち

づくりを

１１．住み続
けられるまち

づくりを

どのように貢献したか

遊具点検を実施し、危険遊
具を適切に把握すること
で、安全で快適な公園利用
に貢献した。
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